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1.

2.

Differences in soil type drive the intraspecific variation in the responses of an earthworm species and, consequently, tree 
growth to warming 

Spatial distribution of xylem embolisms in the stems of Pinus thunbergii at the threshold of fatal drought stress  
 
3.

Scaling-up from tree to stand transpiration for a warm-temperature multi-species broadleaved forest with a wide variation in 
stem diameter 

 
4.

5. Journal of Forest Research
 Wei Wang, Yuichi Hanai, Chisato Takenaka, Rie Tomioka, Kazuya Iizuka, and Hajime Ozawa 
  Cesium absorption through bark of Japanese cedar (Cryptomeria japonica) 
   Vol.21, No.5, 251 258, 2016 
    
 
6.
  
  - 
  99 2 , 84 96, 2017  
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27 Journal of Forest Research 271
272
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What kind of influence does the climate change have for expansion of the Pine Wilt disease?  
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Direction toward preservation and sustainable use of forestry heritage — Introduction of the 

heritage selected by the Japanese Forest Society  
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State and projection of woody biomass use for energy: Focusing on the era after FIT  
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Think forest management of matured forests to mitigate meteorological damage risk: considering 
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T9
Tropical Forestry Research  

ONDA Nariaki Kyushu University   

TERAUCHI Daisuke Toyo University  

OTA Masahiko Kyushu Institute of Technology  

FUJIWARA Takahiro Kyushu University  

3 28 14:30 17:00 1 133  

This session is designed to share knowledge, information and experiences on tropical forestry research. To address 

issues and achieve better conservation and utilization of tropical forests, it is essential to have the following: (1) 

knowledge on interdisciplinary approaches, (2) dialogue based on accurate information, and (3) learning from past 

experiences of trial and error. We invite presentations from various research fields such as ecology (e.g. 

biodiversity, carbon stock), silviculture, socioeconomics (e.g. farm economy, community forestry), anthropology 

(e.g. local livelihood, culture), politics (e.g. national and international policy), and information science (e.g. 

remote sensing, GIS). We also welcome presentations by international students as well as young Japanese 

researchers. To carry out discussion among participants from different countries, English is official language for 

all presentations and following question and answer in this session. To facilitate lively discussion in this session, 

the speakers are encouraged to make your presentations understandable for the participants with different 

background and mother languages. 
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日本森林学会賞・奨励賞・学生奨励賞・功績賞・論文賞

1．日本森林学会賞

（1）森林生態・遺伝育種学的研究のための分子生物学的分析手法の開発と普及 陶山佳久（東北大学）

（2）丹沢山地のブナ林の衰退と再生に関する一連の研究 田村 淳（神奈川県自然環境保全センター）

2．日本森林学会奨励賞

（1）Differences in soil type drive the intraspecific variation in the responses of an earthworm

species and, consequently, tree growth to warming 小林 真（北海道大学）

（2）Spatial distribution of xylem embolisms in the stems of Pinus thunbergii at the threshold of

fatal drought stress 梅林利弘（北海道大学）

3．日本森林学会学生奨励賞

（1）Scaling-up from tree to stand transpiration for a warm-temperature multi-species broad-

leaved forest with a wide variation in stem diameter

邱 湞瑋（投稿時：九州大学 応募時：東京農工大学）

4．日本森林学会功績賞

（1）東京電力福島第一原子力発電所事故による森林放射能汚染対策への貢献 金子真司（森林総合研究所）

（2）ブナ林の生態的解明に基づく持続的利用に関する研究 紙谷智彦（新潟大学）

5．Journal of Forest Research 論文賞

（1）Cesium absorption through bark of Japanese cedar (Cryptomeria japonica）（Vol. 21, No. 5,

251-258, 2016）

WeiWang, Yuichi Hanai, Chisato Takenaka, Rie Tomioka, Kazuya Iizuka, and Hajime Ozawa

6．日本森林学会誌論文賞

（1）市町村森林整備計画におけるアダプティブ・マネジメント応用の可能性─（99 巻 2 号 84-96

2017年） 山田祐亮
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Brodribb et al. 2010

CMRI

cryo-SEM
 

 
 

3 1 n=5 Utsumi et al. 2010
( n=2 n=3) 1

CMRI
–5.0MPa CMRI

cryo-SEM  
 

 
–5.0MPa CMRI

–4.0MPa

–5.2MPa 72% 70

70%
(Fukuda 1997, Umebayashi et al. 2016)

Umebayashi et al. 2011, 2016
 

Brodribb TJ, Bowman DJMS, Nichols S, Delzon S, Burlett R (2010) Xylem function and growth rate interact to 
determine recovery rates after exposure to extreme water deficit. New Phytol 188: 533–542 

Fukuda K (1997) Physiological process of the symptom development and resistance mechanism in pine wilt disease. J For 
Res 2: 171-181 

Umebayashi T, Fukuda K, Haishi T, Sotooka R, Zuhair S, Otsuki K (2011) The developmental process of xylem 
embolisms in pine wilt disease monitored by multipoint imaging using compact magnetic resonance imaging. Plant 
Physiol 156: 943–951 

Umebayashi T, Yamada T, Fukuhara K, Endo R (2016) Observations on the embolism and survival of Pinus thunbergii 
seedlings inoculated with Bursaphelenchus xylophilus. Eur J Plant Pathol 145: 227–231 

Utsumi Y, Bobich EG, Ewers FW (2010) Photosynthetic, hydraulic and biomechanical responses of Juglans californica 
shoots to wildfire. Oecologia 164: 331–338 
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Cesium absorption through bark of Japanese cedar (Cryptomeria japonica) 
 

 
Wei Wang, Yuichi Hanai, Chisato Takenaka, Rie Tomioka, Kazuya Iizuka, and Hajime Ozawa 

Journal of Forest Research 21 (5): 251 258, 2016 
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研 究 発 表 題 目（27日）

（口頭発表・ポスター発表）



S1-1 積雪地域に適したスギ林の下刈り省略方法

長岐昭彦・和田 覚・新田響平・金子智紀・須田邦裕

秋田県林業研究研修センター

【はじめに】造林の初期コストを削減する 1つの方法とし
て、下刈り回数を減らすことが求められている。しかし、
下刈りの省略と実施を繰り返すと誤伐が多くなることや、
積雪地域では雪害も懸念される。そこで、6年生まで毎年
行う下刈りの半減をねらいとし、下刈りの省略・実施年の
違いによる雪害や誤伐の発生頻度、樹高成長へ及ぼす影響
を調べ、その省略パターンを検討した。
【方法】秋田県の 2カ所にスギコンテナ苗を植栽し、下刈
りの連年区、隔年区、2-3・5 年区（1・4・6年に省略）、3-5
年区（1-2 年に省略、1カ所のみ）、無施区を設け、植栽後 5
年目まで雪害と誤伐の発生頻度、植栽木の成長などを調べ
た。
【結果】下刈りを省略すると競合植物が繁茂し、植栽木が
下敷きになることで雪害が、被覆されることで誤伐が共に
高くなった。2-3・5 年区は他の省略区と比較し、雪害・誤
伐の発生頻度が最も低く、植栽木の成長は連年区と同程度
であった。これらのことから、積雪地域における下刈りは、
植栽年、4年生、6年生以降の省略が可能で、2∼3年および
5年生の実施が望ましいと考えられた。

S1-2 下刈スケジュールが植栽木の成長に与える影響

渡辺直史1・北原文章2・光田 靖3・酒井 敦2

1 高知県立森林技術センター・2（国研）森林機構 森林総合研究所

四国支所・3宮崎大学農学部

下刈りの省略により植栽木の成長がどの程度低下するか
を調べるため、スギ 3カ所、ヒノキ 2カ所の調査地を設定
して、毎年下刈り、隔年下刈り、無下刈りの 3処理で成長
量の比較を行った。スギの調査地では大苗（平均苗高
71∼80 cm）と普通苗（平均苗高 45∼48 cm）を植栽し、2
カ所は皆伐の翌春に 1 カ所は皆伐 3 年後の春に植栽した。
ヒノキの調査地は皆伐翌春に普通苗の植栽を行っている
が、1カ所は植栽後 2年経過した林分に試験地を設定した
ため、2年目までは全て下刈りを実施し、3年目から 3処理
での比較を行った。全ての調査地で下刈りの省略により樹
高成長は低下した。皆伐翌春に植栽した試験地における普
通苗の樹高成長の低下は、6∼10 年経過時で無下刈りが
10∼11%、隔年下刈りが 0∼6% であった。大苗では樹高
成長の低下は隔年下刈りと無下刈りでほぼ同じで、6%程
度であった。皆伐後 3年経過して植栽した試験地における
樹高成長の低下は、普通苗では隔年下刈り 7%、無下刈り
52%、大苗では 19%と 37%であった。

S1-3 ワラビカバークロップによる下刈り省力化

中村人史・渡部公一

山形県森林研究研修センター

再造林時にワラビをカバークロップとして導入し下刈り
省力化について検討した。2000∼3000 本/ha で方形植え
されたスギコンテナ苗の対角線上の中点にワラビポット苗
を植栽した試験地において、植生とスギとワラビの成長の
推移を調査したところ早期にワラビが繁茂することで他の
植生の出現がほとんど見られなくなる。またワスギとワラ
ビの生育が良好な場所においてはスギ高がワラビ高を超え
る状態での期間が長く推移し、ワラビ高は 160 cm 程で頭
打ちするがスギはそのまま生育を続ける。ワラビのカバー
によってスギ高を超える植生の出現が見られない事から下
刈り回数を最低 1回にすることができる。一方でワラビの
導入には施肥などの経費が生じるものの、植栽から 3年目
には山菜として収穫することができる。ワラビの収量を
200kg/10a、単価を 400 円/kg、下刈りを 1回として造林全
ての経費を計算すると、植栽 4年目には黒字となり以降は
ワラビによる収益の確保ができるようになる。

S1-4 下刈作業の省力化・軽労化へむけた林地用除草剤

の散布事例

外舘聖八朗

ノースジャパン素材流通協同組合

近年、人工林の成熟と木材需要の増大により人工林の皆
伐が進み、その伐採跡地の再造林が課題となってきている。
その阻害要因の一つとして、複数年に亘る夏季炎天下での
過酷な下刈作業があげられる。下刈作業の省力化や軽量化
を検討するため、対象地に林地用除草剤を散布したので、
事例として報告する。
使用除草剤は、アミノ酸系除草剤で、非選択性、茎葉処
理、移行型の液剤である。
下刈対象植生がササ地と雑かん木地において散布し、サ
サ地では主伐前に動力噴霧器のよる全面散布を（主伐前全
面散布）、雑かん木地では背負式噴霧器での植栽列間への
筋状散布を植栽当年の下刈時（下刈時筋状散布）及び下刈
後（下刈後筋状散布）に実施した。
岩手県森林整備事業での下刈（通常下刈）に対する労働
量は、主伐前全面散布（5箇所）、下刈時筋状散布（8箇所）、
下刈後筋状散布（6箇所）とも 51∼60%となり、大幅に低
減されている。一方、経費は、主伐前全面散布、下刈時筋
状散布、下刈後筋状散布ともに通常下刈の 99∼107%と同
程度の金額となり、労働経費が少なくなった分、同程度の
薬剤代や機械代が掛かり増しとなっている。
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S1-5 下刈り機械化のための根株除去技術の検討

渡辺一郎1・対馬俊之1・蝦名益仁1・巻口公治2・寺島幸弘2・山下

淳2

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2北海道造林

協会

育林工程の機械化は、伐木・造材工程の機械化に比べ、
大きく遅れている。国内では比較的機械化が進展している
北海道においても、地拵え作業の機械化は 3割程度とされ
ている。そのため、育林工程の機械化について取り組みを
進めているが、育林工程の機械化を進める上で障害の一つ
となっているのは、伐木作業後などに残された根株の存在
である。根株は、地拵え、下刈り作業のために機械が林地
に入る際に、走行および作業における大きな障害であると
ともに、刈払い機による作業の際には大きな災害危険要素
の一つでもある。そこで、この根株を林地から除去する方
法について検討した。
①グラップルバケットで根株ごと掘り取る。
②マルチャーを使って、根株の地上部を削り取る。
根株除去を行った結果、小型自走式刈り払い機による下
刈り作業が可能となった。
本研究は生研支援センター「革新的技術開発・緊急展開

事業（うち地域戦略プロジェクト）」の支援を受けて行った。

S1-6 機械地拵えによる競合植生抑制の可能性

大矢信次郎1・清水香代1・中澤昌彦2・瀧誠志郎2・倉本惠生3

1 長野県林業総合センター育林部・2（国研）森林機構 森林総合研

究所林業工学研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究所森林植

生研究領域

伐採・造林一貫作業の実施により、地拵え作業が機械化
され、コスト低減が図られ始めた。加えて、機械地拵えで
は表層土壌の攪乱によって植生回復が遅れ、下刈り回数を
削減できる可能性も想定される。一方で、機械の走行等に
より植栽地の土壌の締め固めも懸念されているがその実態
は明らかになっていない。本研究では、長野県の霊仙寺山
国有林及び浅間山国有林の機械地拵えを行った再造林地に
おいて、植生回復の状況と表層土壌硬度を調査した。植栽
1 年目と 2 年目の下刈りを省略した霊仙寺における地拵
え・植栽後の植栽当年秋季の植被率は、バケット<グラッ
プル<人力≦無地拵えの順で高くなり、順位は翌年の 9月
下旬においてもほぼ同様であった。雑草木との競合状態
は、植栽木の高さが雑草木以下である割合がバケットで 5
%に過ぎなかったのに対して、グラップルで 43%、人力で
36% であり、無地拵えでは 87% に及んだ。また、霊仙寺
における地拵え後の表層土壌硬度は、人力と機械の間に差
は認められなかった。これらのことから、バケット地拵え
による A0層の排除により植栽 2 年目までの下刈り省略の
可能性が示され、地拵え∼植栽∼下刈りのコストが約 50%
低減されることが示唆された。

S1-7 クラッシャ地拵による下刈コスト削減効果

原山尚徳1・上村 章1・北尾光俊1・佐々木尚三1・山田 健1・渡

辺一郎2・齋藤隆実3・宇都木玄3

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2北海道立総合研

究機構森林研究本部林業試験場・3（国研）森林機構 森林総合研究

所植物生態研究領域

作業強度の高い下刈り作業の省力化・低コスト化は、再
造林コストの削減、造林作業者の減少・高齢化などの課題
を抱える現在の林業において、重要な方策の一つである。
北海道の主要造林樹種であるカラマツは、雑草木からの被
圧の影響を受けやすく、下刈り作業の省力化には、雑草木
繁茂の抑制や、雑草木の高さを上回る苗の植栽などが必要
となる。クラッシャは、高速回転する固定刃によって植生
や末木枝条を破砕するアタッチメント型地拵作業機で、
ハーベスタによる伐採・造材地で大量に発生する末木枝条
を完全に粉砕できる。この末木枝条の粉砕物が雑草木の繁
茂を抑制するか、また下刈コスト削減効果を持つかを明ら
かにするため、ハーベスタ伐採した多数の林地で地拵・植
栽試験を行った。クラッシャ地拵地に堆積する粉砕物はマ
ルチ効果を持ち、堆積層が厚いほど雑草木の繁茂を抑制し
た。植栽したカラマツ苗（裸苗、裸大苗、コンテナ苗、育
種苗）の生存・成長調査から、クラッシャ地拵地では最低
でも地拵初年度は下刈省略可能であり、育種苗の裸大苗と
の組み合わせでは無下刈も可能と判断された。林地や苗種
によって幅はあるが、下刈コストを 36∼100%削減できる
と試算された。

S1-8 雑草木被度と苗の成長に与える下刈り頻度の影響

城田徹央1・飯島健史1,2・岡野哲郎1・斎藤仁志1・大矢信次郎3・

宇都木玄4

1 信州大学農学部・2福島県林業研究センター・3長野県林業総合

センター・4（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

長野県北部の信濃町においてスギコンテナ苗の初期成長
に対する下刈り頻度の影響を調べた。処理は毎年下刈り、
隔年下刈り、無下刈りの 3通りである。5年生時には毎年
下刈り区の競合状態はほぼ C1（雑草木高が樹高の半分）で
あったが、無下刈り区においては C3（同程度）または C4
（苗が被圧される状態）が大半であった。目的変数を成長
量、説明変数に前年のサイズ、前年または当年の競合状態、
下刈り処理とする一般化線形モデルによる解析を行った。
AICを比較した結果、競合状態は前年よりも当年のものが
より強い説明力をもっていたことから、下刈りの効果はそ
の年の成長に直接的に現れると考えられた。一方、下刈り
処理の効果を調べたところ、隔年下刈り区と無下刈り区は
ほぼ同等であったが、毎年下刈り区は両者を下回った。同
試験地では、毎年下刈り区において雑草木被度の減少が認
められたことから、このランドカバーの減少による地表蓄
熱による根系の呼吸量増加や水分ストレスの発生頻度の増
加の可能性が挙げられた。
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S1-9 雑草木の植生により下刈り要否の判断基準は異な

るのか？

鶴崎 幸

福岡県農林業総合試験場

山川ら（2016）は、スギ植栽木と雑草木との競合関係に
ついて、個体ベースの調査により植栽木の梢端部が周辺の
雑草木に覆われなければ樹高成長の低下は小さいと結論付
け、スギ樹高を指標とした下刈り要否の判断基準（以降、
基準）を示した。現場における下刈り要否の判断は、植栽
地を見渡すことによる空間的な競合状態の評価で行われ
る。そこで本研究は、毎年下刈りした 2∼5 年生の林地に
おいて、山川らの競合状態評価法を空間ベースで適用した
多点調査により、多様な植生構成の林地に適用可能な基準
を明らかにした。
植栽木スギ樹高は成長休止期に計測し、雑草木は下刈り
直前の時期に競合状態、10 の植生タイプ別群落高及び植被
率を調査した。植生タイプ毎に、スギ樹高と樹冠露出長（ス
ギ樹高─群落高）の関係を求めた結果、スギ樹冠が雑草木
から露出し始めたスギ樹高は、植生タイプにより異なった。
また、植被率を用いてクラスター分析による植生群区分を
行った結果 3つに区分され、競合状態評価法を用いて下刈
り不要を判断したスギ樹高は、植生群毎に異なった。林地
では、植生タイプの植被率に応じて空間が構成されている
ことから、植生群毎に基準が異なったと考えられる。

S1-10 下刈り省力化に向けた UAV/ドローン活用の可

能性と限界

中尾勝洋1・藤井 栄2・内村慶彦3・野口麻穂子4・諏訪錬平1・山

下直子1・奥田史郎1

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2徳島県立農林水産

総合技術支援センター・3鹿児島県森林技術総合センター・4（国

研）森林機構 森林総合研究所東北支所

地域に応じた造林地における初期保育の低コスト及び省
力化には、苗木生育の阻害要因の一つである雑草木の繁茂
や苗木との競合関係を効率的に把握することが重要とな
る。一般的に下刈り実施は、既往の実施計画、担当者の観
察、標準区における調査に基づいて判断される。しかしな
がら、皆伐後の雑草木の繁茂は、気候や地形条件等の様々
な要因から造林地ごとに異なる。さらに、雑草木の被覆や
高さは造林地内でも均一でない場合も多い。つまり、必要
なタイミングかつ場所で下刈りを実施するには、造林地全
体における雑草木の繁茂や苗木との競合関係を網羅的に把
握する必要がある。本研究では、UAV（ドローン）を活用
し、造林地全体での雑草木の被覆や高さ、苗木との競合度
合い等の定量化を試み、その可能性と課題について検討を
行った。様々な植生帯や植栽年数の造林地において UAV
による空撮を行い、画像から SfM ソフトウェアを用いて
DSM（デジタル表層モデル）やオルソ画像を作成した。さ
らに、得られた画像について機械学習を用いて、雑草木タ
イプや被覆具合の抽出を行った。その結果、雑草木タイプ
やその被覆率について定量化できたが、撮影条件により画
像処理の精度に誤差があった。

S2-1 マツノザイセンチュウ抵抗性に影響する気象要因

の検討

井城泰一1・松永孝治2・平尾知士3・岩泉正和4・三浦真弘4・磯田

圭哉3・山野辺太郎3・渡辺敦史5

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場・
3（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・4（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場・5九州大学

農学部

マツ材線虫病による松枯れ被害は、北海道を除く日本全
国で確認されており、最近では高緯度高標高地域に被害が
拡大している。このようなマツ材線虫病対策として、マツ
ノザイセンチュウに抵抗性を有するマツの植栽が有効であ
る。近年の地球温暖化に伴う気候変動により、今後さらな
る被害の拡大が懸念され、マツザイセンチュウ抵抗性に影
響する環境要因を明らかにすることは重要である。そこ
で、2015 年から 2017 年の 3 年間にわたり、環境の異なる
5ヶ所（岩手県滝沢市、茨城県日立市、岡山県勝央町、高知
県香美市、熊本県合志市）の苗畑において、同じ種子ロッ
トのマツノザイセンチュウ抵抗性 6家系を養苗し、接種検
定を行なった。また、接種地近郊のアメダスより、気象デー
タを収集した。その結果から、マツノザイセンチュウ抵抗
性に影響する気象要因について検討したので報告する。

S2-2 マツ材線虫病における病徴進展とマツノザイセン

チュウの増殖過程との関係性

山口莉未1・松永孝治2・田村美帆3・渡辺敦史3

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2（国研）森林機構 森林総

合研究所林木育種センター九州育種場・3九州大学大学院農学研

究院

植物の病気は宿主と病原体だけでなく、温度や湿度、光
条件等の環境条件である誘因によってその程度が左右され
る。特に、温度は宿主と病原体の両方に作用するために、
発病に影響する最も大きな要因であるとされている。マツ
ノザイセンチュウ（以下、線虫）によって引き起こされる
マツ材線虫病においても、温度条件がマツの病徴進展に影
響することは周知である一方で、その要因については明確
ではなかった。我々はこれまで、温度も含め様々な条件下
で接種試験を行い、樹体内の線虫頭数や、それに伴う病徴
進展を DNAマーカーや遺伝子発現を利用してモニタリン
グしてきた。その結果、樹体内での線虫の増殖過程と病徴
進展には密接な関係があることや温度が病徴を加速させる
大きな因子であることを分子遺伝学的観点に基づいて再確
認した。本講演では、これらの結果を提示した上で、宿主・
病原体・誘因の 3つの要因を視野に入れたマツ材線虫病の
発病メカニズムについて議論する。
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S2-3 環境要因がクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗

性の発現に及ぼす影響

松永孝治1・平尾知士2・田中憲蔵3・市原 優4・渡辺敦史5

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・3（国研）森

林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・4（国研）森林機構 森

林総合研究所関西支所・5九州大学大学院農学研究院

一般にクロマツはマツ材線虫病に感受性の樹種と考えら
れているが、その感受性/抵抗性には遺伝的な変異がある
ことが知られている。一方、その病原体であるマツノザイ
センチュウ（以下、線虫）をマツに人工的に接種した場合、
病徴進展は土壌の乾燥や高温といった環境条件によって影
響を受け、発病率や枯死率が上昇することが知られている。
ここではまず、様々な環境条件下で遺伝的な抵抗性を持つ
クロマツと感受性のクロマツに線虫を接種した場合の病徴
進展の結果から、環境要因と遺伝的な抵抗性発現の関係に
ついて報告する。さらに、温度条件を変えて育成した抵抗
性と感受性のクロマツについて、線虫接種の前後にマイク
ロアレイによる遺伝子発現解析を行い、環境要因が抵抗性
の発現に及ぼす影響について、遺伝子発現レベルからの解
析を試みた。これらの結果を基に、温暖化を考慮した場合
の、クロマツの抵抗性育種の方向性について論じる。

S2-4 マツノザイセンチュウの温度特性とその適応

小林 玄1・田村美帆2・松永孝治4・手島康介3・渡辺敦史2

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学大学院農学研

究院・3九州大学大学院理学研究院・4（国研）森林機構 森林総合

研究所林木育種センター九州育種場

変温動物は、表現型の多くが温度に依存して非線形的に
変化する温度反応性を示す。この温度反応性には種内で多
様性があり、異なる温度環境ではそれらが選択圧となり地
域性を示すことが数多く報告されている。日本へ侵入した
マツノザイセンチュウにおいても北海道を除く全国の様々
な温度環境に分布していることから、各地域から収集した
マツノザイセンチュウは様々な温度反応性を示す可能性が
ある。そこで、全国から収集した 24系統に対して数段階
の培養温度を設定し、増殖率を推定することで系統間にお
ける温度反応性の違いを評価した。その結果、マツノザイ
センチュウにおいても温度反応性には多様性が存在し、さ
らに各系統における最大増殖率を示す温度は、単離地域の
気温と相関が認められた。これらは、侵入後比較的短期間
で温度環境が選択圧となった可能性を示している。そこ
で、一部の系統に対して高温ストレス条件下での連続継代
培養による検証を行った。本発表では、これらの結果に分
子遺伝情報を加え、今後進展する地球温暖化がマツノザイ
センチュウの拡大に与える影響について議論する。

S3-1 植物の寒冷適応機構の理解を目指して：実験室か

ら野外へ

上村松生1,2・今井裕之2・開 勇人2・金谷真希3・佐々木彩乃4・

河村幸男1,2

1 岩手大学農学部・2岩手大学大学院連合農学研究科・3岩手大学

大学院農学研究科・4岩手大学大学院総合科学研究科

厳しい低温下での植物の生存戦略は非常に多様である。
同一個体においても、器官や組織によって戦略が異なるこ
ともよく知られている。その中で、温帯以北に生育する植
物の多くは、細胞外に氷晶を形成し、細胞内の凍結を回避
して生存する「細胞外凍結」という戦略を取る。細胞外凍
結は、水と氷の化学ポテンシャルの差異により細胞内の水
が細胞膜を通過して細胞外の氷表面に移動する結果として
起こる。そのため、細胞内では脱水が進行することにな
り、凍結が起こりにくくなる。従って、細胞外凍結条件下
で生存するには、脱水・乾燥耐性、氷晶形成に対する機械
的ストレス耐性、さらには、低温耐性など複数の環境スト
レス耐性を併せ持つ必要がある。一方、これらの植物は凍
結ストレスによる傷害発生を回避する、あるいは、遅延す
る低温馴化機構を有しているものが多い。低温馴化過程で
は、秋から冬にかけての気温と光の変化を感知して細胞内
に信号を伝え、数多くの遺伝子発現変動を介して細胞内代
謝変動を引き起こす。今回の講演では、細胞外凍結傷害発
生や回避の分子機構、および、光と温度情報処理機構など
について、野外の材料を用いて得られた結果も交えて紹介
する。

S3-2 樹木木部の生活細胞（柔細胞）の氷点下温度への適

応 ─組織学的なアプローチ

黒田克史

（国研）森林機構 森林総合研究所木材加工・特性研究領域

温帯以北に生育する樹木は、構成する細胞が氷点下温度
に適応することにより越冬する。これらの樹木では、木部
の生活細胞である木部柔細胞の生存限界温度は樹皮や形成
層の生活細胞のそれより高いため、木部柔細胞の氷点下温
度への適応能力が樹木の寒冷地への生育を限定する要因の
一つであると考えられている。発表者らは、凍結試料を用
いた電子顕微鏡技術を駆使し、樹木の氷点下温度への適応
機構の解明研究を行ってきた。本発表では、木部柔細胞が
致死的な細胞内凍結をいかに回避しているかを電子顕微鏡
観察の結果から説明し、木部柔細胞の適応性が樹木の越冬
戦略に与える影響について組織学的アプローチから考察す
る。また、発表者らが行ってきたクライオ走査電子顕微鏡
（cryo-SEM）法等の凍結試料を用いた可視化技術やそのた
めの試料調製方法についても紹介する。
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S3-3 雪山における落葉樹の開葉時期：可塑性と進化、気

候変動に対する応答

石田 清1・杉本 咲2・白濱千紘1・織部雄一朗3・宮沢良行4

1弘前大学農学生命科学部・2弘前大学大学院農学生命科学研究

科・3（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種

場・4九州大学キャンパス計画室

温帯産樹木の開葉時期は、茎頂の休眠解除時期と内的成
長に要する時間で決まる可塑的な形質であり、休眠解除時
期が「冬の寒さ」の影響を受ける一方で、内的成長の期間
は「冬・春の暖かさ（積算温度）」によって変わる。開葉時
期と冬・春の寒さや暖かさとの関係には集団間変異が認め
られており、その要因についての知見は気候変動に対する
樹木集団の応答予測に役立つ。多雪地域の落葉樹について
みると、晩霜や消雪遅延などの春の気象現象によって霜害
や根の活動抑制が生じやすい種では、そのような気象現象
が発生する場所において、可塑性あるいは自然選択を介し
て開葉時期と冬・春の暖かさとの関係が変化し、開葉時期
が遅くなると予想される。春の道管形成後に通道機能を回
復させる環孔材樹種については、消雪遅延が幹の冷却を介
して道管形成を遅くする可能性もあり、この場合も同様の
場所間変異が生じると予想される。以上の予想を検証する
ため、青森県八甲田連峰において、ブナの開芽積算温度と
冬・春の寒さや消雪時期との関係を分析した事例、及びミ
ズナラの開葉時期と道管形成・消雪時期との関係を調べた
事例を紹介するとともに、今後の研究の方向性について議
論する。

S3-4 冷温帯林の高木において温暖化が植物と昆虫の相

互作用に与える影響

中村誠宏

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

地球温暖化研究は環境勾配調査から長期的（数十年─数
百年）な応答を、野外操作実験から短期的（数年─数十年）
な応答を検出することができる。その中間に温暖化が生じ
る現実的な時間スケール（数十年）がある。そこで、ダケ
カンバと昆虫の相互作用への温暖化影響を理解するため
に、羊蹄山の標高勾配調査と高木の土壌と枝を別々に温め
る温暖化実験の統合研究を北海道で行った。標高勾配調査
では食害と植物の成長（葉サイズ、枝長）が高標高から低
標高へ向かうにつれて増加し、葉の防御物質（濃縮タンニ
ン、総フェノール）の濃度は減少した。一方、温暖化実験
では土壌と枝の温暖化の組み合わせが食害を有意に増加さ
せた。タンニン濃度は土壌温暖化のみでも減少したが、枝
温暖化の追加でさらに低下した。食害変異はタンニン濃度
で最もよく説明されたことから、土壌と枝の温暖化の組み
合わせがタンニン濃度を十分に低下させたために、ダケカ
ンバ高木の食害を増加させたと考えられる。以上のように
長期的および短期的な応答で同様の傾向があったことは、
現実的な時間スケールの温暖化もタンニン濃度の減少を介
してダケカンバ高木の食害を増加させることを示唆してい
る。

S3-5 土壌の凍結融解が根リター増加を介して土壌の窒

素変換に与える影響

細川奈々枝1・磯部一夫2・浦川梨恵子2,3・舘野隆之輔4・福澤加里

部5・渡辺恒大5,4・柴田英昭5

1 北海道大学大学院環境科学院・2東京大学大学院農学生命科学

研究科・3アジア大気汚染研究センター・4京都大学フィールド科

学教育研究センター北海道研究林・5北海道大学北方生物圏

フィールド科学センター

気候変動による土壌の凍結融解パターンの変化は、細根
の枯死を増加させることで土壌中の窒素（N）動態に影響
をおよぼす可能性がある。本研究では、除雪処理によって
土壌凍結融解パターンを変化させるとともに、実験的に細
根リター（細根）を添加し、これらが土壌の N動態に与え
る影響を調査した。さらに、異なる植生下（ミズナラ林と
カラマツ林）の土壌 Nと溶存有機炭素（DOC）の関係を考
察した。除雪処理は両林分で正味硝化速度と正味 N無機
化速度を有意に低下させ、正味アンモニウム化速度を有意
に増加させた。正味 N無機化速度は、除雪処理区の細根
添加土壌を除き、ミズナラ林の方がカラマツ林より有意に
大きかった。また、正味DOC生成速度は、細根添加によっ
て、ミズナラ林では有意に減少しカラマツ林では有意に増
加するというように、細根添加に対して、植生間で対照的
な応答を示した。除雪処理区で細根が添加された土壌の正
味N無機化速度の変化は、溶存有機物の消費・生成と関係
していた可能性がある。土壌凍結融解パターンの変化は、
細根リターを増加させることで土壌の N動態の林分間の
差異を減少させうることが示唆された。

S3-6 樹木の冬の窒素獲得と植物体内での窒素動態

上田実希

日本女子大学理学部

窒素は多くの陸上生態系において植物の生産を律速する
主要な土壌養分である。このため、植物は多様な窒素獲得
および体内での窒素利用戦略を進化させており、これらの
植物の窒素利用戦略を明らかにするために多くの研究がな
されてきた。しかし、それらの研究の多くは植物の成長が
大きい春から秋の成長期間に行われており、冬季の窒素利
用については知見が非常に限られている。特に、冬季に葉
を落としている落葉樹についての知見はほとんどない。本
発表では、主に落葉樹の苗木を材料にして、冬季の窒素獲
得能力を定量的に評価した結果を成長期の窒素獲得と比較
し、冬季の窒素獲得の年間の窒素獲得への寄与について考
察する。また、窒素の安定同位体を用いた追跡試験から、
冬季に吸収された窒素が植物体内でどのように利用され、
体外に排出されるのかを明らかにした。冬季に吸収された
窒素の植物体内での動態が成長期に吸収された窒素の動態
とどのように異なるのか考察し、落葉樹の窒素利用戦略お
よび生態系の物質循環の中での冬季の植物の窒素利用の意
義について紹介する。さらに、気候変動が冬季の植物の窒
素利用に及ぼす影響について紹介する。
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S3-7 雪解けの早まりが土壌を介して森林植物に及ぼす

影響

小林 真

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

気温上昇にともなう雪解け時期の早まりが、北方の森林
植物へ及ぼす影響が懸念されている。森林は上層木と下層
植生から構成される生態系であるが、雪解けの早まりが 2
者へ及ぼす影響を同時に検証した例はない。雪解けの早ま
りは、雪中に埋没する下層植生へは早くから冬芽を日光に
晒す事で成長期間を延ばすが、常時、雪面より上に冬芽を
持っている成木へは下層植生ほど顕著に影響しないと予想
される。一方、雪解けの早まりは、早期からの地温上昇に
つながり、窒素無機化の促進を介して上層木ー下層植生、
双方の成長を増加させるとも予想できる。本研究では、森
林の雪解け時期を早める野外操作実験を行い、土壌や植物
へ及ぼす影響を検証した。初冬∼春先までの土壌中の窒素
の無機化速度は、雪解け処理によって増加した。一方、雪
解け処理は、クマイザサ葉内の窒素含有量を上昇させたが、
ダケカンバへは顕著な影響を及ぼさなかった。これらの知
見は、北方林において雪解けが早まると、下層植生が吸収
可能な土壌中の窒素量が増加し、その成長が促進される一
方、上層木の成長へは有意な影響を及ぼさない事、結果と
して、北方林は下層植生が繁茂する群集に変化する事を示
唆している。

S4-1 生態系研究におけるデータ公開：Long-Term

Ecological Researchの取り組み

柴田英昭

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

生態系が有する時間・空間スケールは非常に多様である
ため、限られた観測や実験から得られた結果を一般化す
ることは容易ではない。長期生態学研究（Long-Term
Ecological Research：LTER）は生態系サイトを拠点とし
て長期的な観測や野外実験等を通じて環境変動下における
生態系の動態や機能を明らかにすることを目指している
ネットワークである。これまで、LTERでは長期データを
活用してさまざまな生態系の変動パターンやそのメカニズ
ムを明らかにしてきた。日本の LTER ネットワークには
森林、農地、草地、湖沼、河川、海洋など幅広い生態系サ
イトが登録されており、観測データベースの整備・公開、
サイト間の比較研究や共同研究などが実施されている。生
態系における観測データの構造や内容は研究目的・対象に
応じて多様であるため、様式を固定化したデータベースよ
りも、より柔軟なデータベース構造を有するシステムが有
用である。本講演では LTERデータベースを用いた事例
研究を紹介すると共に、データベース構造やメタデータの
内容、さらにはデータ公開に向けたいくつかの取り組みに
ついて述べる。

S4-2 樹木形質データベースの紹介と活用

小野田雄介1・長田典之2・饗庭正寛3・黒川紘子4

1京都大学大学院農学研究科・2名城大学農学部・3東北大学大学

院生命科学研究科・4（国研）森林機構 森林総合研究所

国内には 1700種を超える木本植物が記録され、同所的
にも異所的にも多様である（α、β多様性）。多様性の空間
構造を理解し、またそれが生態系機能にどのように関係す
るかを明らかにするためには、多様性を分類学的記載だけ
でなく、機能的に評価を行う必要がある。森林科学では、
古くから毎木調査が行われ、樹木の成長を様々なスケール
で比較する研究が行われてきた。近年では、多様な種の生
活史戦略を、葉や材、根などの形態や生理特性などの形質
に注目し、定量・データベース化し、様々なスケールで比
較する研究が活発に行われている。例えば、気候条件に応
じて種の形質がどのように変化するか、共存する樹木群集
がどのような形質構造をもつか、形質多様性と生態系機能
の関係性、などの研究がある。今回の発表では、日本産樹
木に関する形質データベースと、それを利用した解析事例
についてご紹介したいと思う。

S4-3 あなたとわたしの樹木根研究の発展のために∼

データベースとの付き合い方∼

牧田直樹

信州大学理学部

土壌を苦労してほぐし洗浄し、姿が露わになった根系。
この根系の分析解析した測定値は、一体どのような科学的
意味を持つのであろうか？様々な場所で様々な測定項目
を分析できれば、測定値の意味は考察しやすいのかもしれ
ないが、根研究の前処理および分析は多大な時間と繊細さ
を要するため、限られた場所の限られた測定項目を分析す
るのがやっとで、結果の解釈に苦労することは多い。少な
くとも私はそうである。一方、先行研究との比較を試みる
と、地域の偏りや測定手法の違い等から、単純に比較する
のは難しいと感じている。そんな時、メタ解析論文やデー
タベースの活用は有効である。近年、多様な種のデータを
総合的に集約し、スケール横断的な知見融合の仕組みを構
築する試みとして、植物形質を扱った TRY Plant Trait
Databaseや細根を対象とした Fine-Root Ecology Database
等が立ち上がっている。これらのデータベースを確認し、
またそのデータベース情報を用いて発表された論文を読む
ことにより、採取した根の測定項目の立ち位置や測定値の
科学的意味を理解することが容易になるだろう。本発表で
は、いち根っこ実地研究者が考えるデータベースとの付き
合い方を紹介する。
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S5-1 新たな国産材産地の形成、脱国産材産地について

山田壽夫

木構造振興株式会社

平成に入って、わが国の林業・木材産業は遙か彼方の欧
州から来る木材に負けてきた。平成 13 年当時わが国の木
材需要は、強度や寸法精度等の品質・性能の明確な乾燥材
や集成材に変化してきており、木材の生産・流通・加工体
制の劇的な変化が求められているとの認識のもと、徹底的
なコスト縮減を行い「量で戦うか」、または川上から川下の
連係によって「価値で戦うか」の 2つの選択の中で、国産
材の国際的な競争力の確保を求める政策を打ち出した。そ
の後大規模な製材工場が建設されるなど、わが国の木材産
業は、平成 26 年には木材自給率 30%台を達成するなど、
国産材復活の兆しが見えつつある。今後とも川下の木材産
業分野では商品の規格・品質・性能の向上が求められる基
本的な流れは不変で、将来の木材製品の動向を見通し、中
国など世界市場での競争を視野に入れて、木材産業界自身
が体質・体力を作っていくことが重要である。そして川上
の林業分野では、個々の地域で国産材産地形成を目指すの
でなく、木材産業の材料として国産材が選んでもらえるよ
うな取り組みを継続することが、森林所有者への利益の還
元により循環的林業が成立し、日本全体が国産材産地にな
ると考える。

S5-2 北関東における新たな国産材産地の形成とプレ

カットおよび住宅産業の動向

坂野上なお

京都大学フィールド科学教育研究センター

栃木県、群馬県をはじめとする北関東地域において、従
来の「先進的林業地」とはまったく異なるタイプの国産材
産地が形成されつつある。木造住宅向けの製材、集成材の
需要動向は、ビルダーらの木材選択にかかっているとはい
え、プレカット加工を担う大型プレカット工場の木材調達
戦略も大きな影響を及ぼしている。近年、関東地域を中心
にプレカット工場の大型化が進み、過当競争に打ち勝つた
めのコスト圧縮を推し進めている。CADセンターの海外
設置やロボットの導入、24 時間操業など大型プレカット工
場のコスト減の取り組みの中で、使用木材への要求は当然
厳しいものとなり、価格のみならず製品性能および供給力
の点で対応できる製品のみが採用されることとなる。大型
プレカット工場が製材および集成材に求める条件、対応す
る産地の取り組みなど北関東における新たな国産材産地の
形成を牽引しつつある木材関連産業の動向を報告する。

S5-3 東北地域の林業構造の再編と地域林業の課題

伊藤幸男1・高野 涼2・滝沢裕子3・木村憲一郎4

1 岩手大学農学部・2岩手大学大学院連合農学研究科・3岩手大学

大学院農学研究科・4福島県相双農林事務所

本報告の課題は、90 年代以降の東北地域の林業構造がい
かに変貌し、地域林業がどのような課題を抱えているのか
を明らかにすることである。90 年代までの東北林業は、広
葉樹生産と公的資金に支えられた人工林の育成を基盤とし
て展開してきた。この段階の産地化とは、国際化のもとで
林産資本の開発対象となりにくい人工林資源を地域自ら価
値実現しようとするものであった。2000 年代に入ると東
北林業を支えてきた広葉樹生産、造林事業が縮小し、地域
林業は解体の危機を迎える。しかし同時に、人工林が収穫
段階を迎え、立木価格は限界まで下落し、合板産業等の林
産資本がこれら人工林資源を捉えはじめる。これ以降、林
産資本による林業構造の再編が急速に進んだ。素材流通の
面では系統化、直送化、大ロット化、広域化が進んだ。素
材生産部門では、機械化の進展と高度化、生産性の向上と
生産量の増大、近代的雇用の普及など近代化が進んだ。一
方、山元では、山村地域の人口減少と高齢化、立木価格の
低位定着、森林所有者の所有意識あるいは所有そのものか
らの後退など、解体の危機がいっそう深まっている。

S5-4 北東北の原木需給と産地形成

大塚生美

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

2017 年 9月 6日、「平成 28 年木質バイオマスエネルギー
利用動向調査」結果の速報値が、同 12月 25日確報値が公
表された。対前年増加率は青森県 501%、秋田県 123%、岩
手県 121% と大幅な増加率となった。本報告では、今日、
東北における素材生産量が群を抜いて大きい上記 3 県
（2015 年度実績では、青森県 803千m3、秋田県 1,217千m3、
岩手県 1,398千m3）を中心に分析結果を報告する。とりわ
け、①これまでも北東北の生産・流通構造を特徴づけた合
板に加え集成・LVLといった B材需要の新局面、②木質
バイオマスエネルギー利用の需要拡大から見えてきた原木
集荷と低位な森林経営計画を刺激する地元自治体等との関
係、③流通事業体の系統事業体との連携の高度化等、北東
北の国産材産地形成に影響する新たな動きと意味について
検討する。あわせて、国有林地帯としての特徴、補助事業
の要件見直しによることで搬出拡大を助長し得る例にも接
近したい。
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S5-5 北関東における新たな国産材産地の形成

餅田治之

一般財団法人林業経済研究所

北関東では、豊富な戦後造林地のスギ資源を背景とし、
生産・流通上の大きな変化が生じている。例えば、①集成
材工場と連携した、ラミナ一次加工へ特化した大型製材工
場の出現、②大型製材工場の原木入手は、市場買いから素
材業者からの直接購入へとウエイトを変化させてきている
こと、③同じく大手製材工場の製品販売方法も、市場売り
に代わってホームビルダー、ホームセンター、プレカット
工場、商社など、消費者への直接的な販売が増加するとと
もに、邸別販売といったきめ細かな販売方法も導入されて
いること、④大型製材工場の一部では、製材加工ばかりで
なく、木材を余すところなく利用することにつながる新事
業への参入=木材産業総合化に向けた展開が顕在化してい
ること、⑤わが国を代表するような大型プレカット工場が
事業を展開し、毎年その量を増加させ、北関東地域の製材
品の流通構造を大きく変化させる要因の一つとなっている
こと、などの動きである。こうした動きが互いに原因と結
果となりつつ、北関東地域では他の国産材産地とはやや性
格の異なった新たな木材の生産・流通の仕組みが生まれつ
つある。本報告ではこの点について考察する。

S5-6 1990 年代以降の近畿・東海地方における木材加

工業の動向

幡 建樹

東京大学アジア生物資源環境研究センター

近畿・東海地方には 1990 年代まで吉野、尾鷲、東濃と
いった銘柄材産地を中心に多数の国産材製材工場が立地
し、役物や造作材を中心に活発に製材加工が行われていた。
中でも、三重、奈良、岐阜の 3 県への素材入荷量が多く、
1990 年にはそれぞれ 81.1万m3、44.8万m3、48.7万m3 で
あった。しかしながら、その後は減少を続け、2000 年には
50.2万m3、26.2万m3、31.3万m3、2010 年には 29.2万m3、
23.0万m3、21.9万m3、2015 年には 23.1万m3、17.3万m3、
17.9万 m3 となっている。住宅様式が真壁工法から大壁工
法に変化したことや、和室が減少したことから、役物や造
作材への需要が減少する中で、これら地域の製材工場では
並材生産への転換が進まなかったことが最大の要因である
と考えられる。その一方で、並材量産工場への転換や新設
が行われた兵庫県や和歌山県では素材入荷量が増加に転じ
ているが、産地というよりは個別の工場によるものである。
また、合板原料の国産材針葉樹への転換により、2000 年代
半ば以降は山陰・北陸方面への素材出荷が増加している。

S5-7 中国地方における新・国産材産地形成

伊藤勝久

島根大学生物資源科学部

人工林資源の成熟化に伴い原木生産が増加し、製材加
工・合板加工が進展している。中国地方では各県とも落ち
込んでいた丸太生産が近年急激に回復し、国産材の製材・
二次加工に関して新たな様式での産地形成がみられる。そ
の原木集荷範囲、製材生産規模、業種業態の組合せ様式な
どの点で、従来型の産地形成から大きく変化している。本
報告では、中国地方を対象に国産材の新しい産地形成の動
きとその背景にある資源条件・市場条件から考察する。
中国地方にでは従来から岡山県真庭産地が有名で、地域

から産出される全形質の木材を高度に効率的に加工する各
種専門製材の集積による産地全体で高付加価値化と性格付
けられる。しかし真庭ではかつて特徴的であったヒノキ役
物の需要減から、並材の高度加工へと全体的にシフトし、
産地としての優位価格の形成力が失われてきたが、関連分
野の企業が立地し、産業クラスター的展開がみられる。他
方で中国地方に本社を置く大規模木材業とその関連企業が
広島県、岡山県で国産材並材の大規模加工と二次加工、端
材によるバイオマス利用、プレカットなど多面的展開を
行っており、グループ内企業によるインテグレーションが
見られる。

S5-8 四国地方における国産材加工産業の大型化と原木

流通の変化

川田 勲

高知大学

四国地方では近年注目される動きとして国産材加工産業
の一角に木質バイオマス発電所が組みこまれ、また合板工
場を含め大型製材工場の新設や既存工場の大型化が進み、
国産材需要構造は大型需要を軸に再編されつつある。また
木質バイオマス発電所の設置により、未利用材の活用など
新たな需要を生み出しているが、材種別（A材∼D材）需
給関係と価格に大きな影響を与えつつある。これら大型工
場が木材市場での支配性を強め、大量かつ安定化を求める
大型需要対し、それに対応した流通システムが形成されつ
つある。その一方で中小工場の後退と旧来型の原木市売市
場の低迷が深刻化している。本報告では四国地方で進む大
型工場（木質バイオマス関係を含む）の展開と、それに対
応した材種別需給構造とそれらの流通過程を主要な流通主
体の県森連共販所、商社資本、素材生産業者等の分析を通
して大型工場主軸型の市場流通構造への再編を検証する。
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S6-1 転換期の森林保険

興梠克久

筑波大学生命環境系

80周年を迎えた森林保険制度は今後制度発展のために
何が求められているか明らかにした。まず、制度展開過程
を戦前期（1920∼45 年）、戦後混乱期（1946∼51 年）、民営・
国営協調期（1952∼60 年）、制度確立期（1961∼81 年）、安
定的停滞期（1981∼2014 年）転換期（2015 年以降）の 6つ
に時期区分し、それぞれの特徴を概観した。そして、第 1
に、森林保険加入率が 1割をきるという制度の危機的状況
を脱するためには強力な加入促進活動を展開する必要があ
る。第 2 に、国営保険から森林研究・整備機構森林保険セ
ンターによる運営に移行したことで、加入促進活動及び自
然災害リスク評価の強化、防災研究との連携強化、柔軟な
制度運用（特に業務改善や商品開発等）の観点からも機構
（保険センター及び森林総合研究所）と森林組合系統との
「共同実施」による保険運営体制の強化が必要である。第 3
に、自然災害リスクヘッジ、森林認証制度における森林保
険の位置づけ、施業集約化や森林所有者（施業委託者）の
世代交代への対応、公有林や企業CSR活動対象林、信託・
投資対象森林の保全・担保力強化など様々な観点から森林
保険制度が改めて必要とされている。

S6-2 統計学からみた森林におけるリスク管理

加茂憲一1・冨田哲治2・吉本 敦3

1札幌医科大学医療人育成センター・2県立広島大学経営情報学

部・3統計数理研究所リスク解析戦略研究センター

リスクという概念を定量化するために様々な統計手法が
適用されてきたが、本講では森林におけるリスク定量化と
いう観点から 2 つの事例分析を紹介する。一つ目の事例
は、Cox比例ハザードモデルを用いたスギ引っ張り実験
データの解析である。これはエンドポイントを迎えるまで
の時間を解析対象とし、センサー症例の存在や、時間依存
の生存関数を規定しないといった固有の特性を有する。時
間（年齢）に関するベースラインハザードに具体的な関数
形を規定せず、その他のリスク要因に比例ハザード性を仮
定することによる考察を可能としている。引っ張り実験の
事例に対しては、倒木をエンドポイントとし、ベースライ
ンハザードをモーメントに設定し、変数選択によるリスク
要因の特定を行った。二つ目の事例は、イベント発生の有
無に対する離散型回帰モデルによるリスク要因の特定であ
る。ロジット・多項ロジットといった回帰モデルにより災
害発生リスクが確率として定量化される。本内容に対して
は、冠雪害の発生に対しるリスク要因の特定を変数選択に
より行う。発生の有無に関するロジットモデルと、害の種
類も考察した多項ロジットモデルについて結果の比較検討
を行う。

S6-3 気象害と森林管理の関係

鳥田宏行

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場道南支場

森林の気象被害を軽減するには、適正な保育管理を実施
して、強風や雪などに対して強い林分を育てておく必要が
ある。本研究では、過去の気象害（台風、雨氷）調査の結
果に基づき、森林管理が気象被害軽減に与える影響につい
て解析した結果を報告する。対象林分は北海道の主要造林
樹種の一つであるカラマツ林とし、台風被害に関しては北
海道道東地方の中札内村、雨氷被害については日高町を対
象地域とした。両地区とも 0.04 ha の調査区を設定し、中
札内村においては無被害林分と被害林分を比較するため、
被害林分 31箇所、無被害林分 25箇所において毎木調査を
実施した。日高町においては、被害林分 144箇所において
毎木調査を実施した。解析の結果、台風被害における無被
害林分は、被害林分に比べて立木密度が低く、間伐回数が
多い事が示された。また、雨氷害に関しては、本数被害率
70% 以上の激害林分は、本数被害率 30% 以下の林分より
も本数密度が高く、植栽本数が 2000 本/ha の場合、間伐施
業を実施しない限り激害を受けやすい林分に成長する事が
示された。いずれの場合も、適切な間伐を実施して本数密
度を調整することで、気象害の軽減につながる可能性を示
唆している。

S6-4 統計資料に基づく 36 年間の日本の民有人工林に

おける干害の発生状況

吉藤奈津子

（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域

温暖化や気候変動に伴う乾燥が樹木に与える影響や被害
について、近年世界的に注目されている。本研究は、日本
の森林のうち森林保険の対象となりうる民有人工林を対象
に、統計資料に基づき、1979 年から 2014 年までの 36 年間
の干害の発生状況とその推移を明らかにすることを目的と
した。干害の実損面積は、林野庁の森林被害報告から得た。
また、森林・林業統計要覧に記載されている民有林の人工
造林面積を過去 5 年分合計し、その年の 1齢級（1∼5年生）
の立木面積とした。1齢級の実損面積を立木面積で除し、1
齢級の干害被害率とした。民有人工林における干害実損面
積の年合計値は 19∼7368 ha で年によるばらつきが大き
く、ほとんどの年で 1齢級が 95%以上を占めていた。1齢
級の干害被害率は 2%以下と全体に低く、年によって大き
く変動するが、近年増加するような傾向は見られなかった。
さらに、1齢級の干害被害率について、県別、樹種別での傾
向を解析し、近年の日本の民有人工林における干害被害の
動向を明らかにした。
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S6-5 林床可燃物含水状態の推定モデルによる林野火災

発生危険度の広域評価

玉井幸治1・吉藤奈津子1・勝島隆史1・高橋正義2・後藤義明2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所森林災害・被害研究拠点

森林保険制度では被害発生確率を科学的に求め、それに
基づいた保険料率を算定することが極めて重要である。し
かしながら林野火災に関しては、十分になされているとは
言えない。そこで本研究では、気象官署における日射量と
降水量の観測値から、林床可燃物の含水比の変動を予測す
るモデルを用いて、日本全国を対象に林野火災発生危険日
出現頻度の算出を行ったので報告する。
含水比が 0.20 gg-1 よりも乾燥した日を林野火災発生危
険日と定義した。森林被害データベースより林野火災発生
データを抽出し、林齢が 10 年未満である新植地、間伐林、
閉鎖林ごとにモデルの検証を行った。気象官署における日
射量観測値を林床面日射量に換算するための係数である相
対日射率を、新植地、閉鎖林、間伐林のそれぞれで 40%、
20%、7%とした。その結果、林齢 10∼19 年生の森林につ
いては、別の森林タイプに定義する必要性が明らかになっ
た。想定される相対日射率は間伐林と同程度と見積もられ
た。
新植地、間伐林、閉鎖林を対象に、21 年分のメッシュ化
気象データを用いて、1995∼2016 年における林野火災発生
危険日出現頻度を、全国で評価した。

S6-6 気象データから冠雪害の発生リスクを評価する

勝島隆史1・嘉戸昭夫2・相浦英春3・南光一樹1・鈴木 覚1・竹内

由香里1・村上茂樹1

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2富山県農

林水産公社・3富山県農林水産総合技術センター森林研究所

降雪に伴って樹冠に冠雪した雪の重みによって、倒木や
根返りなどの冠雪害が発生する。長期間の広域にわたる冠
雪害の発生リスクを定量的に評価することが出来れば、冠
雪害の危険地域の抽出や、リスク評価結果に基づく保険料
率の算定に繋げることが出来る。
本研究では、過去の気象データを用いて冠雪害のリスク
を評価するために、新潟県十日町市におけるスギを対象と
した冠雪重量の測定結果に基づいて、気象データを入力値
として冠雪重量を予測・評価する冠雪重量モデルを新たに
開発した。また、NCEPによる全球の大気海洋再解析デー
タ（CFSRおよび CFSv2）を初期値、境界値として、日本
周辺の領域ダウンスケーリングを実施し、1979 年から現在
までの長期間にわたる詳細な気象のグリッドデータを作成
した。そして、この気象データを入力値として冠雪重量の
長期間の広域評価を実施した。発表では、これら冠雪害の
発生リスク評価の研究開発の取り組みについて紹介する。

S6-7 森林気象害と森林情報

高橋正義1・齋藤英樹2・細田和男2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林災害・被害研究拠点・2（国

研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域

林業は育林期間が数 10 年と長いことから、主伐までの
間に外的要因による森林被害を受けることがある。外的要
因は、風害や雪害など気象要因によるものや、火災など人
為的要因があり、両者が複合的に関係して生じたと考えら
れる被害もある。林業経営でこうしたリスクを考慮する必
要がある。
そこで、どのような森林被害がどのような場所で起きた
のかについて、森林災害に関する統計資料や森林保険に関
する情報などから概観し、国内の森林被害の特徴を紹介す
る。
次に、森林災害が生じた際に被害林分とその状態をどの
ように把握するかについて、衛星画像や空中写真、地上で
の調査などさまざまな情報ソースを活用した方法を具体的
な事例を踏まえて紹介し、それぞれの手法から得られる森
林情報の特徴について解説する。
最後に、森林保険の被害評価にこうした被害調査技術を
活用する方法など調査技術の今後の発展方向と、林業経営
や森林管理に生かすための被害情報の保存、利用方法に関
するあり方について述べる。

S6-8 森林保険と今後の方向性

大貫 肇

（国研）森林機構 森林保険センター

森林保険は、森林所有者を保険金支払いの対象者とし、
人工林を対象に、火災、風害、水害、雪害、干害、凍害、
潮害、噴火災による損害を補償する制度であり、森林所有
者が、これら全ての災害に備える唯一のセーフティネット
である。平成 28 年度末現在、契約面積は約 70万 ha、契約
件数は約 10万件である。昭和 12 年に国営保険として誕生
し、平成 27 年度に独立行政法人の運営する保険となり、平
成 29 年に 80周年を迎えた。これまで以上のお客様サービ
スと、成長産業化を目指す林業のリスクヘッジへの貢献が
求められている。
現在、森林災害の的確なリスク評価のため、森林総合研
究所とは、保険業務で得られる森林の被災情報を活用し、
気象害のリスク管理手法に関する研究を進めている。研究
成果は災害に強い森林整備・林業経営に関する被保険者へ
のアドバイスに活用したい。また、損害調査の正確性を確
保しつつ一層迅速に保険金を支払うことが課題であり、損
害保険ジャパン日本興亜株式会社とは、ドローンを活用し
た損害調査の効率化・適切化に取り組んでいる。これらの
取組を通じ、森林保険のサービス向上と林業の成長産業化
への貢献を図りたい。
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S7-1 日本森林学会による林業遺産選定の紹介

佐藤宣子

九州大学大学院農学研究院

日本森林学会は学会創立 100周年を記念して、2013 年度
に林業遺産の選定事業を開始した。担当理事の下に選定委
員会が組織され、「林業発展の歴史を示す景観、施設、跡地
等、土地に結びついたものを中心に、体系的な技術、特徴
的な道具類、古文書等の資料群」を、林業遺産として認定
している。2016 年度までの 4 年間に 23件が認定されてい
るが、遺産の保存や活用の状況は遺産の保有主体によって
異なっていると思われる。また、多くの林業遺産は、適切
に保存されないまま年々風化が進むという問題を抱えてお
り、過去の技術や遺構の適切な保存・活用に関する体系的
な研究は遅れている。
本報告では、既認定遺産 23件を紹介するとともに、林業
遺産を保存・活用する意義と遺産事業の課題について、「飫
肥林業を代表する弁甲材生産の歴史」（2014 年度、No12）
を事例に言及する。また、企画シンポジウムでは、全国的
な林業遺産の状況、林業機械は林業遺産となりうるか、屋
久島を事例とした遺産保全の課題、そして四国にある 3つ
の認定遺産の実態について各論者に報告していただき、林
業遺産の保存と活用の課題について議論を深めたい。

S7-2 全国アンケート調査をふまえた全国の林業遺産と

これからの課題

深町加津枝

京都大学大学院地球環境学堂

2016 年 9月に全国の行政、博物館、大学など合計 605箇
所の林業関係者を対象として、林業遺産の名称、所在地、
所有者、法指定などに関するアンケート調査を行った（回
答率は約 40%）。また、林野庁経営企画課の協力により、
全国の森林管理局 7箇所からの林業遺産についての情報を
収集した。これらの調査の結果、約 1600件の林業遺産が
把握された。そして、事例数は限られるものの、防風林と
して一定の伐期で更新がなされ林業モデルとなる、林業景
観が「木の博物館」として積極的に活用される、ガイドツ
アーが行われるなど、積極的な保存、活用がなされている
事例がみられた。一方、人目に付きにくいため管理が難し
い、担当者の異動等により物品等が廃棄処分された、古い
建物であるが認知度が低く修繕する予算等がない、二次林
なので手入れが行き届かなくなり放置されている、など多
くの課題があげられた。地域に応じて多種多様に存在する
林業遺産を、消失や廃棄の危険性、人手や費用の不足、震
災等の影響や病虫害などから守り、適切に保存、活用して
いくための早急かつ具体的な検討が求められていた。本報
告の成果は、JSPS 科研費 16H04940 の助成を受けた。

S7-3 森林機械は遺産たりうるか？

櫻井 倫

宮崎大学農学部

林業遺産において、林業機械関連の選定としては森林鉄
道、道具類を含む搬出作業システムがある。近年の林業機
械について将来的な選定の可能性はあるか、他の産業遺産
と比較して検討する。

S7-4 持続的な林業遺産の保全に向けた取り組み ─屋久

島を事例にして

柴崎茂光

国立歴史民俗博物館

近代化産業遺産や日本遺産に代表されるように、近年は
日本国内の産業遺産に対する世間の関心が高まりを見せて
いる。こうした産業遺産の価値の高まりが続く中で、林業
遺産の持続的な保全を求める声もあがりはじめている。
そこで本稿では、鹿児島県屋久島における林業遺産の保
全と管理の現状についてその歴史的経緯ならびに現状をア
クションリサーチとして報告する。
具体的には、屋久島国有林における木材生産の歴史、と
りわけ国有林内に存在していた森林鉄道・軌道や林業集落
を中心に紹介する。次に、林業集落閉村後に生業から林業
遺産に変化するプロセスを紹介し、林業遺産の劣化・消失
をもたらした要因についても詳述する。さらに 2016 年度
に「屋久島の林業集落跡及び森林軌道跡」が林業遺産とし
て選定されたが、その直前からの保全に向けた屋久島森林
管理署の取り組みについても説明したうえで、今後の持続
的な保全に向けた課題についても考察する。
なお本報告における研究成果の一部は、JSPS 科研費

16H04940 の助成を受けた。
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S7-5 四国森林管理局が保有する林業遺産の保存と活用

江坂文寿

四国森林管理局

林野庁四国森林管理局が管理者となっている林業遺産に
は、「四国森林管理局保存の大正∼昭和初期の林業関係写
真」と「初代保護林 白髪山天然ヒノキ林木遺伝資源保存林」
の 2つがある。「林業関係写真」は、100 年近く前の四国地
方における林業活動の様子を活写した視覚資料である。特
に、魚梁瀬スギを中心とした林業の隆盛や魚梁瀬森林鉄道
の雄姿を数多く記録している。このため、「森林鉄道から
日本一のゆずロードへ─ゆずが香り彩る南国土佐・中芸地
域の景観と食文化─」が文化庁の「日本遺産」へ 2017 年 4
月に認定されるに当たって、高知県中芸地域の文化・伝統
を語る上で欠かせない資料として大いに活用された。一
方、「白髪山保護林」は、1915 年、保護林制度の創設に伴っ
て最初に指定された学術参考保護林で、白骨林が緑の林冠
に混在した独特の景観を呈する天然ヒノキ林である。この
保護林を多くの国民に親しんでいただけるように、2006 年
頃から森林管理署と住民団体が連携して遊歩道の整備を行
い、2013 年からは地元自治体がガイド養成を始めている。
これらの林業遺産については、永続的に適切に保存しつつ
も、地域の宝として有効に活用されるよう努めていきたい。

S7-6 林業遺産「いの町の森林軌道跡」を活用した地域

振興

野村孝宏

いの町森林政策課

高知県いの町には、林野庁所管の国有林が約 1万 2千
ha 所在し、明治 19 年に高知大林区署下八川派出所が開設
されて以来、国有林野事業とともに歩んできた長い歴史を
有している。現在、その役割を終えた森林軌道は、遺構の
みであるが、地域住民が中心となり、野趣あふれる森林軌
道跡の活用が始まっている。森林軌道跡自体は、珍しいも
のではないが、平成 26 年の林業遺産認定は、地域活動への
評価であったものと認識している。主な活動内容は、森林
軌道跡の散策ツアーの開催である。山が元気だった頃をツ
アーガイドの案内により体感・想像してもらうものであり
好評を博している。このツアーの開催に当たっては、地域
のガイドが自ら企画し、旅行会社等と連携し実施に移した
ものである。この様な活動を、今後とも継続発展させてい
くためには、行政の後方支援も必要であるが、地域住民の
主体性が欠かせないものと考えている。また、あまり無理
せずできる範囲でというのが息の長い活動としていくため
には極めて重要なことである。このことを踏まえて、森林
環境教育への活用や山岳観光資源との融合に向けた取組に
ついても、地域住民との協働により地道に、そして着実に
進めて参りたい。

S8-1 イネの高マンガン集積に関わる分子機構

上野大勢1・常光優太1・山地直樹2・馬 建鋒2・岩崎貢三1

1 高知大学農林海洋科学部・2岡山大学資源植物科学研究所

マンガン（Mn）はチラコイド反応における水の酸化分
解や、ミトコンドリアにおける活性酸素の消去等に関わる
微量必須元素である。土壌中の可給態Mn濃度は pHや酸
化還元状態に強く影響され、好気的なアルカリ土壌では
0.1 μMを下回るが、逆に湛水させた水田では 400 μM以上
に達することがある。このようなMnの環境変化に対し、
植物はMnを過不足なく吸収・分配、あるいは無毒化する
ための輸送システムを発達させてきた。本発表では、近年
急速に解明が進んだイネの Mn恒常性に関する分子機構
について解説する。
イネはMnが高濃度に存在する水田において、吸収した
Mnを積極的に地上部へ移行し高集積する。土壌溶液から
のMn吸収は、根の外皮と内皮でカスパリー線を境に根圏
側の細胞膜に局在する NRAMP5 と、中心柱側に局在する
MTP9 により協調して行われる。同システムにより高い
効率で地上部に送られた Mn のうち、過剰分は節で
NRAMP3 の働きによって古い葉に分配された後、2 つの
液胞膜型輸送体 MTP8.1/MTP8.2 およびゴルジ体局在型
輸送体 MTP11 により無毒化される。上記に加え、根の
Mn耐性機構について最新の知見を報告する。

S8-2 タンニンによるユーカリのアルミニウム無毒化機

構

田原 恒

（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

フトモモ科樹木 Eucalyptus camaldulensis（ユーカリ）
は、酸性土壌で問題となるアルミニウム過剰害に対し、草
本作物やモデル植物と比べて非常に高い耐性を持つ。演者
らは、ユーカリの根から新しいアルミニウム無毒化物質を
単離し、その物質を加水分解性タンニンの一種エノテイン
Bと同定した。加水分解性タンニンは、双子葉植物のみで
生合成される二次代謝物であり、多くの広葉樹が含有して
いるが、単子葉植物や裸子植物には分布していない。エノ
テイン Bを含む加水分解性タンニンには、アルミニウムと
結合し、アルミニウムを無毒化する能力があることを見い
だした。加水分解性タンニンが根でアルミニウムと結合
し、アルミニウムを無毒化することで、ユーカリの高アル
ミニウム耐性に寄与しているという新規のアルミニウム耐
性機構を提案している。加水分解性タンニンによるアルミ
ニウム無毒化機構をより良く理解するために、現在、加水
分解性タンニンの生合成に関わる酵素の遺伝子を単離し、
その特性を解析中である。
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S8-3 重金属集積樹木における重金属集積特性とその意

義

富岡利恵1・山口毅志1・織邊尚子2・竹中千里1

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2名古屋大学農学部

鉱山周辺やその跡地、蛇紋岩土壌など、土壌中に高濃度
に重金属類を含む環境下では、重金属を高濃度に集積する
植物が存在する。それらの植物は重金属集積性植物と呼ば
れ、その種が持つ重金属集積機構や重金属に対する耐性メ
カニズムについて数多く研究されている。しかしながら、
重金属濃度の高い土壌環境下になく、同所に生育する他の
植物種が集積しない、もしくは吸収を抑制するような量の
特定の金属を集積する植物が存在する。このような植物た
ちがなぜ特定の金属を集積するのかについていくつかの仮
説が立てられている。草食動物や病原菌、天敵などからの
防御（元素防御仮説）や、代謝産物生産の活性化、乾燥耐
性の向上などの説がある。また、植物と共生する菌が植物
体内の金属濃度に影響を与え、宿主植物体内の金属集積や
金属耐性に寄与していることを示唆する報告がある。
私たちは特定の金属を集積する樹木について、なぜ他の
植物たちが必要としている以上の濃度の金属をその樹木が
蓄積するのかについて研究をすすめている。本発表では、
これまで取り組んできた樹木の金属集積特性や金属集積と
内生菌との関係に着目した研究について紹介したい。

S9-1 大阪の里山はどのくらい草山だったのか ─過去の

利用と変遷を考える

佐久間大輔

大阪市立自然史博物館

大阪府の絶滅危惧植物を概観すると、多くの水湿地の植
物、草原の植物が含まれている。同時に森林環境では照葉
樹林に比べ二次林を生息場所とする種が多いとされる。し
かし、この二次林を生息場所とする種とはどういったもの
だろうか。草山から疎林的な時代を経て、ただ里山に名残
として残っているだけなのではないだろうか。だとすれば
里山の管理は保全活動として妥当なのだろうか。
現在は二次林と人工林が大多数を占める大阪府下の森林
環境であるが、少し過去に遡っただけでもその姿は大きく
異なっている。戦前戦後を通じ、薪炭生産が盛んであった
地域は北摂・南河内に集中している一方、北摂はまた柴や
松茸の主産地でもあり森林地帯というよりは生産のための
薪炭林とアカマツ疎林・柴山が共存する景観を示唆してい
る。生駒山系や丘陵地帯は薪炭・柴ともに生産量が小さい。
こうした地域には「野山」とよばれる共有草地も広がって
いた。同時に明治 26 年及び昭和 5 年の全国山林原野入会
慣行調査資料などをみても、北摂を含め多くの入会地に草
の利用についてのルールがある。こうした統計や資料を元
に、大阪の里山の現状を考える前史としての草山的状況を
検討する。

S9-2 草山利用の歴史的変遷：岡山県蒜山地域を事例と

して

増井太樹

岐阜大学流域圏科学研究センター

かつては日本の多くの場所では草山で採れる資源が生活
に欠かせないものであったことから、その多くが共有財産
として地域コミュニティによって共同管理されてきた。本
研究の調査地である岡山県蒜山地域においても例外ではな
く、草山は集落が管理する場所として現在まで維持されて
きた。一方で、草山の利用目的や方法は各時代の人間の経
済活動や社会状況と密接に関わりながら変化してきた。た
とえば、近世の入会論争では草山から木山に変化したこと
による集落間の論争のいきさつが記録されている。また、
近世から近代にかけては、たたら製鉄の禁止、換金作物（タ
バコ）栽培の隆盛、牛馬の飼養頭数の変化などのできごと
があり、近代では軍馬の放牧場や陸軍の演習場として利用
されるなど、その時々で草山の利用にも変化が生じていた。
草山の利用方法も一様ではなく、明治期の集落間の取り決
めによると、笹刈りはいつの時期であっても差し支えない
が、柴草刈りは毎年旧暦の 5月節句の 10日前からと草山
の利用開始時期が植生により異なることが示されている。
このように里山と草山の利用は近世から近代にかけて変化
し、それにより植生構造にも影響を及ぼしていたものと推
察される。

S9-3 森と草原の狭間で：放棄と再生に伴う草原性植物

の動態

横川昌史1・増井太樹2

1 大阪市立自然史博物館・2岐阜大学流域圏科学研究センター

草原の管理放棄や再生に伴い個々の植物が移入または消
失することでその種組成が大きく変化する。しかしなが
ら、そのプロセスは一様なものではなく、種ごとに放棄や
再生に対する反応が異なることが予想される。例えば、本
研究によって、放棄年代の異なる草原において種組成を比
較すると放棄後、速やかに消失する種と放棄後もしばらく
生育できる種が存在することが明らかになった。このこと
は、放棄に対する耐性が種によって異なることを示してい
る。また、樹林の伐採による草原再生を行うと、種組成は
大きく変化するが伝統的な管理を続けている半自然草原の
ような種組成には簡単には戻らないことも明らかになっ
た。このことは、種によって種子寿命や散布特性および発
芽特性が異なる可能性を示唆している。このように放棄と
再生に伴う草原性植物の種ごとの反応の違いや、放棄と再
生の非対称性などは現在の草原の種組成や植生に大きな影
響を与えている可能性が高い。このような植物の動態を踏
まえて半自然草原の保全や里山の前史としての草山を考え
る必要があるだろう。
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S9-4 火入れ停止後の草地はどのように森林化していく

か？種子散布型に着目して

三谷絵理子1・大住克博2

1鳥取大学大学院農学研究科・2鳥取大学農学部附属フィールド

サイエンスセンター

草地が森林化する過程における樹木種の推移を種子散布
型に着目して検討した。火入れ直後から、火入れ停止後約
30 年経過までの 7林分において林分構造を調べ、樹木種の
侵入に関係すると考えられる地表環境を測定した。樹種別
の継時的出現パターンを個体数密度の変化をもとに類型化
したところ、火入れ後から約 30 年間に重力散布型樹木種
は減少傾向を、風散布型樹木種はやや増加傾向を示した。
全出現種数の 6割を占める鳥散布型樹木種は、火入れ後初
期にはほとんど出現しないが 10 年経過以降に増加し、種
多様度の上昇に貢献していた。火入れ後初期から優占する
重力散布型樹木種のグループは、クリやコナラなど火入れ
耐性を持つ萌芽能力の高い樹種を中心に構成されていた。
地表環境のうち相対光量子束密度は、火入れ後初期は草本
層の、後期には上層の樹木の生物量の増加により、漸減す
る傾向が見られた。リター量は火入れ後急速に増加した。
このように、種子更新サイトとしての地表環境は経年的に
悪化しており、10 年経過以降の鳥散布型樹木種の加入を説
明することはできなかった。

S9-5 利用の終わった草山がコナラ林を生んだ

大住克博1・小山泰弘2

1鳥取大学農学部附属フィールドサイエンスセンター・2長野県

林業総合センター

近世には草山や柴山（以降草山で代表する）が広がって
いた里山域は、近代にはアカマツやコナラなどが優占する
里山林に覆われる。このことから、多くの里山林は、19世
紀末から 20世紀以降の比較的最近に草山から推移したと
推定される。先駆種であるアカマツが放棄された草山に種
子更新し、森林を形成したことは容易に理解できる。他方、
天然林での常在度が低く種子散布距離も限られるコナラに
よる森林の形成は、説明が難しい。コナラは萌芽性と繁殖
早熟性が著しく高く、毎年火入れや刈り払いが繰り返され
る草山でも繁殖が可能で、個体群を維持できる数少ない高
木種である。そのために、利用の停止した草山はコナラが
優占する里山林に移行していったのではないだろうか。こ
のように、草山の前歴が里山林におけるアカマツやコナラ
の優占を誘導した可能性がある。とすれば、現在の里山林
の形成には、農地の生産力維持を休閑あるいは池沼の底泥
や厩肥の投入ではなく、近隣の草山からのバイオマス移入
に大きく頼ったという、日本列島に特徴的な農業体系の役
割が大きかったと考えられる。

S10-1 学習指導要領等の改訂を踏まえた「森林 ESD」

の推進

木俣知大

公益社団法人国土緑化推進機構政策企画部

林野庁は、2016 年に改訂した「森林・林業基本計画」に
おいて、森林環境教育等の充実に向けて、ESD（持続可能
な開発のための教育）の動向を踏まえつつ、教育関係機関
等との連携を深めて取組を促進していくこととした。他
方、文部科学省は、2016 年 1月に「「次世代の学校・地域」
創生プラン」を策定して、各学校が企業・NPO等と連携し
た「地域学校協働活動」を促進することとし、また 2017 年
3月には学習指導要領等を改訂して、「社会に開かれた教育
課程」を実現するために、主体的・対話的で深い学びやカ
リキュラム・マネジメント、地域と学校との連携・協働を
促進することとした。こうした状況を踏まえて、国土緑化
推進機構では「企業・NPOと学校をつなぐ森林 ESD研究
会」を設置して、学習指導要領等の改訂を踏まえたこれか
らの「森林 ESD」のあり方を検討して、①森林分野と教育
分野の双方を併せ持った視点、②主体的・対話的で深い学
びの視点、③教科横断的な視点を持ち、④「国民参加の森
林づくり」の担い手である企業・NPO等と連携して、学校
教育と社会教育を繋いだ教育活動を促進することとしてお
り、本報告ではその概要を紹介する。

S10-2 秋田県における森林環境学習等の取り組みにつ

いて

戸部信彦

秋田県森林整備課

秋田県では、平成 20 年に創設した「秋田県水と緑の森づ
くり基金」を契機に、児童生徒等を対象とした森林環境教
育に力を入れており、小中学校への学習支援のほか、「総合
的な学習の時間」の授業に活用してもらうための副読本の
作成や、小中学校の教員を対象とした指導者養成研修の開
催など、教育現場で実践しやすい環境を整えている。
また、森林や木に親しむためには、幼少期からの取組が
重要と考えており、幼稚園等で実施する自然とのふれあい
活動や、小学校低学年を対象とした木育への支援にも取り
組んでいるところである。
さらに、若い林業の担い手確保に向けて、平成 27 年度に

「秋田林業大学校」を開講したほか、高校生向けに高性能林
業機械の操作や、チェンソー等の取扱を体験できる研修の
実施に加え、来年度からは、中学生を対象とした林業体験
学習を本格的にスタートさせる計画である。
こうした森林環境と林業体験の学習を通じて、子供たち

が森林と人々の生活や環境との関係について理解を深める
とともに、将来、本県の豊かな森林資源を守り育てる担い
手として活躍できるよう総合的な施策を講じていきたい。
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S10-3 地域密着型ネイチャーセンターにおける野外教

育の人材育成

山田 亮1・吉元美穂2

1 北海道教育大学岩見沢校アウトドア・ライフコース・2 NPO法

人モモンガくらぶ

自然体験活動を主とする野外教育は子どもたちの生きる
力を育むために有効な教育方法であるといわれ、これまで
に数多くの事例の教育的効果が立証されてきた。野外教育
の充実・発展のためには、現代的課題に対応したプログラ
ムの開発、施設・フィールドの整備、専門指導者の養成な
どが必要不可欠である。また新たな方向性として、地域社
会の再生・活性化、地域人材の育成を目的とした野外教育
が注目されている。その取り組みは数多くの公立施設、民
間団体で試みがなされてきているが、本報告では北海道登
別市にあるネイチャーセンターの活動に注目した。このセ
ンターは地域住民によって組織された NPO法人が指定管
理者として運営にあたり、地域にある自然資源、文化資源、
人的資源を活かした野外教育活動を実践している。その特
徴として数多くの地域住民がボランティアとしてセンター
の運営や活動に関わっている。特に近年では、森林環境保
全、子育て、人材育成などに力を入れている。先進的な事
例として運営方法、プログラムの展開、地域に及ぼす影響
など、センターを取り巻く現状や課題を整理し、これから
の社会が求める野外教育がもたらす人材育成のあり方を模
索していく。

S10-4 びわこちびっこキャンプの取り組みとその効果

中野友博

びわこ成蹊スポーツ大学スポーツ学部

大学周辺の豊かな自然環境を活かし 2007 年に幼少期の
子どもを対象に 11 年間継続してきた「びわこちびっこ
キャンプ」の実際について、企画目的から評価までを述べ
る。滋賀県湖西地区、特に大津市北部地域は比良山と琵琶
湖に挟まれた自然環境の素晴らしい地域であり、小学校 4
校と幼・保育園 4園が設置されている。しかしこれらの自
然環境が教育課程や保育カリキュラムに十分に組まれてい
ない現状から、この素晴らしい自然環境を活かし生活環境
である地元自然の素晴らしさを体験すること、再発見する
ことを目的にプログラムを展開する。更に小グループでの
体験が幼少期の子どもの自立へつながるように指導体制を
組織した。広報は地元行政の後援を得ることで、大津市北
部地域の公立小学校、幼・保育園の児童、園児の家庭にチ
ラシを配布することができた。参加者合計は 11 年間で
346人になった。指導者は、学生の指導実習の場の確保か
ら、野外スポーツコースの学生を中心に組織した。学外か
らは幼稚園教諭や保育士、子育て支援センター職員、大津
環境学習ボランティアが研修で参加している。指導スタッ
フの合計は 11 年間で 251名になり、スタッフ一人あたり
の参加者は 1.38名となった。

S10-5 幼児期における森林教育 ─東京ゆりかご幼稚園

の事例報告─

内野彰裕

東京ゆりかご幼稚園

本園は 1975 年に八王子市に設立され、園庭の豊かな自
然環境に力を入れてきたが、2014 年、園庭の身近な自然と
園外の深い自然とを日常的に往来できる環境を求め移転を
した。2.2 ha の敷地には園児、保護者、教職員と、棚田、
畑、小川、森の広場等を整備・再生し、里地里山における
「自然との繋がりを大切にした保育」を展開している。隣
接する 47ha の森は多様な生態系が維持され、園児は保育
者と日常的に森に入る。こうした豊かな自然の中で、自然
教育、環境教育、労作教育、食農教育を中心とした ESD「里
山教育」を通して、生きる力の基礎を培う保育を大切にし
ている。また園内外の森は「教育資源」と捉え、次の 3段
階のねらいで活用している。（1）遊び場としての森「森の
ようちえん」（2）ビオトープとしての森「動植物との触れ
合い」（3）ESDとしての森「子どもの森づくり」。年少の
頃から日常的に森で遊び、森に親しみ、動植物と触れあい、
人間と生き物との関係を理解し、森林を大切にする気持ち
が芽生え、考え、行動できるようになっていく。このよう
に遊びを通して周囲の環境に関わり、考え、子どもなりの
答えを導いていくプロセスは「主体的・対話的で深い学び」
に繋がる。

S10-6 こどものけんちくがっこう

鷹野 敦

鹿児島大学大学院理工学研究科

「こどものけんちくがっこう」は、自分たちが暮らす地域
の環境について、またそこで住まうことについて、ものづ
くり® を通して体験的に学ぶ場である。地域の重要な資源
である「木」に着目し、小学校の中・高学年生 25名を対象
として、月 2 回の授業を通年で行っている。「習い事」の感
覚で気軽に木に触れる場を設けることで、子供達に森林や
木材への関心を抱かせる。大学生の指導のもと、森林資源
や製材加工についての勉強から、木材を使っての小さな建
物の建設まで、座学と実習を織り交ぜた幅広い授業を行っ
ている。小さい頃からの体験にもとづく感覚によって、地
域の環境への愛着を持ち、将来のより良い住環境づくりに
貢献できる人材を育むことを目的とする。
薩摩藩の「郷中教育」に習い、子供達がお互いに助け合
い、自発的に 学びつつ教え、教えつつ学ぶ® 実践的な教育
の場を、鹿児島大学工学部建築学科環境建築研究室（鷹野
研究室）と株式会社ベガハウス（工務店）の産学協同によ
り目指す。
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S10-7 幼児教育における木育の環境構成

寺床勝也

鹿児島大学教育学部

「木育」は、「触れる→つくる→学ぶ」の 3段階で発展的か
つ往還的に取り組む性質のものである。幼児教育の発達段
階では「触れる」活動に特化した木育活動が有益といえる。
本報告では、「幼稚園教育要領」の領域「環境」で取り扱う
「環境構成」の文脈で、木育を再構成し、これまで開発して
きた木育教材を分析した。
「要領」では、幼児教育は「環境を通して行う」こととさ
れ、「環境構成」の必然性が示されている。さらに、教育と
保育が一体となって行われるため、「環境構成」の技術は、
教育はもとより、子どもの情緒の安定、健康と安全の環境
確保も求められる。さらに、最適な「環境構成」が、行動
を誘発させることにより、教育を達成させるねらいもある。
「環境構成」は、10 の要素を組み合わせで考察され、①自
然、②物、③人、④色、⑤色以外の視覚刺激、⑥音、⑦
空間、⑧動線、⑨時間、⑩雰囲気（気温、湿度、空気の質）
を適切に選択することで、子どもの発達を促進する。以上
のことを踏まえ、幼児教育に携わる関係者のヒアリング結
果から、木質空間や木製遊具は最も好ましいとされ、木育
は幼児教育と親和性が高く、教育実践の開発が求められて
いる傾向が示唆された。

S10-8 中学校における生物育成の技術に関する森林・林

業教育の実践

大谷 忠

東京学芸大学自然科学系

学校教育における森林・林業教育は、小学校における社
会科等で主に取り扱われているが、2008 年に改訂された教
育課程から、中学校技術科における生物育成に関する技術
の内容においても取り扱われることになった。従来の技術
科の内容では、森林・林業に関する内容として、木材加工
の領域において、山林の治山・治水に関する内容等が取り
扱われていた。本研究では、従来の技術科木材加工の領域
で取り扱われていた森林・林業教育の視点とは異なる立場
から、2008 年の教育課程の改訂で実施されることになった
木材の生産に関する教育内容について取り上げる。本研究
では、2008 年の教育課程の改訂から必須化された生物育成
に関する技術の内容において、食料の生産とは異なる材料
の生産の視点を踏まえた、木材の生産（林木の収穫）に関
する授業実践を行った。授業実践では、専門高校における
森林・林業の内容を中学校の生物育成の指導内容に補填す
るとともに、作物の収穫との比較から、林木の収穫におけ
る理解が促進する指導内容・教材を提案・実践した。その
結果、生物育成の技術に関する視点からも、森林・林業教
育が十分可能なことがわかった。

S10-9 森林ボランティアサークルによる大学演習林を

活用した森林環境教育の実践

神代圭輔

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

京都府立大学には府内 6 カ所に演習林があり、それぞれ
の特徴を活かして森林科学に関する教育の場および試験研
究の場として広く利用されている。また、同大学にはこれ
ら大学演習林を主たるフィールドとした森林ボランティア
サークル「森なかま」が存在する。このサークルは「日本
一森林に関心を持っている学生が多い大学にする」という
設立目的のもと、間伐・下草刈り等の森林整備および竹林
整備、森林観察、木工、各種勉強会、地域イベントへの出
展などの活動を継続的に行ってきている。メンバーは森林
科学科所属の学生だけでなく、生命環境学部、文学部、公
共政策学部の学生など、多様な興味を持った 100名超の学
生で構成されている。このように対象とするサークルは多
様なメンバーにより多様な活動を一団体で行っているとい
う特徴があることから、森林環境教育の実践現場として紹
介するのに適していると考える。本発表では、大学演習林
を活用した森林ボランティアサークルの発足から現在に至
る 15 年以上の活動内容や構成メンバーの変遷を紹介する
ことにより、大学における森林環境教育の実践について考
える機会を提供することができればと考えている。

S11-1 人工造成基盤上への森林造成の取り組み：趣旨説

明

小野賢二・野口宏典

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

東日本大震災では、津波により青森∼千葉県にわたる太
平洋沿岸の海岸防災林で、林帯地盤の損壊・沈下・流出、
樹木の倒伏・流失など壊滅的被害が発生した。特に、地盤
高が低く地下水位が高い箇所では根張りが十分でなく、津
波により樹木が根返りして流木化した。林野庁が諮問した
「東日本大震災に係る海岸防災林の再生に関する検討委員
会」は「今後の海岸防災林の再生について」とする提言を
取り纏めた。現在は、この方針を踏まえ、海岸防災林の復
旧・再生が取り組まれている。
本企画シンポジウムでは、海岸防災林の復旧・再生現場
から、現在の状況を紹介し、顕在化してきた課題を概説し
て、樹木の生育基盤として用意された造成土に関わる問題
点を整理する。併せて、1990 年代から低湿地対策として盛
土工を伴う海岸防災林を造成してきた千葉県の事例や、埋
立地に公園造成を進めてきた東京都海の森公園予定地
（2020 年東京オリンピック会場）の事例を紹介する。前述
の提言には「広葉樹の植栽等についても考慮することが望
ましい」とも言及されている。ここでは四国海岸林に成林
する広葉樹林とクロマツ林の状況を紹介し、海岸林での広
葉樹の活用のあり方についても議論する。
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S11-2 岩手県における津波被災海岸林の再生を目的と

した生育基盤盛土工の改良事例

新井隆介・丹羽花恵・谷内博規

岩手県林業技術センター

岩手県では、東日本大震災による津波で被災した海岸防
災林 19箇所において復旧計画が策定され、2012 年から復
旧事業を行っている。当県で最初に生育基盤盛土工と植栽
工が行われた宮古市摂待地区では、事業完了後、大規模な
滞水が発生し、植栽したアカマツが枯死した。当該箇所の
土壌物理性を調査した結果、固結層が盛土表層直下から確
認され、透水性も一部で不良と評価された。この要因とし
て、重機による盛土の締固めと、表層土や基層に使用した
津波堆積土からの分別土に粘土質が多く含まれていたこと
が挙げられた。摂待地区以降の事業では、固結層の形成抑
制や透水性確保を図るため生育基盤盛土工の工法が改良さ
れた。特に、陸前高田市高田松原地区ではブルドーザーに
よる敷均し後、バックホウによる深耕、スケルトンバス
ケットによる除礫及び掻き起し、野田村前浜地区ではバッ
クホウを後退させながらの敷均しが行われ、施工後、両地
区とも大規模な滞水は確認されなかった。土壌物理性を調
査した結果、ほとんどの調査箇所で盛土表層直下での固結
層は確認されず、透水性も可以上と概ね評価された。2017
年に植栽したクロマツやアカマツの活着も現在のところ良
好である。

S11-3 津波被災地に造成された広葉樹盛土植栽地の植

栽基盤特性と樹木成長について

佐野哲也

東北工業大学

宮城県岩沼市の津波被災地に造成された「千年希望の丘」
広葉樹植栽地について現状を報告する。「千年希望の丘」
は、マツを主体とした海岸防災林の背後に津波威力の減衰
効果と避難地としての機能を期待され造成された盛土構造
物であり、高さ約 8∼10m の避難丘 15基とそれらを結ぶ
総延長 10km の高さ約 3m の園路で構成される。津波堆
積土砂に山砂を覆った植栽基盤上に高さ 50cm 程の常緑
広葉樹を密植（3∼5本/m2）する植栽法が採用されている
点が特徴的である。津波堆積土砂を覆う山砂層は厚さ 30
cm 以上確保され、透水性や硬度は良好であった。津波堆
積土砂層は、硬くて透水性は悪いものの法面であるため植
栽基盤が湛水するのは一部の斜面下部に限られる。植栽さ
れてから間もない間は樹高成長量が小さく枯死する個体も
見られるが、生残活着した個体の成長は良好で、植栽から
5年経過時点で樹高 5mに達するものも存在した。枯死す
る個体は、湛水しがちな斜面下部で目立つ傾向がある。現
状は、透水性や硬度が良好な表層山砂層で根系を発達させ
ている段階であり、硬くて透水性が悪い津波堆積土砂層へ
の今後の根系発達状況によっては、地上部の成長に影響が
出る可能性が予想される。

S11-4 生育基盤盛土を伴う海岸林での根系到達深度と

固結層出現深度の関係

野口宏典1・小野賢二1・萩野裕章1・鈴木 覚2・多田賢二3

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林防災研究領域・3林野庁

震災後、海岸林造成の際に盛土によって嵩上げが図られ
る事例が多くなったが、盛土は硬くなりやすく、そうした
環境下での根系成長についての知見は少ない。そこで、盛
土に植栽されたクロマツ根系の伸長状況と土壌硬度の鉛直
分布の関係を検討した。本研究は「林野庁委託事業 海岸
防災林の生育基盤盛土造成のためのガイドライン策定調
査」で行った。
仙台平野に造成された盛土を伴う海岸林再生事業地にお
いて、クロマツの根系到達深度と土壌硬度分布の調査を
行った。根系到達深度の調査は、実際に根を掘り出し、盛
土内において根系が伸長した最大深度を測定した。土壌硬
度の鉛直分布の調査は、SH型貫入試験機を用いて対象木
直近で行った。土壌硬度の指標値には、貫入試験機の 3kg
重錘 1 打撃あたりの貫入量として表される S値（cm/drop）
を用いた。従来の基準で「固結」とされている S値 0.7 以
下となる層を固結層とし、その上面を固結層出現深度と定
義し、土壌硬度鉛直分布の測定結果から求めた。全調査木
73個体に対する根系到達深度と固結層出現深度の間には
正の相関が認められた（相関係数 0.706）。このことから固
結層の存在が根系伸長を阻害していることが明らかになっ
た。

S11-5 根系成長を制限する土壌硬度を土壌貫入計で検

出する方法の提案

鈴木 覚1・野口宏典2・小野賢二2・萩野裕章2・坂本知己1・多田

賢二3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所東北支所・3林野庁治山課

根系成長を制限する因子として土壌硬度がある。特に人
工造成基盤の緑化においては、根系成長が可能な土壌硬度
（軟らかさ）を確保する必要があり、根系成長可能な土壌硬
度を知る必要がある。従来、土壌硬度（S値）における基
準値が示されているが、どの S値の土壌に根が存在し、ど
の S値に存在しなかったか、という関係から作られたもの
である。しかし、根系が 成長できなかった® のか、成長
途上でまだ存在していない® のかの区別が難しい。そこ
で、鉛直方向の根系分布と S値分布の対応関係に着目して
根系成長が可能な S値を特定する方法を考案した。すな
わち、鉛直方向の S値分布を「層厚」と「硬度（S値）」の
組み合わせとして解析することにより、根系が通過し得た
土層を示した。さらに、同様の解析を多数のサンプルで行
うことにより、根系成長可能な硬度と層厚の限界値を明ら
かにした。また、限界値を特定する際に、指数分布に当て
はめて誤差をコントロールすることにより、根系成長可能
な土層の条件（土壌硬度と層厚）が明らかになった。なお、
本研究は「林野庁委託事業 海岸防災林の生育基盤盛土造
成のためのガイドライン策定調査」で行ったものである。
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S11-6 低湿地対策としての盛土工を伴う海岸林造成

─千葉県九十九里浜の事例─

小森谷あかね1・小野賢二2・村井弘好3

1千葉県農林総合研究センター森林研究所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所東北支所・3千葉県北部林業事務所

千葉県九十九里浜は標高が低く地下水位が高いために低
湿地が多く、海岸防災林の主要な樹種であるクロマツが湿
害を受け、衰弱、枯損、倒伏が発生している。千葉県では
1980 年代からこの対策として、盛土によって根系が発達で
きる生育基盤を確保してから再造林を行ってきた。この盛
土の効果を明らかにするため、植栽から約 20 年が経過し
たクロマツの生育状況を 3か所で調査したところ、いずれ
も地上部の成長は良好であり、盛土を行っていない九十九
里浜の平均的なクロマツ林の樹高と同程度またはそれ以上
に成長していた。しかし、盛土の土壌の硬さは施工時に地
下 1mまで深耕した箇所及び盛土法肩付近は軟らかく、根
が 1m以上の深さまで伸長していたが、深耕していない施
工地では 40cm以深は硬く、根の伸長は困難であり、生育
基盤として十分な効果を発揮していなかった。津波に対す
る抵抗性からみて、根系は深部まで伸長していることが望
ましいことから、盛土を行う場合にはクロマツの根系が深
部まで十分に伸長できる軟らかさを確保することが必要と
考えられた。

S11-7 千葉県有海岸林におけるクロマツの根系伸長特

性

橘 隆一1・熊崎 慎1・林 悠太1・小森谷あかね2・小野賢二3・

福永健司1

1 東京農業大学地域環境科学部・2千葉県農林総合研究センター

森林研究所・3（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

千葉県の九十九里浜の海岸林には、標高が低く地下水位
が高いために湿地化している林分が多数存在する（野原・
高橋、2007）。そこで、盛土を行った上にクロマツを再造林
する対策がとられてきた。本研究では、深耕した場合とし
なかった場合の 2箇所の盛土施工地において、植栽後約 20
年が経過したクロマツの根系発達を調査し、深度ごとの土
壌硬度との関係を考察した。その結果、クロマツの根の生
重量について垂直分布では、無深耕施工地では深さ 10∼20
cm に集中しているのに対し、深耕施工地では深さ 30∼40
cm に根が集中していた。また、この結果に対応するよう
に、無深耕施工地よりも深耕施工地で比較的深い層まで低
い貫入抵抗値が続いた。
海岸林の機能の一つである津波エネルギーの減衰や漂流
物の捕獲等による減災効果を発揮させるには、垂下根を土
層深部まで発達させる必要がある。両施工地ともに垂下根
は下層まで発達していることから、盛土したことにより根
系が発達可能な土層が確保されてきたと考えられた。ま
た、深耕は土壌硬度の改良に直接効果をもたらすことから、
植物の根系発達を促すうえで有効な方法と考えられた。

S11-8 造成緑地における土壌の特徴と機能

川東正幸・木田仁廣・松平隼人

首都大学東京都市環境学部

現在の日本の土地利用において、林地および農地は長く
減少傾向にあり、それに代わって人為の影響を受けた土地
面積（開発地）が増加している。開発地の 80%以上は建物
や道路に覆われた土地であり、10%程度が植生に被覆され
た都市緑地やゴルフ場である。植生に被覆されながらも生
産性向上が意識されずに管理されているため、地下部の土
壌に対する配慮も十分ではない。基本的に土木工事によっ
て造成されるため、下層の土壌硬度は植物根の伸長を妨げ
るほどに極めて高く、建設工事で排出された土壌およびガ
レキを含むことが多い。これらの材料を含むため、土壌中
の塩濃度が高く、アルカリ性を示すことも多い。無機態炭
素含量が定量されることも造成緑地土壌の特徴といえる。
このような、植物生育に不向きな条件を持ちながらも、表
層では比較的短期間で有機物と養分元素の集積が認められ
る。無機態窒素や可給態リン酸も保持されており、これら
は主に施用した有機物の分解に伴って供給されたものと考
えられる。ただし、養分供給を含む物質動態は、有機物の
供給があり、且つ植物根の伸長できる表層に限定されたも
のであり、下層土壌環境は長年月に亘り不良であることが
多い。

S11-9 四国の海岸林における林分構造の比較 ─広葉樹

林とクロマツ林─

大谷達也

（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所

海岸林は飛砂防備など平常時の機能だけでなく、まれに
起こる津波に対しても一定の効果をもつことが報告されて
いる。しかし近年では、各地のクロマツ海岸林が管理不足
や材線虫病によって衰退し、一部は広葉樹林に置き換わっ
たことが知られている。海岸林の管理にあまりコストをか
けずにさまざまな機能を切れ目なく発揮させるためには、
広葉樹を主体とする海岸林が自律的に安定して維持される
のか確かめる必要がある。そこで、南海地震の発生が危惧
される四国の太平洋岸において、4つの海岸林を対象にし
てクロマツ林と広葉樹林の林分構造を比較した。ここで対
象としたのは、大岐の浜（広葉樹林）、入野松原（広葉樹林
とクロマツ林）、琴ヶ浜（クロマツ林）、および大里松原（ク
ロマツと広葉樹が混在）である。それぞれの海岸林に 3か
所ずつ、海岸線と直交する方向に林帯を横切る長さ（90m
から 300m）で幅 20m の調査区を設定した。2015 年度お
よび 2017 年度の冬期に実施した毎木調査および稚樹調査
から、クロマツ林と広葉樹林の林分構造および樹木成長を
比較して、広葉樹を主体とする海岸林の存続について検討
する。
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S12-1 マツノマダラカミキリの駆除をさらにすすめる

ために何ができるのか？

中村克典・大塚生美

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

マツ材線虫病被害対策において、媒介昆虫マツノマダラ
カミキリの駆除は必須の防除手法である。現在、伐倒駆除
で主流となっているくん蒸処理は高い殺虫効果を誇る優れ
た技術であるが、薬剤使用を忌避する風潮が強まる中で将
来にわたって多用できるかどうか不明である。薬剤非依存
の伐倒駆除手法として、天敵微生物（ボーベリア）製剤に
よる処理や被覆資材を用いた媒介昆虫逸出抑制法が開発さ
れており、場面に応じた利用拡大が図られてもよい。一方、
被害材の破砕、焼却処理は有効な駆除技術であり、バイオ
マス利用が普及する情勢の中で、被害材の燃料利用を推進
することは松くい虫防除と熱・電力供給事業体における燃
料確保の両面での利得がある。しかし、被害材の燃料利用
促進に向けてはクリアされるべき技術的、社会的課題が少
なくない。たとえば、林業労働力が不足する中で高い生産
性をもって被害材搬出処理をすすめるには、伐倒駆除は従
来の択抜的な方法から皆伐的なものへと移行することが求
められる。駆除のための皆伐は、松くい虫被害対策として
の樹種転換や残存生存木を利用したカミキリ誘殺などの手
法と組み合わせることでさらなる防除効果を発揮できる方
法でもある。

S12-2 樹種転換の促進に向けたアカマツの新規用途と

しての CLT製造技術の開発

後藤幸広・谷内博規

岩手県林業技術センター

松くい虫被害対策としてのアカマツ林の予防伐採（樹種
転換）の促進には、安価で大量に取引される合板用材、チッ
プ用材等の用途に加え、新用途によるアカマツ材の高付加
価値化が必要とされる。本研究では、新用途として高付加
価値化が期待される直交集成板（CLT）へのアカマツ材利
用を目的に、松くい虫被害地域産と未被害地域産のアカマ
ツ丸太とラミナの強度特性を評価した。また、アカマツを
用いた CLT実大試験体を製造し、強度性能の評価を行う
とともに、日本農林規格（JAS）に定める性能基準への適
合性を検証した。その結果、アカマツ丸太とラミナの強度
分布は、産地間で同様となり、双方とも JASに定める強度
等級の高いラミナが多く出現する傾向を示した。このこと
から、アカマツは強度面において、CLTへの利用適性が高
いと評価された。また、製造した CLT実大試験体の曲げ
及びせん断の強度性能は JAS に定める性能基準値の
1.1∼3.2倍を示し、高い強度性能を有していた。このこと
から、アカマツ CLTは建築部材として十分に利用可能で
あることが明らかとなった。

S12-3 東北地方におけるマツノザイセンチュウ抵抗性

品種の開発とその利用戦術

山野邉太郎

（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター

アカマツとクロマツは国土保全、景観形成、材生産等様々
な機能をもつ重要な樹種であるが、侵略的外来種であるマ
ツノザセインチュウが引きおこすマツ材線虫病に感受性が
極めて高い。マツ材線虫病が本州以南の広い地域で蔓延し
ていることから、これら 2種のマツを日本国内で利用する
ためにはマツ材線虫病の総合防除を念頭に置くことが不可
欠な状況にある。総合防除の一環として、マツノザイセン
チュウ抵抗性品種由来の苗木を植栽に用いることが挙げら
れる。今回テーマにあげる東北地方は日本国内では比較的
遅く被害が拡大した地域で、日本海側沿岸部や内陸部は本
病を防除しない林分における蔓延、太平洋側沿岸部は東日
本大震災によるマツ林の消失、と全域において相当量のマ
ツが再造林に使用される見込みがある地域である。本発表
では、1．東北地方各県と林木育種センターによるマツノザ
イセンチュウ抵抗性育種事業、2．海岸林造成に使用するク
ロマツ苗の増産・確保、ならびに、3．抵抗性品種の高度活
用、について取り組みを紹介する。

S13-1 ヒノキ師部の傷害樹脂道形成と傷害エチレン生

成の特性

楠本 大

東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林田無演習林

樹木には傷害等のストレスによって樹脂を分泌する種が
多く存在する。こうした応答は昆虫や微生物の加害に対す
る防御反応の一種であると認識されている。演者はこれま
でヒノキ師部の傷害樹脂道について、その形成メカニズム
を詳細に調査してきた。ヒノキの健全師部には樹脂道はな
く、傷等を受けた時に柔細胞の分裂が起こり、傷害樹脂道
が形成される。この傷害樹脂道の形成は、傷害時に生産さ
れるエチレンやジャスモン酸といった植物ホルモンが誘導
することを明らかにした。また、エチレンの濃度が樹脂生
産に影響することを明らかにした。講演では、エチレンが
誘導する傷害樹脂道形成の特性や内生的に生産されるエチ
レンを中心に発表する。
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S13-2 異なるクローン内での樹皮組織、樹脂生産量及び

植物ホルモンの関係

田端雅進1・保坂路人2・山岸祐介2・半 智史2・船田 良2

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2東京農工大学大学院連合農

学研究科

これまでウルシの漆（樹脂）生産量が個体間で異なるこ
と、漆掻き（採取）の傷害刺激により内樹皮の形成層付近
に傷害樹脂道が多数形成されることが明らかになってい
る。しかしながら、樹脂生産量の異なる個体の樹皮組織の
特徴、傷害樹脂道形成に関わる植物ホルモン及び傷害樹脂
道形成の誘導機構等については未だ明らかになっていな
い。そこで今回、樹脂生産量の異なるウルシクローンの樹
皮組織を観察した他に、苗木に対し傷害応答に関与する植
物ホルモンを塗布し、樹皮組織の変化を観察した。
樹脂生産量の異なるウルシクローンで樹皮組織を観察し

た結果、樹脂生産量が多いクローンの組織学的特徴は内樹
皮が厚く、内樹皮における単位接線幅あたりの樹脂道数が
多く、樹脂道合計断面積が大きいことが明らかになった。
一方、苗木に対し傷害応答に関与する植物ホルモンを塗布
し、樹皮組織の変化を観察した結果、傷無しエスレル処理、
傷とエスレル処理、傷とジャスモン酸メチル処理で内樹皮
の形成層付近に傷害樹脂道が認められ、エスレルは単独で
傷害樹脂道形成を誘導し、ジャスモン酸メチルは傷害刺激
を増幅することによって傷害樹脂道形成を誘導することが
明らかになった。

S13-3 ウルシ液滲出時の遺伝子発現解析

渡辺敦史・田村美帆

九州大学大学院農学研究院

ウルシから得られる漆液は、天然塗料として多方面に用
いられている。しかし、漆の大部分は輸入に依存している
のが現状である。国内のウルシから得られる漆液量にはク
ローン間差が存在し、今後多産クローンのみを効率的に選
抜出来れば、比較的小面積で行われている漆生産の効率化
を図ることが可能であると考えられる。そのためには、優
良クローンを比較的早期かつ非破壊的に行うための DNA
マーカー開発が 1つの方向性と言える。そこで、ウルシを
分根によりクローン化した個体を準備し、傷処理をはじめ
とするいくつかの処理を行った。時系列に沿って、処理し
た箇所を中心とした樹幹部位を採取し、それぞれ RNAを
抽出した。この RNAを用いてライブラリーを作成し、次
世代シーケンサーを利用することで発現する遺伝子を網羅
的に取得した。得られた遺伝子群は、処理間・時系列間で
比較することによって差分的に発現する遺伝子群を抽出し
た。さらに、特異的に発現する遺伝子群についてはゲノム
中における変異を明らかにすることで、DNAマーカー化
の可能性について検討したのでこれら成果を報告し、優良
ウルシ選抜マーカー開発の可能性について論じる。

S13-4 Diaporthe toxicodendriによるウルシ胴枯病

安藤裕萌・升屋勇人・相川拓也・田端雅進

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

現在、岩手県二戸市浄法寺町をはじめ日本各地のウルシ
林において、胴枯性病害が発生している。本病害ではウル
シの葉が展葉する 5月頃に幹・枝に淡黄色の分生子塊が形
成され、罹病した幹・枝は枯死や胴枯れに至る。本菌は形
態的に Diaporthe属の無性世代であると思われるが、種同
定には至っていなかった。分子系統解析および形態的特徴
の比較をした結果、本病原菌は Diaporthe属の 1新種であ
ることが明らかとなり、D. toxicodendriとして記載報告し
た。本菌の病原性を確認するため、2017 年 5月下旬、4∼9
年生のウルシ 10 本（胸高直径 1.6∼3.0 cm、高さ 1.5∼3.4
m）に、PDA培地で 2週間培養した D. toxicodendriを 2
菌株と、コントロールの PDA 培地を用いて接種試験を
行った。接種 1ヶ月後、接種木を伐倒し、壊死病斑の長さ
の計測および病原菌の再分離を行い、病原性の評価を行っ
た結果、D. toxicodendriはコントロールより有意に長い壊
死病斑を形成した。また、接種部から本病原菌が再分離さ
れたことから、病原性を確認した。なお、本研究は農林水
産業・食品産業科学技術研究推進事業（課題名：日本の漆
文化を継承する国産漆の増産、改質・利用技術の開発）で
取り組みました。

S13-5 ウルシ胴枯病菌 Diaporthe toxicodendri のゲ

ノム解析

升屋勇人・安藤裕萌・田端雅進

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

ウルシ植林地では Diaporthe toxicodendriは枝先から胴
枯れ症状を引き起こす重要病害の一つである。本病原菌は
有性世代が確認されていない糸状菌の 1種であり、最近記
載された新種で、主な被害地は岩手県二戸市浄法寺町や北
海道網走市等、北方に偏っている。基本的に胴枯病菌は宿
主の当年枝から感染し、枯れ下がる（Dieback）ことにより
宿主衰退の原因となるが、一部には無病徴に枝や幹に内生
する種類が知られている。しかし、本菌のウルシへの感染
と衰退、分散過程については不明な点が多く、ウルシに対
する病原性因子は特定できていない。これらを明らかにす
るためのゲノム情報の整備を行う目的で、本菌の基準菌株
（FFPRI420987）についてゲノム解析を行った。その結果、
49412380bp、5613 コンティグ、3922 スキャホールドのゲ
ノム情報が得られた。そこから 13939個の遺伝子を推定し
た。PHIbaseに基づき 1686個の病原性関連遺伝子を特定
した結果、稲いもち病菌が宿主への感染の際に機能する遺
伝子群と相同性のある遺伝子群が複数含まれていた。本成
果は基礎知見の拡充のみならず、本病原菌の病原力簡易検
定の開発や、抵抗性育種などにつながる知見となる。
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S13-6 ウルシ萌芽木の成長に与える胴枯病の影響

石井智朗1・小谷二郎2・白旗 学3・井城泰一4・田端雅進5

1 岩手大学大学院農学研究科・2石川県農林総合研究センター林

業試験場・3岩手大学農学部・4（国研）森林機構 森林総合研究所林

木育種センター東北育種場・5（国研）森林機構 森林総合研究所東

北支所

ウルシの重要病害の一つ、Diaporthe toxicodendriによ
る胴枯病（仮称）が東北地方の萌芽更新地等で発生してい
る。筆者らは早期に漆が採取できる萌芽更新で萌芽本数の
密度調整効果を検討してきた。今回、密度調整を行った萌
芽木の成長に与える胴枯病の影響を明らかにするため、
2014 年に漆採取木を伐採した後、2016 年 4 月に 5X10m
のコードラート 4区（1500 本/ha 区、3000 本/ha 区、6000
本/ha 区、対照区）を設置し、2016・2017 年に胴枯病の発
生や萌芽木の樹高と地際直径等を調べた。その結果、萌芽
木 131 本で胴枯病による枯死の割合が約 11%、幹梢端部や
地際部が枯死し、その枯死部直下から再び萌芽を発生した
（以下、再生萌芽）割合が約 23%、幹に紡錘形に陥没する病
斑を形成する（以下、陥没病斑）割合が約 16% みられた。
また、再生萌芽や陥没病斑がみられた罹病木と健全木で樹
高と地際直径を比較した結果、罹病木と健全木で有意な差
が認められなかった。本研究は農林水産業・食品産業科学
技術研究推進事業「課題名：日本の漆文化を継承する国産
漆の増産、改質・利用技術の開発」で取り組みました。

S14-1 森林における反応性窒素のガスー粒子転換に関

する数値的研究

堅田元喜1・松田和秀2・反町篤行3

1茨城大学地球変動適応科学研究機関・2東京農工大学農学部・
3福島県立医科大学

人間活動により大気に放出された反応性の高い窒素（反
応性窒素）の森林への過剰な負荷は、森林生態系の窒素過
剰状態とともに湖沼や沿岸の富栄養化等に繋がる。森林へ
の窒素負荷過程のうち、反応性窒素の乾性沈着のメカニズ
ムは複雑であり、その解明には関連する物理化学過程を精
緻に評価できる数理モデルが必要である。本研究では、乾
性沈着を計算できる多層陸面モデルに代表的な反応性窒素
（HNO3・NH3ガス、微小粒子状 NO3

−・NH4
+）のガス-粒

子転換の過程を考慮し、東京都八王子市の温帯混交林（東
京農工大学 FM多摩丘陵）に適用した。大気層ごとのガ
ス-粒子転換のフラックスは、モデル化した粒子の凝縮お
よび蒸発速度と熱力学的平衡濃度を用いて計算した。モデ
ルは、タワーで測定された森林上の乱流フラックスや森林
内の微気象プロファイルを再現した。ガス-粒子転換を考
慮した場合としない場合の計算結果を比較したところ、
HNO3 および NO3

−の濃度がガス-粒子転換の影響を最も
受けやすいことが示唆された。

S14-2 山岳森林域における広域大気汚染の影響評価

富山県・立山における事例

久米 篤1・朴木英治2・中島春樹3・石田 仁4・渡辺幸一5

1 九州大学大学院農学研究院・2富山市科学博物館・3富山県農林

水産総合技術センター森林研究所・4岐阜大学応用生物科学部・
5富山県立大学

広域大気汚染の森林影響評価は、ロジスティクスや観測
コストの問題のために、山岳域において現地で行われた事
例は少ない。富山県の立山地域では冬季以外は標高 2450
m付近まで車による移動が可能であり、様々なグループに
よる大気観測が行われ、植生帯別の森林モニタリングが富
山県によって継続して行われている。Kume et at.（2008）
はそれらの結果を基に、ブナ-スギ帯に及ぼしている道路
からの排気ガスと大陸からの広域大気汚染の影響を評価
し、後者の重要性を指摘した。その後、中国や日本で環境
対策が進んだ結果、全国的にこの 10 年間で、各種大気汚染
物質の濃度低下傾向が観測されている。このような長期ト
レンドの変化が山岳域の森林に及ぼす影響を明らかにする
ために、2015、2016 年に道路沿にオゾンのパッシブサンプ
ラーを設置し、標高別のオゾン濃度変動の評価を試みると
同時に、富山市街における経年変化を解析した。その結果、
山岳域のオゾン濃度分布は、植物の成長期には市街地の濃
度傾向を良く反映していること、ローカルな地形影響を受
けること、2006 年以降に 5-6月のオゾン濃度が顕著に低下
しており、それとともにブナの成長も回復していることが
示唆された。

S14-3 変動する大気環境下での温帯スギ林及び熱帯季

節林の渓流化学性

佐 瀨 裕 之1・山 下 尚 之2・Kietvuttinon, Bopit3・Garivait,

Hathairatana4・齋藤辰善5,6・猪股弥生7・諸橋将雪1・高橋雅

昭1・大泉 毅5

1アジア大気汚染研究センター・2（国研）森林機構 森林総合研究

所立地環境研究領域・3タイ王室森林局・4タイ環境研究研修セン

ター・5新潟県保健環境科学研究所・6 新潟大学大学院自然科学研

究科・7金沢大学

東アジアにおける大気環境は日々変動している。気候変
動に加え、人為由来の大気汚染は、硫黄（S）酸化物の排出
量については対策が進み削減が始まっている。これらの変
化に森林生態系がどのように応答するのかは、東アジアに
おける生物地球化学の新たな課題である。本講演では、日
本海側の温帯スギ林と、タイの熱帯季節林に設定した集水
域試験地における現地観測データをもとに、大気環境の変
化に対する渓流化学性の応答を論じる。温帯スギ林では、
S沈着量の低下に伴い渓流中の S濃度の低下やアルカリ度
の上昇等が見られ、特に中国の S酸化物の排出量が低下し
たころから酸性化からの回復傾向が明瞭となった。一方
で、熱帯季節林では、2006-2011 年の観測期間には、S沈着
量が低下しているにもかかわらず渓流中の S濃度が上昇
し、pHが低下するなど、むしろ酸性化の進行が見られた。
ところが、その後、2012 年、2014 年と断続的に続いた干ば
つにより、渓流中の S濃度の低下と pHの上昇が見られた。
乾季・雨季が明瞭な気候条件下において、降水パターンの
変化が、生態系内からの物質流出に大きく影響したと考え
られた。大気沈着と気候変動の両方を考慮した議論の重要
性が提起される。
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S14-4 冬季伐採にともなう春季の光阻害がトドマツ前

生稚樹の成長に及ぼす影響

北尾光俊1・原山尚徳1・韓 慶民2・Agathokleous, Evgenios1・

上村 章1・古家直行1・石橋 聡1

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所植物生態研究領域

常緑針葉樹のトドマツは耐陰性が高い樹種として知られ
ており、雪が少なく笹との競合が少ない北海道道東地域の
トドマツ林では、林床に多くのトドマツ前生稚樹が生育し
ている。現在、植林コストの削減のために、上木伐採後の
トドマツ前生稚樹の天然更新に期待が寄せられている。し
かしながら、冬季に伐採を行った翌春には、トドマツ前生
稚樹針葉の赤変や個体の枯死が見られる事例が報告されて
おり、上木伐採による光環境の改善が必ずしもトドマツ稚
樹の成長促進に結びついていないのが現状である。本研究
では、冬季伐採による光環境の変化がトドマツ前生稚樹の
天然更新に及ぼす影響を明らかにするために、伐採率が異
なる林分に生育するトドマツ稚樹既存葉の光阻害ならびに
新葉の成長を調べた。クロロフィル蛍光反応測定により、
上木の伐採強度が強いほど春季の光阻害の程度が大きくな
ること、また、遮るものがなく日射を多く受ける個体ほど
当年枝の成長が抑制されることから、トドマツ前生稚樹の
赤変や枯死の原因は林床の暗環境に順化した既存の葉が強
光にさらされることで生じる光阻害であることが示唆され
た。

S14-5 ブナの葉内光合成過程に対するオゾンの影響

渡辺 誠・上牧 祐・岡部成晃・森麻里乃・伊豆田猛

東京農工大学

オゾンは樹木の光合成活性を低下させる大気汚染物質で
ある。オゾンによる光合成速度の低下は、主に葉緑体の生
化学的同化能力の低下が原因と考えられているが、先行研
究では細胞間隙から葉緑体までの CO2 の移動のしやすさ
である葉肉コンダクタンス（Gm）に対するオゾン影響が考
慮されていない。そこでブナを対象として Gm を含めた葉
内光合成過程に対するオゾンの影響を調査した。2016 年
より 2 成長期間、2 年生のブナ苗に対してオゾン暴露を
行った。2成長期目の 7月と 9月に葉のガス交換速度とク
ロロフィル蛍光強度を同時測定し、光飽和の純光合成速度、
気孔コンダクタンス、Gm および細胞間隙あるいは葉緑体
の CO2濃度に基づいた最大カルボキシル化速度（それぞ
れ VcmaxCiと VcmaxCc）を測定した。また、葉の Rubisco
とクロロフィルの含量を測定した。9月において、オゾン
によって VcmaxCiが有意に低下した。この時、Gm は低下
したが、VcmaxCc や Rubiscoおよびクロロフィルの含量に
オゾンの影響はなかった。これは VcmaxCiの低下が必ずし
も葉緑体の生化学的同化能力の低下に起因せず、Gm がブ
ナの光合成に対するオゾンの影響メカニズムにおいて重要
な役割を果たしている事を示している。

S14-6 窒素付加とオゾン暴露がカラマツ属 2 種苗木の

針葉成分に与える影響

菅井徹人1・渡部敏裕2・北尾光俊3・来田和人4・小池孝良2

1 北海道大学大学院農学院・2北海道大学大学院農学研究院・3（国

研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・4北海道立総合研究機

構森林研究本部林業試験場

カラマツ（Larix. kaempferi）は寒冷地でも生育し比較的
初期成長が早い。育種によって産まれたグイマツ雑種 F1
（L. gmelinii var. japonica×L. kaempferi）は、野兎鼠害耐
性が高く、初期成長速度が更に改善された。今後の再造林
に期待されるカラマツ類であるが、増加する窒素沈着やオ
ゾンに対する高い感受性も明らかになりつつある。特に、
硫酸塩を含む窒素酸化物が土壌に過剰沈着すると、その理
化学性の劣化を介して樹木の成長が低下する。土壌 pH低
下に伴う金属イオンの析出や、無機養分の不均衡化に伴い、
樹木の葉内成分組成の変化や成長の悪化が懸念される。ま
た、気孔から吸収されるオゾンは葉内に酸化ストレスを与
える。近年、落葉樹の葉内成分がオゾンの酸化ストレスに
より大きく変化することも報告されている。一方、これま
で葉内成分と生理応答の関係に着目した、窒素沈着と高オ
ゾンの影響評価の事例は限られている。本研究では、カラ
マツとグイマツ F1 苗木の針葉成分に与える窒素付加とオ
ゾン暴露の影響を評価した。本稿では、特に窒素付加と高
オゾンによる針葉成分の変化と光合成応答の関係性に着目
して議論する。

S14-7 高濃度オゾン環境下におけるシラカンバの食害

傾向と BVOCの関係性

増井 昇1・望月智貴2・谷 晃2・小池孝良3・佐藤冬樹4

1 北海道大学大学院農学院・2静岡県立大学食品栄養環境科学研

究院・3北海道大学大学院農学研究院・4北海道大学北方生物圏

フィールド科学センター

北海道大学札幌研究林苗畑では、2013 年度より野外開放
系 O3暴露施設（O3濃度：対照区 40ppb、O3 区 80ppb）を
用いたシラカンバ（Betula platyphylla var. japonica）の虫
害調査を行ってきた。2015 年度までの調査から、室内の摂
食実験ではシラカンバ狭食者であるハンノキハムシ
（Agelastica coerulea、以下ハムシ）は O3 区の葉をより選
好していたのに対し、野外 O3 区の食害率は低下する傾向
が示された。この矛盾点の要因として、本研究では植物由
来の香り成分である BVOCに着目した。花粉媒介性昆虫
をはじめ、多くの昆虫種は宿主植物の探索に BVOCを利
用しているが、BVOCは大気中の O3 との反応によって、
その構造・機能を変化させ得る。よって、大気中 O3濃度
の上昇は、BVOCを介した植食性昆虫の食害行動に影響を
及ぼす可能性がある。本研究では、ハムシ成虫の生活史か
ら、実験時期を 2017 年 6月中旬及び 8月中旬とし、ハムシ
に対する① BVOC誘因性、② O3忌避性、③ O3環境下の
BVOC誘因性、の 3項目に関する Y字管 BVOC 選好性試
験を行った。なお、O3濃度は 40、80、120ppbの 3段階を
設定し、実験結果から今後のハンノキハムシによるシラカ
ンバの虫害動向に関して考察する。
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S14-8 ハルニレ稚樹の成長に及ぼす高オゾンと窒素沈

着の影響 ─虫害に注目して─

小池孝良1・岡本昇太3・菅井徹人2・Agathokleous, Evgenios4

1 北海道大学農学研究院・2北海道大学農学部・3北海道大学農学

院・4森林総合研究所北海道支所

ハルニレは北海道では有用広葉樹 5種の 1つである。し
かし、札幌市内では衰退木が見られ、最近、ニレ立枯病へ
の感染が確認された。このような樹木衰退の要因の 1つと
して、食葉性昆虫による葉の食害がある。食害による葉面
積の減少は光合成能力の低下をもたらし、それが樹勢の衰
退や枯死へと繋がる。この昆虫による食害の程度を変化さ
せ得る誘因として地表付近オゾン（O3）と窒素（N）化合物
がある。衰退の過程は誘因・素因・原因に分けて考えるこ
とができる。強力な酸化剤 O3 は気孔から葉内に取り込ま
れ、光合成機能を低下させる。また、越境大気汚染物質と
して注目されている PM2.5 の微細成分には N 化合物の
（NH4）2SO4 が多く含まれ、植物に直接影響を与えている。
Nは植物表面に沈着し、一時的には N肥料として光合成
機能を促進させる。本研究では、O3 と Nの大気中濃度の
増加によるハルニレ稚樹と昆虫の相互関係の変化を解明す
ることを目的とした。O3 と N葉の生理機能の低下も生じ
ることが分かった。大気中 O3濃度と N沈着量の増加は、
食葉性昆虫を介した葉の食害によって引き起こされるハル
ニレの衰退の誘因となり得ると思われる。

S15-1 種間雑種の形態形質は両親種と比較して中間的

か?カバノキ属 3種を用いた検証

花岡 創1・松下通也2・中西敦史3・斎藤秀之4・福田陽子1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種

場・2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・3（国研）

森林機構 森林総合研究所北海道支所・4北海道大学大学院農学研

究院

種間雑種を形態形質から判別する場合、両親種の中間的
な形質を示しているかを判断基準にする場合が多いであろ
う。しかし、樹木では各種形質の種内変異が大きい場合が
多く、単純に「中間的」と認識することが難しい可能性も
ある。本研究では、カバノキ属 3種（ウダイカンバ、シラ
カンバ、ダケカンバ）を人工交配させて作出した種内およ
び種間雑種個体（25 年生）の主に葉形質に着目し、ベイズ
モデルを用いて形質に対する母種、父種、母クローン、父
クローンおよび葉の採取位置の効果を定量的に評価するこ
とを試みた。その結果、葉の大きさに関連する形質はサン
プル間変動が大きく、葉を採取した位置の効果が大きいこ
とが示された。一方で、葉の形に関する形質については、
母種の効果が他の効果よりも大きい（母種に似ている）傾
向にあることが示された。これらの結果から、カバノキ属
3種の種間雑種の葉形質は必ずしも両親種の中間的と認識
できない可能性があり、雑種の形態形質の変異は形質毎に
慎重に確認すべきであることが実証された。

S15-2 モクレン属の交雑帯における第二世代雑種形成

時の交雑不和合性の減少

玉木一郎1・谷早央理2・鈴木節子3・上野真義3・和田崎直隆2・戸

丸信弘2

1岐阜県立森林文化アカデミー・2名古屋大学大学院生命農学研

究科・3（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

シデコブシとタムシバの交雑帯の動態を予測するため
に、2種とそれらの雑種間の交雑和合性を、遺伝子散布モ
デルで定量化した。まず、マイクロサテライトマーカーを
用いて交雑帯における成木 307個体の系譜クラスを決定し
た。次に、37母樹から採取した 574種子の遺伝子型を決定
した。父性解析で決定した 424 他殖種子のデータを用い
て、交雑和合性をパラメータに持つ遺伝子散布モデルを作
成し、パラメータをベイズ推定した。シデコブシとタムシ
バが母樹の場合、種間交雑は有意な交雑不和合性を示した。
しかし、F1 との戻し交雑の不和合性は有意ではなかった。
さらに、F1 が母樹の場合、戻し交雑や F1 同士の交配の不
和合性は有意ではなかった。推定された他殖種子に占める
F1 の割合は 1.7% と、同交雑帯における成木の割合 14.0%
に比べ低い値を示した。以上より、種間交雑で F1 が生じ
ることは稀であるが、一旦 F1 が生じるとその交雑不和合
性は低いため、以降の雑種形成のハードルが低くなると考
えられた。また、成木で F1 の割合が高くなる原因には、
ヘテロシスや選択圧の低い空きニッチの存在が考えられ
た。

S15-3 気候変動は適応的浸透交雑をもたらすか

─ Rubus属における種間交雑─

三村真紀子1・重信秀治2・山口勝司2

1玉川大学農学研究科・2基礎生物学研究所

交雑は、他の多くの進化的プロセスと同様に、種の存続
にとって負にも正にも働く。交雑には種の崩壊などのリス
クが伴う一方、進化的応答の原動力となる多様性を供給す
る。こうした現象はとくに気候変動の影響をもっとも早く
強く受ける種の南北集団において、集団内の多様性をブー
ストするだけでなく、前適応的な遺伝子変異の供給を可能
にするかもしれない。本研究では、屋久島に分布の南限と
北限をもつキイチゴ属ヤクシマキイチゴおよびリュウキュ
ウイチゴとその交雑帯において、形態および遺伝子変異の
分布を解析し、他種に浸透していく遺伝子変異を追った。
交雑帯に展開する個体の形態的および成分的特性を解析し
たところ、葉のクロロフィル・カロテノイド含有量は、遺
伝的な交雑度よりも交雑帯をゆるやかに移行していた。ま
た、ゲノムワイドな変異を用いた Genomic Cline解析では、
カロテノイド生合成や開花関連遺伝子周辺の領域が、交雑
帯を中立予測よりも早く浸透していることが示された。異
なる環境に適応する 2種が分布域末端で接触することに
よって、近縁種の交雑とその後の戻し交配を繰り返し、環
境の変化に応答しているのかもしれない。
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S15-4 北海道海岸林におけるミズナラ・カシワ交雑帯の

実態

中西敦史1・永光輝義1・清水 一2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2北海道立総合研

究機構森林研究本部林業試験場

北海道におけるカシワ北限以南の海岸林では前縁にカシ
ワ、後背にミズナラが生育する。一方で、カシワ北限より
北の海岸林では、前縁にミズナラが生育し、カシワに似た
形態をもつ現象がみられる。ナラ類では、種間で交雑が生
じることから、カシワ北限より北の海岸林のミズナラは浸
透交雑によりカシワから表現形質に関連した遺伝子を獲得
している可能性がある。この仮説を検証するため、カシワ
北限集団から南北約数十 km の範囲で選定した 12 地域そ
れぞれにおいて、海岸および内陸（山麓）に生育するナラ
類について葉や枝の形質および核マイクロサテライト遺伝
子座の遺伝子型を調べた。交雑状況を解析した結果、内陸
のナラ類は、ほとんどが純粋なミズナラと推定された。一
方、海岸林では純粋なカシワおよびその交雑次世代が生育
していると推定されたが、その割合はカシワ北限より北で
急減することが示された。さらに、遺伝的および環境的要
因がナラ類の形質に与える影響を、線形混合モデルを用い
て推定した結果、地域特異的環境への応答、カシワからミ
ズナラへの浸透交雑、および浸透交雑に起因する反応基準
の差異が海岸林におけるミズナラの形質の変異を形成する
と考えられる。

S15-5 Hybridization and species boundaries in

Japanese Tsuga

Worth, James

Forestry and Forest Products Research Institute

The genus Tsuga is an important component of the
forests of Japan. There are two endemic, distantly related
specieswhich have contrasting habitat preferences.Tsuga
diversifolia is a dominant of subalpine forests from
northern Honshu to Shikoku island andTsuga sieboldii is a
temperate forest dominant from near sea level to below
the subalpine zone from central Honshu to Yakushima
Island. Discriminating the species by eye can be difficult,
particularly where they come into close proximity at the
edge of the subalpine zone. In addition, some authors have
described ’rare intermediate’ forms at contact zones but it
is unknown whether these represent hybrids. This study
uses species diagnostic genetic markers to discover if
hybridisation occurs between the species and to reveal
their stand level distribution at multiple contact zones.
These results will improve understanding of the distri-
bution and ecology of these important forest trees.

S15-6 渓流魚イワナをめぐる交雑現象

北野 聡1・津田吉晃2

1 長野県環境保全研究所自然環境部・2筑波大学菅平高原実験セ

ンター

河川上流域に生息するイワナは、餌生物の供給をはじめ
周囲の森林から多くの恵みを受けており森林生態系に欠か
せない構成種でもある。しかし近年では、生息環境の破壊、
外来種との交雑などにより、多くの水域で絶滅リスクが高
まっている。この講演では、本州や北海道の冷水域に侵入
したカワマス（北米原産）やブラウントラウト（欧州原産）
と在来イワナとの交雑の事例、DNA分析で明らかになっ
た交雑プロセスや群集動態について紹介する。交雑プロセ
スは核およびミトコンドリア DNA を分析することによ
り、その組み合わせや浸透性を推定することができる。分
析の結果は、いずれの場合も、イワナが雌、外来マスが雄
となる非対称な交雑であることが明らかとなり、イワナの
繁殖阻害∼個体数減少につながっていると推測された。こ
れら交雑は世代が進むと繁殖力が低下する不稔性交雑とさ
れ、イワナを保全しようとすれば外来種や交雑個体を除去
し続けることで在来集団を取り戻せるだろう。他方で、イ
ワナは水域ごとに異なった遺伝特性を有していることが知
られるが、非在来系統の種苗放流による遺伝的・生態的な
影響については十分に把握されておらず、今後の研究課題
として残される。

S15-7 大陸スケールでみる樹木の雑種形成および浸透

交雑の実態とその歴史

津田吉晃

筑波大学山岳科学センター菅平高原実験所

属あるいは種レベルで広域に分布する樹木種において、
雑種形成および浸透交雑の影響およびその歴史を詳細に評
価することは、進化生物学だけでなく温暖化影響評価など
保全生物学、森林管理の面からも非常に重要である（Tsuda
et al. 2017）。ただし、そのためには属内で複数種を対象に
種内、種間の遺伝構造評価を遺伝様式の異なる複数のゲノ
ムを対象に行う必要がある（Petit and Excoffier 2009）。最
近では研究者間の国際化および情報化が進んだこともあ
り、以前では難しかった大陸レベルなど、より広域を対象
にした大規模な研究も実際に可能となってきた。本講演で
は演者のユーラシア大陸のカバノキ属（Tsuda et al. 2017）、
トウヒ属（Tsuda et al. 2016）、南米大陸のナンキョクブナ
属（Soliani et al. 2015, Sola et al. 2016）、地中海域のコナラ
属（Bagnoli et al. 2016）などの研究事例を中心に、最新の
ゲノムを対象にした関連研究（e.g. Salojärvi et al. 2017）も
紹介しつつ、樹木でわかってきた広域スケールにおける雑
種形成および浸透交雑の実態について概観する。
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T1-1 未利用バイオマス需給の現状と課題

久保山裕史

（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域

未利用バイオマス発電施設は、2015 年に急拡大し、2016
年度末には 30万 kWまで急増した。これに対して、森林
系バイオマス消費量は、2014 年の 160万m3 から、2016 年
の 422万 m3 へと 250万 m3 以上拡大した。この要因とし
ては、（a）C・D材の買取り価格の上昇（4700→ 5600 円
/m3）、（b）用材よりも緩い品質要求、（c）造材歩留まりの
向上、（d）伐採量の増加が指摘できるが、2015∼2016 年に
かけて 61万 m3 しか用材生産は増加していないことから、
（d）の影響はそれほど大きくないと考えられる。都道府県
ごとの森林系バイオマス利用量と素材生産量との相関分析
を行った結果、強い相関関係が認められ、2015 年から 2016
年にかけてその関係は強まっていた。また、森林系バイオ
マス利用量の増加は、チップ材生産量との相関が最も強く、
バイオマス供給とチップ材生産にシナジー効果があること
が示唆された。これらの結果は、用材供給量の多い自治体、
特に製紙用の原木チップの供給基盤がしっかりしている地
域でバイオマス利用が拡大していることを示している。

T1-2 木質バイオマス発電所の運用実態と今後の展望

佐藤政宗

（株）森のエネルギー研究所

2012 年の FIT施行以降、全国で木質バイオマス発電所
が数多く建設され、計画段階のものも含めるとその件数は
210件以上になると見込まれている（株式会社森のエネル
ギー研究所調べ）。しかし、その運転の状況に関しては各
発電所の所掌範囲であり、各発電所の課題等は体系的に整
理されていない現状である。本報告では国内で運用されて
いる木質バイオマス発電所のコスト構造や運用状況等を整
理し、既に運用されている木質バイオマス発電所の実態を
明らかにした。さらに、その結果を基に今後の木質バイオ
マス発電事業の展望を考察した。その結果、木質バイオマ
ス発電所は事業実施に際して様々な要素を含んでおり、類
似する事業計画を採用しても事業性は大きく異なることが
分かった。また、2,000 kWの小規模区分ができたことで注
目を集めるガス化発電もコスト面での改善の余地があるこ
とが示唆された。

T1-3 バイオマス燃料材利活用に対応する木材需給要因

の分析

澤田直美・白石則彦・龍原 哲

東京大学大学院農学生命科学研究科

T1-4 木質バイオマスエネルギーの利用と地域経済への

影響

豊田知世

島根県立大学
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T1-5 兵庫県における木質バイオマス発電原燃料の安定

供給の取り組み

横田康裕1・山本伸幸2・垂水亜紀3

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所林業経営・政策研究領域・3（国研）森林機構 森林総合

研究所関西支所

兵庫県北部地域における発電事業では、兵庫県森林組合
連合会、兵庫みどり公社、関西電力グループ、朝来市、兵
庫県の 5者が協定を結び、未利用木材の搬出から燃料チッ
プの製造及び発電までを一連の事業として官民協働で取り
組む「兵庫モデル」が実施されていた。同モデルでは、発
電所に隣接する県森連運営のチップ工場が生産・集荷した
燃料チップを発電所に全量供給するとともに、発電所も使
用する燃料チップ約 6.3万生トン/年を同工場から全量調
達し、原則 20 年間一定量を固定単価で取引することになっ
ていた。原燃料・燃料の安定供給のために、素材生産関係
者、チップ生産関係者からなる兵庫県 be材等供給協議会
が設立されるとともに、原燃料集荷および燃料チップ生
産・集荷の拠点として発電所に隣接して be 材供給セン
ターが設立された。いずれの運営においても県森連が事務
局を務め、他の関係者の支援をうけながら、安定供給の要
の役割を担っていた。安定供給のための課題については、
燃料チップの品質管理として、水分率の管理と異物除去が
あげられたほか、原燃料の安定確保として、協議会会員の
木材生産力強化、生産コストの更なる低減、伐採地の確保
があげられた。

T1-6 福井県における林業機械作業システムと木質バイ

オマス集荷可能量の推定

金森啓介

福井県立大学大学院経済・経営学研究科

森林団地化による集約的施業が全国各地で積極的に実施
される中、施業初期の主な生産物である間伐材の、木質バ
イオマス発電の燃料としての需要が高まってきている。だ
が、その需要の高まりや、生産の効率化が、それらに関わ
る森林所有者、事業者にどのような影響をもたらすかにつ
いては明確になっていない。本稿は福井県における集約的
施業、再造林・保育施業、発電事業などの実態に基づき、
各主体の長期収支を分析し、採算性を考慮した県全体での
集荷可能量を推定した。その結果、路網密度、素材生産性、
地位が優れ、雪害リスクが低い場合は、短期的には赤字で
も長期的には林業補助なしでも黒字となることが分かっ
た。また、地位が高いほど発電事業に供給可能な C・D材
が少なくなり、地位が低いほど C・D材供給が大半を占め
るようになるが、その場合、採算性を確保するためには利
用間伐補助と路網補助が必要となる。県全体の集荷可能量
は、住宅、合板・集成材分野、現在の発電施設で今後必要
とされる量の 20∼40 年分に相当すると推定された。だが、
その供給と同時に年間 1千 ha前後の再造林施業も進めな
ければ、森林の持続的利用ができないことが示唆された。

T1-7 富山県における皆伐施業に基づく発電用バイオマ

ス資源利用可能量の長期予測

図子光太郎

富山県農林水産総合技術センター森林研究所

現在、富山県におけるバイオマス発電所への燃材供給は
主に間伐材によって賄われているが、標準伐期齢を超える
人工林が急増するなか、今後、主伐による燃材供給が増え
ると予想される。そこで、皆伐施業による中・長期的な燃
材の供給可能性を検証するため、富山県のスギ人工林向け
に調整された成長予測モデル、素材生産収益予測モデルお
よび経費予測モデルをもとに、皆伐による燃材向け低質材
の発生量および皆伐素材生産における経営収支を試算し
た。試算には県内全域で実施した 8∼10齢級のスギ人工林
の毎木調査データ（約 600箇所）を供した。試算の結果、
低質材を含めた平均利用材積は 8齢級で 258m3/ha とな
り、齢級が高くなるに従い増加し、16齢級で 581m3/ha と
なった。一方、低質材の平均材積は 8齢級で 106m3/ha と
なり、11齢級で 118m3/ha となったが、それより高齢級で
はほとんど増加せず、120m3/ha 程度で頭打ちとなった。
素材販売収益から生産経費を差し引いた収支が 1,000,000
円/ha を超える林分で皆伐が可能と仮定すると、8齢級で
皆伐可能な林分はなく、9齢級で全体の 22%が皆伐可能と
なり、齢級が高くなるに従い増加し、16齢級では 77% が
皆伐可能になると推定された。

T1-8 木質バイオマス発電所稼働後素材生産業者の経営

の変化 ─岩手県を事例に─

陸 海璐1・伊藤幸男2・高野 涼3・滝沢裕子1・佐藤光弘4・小板

橋さゆり4

1 岩手大学大学院農学研究科・2岩手大学農学部・3岩手大学大学

院連合農学研究科・4岩手大学大学院総合科学研究科

FITの施行により、木質バイオマス発電所が全国に相次
いで設立されている。それにより大量の燃料材の需要が生
まれ、素材の生産や流通に影響を与えている。本報告の目
的は、素材生産業者が燃料材供給にいかに対応しているの
か。また、その経営の実態がいかなるものかを明らかにす
ることである。方法は、東北の素材流通構造の変化を整理
した上で、岩手県の素材生産業者を対象にその経営実態を
把握する。2002 年頃までの東北の素材の流通構造は、隣県
と数万 m3 程度の移出入にとどまっていたが、合板材需要
が定着する 2010 年には、合板工場が存立する秋田県、岩手
県、宮城県に向けて、素材の移出入量が急増した。それを
支えたのは素材流通業者の存在である。岩手県において
は、素材流通業者を中心とする合板用材流通の仕組みが、
燃料用材流通にも引き継がれた。素材生産業者は、大ロッ
ト、広域流通、直送化に対応し経営に移行しているが、新
たに生じた燃料材需要に対して、どのように対応している
のかを分析した。その際、パルプ用材との競合、伐出方法
や輸送の工夫、経営戦略などに注目した。
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T1-9 都道府県別伐出可能量に基づく国レベルのバイオ

マス供給量の評価

中島 徹1・白石則彦3・龍原 哲1・鹿又秀聡2・広嶋卓也1・光田

靖3・岡 勝4・松本光朗2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所・3宮崎大学農学部・4鹿児島大学農学部

本論では、国レベルで推定された木材の供給可能量の径
級別・材長別内訳のうち、特に小丸太に着目し、バイオマ
スへの供給可能量を日本全体で推定することを目的とし
た。伐採の区画から、樹種別地位別等に拡張された林分成
長モデル、最適採材アルゴリズム、コストモデルなどから
なる林業経営収支予測システムと、多様な林況や地況を含
む GISデータ等を統合し、資源の循環林となり得る人工林
の推定を試みた。循環林として計上された対象の属性値を
都道府県別に累積し、特に面積・バイオマスチップ用とし
て想定される出材可能量等の地域性を検討するとともに、
実績値などと比較した。都道府県別にみると、PKS等の海
外から供給を前提としている発電所の利用量も含んで集計
された木質バイオマスエネルギー用の木材利用量は、発電
所の規模に応じて傾向の違いがみられた。現状のバイオマ
スの単価をもとに、日本全体で計上された経済的に循環可
能な小丸太によるバイオマス供給量は、バイオマスエネル
ギーの総木材チップ利用量を上回ると推定された。

T1-10 地形・道路情報を用いた木質バイオマス資源の全

国的な利用可能量推定

白澤紘明1・有賀一広2・山本嵩久2・當山啓介3・広嶋卓也4

1 信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究セン

ター・2宇都宮大学農学部・3東京大学大学院農学生命科学研究科

附属演習林生態水文学研究所・4東京大学大学院農学生命科学研

究科附属演習林千葉演習林

我が国の人工林はその半数以上が 10齢級以上に達して
おり、再生可能資源である木質バイオマスの供給源として
大いなる期待が寄せられている。本研究では、全国の人工
林を対象に利益計算を行うことで、木質バイオマスの利用
可能量推定を行った。コスト評価にあたっては、数値標高
モデルや道路データといった GISデータを利用すること
で、各林分に適した収穫作業システムや輸送車両、輸送経
路の選択がなされるようにし、現実に即した輸送過程を再
現した。

T1-11 年造林補助費用の最小化による木材生産林の選

定 ─地利条件を考慮した場合─

守口 海1・斎藤仁志2・白澤紘明3・有賀一広4

1静岡大学農学部・2信州大学農学部・3信州大学農学部附属アル

プス圏フィールド科学教育研究センター・4宇都宮大学農学部

我が国における林業は造林・育林補助なしに採算を取る
ことが難しい。仮に補助率が上がると木材生産可能な林分
の増加に伴い年木材生産量は増加するが、同時に造林補助
金にかかる政府支出も増加する。その逆も同様である。す
なわち、林業への補助金制度は木材生産林の条件や年木材
生産量を決めるパラメータであり、目標とすべき年木材生
産量が与えられたとき、これを最小の造林補助総額で満た
すような最適な補助金制度が存在する。この最適な補助金
制度を求めることで、補助金を用いてでも木材生産林をす
べき林分が決定される。発表者らは今までに単純化した収
益モデルと併せて、A. 補助金は厳密に私的利益を発生さ
せないよう投入される、B. 全ての補助対象林分では補助費
用最小化のために最適伐期齢を選択する、という仮定をお
き、所与の年木材生産量を満たす法正状態のうち補助費用
が最小なものを選ぶことで木材生産林を選定する手法を提
案した。しかしその際、長野県における適用例において、
地利条件の差異や集材不可能林分の存在を考慮しなかっ
た。そこで本発表では、地利条件の差異を加味した、より
実際に近い適用を行い、その木材生産林の選定結果を検討
する。

T1-12 生態系モデルを用いた木質バイオマス生産シ

ミュレーション

大場 真・戸川卓哉・中村省吾

国立環境研究所福島支部

演者らが開発した森林物質循環モデル BGC-ESは日本
国内における林業施業の影響評価、特に物質循環と関係の
深い森林生態系サービスへの影響評価を目的としている。
現在、未利用材等を用いた木質バイオマスのエネルギー利
用に注目が集まっているが、本モデルは様々な伐採計画で
の森林側の供給ポテンシャル推定はもとより、その生態系
サービスへの影響評価も可能である。本モデルを、福島県
奥会津地域五町村における森林に適用し、バイオマス供給
ポテンシャルと生態系サービスの関係について解析した。
伐倒からエネルギー向け製品生産にかかるコストを評価
し、かつ長期的に持続可能な伐採計画では、人工林のみか
らのバイオマス生産量は小規模エネルギープラントに供給
可能な程度であった。また吸収源としての森林の機能は、
HWP（HarvestedWood Products）などの社会システムに
おける炭素蓄積効果も考慮しない場合は、実質的に正とな
らなかった。バイオマス生産拡大は水源涵養や窒素流出に
は影響が少ないことが、シミュレーションで示された。本
モデルが生態系サービスに配慮した木質バイオマス生産計
画などに役立つことを示した。
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T1-13 未利用樹種ネズの高付加価値化を含めた里山林

バイオマス利用の再構築

山場淳史1・児玉憲昭2

1広島県立総合技術研究所林業技術センター・2賀茂地方森林組

合

広島県南部では元来、アカマツが優占する里山二次林が
主要な植生景観であったが、現在ではそのほとんどが松枯
れ被害を受け利用されないまま放置されている。部分的に
市民・住民による維持管理作業が行われている箇所もある
ものの、林業施策的にはほぼ取り残されている状態である。
本報は、こうした地域における里山林利用を再構築する事
例として、東広島市（旧黒瀬町・安芸津町を除く）と三原
市大和町を所管する賀茂地方森林組合が主体となった取り
組みを解説する。木の駅方式を一部取り入れ収集した木質
バイオマスをチップ・ペレット化する拠点を整備するとと
もに、地域に立地する企業・団体の取り組み（小規模バイ
オマス発電や農畜産業など）と連携し地域内で循環するこ
とを目指している。併せて、その仕組みを補強し収益性を
より高めるモデルとして、松枯れ跡林分に特徴的な未利用
樹種ネズ（別名ネズミサシ：Juniperus rigida）の球果（香
料）および幹材（木工用材）の新たな需要開拓を行い商品
開発に繋げた過程を紹介する。そのうえで他地域との連携
も含めた里山林利用の再構築のための将来的なフレーム
ワークを提示する。

T1-14 中山間地域の家庭における木質バイオマスの利

用実態

中村省吾1・大場 真1・根本和宣2・森 保文2

1 国立環境研究所福島支部・2国立環境研究所社会環境システム

研究センター

地方創生の一環として、各地で地域の特性を活かした
様々な施策が進められている。その中で、中山間地域では
木質バイオマスが注目されており、大規模な発電だけでは
なく比較的小規模な熱利用の検討も行われているが、その
際必要となる木質バイオマスの利用実態に関する知見の集
積は進んでいないのが現状である。本研究では、中山間地
域の家庭における木質バイオマスを含むエネルギーの利用
実態を明らかにすることを目的として、福島県三島町にお
いて全戸アンケート調査を実施した。回収率は 48.6%（回
収数 341件）であった。調査項目は「家屋の状況」「利用機
器」「薪や木質ペレットの利用状況」「電力等のエネルギー
利用状況」である。三島町は会津地域に位置する人口約
1,600人の小規模な自治体で、地域資源を活用したエネル
ギー施策の検討を進めている。薪機器（薪ストーブ、暖炉、
かまど、給湯）の利用率は約 9% で、多くの利用者が自取
りの原木により薪を自家生産していた。また、「安価な燃
料提供」や「機器導入補助」を条件として約 19% の世帯が
今後の利用意向を示しており、既存世帯も含めると約 27%
の世帯が薪機器を利用する可能性があることが明らかと
なった。

T1-15 大学構内で発生した未利用材の木質バイオマス

利用施設への出荷

鈴木保志1・長井宏賢2

1 高知大学自然科学系農学部門・2高知大学農林海洋科学部附属

暖地フィールドサイエンス教育研究センター

高知県では 2ヶ所の未利用木質バイオマス発電施設が稼
働しており、高知市内の施設 Tでは未利用材を、県西部の
宿毛市の施設 Gでは未利用材と一般材を受け入れている。
本報告では、大学構内の林分の整理伐により発生した幹材
および枝条を未利用材として木質バイオマス利用施設への
出荷の顛末を題材として、材を出荷する側の視点からバイ
オマス材の利用について検討する。高知大学物部キャンパ
ス（3.6 ha）内の農林海洋科学部附属暖地フィールド教育研
究センターの敷地内にある苗甫の一部は試験林となってお
り、キャンパス敷地の外縁防風林としても機能してきた。
2017 年 10月の台風 21号により防風林の一部が風倒や枝
折れ等により隣接する大学外敷地に被害を及ぼしたことも
あり、過密林となっていたタイワンフウの林分を中心に大
規模な整理伐を行った。材は施設 Gへの集荷運搬を請け
負っている S社に依頼し、剪定枝の一種として一般材を受
け入れている施設 Gに出荷した。積込み・運搬費を除いた
出荷者の手取りは幹材が 1千円/生 t、枝条が 100 円/生 t
であった。ただし、出荷先を発電利用に限定しなければ、
幹材は 3千円/生 t程度で販売可能である。

T1-16 未利用森林バイオマスの破砕作業のコスト構造

に関する日米比較

吉岡拓如1・亀山翔平2・井上公基1・Bruce Hartsough3

1 日本大学生物資源科学部・2日本大学大学院生物資源科学研究

科・3カリフォルニア大学デイビス校生物・農業工学科

林業機械による素材生産コストのうち機械経費の計算に
は、長らく梅田・辻・井上（1982）による『標準功程表と
立木評価』が用いられてきた。近年のいわゆる高性能林業
機械による作業システムについては、全林協編（2001）『機
械化のマネジメント』が参照されることが多くなっており、
わが国における素材生産コスト算定の体系は、ある程度の
水準で確立されたといえよう。一方、チップ生産を目的と
した粉砕・破砕作業の機械経費に関しては、そのような確
立された体系は存在せず、たとえば Yoshioka et al.（2000）
の粉砕・破砕機械の経費計算にあたっては、上飯坂・神﨑
編（1990）『森林作業システム学』にも示されている FAO
（1974）の簡易計算方式を援用している。国外の事例では、
Miyata（1980）に基づく場合が多いようである。筆者らは、
米国で未利用森林バイオマスの破砕作業を調査し、単位質
量あたりのチップ生産コストを算出する機会を得たので、
機械経費の計算方法と、破砕機械のほかに必要な補助機械
など費用計算の詳細について、国内の同様の事例との比較
を行った。
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T2-1 森林における放射性物質の新モニタリングの紹介

金子真司・三浦 覚・川崎達郎・齋藤 哲・荒木眞岳・小林政広・

小松雅史・鈴木養樹・藤原 健・香川 聡・大橋伸太・田淵隆一・

赤間亮夫・池田重人・篠宮佳樹・今村直広

（国研）森林機構 森林総合研究所

森林総合研究所では、福島第一原発事故後に由来する放
射性物質の森林内の分布や動態を明らかにするために、福
島県内の森林に試験地を設置してモニタリングを行ってき
た。その結果、放射性 Csの沈着量が原発からの距離で異
なり、森林内の分布が林相で異なることや、時間の経過に
ともなって放射性 Cs が樹木や落葉層から土壌へと移動
し、多くが土壌表層に留まっていることを明らかにした。
事故から 6年が経過して、放射能汚染の状況が変化し避
難指示区域が見直され、森林・林業の復興も進んできた。
そこで 2017 年度から調査を高汚染側にシフトすることに
なり、試験地の見直しを行い、低汚染地の調査を中止し、
高汚染地に新たに試験区を設けた。調査方法に関しても、
これまで伐採して樹木の試料を採取してきたが、成長錐で
材試料を採取する方法に変更し、材濃度が低いなどを除い
て樹木の伐採は行わないことにした。この変更によって、
今後は同一木における継続調査が可能となる見込みであ
る。
本発表では、調査地や調査内容の変更方法を紹介すると
ともに、今年度の調査結果を紹介する。

T2-2 きのこ原木生産に資するためのコナラ立木の汚染

状況調査

小川秀樹1・櫻井哲史2・吉田博久2

1 福島県林業研究センター・2首都大学東京大学院都市環境科学

研究科

東京電力福島第一原子力発電所事故後にきのこ原木の指
標地が 50Bq/kg に定められたことから、福島県内の多く
の地域では原木生産が困難な状況にある。県内のコナラを
きのこ原木として安全に利用するため、コナラ立木の汚染
状況を調査した。調査は福島県内の 2つのコナラ林で実施
した。2016 年 8月には相馬市内のコナラ林（相馬調査地）
において 16 本の立木を、2017 年 9月には塙町のコナラ林
（塙調査地）において 15 本の立木を伐倒した。伐倒後に上
段、中段、下段の 3段階の高さで厚さ約 5∼10 cm の円盤
を採取した（相馬調査地 n=48、塙調査地 n=45）。円盤を
外樹皮、内樹皮、辺材、心材別に粉砕し、気乾あるいは全
乾として重量を測定後に、U8容器に詰めて Ge半導体検出
器により乾燥重量あたりの 137Cs濃度を求めた。その結
果、両調査地ともに外樹皮の 137Cs濃度が最も高く、つい
で内樹皮>辺材>心材の順に濃度が低くなる傾向が見られ
た。また各部位の 137Cs分布割合は両調査地で異なって
いた。

T2-3 林学研究のための新しい成長錐コア自動採取装置

香川 聡・藤原 健

（国研）森林機構 森林総合研究所木材加工・特性研究領域

成長錐は、樹木を枯死させることなしに比較的少ないダ
メージでコア試料を採取することができる。年輪幅・密度
測定の場合、ϕ 5mmの成長錐コアが用いられるが、安定同
位体比や放射能を測定する場合、より多量の試料が得られ
る ϕ 12mm コアが望ましい。人力でのコア採取は作業者
の疲労が大きいという問題があった。この問題の解決のた
め、電動モーター、ガソリンエンジンなどの動力源を持つ
成長錐コア採取装置が考案されてきたが、従来の装置は、
装置の総重量が数十キログラム以上と重く、持ち運びに不
便であるため、普及しなかった。そこで我々は、電動レン
チ等を動力源として用いることにより、（1）ϕ 5mm成長錐
コア採取用に、総重量 6.5 kg 以下で 1分間に 50 cm程度成
長錐をねじ込むことができる装置、（2）ϕ 12mm成長錐コ
ア採取用に、総重量 9.5 kg 以下で 1 分間に 12-50 cm 程度
成長錐をねじ込むことができる装置を開発した（Kagawa
& Fujiwara 2017, Journal ofWood Science）。これらの装置
の普及により、林学研究における成長錐コア採取作業が大
幅に効率化されることが期待できる。
※「成長錐 3分」で検索すれば、装置の動画を見ることが

できます。

T2-4 材および樹皮中の137Cs濃度の経年変化傾向：樹

種・サイト依存性について

大橋伸太1・小松雅史1・今村直広1・橋本昌司1,2

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2東京大学

東京電力福島第一原子力発電所事故によって引き起こさ
れた材や樹皮の放射性セシウム（137Cs）汚染は長期にわ
たって森林・木材利用を制限する可能性があるため、その
実態把握と将来予測は極めて重要な課題となっている。森
林総合研究所では原発事故以降、複数の樹種・サイトを対
象として材や樹皮の137Cs濃度をモニタリングしてきた。
これにより137Cs 濃度の経年変化傾向は樹種やサイトに
よって異なることがわかってきたが、より一般的な変化傾
向や一般的な変化傾向から外れる条件などはわかっていな
い。そこで現在構築しているデータベースを利用し、他の
調査・研究機関のデータを含めた解析を試みた。本発表で
は森林総合研究所のモニタリング調査によって判明した材
や樹皮中の137Cs濃度の経年変化傾向を報告すると共に、
データベースを活用した解析から得られた結果を紹介す
る。
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T2-5 2013年の茨城県筑波山におけるスギ・ヒノキ樹

体内の137Cs 分布

渡邊未来1・錦織達啓2・越川昌美1・竹中明夫1・林 誠二1

1 国立環境研究所・2福島県環境創造センター

我々は、原発事故直後から茨城県筑波山で 137Csの森林
動態研究を行っている。本発表では、筑波山でスギとヒノ
キの樹木体内における137Cs分布を詳細に調べた結果を報
告する。137Cs の幹/枝/葉の分布割合や鉛直濃度分布と
いった基礎的な結果を示とともに、133Cs分布との比較や、
乾性沈着量の推定等についても議論し、樹体内の137Csを
調べることが、森林生態系における137Csの蓄積や移動を
把握する上で重要であることを示す。

T2-6 原発事故の影響の少ない北陸地域のコナラの枝の

サイズと Cs-137濃度との関係

齊藤 哲1・小谷二郎2・相浦英春3・中島春樹3・図子光太郎3・三

浦 覚4

1（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・2石川県農

林総合研究センター林業試験場・3富山県農林水産総合技術セン

ター森林研究所・4（国研）森林機構 森林総合研究所企画部

福島第一原発事故後、きのこ原木利用のための放射性セ
シウム濃度の指標値が 50Bq/kg 以下とされ、原木生産に
多大な影響を及ぼしている。シイタケ原木には主に直径
10∼20 cm 程度のコナラが使用され、実際に伐採する以前
に原木に使用する部位の Cs-137濃度を簡易に把握するこ
とが出来れば効率的な生産につながる。樹体の Cs-137濃
度は原発事故による直接汚染の他に経根吸収で決まり、本
研究ではその経根吸収の特徴を明らかにすることを目的と
する。福島第一原発事故による直接汚染が無視できる石川
県、富山県の合計 18個体から、6クラスの直径階で円板試
料を採取し Cs-137濃度を測定した。Cs-137濃度を常用対
数とした片対数目盛でみた場合、Cs-137濃度は幹枝の直径
の増加と共に直線的に減少した。加えて、幹・枝断面積に
占める樹皮面積の割合にもサイズ依存性がみられた。Cs-
137 減衰直線の傾きと樹皮面積の減衰直線の傾き間には有
意差は認められなかった。今回の解析では直径が 10mm
増加するごとに枝の Cs-137濃度は約 5% 減少する計算結
果となった。

T2-7 森林環境における福島第一原発事故から 7年間の

放射性セシウムの移行状況

加藤弘亮・恩田裕一・Zul Hilmi Saidin

筑波大学アイソトープ環境動態研究センター

森林に降下した放射性セシウムは樹冠に捕捉され、その
後の降雨や落葉等によって徐々に林床に移行する。そのた
め、森林内の放射性セシウムの分布や空間線量率の時間変
化を把握するためには、樹冠から林床への移行状況を観測
することが必要である。本研究では、福島県の森林を対象
として、福島第一原子力発電所事故から 7年間に、森林樹
冠から林床に移行した放射性セシウムの調査を実施した。
福島県伊達郡川俣町山木屋地区において、スギ人工林か

らなる 2林分（31 年生・15 年生）と広葉樹混交林（コナラ
及びアカマツ）を調査対象林分に選定し、樹冠通過雨、樹
幹流、落葉等のセシウム 137濃度を測定した。観測期間中
（平成 23 年 7月∼平成 29 年 12月）に樹冠から林床に移行
したセシウム 137 は、スギ壮齢林、スギ若齢林、広葉樹混
交林でそれぞれ 191kBq/m2、206kBq/m2、67kBq/m2 で
あった。これらの移行量は、原発事故後に大気から沈着し
た総量の 43.2%、46.6%、15.0% にあたる。樹冠から林床
への放射性セシウムの年間移行量は、原発事故から 5年間
では時間経過とともに顕著に減少する傾向を示したが、平
成 28∼29 年度では同程度の移行量であった。

T2-8 立地の違いによるミズナラ林の放射性 Cs蓄積へ

の影響

戸田浩人1・河野沙紀2・崔 東寿1・吉田智弘3・渡辺直明3

1 東京農工大学大学院農学研究院・2東京農工大学大学院農学府・
3東京農工大学農学部 FSセンター

東京電力福島第一発電所の事故後 6年を経て、森林生態
系における放射性 Csの動態および樹体への蓄積を把握す
ることは、今後の木質系資源の利用を考える上で重要であ
る。特に、どのような立地で、きのこ栽培用の菌床材料の
ノコクズや原木の生産が指標値を超えずに早く再開可能と
なるのかという知見は重要である。本研究では、福島県二
本松市と群馬県みどり市の落葉広葉樹二次林において、尾
根部・沢部といった異なる立地からミズナラおよびコナラ
を伐採し、層別刈り取りを行い樹体の高さ別に放射性 Cs
分布を調査した。樹体の放射性 Cs濃度は、広域的には事
故当初の沈着量に依存していたが、同地域内でも尾根部>

沢部という差異がみられ、群馬県でも尾根部では幹材部の
放射性 Cs濃度が菌床の指標値を超える個体や層（高さ）
がみられた。調査地土壌の放射性Cs濃度は、A0層では尾
根部>沢部、鉱質土壌表層では尾根部<沢部であり、沢部
で土壌のより深い層まで分布していた。以上より、尾根部
では沢部に比べて、放射性 Csが林床の表面で樹体に吸収
されていることが示唆された。発表では、表層の細根量や
樹体内層別の放射性 Cs 分布も含め立地の影響を議論す
る。
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T2-9 ヒノキ植栽木の放射性セシウム吸収におよぼす成

長の影響

小松雅史1・平井敬三1・長倉淳子1・野口享太郎1・今村直広1・眞

中卓也1・金指 努1・大橋伸太1・橋本昌司1・齊藤 哲1・山田

毅1・池田重人1・荒木眞岳1・矢崎健一1・川崎達郎1・金子真司1・

竹中篤史2・荒家 武2

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2（国研）森林機構 森林整備セ

ンター

樹木による放射性セシウムの経根吸収の評価とカリウム
施肥による吸収抑制効果を検討するため、2014 年春にヒノ
キ苗を植栽し調査を行った。福島県川内村に 0.225∼0.250
ha の施肥区と非施肥区を各 4 プロット設け、施肥区では
カリウムとして 83kg/ha の塩化カリウム肥料を毎年施用
した。成長終了期に各プロット 5本の苗木と近傍土壌を深
さ別に採取し、放射性セシウムの分析を行った。2015 年お
よび 2016 年に採取した苗の針葉・幹枝・根の放射性セシウ
ム濃度は、施肥区の方が非施肥区より有意に低く、カリウ
ム施肥による樹木の放射性セシウム吸収抑制効果が確認で
きた。2015 年に非施肥区で採取した針葉では、土壌の交換
性カリウム濃度が高いほど凝集移行係数（針葉の放射性セ
シウム濃度を土壌の放射性セシウム蓄積量で除した値）が
小さくなる傾向にあった。つまり土壌の交換性カリウム濃
度が大きいほど樹木への放射性セシウム吸収が低下するこ
とを示し、この結果はカリウム施肥の吸収抑制効果を裏付
けると考えられた。毎木調査と苗木の掘り取りによる現存
量調査結果から、成長に伴う放射性セシウム吸収量の変化
についても報告する。

T2-10 コナラの放射性セシウム移行係数と土壌の交換

性カリウムの関係

三浦 覚1・金指 努2・田野井慶太朗4・福田研介5・岩澤勝巳6・

伊東諒祐4・益守眞也4・小林奈通子4・伊東宏樹3・二瓶直登4・長

倉淳子2・平井敬三2・中西友子4

1（国研）森林機構 森林総合研究所企画部・2（国研）森林機構 森林

総合研究所立地環境研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究所

北海道支所・4東京大学大学院農学生命科学研究科・5茨城県林業

技術センター・6千葉県農林総合研究センター森林研究所

福島第一原子力発電所事故による森林の放射性セシウム
（Cs）汚染により、東日本の広い範囲のコナラがシイタケ
原木として利用できなくなった。本研究では、土壌の交換
性カリウム（K）がコナラの Cs吸収特性に及ぼす影響を明
らかにするために、福島、茨城、千葉 3 県で原発事故後に
更新されたコナラ萌芽林 33 林分で、コナラ萌芽枝の Cs-
137面移行係数と土壌の交換性カリウム（K）蓄積量の関
係について調査した結果を報告する。萌芽枝の試料は、休
眠期に各林分で 5個体以上から当年枝を採取し Cs-137濃
度を測定した。土壌は、0-4 cm または 0-5 cm の深さから
採土円筒で採取し、Cs-137濃度、交換性 Kを測定した。土
壌の Cs-137 蓄積量は調査地全体で 10 倍の違いがあった
が、面移行係数は土壌の交換性 K蓄積量が大きいほど低
下し両対数軸上で負の相関関係を示した。交換性 Kが低
い領域では Cs-137 のばらつきが大きかったが、交換性 K
と当年枝の Cs-137 の面移行係数の関係は、土壌の汚染程
度によらず同じ範囲に分布していた。コナラ萌芽林の放射
能汚染レベルを推定する指標として、交換性 Kと面移行
係数の関係が広い汚染レベルの範囲で利用できることが示
唆された。

T2-11 木質チップを用いた森林土壌からの放射性セシ

ウム除去効率と分解率の関係

武藤芽依1・金子信博2・篠原朝香3・石井匡志4

1横浜国立大学大学院環境情報学府・2横浜国立大学大学院環境

情報研究院・3横浜国立大学理工学部・4アゴラ造園株式会社

2011 年 3月 11日に発生した東日本大震災直後の福島第
一原発事故により、福島県を中心に広い範囲が汚染された。
特に、林産物の汚染は大きな問題である。そこで、林床に
木質チップを敷設し、そこに生育する菌類に放射性セシウ
ムを吸収させる除染法が考案された。木質チップを用いた
除染法はファイトレメディエーションよりも除染効率が高
く、土壌を攪乱しないため、速やかな実用化が求められて
いるが、さらに除去効率を高めるため、チップに生育する
菌類バイオマスを増加させる条件を明らかにすることが今
後の課題である。本研究では、木質チップの形状による菌
類バイオマス増加率の比較と、敷設する木質チップを更新
することによって菌類の生長を高く保つ方法の検証を行う
ため、横浜国立大学構内と福島県二本松市のコナラ林にて
実証実験を行った。その結果、木質チップの形状が細かい
ほど分解率が高かったが、放射性セシウム除去効率におい
て形状による差は認められなかった。また、5ヶ月間で土
壌の放射性セシウムのうち約 0.98% が木質チップへと移
動している事が明らかになった。

T2-12 菌従属栄養植物による放射性セシウムの吸収

岡田直紀

京都大学大学院地球環境学堂

福島県双葉郡川内村の、福島第一原発からおよそ 20km
の地点に成育する菌従属栄養植物 5種（シャクジョウソウ、
ギンリョウソウ、アキノギンリョウソウ、ツチアケビ、オ
ニノヤガラ）に含まれる放射性セシウムを、2014 年から
2017 にかけて測定した。外生菌とモノトロポイド菌根を
形成する前 3 種の137Cs 濃度は 6300-38000Bq/kg の範囲
にあり、腐生菌と菌根を形成する後の 2種よりも 10倍か
ら 100倍以上高い値を示した。前 3種の137Cs濃度は、そ
の周辺に成育する外生菌根形成樹種の葉中137Cs濃度より
も高く、外生菌子実体の濃度と同程度であった。ツチアケ
ビとオニノヤガラの137Cs濃度は、周辺に成育する樹木葉
中の137Cs濃度よりも低かった。モノトロポイド菌根を形
成する 3種の中では、シャクジョウソウは他の 2種より
も137Cs濃度が低い傾向にあった。以上のことから、菌従
属栄養植物は独立栄養植物よりも多くの放射性セシウムを
集積すること、その集積の仕方には同所に成育する種間に
おいても違いがあると考えられた。
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T2-13 福島県浜通りにおける山菜・きのこ採取地の回復

可能性の推定

松浦俊也

（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域

本研究では、福島第一原発事故後の天然山菜・きのこ採
取地の減少と回復可能性を、外部被曝の面から推定するこ
とを目的とする。福島県浜通りの川内村にて、事故前に山
菜・きのこをよく採っていた住民 10名を対象に、主な山
菜・きのこ 2、3種ずつの採取環境条件（植生、地形、採取
地までの時間距離等）を個別対面形式の質問表で捉え、多
基準評価（MCE）により定量化した。次に、地理情報シス
テム（GIS）を用いて各種地理情報を整備し、MCEの結果
をあてはめて種類毎の採取地分布を推定した。さらに、航
空機モニタリングデータを用いて放射性セシウムの物理的
減衰に基づく将来の空間線量率を推定し、採取地分布図と
重ね合わせ、外部被曝からみた採取地の喪失と回復可能性
を推定した。その結果、村内の比較的高線量の場所で採取
地がより減少し、回復に時間が掛かることが地理的に示さ
れた。また、山菜・きのこの種類ごとに採取地の分布傾向
が異なるものの、航空機モニタリングの解像度が 300m弱
とやや粗いこともあり、種類による外部被曝の明瞭な違い
は捉えられなかった。

T3-1 シカによる森林への影響の広域解析

飯島勇人1・丸山哲也2・坂庭浩之3・森田 厚4・新井一司5・岩井

淳治6・大澤正嗣7・岡本卓也8・小松鷹介9・石田 朗10

1 森林総合研究所・2栃木県林業センター・3群馬県林業試験場・
4埼玉県寄居林業事務所・5東京都農林総合研究センター・6 新潟

県森林研究所・7山梨県森林総合研究所・8岐阜県森林研究所・
9静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター・10愛知県森林・

林業技術センター

ニホンジカによる森林生態系への影響が、日本各地で報
告されている。しかし、これまでの研究は広くても 1つの
都道府県程度を扱ったものであり、より広域での研究は少
ない。シカは行政界を超えて移動するため、ニホンジカに
よる影響が発生しやすい条件を広域で明らかにする必要が
ある。本研究では、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、新
潟県、山梨県、岐阜県、静岡県、愛知県におけるニホンジ
カによる剥皮が発生しやすい条件を検討した。ニホンジカ
の目撃効率（以下 SPUE）は栃木県北西部、山梨県北部、富
士山周辺、岐阜県中央部及び南西部で比較的高い傾向を示
した。剥皮調査前年の SPUEが高く、樹木の胸高直径が小
さいほど剥皮発生確率が高かった。アオダモ、アブラツツ
ジ、イロハモミジ、ウラジロモミ、オオシラビソ、カント
ウマユミ、キハダ、クリ、コミネカエデ、シラカシ、シラ
ビソ、ツガ、ツクバネウツギ、ナツツバキ、ヒトツバカエ
デ、ヒノキ、ミズキ、ヤブツバキ、リョウブは剥皮されや
すく、クマシデ、コナラ、シキミ、ダケカンバ、ミズナラ
は剥皮されにくかった。調査地周辺の傾斜、最大積雪深、
人工草地の割合は剥皮発生に影響していなかった。

T3-2 シカ過密地域の二次林をどうするか？∼10 年の

実験結果から∼

鈴木 牧1・楠本 大2・髙木豊大1・久本洋子3

1 東京大学大学院新領域創成科学研究科・2東京大学大学院農学

生命科学研究科附属演習林田無演習林・3東京大学大学院農学生

命科学研究科附属演習林千葉演習林

かつて薪炭等として利用され放棄された二次林におい
て、ニホンジカの増加により林床植生が衰退し、堆積リ
ター層の減少や土壌硬化が発生している。このような二次
林の管理方針を検討するため、東京大学千葉演習林では、
防鹿柵の設置と上層木（53-60 年生）の伐採を組み合わせ
た実験を 2008 年 2月に開始し、以後、継続調査を行ってき
た。本発表では実験開始から 10 年目となる現在までの植
生の推移を報告する。本調査地では、閉鎖林冠下に防鹿柵
を設置しても 10 年目まで林床植生の回復は見られなかっ
たが、伐採跡地では防鹿柵の有無によらず植被率と植物種
数が著しく増加した。この結果は、シカではなく上層木に
よる被圧が、植生回復の主な阻害要因であったことを示し
ている。伐採後、防鹿柵で囲った所では通常の二次遷移が
進行したが、柵を設置しなかった所ではシカ不嗜好性植物
の低木が優占した。また、伐採跡地の柵内では土壌緊密度
や土壌孔隙率も閉鎖林冠下と遜色がなかった。以上の結果
は、二次林の地表植被や生物多様性を回復させるためには、
シカの密度調整と合わせて、伐採による更新促進も不可欠
であることを示している。

T3-3 ニホンジカによる萌芽食害は高伐りによって軽減

できるか

高橋裕史1・諏訪錬平2・中尾勝洋2・山下直子2・奥田史郎2

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所関西支所

ヨーロッパにおけるポラード（pollarding）や、わが国に
おける混牧林は、家畜とその飼料の生産と並行して、薪炭
林施業を同所的に行うシステムである。ポラードにおいて
は、放飼家畜による萌芽への食害を回避するため、伐採高
を高くして萌芽枝の発生位置が高まるよう誘導する点が通
常の萌芽更新（coppicing）と異なる。そこで高伐りがニホ
ンジカによる萌芽食害の軽減に効果があるかどうかを検討
した。平成 2014 年に京都府南丹市の日吉町森林組合によ
り更新伐として試験的に様々な高さで伐採されたクヌギお
よびアベマキの切り株（n=53）について、2016 年に伐採
高、萌芽枝（n=601）の最大高と食痕の有無を測定した。
測定した萌芽枝 483 本（80.0%）にニホンジカによると判
断される食痕が認められた。梢端は、地上高が概ね 150
cm未満では大半に食痕が認められた一方、270 cm 以上に
は認められなかった。また食痕の最大高は 200∼250 cm
程度で頭打ちになり、伐採高が高い切り株ほど萌芽枝の食
害を免れる傾向が認められた。以上から、萌芽更新に必要
な萌芽枝の生残・成長に高伐りが一定の効果をもつことが
考えられた。
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T3-4 拡大するシカ ─戦後 70年の分布変化─

小泉 透1・荒木良太2・岡 輝樹3・相川拓也5・青木正成2・石田

朗9・江口則和8・釜田淳志9・川本朋慶2・小林喬子2・近藤洋史7・

佐藤那美2・島田卓哉5・高橋裕史5・中下留美子3・中田靖彦2・永

田純子3・中西敬宏10・松浦友紀子4・三浦貴弘2・諸澤崇裕2・八

代田千鶴6

1（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園・2自然環境研

究センター・3（国研）森林機構 森林総合研究所・4（国研）森林機

構 森林総合研究所北海道支所・5（国研）森林機構 森林総合研究

所東北支所・6（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・7（国研）

森林機構 森林総合研究所九州支所・8 愛知県新城森林総合セン

ター・9愛知県森林・林業技術センター・10（株）マップクエスト

1978 から 2014 年に調査されたシカの分布情報を用い
て、5 倍地域区画（5km メッシュ）を単位に、1945 年、
1954 年、1964 年、1978 年、2003 年、2011 年、2014 年にお
ける全国分布を復元した。1945 から 2014 年の間に、シカ
の分布域は 5.3倍に拡大し、2014 年時点で国土の 53.5% を
占め、年拡大率は 1.025（R2=0.992）であった。国土数値
情報および国勢調査を用いて分布区画の標高、最深積雪深、
森林率、人口密度を求めた。Manlyほか（2002）の方法に
より環境選択性を解析した結果、かつて標高の高い森林地
域に分布が限定されていたシカは、その後低標高の森林と
農地が混在する地域へ分布を拡大させたことが明らかと
なった。また、1978 年には既に分布区画の 22.3% が最深
積雪深 80 cm以上の地域によって占められており、積雪地
域への分布拡大は寡雪地域でのシカの過飽和による流入だ
けでなく、積雪地域内での拡大によるものでもあったこと
を示していた。また、人口密度 500人/平方 km 以上の都
市地域へのシカの進出が顕著となっており、欧米同様シカ
の都市化が新たな問題となることが示唆された。

T3-5 シカ目撃情報を活用したシカ出現予測のモデリン

グ

江口則和1,2・石田 朗1・釜田淳志1・栗田 悟1・中西敬宏3・佐

藤亮介3・高橋 啓4

1愛知県森林・林業技術センター・2北海道大学大学院農学研究

院・3（株）マップクエスト・4（特非）穂の国森林探偵事務所

ニホンジカ（以下、シカ）による森林被害を防除するた
めに、各地で市民から目撃情報を収集し分布マップを作成
することが行われている。しかしながら、目撃情報は回答
者の能力差など多くの誤差を含む可能性が高いため、得ら
れた結果がシカ本来の特徴を示しているかどうか不明であ
る。本研究では、シカの出現予測を行うデータとしての目
撃情報の有用性を評価するとともに、有効な予測手法を検
討することを目的とした。愛知県東部地域を対象とし、シ
カ目撃 webアンケート（「シカ情報マップ」として現在運
用中）を用いて 2 年間で約 850件の目撃情報を収集した。
また、同時期に 13個体分の GPS首輪情報も収集した。こ
れらのデータと植生及び地形 GISデータから、階層ベイズ
法を用いてシカ出現予測のモデリングを行った。その結
果、目撃情報のみのモデルではシカの出現しやすい立地環
境を明確にできなかった。また、GPS首輪情報のみのモデ
ルでは出現予測の誤差が大きかった。一方、両者を組み合
わせたモデルでは、単独のモデルより精度高く予測するこ
とができた。目撃情報を有効に活用するには、他の調査
データとの組み合わせが重要ということが考えられた。

T3-6 造林地におけるニホンジカの出没傾向の把握

池田 敬1・白川拓巳2・鈴木正嗣1

1岐阜大学応用生物科学部・2岐阜県環境生活部

タイムラプスカメラは土石流や林床被覆、積雪深など動
物以外の観測に利用されている。自動撮影カメラは同様の
機能を持ち合わせているが、野生動物への適用は限られて
いる。日中における自動撮影カメラの利用はセンサーや赤
外線フラッシュに左右されないため、開放的な環境で野生
動物の出没状況を把握することができる。そこで本研究
は、タイムラプス機能を利用し、造林地へのシカの出没状
況を明らかにすることを目的とする。
本調査は 2017 年 8月から 11月の間に岐阜県本巣市和井

谷地域の 4つの造林地で実施し、タイムラプス機能を利用
し、10 分に 1枚の写真から造林地へのシカの出没状況を把
握した。撮影されたシカの写真から、撮影頻度、出没時刻、
出没に与える気象条件との関係（降水量・気温・風速・日
照時間）を調査した。
シカの撮影頻度や出没時刻は各月や各造林地で異なって
いた一方で、出没頭数と気象条件の関係は、各造林地で一
貫した傾向が見られ、日照時間と風速は出没頭数に負の影
響、気温は正の影響を与えていた。以上の結果、自動撮影
カメラのタイムラプス機能を利用することで、日中におけ
る造林地でのシカの出没状況を把握することが可能である
と考えられる。

T3-7 高密度なニホンジカを支える冬季の環境収容力

大場孝裕1・山田晋也1・大橋正孝2・大竹正剛3

1静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター・2静岡県自然保

護課・3静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター

静岡県の伊豆半島には、ニホンジカの採食圧により植生
の衰退が著しい状態でありながら、ニホンジカの生息密度
が長い間高く維持されている場所があるが、その理由には
不明な点があった。生息密度は 12∼2月にニホンジカが排
泄した糞の粒数に基づき推定しており、食物となる植物が
最も少ないと考えられる冬季の生息状況を反映している。
そこで、強度に採食圧を受けた植生における利用可能資源
量を推定するとともに、飼育試験によりシカの養分要求量
を求め、環境収容力を算出した。その結果から、下層植生
の資源量が貧弱でも、常緑高木の落葉生葉等により、高い
環境収容力が維持されていると考えられた。
また、冬季の胃内容物分析結果からは、標高の高い場所
で捕獲された個体ほど、胃内容物に占めるササの割合が高
かった。一方、集中的に調査を実施した東伊豆町大川のニ
ホンジカの高密度状態が持続している箇所（ササはすでに
衰退）の捕獲個体では、イヌツゲの果実が多く検出された。
GPS首輪を装着した個体の行動圏の季節移動も認められ
なかった。
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T3-8 カメラトラップを用いたシカ個体数低減効果の検

証

八代田千鶴1・岡 輝樹2・小泉 透3

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所野生動物研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究

所多摩森林科学園

森林におけるシカの被害は、林業への直接的な被害だけ
でなく森林生態系にも深刻な影響を及ぼしている。このよ
うなシカによる被害を軽減するためには捕獲による個体数
低減が有効と考えられるため、捕獲実施による低減効果の
評価方法を確立する必要がある。そこで、本研究ではカメ
ラトラップを用いて、捕獲前後における撮影回数の変化か
ら捕獲実施効果を評価する方法を検証した。調査は、静岡
県伊豆半島中央部に位置する伊豆森林管理署管轄の国有林
内において行った。調査期間は 2014 年 6 月から 2015 年
12月であった。国有林内の約 16 平方 kmの範囲を調査区
とし、500mメッシュに 1∼2台を目安に自動撮影カメラ
を 78台設置し、シカの撮影回数を調査した。調査区内の
約 4 平方 kmを捕獲区とし、2015 年 7∼8月に捕獲区内の
みでシカを 31 頭捕獲した。シカの撮影頻度はカメラ設置
位置および季節によって異なったが、捕獲区内に設置した
カメラの平均撮影回数は捕獲実施後に急激に低下し、調査
期間終了時まで低いレベルで維持された。また、捕獲区に
おける撮影回数が調査区全体に占める割合は、捕獲実施後
に約 10% に低下した。以上のことから、カメラトラップ
による効果検証は有効と考えられた。

T3-9 森林内におけるエゾシカ捕獲の適地選択

明石信廣1・寺澤和彦2・稲富佳洋3・上野真由美3・長 雄一3・宇

野裕之3・二木美帆4・濱田 革4

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2東京農業大

学生物産業学部・3北海道立総合研究機構環境科学研究セン

ター・4北海道オホーツク総合振興局東部森林室

エゾシカの生息状況や森林被害を把握するためにこれま
でに開発した手法について、捕獲適地選択における有効性
を検証するため、北海道有林網走東部管理区のうち美幌町、
津別町内の 288km2 において実証試験を行った。対象地域
を 7 つのユニットに区分し、2017 年 8 月に各ユニット
2∼3地点で森林への影響を調査したところ、稚樹が非常に
少ない地点があったが、足跡が少ないことなどから、夏季
よりも冬季のエゾシカの影響が強いと推定された。この結
果と地元狩猟者への聞き取りをもとに 4ユニットを選定
し、10月中旬から約 1ヶ月間、48台の自動撮影カメラを設
置した。撮影状況を踏まえて小型囲いワナによる捕獲予定
の林道 4路線を選定し、除雪費用等も考慮して 12月には
林道除雪と給餌を実施する地点を 8 箇所に絞り込んだ。
2018 年 1月中旬から 2地点で捕獲を実施する予定である。
4 つのユニットの林道等合計 67.8 km において 11月中旬
に実施したライントランセクト調査から、生息密度は 6.1
頭/km2 と推定された。エゾシカの誘引捕獲は冬季が適し
ているが、計画立案から捕獲までの間に季節移動の時期が
含まれることから、データを蓄積し、前年同時期の情報も
考慮した計画を考える必要がある。

T4-1 林業遺産をめぐる「価値」の分類と活用への反映

平野悠一郎1,2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域・2筑

波大学大学院生命環境科学研究科

日本森林学会「林業遺産」選定事業の目的は、森林をめ
ぐる人間社会の営みの歴史を記憶・記録していくことと規
定される。しかし、その記憶・記録の根拠となる価値につ
いては、十分な検証がなされていない。同様に、世界遺産
等においても、「利用価値」や「非利用価値」等の整理がな
されてきたが、受益主体や活用実態を反映した分類とは言
い難い。そこで本報告では、日本・台湾等における林業遺
産に類する制度の認定・活用の実態から、誰のどのような
価値や便益が想定・反映されてきたのかを整理する。現状
の林業遺産をめぐる価値は、①保存への価値、②活用への
価値に大きく分類できる。①を主に構成するものは、知
識・研究の対象としての学術的価値、地域のシンボルや当
事者（所有者・管理者等）の誇りとしての象徴的価値であ
り、場合によっては水土保全や生物多様性維持等の生態的
価値も含まれる。一方、②としては、訪問客の増加で得ら
れる当事者等の経済的価値、訪問客による体感という行楽
的価値、住民や当事者による地域の歴史・魅力の再発見と
いう意味での象徴的価値が主に想定されている。本報告は
JSPS科研費 16H04940 の助成を受けた。

T4-2 林業遺産に対する地域の眼差しの変化 ─北海道の

事例─

八巻一成1・武田 泉2・山田大隆3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・2北海道教

育大学札幌校・3千歳科学技術大学

林業遺産の保存を進めていく上で、遺産の価値が地域関
係者によって認識されることが重要であるが、その認識は
どう変化するのだろうか。また、遺産の保存へとつなげて
いく上で何が課題となるのだろうか。本研究では、北海道
上士幌町十勝三股地域の森林鉄道修理庫保存を事例とし
て、地域の遺産的価値に対する地域関係者の眼差しの変化
や保存上の課題について検討した。当初、林業遺産として
の価値を見出したのは地域外の研究者であり、地域関係者
は当初、林業遺産がいずれ朽ち果てて消失するのはやむを
得ないと認識していた。しかし、研究者との意見交換を重
ねることで、地域の歴史という点から価値を持つものであ
るという認識に変わり、それが次第に地域を遺産として保
存しようとする意識に変化していった。その一方、関係行
政機関は保存や管理のための費用の確保を現実的課題と捉
えており、財源の確保が遺産保存の大きな障害となってい
た。このことから、遺産の保存活動を進めていくためには、
遺産に対する地域の意識の眼差しの変化が重要である一
方、保存費用を捻出するための遺産の活用も重要であると
考えられた。本報告の成果は、JSPS科研費 16H04940 の助
成を受けた。
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T4-3 林野における資源採取の衰退・消滅と法制度に関

する試論

齋藤暖生

東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林富士癒しの森研究

所

地域の自然環境との交渉の中で培われ、継承されてきた
民俗知識や技能は、持続的な資源利用や、地域独自の文化
的基盤としての観点から着目されるようになっている。そ
の一例として林野における資源採取活動を見たとき、すで
に衰退あるいは消滅してしまったものがあまりに多い。こ
れらの衰退・消滅をとげた生業活動の大部分は、社会・経
済システムの近代化の流れの中で生じた現象であるが、そ
の直接的要因は、より便利で安価な商品の流通や開発等に
よる生態系の消失・変質など異質なものが含まれている。
本報告では、近代化の過程で衰退・消滅した林野における
資源採取活動のうち、国が定めた法制度が規制要因として
はたらいた場合について、いくつかの例を紹介する。該当
する法制度については、それが成立した背景や過程につい
て検討し、法制度成立の趣旨と規制された資源採取活動が
両立不可能であるのか、現行の規制内容が妥当であるのか
といった点について考察を試みる。

T4-4 失われた林業技術と杣

小菅良豪

島根大学生物資源科学部

「修羅出し」とは、機械を使わない木材搬出方法の一つで、
丸太を円弧状に並べて斜面に固定し、勾配を利用して自重
により木材を降下させる方法である。洋の東西を問わず古
くから行われていたが、林業の機械化とともに姿を消した。
平成 28 年度林業経済学会において、「修羅出し」の構造と
作業方法、地形や経済的理由などの選択条件等を明らかに
した。また作業員の配置から役割、作業の流れなどを体験
者とともに映像資料によって説明した。林業遺産では、林
業技術も遺産の対象である。しかし林業歴 30 年の造林班
長の証言からも、林業技術は非常に早く変わり行くもので
ある。例えば枝打ち作業では、斧→手鋸→背負い式枝打ち
機→チェーンソー型枝打ち機と次々に施業方法が変ったと
指摘した。このように本来林業技術は、日々現場で改善が
重ねられているものであり、どの技術を林業遺産と認定す
るかは難題である。本報告では、林業遺産としての林業技
術のあり方について、人との関係を中心に考察する。

T4-5 統治初期台湾における玉山の登頂と阿里山森林の

発見

竹本太郎

東京農工大学大学院農学研究院

台湾では現在 18ヶ所の世界遺産推薦候補地が指定され
ており、それらのなかに玉山国家公園と阿里山森林鉄道が
含まれている。玉山は、富士山より標高が高く、日本統治
下に「新高山」と呼ばれるようになるが、それ以前は「モ
リソン山」と呼ばれる未踏峰だった。阿里山森林も同様に
統治下に発見され、河合鈰太郎により森林鉄道が開設され、
ヒノキの大径木などが抜出されることになる。日清戦争直
後に台湾へ渡った日本人としては鳥居龍蔵や伊能嘉矩、森
丑之助といった人類学者たちが著名であるが、東京大学農
学部林学科の前身である東京農林学校林学部卒の齋藤音作
が、統治最初期に開設された撫墾署の署長として林圯埔（現
在の南投県竹山鎮）に赴任し、玉山登頂を本多静六ととも
に試み、その際に阿里山森林を発見していることはあまり
知られていない。本報告では玉山への登頂および阿里山森
林の発見を記録した 3つの資料、すなわち齋藤音作による
記事、同行した大阪朝日新聞記者による記事、本多静六に
よる記事を材料に、原住民や原生自然に対する日本人間の
異なる目線を描き出すことを目的とする。なお、本報告に
おける研究成果の一部は、JSPS科研費 16H04940 の助成を
受けた。

T4-6 生の軌跡をなぞる ─個人史と社会史の接点─

山本伸幸

（国研）森林機構 森林総合研究所

報告者は、森林技術者とは何かという問いについて、ラ
イフコース分析の視座から研究している。ライフコース分
析とは、歴史の中に個人の一生を観察し、その社会史との
関係を描くことで、社会動態を明らかにしようとする歴史
社会学の方法である。森林技術者をはじめとした森林に関
わる人びとと、森林管理、森林利用の関係の歴史的変化の
考察にライフコース分析を適用し、その実相を明らかにす
ることが研究の目的である。分析のための史資料として、
森林技術者や森林所有者などの自伝や日記、写真、卒業学
校の名簿、卒業記念文集などの個人記録を、これまで継続
的に収集してきた。森林を取り巻く世界に刻まれた人びと
の営みを林業遺産とすれば、その証左を各人の生の軌跡の
中に探ることにも意味があるかも知れない。報告では、収
集した史資料を紹介するとともに、その林業遺産としての
意義を考察する。

参考文献
山本伸幸（2016）「テクノクラートと森林管理：近現代日本
林政の一基層」林業経済研究 Vol. 62-1, 17-27頁
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T4-7 森林鉄道遺構の保存と活用

奥山洋一郎1・赤池慎吾2・柴崎茂光3・八巻一成4

1 鹿児島大学農学部・2高知大学地域連携推進センター・3国立歴

史民俗博物館・4（国研）森林機構 森林総合研究所

国有林を中心に木材搬出の手段として、森林鉄道は全国
各地に設置・展開されてきた。また、森林鉄道は単なる木
材搬出だけではなく、地域社会の交通手段としても大きな
役割を果たしてきた。しかし、自動車道路の整備と木材搬
出のトラック運送への切り替えにより、森林鉄道は徐々に
縮小されてきており、国内では林業生産基盤としての役割
はほぼ終えたと言える。一方で、地域社会の歴史を物語る
史料として森林鉄道を保存して、観光資源として活用しよ
うという動きも起きている。今回、北海道、長野県、高知
県における森林鉄道の保存と活用の動きを比較・検討する
ことで、史料としての保存と地域経済を活性させる取組を
両立させる仕組み作りについて議論する（本報告における
研究成果の一部は、JSPS科研費 16H04940 の助成を受け
た）

T4-8 焼畑休閑農法の再構築、とくに人口減少地域での

活用にむけて

小池浩一郎

島根大学生物資源科学部

二酸化炭素排出などの問題から、農業生産は抜本的な改
革がもとめられている。「低投入持続可能農業」（Lisa）も
それに沿った動きである。この視点からすると焼畑農法は
概念的に相当徹底した低投入であると言って良いであろ
う。焼畑と対比される常畑では F1種子、耕起、化学肥料、
農薬の高投入を特徴とする。焼畑は不耕起（無農業機械）、
無肥料、無農薬の点でその対極に位置するものである。
焼畑の唯一の問題点は人口にたいして森林面積が狭小な
場合に、回帰年数（休閑期間）が短くなり持続可能ではな
くなることである。しかし人口減少、高齢化の進行する地
域ではこの制約は問題とならない。
検討されるべき課題のひとつは火入れ時に防火管理のた

め多くの人員を確保する必要があることである。飛び火の
早期検出、確実な初期消化などの技術の体系的な整備がも
とめられる。
二つめは従来の自給用の穀物やミツマタなどの工芸作物
ではなく、たとえば無肥料の高冷地野菜、とくに在来種（ト
ラベジ）のような社会的ニーズのある新たな作目の開発で
ある。
遺産は骨董品ではなく現代に活かせてこそ意味がある。

T4-9 北山林業の景観と森林所有形態の特徴

高田弥生・柴田昌三・深町加津枝

京都大学大学院地球環境学堂

京都市中川地区には、樹種や林齢が異なる林分がモザイ
ク状に分布し、枝打ちされた北山杉が整然と並ぶ林業景観
がみられる。このような連綿と続いてきた生業から生まれ
た景観は、川端康成の小説「古都」や東山魁夷にも取り上
げられ、また、今日では重要文化的景観としての価値が評
価されるようになった。しかしその一方で、当該地域の主
産業である林業の衰退が危惧されており、優れた景観の維
持も大きな課題となっている。本研究では、中川地区の林
家が保有する林地ごとの利用形態を詳細に把握し、北山林
業の景観を構成する林分の特徴を明らかにした。調査方法
は、文献調査、聞き取り調査であり、北山林業や北山杉に
関する歴史、所有形態、2000 年以降の林分利用とその変
化、北山杉の伝統的な施業方法、現状や課題などを把握し、
各林地の細分利用の実態を分析した。その結果、所有形態
や林分の細分利用の特徴には大きな変化がみられなかった
が、それぞれの小林分における管理内容が、徐々に省力化
の方向で変化していることが明らかになった。北山林業の
景観を維持するためには、新たな森林管理のあり方を考え
る必要があることが示唆された。

T4-10 北山杉と木羽のデザイン会議の活動を通した北

山林業と鞍馬地域の協働

島内梨佐・中井美波・深町加津枝・高田弥生

京都大学大学院地球環境学堂

京都には、身近な森林資源を使った伝統産業や祭礼が数
多く存在する。一方、森林資源をめぐる自然、社会環境は
変化し、森林資源の調達、加工が困難になってきている。
北山杉と木羽のデザイン会議は、京都を代表する北山杉の
磨丸太や京都三大奇祭の一つである鞍馬の火祭りに使用さ
れる木羽に焦点をあて、それらの伝統をふまえながらも、
将来に向けた提案となるような新しいモノづくりに取り組
んできた。
鞍馬の火祭りとは 940 年の由岐神社大明神御遷宮の時か
ら鞍馬の住民が守り続けてきた由岐神社の例祭であり、祭
礼の際には大小合わせて数 100 本の松明が燃やされ、松明
には木羽というスギを柾目（まさめ）に沿って薄く割った
材が使われる。それは職人の手によって一枚ずつ材を剥ぐ
ことによってつくられ、木材の繊維を傷つけず材料を長持
ちさせる伝統技術の 1つであるが、今日では杉を使った木
羽はほとんど使われなくなり、合板で作られた木羽が使わ
れている。本報告では、木羽の価値を見直し、伝統を守り
続けるために、新たな鞍馬の火祭りと北山杉の繋がりを具
現化した一連の取り組みを通し、協働による森林文化継承
の可能性を議論する。
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T4-11 北山林業の活性化にむけた北山杉クラフトの可

能性

埴岡千尋・柴田昌三・深町加津枝

京都大学農学部

京都市北区中川地区を中心とする北山林業地域は、室町
時代からの歴史をもつ北山杉の磨丸太生産地として知られ
ている。しかし、最近の和風建築の減少、それに伴う和室、
床の間の減少により、磨丸太の需要は急激に減少している。
そのような状況を打開するため、磨丸太のブランドイメー
ジを生かした新たな商品開発、森林景観の価値付け、林業
労働者の育成などの取り組みが行われてきた。本研究で
は、中川地区および周辺地域のクラフト生産者を対象に聞
き取り調査を行い、クラフトの生産、販売に関わる現状を
明らかにした。磨丸太を使用した木工品などのクラフトが
制作され、販売されるようになったのは 20 年ほど前から
でり、クラフトには多くの人に磨丸太とその魅力を伝えた
いという生産者の願いが込められていた。日常的に気軽に
使える木工品を中心とした商品が制作され、道の駅などで
販売されるなど、一定の成果を上げている事例も確認され
た。商品開発といった観点からの課題は多く存在するが、
北山杉の生産地と都市部の人々の交流、相互理解を深める
ための手段としてクラフトが果たす役割は大きいと考えら
れる。

T5-1 スキャナー画像を用いた熱帯雨林の細根動態の解

析

遠藤いず貴1・山内里佳1・久米朋宣2・Lip Khoon Kho3・片山歩

美4・牧田直樹5・池野英利1・大橋瑞江1

1兵庫県立大学環境人間学部・2国立台湾大学・3マレーシア パー

ムオイル ボード・4九州大学農学部附属演習林・5信州大学理学

部

2mm 以下の細根の成長と枯死は、比較的短い期間で起
こるとされている。スキャナー法は地下部の根の動態を非
破壊的、連続的にモニターする有効な方法として近年用い
られているが、熱帯の根の動態研究において用いられた報
告例はない。本研究では、熱帯雨林における細根の成長と
枯死のパターンを明らかにするため、マレーシアのランビ
ルヒルズ国立公園内 5 カ所でスキャナー画像を取得した。
画像は 2014 年 4月から 2015 年 5月までの間の約 1ヵ月毎
に取得し、1年間の現存量、成長量および枯死量を求めた。
年間の平均現存量は画像によってばらつきがあり、最大と
最小で約 8倍の差があった。また、根が成長した平均長は
3.9±2.3mmcm−2yr−1だった。一方で、枯死した根の平
均長は 1.6±0.9mmcm−2yr−1 で、成長した根長の半分以
下だった。年間に成長または枯死した根長を直径別（0.5
mm以上、0.5∼2.0mm以下、2.0∼5.0mm以下、5.0∼10.0
mm以下、10.0∼20.0mm以下、20.0mm∼）にみると、直
径 0.5∼5.0mm以下の根が 80-90% を占めた。根の成長お
よび枯死の経時的な動態についても考察する。

T5-2 アラスカ内陸部の永久凍土林におけるクロトウヒ

および下層植生の細根生産量

野口享太郎1・松浦陽次郎2・森下智陽1・鳥山淳平3・Yongwon

Kim4

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所・3（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・4ア

ラスカ大学フェアバンクス校

永久凍土林は地下部に莫大な量の炭素を蓄積している
が、その炭素動態には不明な点が多い。そこで本研究では、
アラスカ内陸部の永久凍土上に成立した約 100 年生クロト
ウヒ（Picea mariana）林において、地下部への有機物供給
源の一つである細根の生産量を明らかにすることを目的と
し、イングロースコア法による調査を行った。この調査地
では、地表から約 35 cmまでが有機物層であったため、プ
ラスチックメッシュ円筒（長さ 40cm、直径 3.2 cm、穴径 2
mm）にピートモスを詰めてイングロースコアを作成した。
これらのイングロースコアを 2年間埋設し、回収後にクロ
トウヒおよび主にツツジ科の低木からなる下層植生の細根
を分別し、得られた細根の乾燥重量を 2年間の細根生産量
とした。その結果、このクロトウヒ林の細根生産量は約 90
gm−2year−1 であり、その 54% がクロトウヒによるもの
であった。これは、同じ調査林分のリターフォール量（約
30 gm−2year−1）の約 3倍であり、クロトウヒおよび下層
植生の細根が、地下部への主要な有機物供給源になってい
ることが示唆された。

T5-3 可視-近赤外分光反射率を用いると樹木細根はどの

ように評価できるのか？

谷川夏子1・中路達郎2・矢原ひかり1・牧田直樹1

1 信州大学理学部・2北海道大学北方生物圏フィールド科学セン

ター苫小牧研究林

多くの植物図鑑では、植物の種ごとに葉や樹皮の色や形
態の特徴が整理され、種の識別法も確立されている。一
方、植物根に関してこれらの情報の整理はほとんど行われ
ておらず、種識別法の確立にも至っていない。本研究では、
一般に色素や有機物などの化学組成や細胞の発達段階を反
映する可視-近赤外波長の連続分光反射率が、樹木細根の
形態や解剖・化学特性とどのような関係性をもつのか調査
した。針葉樹 5種と広葉樹 7種の計 12 樹種の細根系を採
取し、427∼978nmの連続分光反射率画像を撮影した。根
特性として形態（比根長、根組織密度、分岐頻度）、解剖（総
中心柱、総皮層、総中心柱/総皮層体積比）、化学特性（N、
K、Ca濃度）の 9項目を測定し、分光反射率との関係を解
析した。根系の連続分光反射率は、全樹種で約 920nmで
ピークとなる山形の放物線を示し、その反射率には明確な
種間差が認められた。根特性のうち 5項目（比根長、根組
織密度、分岐頻度、総中心柱/総皮層体積比、Ca濃度）はあ
る特定波長の分光反射率と有意な相関を示し、その波長は
項目ごとに異なった。従って、可視-近赤外域の分光反射
率は、根特性の推定や樹種特異性の評価に活用できること
を示唆している。
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T5-4 ヒノキ 7林分の末端次数根の直径と長さの変動

土居龍成1・谷川東子2・和田竜征1・平野恭弘1

1名古屋大学大学院環境学研究科・2（国研）森林機構 森林総合研

究所関西支所

樹木細根（直径 2mm以下の根）は陸域生態系における
炭素循環の主要な要素であり、養水分を吸収・輸送する役
割も担っている。特に吸収根と呼ばれる生理機能が高い末
端根は土壌環境の変化に敏感であり、ヒノキ（Chamaecy-
paris obtusa）では 1、2次根が吸収機能を持つといわれて
いる。しかし、2次根の中には輸送機能を持つ根もあり、
同一樹種の 1次根や 2次根といった同じ次数根でも機能が
異なる（すなわち形態特性も異なる）ことが示唆される。
本研究では、ヒノキ複数林分における細根系内の次数別の
直径・根長など形態特性の変動特性を評価することを目的
とした。
幸田サイト（愛知）・三ヶ日サイト（静岡）などのヒノキ
7林分において、4次根までの細根系を 30根系ずつ採取し
た。細根系は次数ごとに分け、次数別の直径・根長など形
態特性や形態指標 SRL（根長/根重）を測定した。
その結果、細根系構造が対照的である幸田と三ヶ日の細

根系では、1、2次根において根長に有意差はないものの、
平均根直径や SRLで有意差がみられた。一方、細根系内
の変動を示す根直径や根長のヒストグラムは両林分で類似
していた。発表では、細根系内の種内変動特性を機能と関
連させ考察する。

T5-5 耕耘と石灰施肥が樹木の細根動態と菌根形成に与

える影響

田中（小田）あゆみ1・野口享太郎2・古澤仁美1・木下晃彦3・仲野

翔太4・小長谷啓介4・山中高史4・水谷和人5・柴田 尚6

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所東北支所・3（国研）森林機構 森林総合研

究所九州支所・4（国研）森林機構 森林総合研究所きのこ・森林微

生物研究領域・5岐阜県森林研究所・6山梨県森林総合研究所

トリュフは外生菌根性のきのこで、食用価値が高く、日
本国内での栽培技術確立が求められている。欧米では、土
壌 pHが高く、攪乱後の土壌でトリュフ生産が増加するこ
とが知られているため、本研究では樹木に耕耘と石灰施肥
を行い、細根生産量や外生菌根の形成率の変化を調べた。
調査地は、山梨県のクリ林と茨城県のクヌギ林の 2カ所と
し、2016 年春に 3m×3m の処理区を設置した。山梨では
1本の調査木の周囲に施肥区と対照区を隣り合わせに設置
し、茨城では施肥区と耕耘区、対照区をそれぞれ独立に設
置した。施肥区には約 20 t/ha のてんろ石灰を 2-3 回に分
けて散布した。細根生産はイングロースコア法により求
め、根のスキャン画像について画像解析ソフトウェア
（WinRHIZO）により総細根長や比根長を求めた。その結
果、石灰施肥により細根生産量と比根長、根端数が増加し、
菌根形成率も高まる傾向が認められた。しかし、これらの
傾向は樹種や試験地間で異なった。また、耕耘処理は樹木
の細根生産量や形態に大きな影響を与えなかった。以上よ
り、てんろ石灰施肥による土壌養分量の増加は、樹木細根
の量を増やし、トリュフをはじめとする外生菌根の形成を
促進する可能性が示唆された。

T5-6 断根および石灰施与がクヌギとコナラの細根生産

量に及ぼす影響

水谷和人1・上辻久敏1・野口享太郎2・山中高史3

1岐阜県森林研究所・2（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・
3（国研）森林機構 森林総合研究所きのこ・森林微生物研究領域

外生菌根菌であるトリュフを林地で栽培化することを目
的に、トリュフ菌感染のターゲットとなるブナ科樹木成木
の細根生産量を増やす条件について検討した。
本研究では、一般的に細根の発生を促すといわれる根の
切断とトリュフ菌が好むとされる高 pH 環境が、宿主樹木
の細根発生に及ぼす影響について調べた。調査地は岐阜県
のクヌギ林とコナラ林で、時期（3∼7月）を変えて根を切
断し、土壌 pH を上げるために石灰を施与して、断根の時
期と石灰施与の有無が細根生産量に及ぼす影響をイング
ロースコア法により測定した。その結果について報告す
る。

T5-7 3Dプリンタを用いた模型実験による樹木根の形

状と引き倒し抵抗力との関係

谷河 澪1・池野英利1・平野恭弘2・藤堂千景3・山瀬敬太郎3・谷

川東子4・檀浦正子5・大橋瑞江1

1兵庫県立大学環境人間学部・2名古屋大学大学院環境学研究科・
3兵庫県農林水産技術総合センター森林林業技術センター・4（国

研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・5京都大学大学

院地球環境学堂

樹木の転倒防止力は、土石流や津波のような自然災害と
それに伴う二次災害の防止に有効であると近年注目されて
いる。この力は根系の根返りに対する抵抗力により発揮さ
れると考えられている。しかし樹木根系はその形状が複雑
であること、地下に広がる根系を調査することの難しさか
ら根系の抵抗力を評価した例は多くない。そこで本研究で
は、根系を再現した模型を作製し、これを用いて引き倒し
試験を行うことで、樹木根の形状と根系の持つ抵抗力との
関係を明らかにすることを目的とした。まず、4mm×4
mmの木製角材を用い樹木根を 4方向の水平根と 1本の鉛
直根として簡易的に再現した。そして 4方向の水平根+鉛
直根有、鉛直根のみ模型の 2種類について引き倒し試験を
行った。その結果、2つの模型の引き倒し抵抗力には有意
な差が見られた。次に 3Dプリンタを用いて、実際のクロ
マツの根をモデルとした模型を作製した。この模型を加工
して、①水平根+鉛直根、②水平根のみ、③鉛直根のみ、
の 3種類で引き倒し試験を行った結果、①と②、①と③
の間において有意な差が見られた。これらの引き倒し試験
の結果から、根系が発揮する抵抗力と形状の関係について
考察する。
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T5-8 スギ、ケヤキ、クロマツにおける根系構造と引き倒

しモーメントとの関係

藤堂千景1・池野英利2・山瀬敬太郎1・谷川東子3・大橋瑞江2・檀

浦正子4,5・平野恭弘6

1兵庫県農林水産技術総合センター・2兵庫県立大学環境人間学

部・3（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・4京都大学大学

院地球環境学堂・5京都大学大学院農学研究科・6 名古屋大学大学

院環境学研究科

樹木は強風や土石流、津波などの横向きの力を受けるこ
とで根返りを起こすことがある。樹木の倒れにくさには、
根系の形状が関与しているといわれている。本研究では、
スギ、ケヤキ、クロマツの成木根系と引き倒し抵抗力の関
係性を明らかにすることを目的とした。深根性斜出根型の
スギ（n=7）、浅根性のケヤキ（n=5）、深根性直根型のク
ロマツ（n=4）について引き倒し試験の後、エアースコッ
プにて根系を掘り出し、根の直径、座標位置、つながりを
記録した。それらの情報を基に根系 3次元形状モデルを作
成し、そのモデルにおいて水平根、垂直根の任意の面での
根系断面積合計、根系から算出された引き倒し抵抗力を算
出した。その結果、ケヤキでは垂直根の根系断面積合計が
最も小さく、スギ、クロマツの順に大きくなった。また、
ケヤキでは水平根の断面積合計と引き倒しモーメントに正
の相関がみられたが、垂直根の断面積合計と引き倒しモー
メントに相関関係はみられなかった。スギ、クロマツは水
平根と垂直根の断面積合計の両者と引き倒しモーメントの
間に正の相関がみられた。本結果から樹種により根系の垂
直根や水平根の断面積合計が引き倒し抵抗力に関与するこ
とが示唆された。

T6-1 アロメトリーに基づく樹木生成を通したヒノキの

耐風性の経年変化の推定

南光一樹1・鈴木 覚1・勝島隆史1・南野亮子2・上村佳奈3・水永

博己4

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2岐阜大学

流域圏科学研究センター・3信州大学山岳科学研究所・4静岡大学

農学部

大型台風・サイクロンの増加や人工林の高齢化により、
我が国の森林の気象害リスクは高まっている状態にある。
森林管理において樹木の成長により風害リスクがどのよう
に変化するかを明らかにすることはリスクヘッジにおいて
重要な情報である。そこでヒノキを対象に、樹齢とアロメ
トリーに基づいた形質に適度にばらつきを持たせて樹木を
生成し、樹木の経年成長が耐風性に与える影響を評価した。
樹木は、樹齢 10∼70 年において 5 年刻みに、1000 本ずつ
生成した。樹木生成は、幹（樹高、形状比、細りを付与）、
樹冠形状（立木密度の影響を踏まえて陽樹冠形状、枝下高、
樹冠幅を付与）、樹冠内の枝葉分布（植物面積密度を付与し
た 20cmボクセルの集合体として表現）の順に行った。幹
を円断面の片持ちテーパー梁と仮定し、樹冠全体で受ける
風荷重と樹冠重量から樹木の風によるたわみを算出し、幹
にかかる応力の計算から幹折れ及び根返りが起きる限界風
速を求めた。これらの計算に基づき、樹木の成長に伴う風
害リスクの変化を示しつつ、風害リスクを低減するための
樹木形質の抽出を図る。

T6-2 列状間伐後のヒノキ人工林における個体レベルの

形状比の評価

宮本和樹1・正木 隆1・太田敬之1・倉本惠生1・五十嵐哲也1・酒

井 武1・柴田銃江1・阿部 真1・田口忠久2・安藤博之2・仲田昭

一2・須崎智応3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2林野庁関東森林管理局森林

技術・支援センター・3林野庁関東森林管理局茨城森林管理署

列状間伐は高度な技術を要せず効率的な伐採が可能とな
る一方、伐採後に劣勢木が残るため、成長や気象害リスク
の指標である形状比が改善されにくい懸念がある。しか
し、列状間伐が植栽木の成長や形状比に及ぼす影響は十分
に明らかになっていない。本研究は、ヒノキ人工林（2016
年に 45 年生）を対象に、列状間伐が個体の形状比に及ぼす
影響を調べた。調査地は茨城県内の国有林で、35 年生時に
列状間伐区（1残 1 伐、2残 1 伐、3残 1 伐）と無間伐区を
設置し、翌年に間伐を実施した。本研究では、直径と樹高
の測定値が利用可能な 2009 年（間伐から 3 年後）および
2016 年（10 年後）のデータを用いた。直径および樹高成長
はいずれも無間伐区と比べて間伐区で有意に大きかった
が、間伐方法の違いによる差はみられなかった。2009 年と
2016 年の個体の形状比の関係をみると、無間伐区と 2残 1
伐区では間伐後の時間経過にともないわずかに形状比が高
くなる傾向であったが、1残 1 伐区と 3残 1 伐区では変化
がみられず、間伐方法の違いによる影響ははっきりしな
かった。今回の事例では、無間伐区を含め著しく過密な状
態ではなかったことが関係しているかもしれない。

T6-3 林冠トポグラフィーに基づく風害リスク評価

─ SfM技術と LESのリンケージ─

小谷野開多・水永博己

静岡大学農学部

風害の防止、軽減を目標にこれまで疫学的手法と風害発
生機構の点から多くの研究が行われてきた。これまでのメ
カニスティックモデルは林分構造を均一で単純なものとし
て扱い、平均値レベルでの情報にとどまっていた。しかし
実際の林分構造は不均一かつ複雑であり、また日本のよう
な山岳地では地形要素も複雑であるため単純なモデルが適
応できないことが予想される。そこで本研究では林分構
造、特に林冠構造の複雑さを加味した風害予測モデルの構
築を目標とし、静岡大学天竜フィールド内の樹齢や局所密
度の異なるヒノキ人工林を対象に調査を行った。まず、
UAV による林分の空撮画像から SfM（Structure from
Motion）ソフトによって林冠地形の DSMを 0.2mユニッ
トで作成し、その上部の風速分布の経時変化を LES（Large
Eddy Simulation）ソフトにより予測し、風圧や風速勾配の
変化を予測した。地上レーザースキャンによる樹木位置、
胸高直径、林冠サイズの測定や FAKKOPによるヤング率
の測定などから得られたパラメータを組み合わせ個体の風
害抵抗性を計算し風害発生予測を行った。発表では林分構
造の違いによる、ミクロスケールの風害木分布の変化につ
いて報告をする。
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T6-4 森林風倒害リスク：経験モデルによる推定結果と

力学モデル結果の比較事例

阿部友幸・真坂一彦・岩﨑健太・佐藤弘和

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場

リスク評価の最終目標は、風倒害の発生する確率の算定
となる。確率が算定できれば、風倒害による損失を考慮し
た収益計算が可能になり、複数の施業方法の候補から合理
的な選択が出来るようになるからである。確率は森林の限
界風速に基づいて計算されるが、限界風速を導出する力学
モデルの正確度は、各種モデルパラメータに大きく依存す
る。そこで本研究では、北海道林業における主要樹種であ
るカラマツについて、幅広いサイズの樹木を対象として
フィールド試験・調査を行うことでパラメータを取得し、
風倒害（転倒・折損）の力学モデル（GALES）を構築した。
佐呂間町町有林の 55 年生カラマツ（合計 26 本、DBHの最
大値は 48cm）の引き倒し試験を行い、根返り抵抗モーメ
ントを取得した。これは材積の累乗式として表された。ま
た、深川市民有林（13∼49 年生カラマツ林、18 林分 529 本）
について毎木調査を行い、樹冠サイズのアロメトリー式を
作成した。2002 年の十勝地方における台風風倒害では、カ
ラマツは殆どが根返り害となり、かつ 30 年前後で被害が
極大となる特徴的な傾向となった。力学モデルの結果は、
この被害傾向を良く再現することができた。

T6-5 北方異齢林における風害

Kamimura,Kana1・Waldron,Kaysandra2・Carl,Bergeron2・

Ruel, Jean-Claude2・Mizunaga, Hiromi3

1 信州大学大学院山岳科学総合研究所・2ラバル大学木材・森林科

学学部・3静岡大学農学部

There is a long argument that vulnerability against
strong wind in uneven-aged forests is less than that in
even-aged forests, but few scientific evidences have been
found yet. Such limited findings do not sufficiently lead to
the conclusions of beneficial aspects in uneven-aged forests
in order to reduce wind damage, although managing
uneven-aged forests has been sometimes recommended in
terms of wind damage. To reduce the future wind damage
risk in forests, therefore, finding the fundamental phenom-
ena and characteristics based on vertical structures in
forests would contribute to making better decisions for
forest management. We currently analyze the data of
boreal even- and uneven-aged forests damaged by a storm
in 2006, Quebec, Canada, from Waldron et al. (2013) and
Bergeron (2007).We will present some arguments of even-
and uneven-aged forests associatedwithwind damage and
give an introduction of our new research in the boreal
heterogeneous forests.

A1 貧困削減は森林減少を抑制するか

宮本基杖

（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域

森林減少の削減へ向けた国際的な取組が本格化してい
る。森林減少の主な直接原因はアブラヤシ・ゴム・大豆・
牛などの輸出用商品作物への農地転換であるが、どのよう
な対策が森林減少を削減するかについては不明な点が多
い。本報告では、20世紀後半に森林減少が続いたインドネ
シアと森林減少がほぼ止まったマレーシア半島の研究結果
をもとに、森林減少の対策として何が有効であるかを検討
する。具体的には、マレーシア半島の森林減少抑制に貢献
した「貧困削減」に着目して、インドネシアとマレーシア
半島における貧困と森林減少の関係を比較検討した上で、
貧困は森林減少を引き起こすのか、森林減少は貧困を増大
させるのか、貧困削減は森林減少を抑制するのかについて
考察する。

A2 森林幸福度に影響する自然要因の検討：滋賀県野洲

川流域を対象として

高橋卓也1・淺野悟史2・内田由紀子3・竹村幸祐4・福島慎太郎5・

松下京平4・奥田 昇6

1滋賀県立大学・2滋賀県琵琶湖環境科学研究センター・3京都大

学・4滋賀大学・5青山学院大学・6総合地球環境学研究所

滋賀県野洲川流域を対象として、2015 年 2月から 3月に
かけて、主観的幸福度および森林を含む自然との関係性に
ついてのアンケート調査を実施した。郵送による配布数は
34,691件、回収数は 3,220件、回収率は 9.3% であった。主
観的幸福度が土地利用および生活利便施設の立地、社会関
係資本、森林との関わり、および幸福度研究で通常検討さ
れる人口学的変数からどのように影響を受けるのか、GIS
と多変量解析の手法を用いて分析を行った。分析の結果、
山を見たときに感ずる主観的幸福度（森林幸福度）は、森
林率との相関は無く、森林との具体的関わりを示す変数と
正の相関があった。とくに、「生きもの・植物との触れあ
い」の影響が大きかった。「山での仕事」は、平均的には相
当な正の影響があるが、ばらつきが大きく個人差があると
考えられる。森林との関わりによる森林幸福度、全般的幸
福度への影響は、居住地域によって異なる。森林が遠くに
ある地域住民にとって、森林との関わりが森林幸福度を増
大させる効果はより大きい。一方で、森林に近い住民の全
般的幸福度は生き物との触れあいといった具体的関わりに
よって、より顕著に増大する。
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A3 自然アクセス権と森林利用を巡る諸問題 スイスお

よびドイツを事例として

石崎涼子1・三俣 学2・齋藤暖生3・川添拓也2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域・2兵

庫県立大学経済学部・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属

演習林富士癒しの森研究所

土地所有の如何にかかわらず、森林など自然へのアクセ
スを一般大衆に開放する社会的な仕組みとして、自然アク
セス権を設定している国々がある。その内容は多様であ
り、先行研究では、私有地へのアクセスの程度や自然植物
の採取、レクリエーションのための滞在の可否などを基準
として、自由アクセス型、限定アクセス型、非アクセス型
に分類できるとされている。これまでに報告者の一部は、
先述の研究で自由アクセス型の国とされてきたスウェーデ
ンにおける万人権と呼ばれる自然アクセス権と、限定アク
セス型の国とされてきた英国におけるフットパスと呼ばれ
る自然アクセス権に関する調査研究を行ってきた。
本研究は、これらの研究を発展させ、自然アクセス権の
多様性と特徴、環境資源の管理・利用・保全に関わる制度
としての性格の検討を深めるために、限定アクセス型の国
とされながらも英国フットパスとは異なる制度をもつスイ
スとドイツを調査対象国として自然アクセス権の実態把握
を試みるものである。その第一歩として行った現地調査お
よび文献調査から、両国における自然アクセス権の制度的
な内容と現在の森林利用を巡る諸問題について報告する。

A4 中国の森林公園管理の現状と課題：利害関係者に着

目して

許 思寒3・百村帝彦1・御田成顕2

1 九州大学熱帯農学研究センター・2九州大学持続可能な社会の

ための決断科学センター・3九州大学地球社会統合科学府

森林資源の保護と国民の観光需求を満たすため、中国で
初めの森林公園である張家界国家級森林公園が 1982 年に
設立された。「森林公園管理弁法」、「国家級森林公園管理
弁法」など法制度も整備され、森林公園の管理機構と管理
制度が定められた。そして 2000 年代以降に森林公園の設
置数は急増し、2016 年現在、合計 3,392箇所、その総面積
は 1,886.7万 ha に達した。
中国の森林公園の経営・管理は、政府主導モデルと所有
権経営権分離モデル二つのモデルが存在する。政府主導モ
デルとは、地方政府が森林公園の資源を管理するとともに、
森林公園の観光事業を経営することである。所有権経営権
分離モデルとは、地方政府は森林公園の資源の保護・管理
を行うが、森林公園の観光経営権は企業に請負うことであ
る。
公園の経営・管理には、政府、企業、そして森林公園内
や周辺に居住する地域住民などの利害者が、密接に関与し
ている。
本発表では、中国の森林公園の定義、位置づけ、発展過
程や管理体系などを整理するとともに、中国の森林公園の
経営・管理のモデルを紹介し、利害者の視点から森林公園
の経営・管理に関する問題点を議論した。

A5 田園回帰する若者の山村観と仕事観 ─農林複合経営

を志向する K氏を事例に─

高野 涼1・伊藤幸男2・山本信次2・滝沢裕子3

1 岩手大学大学院連合農学研究科・2岩手大学農学部・3岩手大学

大学院農学研究科

近年、林業の成長産業化や労働生産性の高い技術者の育
成が重視される一方で、農的なライフスタイルを求めて若
者が農山村へ移住する動きが田園回帰として注目されてい
る。本報告の目的は、山村に移住した若者が志向するライ
フスタイルや農林業観、農林業技術の習得、山村振興の論
理を把握することである。事例として、宮城県登米市米川
地区に移住し農林畜産複合経営と山村振興を志向する 20
代男性を取り上げる。調査の結果、移住者は①森林を素
材生産の場としてではなく、農業と一体的に利用する空間
として認識し、②育成的林業ではなく生活環境の整備とし
て森林管理に携わっていること、③高度な機械化をあえて
志向しておらず、④施業技術は NPOや個人のネットワー
クにより習得していること、⑤山村振興のためにライフス
タイルとして農林業を楽しむ価値観の普及を重視している
こと、⑥そうした価値観や技術を広める役割を担おうとし
ていること等が分かった。生産性の向上や高性能機械の普
及といった評価軸では測れない発展観を持っていると言
え、同じような価値観でつながるネットワークがライフス
タイルを含めた技術の普及に寄与していることが示唆され
た。

A6 島根県津和野町における地域おこし協力隊制度を活

用した林業就業について

田村典江

総合地球環境学研究所

担い手不足は林業の課題のひとつである。これまで林業
就業については、緑の雇用や林業大学校といった職業訓練
の経路が中心的であった。しかし、これらと異なる地域起
こし協力隊という経路による林業就業が近年、広がりつつ
ある。特に自伐型林業を標榜する林業就業は、他の職業訓
練型の経路には見られない特色ある取り組みといえる。
本研究では、「津和野型自伐林業」を掲げて平成 26（2014）
年から地域起こし協力隊の募集を行っている島根県津和野
町を対象として、受入側である町役場と応募者である隊員
に対するインタビュー調査を行った。その結果、受入側で
ある町役場は、後発林業地域であり管内に林業事業体が少
ないという背景から、自伐型林業に魅力を感じていること
がわかった。同時に隊員側は必ずしも当初より林業への就
業を目指していたわけではなく、緑の雇用や「森林の仕事
ガイダンス」に対する認知も低いことがわかった。
地域起こし協力隊という枠組は、従来の林業就業支援枠
組とは異なる対象にアプローチしているものと考えられ
る。このような多様化する林業実態を既存の林業施策にど
う位置づけていくかを検討する必要がある。
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A7 県による企業の森づくり活動の支援に関する研究

水間亮洋1・枚田邦宏2・奥山洋一郎2

1 鹿児島大学大学院農学研究科・2鹿児島大学農学部

A8 都市近郊における住民の森林情報の把握実態と管理

継承の課題

市野瀬愛

九州大学農学部

親山地区では、積極的に地域住民による森林管理活動が
行われてきたが、可也山を活かしたコミュニティ作りの中
で、今後、里山の管理や利用、災害の歴史の在来知の継承
が必要となっている。しかし、地区内の子供は少なく他出
者も在来知の後継者として捉える必要がある（徳野、2014）。
本報告の目的は、森林に関する在来知継承の現状と課題を、
家族と世代間の分析として考察することである。
研究方法は、地区内の大人（40名）に、①子ども時代に
可也山で遊んだ経験、②現在の活動内容と管理への意識、
③継承してほしい活動や在来知と他出者・Iターン者を含
めた次世代の管理の展望の 3点ついて聞き取り調査を行っ
た。また地区内の子どもと同世代の他出者（1名）には、①
可也山での遊び、②森林管理に対する意識の 2点について
アンケート調査を行い、ワークショップを通じて、可也山
の資源の把握実態や可也山への関心の程度を把握した。こ
れらの結果から、地区内の大人は性別や世代に関わらず
個々に多様な意見をもっていること、子どもは大人が森林
管理をしていることを調査に参加した半数が知らないが、
75% が森林は管理する必要があると考えていることが明
らかになった。

A9 高知県における魚つき林の史的展開過程

赤池慎吾

高知大学地域連携推進センター

周囲を海に囲まれた我が国では、古来より森林と漁業の
関係が強く認識されてきた。明治以降、近代的土地所有権
の確定にともない森林利用に対する公法的規制が制度化さ
れた。明治 9 年官林調査仮条例により官林内に「魚附場」
（禁伐林）がはじめて規定され、明治 30 年森林法保安林制
度により「魚付林」（普通保安林）が規定された。現行森林
法においても「魚つき保安林」として継承され、2015 年度
末現在、高知県内には 929ha（国有 369 ha、民有 560 ha）が
「魚つき保安林」の指定を受けている。本報告は、高知県に
おける「魚附場」及び「魚付林」の指定状況を『七郡禁伐
林官林台帳』（1889 年調整）、『高知県保安林台帳下調』（1903
年調整）、『漁業ト森林トノ関係調査』（1911 年）等から把握
し、森林所有者と沿岸住民、あるいは住民相互の利害関係
が公法的規制の原点である保安林制度の中にどのように取
り扱われたのかを考察する。

D1 スギ人工林の樹冠測定を通して

吉田茂二郎

九州大学大学院農学研究院

筆者は、1980 年代後半から主にスギ人工林の樹冠の測定
を行ってきた。樹冠は林外からの光によって成長を司る栄
養分を生産する一方で、林内に降り注ぐ光を遮断する役割
も果たしている。したがって、森林、特に人工林管理を考
える上で、林分や個体の成長と公益的機能を保つ意味での
林内光環境の制御を同時に実現することが求められ、それ
を実現するには、樹冠の構造や動態の把握が必要と考え、
測定を継続してきた。
近年、森林管理の指標の一つとして、樹冠長が提唱され
るようになり、樹冠に関する関心が高まっている。さらに、
ドローンに代表される林分上空からの情報が容易に取得で
きるようになり、今後、一層樹冠に関する興味と重要性は
高くなっていくと思われる。そこで、今回は長い間地上か
ら行ってきた樹冠測定の意味とその結果をとりまとめて紹
介する。発表項目は、以下の通りである。
①樹冠測定の意味、②樹冠の形状、③林分管理と樹冠

構造の関係、④樹冠量と林内照度の関係、⑤樹冠量と成長
の関係 など
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D2 本数密度が針葉樹人工林の樹高成長に及ぼす影響の

再考

細田和男・西園朋広・山田祐亮・高橋正義・齋藤英樹・佐野真琴

（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域

人工林の本数密度は、面積あたりの植栽本数と活着率に
よって初期値が決まり、植栽後の除伐や間伐の反復、様々
な被害や個体間競争による枯死木の発生によって低下して
いく。間伐が不十分な場合、劣勢木や被圧木が混在するこ
とで平均樹高の増加が抑制されるが、優勢木だけを取り出
して算出した上層樹高は、本数密度や間伐の影響を受けに
くいというのが通説である。このことは、樹高を地位の指
標とする根拠ともなっており、地位指数は基準林齢におけ
る上層樹高そのものである。しかし一方、本数密度が高い
と直径成長が抑制されると同時に、樹高成長も抑制される、
あるいは逆に樹高成長が促進されるという報告もみられ
る。その説明として、個体内の資源配分の問題や、間伐に
よる疎開が林地の水分条件を悪化させること、などが挙げ
られている。もしこのような現象が事例ではなく普遍的に
みられるならば、収穫表や成長モデルの構築の仕方にも見
直しが必要となるであろう。ここでは長期にわたって継続
調査が行われているスギ、ヒノキ、カラマツの人工林固定
試験地を対象として、間伐の有無や密度の違いが、樹高お
よび直径成長に及ぼす影響を改めて検討したので報告す
る。

D3 竹林の自己間引き

井上昭夫1・佐藤太裕2・島 弘幸3

1熊本県立大学環境共生学部・2北海道大学大学院工学研究院・
3山梨大学生命環境学部

十分に混み合った樹林における林分密度は、樹種や立地
条件の違いとは無関係に、平均直径の−1.6乗に比例して
変化する（Reineke式）。一方、竹林における Reineke式の
べき指数は−2 になる。また、樹木の場合、樹幹内部での
心材化のため、辺材面積は胸高直径の 2乗ではなく 1.6乗
に比例して増加する。これに対し、竹における木質部の断
面積は、胸高直径の 2乗に比例する。これらの関係より、
樹林と竹林のいずれにおいても、十分に混み合った林分で
は、単位土地面積あたり辺材面積合計（あるいは木質部断
面積合計）について保存則が成り立つ。この保存則は一種
の動的平衡としてみられるべきであるが、そのメカニズム
は樹林と竹林との間で異なる。

D4 スギの肥大成長フェノロジーの地理的変異

西園朋広1・図子光太郎2・広嶋卓也3・當山啓介4・北原文章5・寺

田文子6・高木正博7・齊藤 哲8

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・2富山県農

林水産総合技術センター森林研究所・3東京大学大学院農学生命

科学研究科附属演習林生態水文学研究所・4東京大学大学院農学

生命科学研究科附属演習林千葉演習林・5（国研）森林機構 森林総

合研究所四国支所・6元 北海道立総合研究機構森林総合研究本部

林業試験場道南支場・7宮崎大学農学部附属フィールド科学教育

研究センター田野フィールド・8（国研）森林機構 森林総合研究所

植物生態研究領域

日本列島の緯度の異なる地域に生育する 16 のスギ林分
において、肥大成長を観測し、肥大成長フェノロジー（成
長の開始時点・停止時点・成長期間）の地理的な差異を調
べた。観測には、市販もしくは自作のデンドロメータを用
いた。肥大成長の開始時点は明瞭な緯度傾度を示し、低緯
度に生育するスギと比べて、高緯度に生育するスギの成長
開始時点は遅かった。肥大成長の成長停止時点は緯度に依
存した違いを示さなかった。これらの結果として、肥大成
長の成長期間は緯度傾度を示し、低緯度に生育するスギと
比べて、高緯度に生育するスギの成長期間は短かった。
また、肥大成長フェノロジーに対する気温・降水の影響
を調べた。成長開始時点と成長期間は気温に影響を受けて
おり、その影響は成長開始時点で強く、成長期間で弱かっ
た。一方、停止時点は、気温・降水量の影響が認められな
かった。
成長期間の緯度傾度の存在は、成長フェノロジーの地域
差が長期成長の地域差を生み出す要因の一つであることを
示唆している。
本研究の一部では JSPS科研費 90353797 の助成を受け

た。

D5 スギ人工林における間伐方法の違いによる肥大成長

の違い

田中邦宏・齋藤和彦・田中真哉・近口貞介・楢山真司

（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

スギ一斉人工林を対象に、下層間伐と上層間伐の林分成
長について比較検討した。
調査地は兵庫県宍粟市に位置し、植栽時の立木本数密度
は 10,000 本/ha であった。37 年生時に下層間伐区（下層
区）（0.63 ha）と上層間伐区（上層区）（0.76 ha）を設定し
た。以後、約 5 年ごとに 112 年生まで合計 12 回、胸高直径
の毎木調査を行った。
37 年生時と 112 年生時の林分統計量は以下の通りであ

る。立木本数密度は下層区で 1,000→ 380 本/ha、上層区
で 1,000→ 500 本/ha であった。平均胸高直径は下層区で
19→ 42 cm、上層区で 18→ 30 cm であった。胸高断面積
合計は下層区で 33→ 58m2/ha、上層区で 29→ 38m2/ha
であった。胸高直径成長率は、37 年生時と 103 年生時とで
は下層区で 1.56→ 0.59%、上層区で 3.34→ 1.40% と全体
的に上層区の成長率が下層区を上回っていた。しかし、胸
高断面積合計では双方の差は小さかった。総成長量は下層
区で 33→ 89m2/ha、上層区で 28→ 71m2/ha であった。
調査期間を通じた総成長量の推移を比較すると、上層区は
下層区の約 90% となっていた。これらの結果をもとに、
双方の間伐の得失について考察した。
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D6 マルチコプターによる索道のリードロープ架設

山増成久

鳥取県林業試験場森林管理研究室

索道架設の前段階においては、架線下の樹木の伐採と主
索を架設するためのリードロープの運搬が必要となる。マ
ルチコプターでリードロープを運搬できれば架線下の伐採
と人力によるリードロープ運搬が省略でき、索道架設の効
率化と労働強度の軽減が期待できる。今回は安全、低コス
トを目標にリードロープ運搬が可能なマルチコプターと
ロープ落下装置の試作を行い、実際の索道架設現場におい
てリードロープ運搬の実証試験を行った。試作した機体と
ロープ落下装置については試験により明らかになった問題
点を改修し、ほぼ期待どおりの性能を確保することができ
た。現段階では支間長 400m 程度までであれば運用可能
である。

D7 GISによる活用を想定した伐出コスト推定式の作成

鹿又秀聡1・中島 徹2・岡 勝3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域・2東京

大学大学院農学生命科学研究科・3鹿児島大学農学部附属演習林

我が国は、戦後植林した人工林資源が成熟し収穫可能な
段階に入った。近年、国産材需要も木質バイオマスや輸出
等の増加に伴い、急速に高まっている。そのため、これま
で間伐による素材生産が中心だった森林組合においても、
より生産性の高い皆伐に移行する組合が増えている。組合
への聞き取り調査では、皆伐に至らない場合も含め、森林
所有者から立木見積もりの依頼をされるケースは年々増加
しているが、人手不足から十分な対応ができていない、と
言う意見も多い。これまでに筆者らは、計算機上で伐出コ
ストや生産性、出材量等を予測するシステム（伐出見積も
りシステム）の開発を行ってきた。しかしながら、予測に
使用するデータの多くは現地調査に基づいたものであるた
め、時間と労力が必要であった。今回は、入力データを森
林 GISやリモートセンシング技術により得られるであろ
う情報（平均樹高、本数密度、材積、面積、搬出距離、労
賃）による簡便な伐出（間伐、皆伐）コストの推定式の作
成を行った結果について、報告する。

D8 四国における林分最適化によるスギおよびヒノキの

植栽適地比較

光田 靖1・北原文章2・田中真哉3

1 宮崎大学農学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・
3（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

四国の人工林域を対象として、スギとヒノキのどちらが
植栽に適しているのかを比較した。スギおよびヒノキそれ
ぞれの地位指数予測モデルとプロセスベース林分成長モデ
ルを結合し、任意の場所で地位に応じた成長を予測できる
システムを開発した。林分成長モデルは炭素収支を基礎と
しており、日射、気温および降水量による成長の違いを反
映できる。また、林冠構造の違いによって生産効率が変化
するモデルとなっており、間伐の強度だけでなく、間伐種
の影響を考慮することができる。さらに、チェーンソー伐
採、スイングヤーダ集材、およびプロセッサ造材を想定し
た伐出コスト予測モデルを統合した。このシステムを用い
て林分の間伐および主伐の最適化を動的計画法（MA-
PATHアルゴリズム）により行い、50m解像度でスギおよ
びヒノキそれぞれの最大土地期望価を求めた。この最大土
地期望価を比較することで、スギとヒノキのどちらを植栽
するのが適しているのかを判定した。土地生産力のポテン
シャルを示す地位指数と異なり、最大土地期望価はより直
接的な土地の林業適性の指標であるが、設定する経済条件
によって数値が変化するという欠点もある。

D9 市町村が策定・運用する数値目標（指標）から見た地

域の特色と課題

山田祐亮

（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域

持続可能な森林経営の実践に対しては、地域レベルに適
応した基準・指標が有効である。我が国においても、数値
目標という形で指標を設定する先進的な市町村が出てきて
いる。このような指標やその形成過程等を精査し、策定・
運用時の課題を整理することは、今後の指標活用を推し進
めるうえで重要な基礎資料となる。本研究では、先進的な
市町村の計画策定・運用プロセスを通して、指標策定・運
用に関する課題を明らかにし、その解決方法を考察する。
各自治体が策定する指標は地域の特色や事情を色濃く反
映していた。指標の策定に際して、トップダウン型とボト
ムアップ型、アウトプットとアウトカム、計画指標とモニ
タリング指標、需要型と現状型の各アプローチが見られる。
また、指標の網羅性、計画や指標間の整合性、周知方法、
妥当性の検証といった課題を抱えている。
今後、意欲のある市町村が計画に指標を取り入れ、その

効果を高めていくことが期待される。そのためには、客観
的かつ簡易に評価可能な網羅性のある指標群、指標を用い
た具体的な計画手法、指標の意義・効果を周知する方法、
意欲のある市町村をバックアップする制度の整備が求めら
れる。
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D10 アメリカの大学生の森林観に関する一考察

河瀬麻里

京都大学大学院農学研究科

四手井ら（1981）に始まる森林観の国際比較研究は、学
生を含む様々な人々の意識を、国内外で検討してきた。本
調査の目的は、こうした森林観に関する研究の一環として、
これまで研究の見られない北米の大学生の意識の一端を明
らかにすることである。調査方法は次の通りである。調査
票は、今永ら（1997）の調査票を英訳し部分的に使用した
他、独自の質問も設けた。米国アリゾナ州の大学生を対象
とし、2015 年 1月に、7つの講義の受講生に対し、教室に
て無記名のアンケート 150枚を配布した。結果は次の通り
である。146枚を回収し、無効票を除いた 133枚（男性 93
名、女性 40名）を有効回答とした。森林について学んでい
る学生の方が、そうでない学生より、森林を美しく維持す
るためには人手を加えるべきだとする傾向が見られた。本
調査は、JSPS科研費 13J02417 の助成を受けたものである。
文献：四手井綱英ら（1981）「森林環境に対する住民意識

の国際比較に関する研究」『トヨタ財団助成研究報

告書』I-007/ 今永正明ら（1997）「ペルー人の森林意

識」科研費 07041062

E1 九州産スギ 6品種の成長と樹形 ─ 5演習林での植

栽試験の結果─

榎木 勉1・高木正博2・鵜川 信3・鍋嶋絵里4

1 九州大学農学部附属演習林・2宮崎大学農学部附属フィールド

科学教育研究センター田野フィールド・3鹿児島大学農学部・4愛

媛大学農学部

九州大学宮崎演習林（椎葉）、九州大学福岡演習林（粕屋）、
宮崎大学田野フィールド（田野）、鹿児島大学高隈演習林
（高隈）、愛媛大学米野々森林研究センター（米野々）に
1968-70 年に設定されたスギ品種試験地において、2015 年
に毎木調査を実施し、クモトオシ、ヤイチ、オビアカ、ヤ
ブクグリ、メアサ、アヤスギ 6品種の地上部成長様式を比
較した。各試験地は等高線に沿って 6つのプロットが設置
され、各品種が 30（5×6）本ずつ植栽されている。このプ
ロットの列は斜面方向に 5つ繰り返され、各列で品種はラ
ンダムに配置されている。樹高と胸高周囲長は早生型のク
モトオシ、ヤイチで大きく、晩成型のメアサ、アヤスギで
小さい傾向があった。いずれの地域においても斜面下部で
樹高が高くなる傾向が見られたが、斜面位置による樹高の
差異は品種や地域により異なった。成長の良い品種はサイ
ズの地域間差や地形による違いが大きく、環境の変化に対
する可塑性が高いと考えられた。形状比や樹冠長率も品種
により異なり、樹高成長の大きなヤイチは形状比が小さく、
樹冠長率が大きい傾向があった。樹形の地形による違いは
顕著ではなかった。

E2 智頭林業において伐期が延長された 123年生スギ

人工林の特徴

高橋絵里奈・岡田真一郎・古賀良梧・米 康充

島根大学生物資源科学部

近年長伐期施業と称されつつ、長期間間伐が行われない
伐期延長林が増加している。本研究では、智頭林業地にお
ける伐期延長林である 123 年生のスギ人工林を調査し、そ
の特徴を明らかにすることによって、伐期延長林の施業に
ついて考察することを目的とした。智頭林業では、植栽本
数が 3,000 本/ha、間伐代わりに強度な枝打ちが行われ、
20∼35 年生に 2∼3 回間伐を行うのが理想的であり（河島
1970）、伐期は榑材で 80 年内外、樽丸材で約 50 年であった
（金谷、1979）。数十年間密度の調整となる間伐を行ってい
なかったスギ林分内に、50m×50m の調査区を設定して
毎木調査を行った。その結果、林分密度は 284 本/ha、林
分幹材積は 1,542m3/ha、平均胸高直径は 64.0 cm、平均樹
高は 40.8m、平均陽樹冠長は 10.1m であった。当該林分
は林分収穫表に示された智頭林業地の管理を延長した場合
より収量比数が高く、本数密度が吉野林業地の同年代の林
分の 2倍以上と過密であった。伐根の年輪調査より、近年
直径成長が低迷している個体が多数残存している可能性が
示され、高齢になっても間伐が必要であることが示唆され
た。

E3 魚梁瀬「天然」スギ林の間伐後の成長

酒井 敦1・大谷達也1・米田令仁1・内山憲太郎2・木村 恵3

1（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・3（国研）森林機構 森林総合

研究所林木育種センター

高知県馬路村魚梁瀬地域の天然スギは古くから持続的に
利用されてきたが、資源が枯渇してきたことから平成 29
年 9月の伐採を最後に、事業としての伐採は休止された。
魚梁瀬「天然」スギ林は天然林に人の営みが加味されたも
のであるが、どのような施業によって維持されてきたのか
不明な点が多い。著者らは「天然」スギ林の伐根の年輪解
析や遺伝構造解析から、新しい個体群が 30 年∼70 年の周
期で加入してきたことや、個体群が実生由来である可能性
が高いことを明らかにしてきた。今回の発表では、スギ林
の間伐後の成長について報告する。平成 24 年 12月に安芸
森林管理署大戸山国有林において DBH 90 cm 以上のスギ
68 本が伐採された。ここに 1.4 ha の調査区を設定し、
DBH 10 cm以上の立木の胸高直径測定を行い、3成長期経
過後再度測定した。最初の調査では 37 樹種 749 本 ha−1

の立木が確認され、スギの立木密度は 153 本 ha−1だった。
スギの胸高断面積合計（BA）は 56.0m2 ha−1 で、調査区全
体の 73% を占めていた。伐採後スギは 11 本が枯死した
が、BAは 56.0 から 56.9m2 ha−1 に増加し、年平均成長率
は 0.5%だった。このことから、魚梁瀬スギ「天然」林は間
伐後も旺盛な成長をしているといえる。
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E4 林木サイズの序列による万能森林管理の可能性

千葉幸弘

（国研）森林機構 森林総合研究所

人工林の施業管理で用いられる林分密度管理図は、林冠
閉鎖、自然枯死が前提である。つまり弱度の劣勢木間伐に
適用するのが適切である。だが実際は強度間伐、列状間
伐、長伐期施業でも使われる。密度管理図が世に出て既に
50 年。森林施業に使える適当な指標がないために、林分密
度管理図が万能な指標となったのは致し方ないこと。しか
も林分密度管理図は、その根拠が、植物成長のロジスチッ
ク理論をベースにした「密度理論」というある種、高潔な
理論を拝借してしまったために、逆に融通の利かない隘路
に入り込んでしまった感がある。
そこで森林の施業管理に使えそうな簡便な手法として、

Hozumi（1968）が提案したMNY法により森林動態の解析
法を検討し、万能な森林管理法を目指した。その方法は、
サイズの大きい順に林木を並べ替え、大きい順に 1、2、3…
と番号（N）を付け、Nまで順にサイズ（個体重や材積）の
積算値Y（N）を計算すればよい。Y（N）と Nの関係は Y（N）
=Ymax（1−exp（−a/Ymax N））で近似できる。
天然生林、人工林、混交林などでこの Y-N関係が確認で
きた。しかも最大個体の材積から林分材積が推定可能であ
るなど、新たな解析法として使えそうである。

H1 長野県伊那市上牧里山シュンラン自生地における樹

木と土壌微生物の種多様性

黒河内寛之1・伊那北小学校 6年 1組（2017年度）2・伊那北小

学校 6年 2組（2017年度）2・大野田文吉3・唐木隆夫3・唐木敬

吉3・張 仕傑1・練 春蘭1

1 東京大学アジア生物資源環境研究センター・2長野県伊那市立

伊那北小学校・3上牧里山づくり

かつては里山にごく普通に見られたシュンランだが、近
年、その個体数が減っている。長野県伊那市上牧里山には
現在もシュンランが自生しているが、分布域は狭まってい
る。シュンランを今後も里山に残すことを目指し、そのた
めの基礎データとして、本研究では本種が自生する環境の
特徴を樹木と土壌微生物の種多様性の観点から解明した。
上牧里山のシュンラン自生地と非自生地に 6 か所ずつ、

10m×10m の調査区を設置し、全木本植物の立木位置図
を作成し、シュンランの分布場所を記録した。調査区ごと
2 地点から土壌を 1Lずつ採取し十分に混ぜて均一化した
のち、各土壌から土壌 DNAを抽出し、リボソーム RNA
の 16S領域と ITS領域に着目したメタゲノム解析を行っ
た。樹高 50cm 以上の木本植物は 33 科 52 属 67 種あり、
胸高直径 5 cm 以上の個体の主成分分析からは、自生地と
非自生地の間に種組成の差が見られ、自生地にはアカマツ
やコナラが多かった。細菌類は網レベルや目レベルで自生
地と非自生地との間に差がみられたが、真菌類には明瞭な
違いがなかった。以上の結果から、上牧里山のシュンラン
の自生は二次林とそれに関わる細菌類が影響する可能性が
示唆された。

H2 四国山地三嶺山域さおりが原における防鹿柵設置の

効果

池田華優・石川慎吾・比嘉基紀

高知大学大学院総合人間自然科学研究科

四国山地三嶺山域さおりが原ではニホンジカの過剰な採
食圧により衰退した植生を回復させることを目的に 2008
年から 2016 年までに 5箇所に防鹿柵が設置された。本研
究では、5箇所の防鹿柵を対象に 2種類の植生調査を行っ
た。1 つ目は、各柵内において 2×2m の方形区を 5箇所
設置し、計 25箇所の方形区を植生調査した。2つ目は、早
く設置した方の柵の境界を基点に隣接する柵の柵内におい
て境界から遠ざかるように、幅 1m、長さ 20mの帯状調査
区を計 4本設置し、さらに調査区を 1m×1mの計 20箇所
の方形区に区切り、計 80箇所を植生調査した。調査の結
果、早く設置した柵ほど柵内の植被率、種数ともに高く、
マネキグサなどの希少種の回復も確認された。また、初期
に設置された柵に比べ 8 年間のシカの採食を受けた 2016
年設置の柵に関しても、種数、植被率の増加が見られ、防
鹿柵の植生保護効果が認められた。また、帯状調査区の調
査結果からは、設置年の早い柵において柵の外側に向けて
個体の進出が見られ、植生が回復した柵の周辺の採食圧が
排除された場合、植生の回復範囲が柵内にとどまらず拡大
していくことが予想された。

H3 乾燥に晒されたニセアカシアの気孔調節

宮沢良行1・杜 盛3・山中典和2

1 九州大学キャンパス計画室・2鳥取大学乾燥地研究センター・
3中国科学院

北米が原産のニセアカシアは中国の黄土高原など、その
湿潤な原産地とは対照的な乾燥地域でも植林されてきた。
こうした地域では枝先端での枯死や、それによる矮小化な
ど、乾燥のストレスが見られ、ニセアカシアが乾燥ストレ
スを前提とした成長をし、それを可能にする生理特性を持
つことが予想される。しかしそうした生理特性や成長様式
は種ごとに多様であり、ニセアカシアがどのような特性を
持ち、突発的な強烈な乾燥下でどう振る舞うのか、知見は
ほとんどない。本研究では鳥取砂丘のニセアカシア林を対
象に、葉へと至る樹体内の通水と個葉のガス交換特性を調
べ、ニセアカシアならではの乾燥環境での成長の解明を試
みた。計測した 3年間、春に高かかった水ポテンシャルは
毎年夏になると低下し、同時に個体内の通水抵抗も大きく
上昇した。樹液流速度から推定された林冠からの蒸散の通
道度（Gs）は、この時期を境に急速に低下し、一見すると
何の変哲もない、乾燥ストレスによるガス交換の抑制が示
唆された。本発表では、水ポテンシャルの低下が、抑制さ
れてはいるものの、通水阻害を回避しながらガス交換を維
持するニセアカシアの成長戦略をモデル解析を通じて紹介
する。
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P1-001 An extension of U-Shape hypothesis of

forest resources: a case study of penin-

sular Malaysia

Michinaka, tetsuya

Forestry and Forest Products Research Institute

Environmental Kuznets curve (EKC) and U-shape hypo-
thesis of forest resources describe the relationships
between forest resources and economic development for a
region or a country, by either an inverted U-shape or a U-
shape curve. However, considering the socio-economic
diversity of regions or countries, in this research, both
parametric regression models and nonparametric smooth-
ing models are used in the curve fitting for Peninsular
Malaysia. Parametric models consist of linear, quadratic,
cubic, quartic, power, biexponential, Gompertz growth,
asymptotic regression, andMichaelis-Mentenmodels. And
nonparametric models consist of Friedman local averag-
ing, Nadaraya-Watson kernel smoothing, and Cleveland
local regression models. The research found that two
nonparametric models, Friedman local averaging model
and Nadaraya-Watson kernel smoothing model are the
best among all the models discussed in the research.

P1-002 木質資源動向に関する基礎的研究

田村健太郎

鹿児島大学工学部建築学科

林野庁による森林・林業再生プランで、木材自給率 50%
以上という目標が掲げられるなど、昨今、木材利用を推進
する動きが活性化している。しかし、過去には急増する木
材需要により大量伐採が行われ、森林資源の枯渇、土壌保
全などに大きな影響を与えた。また、近年では、川上から
川下、そして廃棄に至るまで連鎖的に関係し合っている林
産業の中で、需要と供給のバランスにおける様々な問題点
が指摘されている。その課題に対し、分野別の解決への議
論は散見されるが、分野を超えた包括的な議論は未だ少な
い。このような背景の中、今後の森林資源の適正な活用を
考える上で、森林資源の使用からその後の廃棄に至るまで
の各分野を横断した資源利用の実態を理解することの重要
性が指摘される。本研究では、日本、フィンランド、ドイ
ツを対象とし、森林資源・素材生産・製品製造・木材ストッ
ク・廃材・再利用までの物量の流れを、主に建築利用に注
目して、統計値に基づき森林資源の動向を明らかにする。
その際、インフォグラフィックスとして視覚的に量を含む
流れが理解できるフロー図で表現し、各国の現状や特徴を
把握するとともに、問題点や今後の可能性について考察を
行う。

P1-003 木材利用者のニーズに対応した素材供給へ

─径級、材質、強度と価格の関係─

山本江里子・長島啓子・田中和博・岸 和実・神代圭輔

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

森林・林業基本計画では、品質・性能の確かな製品供給
を目指し、公共建築物や民間非住宅等での木材需要の創出
を総合的かつ計画的に講ずべき施策の一つとしている。京
都府においても利用期を迎えた府産材の利用促進を目指し
ているが、強度等の材質に関する情報を欠くスギ材は、木
材を工業材料として利用するサイドにとって使いづらく
なっている。現在、市場へ搬出された素材は、主に素材の
外観による買い手側の判断により決定されており、原木の
強度が判明していない状態で売買が行われている。そこ
で、従来の価格の判断基準である素材の外観と利用サイド
に求められている強度それぞれについて、落札価格との関
係を径級別に調べた。調査は京都府の原木市場で 2016 年
8月 11月、2017 年 5月に行い、建築用材としての利用が予
想される製材会社等によって購入された材長 4m のスギ
材を対象とした。決定木によって径級別に材質と価格の関
係を調べた結果、径級によって求められる材質が異なるこ
とが示唆された。一方で、原木の強度等級区分と価格の関
係性を把握することはできなかった。このため、原木段階
で強度が明らかになることでより効率的な木材の供給が可
能と考えられた。

P1-004 ヒノキ丸太の径級、材質、強度と価格の関係

原田喜一1・長島啓子2・田中和博2・岸 和実2・神代圭輔2

1京都府立大学生命環境学部・2京都府立大学大学院生命環境科

学研究科

現在、素材生産業者（川上）と木材の加工・流通業者（川
中）、工務店（川下）の連携を構築することが課題とされて
いる。特に川中・川下が求めている木材のニーズを川上が
把握できていない点が問題とされている。本研究では、川
中である木材市場に焦点を当て、川中で求められているヒ
ノキの材質とその価格の調査を行い、価格に影響をもたら
す材質の把握を目的とした。また、効率的な素材の確保の
ため川下からは強度性能の提示が求められており、川中の
段階で木材の材質からヤング率が把握できるのかを検討す
るため、材質をヤング率と関係があるのか調べた。調査は
木材市場で、製材所が購入した A 材を対象に行った。市
場と買方への聞き取りから、材質として、木口の形、木口
のゆがみ、年輪の細かさ、年輪の芯の偏り、色、採材位置
（元玉か 2番玉以上か）、径級（14cm から 36 cm まで）を
採用し、径級により 3つのグループに分け、数量化一類を
用いて価格にもっとも影響を及ぼした材質を調べた。その
結果、価格に影響を与えている材質は色となった。
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P1-005 高齢級林分保有林家の百年史 ─人工林と林家

のライフコース─

山本美穂1・丸井貴之2・林 宇一1

1宇都宮大学農学部・2（株）鈴三材木店

民有林の皆伐・利用・再造林を主軸に据えた林政の方針
が示される中、材価低迷による施業意欲の低下、再造林後
の獣害対策、苗木供給などの課題が山積している。地域の
林業を支えてきた篤林家は、この課題とどう向き合ってい
るのか、林家の保有林分の齢級構成によってその局面は大
きく異なると考えられる。高齢級林分保有林家にとって人
工林育成の百年史はどのようなものだったのか。本報告
は、篤林家が皆伐・再造林のサイクルをどのように回して
きたのか、人工林資源は家族の歴史とどう関わってきたの
か、について明らかにし、人工林の持続的再生産のための
諸条件について考察した。事例林家は、①材価低迷と皆
伐・再造林実施のための労働力不足、皆伐後の獣害等の理
由から高齢級林分の間伐を繰り返し、相続税、就学費用に
充当した。②木材価格高騰期と家族構成員最大（7名）の
時期がほぼ重なっていた。③ 1990 年代から 2000 年代に 3
度の相続を経験する中で、4世代すべてが新植・保育・間
伐・皆伐の各施業を経験した。林家保有の資源構成と林家
家族構成員のライフコースに基づいた皆伐・再造林事業の
仕組みづくりの重要性が示唆される。

P1-006 新潟県におけるスギ素材生産の現状

龍原 哲

東京大学大学院農学生命科学研究科

佐渡を除く新潟県全域における素材生産の現状について
調査した。新潟県森林組合連合会と素材生産を担っている
森林組合等へ素材の販売先および販売量等について聞き取
り調査を行った。平成 27 年度市町村別素材生産量確定値
と森林組合等への聞き取り調査を基に、森林組合の管轄地
域ごとにスギ人工林からの ABC 材別素材生産量を推定し
た。新潟県の素材生産において、木材市場での販売量は低
下し、合板用材やバイオマス発電所燃料材など新潟県森林
組合連合会が取りまとめている協定販売の取扱量が増加し
た。大部分の地域では主伐量が極めて少なく、間伐材が素
材生産の中心となっている。県内における木質バイオマス
発電所の新設で、以前からバイオマス発電所燃料材を生産
していた県北地域と阿賀町以外の地域においても C 材の
生産量が増加した。しかし、A材を県内の製材所へ販売し
ている地域がほとんどのため、C 材の需要は増加している
が、A材の需要は増加していない。そのため、今後県内の
素材生産量を増加させるためには、A材の需要を拡大する
必要があると考えられる。

P1-007 国産材利用林産工場の分布に関する近年の状況

嶋瀬拓也

（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所

国際的な木材需給の引き締まりや国内（針葉樹）人工林
資源の充実を背景に、2000 年前後から国内木材産業による
国産（針葉樹）材利用の動きが活発化している。本研究は、
それに伴って生じた木材産業の立地変動の現状を明らかに
するとともに、変動の要因を考察するものである。かつて
国産材を利用する大型工場といえばもっぱら製材工場であ
り、それが特定の地域に集積して立地していた（=国産材
製材産地）。しかし今般の利用拡大局面においては、製材
工場に加えて合板工場もその主体となり、従来は大型（製
材）工場がみられなかった地域にも立地を拡大しつつある。
世界的に林産工場の大型化が進んだ結果、国内市場におい
て競争力を持ちうる工場の規模も大きくなり、産業集積を
形成する必要性が薄れてきたこと、その一方で大量の原木
をできる限り安価かつ安定的に調達する必要性が強まって
いることが、こうした立地拡大の背景にあると考えられる。

P1-008 森林経営計画作成における意思決定：熊本県A

町の事例

一藤基子・芳賀大地

鳥取大学農学部

林業において計画を立て施業を行うことは重要である。
しかし、面的なまとまりをもって 5年の計画を立てる森林
経営計画の作成率は当初の目標を下回る。そこで、森林経
営計画作成の意思決定に影響を与える要因を明らかにする
ため、県、町、森林組合、3人の森林所有者（A氏、B氏、
C氏）を対象にインタビュー調査を実施した。A氏、B氏
は経営計画に取り組んでおり C氏は取り組んでいなかっ
た。A氏は林業収入も多く、補助金や林業経営において計
画があることで得られる効率的な施業に感じるメリットが
大きく、B氏は書類作成等の事務作業や地域の取りまとめ
に要する労力等のデメリットが B氏の前職や地域での立
場から抑えられるような環境であった。それに対して C
氏は事務作業や複雑な制度を理解するというデメリットが
大きいままで、C氏の目指す林業経営は経営計画とは異な
るところにありメリットも小さくなっていた。立場や環境
によってメリット・デメリットの大きさは異なっていた。
林業収入の位置づけや将来のビジョン、地域のまとめ役と
いった立場や環境が計画作成のメリット・デメリットに影
響し、意思決定の重要な要因となっていた。
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P1-009 森林の所有形態による植生変化と管理状況の分

析

森野真理

吉備国際大学

P1-010 葉タバコ産地における大正世代農家の林野利用

角谷 黎

宇都宮大学農学部

戦後の拡大造林は、農用林利用が中心であった農家の林
野利用に大きな変化を与えた。里山地域において人工林造
成を担った農家が、どのように生き、林野を利用したのか
解明することは、旧農用林における針葉樹人工林の再生産
のあり方に再検討を促す重要な意義を持つ。本報告は、近
世来の葉タバコ名産地栃木県那須烏山市の農家当主 C氏
（大正 12 年生）による「農業日誌」をもとに、C氏家族のラ
イフコースと林野利用を明らかにすることで上記課題に取
り組む。C氏は、高等小学校卒業後、東京に勤務し、太平
洋戦争出征後、兄の戦死を受け農家当主となった。針葉樹
人工林の植栽・育成と子供達（団塊の世代）の誕生・育成
がほぼ重なり、1964∼86 年の 22 年間に、子供の就学、就
職、転出、葉タバコ生産と農用林および人工林の育成管理
が行われた。葉タバコ生産の衰退、化学肥料の導入、子供
達の他出を経て 2003 年に無住化、2008 年 C 氏死去後、
2015 年に C家は改修され宿泊所となった。C氏が植栽し
た人工林 3.36 ha の内、0.77 ha は 2014 年に伐採、一部は改
修材に利用され、皆伐跡地はスギ・ヒノキではなく広葉樹
が植栽された。

P1-011 窯業用燃材の生産・流通構造

関向仁志1・山本美穂2・林 宇一2

1宇都宮大学大学院農学研究科・2宇都宮大学農学部

燃材のうち薪は木炭と比較して運賃負担力が低く、基本
的に地産地消の商品で遠隔地間の流通はまれであった。薪
ストーブではヤニが多いマツ類の 薪は扱いにくく倦厭さ
れるが、逆に、伝統工芸品の益子焼では、製陶が始まった
幕末期から高火力のアカマツを燃材として用いてきた。本
報告は、薪の長距離流通を可能にしている窯業に注目し、
その燃材であるアカマツの薪の生産・流通構造を解明した。
現在では熱源としてガス・電気が用いられるのが主流であ
り、アカマツは「登り窯」を有する製陶所及び窯元によっ
て主に消費されている。栃木県においてマツノザイセン
チュウによる松枯れ被害が拡大した昭和 50 年代以降、ア
カマツの薪の入手が栃木県内では困難な状況となった。伝
統工芸品の益子焼においては、遠隔地からでも良質なアカ
マツの薪を手に入れたいという需要が存在し、薪の長距離
流通が成立した。

P1-012 森林がもつ生態系サービスの需給構造の解明

─滋賀県大津市を対象として─

山西悠友1・西前 出2・大手信人1

1京都大学大学院情報学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

滋賀県大津市域の森林は都市近郊林として、かつては農
用林や薪炭林、そして現在は自然体験の場としても、人間
による活発な利用がされてきた。琵琶湖の南西部に位置
し、山と湖にはさまれる大津市は、社会の機能や構造にそ
れらがもたらす生態系サービスが深く関わっている。本研
究では滋賀県大津市地域の生態系サービスを定量化、可視
化することで、森林地域における生態系サービスの需給構
造を解明し、地域社会のニーズを考慮した森林マネジメン
トに対して知見を提供することを目的とする。まず、将来
の大津市における耕作放棄地の増加、伐採放棄地の増加、
市街地面積の拡大の 3 つの土地管理シナリオを想定する。
そして、評価ツール InVESTを用いて、それぞれのシナリ
オにおける地域の生態系サービスの供給量を算出、地図化
し、シナリオ間、サービス間のシナジー、トレードオフ関
係を明らかにする。また、社会調査データに基づいて生態
系サービスに対する受益者の価値認識を相対的指標として
算出、地図化する評価ツールである SolVESを用いて、各
サービスの供給場所と需要の発生場所の関係を明らかにす
る。
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P1-013 ミネラルウォーターボトルにみられる森林と樹

木のイメージ

泉 桂子

岩手県立大学総合政策学部

一般的に森林は良質な水、あるいは豊富な水を連想させ
るイメージとして使われることがある。その一例として市
販されているミネラルウォーターのラベルを例として、森
林と良質な水のイメージの結びつきについて調査を試行し
た。2017 年 12月 11∼15日（追加調査翌年 1月）、盛岡近
郊のスーパー・酒販店にて店頭にあるミネラルウォーター
のうち、樹木・森・山のいずれかを商品名またはパッケー
ジイラストに用いたものをカウントした。同じ商品シリー
ズでもサイズ違いやラベルデザイン違いの商品は異なる商
品とし、商品名またはパッケージイラストにある樹木・森・
山の詳細を分類した。店舗に陳列されたミネラルウォー
ターのうち、「樹木」等を記されたものは全体の 42.4%、商
品数 42種、サイズ違い・樹木等が影響しないデザイン違い
を除いた商品シリーズで 22 であった。シリーズ別の内訳
は国産 16、海外産 6、同じくイメージは樹木が 4、森が 6、
山が 15（重複あり）であった。同じく商品名は樹木が 1、
森が 2、山が 19（重複あり）であった。イメージのうち樹
種が判別できた樹木も、また商品名に付された樹木名もす
べてブナであった。

P1-014 Evaluation of potential biodiversity hotspots

based on landscape analyses for REDD+

safeguards

YasaPalaguna,Umar1・Satoshi Ito1・Yasushi Mitsuda1・

Ryoko Hirata1・Tsuyoshi Kajisa2

1University of Miyazaki・2Kagoshima University

As REDD+strongly focuses on enhancements of forest
carbon sequestration, monoculture plantations of fast-
growing species are rapidly increasing, resulting in further
losses of biodiversity. Patch mosaic landscapes consisting
of different ecosystems could be conservation targets as
the potential biodiversity hotspots. In this study, we
examined the methods to detect the biodiversity hotspots
in terms of complex patch mosaics as the potential
conservation targets at a regional scale in East Java,
Indonesia. Based on the unsupervised classification of the
Landsat8-OLI image, the land-cover types were classified
into five categories (forest, agricultural land, water,
residential and bare land) on GIS, and the diversity index
(H’) of land-cover types were calculated to identify the
hotspots. The calculation of H’ with 4 land-cover types
excluding residential was most suitable to detect the
conservation targets holding various habitats comprehen-
sively and adequately at a regional scale.

P1-015 Visual impact assessment of solar panels

in landscape

Tomasi Junior Tawatatau Sovea・Akemi Itaya

Mie University

Although solar power has been one of the important
renewable energy in Japan recently, it has also triggered
much debate with regard to the impact on landscape and
vista. In this study, the viewshed analysis using GIS and
DSM (30m) was carried out in order to assess visual
impacts on landscape by solar panels in Mie prefecture.
Locations of solar panels were obtained by visual
interpretation of satellite images on Google Earth Pro as
polygon data. The visible areas of the solar panel were
measured from the vantage points of DID and tourism
resources. As a result, 8% and 71% of the installed solar
panels were in the visible area from DID and tourism
resources, respectively. Since we reported that 59% of
installed solar panels were located within paddy fields,
crop fields and forests in previous study, solar panels
might have caused disfigurement of the rural landscape
aesthetics.

P1-016 景観継承の可能性 嵐山の事例

Tasuku Shoda1・Katsue Fukamachi2,1

1京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

京都・嵐山地区は、渡月橋を中心とした森林や河川など
が一体となる都市近郊の景勝地である。嵐山地区の景観に
おいては、森林景観に加え、周辺の水辺や渓谷域と森林景
観の関係性や眺望視点へ意識を向けることの重要性が指摘
されている。また、嵐山地区は森林や河川だけでなく、公
園、社寺、住宅地、商店街、竹林など多様な要素を含んで
いる。したがって、嵐山地区の景観を継承していくために
は、森林景観の歴史的・文化的観点だけでなく周辺の景観
を含む多角的な視点から地域をとらえることが必要とされ
る。このように、様々な景観要素を含み、景観に対する多
角的な視点を求められる嵐山地区においては、複数の研究
分野において知見の蓄積がなされている。本発表では嵐山
地区を対象とした研究・調査事例、および景観保全に関わ
る地元の動向から、景観継承のために重要となる分析軸を
整理しそれらの関係について検討する。
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P1-017 宇和島水荷浦遊子の文化的景観の特徴と今後の

課題

崔 麗華1・深町加津枝2・柴田昌三2

1京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

遊子水荷浦は豊後水道に向かって延びる三浦半島の北岸
からさらに宇和海及び宇和島湾に向かって分岐する岬のう
ち一つの小さな岬の小集落である。岬の東南側に当たる集
落背後の急傾斜面には、等高線に沿って小さな石を積上げ
て壮大な階段状の畑地が形成され、「段畑」と呼ばれている。
地域の風土と調和しつつ現在まで営まれてきた段畑の景
色を守るために水荷浦は 2007 年に国の重要文化的景観に
指定された。それから多くの観光客が訪れ始め、観光地に
なったが、10 年がたつと地域住民のモチベーションがどん
どん下がり、高齢化や跡継ぎがいない問題なども重なって
これから段畑の景観は誰がどのように守っていくかが不明
瞭になった。
本調査では、観光客、行政や地域住民に対する聞き取り
調査を通して、高齢化や人口流出などの問題および地域コ
ミュニティに存在する問題、資源利用の問題、観光経営の
問題など、地域に内在する課題を抽出し、整理した。その
上で、NPO法人「段畑を守ろう会」のメンバーとの話し合
いを重ねる中で、提示された地域活性化のためのプログラ
ムを試行し、その有効性について検討した。

P1-018 ニュージーランド DMF制度と国立公園管理計

画

田中伸彦1・ショウテイ2・二重作昌満2

1 東海大学観光学部・2東海大学大学院文学研究科

2011 年、ニュージーランド（NZ）では、自然の保全と利
用を調和させて「管理」することが中心であった国立公園
に、観光という産業的側面から適正に「経営」する「デス
ティネーションマネジメントフレームワーク（DMF）」が
導入された。この DMFの理念は、今後我が国の自然公園
地域で DMOの育成に参考となる理念であると考えられ
る。そのため本論では、DMFの概要をまとめるとともに、
NZ南島のネルソン地域の保全省（DOC）地域事務所で、
DMFと国立公園管理計画との関係についての調査を行っ
た。その結果、DMFの理念は既に国立公園管理に取り入
れられているものの、実際の公園計画には通常原則 10 年
で行われる計画改定に併せて順次明記する状況が確認され
た。例えば、エイベルタズマン国立公園の計画期間は 2008
年∼2018 年であるため改定は行っていない。カフランギ
国立公園は 2011 年が本格改定期であったが、2016/2017 年
に計画を一部改定してい」た。ネルソンレイクス国立公園
については計画自体のレビュースケジュールが滞っている
状況であった。

P1-019 森林減少と択伐の影響を受ける住民の地理的分

布：非木材林産物採取の事例

江原 誠1・松浦俊也2・Gong, Hao3・Sokh, Heng4・Leng,

Chivin5・Choeung,Narith Hong4・Sem,Rida4・百村帝彦6・

野村久子7

1（国研）森林機構 森林総合研究所国際連携・気候変動研究拠点・
2（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・3筑波大学

大学院生命環境科学研究科・4カンボジア森林局・5カンボジア環

境省・6九州大学熱帯農学研究センター・7九州大学大学院農学研

究院

カンボジア・コンポントム州の森林は、地域住民の農地
転用や違法伐採、企業の大規模農園開発等により、減少・
劣化している。森林からの非木材林産物に生計を依存して
いた住民群は、この森林減少・劣化による非木材林産物の
収入減を相殺するために、更に森林を農地等に転用する場
合がある。こうした悪循環を断つ森林管理方策を検討する
ため、本研究は、地域住民の非木材林産物の採取において、
森林減少による短期的な影響を受けやすい住民の居住地の
分布を解明する。2014 年と 2016 年の二時期の森林分布図
を重ね合わせて調査地の森林減少地点を把握し、村や行政
上の森林利用区分の分布を考慮した上で、世帯訪問調査を
行った。プレイロング野生生物保護区に近い州の北∼北東
部では、現金収入源として、（1）樹脂と（2）他の非木材林
産物を採取している世帯群が、村のそれぞれ（1）半径 20
km圏内の択伐、（2）10km圏内の森林減少の影響を受け
やすかった。一方、州南部では、（1）と（2）の影響は限定
的だった。これらの住民属性を考慮し、森林減少の影響を
既に受けた・今後受けやすい住民の地理的分布と、地域住
民のニーズに即した森林管理方策を提示する。

P1-020 都市林のレクリエーション利用を規定する景

観・社会要因の検討

曽我昌史1・赤坂宗光2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京農工大学大学院農

学研究院

世界的な都市化の進行に伴い、人々が自然と関わる頻度
や時間は大きく減少している。こうした人と自然との関わ
り合いの衰退は「経験の消失」と呼ばれ、健康や発育面、
また環境保全の面から近年大きく問題視されている。都市
近郊林（緑地や公園等）は、一般の人々が日常的に自然と
触れ合える貴重な場所であり、経験の消失を防ぐ上で重要
な意味を持つ。

本研究では、東京都において都市住民の緑地利用レベル
を規定する要因を明らかにすることを目的とした。Web
アンケート調査を通じて計 1048人の被験者を対象に、（1）
緑地利用レベル（頻度・時間）、（2）個人属性、（3）自然と
関わる意欲の高さの三項目を聞き取った。また郵便番号を
基に、各被験者の居住環境（緑被度等）を GIS解析により
測定した。

解析の結果、都市住民の緑地利用レベルは、居住環境と
自然と関わる意欲の二つの影響を受けることが明らかと
なった。居住環境については、居住地周辺の緑地の数や環
境の多様度（植生図から算出）が正の影響を持つことが示
された。これらの結果は、適切な景観管理および啓蒙活動
を行うことにより、経験の消失を防ぐことができることを
示唆している。
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P1-021 外来魚駆除を組み込んだエコツアーを観光客は

評価するか？

豆野皓太1・庄子 康2・久保雄広3・栗山浩一4

1 北海道大学大学院農学院・2北海道大学大学院農学研究院・3国

立環境研究所生物・生態系環境研究センター・4京都大学大学院

農学研究科

本研究の目的は、外来魚駆除をエコツアーに組み込んだ
際、外来魚駆除はツアーオプションとして、観光客に評価
されるのかを明らかにすることである。エコツアーは、自
然保全と地域経済の活性化を両立することが出来ることか
ら自然地域にとって重要な産業の 1つである。エコツアー
の中でも、休暇を使い自然保全のためにボランティア活動
を行うボランティアツアーが近年注目されている。しか
し、ボランティアツアーとして外来魚駆除を組み込んだツ
アーが観光客に評価されるのかについて明らかにされてい
ない。本研究では、2017 年 8月に奄美大島に観光を目的で
訪れた旅行客を対象にアンケート調査を実施した。アン
ケートでは、選択型実験を用いて外来魚駆除ツアーのオプ
ションをつけることへの評価を訪ねた。分析は、選好の多
様性を考慮し、潜在クラスモデルを用いて行なった。分析
の結果、外来魚駆除をオプションして組み込んだツアーは、
組み込まないツアーよりも高い支払意志額であった。この
ような結果から、ボランティアツアーとしての外来魚駆除
ツアーは、観光客を外来種管理に巻き込む方法として有効
な方法の 1つである事が示唆された。

P1-022 入山協力金制度導入における事前調査の有効性

─屋久島を事例として─

矢野圭祐1・藤野正也2・栗山浩一1

1京都大学大学院農学研究科・2山梨県富士山科学研究所

我が国では自然公園管理にかかる費用を得るために、任
意の入域料の導入が各地で検討されている。導入に当たっ
ては事前アンケートや社会実験などの事前調査が行われ
る。しかし、任意であるが故に、入域料の支払率を事前に
予測することは容易ではない。また、事前予測の精度の検
証は十分には行われてこなかった。任意の入域料の導入は
社会的影響が大きいことから、導入の影響に対する精度の
高い事前予測手法の開発が求められている。そこで本研究
は、入域料導入前後に調査を行い、その結果を比較するこ
とで、事前調査の精度を明らかにし、精度の高い事前予測
手法開発に向けた方向性を考察した。調査対象である屋久
島では、2008 年から任意の入域料を導入していたが、2017
年 3月に制度を改正し、任意ではあるもののより強制力の
ある方式が導入された。本研究では、環境評価手法である
CVMの先行研究に基づいて、入域料の支払予測に必要な
アンケート設計を行い、2016 年 9月に実施した来訪者アン
ケート調査結果と、導入後の実際の支払率に基づいてモデ
ルの検証を行った。その結果、予想協力率の 95%信頼区
間内に実際の協力率を予想することができた。

P1-023 Exploring the site-choice behavior of urban

parks and green spaces: A Web-based

survey

Hyerin Kim1・Yasushi Shoji2・Takahiro Tsuge3・Tetsuya

Aikoh2・Koichi Kuriyama4

1Hokkaido University・2Hokkaido University・3 Konan

University・4Kyoto University

Parks and green spaces has become more and more
critical in urban areas. This kind of spaces provides not
only a place to interact with trees, plants, and grass, but
also a variety of services, such as cultural and sporting
facilities, learning and local activities, etc. Managers who
manage parks and green spaces are required to identify
the services and arrange the place responding these
services. The aim of this research is to estimate
willingness-to-pay (WTP) for the services which offered
from parks and green spaces using choice experiment
(CE). In the traditional CE, respondents can process only
up to about 5 to 6 attributes at once. However, partial
profile choice experiment (PPCE) can handle large
numbers of attributes at once. We estimated WTP
regarding 15 services applied PPCE. The survey was
conducted in December 2017 on 1,109 respondents of
Sapporo residents using the Web-based survey.

P1-024 和歌山県南部におけるホエールウォッチングの

経済評価

松波若奈1・栗山浩一2・今村航平2・長谷川聡2

1京都大学農学部・2京都大学大学院農学研究科

ホエールウォッチングは地域に経済的な利益を生み出す
一方で、ウォッチング船が鯨類に与える影響が懸念される
ために、現在規制の動きが大きくなっている。しかし規制
を行う場合、ウォッチングに対する観光客の満足度は下が
りかねない。満足度の低下は観光客の減少を招き、ウォッ
チングが行われている地域に経済的な損失を生む可能性が
ある。よって本研究では、規制項目の一つである船と鯨類
の最接近距離について着目し、船と鯨類の最接近距離が変
化したときの観光客の満足度の変化を経済的に評価する。
さらに、ウォッチングに対する満足度をウォッチングの構
成要素ごとに評価することで、鯨類との距離をとる場合に、
何を代替的なサービスとして提供できるか明らかにするこ
とを試みた。2017 年 7、8 月に和歌山県南部でホエール
ウォッチングに参加した観光客に対して選択型実験を用い
たアンケート調査を行った。分析の結果、観光客は鯨類と
の距離を非常に重視しており、1m近づくために約 454 円
支払ってもよいと考えていることがわかった。また、観光
客の代替的なサービスに対する評価は低い傾向にあり、鯨
類との距離を他のサービスで代替することは難しいことが
わかった。
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P1-025 緑地保全活動への 2 つの市民団体の関わり方

─藤沢市川名緑地を対象として─

早川尚吾1・杉浦克明2

1 日本大学大学院生物資源科学研究科・2日本大学生物資源科学

部

神奈川県藤沢市南部にある川名緑地には、谷戸を分断す
る形での道路計画と谷戸開口部での住宅建設が進められて
きた。この緑地保全を目的に活動を行っている市民団体に
川名里山レンジャー隊と川名自然フォーラムがある。両団
体とも都市開発問題を背景とし発足した経緯がある。そこ
で本研究の目的は、それぞれの市民団体の活動について把
握し、緑地保全に向けた 2つの市民団体の関わり方につい
て明らかにすることである。その結果、川名里山レン
ジャー隊は谷戸の整備作業や主に児童を対象とした環境教
育活動を実施しており、谷戸を活用した実体験に重きが置
かれていた。また、緑地を確保し維持管理していくための
手段として利用されるみどり基金へ寄付も実施していた。
一方、川名自然フォーラムは、専門家による講演会や調査
を実施しており、市民意識啓発に重きが置かれていた。ま
た、開発を防ぐための土地取得に向けた募金活動も実施し
ていた。この様な団体による活動内容の違いは、各団体の
構成員の違いや活動対象者が異なることが要因であると考
えられる。川名緑地を後世に継承していくために、どちら
の団体も継続的な活動を行っているが、独自の活動を展開
していた。

P1-026 人工林下層植生にみられる生物多様性の学習内

容に関する一提案

荒木祐二1・東原貴志2・塚脇真二3

1埼玉大学教育学部・2上越教育大学大学院学校教育研究科・3金

沢大学環日本海域環境研究センター

専門教育である高等学校農業科において、「森林科学」の
科目では「森林の育成、保全と木材の生産に必要な知識と
技術を習得させ、森林の役割や生態について理解させると
ともに、森林の保全と利用を図る能力と態度を育てる」こ
とを学習目標としている。しかし、カリキュラム全体で、
人工林と生物多様性の関連性が整理されていない。「森林
科学」の教科書では「第 1章 森林の役割」において、「生
物多様性の保全」を森林の多面的機能の一つとして紹介し
ているものの、原生林における生物多様性の事例紹介にと
どまり、人工林については「人工林化により材木の遺伝資
源の減少や劣化が進行している」という表記になってい
る。また、「第 3章 森林の育成」の造林や保育でも、人工
林の管理が下層植生や生物多様性に及ぼす影響に関する具
体的な記載がない。これでは、人工林において生物多様性
を保全するためにどのような管理を施せばよいか学習でき
ない。本研究では、石川県の人工林にみられる下層植生に
ついて標高や微地形などと関連付けて解析した結果を示
し、専門教育において人工林下層植生の生物多様性に関す
る学習内容のあり方ついて提案する。

P1-027 Walkability from elementary schools to

nearest green areas inMalang, Indonesia

Een Hartatik Sri・Akemi Itaya

Mie University

It is known that green spaces are important for the
physical and psychological health of children and activity
in green spaces has positive effects on them. The purpose
of this study was to estimate walkability (distance and
time) from elementary schools to nearby green spaces in
Malangwhere urbanization has occurred. The existence of
green spaces within 1 km around 294 elementary schools
in Malang was searched as accessible green spaces (AGS)
using Google Street View. The distance from elementary
schools to the nearest AGS was measured using road
network data. Themean distance from schools toAGSwas
1184m. Themeanwalking timewas 16.5 minutes based on
childrenrs walking speed (4.3 km/hour). Since no AGS was
found around 42 of the schools (14%), teachers of these
schools might need to give children opportunity to go to
green spaces as an alternative chance.

P1-028 地域研究を活かしたフィールド体験型環境教育

の創出

鈴木 遥

総合地球環境学研究所

本研究は、インドネシア地域研究や環境教育に携わって
いる若手研究者が中心となり、これまで国内外で関わって
きた教育・研究活動を踏まえ、地域研究を活かした環境教
育プログラムについて議論した結果を分析するものであ
る。2017 年 8月下旬から 10月上旬にかけて、インドネシ
アと日本において大学生のべ 43名、サポート教員のべ 9
名が関わって実施した環境教育プログラムを事例として、
参加者全員で議論を行った。その結果、①地域研究の視点
を活かした環境教育プログラムは、地域社会のステークホ
ルダーとの協働のもと、環境問題の背景にある社会・文化・
生態等の要因も含めた学習の機会を提供できる、また②
地域研究のもつ地域社会で直面した出来事を分析に取り込
もうとする視点が、柔軟なスケジュールによるより実践的
なプログラムにつながるなどの特徴があることが明らかと
なった。また地域研究を活かした環境教育プログラムは、
地域の課題に関する既存ガバナンスの突破口となる可能
性、また地域社会のステークホルダーが地域の課題に取り
組むための試行錯誤の機会として活用できる可能性が示唆
された。
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P1-029 林業大学校における学生調査について

小川高広

名古屋大学農学部

【背景・目的】林業人材育成は喫緊の課題と考えられ、林
業大学校の新設が相次いでいる。だが、その教育実態は十
分把握されていない。林業大学校の教育の在り方を議論し
ていくためには、学生の満足度など実態の把握が必要であ
る。本研究では、林業大学校の学生について、学校生活に
対する満足度や学習を通じ、向上した知識やスキルを明ら
かにした。
【方法】林業短期大学校を含め、40 年以上の歴史がある岐
阜県立森林文化アカデミーの学生に質問紙調査を実施し
た。結果は教育・カリキュラムに満足と回答した者を満足
群、不満足とした者を不満足群として、各質問項目とクロ
ス集計し、両者の特徴を確認した。
【結果】学生は教育・カリキュラムにある程度満足してい
た。学校への印象は肯定的であった。林業に関係する知
識・スキルは満足群・不満足群ともに、多くの学生が向上
したと答えた。だが、満足群・不満足群では満足や向上し
たと考えられる知識・スキルは異なり、不満足群では低い
傾向が見られた。
【まとめ】満足群・不満足群の両者では共通点や相違点が
見られた。不満足群の満足度などを高めていくには、教育
内容の工夫など教育の改善に努めていくことが重要だと考
えられる。

P1-030 えぞ松の更新（幸田文 1971）とサイバーフォ

レスト

斎藤 馨1・中村和彦2・藤原章雄3・尾張敏章4・坂上大翼4

1 東京大学大学院新領域創成科学研究科・2東京大学空間情報科

学研究センター・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習

林富士癒しの森研究所・4東京大学大学院農学生命科学研究科附

属演習林北海道演習林

幸田文は倒木更新の話に興味を持ったことから、実際に
東京大学北海道演習林を訪れ倒木更新を見学し随筆「えぞ
松の更新」*1 を記した。森林を感性情報（映像と音）により
インターネットで伝える実証研究サイバーフォレストで
は、2014 年より北演内前山保存林内の倒木更新開始直後の
ギャップをモニタリング対象地に、ライブ音・画像インター
ネット配信記録公開と、高解像度全周写真記録を進めてい
る。倒木更新を、文学作品としての随筆に、サイバーフォ
レストのデータと実物とを組み合わせ展示することが、現
代の多くの人に幸田文が感動し表現した倒木更新を詳細に
伝えることが出来ると考えた。幸田の『北海道の自然林で
は、えぞ松は倒木の上に育つ』について、その背景にある
樹木生育阻害要因としての暗色雪腐病菌などの学術的な知
識説明に加え、倒木上の更新実生が観察できるほどの実物
大に近い倒木大型写真、ライブモニタリングで観察できる
その時々の現在のギャップの様子、そして実物のえぞ松苗
と図鑑からなる展示を作成した。今後は展示来訪者の評価
を収集する。
*1幸田文（1971）：えぞ松の更新：學鐙 68巻 1号 4-9：丸善

P1-031 森林インストラクターの活動に影響した過去の

経験の特性

泉舘菜月1・比屋根哲2

1 岩手大学大学院農学研究科・2岩手大学大学院連合農学研究科

近年、森のようちえん等の子どもを対象にした教育から
林学や森林科学の専門的な教育まで多種多様な森林教育活
動が行われているなかで、森林インストラクターは主に一
般の人々を対象にした森林教育を行う役割を担っている。
本研究は森林インストラクターをロールモデルとし、森林
教育に効果的な体験や教育内容の解明に向けて、彼らが森
林や自然に関心を持ち、現在に至るまでのきっかけとなっ
た過去の経験の特性を明らかにするため、欧米の環境教育
研究で行われてきた環境活動家の過去の経験から環境的行
動につながる重要な体験を探る Significant Life Expe-
riences（SLE）の研究手法を用いた調査を実施した。全国
の森林インストラクターを対象にアンケートを実施し、
257名から回答が得られた。分析の結果、森林インストラ
クターには子ども時代の自然体験をはじめ学生時代の体験
や大人になってからの体験等、現在までの様々な経験が影
響していることが明らかになった。その内容は、子ども時
代であれば遊びや身近な生活の中での自然体験、大人に
なってからの体験であれば自然観察や自然や森林に関する
ボランティアへの参加等、体験した時期によって内容に一
定の傾向が見られた。

P1-032 360度映像を使った疑似森林体験の可能性と

課題

丹羽悠二1・楠本 大2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林教育研究セン

ター・2東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林田無演習

林

森林をフィールドとした野外観察は、野外教育にも通じ、
レクリェーション的な要素だけではなく、効果的な教育の
方法として実践、研究がされている。しかし学校教育にお
いて野外森林実習は時間的な制約が多く、映像による代替
手段をとることが多い。そこで映像での疑似森林体験の可
能性を探るため、基点の周囲 360 度の風景を自在に視聴で
きる映像コンテンツを作成し、2種類の異なる機材での視
聴を試みた。
撮影には、360 度全方位を 4Kで撮影できるカメラを用
い、森林内において動画・静止画など様々なパターンの映
像を撮影した。視聴にはヘッドマウントディスプレイ
（HMD）およびタブレット端末を使用し、どちらがどの程
度の臨場感を感じられるかを評価した。またそれぞれの視
聴方法において、臨場感の妨げとなる技術的問題を考察し
た。
発表では HMDおよびタブレット端末を使用した視聴の

デモンストレーションを行う。
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P1-033 神奈川県における里地里山活動協定認定団体の

活動

高尾 徹・杉浦克明

日本大学生物資源科学部

近年、産業構造や生活様式の変化、農家の高齢化、集落
の混住化等により、里地里山では適切な管理がされにくく
なっており、その多面的機能が失われつつある。神奈川県
ではこのような状況を踏まえ、里地里山の多面的機能の発
揮と次世代への継承を図ることを目的として、「神奈川県
里地里山の保全、再生及び活用の促進に関する条例」があ
る。そこで、本研究の目的は、当条例により指定された活
動団体の活動の実態と課題を明確にし、団体の今後につい
て検討することである。方法は、当条例により指定されて
いる 20 の市民団体を対象に郵送の記述式アンケートを
行った。その結果、11団体から返答があった。団体設立の
いきさつや活動目的は、増加した休耕地や耕作放棄地、荒
廃した里山の整備・活用、景観や環境の保全が多かった。
条例によって指定されたメリットについては、県から補助
金が得られることや市の広報誌などでイベント等の PRが
できることが挙げられた。デメリットとしては、補助金申
請手続きが煩雑、手入れされた状態を維持する負担が大き
いなどであった。団体を運営する上での課題については、
高齢化とそれに伴う労働、運営のマンネリ化が挙げられた。

P1-034 文学を通した（森林）環境教育

松岡幸司

信州大学全学教育機構

本研究は、（森林を含む）環境教育において「文学」が果
たしうる役割について、「環境文学・環境批評」の観点から
その意義をまとめたものである。
環境教育の現場では、主に「自然科学的・社会科学的な
アプローチによる環境意識の向上」や森林や森林地域に
行って「体験することで現実感覚を養う」ことが促進され
ているが、「心の問題としての環境教育」という視点はあま
り見られない。現行の教育や活動が「心の問題=自分との
関連で考える」ところまでどれだけつながっているのかは
疑問であるとともに、現地に赴かない人々あるいは関心が
低い人々に対しては効果を期待できない。
上記の状況を踏まえて本研究で焦点となっているのは、

「文学（読書）による自然・森林の疑似体験」である。まず
は、「文学体験」が、読者が自然や環境を「心で体験」し、
現実感覚を伴った視線を向ける契機を持つものであること
を説明する。第二に、環境批評の視点による環境文学作品
の分析例をいくつか挙げ、作品自体の持つ可能性について
明らかにする。そして環境教育のコンテンツとして文学か
らのアプローチを用いる意義を明白にする。

P1-035 地上レーザデータから抽出した樹冠量と材積の

関係

古川修平1・長島啓子2・田中和博2

1京都府立大学生命環境学部・2京都府立大学大学院生命環境科

学研究科

現在、森林情報の取得には航空機レーザの活用が進んで
いる。しかし、航空機レーザデータのみによる胸高直径や
材積の推定には限界がある。そこで、近年、注目されてい
る地上レーザと組み合わせることで推定精度を上げること
ができないかと考えた。それにはまず、地上レーザデータ
により再現した樹冠と胸高直径や材積の関係を把握する必
要がある。また、胸高直径と材積をつなぐ材積式の精度は
高齢級林分において確認されていない。したがって、本研
究では地上レーザを用いて樹冠量と材積の関係を明らかに
することと材積式の精度を検証することを目的とした。本
研究の対象地は京都府立大学大枝演習林（50 年生スギ林と
80 年生ヒノキ林）である。まず、地上レーザデータをもと
に樹冠量として最大樹幹幅、樹冠表面積、樹冠体積などを
測定、算出した。そして、算出した各樹冠量と胸高直径や
材積との関係を検討したところヒノキでは相関が認められ
た。また、実際に伐採した試料木のデータから材積式と区
分求積の 2 通りの方法で算出した材積を比較した。結果、
材積式の推定精度は高かった。

P1-036 TLS を用いた林分構造の推定精度に下層植生

と計測パターンが与える影響

末松直輝1・太田徹志2・溝上展也3・井上昭夫4・吉田茂二郎3・北

里春香5・草野秀雄5・甲斐博文5・大政康史5

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学持続可能な社

会のための決断科学センター・3九州大学大学院農学研究院・4熊

本県立大学環境共生学部・5林野庁九州森林管理局

近年、ICT（Information Communication Technology）
と林業を結びつけることで施業の効率化・コスト削減を行
い、林業の活性化を図る「スマート林業」に関心が集まっ
ている。その一環として、地上レーザースキャナーを用い
た森林管理や林分構造推定が注目され始めており、調査報
告・研究事例が急速に増加している。しかし、その計測デー
タの品質保証・管理（QA/QC）に関する研究は、現在世界
的に見ても少ない。特に日本のような、下草が繁茂した急
峻な地形や複雑な林分構造を有する地域においては、計測
データの推定精度に関する情報が不足している。そこで本
学会においては、地上レーザースキャナーを用いた林分構
造推定の精度についての報告を行う。調査対象プロットに
おいて、下層植生の繁茂状況が異なる場合とスキャナーに
よる計測パターンを変更した場合に、樹高及び DBHの実
測値とスキャナーによる推定値との間にどの程度の誤差が
生じるのか、調査を実施した。そこから得られた結果をも
とに、日本の森林管理・調査及び林分構造推定における地
上レーザースキャナーの利用可能性について検討する。
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P1-037 UAVと SfMによる森林内計測法の開発

山下翔之・山本一清

名古屋大学大学院生命農学研究科

近年、UAV（小型無人航空機）を用いた短時間かつ広範
囲の撮影と SfM（Structure from
Motion）を用いた 3次元的な画像処理を組み合わせた写
真測量（UAV-SfM測量）が行われ、森林計測への応用も急
速に進展してきた。これまで森林を対象とした UAVを用
いた研究では、上空から撮影した画像による DSMが利用
されているが、それのみで森林内の状況を把握することは
困難であるため、前報では UAVによる林内撮影画像を利
用した森林内調査の可能性について検討した。本研究で
は、UAVによる林内撮影画像の撮影方法及び撮影画像か
ら SfM技術により生成される点群を利用した立木測定手
法について検討を行った。なお、本研究は JSPS 科研費
15K07478・16H02556 及び災害に強い森林づくり推進事業
（三重県）の助成を受けたものである。

P1-038 UAVデータによる人工林の樹冠投影図の作成

湯浅美咲1・矢島由寛1・松岡真如2

1 高知大学農林海洋科学部・2高知大学自然科学系農学部門

間伐後の樹木成長や林内環境を知る際に、樹冠投影図は
有効な情報となる。また、複層林化や針広混交林化におい
ても活用が期待できる。近年、無人航空機（Unmanned
aerial vehicle, UAV）の普及によって、デジタル画像処理
による樹冠投影図の作成が可能になってきた。本研究で
は、UAVで取得された画像から人工林の樹冠投影図を作
成し、その精度評価と作成時の課題の整理を行う。UAV
による動画の撮影は高知大学農林海洋科学部附属演習林の
ヒノキ林で行った。この動画から一秒間隔で静止画像を抽
出し、写真測量ソフトを用いて数値表層モデル（DSM）を
作成した。この DSMから局所最大フィルタ法を用いて樹
木梢端の位置を抽出し、領域拡張法によって各樹木梢端に
属する樹冠の領域を決定した。一方で、現地調査によって
精度評価用の樹冠投影図を作成した。間伐区と無間伐区に
それぞれ 10m×10m の調査区を設け、トータルステー
ションと GNSS によって樹木位置を測量した。同時に、
レーザー距離計を用いて 8方向の樹冠半径を計測し、それ
らから樹冠投影図を作成した。発表では、作成された樹冠
投影図の精度評価と作成工程における各手法の課題を、間
伐区・無間伐区の違いとともに説明する。

P1-039 Changes in forest structural complexity

followed by selection cutting: An analysis

using multi-temporal UAV imagery

SADEEPAJAYATHUNGA・TOSHIAKI OWARI・SATOSHI

TSUYUKI

Graduate School of Agricultural and Life Sciences, The

University of Tokyo

Unmanned aerial vehicle (UAV) imagery can be effec-
tively utilized with digital photogrammetric techniques to
provide detailed automated reconstruction of the three-
dimensional (3D) forest canopy surface. Hence, it provides
an important data source for analyzing forest canopy
structural complexity. Our aim is to explore the appli-
cability of fixed-wing UAV imagery for identifying how
forest structural complexity is affected by selection
cutting at the UTokyo Hokkaido Forest. To achieve this
we (i) acquired UAV imagery before and after harvesting
and built dense point clouds using structure from motion
(SfM) technology for various harvesting rates, (ii) mapped
forest canopy structural complexity for the two time
frames, and (iii) determined the changes by focusing
mainly on the places where selected trees have been
harvested. Preliminary analysis showed that no significant
differences occur at lower harvesting rates.

P1-040 ドローンレーザによる間伐率の異なるヒノキ人

工林の精度検証

敦見亮太1・千代西尾輔1・野川拓馬1・トウソウキュウ2・加藤正

人2

1 信州大学農学部・2信州大学山岳科学研究所

日本の 1千万 ha の人工林は木材利用期を迎えており、
資源の有効利用と林業の成長産業化が期待されている。川
上の林業は山を守り・育てる人が減少する中で、森林調査
や収穫調査は人手によるサンプル調査で行っており、省力
化と正確な森林資源情報が求められている。世界的にス
マート林業が注目されており、先端的なレーザ計測から効
率的な森林の在庫管理と収穫情報をもとに、GISによる森
林管理、IoT機能を持つハーベスタ、クラウドサービスに
よる川上・川中・川下の連携による木材サプライチェーン
である。本研究は高精度で機動性のあるドローンレーザ計
測による異なる間伐強度の試験区にへの応用研究である。
調査地は長野県南箕輪村大芝森林公園の 62 年生のヒノキ
人工林に設定した。2011 年に 3種類の間伐率（強度：50%、
中庸：30%、弱度：20%）で各 40m×50mの試験区で間伐
を実施した。間伐実施から 6 年後、2017 年 10月にドロー
ンレーザでこれら試験区を精密計測した。試験区の DSM
と DEMを解析して、DSMと DEMの差分による CHMを
作成し、それを用いて、ITD法で単木抽出した。このデー
タを 2017 年 5月に実施した現地調査データと比較するこ
とで、間伐率の違いによる間伐効果を検証した。
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P1-041 バイオマス推定に向けた、ドローンによる森林

の樹冠検出手法の検討

米原太一朗1・飯塚浩太郎2・伊藤雅之3・小杉緑子1

1京都大学大学院農学研究科・2東京大学空間情報科学研究セン

ター・3京都大学東南アジア地域研究研究所

森林のバイオマス推定に際して、レーザー距離計や巻尺
を用いて樹高や胸高直径（以下、DBH）を計測する従来の
方法は、人手と時間を要していた。そこで本研究では、無
人航空機（以下ドローン）を用いて撮影した画像から樹高
と DBHを算出する、より簡便かつ正確な手法を模索した。
本手法はまず、ドローン（Phantom4 pro；DJI社）を用い
て、上空から 85% の重複率で森林を撮影する。次に、画
像解析ソフト（PhotoScan；Agisoft 社）を用いて三次元モ
デルおよびオルソ画像を構築する。そこから、数値表層モ
デル（DSM）と数値地形モデル（DTM）を作成し、それら
の差分から樹高を算出する。一方で、地形解析のための
GIS ソフト（System forAutomated GeoscientificAnalysis
（SAGA））を用いて、作成されたオルソ画像から、個体ご
との樹冠の直径や面積を推定する。それらと、現地調査に
基づき作成した「樹冠サイズと DBHの関係式」から、検出
した樹冠に対応する DBHを算出する。滋賀県南部の桐生
水文試験地（面積 5.99 ha、平均気温 14.2℃、年降水量 1835
mm）において、1959 年植栽のヒノキ林を研究対象とし
た。試験地南東のタワー周辺の樹木 51 本に対して、樹高
と DBHの算出精度を検証した。

P1-042 広域の旧薪炭ブナ林における異なるスケールで

のブナ資源量推定の方法

成澤慎太郎1・二宮浩介2・村上拓彦1・塚原雅美3・伊藤幸介3・箕

口秀夫1・紙谷智彦1

1新潟大学農学部・2愛知県庁・3新潟県森林研究所

用材林に誘導された旧薪炭ブナ林の広域資源量と伐採可
能量を把握するために、衛星写真、UAV空中写真、航空写
真を活用したマルチスケールでの評価を試みた。調査は新
潟県魚沼市の大白川生産森林組合が所有する 1300 ha の民
有林で行った。最初に、ブナ開葉直後の 4月中旬に撮影さ
れた衛星写真を画像分類して、ブナ林域を確定した。その
中の 2 林分 2.83 ha において、開葉中と落葉後に UAV 撮
影した高解像度の画像を重ねてオルソ化し、単木単位の樹
冠図を作成した。全 1394個の樹冠に対応する立木は、毎
木調査によって材積を求め、樹冠面積から立木材積を推定
する式を作成した。さらに、すべてのブナ林域を撮影した
航空写真から詳細なブナ樹冠分布図を作成し、樹冠サイズ
が類似したエリアをポリゴンで囲むとともに、全域を 50
mメッシュで切り込んだ。同一エリアに含まれる各メッ
シュから明瞭で平均的なサイズの樹冠を 10個抽出し、そ
のエリアの平均樹冠面積を算出した。各メッシュの林冠被
覆面積を平均樹冠面積で除して立木密度を算出するととも
に、前述の立木材積推定式からエリアごとの材積を求め、
これを積算して全域のブナ資源量とした。

P1-043 宮崎県美郷町におけるアラカシ林分布推定マッ

プの作製およびその検証

岡本 南1・光田 靖1・小田三保2

1 宮崎大学農学部・2宮崎県林業技術センター

宮崎県北部ではアラカシを原木とした白炭（日向備長
炭）の生産が盛んであり、日本三大備長炭の産地となって
いる。個人生産者は生産のたびにアラカシ占有率の高い林
を立木買いし、自ら伐採して原木を得ている。しかし、今
まで利用されてきたアラカシ林の場所を知らない Iターン
新規参入者は原木を安定的に確保しにくいなど、アラカシ
林の空間分布が生産者全体で共有されていないことが日向
備長炭の持続的生産を考える上での問題となっている。そ
こで広域におけるアラカシ林の空間分布を把握するため、
Landsatデータによる常緑広葉樹林の抽出およびアラカシ
の立地特性に着目した常緑広葉樹林からのアラカシ林抽出
を組み合わせたアラカシ林抽出手法の開発を試みた。その
結果、春夏冬 3シーンの Landsatデータ、標高および傾斜
を変数とした RandomForest法によって、高い精度で常緑
広葉樹林抽出が可能であった。また DEMを用いて計算さ
れた谷度を説明変数とする一般化線形モデルによって、高
い精度でアラカシ林抽出が可能であった。これらの手法を
用いて、美郷町を中心とする 15km四方の範囲を対象に
10m解像度のアラカシ林分布推定マップを作成し、現地
で推定結果の検証を行った。

P1-044 四国の竹林の衛星データを用いた抽出

豊永竜司1・高尾弥優1・松岡真如2

1 高知大学農林海洋科学部・2高知大学自然科学系農学部門

全国的に問題となっている竹林の拡大は四国でもいたる
所で見られる。竹は地下茎によって広がってゆくため、竹
林分布の現状を把握することが効果的な対策への第一歩と
なる。本研究では、四国を対象に、衛星データを用いて竹
林の抽出を行う。衛星データは Sentinel-2Aに搭載された
MultiSpectral Instrumentである。2017 年 4月 4日のデー
タを、空間解像度 10mの平面直角座標系（IV系）に幾何
補正して使用した。抽出と評価に用いる教師データは、高
解像度衛星画像の目視判読と既存の土地被覆分類図から取
得した。前者では Google Earth を用いて四国 4 県の竹林
を 1207ヶ所取得した。後者には JAXAの日本域高解像度
土地利用土地被覆図（バージョン 16.09）を衛星データと同
じ投影に変換して使用した。抽出の手法は機械学習の一つ
である Support Vector Machineとした。教師データの 2
つのグループに分け、一方を学習に、他方を抽出精度の評
価に用いた。抽出の評価には、竹林と他の土地被覆カテゴ
リとを合わせた混同行列（Confusion Matrix）を用いた。
発表では分類精度とともに誤分類の傾向や空間解像度との
関係性について説明する。
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P1-045 Annual visual interpretation of Landsat

imageries for identifying land cover and

changing analysis from 2000-2016

KISWANTO1,2・TSUYUKI, SATOSHI1

1Graduate School of Agricultural and Life Sciences, The

University of Tokyo・2Faculty of Forestry, Mulawarman

University

Capturing accurate and timely land covermap is needed
to detect the annual changes that significantly affect
ecosystem-economic interactions and environmental prob-
lems. Remote sensing technologies have been widely used
for obtaining spatial data for the environmental state of
agriculture, forestry, and other land uses. In this study, we
complete yearly land cover maps and annual change for
2000 to 2016 by visually interpreting Landsat images.
Visual interpretation was selected as the method used
because it allows the interpretation of images with cloud,
illumination, shadows and bright surfaces, which is a
significant limitation in the study area. Our results
indicated natural forest areas decreased while plantation
forest and other land cover classes increased from 2000 to
2016. Tropical dryland forest dominated more than half of
the East Kalimantan area, but the most significant threat
to land occupation was from dry shrubland.

P1-046 全天球カメラを用いた林床植生の植被率の推定

安野 諒1・長島啓子2・田中和博2

1京都府立大学生命環境学部森林科学科森林計画学研究室・2京

都府立大学

近年、一度の撮影で 360°すべての方向が撮影できる全
天球カメラが注目されている。本研究では全天球カメラ
「RICOH THETA S」で撮影した全天球画像から植被率を
数値で求められるか検討した。京都市左京区の宝ヶ池公園
の尾根、斜面、谷部で、撮影高度（1.2m、1.6m）、プロッ
トサイズ（3m、5m、7m、10m）で撮影した計 24枚の全
天球画像から画像解析によって推定植被率を算出した。そ
して、現地調査で得た目視植被率と比較した。画像解析は、
まず全天球画像を切り取り、編集可能な JPEGイメージと
して保存した。その画像の彩度、明るさ、コントラストを
上げ、RGB成分毎に分割した。分割した greenの画像か
ら red の画像を引き算し、その画像からフリーソフト
「CanopOn2」を用いて植被率を推定した。その結果、最大
誤差 10.2、最小誤差 0、RMSE4.955 となった。また、プロッ
トサイズが 7mの時に誤差が小さくなる傾向がみられた。
地形により誤差の違いが見られたため、更に推定方法を改
良していく必要がある。

P1-047 スギ幼齢林分における最適下刈りスケジュール

の検討

福本桂子1・太田徹志2・溝上展也3・吉田茂二郎3・寺岡行雄4・加

治佐剛4

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学持続可能な社

会のための決断科学センター・3九州大学大学院農学研究院・4鹿

児島大学農学部

近年、林業の採算性が悪化していることから、高いコス
トを占めている育林初期コストの削減が求められている。
その中でも、下刈りコストの削減が重要な課題である。下
刈りコストの削減を図る際には、なるべく植栽木の成長が
よく、作業時間の短い下刈りスケジュールを検討する必要
があるが、検討した事例はない。そこで、本研究ではスギ
植栽木の樹高成長がよく、下刈り作業時間も短い最適下刈
りスケジュールを検討することを目的とした。下刈り回数
が 3回の場合に考えられる全ての下刈りスケジュール別に
下刈り終了時点でのスギ樹高と累積下刈り作業時間を推定
し、それぞれについて多重比較によるグループ分けを行っ
た。この結果をもとに最適な下刈りスケジュールの検討を
行ったのでその結果を報告する。

P1-048 Growth of high-value timber species in

natural forests under selection system in

northern Japan

Kyaw ThuMoe1・Owari, Toshiaki2・Kasahara,Hisatomi2・

Ogawa, Hitomi2

1 Department of Forest Science, Graduate School of

Agricultural and Life Sciences, The University of Tokyo・
2 The University of Tokyo Hokkaido Forest, Graduate

School of Agricultural and Life Sciences, The University

of Tokyo

Understanding individual tree growth of economically
high-value timber species, such as Monarch birch (Betula
maximowicziana) and castor aralia (Kalopanax septem-
lobus), is crucial for the reliable application of the selection
system and also for the simulation and development of
various management options. In this study, we examined
the individual tree basal area growth of high-value
broadleaved timber species in a cool-temperate mixed
forest in central Hokkaido managed under selection sys-
tem. Individual tree data were obtained from permanent
sample plots at the University of Tokyo Hokkaido Forest
in which all trees with DBH greater than 5 cm have been
measured at 5 year intervals. Inventory data from 31 plots
measured between 1968 and 2016were used for this study.
We also examined the stand level density and basal area of
high-value timber species during the first measurement
intervals and last intervals.
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P1-049 アカエゾマツの促成育苗

前田雄介・玉井 裕・宮本敏澄

北海道大学大学院農学院

アカエゾマツコンテナ苗の育苗期間を短縮することを目
的として長日処理、水耕処理および木炭施用の有効性につ
いて検討した。播種床から水耕栽培器に移し 2か月間育成
した苗をコンテナに移植し 100日間育成した。コンテナに
は JFA150、Mスターコンテナを使用し、それぞれ培土に
は蝦夷砂とピートモスに木炭を 0、10、20%添加し用いた。
白色 LEDを使用し 16 時間日長で照射した。水耕処理後
の苗は苗高 6.3 cm根元径 1.1mmであった。コンテナ育成
後の苗は JFA150 では木炭無施用区で地上部の成長が最も
良好で苗高 14.2 cm根元径 2.7mm であった。いずれの試
験区においても根鉢の形成は確認されなかった。M ス
ターでは木炭 10% 施用区で最も地上部の成長が良好で苗
高 15.4 cm根元径 3.4mmであった。木炭 10、20% 施用区
において根鉢の形成が確認された。以上より水耕処理から
Mスターコンテナにピートモスを培土として木炭を 10%
施用し移植、長日条件下で育成することが最適条件である
と判断した。この条件により育成を続けるとコンテナに移
植後 150日で 2号苗の規格（苗高 20cm かつ根元径 4mm
以上）に達した。以上より播種から 11 か月で山出し可能
なアカエゾマツコンテナ苗を生産できることが示唆され
た。

P1-050 暗所処理によるスギコンテナ苗の伸長成長制御

染谷祐太郎・丹下 健

東京大学大学院農学生命科学研究科

一貫作業システムの普及には、植栽に適したサイズのコ
ンテナ苗を通年供給するための伸長成長を制御する育苗技
術が必要である。本研究では、暗所処理によるスギコンテ
ナ苗の伸長成長抑制効果と苗木の生理活性への影響を調べ
た。スギ実生 1年生コンテナ苗（JFA150）を供試し、5月
から 10月にかけて暗所処理を 1ヶ月または 2ヶ月施し、未
処理苗と比較した。各処理の供試苗数は 20個体である。
処理中は 3-4日おきに潅水した。当年シュートの水分特性
値を P-V曲線法により測定した。各処理 14個体ずつ苗畑
に植栽し、1ヶ月後に掘り取り、根鉢から土壌中に伸長した
細根量を調べた。いずれの月も暗所処理によって 3週間以
内に苗の伸長成長が停止した。6月の 1ヶ月処理で 10個
体、7月・8月の 2ヶ月処理でそれぞれ 5個体・2個体が枯
死した。いずれの月も暗所処理によって細胞内の溶質濃度
の低下による乾燥ストレス耐性の低下は明瞭ではなかっ
た。植栽後の枯死は 7月・8月植栽の 1ヶ月処理で 2個体
ずつ、8月植栽の 2ヶ月処理で 1個体と少なかった。植栽
後の細根成長量は 10月の処理苗で未処理苗より有意に少
なかったが、それ以外の月では処理苗と未処理苗で有意な
差は認められなかった。

P1-051 生分解性ペーパーポット苗の植栽後 1年間の成

長と容器劣化

古里和輝・伊藤 哲・平田令子

宮崎大学大学院農学研究科

主に蔬菜用で利用される生分解性ペーパーポット苗は、
コンテナ苗と同様に培地と根系が一体化しており、植栽時
の水ストレスを受けにくいとされる。また、育苗容器ごと
植栽できるためコンテナ苗に比べて培地の崩落や根の折損
が起きにくいと予想される。一方で、ペーパーポット苗の
育苗容器には根巻き防止の機構がなく、容器ごとの植栽を
行うため、植栽後の活着や成長、根系の発達形態について
明らかにする必要がある。そこで本研究では、ペーパー
ポット苗の利用可能性を明らかにすることを目的として、
ペーパーポット苗とコンテナ苗の春植栽試験を行い、1生
育期間の成長と根系発達を比較した。その結果、コンテナ
苗ではやや樹勢の低下が見られたのに対してペーパーポッ
ト苗では樹勢は低下せず、伸長成長と肥大成長は苗種間で
差はなかった。またペーパーポット苗の根は、容器を突き
破っての伸長をしており、コンテナ苗と同様に水平根と斜
出根の発達が認められ、植栽 1年目の段階ではルーピング
の発生はなかった。このことから、ペーパーポット苗はコ
ンテナ苗と同等の活着と成長が期待できると考えられた。

P1-052 マツ枯れ海岸林に植栽した広葉樹の活着に及ぼ

す残存林冠と土壌改良の効果

米山隼佑・紙谷智彦

新潟大学大学院自然科学研究科

本研究はマツ枯れの激しい内陸側の海岸林において、常
緑広葉樹へ樹種転換するための適切な環境条件（光環境と
土壌環境）と土壌改良の方法を明らかにする。2015 年 3月
にクロマツが残存し広葉樹が侵入したマツ枯れの激しい新
潟市の海岸林に、タブノキ 830 本を試験植栽した。植栽苗
は、植鉢の種類で普通鉢・深鉢の 2種類、植え穴の処理方
法で無処理・パーライトの 2種類を組み合わせた計 4通り
である。光環境は苗木の直上での光合成有効光量子束密度
の相対値（rPPFD）を、土壌環境は8月上旬の真夏日にお
ける苗木周辺の地表下 10cm の地温と土壌水分を測定し
た。rPPFD の平均値で密林冠と疎林冠に分けたところ、
密林冠に比べ疎林冠の苗で生残率が 17% 低かった。疎林
冠の下では光量と地温が高く、それによって土壌が乾燥し、
活着率が低下していた。3成長期を経た生残率は、従来植
栽に比べ、パーライト施用で 17%、深鉢ポットでは 27%
高かった。したがって、マツ枯れが進む海岸林へのタブノ
キの植栽では、残存したクロマツ樹冠や侵入した広葉樹の
樹冠下に、乾燥を防ぐための深鉢や土壌改良が効果的であ
る。

― 133 ―

27
日

口
頭
発
表
・
ポ
ス
タ
ー



P1-053 海岸防災林再生地に植栽した広葉樹の生長：防

風ネットとマルチング材の効果

古幡奏未・武田浩太・熊谷 唯・牧口未和・伊藤貴則・高橋一秋

長野大学環境ツーリズム学部

気象条件が厳しい海岸防災林再生地では、苗木の状態や
植栽後の保育管理が苗木の生長を大きく左右する。本研究
では、2Lペットボトルを 2 つ縦に連結して作製した植木
鉢を使って苗木を生産・植栽し、その後 1年間の苗木の生
長に防風ネットとマルチング材が与える効果を検証した。
2017 年 5月に 3 年生苗木 100 本（コナラ 40 本、ヤマザ

クラ 40 本、ヤマグワ 15 本、ムラサキシキブ 5 本）を「みや
ぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動」対象地（山元地区）
に植栽した。円柱形の植栽穴（直径 30 cm、深さ 30cm）を
掘削し、苗木との隙間には土壌改良材（人工土壌、バーミ
キュライト、パーライト、バーク堆肥=15：2：2：2 で配合）
を導入した。同年 6月に、2mmメッシュの防風ネット（9
つの面積区画〔1.4m×1.4m、1.4m×2.8m、…、約 9.8m×
28.0m〕で各 1∼2 区画ずつ）とマルチング材（ジュート麻、
麻袋、ヤシマット、藁を各 20枚ずつ）を設置した。
一般化線形混合モデルと AIC を用いたモデル選択を

行った結果、苗木の「枝・幹枯れ率」は「防風ネットの区
画面積」と「防風ネットまでの最短距離」から有意な正の
効果を受けていた。したがって、防風ネットは植栽後の苗
木の生長にとって効果があることが示された。

P1-054 マツ枯れが激しいクロマツ海岸林に自然侵入し

たシロダモの刈り出し更新

中山美智子・紙谷智彦

新潟大学大学院自然科学研究科

本研究は遷移が進行したマツ枯れの激しい海岸林におい
て、シロダモの天然更新稚樹を活かした海岸林再生のため
の施業法を検討する。新潟市四ツ郷屋浜海岸林に設置した
100m×100m の調査区内には 6,600 本のシロダモ稚樹が
更新していた。その分布は偏在しており、また、低木類の
繁茂で樹高成長が制限されていた。そこで、シロダモ天然
更新木の分布密度が低い 10m×100m のベルト 2本で 2m
以下の低木のみを伐採してシロダモとタブノキを混植し
た。また、天然更新稚樹を刈り出すために、10m おきに
10m×100m の下刈りと対照のベルトを 5回繰り返し、そ
れぞれの生残率と樹高成長を測定した。生残率は、天然更
新木では刈り出しの有無によって差はなく、植栽木では下
刈りによって低下した。樹高成長は、天然更新木では刈り
出しによって促進し、植栽木では植栽 1∼2 年目では下刈
り無しで大きかった。シロダモの天然更新稚樹を被陰する
低木層の樹種は、葉層の位置によって被陰強度が異なった。
したがって自然侵入しているシロダモ稚樹は直接被陰する
樹種を選択的に刈り出すことが効果的である。これらの結
果から、天然更新稚樹を活用するための刈り出しの方法を
明らかにする。

P1-055 異なる環境に置かれたトベラ苗の葉の光合成特

性

石渡雄基1・上村真由子2・丸山 温2

1 日本大学大学院生物資源科学研究科・2日本大学生物資源科学

部

トベラは海岸の裸地から暗い林床まで様々な環境で生育
する。こうしたトベラの環境応答能を評価する目的で、異
なる光環境下に置いた苗の成長と葉の形態、光合成特性を
調べた。日本大学生物資源科学部藤沢キャンパス内の常緑
林下（相対光強度約 30%）で 2015 年 12月から半年間生育
させた苗を、2016 年 5月に同じ敷地のヤブツバキ林下（同
約 10%、以下 A区）とイチョウ林下（同約 60%、以下 B
区）、全天光下の屋上（以下 C区）に移動させ、一部の個体
はそのまま置いた（以下 D区）。2 成長期間生育させた結
果、成長は暗い A区や強光下の C区と比べて中間の B・D
区が良好であった。C区では個葉の面積やクロロフィル含
量の指標となる SPAD値が小さく LMA（葉乾重/葉面積）
が大きい陽葉の特徴を示した。光合成の光補償点は A・D
区が B・C区と比べて低かったが、最大光合成速度は D区
が最も高かった。このようにトベラでは光環境に対して一
定の適応が認められ、ある程度の被陰下で生理的機能や成
長が最も良好になることが示された。C区に移動させた苗
では 1年目の夏季に葉の黄変や枝の部分枯れが発生したこ
とから、裸地へ植栽する場合には生育する光環境の前歴に
注意する必要がある。

P1-056 気象及び立地条件が暖温帯の海岸クロマツ林へ

の広葉樹侵入へ与える影響

中島有美子・吉﨑真司

東京都市大学大学院環境情報学研究科

管理不足やマツ材線虫病被害を受けた海岸クロマツ林で
広葉樹の自然侵入が確認されている。本研究はマツ材線虫
病被害を受け、クロマツ林が消失もしくは疎林化した暖温
帯の海岸林を対象に、広葉樹の個体密度、種組成と気象・
立地条件の関係を検討し、海岸クロマツ林の広葉樹林化の
可能性を検討することを目的とした。
マツ材線虫病被害跡地の海岸クロマツ林として侵入程度
の異なる千葉県∼宮崎県内の広葉樹の海岸林を調査対象地
とした。樹高に応じて 5m×5m∼10m×10m の方形区を
計 200 地点設置し、樹高 1.2m以上の木本類を対象に樹高、
胸高直径を測定した。気象・立地条件としては温良指数、
最寒月平均気温、年間降水量、方位別の月平均風速、方位
別の 10m/S以上の風速の予測回数、地形、汀線からの距
離、土性を方形区毎に求めた。
確認された広葉樹は海岸風衝林及びタブ型林の構成種が
多くを占めた。広葉樹の個体密度は方位別の月平均風速、
方位別の 10m/S以上の風速が大きくなると高くなる傾向
にあり、風環境が広葉樹林化の可否に影響する可能性が示
唆された。また、種組成は温良指数、地形、汀線からの距
離、土性に応じて変化する傾向が認められた。
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P1-057 スギ・ヒノキ人工林への広葉樹侵入に及ぼす母

樹からの距離と森林施業の影響

横沢広朗1・戸田浩人2・崔 東壽2

1 東京農工大学大学院農学府・2東京農工大学大学院農学研究院

針葉樹人工林の多くが利用期を迎えるなか、管理が行き
とどかない人工林を整備する方法の一つとして広葉樹林化
が挙げられる。より省力的に適切な広葉樹林を造成するた
めに、天然下種更新を利用して広葉樹を導入することが有
効である。しかし、人工林内への広葉樹の種子散布と実生
の発生・定着を同所的に調査した例は少ない。本研究では、
皆伐・間伐・非間伐のスギ・ヒノキ林内での 2年間の散布
種子と実生の発生、および強度列状間伐後 5年目の広葉樹
稚樹の侵入状況を調べ、種子散布と実生発芽から定着の可
能性を考察した。調査地は東京農工大学 FM草木（群馬
県）、FM唐沢山（栃木県）の、斜面上部に天然生広葉樹林
が存在する人工林に設けた。各地点で広葉樹林から人工林
内へ 10mごとに 2m×2mの方形区を設置し、発生する実
生の樹種と個体数を調べた。FM草木では、散布される種
子も調べた。その結果、10m 程度までは隣接広葉樹林に
ある遷移後期の高木種の重力散布と定着がみられた。ま
た、30m離れても風散布や鳥散布で埋土種子となる高木
種の発生はみられるが、低木の先駆種に被圧されていた。
発表では、今後の広葉樹林化施業方法についても検討する。

P1-058 スギ人工林における間伐強度が木材生産・生態

系サービスに及ぼす影響

根岸有紀1・林 誠二2・松尾 歩1・岡野邦宏3・多田千佳1・鈴木

政紀1・清和研二1

1 東北大学大学院農学研究科・2国立環境研究所・3秋田県立大学

生物資源科学部

【背景・目的】持続的な人工林施業には木材生産と生態系
機能の両立が重要であるが、両者の両立を検証した例はな
い。本研究は間伐強度を変えたスギ人工林における 14 年
間の調査から、種多様性および生態系サービス（N 循環）
の回復状況、スギと広葉樹の木材生産（材積、DBH、材質
に関わる形質）を調べた結果を報告する。【方法】本数間伐
率で 0%（対照区）、33%（弱度区）、67%（強度区）の三段
階の強度の間伐を植林後 20 年、25 年生時の 2 回行った。
【結果】種多様性は弱度区では下層レベルでのみ、強度区は
林冠レベルでも増加した。さらに間伐強度が高いほど土壌
間隙水中の無機態 NO3

−量が減少した。これは林冠レベ
ルの混交により地下部細根量が増加したためと考えられ
る。スギ・広葉樹を合わせた林分材積成長量は無間伐・弱
度区に対し強度区が最も低かったが、直径成長量と広葉樹
材積成長量は強度区が最も高くなった。【まとめ】弱度間
伐はスギの木材生産には適するが生態系機能の回復の程度
は低い。一方、強度間伐は林冠レベルで種多様性が回復し、
生態系機能の高次の発揮が期待できる。一時的に低下した
木材生産も長伐期化によって広葉樹生産による補完が可能
になるだろう。

P1-059 旧薪炭ブナ林のブナ前生稚樹を被陰する低木 7

種の下刈りによる光環境改善

生亀史恵1・北上夏陽子2・塚原雅美3・伊藤幸介3・箕口秀夫1・紙

谷智彦1

1新潟大学農学部・2新潟県・3新潟県森林研究所

本研究は、用材林に誘導した旧薪炭ブナ林において、ブ
ナ前生稚樹の成長を促すための施業方法を検討する。稚樹
の成長は、林冠疎開の有無による林冠下の光環境、下刈り
前後での低木樹種の被陰強度の変化、高さの異なるブナ稚
樹の伸長成長量で評価した。調査は、新潟県魚沼市の旧薪
炭ブナ林約 3 ha において実施し、31 か所の 5m×10m の
調査区に出現した 0.5m 以上のブナ稚樹と低木樹種の樹
高、および、その中に設置した各 20個の 1m×1mの調査
枠に出現した 0.5m未満のブナ稚樹の樹高を記録した。さ
らに、16個の調査区に 10 か所の刈り出し枠を設置し、低
木樹種刈り払い前後の光環境を測定した。
その結果、疎開した林冠下では良好な光環境の下でブナ
稚樹の樹高成長は良好であるが閉鎖した林冠下では、林冠
の被陰の影響が強く、100 cm 以上に成長できなかった。
閉鎖林冠下では刈り出し効果が見られず、疎開林冠下では
林冠下の光環境が良いほど刈り出し効果が高かった。低木
層ではササの被陰効果が極端に高かった。低木層を優占す
る 7樹種の間で、地上高による被陰の特徴はあったが、そ
の効果には明確な差は無かった。これらの結果をもとに、
ブナ用材林の更新方法を検討する。

P1-060 島根大学三瓶演習林コナラ二次林における人為

的管理が実生更新に及ぼす影響

酒井若菜1・久保満佐子2・尾崎嘉信3

1 島根大学大学院生物資源科学研究科・2島根大学生物資源科学

部・3島根大学生物資源科学部附属生物資源教育研究センター

【背景・目的】近年、コナラ二次林の多くが伐採されず高
齢化が進み、日本海側のコナラ二次林ではナラ枯れによる
コナラの枯損が拡大している。島根大学三瓶演習林のコナ
ラ二次林でもナラ枯れによりコナラの林冠木が減少してい
るが、ナラ枯れ後の森林の再生については明らかではない。
そこで本研究では、ナラ枯れ後のコナラ二次林における散
布種子と実生の更新、刈り取り（林床植生を刈り取り後、
放置する）、持ち出し（刈り取り後、外に持ち出す）、掻き
起し（持ち出した後、表層土壌を掻き起す）の林床処理に
対する高木性樹種の実生の更新を調べ、林床処理の効果を
明らかにする。
【結果・考察】本演習林のコナラ二次林では、構成樹種の
散布種子が多く確認され、ウリハダカエデ、クマノミズキ、
コナラなどが多かった。林床に生育する実生は 0.1 本/m2

と少なく、樹種はカエデ属が多かった。一方、林床処理に
よりクマノミズキやアカメガシワ、リョウブなどの高木性
樹種の実生が多く、刈り取りで 4.6 本/m2、持ち出しで 45.4
本/m2、掻き起しで 45.4 本/m2 の高木性実生が確認された
ことから、刈り取り後の持ち出しにより実生の更新が可能
になっていると考えられた。
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P1-061 表土の残し方の違いは天然更新に関わる土壌特

性を変化させるか？

山崎 遥1・吉田俊也2

1 北海道大学大学院環境科学院・2北海道大学北方生物圏フィー

ルド科学センター

樹木の天然更新を促進する掻き起こし作業において、表
土を多く残すことによる成長の改善が注目されている。し
かし、表土を残す方法の違いは考慮されてこなかった。そ
こで複数の作業種を対象として、更新に影響すると考えら
れる表層土壌の諸特性を比較した。北海道大学研究林内
で、通常の掻き起こしと、表土を意図的に残す作業 2種
（取り除いた植生および表土を施工地に敷き戻す作業：表
土戻し、および、植生を除去する際に表土をふるい落とす
作業：ふるい落とし）を実施した。施工後の表土の特性に
は、表土を残すふたつの作業種間で差が認められた。ふる
い落とし処理箇所の土壌硬度や残存根茎量は表土戻し処理
と有意に異なっており（硬度が高く、根茎量は少ない）、む
しろ通常の掻き起こし処理に近い値だった。また、土壌の
含水率は、表土戻し処理において高い箇所が多かった。こ
のように、表土を残す作業の効果は作業法によって大きく
異なることが明らかになった。掻き起こし地では乾燥が実
生の定着をしばしば妨げることから、表土戻しは更新をよ
り促進しうる作業であることが示唆された。本発表では上
記の結果に加え、植生の定着状況も踏まえた作業の選択に
ついて議論する。

P1-062 かきおこし処理は針葉樹の更新を促すか：強度

の異なる土壌撹乱の影響

鈴木ななみ1・吉田俊也2

1 北海道大学大学院環境科学院・2北海道大学北方生物圏フィー

ルド科学センター

北海道の森林においては、重機を用いたかきおこし処理
が広く行われてきた。処理後は一般にカンバ類が優占する
が、初期には針葉樹の更新も見られることから、それらを
活かして植栽コストを削減することが期待されている。本
研究では、針葉樹の更新に適したかきおこしの方法を明ら
かすることを目的とした。針葉樹（特にトウヒ属）の更新
は、鉱物質層が露出する土壌で多いこと、また、表土の量
が多いとカンバ類の更新が盛んになることが知られてい
る。そこで、表土の量が少ない処理で針葉樹の本数密度が
多くなるという仮説を検証した。2004 年に、残る表土の量
を変えて 3種類（表土多・中・少）のかきおこし処理を行
い、経年的に稚樹調査を行った。処理後 5年目の時点でト
ドマツの稚樹密度は、表土の量が少ない処理で有意に高
かった。一方、アカエゾマツは処理間で差は見られなかっ
た。しかし 10・13 年目には表土の量が多い処理で両樹種
共に本数密度が極端に低下すると共に、表土が少ない処理
では樹高や成長が高く、長期的にみれば仮説は支持された。
ただし、表土が中程度の処理との差は小さく、表土の量が
多くなければ、両樹種の定着はある程度促進されることが
示唆された。

P1-063 発芽床としての蘚類の形態と状態がヒノキの発

芽に与える影響

木下勇作・大住克博

鳥取大学農学部

ヒノキ実生はリター（L）上で少なく、地表・倒木上など
の蘚苔類（コケ）の上で多い。先行して行ったヒノキ人工
林内での野外調査および発芽実験では、ヒノキ実生の成立
はマット状のカガミゴケ上で促進され、立体的なシッポゴ
ケ上で阻害さることを明らかにし、その差は、コケの形態
により種子の水分環境が異なるためと推測した。今回は、
コケが抗菌性を持つことで、ヒノキ実生の病害が回避され
ている可能性を調べるために、上記 2種のコケの枯死体に、
マット状構造を持ち抗菌性は低いと推測されるハイゴケの
生/枯死体を加え、母材として発芽試験を行った。その結
果、ハイゴケの生体及び三種全ての枯死体でカビが発生し、
発芽本数は極端に減少し、それらの抗菌性が低いことが予
測された。さらに、コケの組織が抗菌性を持つことを確認
するため、L層およびカガミゴケ、シッポゴケ、ハイゴケ
の生/死サンプルそれぞれの懸濁液を組み合わせて培地に
散布し。カビの発生状況を観察した。その結果、カガミゴ
ケ生体の懸濁液には、L層の菌に対する抗菌性があると考
えられた。以上のように、ヒノキ実生成立に関するコケの
効果は、種と構造、生死により異なると考えられた。

P1-064 カラマツ天然下種更新地における初期成長と下

刈りの効果

松永宙樹1・斎藤仁志2・城田徹央2・植木達人2・大矢信次郎3

1 信州大学大学院総合理工学研究科・2信州大学学術研究院農学

系・3長野県林業総合センター

カラマツの天然更新誘導にあたっては、初期に高密度に
更新しても、他の雑草木との競合によりその後成林しない
可能性が考えられる。本研究では、カラマツ天然下種更新
地において、実生の初期成長と競合状態を調査すること
で、下刈りの効果とその必要性を明らかにすることを目的
とした。調査地は長野県南佐久郡北相木村の山木村有林で
ある。2014 年に小面積皆伐と地表面の掻き起こしが行わ
れ、2015 年の春に実生の発生が確認された。
調査地に 20m×2m のプロットを 3 箇所設置し、2016

年∼2017 年の 2年間、実生の調査と競合状態を把握すると
同時に、異なる下刈り処理を実施し、下刈りの効果を検証
した。競合状態を考慮して実生成長量をモデル化するた
め、SfM技術を用いて雑草木群落の 3次元情報を把握し
た。分析の結果、無処理区でも競合状態の低い個体は、D2

H増加量が大きかった。しかし、良好な成長を示した個体
の割合は、下刈り処理区では約 40% であったのに対し、無
処理区では 13% 程度と大幅に少なかった。順調な成林を
促すうえでは、初期本数密度と競合状態を考慮し、状況に
応じて下刈り処理を行う必要があると考えられた。本研究
は JSPS科研費 26450222 の助成を受けたものです。
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P1-065 ケニアの自生竹 Arundinaria alpinaの地上部

現存量推定

笹原千佳・柴田昌三

京都大学大学院地球環境学堂

ケニア山岳部では自生竹 Arundinaria alpinaが自生して
おり、住民によって利用されている。同国では、各県ごと
森林管理区が設定されており、住民は森林管理区内の共用
農林地を利用することが出来る。その一方で、その他の区
域は森林保全区となっているため立ち入りが禁止されてい
る。本研究では、自生竹生育地であるカマエ森林管理区に
おける森林保全区と共用農地内それぞれの竹林の地上部現
存量を推定することを目的とした。調査では、毎竹調査と
伐倒調査を行った。毎竹調査では、森林保全区及び共有農
林地内それぞれに 5箇所及び 2箇所のプロット（10×10
m）を設置し、プロット内の全ての竹の DBHを計測した。
伐倒調査では、50 本の竹を伐り出し、それぞれの長さと乾
燥重量を計測した。その結果、自生竹の地上部現存量は森
林保全地区で 46.33 t/ha、共用農林地で 15.102 t/ha であっ
た。森林保全地区内における竹密度は 19980 本/ha、共用
農林地では 15200 本/ha であった。立竹の胸高直径は、森
林保全地区では胸高直径 3 cm を中心に一山型の分布傾向
がみられたが、共用農林地では、森林保全地区と比較して
2cm以上の竹が少なく、住民によって 2cm以上の竹が利
用されていると考察された。

P1-066 マレーシア・サラワク州のブナ科植物の垂直分

布と DNAバーコーディング

渡邉大地1,2・大久保達弘1・逢沢峰昭1・原 正利3・Rantai

Jawa4・Paul P.K. Chai5

1宇都宮大学農学部・2宇都宮大学大学院農学研究科・3千葉県立

中央博物館生態・環境研究部・4サラワク林業公社・5サラワク州

森林局

東アジアおよび東南アジアのブナ科植物は中国南部から
インドシナ北部、ボルネオ島に分布するが、近年ボルネオ
では森林減少や断片化が進行している。本研究はボルネオ
島・サラワク州に生育するブナ科植物の垂直分布様式を把
握し、採取個体の葉緑体 DNAの rbcLaおよびmatK部分
配列を用い、外部形態に基づく種同定との整合性と併せて
DNAバーコーディングの有用性を検討した。本研究では
同州クチン、エンカリおよびバラム川の各流域で採取した
457個体（4属 77種）の垂直分布を Tree Flora of Sabah
and Sarawak（TFSS）（Soepadomo 2000）およびキナバル
山（Beaman 2005）のデータと比較した。結果 TFSSに記
載されている標高分布を超える種や新産地種が 15種見ら
れた。また出現のピークがジャワ島では標高 1400∼1800
m（A.van der Kaars et al.1995）、スマトラ島西部では
400∼700m（Fujii 2006）に出現のピークがあるのに対し、
ボルネオ島サラワク州では 500∼600m および 900∼1000
m にピークがみられ、樹種構成に地域差が認められた。
DNAバーコーディングでは葉緑体 DNAの上記 2領域を
用いた結果、種同定能は 34.5% であったため、遺伝子間領
域の trnH-psbA領域を加え、同定精度の向上を図った。

P1-067 シオジ（Fraxinus spaethiana）の遺伝子流動

に渓流沿いの個体が果たす役割

小西雄大・齊藤陽子・井出雄二

東京大学大学院農学生命科学研究科

シオジは冷温帯渓畔林の主要な構成種で、谷壁斜面に優
占林を形成する一方、谷底の渓流沿いでは線状に連続分布
する。秩父山地における先行研究では、谷壁斜面集団間で
遺伝的多様性が同程度に保たれていること、また渓流沿い
で広範な遺伝子流動が起きていることが示唆されており、
集団間遺伝子流動の経路として渓流沿いのシオジ個体の寄
与が考えられる。そこで本研究では、秩父山地の入川流域、
東谷流域で渓流沿いシオジ林と谷壁斜面集団との間での遺
伝子流動を明らかにし、前述の仮説を検証した。核 SSR
マーカー 14座を使用し 566個体を解析した。
入川流域では、STRUCTURE解析において渓流沿いの
大部分の個体と谷壁斜面集団が同一クラスターに分類さ
れ、さらに移入率推定や親子解析の結果、渓流沿いから谷
壁斜面への遺伝子流動が逆方向に対し卓越していることが
推定された。したがって、渓流沿いのシオジ個体は谷壁斜
面集団間の遺伝子流動に一定の貢献をしうると考えられ
る。一方、東谷流域では渓流沿いと谷壁斜面が異なるクラ
スターに分類され、さらにこれらの間に明瞭な遺伝子流動
は確認されなかったため、渓流沿いの個体の集団間遺伝子
流動への寄与は小さいと推察される。

P1-068 Genetic diversity and spatial genetic struc-

ture in different stages of Parashorea

malaanonan

TINIO, CRUSTY1・San Jose-Maldia, Lerma2・Saneyoshi

Ueno3・Kentaro Uchiyama3・Nobuhiro Tomaru1

1Nagoya University・2College of Forestry and Natural

Resources,University of thePhilippines LosBanos・3For-

estry and Forest Products Research Institute

The genetic diversity (GD) and fine-scale spatial genetic
structure (SGS) of Parashorea malaanonan were assessed
using the 10 polymorphic markers newly developed for
the species. These markers were used to analyze GD and
SGS at different life stages: adult, juvenile and seedlings.
The number of alleles per locus ranged from seven to 23.
The estimates of allelic richness (Ar) and gene diversity
(He) generally showed a high level of genetic diversity
across life stages, with no significant differences across the
life stages. Significant SGS was found in seedlings within
100m, suggesting that seed dispersal mainly occurred
near a mother tree particularly within 50m. This implies
that seeds for ex situ conservation should be collected from
trees at least 50-m apart to reduce genetic similarity
between neighboring individuals. This study demon-
strates the utility of developed markers for the analysis of
GD and SGS in the species.
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P1-069 新潟県におけるツバキ属遺伝資源の花形質およ

び遺伝的特性の評価

小濱宏基1・阿部晴恵2・上野真義3・森口喜成4

1新潟大学農学部・2新潟大学農学部附属フィールド科学教育研

究センター佐渡ステーション・3（国研）森林機構 森林総合研究所

樹木分子遺伝研究領域・4新潟大学大学院自然科学研究科

新潟大学のゆきつばき園と新潟県森林研究所には、新潟
県内の山地や農家の庭先などから収集された花形態が特異
的なツバキが合わせて 269 本植栽されている。これらの個
体は野生のヤブツバキとユキツバキの交雑、または両種の
突然変異個体が由来だと考えられている。これらは、花型
や花色などの花形質が多様であり、遺伝資源として非常に
貴重であるが、年数の経過により、その多くは導入の記録
や個体情報が紛失してしまっている。そこで、本研究では
これらのツバキの花形質および遺伝的特徴を明らかにする
ことを目的とした。ゆきつばき園の花型を調べた結果、八
重咲きが最も多く、次に一重咲きが多かった。遺伝解析は、
葉緑体 DNAと核 DNAの双方で行った。解析の結果、ゆ
きつばき園の個体には、核はヤブツバキ型、葉緑体はユキ
ツバキ型を示す個体がいくつか検出された。また、倍数性
が疑われる個体もいくつか存在した。一重咲きの個体に
は、核 DNAがヤブツバキ型の個体が多く、花形質もヤブ
ツバキに近いことが明らかとなった。発表では、新潟県森
林研究所のツバキの結果も交えて議論する。

P1-070 ブナにおける R2R3MYB遺伝子ファミリーの

塩基多型の探索

塚本将司1・鳥丸 猛2・赤田辰治3

1三重大学生物資源学部・2三重大学大学院生物資源学研究科・3

弘前大学農学生命科学部

植物のMYB転写因子は色素の生合成や、乾燥、高塩濃
度など様々なストレスへの応答に関与するものがある。本
研究ではブナにおける R2R3MYB遺伝子ファミリーの中
から、乾燥応答の候補遺伝子である FcMYB1603とタンニ
ン合成経路に働く傷害誘導性遺伝子である FcMYB3202
の塩基配列の地理的変異を調べた。FcMYB3202 の一部
（545bp）の塩基多様度を日本海側［大山（鳥取県）と白山
（石川・岐阜・福井県）］と太平洋側［段戸山（愛知県）］で
算出した結果、日本海側集団（同義置換サイト：0.0045、非
同義置換サイト：0.0019）が太平洋側集団（0.0028 と 0.0009）
より高い値を示した。FcMYB1603の一部（718bp）の塩
基多様度は、同義置換サイトでは日本海側集団（0.0069）よ
りも太平洋側集団（0.0118）が高く、非同義置換サイトは太
平洋側集団（0.0037）よりも日本海側集団（0.0040）が高く
なった。TajimarsDを算出した結果、FcMYB3202の日本
海側集団で−1.0143、太平洋側集団で−1.4862 となり、
FcMYB1603の日本海側集団で−1.4752、太平洋側集団で
−1.1750 となった。本報告では集団の動態を推定し、それ
らの形質が地域固有の自然環境に適応するための自然選択
を受けていたかどうかを議論する。

P1-071 東南アジアのフタバガキ科 Shorea curtisii集

団の遺伝的多様性と構造

中谷崇人1・上谷浩一1・伊東 明2・名波 哲2・田中憲蔵3・米田

令仁3・Bibian, Diway4・Lucy, Chong4・Mohamad, Azani

Alias5・Shawn, Lum6・Wong, Khoon Meng7・Nik,

Muhamad Majid5・Rahayu, Sukmaria Hj Sukri8・Alex,

Cobb9

1愛媛大学大学院農学研究科・2大阪市立大学理学研究科・3（国

研）森林機構 森林総合研究所・4サラワク州森林局・5プトラマレー

シア大学・6 南洋工科大学・7シンガポール植物園・8 ブルネイダ

ルサラーム大学・9Singapore-MIT Alliance For Research

and Technology

東南アジア地域における現在の熱帯雨林の分布は、過去
の海水面変動と気候変動の影響を強く受けていることが知
られている。私たちは、樹木集団の遺伝情報から東南アジ
ア熱帯雨林の過去の歴史を再構築することを目的に研究を
行っている。Shorea curtisiiは、丘陵フタバガキ林に生育
する代表的なフタバガキ科樹木の 1つである。マレー半島
の S. curtisiiは海岸から内陸まで広く分布しているが、ボ
ルネオでは北部の海岸沿いの一部に隔離した小集団が分布
している。本研究では、マレー半島から 21集団とボルネ
オから 3集団の計 24集団を対象に葉緑体の 2遺伝子領域
の塩基配列を決定した。その結果、マレー半島とボルネオ
のそれぞれから異なるコモンハプロタイプが見つかった。
そこから分岐したレアハプロタイプはマレー半島では 18
タイプ見つかったのに対し、ボルネオでは 3タイプのみで
あった。さらに、Tajimars Dなどの中立性の検定の結果、
マレー半島の集団はボトルネックを受けた後、分布を急速
に拡大したことが示唆された。また、本発表ではマイクロ
サテライト多型データを加えて推定した過去の集団サイズ
の動態についても紹介する予定である。

P1-072 中部地方におけるコナラとミズナラの遺伝的境

界とその成立要因

KataruOnosato1・AsakoMatsumoto2・Yoshihiko Tsumura3

1筑波大学大学院生命環境科学研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所樹木分子遺伝研究領域・3筑波大学生命環境系

コナラとミズナラは日本の温帯林及び冷温帯林を構成す
る生態学的に重要な種で、植生回復などでも広く植林に用
いられている。遺伝的撹乱は、由来の異なる集団を同じ場
所に植栽することなどで起こり得うる。これを未然に防ぐ
ためにはまず、各地の集団の遺伝的境界線を明確にする必
要がある。コナラとミズナラの遺伝的組成は中部地方を堺
に南北タイプに大別されるが、詳細な境界線は分かってい
ない。そこで本研究では、両種における南北タイプの境界
線をローカルスケールで明らかにし、その成立要因を解明
することを目的とした。サンプルは中部地方を 10km
メッシュに区切り、各メッシュから 1個体ずつを目安に天
然性個体の葉組織を採取した。コナラ約 150個体、ミズナ
ラ約 100個体を採取し、採取個体の南北系統の違いは、葉
緑体ゲノム上の 36to_rps2の塩基配列から得られたハプロ
タイプで決定した。遺伝的境界線の成立要因は、採取地点
の標高および気温などの環境要因と南北タイプの地図上の
位置とを比較することで考察を試みた。その結果、遺伝的
境界線は単純な線では表せないこと、南北タイプ間で地形
や標高、積雪量に差があることがわかった。
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P1-073 日本におけるイチョウ巨木の遺伝的変異の地域

的特性

片倉慶子・河上友宏・渡辺洋一・藤井英二郎・上原浩一

千葉大学大学院園芸学研究科

現在日本に生育するイチョウは中国から伝来したものだ
が、どのような経路で日本各地に広まっていったのか明ら
かになっていない。そこで本研究では、中国から日本に伝
来してきた当初の遺伝的変異を維持していると考えられる
巨木を対象とし、遺伝的変異の地域的特性から、日本国内
でのイチョウの伝播経路を推定することを目的とした。九
州地方から東北地方までの幹周 8m 以上の巨木を網羅的
に採集し、199個体について 8遺伝子座を用いてマイクロ
サテライト解析を行った。
解析の結果、8つの遺伝子座から 9∼21 の対立遺伝子を
検出し、140種類の遺伝子型を認識した。遺伝子型を共有
しているクローンと考えられる個体には分布が離れている
ものが見られ、巨木が寺社に多く存在することと僧侶がイ
チョウでできた杖を地面に刺した等の伝承が日本各地にあ
ることから、挿し木で増やした可能性が考えられる。地方
ごとに遺伝的多様性を比較したところ、遺伝子多様性（He）
は 0.57∼0.82、アレリックリッチネス（AR）は 3.32∼6.31
となり、どちらも東日本で低い値を示したため、中国から
西日本にイチョウが伝来し、その一部が東日本に運ばれた
と考えられる。

P1-074 房総半島に隔離分布するアサダの集団動態と遺

伝的多様性

安藤岳洋1・齊藤陽子1・黒河内寛之2・井出雄二1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京大学アジア生物資

源環境研究センター

カバノキ科のアサダ（Ostrya japonica）は冷温帯性の落
葉高木で、房総半島では、関東地方の他集団から隔離され
て生育すし、集団数、個体数ともに限られている。本研究
では、アサダの国内における遺伝構造とその成立プロセス
を明らかすることで、房総集団を遺伝的に位置付け、また、
その遺伝的多様性を個体数の多い富良野の集団と同じ面積
規模で比較し、集団の現状を把握した。房総 8 地点に加え、
日本の各地域 20 地点から葉サンプルを採取し、新たに開
発した核 SSRマーカー 17座を用いて解析した。STRUC-
TURE解析の結果、K=3 で北海道、東日本、西日本の 3系
統が確認され、K=4 で房総集団が単独の系統となった。
DIYABCを用いた集団動態推定やMAXENTを用いた過
去の分布域推定などから、これらの 3系統は最終氷期の頃
同時期に分化し、房総集団は約 5000 年前に東日本の系統
から分かれたことが示唆された。また、房総半島では、分
集団をまたいだ個体間の血縁度の低さや FSTの大きさな
どから、地域内の遺伝的交流の減少により集団間分化が促
進されていることが考えられ、加えて分集団内の血縁度も
高く、地域集団の存続が危ぶまれる状況にあることが示唆
された。

P1-075 シデコブシとコブシ間の人工授粉実験による繁

殖干渉の評価

和田崎直隆1・石田 清2・戸丸信弘1

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2弘前大学農学生命科学部

繁殖干渉は、外来種と在来種の交雑により生じる在来種
への影響の 1つである。シデコブシの分布域には分布しな
いコブシが、シデコブシの生育地付近に植栽されている例
や逸出している例が報告されており、シデコブシにとって
コブシは外来種といえる。そこで、それぞれを母樹とし、
種内交配・種間交配・混合花粉・自然受粉の 4つの処理区
を設けて、人工授粉実験を行い、シデコブシとコブシ間の
繫殖干渉を評価した。成熟した果実数と種子数から結果
率、結実率、雌性繁殖成功度（結果率×結実率）を算出し、
処理ごとに比較した。また、プログラム CERVUSを用い
て混合花粉処理により得られた種子の花粉親を特定した。
結果率と雌性繁殖成功度は、両種ともに処理間に差はな
かった。結実率は、種内交配がシデコブシを母樹とすると
き他の処理よりも高くなり、コブシを母樹とするとき種間
交配よりも高くなった。また、混合花粉処理により得られ
た種子には両種ともに種間交配による種子が確認された。
したがって、両種の花粉が同時に受粉した際には花粉管競
争が生じ、雑種形成により純種の種子数が減少していると
考えられ、シデコブシとコブシ間に繫殖干渉が生じている
ことが示唆された。

P1-076 近交弱勢と受粉率を考慮したサワラ自然受粉種

子の充実率の推定

加藤敬介1・向井 譲2・鶴田燃海3・安藤正規2

1岐阜大学大学院応用生物科学研究科・2岐阜大学応用生物科学

部・3静岡大学農学部

サワラはヒノキ科ヒノキ属に属する針葉樹である。現
在、広域に植栽されたヒノキ人工林から飛散する花粉が、
サワラの胚珠に誤って取り込まれることで繁殖干渉を引き
起こし、種子の充実率を低下させる可能性が指摘されてい
る。しかし、種子の充実率は繁殖干渉以外にも、胚珠が取
り込む花粉の個数や種類により様々な影響を受ける。花粉
を取り込まなかった胚珠は充実種子にならない。また、多
くの胚珠が自家花粉を受粉した場合、胚致死遺伝子がホモ
接合になる確率が上昇し、近交弱勢がはたらくことで充実
率は低下する。以上のことを考慮すると、繁殖干渉が実際
に生じているか判断するには、胚珠が受粉してから種子が
成熟するまでの過程で作用する様々な要因を考慮したモデ
ルを構築し、解析する必要がある。本研究では、受粉率と
近交弱勢の影響を考慮した充実率推定モデルを構築するこ
とを目的とし、自然受粉における胚珠の受粉率、種子の充
実率と自殖率を測定した。加えて、自家花粉および他家花
粉を人工交配させた胚珠の受粉率と、その種子の充実率を
それぞれ測定し、近交弱勢による充実率の低下の程度を推
定した。
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P1-077 新潟県の無花粉スギ育種素材の遺伝的評価

田玉 巧1・戸塚聡子2・長谷川陽一1・内山憲太郎3・上野真義3・

松本麻子3・森口喜成1

1新潟大学大学院自然科学研究科・2新潟県森林研究所・3（国研）

森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

花粉症対策に利用されている無花粉スギは、常染色体劣
性遺伝を示す単一の遺伝子により発現することが明らかに
されている。現在までに合計 23個体が選抜され、4種類の
雄性不稔遺伝子（MS1、MS2、MS3、MS4）が同定されて
いる。それぞれの地域に適した優良な無花粉スギの実生苗
を効率的に生産するためには、より多くの無花粉スギや雄
性不稔遺伝子をヘテロ接合体で保有するスギが必要とな
る。また、これらの無花粉スギの育種素材を用いて品種改
良や種苗生産を行う際には、雄性不稔遺伝子の種類の特定
と、近交弱勢の影響をできるだけ避けて交配させるための
育種素材の遺伝的な類似性に関する情報が必要となる。新
潟県の無花粉スギ育種素材のうち、四分子期に異常が生じ
る新大 11号と新大 12号は、原因遺伝子が未だ明らかにさ
れていない。そこで本研究では、まず、交配試験により、
新大 11号と新大 12号の原因遺伝子を調査した。さらに、
新潟県が保有する無花粉スギ育種素材の遺伝的類似性を評
価した。遺伝的類似性の評価は、スギ高密度連鎖地図に散
在する 258座の SNPマーカーを用いて実施した。本研究
は、農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業の助成を
受けて行われた。

P1-078 優良ウルシ選抜に向けた遺伝資源評価

泉湧一郎1・田村美帆2・田端雅進3・井城泰一4・渡辺敦史2

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学大学院農学研

究院・3（国研）森林機構 森林総合研究所・4（国研）森林機構 森林

総合研究所林木育種センター

ウルシは日本、韓国、中国に分布し、その樹液、漆® の
用途は広く、接着剤や漆器などに使われてきた。特に、良
質とされる国内産漆は文化財修復に用いられるため、要望
は根強い。しかし、国内産漆の供給は漆使用量の数 %に
留まっており、漆の安定的かつ多量な生産を行うことが必
要である。そこで、本研究では、優良ウルシ早期選抜に向
けた DNAマーカー開発を試みた。個体識別を行うための
マイクロサテライトマーカーは既存のマーカーと独自に開
発したマーカーを組み合わせ最適化した 2セットを作成し
た。種苗の移動を評価するため、ウルシ葉緑体ゲノムにつ
いては次世代シーケンサーを用いて解読を行い、ゲノム中
の変異を探索した。さらに、複数処理区から採取した
RNAを RNA-seqに供試し、遺伝子発現を確認後、特異的
な発現を示す遺伝子をマーカー化するための変異探索を
行った。これら開発したそれぞれのマーカーは、全国から
収集したウルシ個体に適用することでその性能を評価する
と共に、得られたデータを効果的に利用する方法について
検討した。

P1-079 シラカンバ菌根苗の促成育生法について

北村 啓1・玉井 裕1・東 智則2・宜寿次盛生2・宮本敏澄1

1 北海道大学大学院農学院・2北海道立総合研究機構森林研究本

部林産試験場

シラカンバ（Betula platyhylla var. japonica）は北海道に
自生する早生樹であり、種々の外生菌根菌との共生が知ら
れる。菌根性食用キノコの栽培化へ向けた菌根合成苗の研
究はまだ緒に就いたばかりであり、苗の大型化や育苗期間
の短縮など種々の課題を抱えた状態である。そこで本研究
では、早生樹シラカンバを用いて菌根合成苗の短期育成方
法を検討した。シラカンバの種子を低温湿層処理後、乾熱
滅菌した蝦夷砂上に播種して約 1 か月間育成し、本葉が展
開したものを水耕栽培器で 1か月間育成した。その後マツ
タケ菌を担持した培土中で 46週間育成し、4週間毎に生育
状況を観察した。その結果、12週目までは、根系全体に根
毛が見られ菌根形成は確認されなかったが、16-20週目で
徐々に根毛の消失及び菌根の形成が始まり、24週目には発
達した菌根が確認された。菌根菌接種後 46週目には苗高
約 65 cmに達した。以上のことから、早生樹と水耕栽培を
組合せることにより、短期間で野外植栽可能な大型菌根合
成苗を育成することが可能となると考えられた。

P1-080 ナメコおよびシイタケ菌床栽培における梅酢と

紀州備長炭の添加効果

杉本小夜1・坂本 淳1・佐野 豊2

1和歌山県林業試験場・2和歌山県海草振興局林務課

きのこ栽培の主流である菌床栽培では、他産地との差別
化や付加価値の高いきのこ生産が求められている。本報で
は和歌山県の特産品で梅干し加工副産物である梅酢や紀州
備長炭（以下「炭」）を培地添加材に利用することで、子実
体の収量やミネラル量に与える影響を検討した。予備試験
として、ナメコとシイタケについて種類、濃度の異なる梅
酢や炭を添加した試験管内培地での菌糸伸長量を調査し、
その結果をもとに対照区と比較して増加または同程度で
あった培地組成を用いて栽培試験を行った。ナメコでは脱
塩梅酢および濃縮脱塩梅酢（各 0.2% 区、0.5% 区、1%区）
を、シイタケでは炭（5%区）、濃縮脱塩梅酢（1%区）を添
加し、子実体収量を調査した。また、収穫した子実体のミ
ネラル（K、Ca、Mg、Na）量を測定した。収量はナメコで
は脱塩梅酢 1%添加区で、シイタケでは炭 5%添加区で対
照区よりも増加した。ミネラルはナメコでは脱塩梅酢添加
区で Ca が増加し、シイタケでは炭添加区、濃縮脱塩梅酢
添加区においてMg が増加した。以上から、ナメコでは脱
塩梅酢、シイタケでは炭が子実体の収量とミネラルを増加
させる菌床培地添加材として利用できる可能性が示唆され
た。
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P1-081 シイタケ子実体由来酸化酵素への超臨界二酸化

炭素処理の影響

上辻久敏

岐阜県森林研究所

出荷後のシイタケが流通中に変色する事例が全国の産地
で発生している。近年、岐阜県ではシイタケの変色に酸化
酵素が大きく関与している試験結果を得たことから、酸化
酵素の働きを抑制する可能性が高いシイタケを密封する処
理でシイタケの変色を抑制する効果を得ることに成功して
いる。過去の報告から酸化酵素が、超臨界二酸化炭素処理
で失活する現象が報告されており、シイタケの変色抑制効
果を調べるため、シイタケ子実体の酸化酵素に対する超臨
界二酸化炭素処理の影響について検討した。その結果、二
酸化炭素が臨界点を超え超臨界状態となっている 35℃、
8.5MPa の処理では、シイタケ子実体由来の酸化酵素が活
性を維持していることがわかった。

P1-082 樹冠情報を用いたコナラ高齢林からのシイタケ

原木採材量の把握手法の検討

渥美幸大・矢田 豊・小谷二郎

石川県農林総合研究センター林業試験場

近年、石川県内で生シイタケ栽培用の原木の需要が増加
しており、その安定供給が重要視されている。そうした中
で、原木となるコナラの高齢化・大径木化が顕著であり、
大径木化したコナラ林の有効利用の一環として、シイタケ
原木（7≦ϕ≦14 cm）の供給量の推定が求められている。
本研究では、コナラの立木状態において樹冠投影面積を中
心から 4方向に距離を測定し算出し、胸高直径を林尺で測
定した。また、伐採後に樹高ならびに分枝の長さおよび直
径を 1.0mごとに測定し、それぞれ実測値をもとにした相
関関係からバイオマス量および原木を推定する手法を検討
した。結果として、樹幹投影面積と樹高について原木採材
量およびバイオマス量と高い相関が確認され、その結果を
もとに生長曲線に近似した推定式を作成した。これによ
り、樹冠および樹高情報からシイタケ原木の採材量および
バイオマス量を推定することについての可能性が示唆され
た。また、近似曲線のばらつきに枝分かれ数が関係してい
ることが関与している可能性が示唆されたことから、各調
査対象木あたりの成立状態についても含めて言及し、実用
に向けた推定精度の向上を検討する。

P1-083 マツタケ菌根形成のためのアカマツ細根の地表

への誘導法の検討（Ⅴ）

藤田 徹

京都府農林水産技術センター森林技術センター

マツタケのシロ形成の適地条件の一つは宿主であるマツ
の根が多いこととされる。林地で種菌の接種による菌根形
成を行う際に、接種箇所の条件をシロ形成の適地に近づけ
るため、根系処理したマツ苗を植栽することで地表付近の
マツの根の量を増やすことを試みた。アカマツは圃場で育
苗した育苗 2年目の苗を用い、5月に細根を除去しオキシ
ベロンで発根促進処理後、300mlの育苗コンテナを用い
パーライトで育苗した。7月に根の発根状態を調査すると
ともに、新根の本数を 4∼5本にし、アカマツ林 3箇所に各
5 本ずつ、地面に寝かせるように植栽した。8月に苗を回
収し、根の状態の変化を調査した。
その結果、約 89% の根で側根が発根し、これらの根は生
存していると判断された。この方法で、林地で菌根形成可
能なマツの根を局所的に増やすことが可能と考えられた。
しかし、成長中の根は植栽前の約 33% に減少しており、林
地への順化処理を行うなどの改良が必要と考えられた。

P1-084 ツバキの自家及び他家受粉における種子形成

古村善則

長崎県農林技術開発センター森林研究部門

ツバキは花の観賞用としてしか品種の選抜がされていな
いこともあり、野生種のヤブツバキでは個体ごとに結実し
た種子のばらつきが大きい。種子の収量の不安定さは生産
者にとって大きな問題であり、収量の増加と結実の安定が
求められている。そこで、生理落下を抑え重量の重い種子
を採取できるような資料が得られればと考え、無受粉・自
家受粉・他家受粉・自然受粉という受粉形態別に、結実率
や結実後の種子の大きさ・重量を比較してみた。その結果、
自然受粉の中には自家受粉が混じっていることが推測さ
れ、他家受粉の割合を高めることが、結実率が高く、かつ
結実した種子重量を高めることとなり収量の増加につなが
ることがわかった。
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P1-085 Effect of Ectomycorrhiza on the Growth

of Container Grown Q.serrata (Konara)

Seedlings in Dry Condition

Omari, Abdulhaq1・Toda, Hiroto2・Choi, Dongsu2

1 Symbiotic Science of Environment and Natural Re-

sources, Tokyo University of Agriculture and Technol-

ogy・2Tokyo University of Agriculture and Technology

Ectomycorrhizal fungi (ECM) can enhance nutrient
uptake, moisture, and alleviate high transpiration rate.
Thus, a greenhouse experiment in which seedlings were
exposed to three levels of water-stress and two levels of
ECM fungi, was conducted using multi cavity containers to
assess ECM infection rate, seedlings growth, nutrient
uptake and transpiration rate. Results showed that ECM
infection rate of fine roots generally increased by
artificially-inoculated seedlings regardless of water levels.
Seedlings dry weights were not significantly different
between naturally-inoculated and artificially-inoculated
treatments throughout water-stressed levels. Although
artificial-colonized treatment did not enhance the growth,
they controlled transpiration rate and increased P uptake
of the leaves and roots significantly. It suggests that high
rate of ECM infection can decrease the stress through
nutrient absorption and prevention of high transpiration
rate in dry condition.

P1-086 地下の障害物がモウソウチク実生苗の成長に与

える影響

金道知聖1・楠本 大2・久本洋子3

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京大学大学院農学生

命科学研究科附属演習林田無演習林・3東京大学大学院農学生命

科学研究科附属演習林千葉演習林

放置竹林の拡大にはタケ類の地下茎の伸長が大きく関与
する。竹林の外縁部では竹林内部に比べて地下茎の伸長速
度が速いことが報告されている。地下茎の伸長速度の違い
をもたらす要因として地上部の光環境の影響が推察される
が、地下茎の伸長には地下部の環境そのものも影響すると
考えられる。本研究では、地下の障害物が地下茎の伸長に
影響を及ぼす影響を明らかにするため、障害物を埋設した
実生苗の植栽実験を行った。
2016 年 6月、苗畑に杭を埋めた区を 4区画、石を埋めた
区を 5区画、無処理区を 3区画設置し各区画にモウソウチ
クの 3年生実生苗を植栽した。杭と石の密度は一般的な放
置竹林での地下茎密度の 4倍とした。2017 年にかけて出
現した稈の数、稈高、根元直径、葉の数を測定し、2017 年
7月に地下茎を掘り上げ、本数、長さ、根元直径、形状を調
査した。その結果、稈の成長は各区画で差が無かったのに
対し、地下茎は障害物のある区画では無処理区に比べて本
数は多いが太くて短く、湾曲回数が多い傾向があった。以
上から、地下の障害物が地下茎の伸長を抑制する一方で、
障害物によって地下茎の密度が高くなる可能性が示唆され
た。

P1-087 スギにおける光質とさし木発根性との関係

吉村知也1・栗田 学2・田村美帆3・酒本 大4・大田宗太郎4・渡

辺敦史3

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2（国研）森林機構 森林総

合研究所林木育種センター九州育種場・3九州大学大学院農学研

究院・4九州大学農学部

スギは我が国における主要な林業樹種でありながら、非
モデル植物でありその遺伝的・生理的理解が遅れているの
が現状である。挿し木における遺伝的・生理的理解もその
1つであり、植物工場等による効率的な苗木生産体制の体
系化を一層進めるためにも、さし木に関する遺伝的背景の
理解が必要である。本研究では、挿し木に影響を及ぼす環
境要因の中でも、光に着目した遺伝子発現解析を行った。
赤色光、青色光、またそれらの混合色光の各光質（色）を
スギの挿し穂に照射した結果、各光質におけるスギ挿し木
の発根率には差異が認められた。そこでスギに対する光質
の影響に関する遺伝的背景を明らかにするため、スギ実生
を 24時間暗黒条件下に静置した後、白色光、赤色光、青色
光を 40µmol/m2 sの各条件下で処理し、この時の遺伝子
発現を次世代シーケンサーを用いて網羅的に解析した。さ
らに、これら人工光と自然光間における比較から、室内環
境を想定したスギ挿し木における光環境について考察し
た。

P1-088 ヒノキ細根の水ポテンシャル及び含水率日変化

の現地観測

井上直樹・東 若菜・鎌倉真依・小杉緑子

京都大学大学院農学研究科

樹木にとって根は水を得るための重要な器官であり、根
の水ポテンシャルは土壌からの吸水プロセスに大きく寄与
するが、野外における実態や特性についてあまりよく知ら
れていない。本研究では、細根の水分生理学的な特性を明
らかにするため、滋賀県南部の桐生水文試験地ヒノキ林に
おいて、土壌表層から採取したヒノキ細根の水ポテンシャ
ルをプレッシャーチャンバー法を用いて現地観測した。
2016 年 6月から翌年 12月までに 22 回、日中の水ポテン
シャルを観測するとともに、2017 年 10月 1日に 1∼2時間
毎に 24 時間集中観測を行った。並行して葉（プレッシャー
チャンバー法）・幹（ステムサイクロメータ法）・土壌（テ
ンシオメータ法）の水ポテンシャルも観測した。また、細
根サンプルの水ポテンシャルと相対含水率の関係（水分特
性曲線）を測定し、野外で観測した水ポテンシャル日変化
から相対含水率の日変化を計算した。さらに、水ポテン
シャル勾配と蒸散速度（ポロメータ法）から、根―葉間の
通水コンダクタンスの日変化を求めた。細根と葉の水ポテ
ンシャル及び含水率のレンジ、水分特性曲線の比較、細根
の水ポテンシャル及び含水率の日変化の結果と、細根の水
分生理学的な特性について報告する。
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P1-089 スギ・ヒノキの生理特性データベースの構築

大曽根陽子・田中憲蔵・井上裕太・鳥山淳平・山下尚之・荒木眞

岳・橋本昌司

（国研）森林機構 森林総合研究所

人工林は日本の森林面積の 40%を占めるにも関わらず、
その気候変動の影響予測は十分ではない。精度の高い評価
を行うためには、対象樹種の特性を反映させたモデルのパ
ラメータが必要である。日本では、1950 年代から主要造林
樹種において、生理特性や林分構造、物質循環に関する多
くの研究がなされ、膨大な知見が蓄積されている。私たち
は現在、こうした文献を収集し、スギ・ヒノキを対象とし
た生理、形態、解剖学的特性のデータベースを整備してい
る。本発表ではこのデータベースを紹介する。データベー
スには現在までに 236報の文献より、180 の特性、20000件
のデータが登録されている。最もデータが多い特性はスギ
で光合成能力、葉の窒素濃度、葉のカリウム濃度、ヒノキ
で幹呼吸速度、葉の窒素濃度、葉のリン濃度だった。気候
変動影響評価に重要な樹木の水利用に関するデータも多
く、日中の水ポテンシャルはスギで 301、ヒノキで 117 の
データがあった。データ数が多い特性に関しては葉齢、季
節、樹幹内の位置、個体サイズで測定されたものが含まれ、
各特性の空間的・時間的な変動の解析も可能である。

P1-090 スギ成木の針葉の水ポテンシャルと光合成・蒸

散速度の季節変化

井上裕太・北岡 哲・荒木眞岳・釣田竜也・阪田匡司・田中憲蔵・

齊藤 哲

（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

本研究は、スギの葉のガス交換特性と水ポテンシャルの
季節変化を明らかにすることを目的とした。茨城県の 39
年生スギ人工林において、樹冠上部の葉を対象に、光飽和
時の光合成速度（Amax）と蒸散速度（Emax）、夜明け前、日
中、原形質分離時の水ポテンシャル（πtlp）、および葉面積
当たりの葉重（LMA）を、2017 年 2月から 12月まで毎月
測定した（3月を除く）。ガス交換特性に用いた測定枝は 2
月から 6月までは 2016 年の当年葉を、6月から 12月まで
は 2017 年の当年葉を対象とした。6月の当年葉の Amaxと
Emaxは 6 月の一年葉とほぼ同等の値を示した。その後、
Amaxは 9月、Emaxは 8月まで増加したが、それ以降は 12
月まで低下し、季節変化が大きかった。当年葉の LMAは
6月から 12月にかけて増加した。日中の水ポテンシャル
は Emaxが最大値を示した 8月に最も低い値を示した。耐
乾性の指標である πtlpは当年葉の LMAとの間に有意な負
の相関関係が見られ、当年葉の成熟に伴い、耐乾性が高く
なることが示された。以上から、スギの葉の水利用は気象
条件の変化と葉の成熟に大きく影響されることが示唆され
た。

P1-091 スギ精英樹数系統の当年生シュートにおける水

分特性値の年変化

作田耕太郎1・石川達也2・倉本哲嗣3

1 九州大学大学院農学研究院・2九州大学大学院生物資源環境科

学府・3（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育

種場

初期成長に優れた苗木の育成は、人工林における保育費
用の削減に対して有効な手段であり、林業の収益性向上へ
の貢献が期待される。このような林業の低コスト化の実現
に向けて、スギ精英樹第二世代候補木の特性評価が行われ
つつあるが、精英樹系統間での生理的特性の差異について
比較した例は少ない。本研究では、林木育種センター九州
育種場内に植栽されている、スギ精英樹第一世代と第二世
代候補木の当年生シュートについて、水分特性値の季節変
動を調査した。水分特性値の測定は、系統間で初期成長量
に差が認められている 6∼7 年生の 5系統を対象として、
プレッシャーチャンバーを用いた P-V 曲線法によって
行った。測定は 2017 年 5月から 2018 年の 3月にかけて 8
回実施し、系統間での当年生シュートの水分特性値につい
て比較、検討を行った。全ての系統に共通して、膨圧を失
うときの水ポテンシャルと飽水時の葉の含水量は春から冬
にかけて低下する傾向を示した。また、初期成長量の大き
い系統では、膨圧を失うときの水ポテンシャルと飽水時の
含水量が、ともに初期成長量の小さい系統よりも低いと言
う結果を示した。

P1-092 コンパクト MRIを用いた苗木樹幹の木部樹液

流速分布の日変化測定

平川雅文1・市橋隆自1・福田健二1・寺田康彦2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2筑波大学数理物質系

樹木の成長や生命維持には木部組織による水輸送が不可
欠であり、森林の蒸発散は地球温暖化問題を考える上でも
重要であることから、木部の樹液流速の測定や通水性に関
する研究が盛んに行われている。水素原子核の発する信号
を可視化するMRI（核磁気共鳴画像法）を用いれば、各ピ
クセル内に存在する水分子の平均流速を画像化できる。そ
こで、MRIによる流速可視化手法の一つである位相シフト
法を用いて、ケヤキ（Zelkova serrata）とシラカンバ（Betula
platyphylla）の苗の樹幹横断面における樹液流速分布を可
視化した。
まず、任意の流速でチューブに通水できる装置（フロー
ファントム）を用いて流速画像を作成し、位相シフト法に
より測定された流速を検証した。次に、2017 年 5月から約
1 か月毎に、鉢植えのケヤキとシラカンバ各 3個体につい
て、1 時間に 1 回の頻度で流速画像の作成を 3 日間ずつ
行った。同時に光合成蒸散測定装置を用いて蒸散速度を測
定した。
フローファントムのMRIによる流速測定値は、実際の

流速ときわめて精度よく一致した（r2=0.98）。次に、両樹
種とも、5月には 0.2∼0.3mm/s前後の流速で通水を行っ
ていたが、8月には 0.4mm/sを超える領域がみられた。
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P1-093 ソメイヨシノの瘤状枝の水分生理

松田敏朗・上田正文

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

【はじめに】サクラ類には、枝にこぶ症状が表われること
が知られている。こぶ症状が表われた枝は、こぶ症状部よ
り先が枯死する。そこで、こぶ症状が表われた枝が枯死す
る原因を明らかにする目的で、ソメイヨシノのこぶ症状が
表われた枝の水分生理状態を調べた。【材料と方法】京都
府立大学構内に生育する、ソメイヨシノ 6個体（樹高±

SD：6.94±1.33m、DBH±SD：20.4±8.3 cm）を用いた。こ
ぶ症状が表われた枝のこぶ症状部より先に着生する葉（瘤
先）と、こぶ症状が認められない健全枝に着生する葉（健
全）について、日中の葉の水ポテンシャル（Ψw

mid）を、プ
レッシャーチャンバーを用いて測定した。また、P-V曲線
法により、葉の水分生理状態を表すパラメータを測定した。
【結果と考察】日中の水ポテンシャルは、瘤先では健全より
も低い傾向があった。初発原形質分離時の水ポテンシャル
（Ψw

tlp）と飽水時の浸透ポテンシャル（Ψs
sat）は、瘤先が

健全よりも低い傾向があった。以上の結果から、こぶ症状
が表われた枝のこぶ症状部より先に着生する葉は、こぶ症
状が認められない健全枝の葉よりも、水不足の傾向にある
と考えられた。

P1-094 ヤドリギ類とその宿主の木部構造

谷本直緒子・上田正文

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

一般的にヤドリギ類は宿主よりも日中の葉の水ポテン
シャルが低く、そのことでヤドリギ類は宿主から水を取り
込むことが可能となる。本研究は、日中にヤドリギ類が宿
主よりも低い葉の水ポテンシャルを維持することを可能に
する木部構造をもつという仮説のもと、ヤドリギ類と宿主
の水分通道組織を調べた。材料として、ヤドリギとその宿
主であるヤマザクラ、エノキ、クリ、ミズナラ、ズミ、お
よびマツグミとその宿主であるモミを用いた。2016 年と
2017 年の 7月∼10月の良く晴れた日に、ヤドリギ類と宿
主の日中の葉の水ポテンシャルを測定した。また、ヤドリ
ギ類とその宿主の枝の木部横断面を光学顕微鏡により観察
し、道管あるいは仮道管の内径を測定した。よく晴れた日
に測定した日中の葉の水ポテンシャルは、測定したすべて
のヤドリギ類で、宿主よりも低い傾向が認められた。また、
宿主の道管あるいは仮道管の平均内径は、ヤドリギ類の道
管の平均内径よりも小さい傾向が認められた。つまり、ヤ
ドリギ類は宿主の道管あるいは仮道管より道管内径を小さ
くすることで、葉の水ポテンシャルをより低下させる可能
性が示唆された。

P1-095 ヤドリギ寄生枝のヤマザクラの水分生理状態

東瑛里奈・上田正文

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

桜の名所である奈良県吉野山において、ヤドリギの寄生
により衰弱するヤマザクラが増加している。しかし、ヤド
リギがヤマザクラをどのように衰弱させるかについては明
確でない。そこで、ヤドリギがヤマザクラを衰弱させる仕
組みを明らかにするため、ヤドリギとヤマザクラの水分生
理に関するパラメーターを調査した。材料として吉野山に
生育するヤドリギが寄生したヤマザクラを用いた。2016
年と 2017 年の 7∼9月に、ヤドリギの葉およびヤマザクラ
のヤドリギが寄生した枝とヤドリギが寄生しない枝のそれ
ぞれに着生する葉について、日中の葉の水ポテンシャルを
測定した。また、葉の水分生理状態を表すパラメーターを
P-V 曲線法により測定した。日中の葉の水ポテンシャル
は、ヤドリギではヤマザクラより低い値を示した。また、
ヤマザクラのヤドリギが寄生した枝に着生する葉の日中の
水ポテンシャルは、ヤドリギが寄生しない枝に着生する葉
の日中の水ポテンシャルよりも低い傾向を示した。さら
に、ヤマザクラのヤドリギが寄生した枝に着生する葉は、
ヤドリギが寄生しない枝に着生する葉よりも、初発原形質
分離時の水ポテンシャルおよび飽水時の浸透ポテンシャル
が低い傾向にあった。

P1-096 熱帯材における酸素安定同位体比の季節変動

中井 渉1・岡田直紀2,1

1京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

樹木の年輪内で酸素安定同位体比は周期的な変化を示す
ことが報告されている。これを年輪のない熱帯樹木の年輪
検出に応用するために、年輪のある熱帯材を用いて、木材
中における酸素安定同位体比の変化の年周期性を検証し
た。半島マレーシアの Peronema canescensと東北タイの
Tectona grandisを用いて酸素・炭素安定同位体比の成長
輪内の変化を分析した。また、それぞれの調査地で降水を
2週間ごとに採取し、降水中の酸素安定同位体比の季節変
化を観測した。マレーシアの降水中の酸素安定同位体比に
は 3 月から 10 月にかけて約 5‰の減少が見られた。P.
canescensの木材中の炭素安定同位体比は周期的な変化を
示し、成長輪付近の孔圏導管のあたりで上昇が見られた。
一方、酸素安定同位体比については、成長輪内に大小の複
数のピークが見られ、相対湿度などの気象要因の影響が示
唆された。タイの降水中の酸素安定同位体比は雨期の始ま
りから終わりにかけて約 8‰の減少がみられ、この季節変
動が T. grandisの材中にも記録されていることが期待さ
れた。
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P1-097 水分特性曲線法を用いたヒノキの樹体内貯留量

と蒸散への寄与度の評価

東 若菜1・中島健志1・鎌倉真依1・立石麻紀子2・鶴田健二3・吉

村謙一4・小杉緑子1

1京都大学農学部・2鳥取大学乾燥地研究センター・3（国研）森林

機構 森林総合研究所立地環境研究領域・4山形大学農学部

ヒノキやスギなどの針葉樹の高木種では、高さにともな
う根から葉への水輸送の困難さから気孔開度や炭素固定能
の低下が引きおこされると考えられている。これに対し、
樹体に貯留されている水が蒸散要求に対して迅速に供給さ
れることで、生じうる水ストレスを緩和することが近年示
唆されている。本研究では、滋賀県桐生水文試験地内の樹
高 6.5∼8m のヒノキ 3個体を用いて、葉および幹におけ
る樹体内貯水量と蒸散への寄与率を評価した。2017 年 10
月の晴れた日に、針葉および幹の木部圧ポテンシャル、蒸
散速度、幹の伸縮量、樹液流量の日変化を測定した。その
後、立木吸水法により樹液流速から吸水量への換算式を得
た。また、単木および針葉の水分特性曲線から木部圧ポテ
ンシャルにともなう各々の貯留水変化量を、幹の収縮量か
ら幹の貯留水変化量を算出した。樹体内貯留水は午前の蒸
散要求に応じて消費され、蒸散低下後から明け方にかけて
再充填されていた。また、単木の日積算蒸散量に対する貯
留水量の寄与率は約 20% であった。この貯留水量の約
50∼80%は葉における貯留水であったことから、葉の貯水
性は日変化スケールの単木の水輸送体系に重要であると考
えられる。

P1-098 数種の広葉樹における展葉・肥大および導管形

成フェノロジーの関係

玉泉幸一郎1・大西裕子2

1 九州大学大学院農学研究院・2九州大学大学院生物資源環境科

学府

広葉樹種は道管の配列様式で成長開始様式が異なること
が知られており、環孔材樹種では肥大成長が展葉よりも先
に起こり、散孔材樹種では肥大成長と展葉が同時期に起こ
る。その原因については、環孔材樹種では新しい道管で水
輸送を行い、散孔材樹種では古い道管での水輸送が可能で
あるためと考えられている。しかし、これまで肥大成長、
道管形成および展葉を同時に計測した研究は少なく、また、
肥大成長と道管形成を同一場所で時系列的に比較したもの
は見られない。本研究においては、1点式のデンドロメー
ターを用いて同一場所での肥大成長と道管の形成過程、お
よび自動カメラによる展葉過程を比較した。九大構内に生
育する 6種（環孔材 3種、散孔材 3種、放射孔材 1種）に 1
μm分解能のデンドロメーターを設置し、2017 年 2月から
10月まで測定した。また、自動カメラで樹冠を 1 回/日で
撮影した。測定部位は 11月に円盤を採取し、横断面切片
を得た。これらの試料により、各樹種の肥大成長、道管形
成および展葉過程を解析した。その結果、道管の配列様式
による成長開始期のフェノロジーは、肥大成長開始時期に
は違いが無く、展葉までの肥大成長量に違いのあることが
明らかになった。

P1-099 葉内窒素利用特性の着葉位置による違い

崔 東壽1・戸田浩人1・前田健蔵2

1 東京農工大学大学院農学研究院・2東京農工大学農学部

ニセアカシア（Robinia Pseudoacacia）は北米原産のマ
メ科の先駆樹種で、窒素固定根粒菌と共生し、貧栄養や荒
廃地でも生育可能な樹種である。1873 年に導入以来、緑化
樹・街路樹・蜜源植物として利用している。しかし、その
旺盛な繁殖力と成長力による分布の拡大は、在来植生相や
生物多様性に大きな影響を与えている可能性が高いため、
その管理方法の確立に必要な生理・成長特性の解明が求め
られている。本研究では、東京都府中市の多摩川沿い侵入
したニセアカシアの同一個体の陽葉と陰葉において、葉内
窒素含有量、葉内ルビスコ含有量、クロロフィル含有量、
SLA（単位重さあたりの葉面積）、光合成特性などを測定
した。その結果、陰葉は陽葉に比べ、葉内窒素含有量、葉
内ルビスコ含有量が低く、光合成速度の低下が見られた
が、SLAと葉内窒素の可溶タンパク質の割合の増加が見
られた。陽葉は高い光合成速度を保ち、陰葉は速やかに窒
素が転流できるような形で窒素を蓄えて待機することで、
生育環境の変化に素早く対応できるような生理・成長特性
を示していると考えられる。

P1-100 ブナの開花に対する樹体内貯蔵炭水化物の役割

の検証

五十嵐秀一1・黒川紘子2・柴田銃江2・正木 隆2・陀安一郎3・市

栄智明4

1愛媛大学大学院連合農学研究科・2森林総合研究所・3総合地球

環境学研究所・4高知大学農林海洋科学部

多くの樹木において、開花や結実量が年変動する豊凶現
象がみられる。数理モデルによる研究では、このメカニズ
ムとして豊作年の前に樹体内への炭水化物の蓄積が必要で
あることが示唆されている。しかし、それを定量的に示し
た例はほとんどない。本研究は、ブナの花芽分化期の樹体
内貯蔵炭水化物と開花量の関係を調べ、開花に対する貯蔵
物質の役割を検証した。
調査は茨城県小川群落保護林に生育する林冠木 7個体で
行った。ブナの花芽分化期に各個体の先端枝・枝・樹幹・
根から試料を採取し、非構造性炭水化物（TNC）濃度を求
めた。また、各個体の樹冠下にリタートラップを設置し、
雄花序・雌花序数を計算した。さらに放射性炭素年代測定
により、花序に含まれる炭素の構成年代を推定した。
調査したブナ 7個体で、年ごとの開花パターンや規模が
異なった。TNC 濃度は大きく年変動していた。各器官の
TNC 濃度と翌年の開花数の間には、有意な関係性はみら
れなかった。花序に含まれる炭素は、主に開花前年に生産
されたものが用いられていた。以上より、ブナは開花に対
しても比較的新しい炭素を利用しており、樹体内の貯蔵炭
水化物量は開花の制限要因にはなっていない可能性が示唆
された。
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P1-101 ミズナラ、コナラの開芽フェノロジーの空間的・

時間的変異

水谷瑞希

信州大学教育学部附属志賀自然教育研究施設

ブナ科樹木の豊凶は、気象因子がそのトリガーとなって
いることが予想されており、従来その条件を探索する試み
が多く行われてきた。気象因子は繁殖器官の生育段階に対
応して作用すると予想されるが、このことから気象因子の
影響を検討する際には、対象樹種のフェノロジーを考慮す
る必要があると考えられる。そこで本研究では、ミズナラ、
コナラを対象として、中部日本地域における開芽フェノロ
ジーの空間的変異を明らかにするとともに、過去 38 年間
の開芽予測日の年次変動を推定した。調査は中部日本の
25 地点で行った。ミズナラの開芽日は 4月下旬から 5月
下旬で、地点により 1か月のずれがあった。コナラの開芽
日は 4月中旬∼4月下旬で、地点間のずれは約半月であっ
た。有効積算温度にもとづく開芽日予測モデルにより推定
された開芽予測日と実測による確認日との差はほぼ一週間
以内であり、モデルは妥当であると考えられた。過去の気
象値から予測された地点ごとの開芽日の年次変動の平均
は、ミズナラで約 20日、コナラで約 15日であった。この
ことから、気象因子が豊凶に及ぼす影響を検討する上で、
開芽フェノロジーの空間的・時間的変異を考慮することの
必要性が示唆された。

P1-102 雪どけ時期を早めると樹木のフェノロジーや成

長は種によってどう異なるか

丸毛絵梨香1・上田実希2・関 宰4・高木健太郎3・小林 真3

1 北海道大学大学院環境科学院・2日本女子大学理学部・3北海道

大学北方生物圏フィールド科学センター・4北海道大学低温科学

研究所

近年の地球温暖化に伴い、春先の樹木の成長において重
要な役割を持つ雪解け時期が北海道でも早まっている。雪
解け時期の早まりは森林の無機的環境を変化させ、樹木の
成長に影響を及ぼすが未だ不明点が多い。雪解けの早まり
が植物の成長に及ぼす影響は種によって異なることが知ら
れているが、その種間差を統一的に説明する要因は分かっ
ていない。そこで本研究では、雪解け時期の早まりが冷温
帯に生育する樹木の成長へ及ぼす種間での違いとそのメカ
ニズムについて、樹木の機能形質に注目して明らかにする
ことを目的とした。実験では北大研究林内の苗畑において
異なる木部構造を持つ落葉広葉樹の苗木 6種を対象に、3
月下旬に雪を溶かし雪解け時期を 1週間半早め、樹木への
影響を見た（雪解け処理）。雪解け処理によって全ての樹
種で成長量は増加したが、その増加程度は樹種によって異
なった。成長量の増加程度の樹種間差を説明する要因につ
いて検証したところ、出葉時期や葉形質ではなく、木部構
造の違いが重要であることが示唆された。本研究から、雪
解け時期の早まりが樹木の成長へ及ぼす影響は種間によっ
て異なり、種間差を生み出す要因が木部構造であることが
示唆された。

P1-103 冷温帯アカマツの光合成・呼吸と生長フェノロ

ジー

高梨 聡1・檀浦正子2・中野隆志3・小南裕志1・深山貴文4

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2京都大学大学院地

球環境学堂・3山梨県富士山科学研究所・4（国研）森林機構 森林

総合研究所森林防災研究領域

気候変動環境下において、森林の持つ役割は大きく、気
候緩和機能やその遷移を把握する上で、冷温帯地域におけ
る常緑針葉樹の炭素貯留機能を明らかにすることは重要で
ある。富士吉田森林気象試験地では標高約 1000m に位置
する冷温帯アカマツ林を対象とし、アカマツの幹直径の季
節変動、枝長、葉長等のフェノロジー観測、チャンバー法
による幹呼吸量の測定、微気象・フラックス観測が行われ
ており、そのデータを用いて光合成・呼吸量とフェノロジー
との関係を解析した。当年枝の伸長は 3月の終わりから 4
月に始まり、6月頃まで続いていた。葉の伸長は当年枝の
伸長からほぼ 1ヶ月遅れていた。葉面積指数（PAI）は、
3-5 の間で季節変動し、4月後半に上昇し始めた後、8月に
ピークを迎えていた。幹の肥大は 3月の中旬に始まってお
り、光合成量の増大に伴い、幹の肥大、枝の伸長、葉の展
葉が順次行われている様子が観測された。幹呼吸量の温度
依存性は 3月から 7月に高く、幹の下部では 3月と 6,7月
で特に顕著であった。炭素パルスラベリング実験による
と、冬季の炭素は 3月の中旬に下部へと輸送されており、
幹下部では基質量や葉や幹の生長量によって呼吸量が変動
していることが示唆された。

P1-104 マダケ当年葉の最大光合成速度とケイ酸含有率

におよぼす稈齢の影響

大原 遼1・作田耕太郎2

1 九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学農学部

近年、管理放棄された竹林が増加し、周辺林分への群落
拡大が問題視されている。竹林の拡大に適切に対処するた
めには、タケ類を生物学的に理解することは重要であると
考えられる。タケ類は地下茎から毎年新しい稈を地上に発
生し、稈は複数年にわたって生産を行うという特徴を持つ。
これらの稈に発生する当年葉の光合成速度は、稈齢ととも
に低下することが知られている。発表者らは、稈齢にとも
なう当年葉の光合成速度の低下には、葉中クロロフィル量
や蒸散速度の低下などが影響していることを明らかにして
きた。タケ類だけでなくイネ科に属する植物は、土壌中の
ケイ素を積極的に吸収、蓄積し、生育に利用していること
がよく知られている。しかしタケ類の稈では、年ごとの肥
大成長が行われず、複数年にわたって同一の維管束による
生理活動を余儀なくされ、その間に必要量を超えた過剰な
ケイ酸が維管束や、葉の組織などに蓄積することが、さま
ざまな生理的機能に負の影響を与えることが想定される。
本研究ではマダケを対象として、新竹の葉および発筍前の
春先に付け替わった前年以前に発生した稈の新葉を対象と
して、光合成速度とケイ酸含有量について測定を行い、比
較検討した。
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P1-105 非同化器官における CO2吸収機能

楢本正明・蓮田和也・坂田史帆・水永博己

静岡大学農学部

CO2吸収は同化器官である葉で主に行われるが、非同化
器官である枝や幹においても光合成色素のクロロフィルが
存在し、CO2吸収が確認されている。本研究では、異なる
高さにおける幹での CO2交換を環境変化と併せて解析す
るほか、異なる種での当年生枝における CO2吸収特性に
ついて比較する。
新潟県苗場山標高 900m に生育するブナを対象に異な
る高さの幹におけるガス交換の日変化を測定し、環境変化
とガス交換特性の関係について解析した。幹におけるガス
交換の測定には、多点通気および閉鎖型測定システムを用
いた。また、静岡県浜松市の静岡大学天竜フィールド、お
よび静岡市の静岡大学圃場に生育するブナ科 13種の当年
枝を対象にガス交換特性およびクロロフィル含量の測定を
行った。葉と枝におけるガス交換の測定には、携帯型光合
成蒸散測定装置を用い、その後各器官ごとにアセトン抽出
によりクロロフィル含量を測定した。

P1-106 Horsfieldia 2 種の根圏低酸素ストレスに対す

る光合成と貯蔵炭素の応答

則定真利子・山ノ下卓・小島克己

東京大学アジア生物資源環境研究センター

熱帯荒廃湿地において造林をする上で植栽木の活着や成
長を阻害する主要な環境ストレスとして湛水による根圏の
酸素濃度の低下がある。タイ南部の荒廃低湿地に設置した
試験地で植栽試験を進めながら制御環境下における環境ス
トレス応答実験を行うことにより、樹種特性に関する基礎
的知見に裏打ちされた応用性の高い造林技術の開発を目指
している。造林候補樹種の Horsfieldia irya と H. crassi-
foliaについて、自然光環境制御温室において水耕栽培系を
用いて 4週間の根圏低酸素処理を施し、光合成速度に与え
る影響を調べた。根圏低酸素処理により両種とも気孔が閉
鎖し、光合成速度が低下したが、H. iryaでは光合成速度の
低下が一時的であり処理終了時には回復したのに対して
H. crassifoliaでは処理終了時まで低下が継続した。根圏
低酸素処理が茎と根のデンプン濃度に与える影響を調べ、
光合成への影響との関連を報告する。

P1-107 熱帯湿地性樹種 Syzygium kunstleri の根に

おける一次・二次通氣組織の分布

ソホンドク・益守眞也・丹下 健

東京大学大学院農学生命科学研究科

熱帯の湿地性樹種である Syzygium kunstleriは、通気組
織の発達した根を形成することが分かっている。本研究で
は、水耕液中に伸長した S. kunstleriの根の横断切片を 0.5
cm 間隔で作成し、1 本の根の中での一次通気組織と二次
通気組織の軸方向の分布を光学顕微鏡と蛍光顕微鏡を使っ
て調べた。根端近くの根の表面は白く、根端から離れるに
したがい淡褐色、暗褐色と変化するが、白い部分と淡褐色
の部分で皮層内に一次通気組織が形成され、淡褐色の部分
から暗褐色の部分で周皮内に二次通気組織が形成されてい
た。表面の白い根端付近では離生の一次通気組織だけが見
られ、破生の一次通気組織は淡褐色の部分から分布してい
た。淡褐色の部分で、破生通気組織の内側に二次通気組織
が形成され始めている様子が観察された。

P1-108 タイ南部のクアンクレン湿地に植栽された

Melaleuca cajuputiの成長

山ノ下卓・則定真利子・小島克己

東京大学アジア生物資源環境研究センター

熱帯アジアの湿地の利用のあり方が注目を集めている
が、森林利用に必要な、湿地における林木の成長に関する
情報は乏しい。本研究では、タイ南部のクアンクレン湿地
に植栽された Melaleuca cajuputi の成長について報告す
る。
2012 年に植栽されたM. cajuputiの植栽 5年後の生残率
と樹高に対する植え付け場所の水位と植栽時の苗サイズの
影響を調べたところ、水位が低い場所、植栽時の直径が太
い方が生残率が高く、樹高も高かった。1995 年に植栽され
た林分の 2017 年時点のバイオマス量を試料木から得た相
対成長式を元に推定したところ、地上部 143 t ha−1、地下
部 34 t ha−1 であった。植栽 10 年後には地上部、地下部共
にバイオマス成長速度が鈍化し始め、植栽 20 年後には全
バイオマス量が、成長曲線から推定される最大値の 95%
に達していた。落葉量は葉のバイオマス量と、細根の純生
産量は根のバイオマス量と比例すると仮定し、成長曲線と
林床に蓄積した落葉量、葉の分解速度、細根の純生産量か
ら 2017 年時点のバイオマス成長量は 1.3 t ha−1 y−1、純生
産量は 16 t ha−1 y−1 と推定された。
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P1-109 針葉樹の光合成機能解析 ─メーラー反応の分

子機構と生理機能

津山孝人1・Radka Vladkova2

1 九州大学大学院農学研究院・2ブルガリア科学アカデミー

裸子植物は被子植物よりも、葉緑体チラコイド膜におけ
るメーラー（Mehler）反応の能力が約 10倍高い。メーラー
反応とは光化学系Ⅰ（系Ⅰ）下流での酸素への電子の流れ
である。酸素が還元されると、活性酸素のスーパーオキシ
ドが生じる。スーパーオキシドは酵素 SODにより過酸化
水素に、過酸化水素は酵素APXにより水へと還元される。
電子は光化学系Ⅱ（系Ⅱ）における水の分解に由来するの
で、全体の反応はWater-water cycleとも呼ばれる。メー
ラー反応を触媒する酵素として、藍藻において Flavodi-
iron protein（Flv1、Flv3）が単離された。これらのタンパ
ク質は（光合成生物では）藍藻から裸子植物まで保存され
ている。すなわち、メーラー反応に関しては、裸子植物よ
りも被子植物の方が例外的である。本研究では、遅延蛍光
法を応用して針葉樹の光合成機能、特にメーラー反応の解
析を行った。メーラー反応の検出を可能にするために、藍
藻 Synechocystis sp. PCC 6803 の Flv1欠損株を用いて遅延
蛍光の減衰を調べた。メーラー反応は針葉樹の強光ストレ
ス耐性に寄与することが示唆された。

P1-111 カラマツの花芽・葉芽形成過程における組織観

察

中島 剛1・田中紀充2

1青森県産業技術センター林業研究所・2弘前大学農学生命科学

部

カラマツは耐寒性を持ち土壌に対する要求度が低いこ
と、成長が早く材強度が優れることなどから寒冷地の主要
な造林樹種の一つであり、近年、造林需要が増加している。
しかし着花が不定期であるため種子の安定供給が困難な状
況である。カラマツは短枝に雌雄別の花をつけるが、これ
ら器官の形成過程や機序については詳細な調査を必要とす
る。これらを明らかにすることで、着花促進を目的として
実施している機械的処理など作業の適期の理解に繋がる知
見を得られることが期待される。そのため本研究ではカラ
マツの花芽・葉芽を経時的に採取し切片を作成して形態観
察を行った。試料は 6月から 12月にかけて月一回程度、
十和田市内の圃場に植栽後 50 年以上経過した 1 本のカラ
マツから短枝を採取した。ここから花芽・葉芽をメスで切
り出し、FAAで固定した後に常法に従って脱水、レモゾー
ル置換、パラフィン包埋を行い、回転式ミクロトームを用
いて 6-12 μm の連続切片を作成した。切片は脱パラフィ
ンの後にサフラニン、ファーストグリーンによる二重染色
を行い光学顕微鏡下で観察を行った。本発表では花芽・葉
芽の器官形成における形態特性の経時的変化を観察した結
果について報告する。

P1-112 ブナ花成のエピジェネティクス ─ FT の発現

誘導を司る DNAメチル化の役割

和田尚之1・斎藤秀之2

1 北海道大学大学院農学院・2北海道大学大学院農学研究院

花成メカニズムの解明は着花技術や開花結実予測の技術
開発における重要課題である。ブナ花成は FT 遺伝子の
DNAメチル化によるエピジェネティック制御を受けてい
る。DNAメチル化は展葉時に決定し、養分によって変動
することがわかっているが、これが花成を制御することは
実証できていない。本報告では養分による DNAメチル化
制御とその後の FT遺伝子の発現誘導を野外操作実験によ
り検証し、ブナ花成における DNAメチル化の果たす役割
を解明することとした。材料は北海道大学のブナ成木 1個
体の陽樹冠にある枝 18 本であった。各枝内に対照区と施
肥区を設け、2 年間着葉期に施肥を行った。結果、初年度
の展葉後の施肥では DNA メチル化は影響を受けなかっ
た。2 年目では、処理枝が無開花の場合に施肥で DNAメ
チル化の促進と FT 遺伝子の発現が確認された。以上か
ら、FT遺伝子の DNA メチル化は展葉時の養分濃度の上
昇で施され、夏まで維持されることで FT遺伝子の転写を
誘導し、資源量の情報を花成に反映させていることがわ
かった。発表では、養分分析の結果も交えて報告する予定
である。

P1-113 ブナの傷害誘導性MYB3202プロモーターの

メチル化修飾

赤田辰治1・福井忠樹1・鳥丸 猛2・大宮泰徳3

1弘前大学農学生命科学部・2三重大学大学院生物資源学研究科・
3（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

縮合タンニン（プロアントシアニジン；PA）は高等植物
において最初に進化した防御物質の一つであり、広汎な植
物種に存在する。食葉性昆虫による食害や物理的損傷など
によって合成経路が誘導されるが、ブナにおいては前年の
食害が翌年の若葉における PA合成にまで影響を及ぼすこ
とが報告されている。PA合成の調節遺伝子としてシロイ
ヌナズナの種皮着色に関与する TT2が知られており、ブ
ナのホモログとして傷害誘導性遺伝子 FcMYB3202が同
定された。FcMYB3202は摘葉処理によって発現が誘導さ
れるが、摘葉後の腋芽から展開した葉においても発現量の
増大が観察されることから、エピジェネティックな調節が
想定される。そこで本研究では、FcMYB3202のプロモー
ター領域の構造解析とシトシン（C）塩基におけるメチル
化解析を行った。その結果、開始コドンの上流 400bpの
領域に C メチル化維持に寄与する CG及び CHG配列がそ
れぞれ 3 か所に限定されることから、RNAポリメラーゼ
が結合する TATAボックス（−190bpの位置）近傍での
脱メチル化が起こりやすい構造であることが示唆された。
実際の C メチル化解析においてもこの領域での顕著な脱
メチル化が推測された。
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P1-114 ブナ衰退木の葉のプロテオミクス解析

樋口 亮1・大橋慧介2・和田尚之3・神村章子4・高須賀太一4・堀

千明5・斎藤秀之4

1 北海道大学農学部・2北海道大学国際食資源学院・3北海道大学

大学院農学院・4北海道大学大学院農学研究院・5北海道大学工学

研究院

樹木のストレス診断技術の開発の一環として、遺伝子発
現プロファイルに基づく診断指標の開発に取り組んでい
る。先行研究では、ブナの葉のトランスクリプトーム
（mRNA量）解析により乾燥・高温・酸化の環境刺激に対
して特異的に発現する遺伝子や衰退木の葉で特異的に発現
する遺伝子の存在を明らかにして、これらの遺伝子発現パ
ターンに基づいた指標作りを行ってきた。しかしながら、
mRNA量は必ずしも生理機能量を反映しているとは限ら
ず、特にターンオーバーの遅い安定的なタンパク質をコー
ドする遺伝子の場合には翻訳産物との間に量的な相関を示
さないことが予想される。したがって、生理機能と密接な
関係が得られるオミクス解析として発現タンパク質の総体
を調べるプロテオミクス解析が期待される。本報告では、
ブナ成熟林で同所的に生育する健全木と衰退木の樹冠に着
生する葉を対象に、ペプチドマスフィンガープリンティン
グ法によるプロテオミクス解析を行い、衰退木で特異的に
発現するタンパク質の探索を行う。また、トランスクリプ
トーム解析で選抜された発現遺伝子との関係性についても
検討する。

P1-115 風に起因するヒノキの遺伝子発現と生理・成長

への影響

杉田昂駿1・野口夏美2・片畑伸一郎3・水永博己2・楢本正明2

1静岡大学大学院総合科学技術研究科・2静岡大学農学部・3岐阜

大学応用生物科学部

植物にとって重要な環境要因の一つに風がある。風は
CO2 の供給増加に寄与するなど有益である一方、幹・葉の
破損や成長抑制など負の要因ともなる。近年、強度間伐や
台風通過後のヒノキ林で立ち枯れが生じる現象が報告され
ている。枯損の要因は急激な環境変化であると予想される
が、環境変化は各要素が複合的に変化するため個別にとら
えることは難しい。そこで本研究では風環境に着目し、ヒ
ノキ苗を用いて風がヒノキの遺伝子発現と生理・成長に与
える影響について調べた。試験は、静岡大学静岡キャンパ
ス内のビニールハウスで行った。成長比較試験は、送風機
で強風区（5m/s）、中風区（2m/s）、弱風区（1m/s）、無風
区（0m/s）の 4段階の風環境を設けた。生理応答試験は、
湿潤処理区と乾燥処理区を設け、かつ各処理区に送風処理
（7m/s）と送風無処理を設けた。生理特性については、樹
液流速度、光合成速度、水ポテンシャル、最大量子収率を
測定し、樹液流速度については自作した茎流センサ（桜谷
センサ）を用いて連続的に測定した。同時に各処理区から
採取した針葉より RNAを抽出し、RNA-Seq解析を用い
て、各処理区間の遺伝子発現を比較した。

P1-116 カラマツにおける新規カリウムトランスポー

ター遺伝子の機能および発現解析

西村佳穂1・石川達也1・細尾佳宏2

1 信州大学農学部・2信州大学学術研究院農学系

カリウムイオン（K+）は、植物細胞内で最も豊富な陽イ
オンであり、植物の様々な生理的過程に関与している。こ
の K+の生体膜を横切る輸送は、膜輸送体（トランスポー
ター、チャネルなど）と呼ばれる膜タンパク質が担ってい
る。K+膜輸送のメカニズムを明らかにすることは、樹木
の成長や環境適応の仕組みを理解するために不可欠であ
る。本研究では、カラマツから新たに K+トランスポー
ター候補遺伝子である LkKUP1 を単離し、配列解析を
行った。その結果、LkKUP1 は既知の KUP/HAK/KTト
ランスポーターとアミノ酸レベルで高い相同性を有してい
た。さらに、大腸菌の K+取り込み能欠損変異株を用いた
相補性試験により、LkKUP1 は K+取り込み能を持つこと
が明らかになった。また、他の陽イオンを用いた生育阻害
試験の結果、LkKUP1 のK+取り込み活性はセシウム、カ
ルシウム、ナトリウムの各陽イオンに影響を受ける可能性
が示唆された。

P1-117 一回伸長性側枝をもつマンリョウの樹形

長谷川彩1・加藤正吾2

1岐阜大学大学院自然科学技術研究科・2岐阜大学応用生物科学

部

樹木の光をめぐる競争は数十 mの高さに及ぶこともあ
るが、森林の下層には低木として生育する樹種が存在する。
一般には光資源の獲得のため、樹木は樹冠構造の可塑性を
持つ。しかし、低木のマンリョウ（Ardisia crenata）の樹
形は、明るい庭や暗い林内など様々な条件に生育している
個体であっても、ほとんどが樹高 1m以下であり、外形的
にはよく似た樹冠構造をしていることが観察される。本研
究では、マンリョウの樹形を構成する各器官の比率を調べ、
個体サイズや光環境の差異による資源配分の違いを明らか
にすることを試みた。
調査地を岐阜大学柳戸試験林とした。様々な個体サイズ

から 106個体を任意に選び、伸長量、生枝下長、樹冠半径、
個体上の相対光量子束密度を計測した。さらに、これらと
異なる 60個体（一部地上部のみ）を掘り取り、形状（根元
直径、生枝下直径、樹幹長、最大側枝長など）、器官別（根、
幹、葉、側枝、果実、花柄）の乾燥重量、および葉面積の
計測をおこなった。
マンリョウの光環境に応じた資源配分や個体サイズの変

化に応じた器官重量の変化をもとに樹高の制限要因につい
て考察した。
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P1-118 タイ落葉フタバガキ林における種ごとのシュー

ト構造と樹冠葉構造の関係

菅原悠希1・水永博己1・Dokrak, Marod2

1静岡大学大学院総合科学技術研究科・2カセサート大学林学部

樹木の葉分布は光環境や風、乾燥ストレス等の影響を受
け、個葉一枚からシュート構造、樹冠全体に至るまで様々
なスケールにおいてその構造を変化させる。東北タイの落
葉フタバガキ林（DDF）は単純な林冠構造をしていながら
も立木密度は低いため隣接個体による被陰を受けにくく、
林冠木は共通して横から光を受けやすい樹冠構造を持つ傾
向がある。本研究では樹冠葉分布及びより小さい葉分布ス
ケールであるシュート構造に着目し、シュート及び樹冠ス
ケールにおける光利用の関係性について解析を行った。タ
イ・サケラート環境研究ステーション内の DDFにおける
主要樹種についてシュートを採取し、その形状をシュート
構造を示す変数として測定した。また光シミュレーション
を行うため地上レーザースキャナを用いてシュートのポイ
ントクラウドデータを取得した後、これを 2mm立方体ボ
クセルデータに変換した。樹冠構造についてはレーザース
キャナを用いて樹木個体のポイントクウドデータを取得
し、これを 0.5m立方体ボクセルに変換した後ボクセル内
部の葉面積密度を推定した。これらのボクセルデータにつ
いて SPAR（葉面積に対する投影面積の比）の光入射角に
対する反応を解析した。

P1-119 中部山岳域に生育するオオシラビソの枝伸長量

の気候応答

田邊智子1・城田徹央1・岡野晢郎1・安江 恒2・小林 元3

1 信州大学大学院総合工学系研究科・2信州大学山岳科学研究所・
3信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究セン

ター

気候変動の影響を受けやすいとされる高標高地域におい
て、分布する樹木の気候応答を知ることは今後の森林動態
や樹種の分布変遷を知る上で重要である。本研究では、長
野県中部亜高山地帯に生育するオオシラビソを対象に、肥
大成長と伸長成長を制限する気候要因を抽出した。本調査
は信州大学西駒演習林の標高 2000m 地点に分布する、林
冠の閉鎖していないシラビソ-オオシラビソ群集にて行っ
た。林冠を構成するサイズの個体から 21個体を選木し、
幹から年輪のコア資料を採取して過去の肥大成長量を復元
した。伸長成長は、自己被陰の影響が少ない樹冠上部から
一次枝を各個体 3 本ずつ採取して、節間成長を計測するこ
とで過去の成長量を復元した。幹ではなく枝の伸長成長を
使用することで、同一個体から複数の伸長成長量データを
得た。解析の結果、肥大成長量は前年 10月の降水が多い
または当年 4月の降水が少ない場合に成長量が増大した。
一方、枝の伸長成長量は当年 5月の降水が多いまたは前年
9月と当年 8,9,10月の最低気温が高いほど増大した。この
ように肥大成長と伸長成長は制限する気候要因が異なり、
その結果、双方の成長量の経年変化は有意に同調しなかっ
た。

P1-120 渓畔林における水平・垂直方向のニッチ分割：

大規模稚樹群集データの解析

板橋朋洋1・松下通也2・森 英樹4・野口麻穂子2・直江将司2・中

川弥智子3・岡田美憲3・太田和秀1・太田敬之2・齊藤 哲2・齋藤

智之2・高橋和規2・上山芝穂1・八木橋勉2・星崎和彦1

1 秋田県立大学生物資源科学部・2（国研）森林機構 森林総合研究

所・3名古屋大学農学部・4筑波大学大学院生命環境科学研究科

森林において、土壌水分や斜面方位といった水平方向の
ハビタット異質性は、多種共存を促進すると予測される。
一方で、垂直方向に不均一な光環境が光要求性の異なる種
の共存を促進するという予測もある。これらは水平方向・
垂直方向へのニッチ分割と捉えられるが、両者の効果を分
離した研究は少ない。そこで、微地形が豊富な渓畔林（3.2
ha）において、大規模な稚樹の毎木調査を行い、存在する
全稚樹（直径 1∼5cm：3575個体）を記録し、そのうち低
木種を除いた直径 1∼2cm の稚樹について樹高を測定し
た。L関数を用いた空間分布解析を行った結果、微地形に
対して特異的に出現している種が存在したことから、水平
方向へのニッチ分割が確認された。一方、樹高-直径関係
から、種ごとに光要求性の異なる種群が存在することが示
唆されたが、それらは同所的に分布しておらず、垂直方向
へのニッチ分割を確認することはできなかった。しかし、
点過程モデルを用いた空間解析の結果、微地形と階層構造
の不均一性の両方が、観察された稚樹の分布に影響を与え
ていることを示唆していた。

P1-121 サワラ当年性実生の出現と生存に基質は影響す

るか

福永 潮1・石田 仁2

1岐阜大学大学院自然科学技術研究科・2岐阜大学応用生物科学

部

岐阜県飛騨地方の位山演習林において、3m×3m のプ
ロットを 20ヵ所設置し、サワラ Chamaecyparis pisiferaの
実生を 3週間おきに調査した。出現する実生の生育基質を
表層基質（土壌、倒木、蘚苔類）と下層基質（土壌、倒木、
岩）にタイプ分けした。各プロットの種子の散布量を調査
した。各プロットを 1m×1m に区切り相対散乱光、他植
物の植生被度、表層基質の割合を調査した。植生被度は下
層（地上高 10cm 以下）と上層（10cm から 60 cm までの
被度）に分けた。
GLMの最適モデルから、下層と上層の他植物の植生被

度がサワラ実生の出現を妨げていることが分かった。下層
の植生被度はサワラ種子の発芽床を減らし、上層の植生被
度は光を遮ることで発芽を妨げているのだろう。一方で、
生育基質は最適モデルで採択されず、影響は比較的小さい
と考える。GLMMの最適モデルから、実生の生存期間は、
生育基質に影響を受けていた。表層基質を説明変数、生存
期間を応答変数としてモデルを作成すると、土壌が負の値、
蘚苔類が正の値をとった。蘚苔類は、抗菌作用や発芽床と
しての安定性によりサワラ実生の生存に寄与しているのだ
ろう。

― 150 ―



P1-122 ブナ若齢実生の成長に光環境と土壌環境が与え

る影響

山田和弘1・赤路康朗1,2・廣部 宗1・兵藤不二夫1・宮崎祐子1・

坂本圭児1

1 岡山大学大学院環境生命科学研究科・2国立環境研究所生物・生

態系環境研究センター

森林林床は光が乏しく樹木実生の成長には光環境が主な
制限要因とされるが、土壌環境も制限要因となりうること
や実生の齢によって光環境と土壌環境の相対的な影響の強
さが変化することが報告されている。本研究では光環境、
土壌環境がブナ実生の成長に与える影響を実生の齢の違い
も含めて明らかにすることを目的とした。岡山県の若杉ブ
ナ天然林で 2年生実生を 19個体、4年生実生を 11個体採
取し、葉数、葉面積、当年枝長、根長、乾燥重量を測定す
るとともに、実生採取地点付近の光環境（相対光合成光量
子束密度）と土壌環境（土壌含水比、純窒素無機化速度、
純硝化速度、土壌 pH、A0層重量）を測定した。環境条件
の主成分分析結果を用いた一般化線形モデル解析により、
2年生実生は土壌環境が良好な場所で成長がよく、地上部-
地下部重量比が小さくなること、4年生実生では光環境が
良好な場所で成長がよいことが分かった。これらから、個
体サイズが小さいブナ 2年生実生は土壌環境の影響を強く
受け、成長の際に物理的支持や水分・養分資源獲得のため
地下部の発達を優先させるが、個体サイズが大きい 4年生
実生では光環境の影響を強く受けることが示唆された。

P1-123 ブナ林下層に生育する低木種と高木種の葉分布

と光獲得特性の違い

安藤早貴子・飯尾淳弘

静岡大学農学部地域フィールド科学教育研究センター

森林下層部には低木種と高木種の若木があるが、ギャッ
プができてもいずれ低木種は高木種に被陰されるため、光
の有効利用期間が限られる。そのため、低木種は生存戦略
として、明環境時に資源を稼ぐ短期型と暗環境下で少しず
つ獲得する長期型などが考えられるが、今回は後者に注目
した。本研究は、低木種と高木種の葉分布構造に注目・比
較することで、耐陰性を高める仕組みの解明を目的とする。
ブナ林内の様々な光環境で生育する高木種 4種の計 28

本、低木種 3種の計 30 本を調査の対象とした。各サンプ
ル木の葉面積の 3次元分布を推定するために、レーザース
キャナーで得られた点群データを 0.2m四方の立方体（セ
ル）に分割し、レーザー光線の遮断回数と距離・角度から
セル内の LAD（葉面積密度）を算出した。推定 LADの精
度を検証するため、各樹種 8セル内の葉を刈り取り、LAD
を直接測定した。また、各樹種 42 本については着葉期間
も調べた。
着葉期間において、低木種は高木種よりも短い着葉期間

であった。また、推定 LADは実測値より過大であり、今
後は別の方法で再度検証を行った上で、モデルから得られ
た個体の光吸収量より、葉分布と光獲得効率の違いを明ら
かにする。

P1-124 択伐後放棄されたブナ林における下層群集の空

間変異と動態

日下部玄1・石田祐宣2・伊藤大雄1・石田 清1

1弘前大学農学生命科学部・2弘前大学大学院理工学研究科

東北地方のブナ天然更新施業地ではブナが定着しなかっ
た施業地においてホオノキ・ウワミズザクラなどが再生林
を形成することが報告されている。このような再生林では
上層構成種の違いが開葉フェノロジーの違いなどを通じて
下層環境の多様化をもたらしていると予測される。そこで
本研究では、択伐後放棄されたブナ林において択伐の有無
及び上層構成種の違いが下層木群集の動態に及ぼす影響を
明らかにするとともに、森林の今後の推移を検討する事を
目的とした。青森県白神山地において択伐が行われたブナ
林を対象に択伐後 25∼33 年目（9年間）に毎木調査を行っ
た。得られた結果から、主要構成種 9種について下層木の
加入、死亡、成長と伐根の有無及び上層優占種の違いとの
関係を分析した。その結果、加入、死亡、成長が伐根の有
無により変化する種としない種が見られた。また上層優占
種の違いにより成長が増減する種も見られた。この結果は
生存と成長に必要な光環境やギャップへの更新の依存性の
種間差を示唆していると考えられる。本発表ではさらに上
層構成種による下層木群集の違いについて、及び下層木群
集の動態の経年変化についても考察したい。

P1-125 三郡山系における尾根筋を中心としたブナ個体

の分布とサイズ構造

板橋幸史1・作田耕太郎1・金谷整一2・松尾尚哉3

1 九州大学農学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・
3宇美町役場

ブナは日本全国に幅広く存在する冷温帯の標徴種であ
る。世界自然遺産に登録された白神山地のブナの天然林を
はじめとして、ブナの生物学的価値は広く認められるよう
になってきている。しかし、土地開発に伴う伐採や拡大造
林計画などによってブナは減少しており、地球温暖化をは
じめとする気候変動により今後さらにその分布可能域が減
少していくことが予想されている。今後ブナを保全してい
くためにはその生態を十分に把握しておくことが必要であ
る。ブナの生態学的特徴は本州の山地において分布、サイ
ズ構造、堅果・結実調査、太平洋側と日本海側のブナの相
違など広範に研究されているが、九州でのブナの生態の調
査報告はあまり多くない。
本研究では北部九州のブナの現状を把握することを目的
として福岡県宇美町、太宰府市、筑紫野市及び飯塚市にま
たがる三郡山系を対象とし、ブナ個体の分布とサイズ構造
を調査した。標高 500∼936m の尾根筋において幅 10m
以内の範囲にある胸高直径≧5 cm、樹高≧4m 程度のブナ
個体の位置とサイズを記録した。その後、標高別あるいは
水平距離当たりの個体数および胸高直径と樹高の頻度分布
などより三郡山系のブナの現状を確認した。
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P1-126 スズタケの一斉開花・枯死に伴う林内環境と実

生更新の変化

依田浩輝1・星野大介2・下平美成1・中川弥智子1

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2（国研）森林機構 森林総合

研究所植物生態研究領域

林床に密生するササ類の一斉開花・枯死は林床の環境を
大きく変化させるため、樹木の更新を促す重要な役割を持
つと考えられる。そのようなササ類の一つであるスズタケ
の一斉開花・枯死現象が 2016 年（前咲き年）から 2017 年
（本開花・枯死）にかけて愛知県設楽郡・段戸山一帯にて確
認された。そこで、段戸国有林のモミ・ツガ天然林に設置
された 0.6 ha 調査区において、林内環境（ササの繁茂およ
び開花・結実状況・林床の開空度・野鼠密度・リターフォー
ル量）と実生群集の調査を継続的に実施した。2017 年、約
88% の稈で開花が認められ、約 2200個/m2 の種子が生産
された。林床の開空度は、調査期間の着葉期間中で増加し
た。スズタケ種子を餌資源としての増加が予想されていた
野鼠密度は、予想に反して減少した。2016 年秋の実生群集
と比べて、2017 年秋では種数・個体数ともにより多くの木
本実生が確認されたことにくわえ、スズタケの当年生実生
の出現が確認された。スズタケ枯死に伴う光環境の好転に
より、木本実生の定着が促進されたことが伺えるものの、
今後さらに実生群集やスズタケ実生、野鼠密度の推移を注
意深く観察する必要がある。

P1-127 中国半乾燥地において Juniperus sabina の

被覆が植物群落構造に与える影響

山林英果1・秦 龍1・松本哲也1・張 国盛2・王 林和2・廣部

宗1・三木直子1

1 岡山大学大学院環境生命科学研究科・2内蒙古農業大学

中国半乾燥地の毛烏素沙地の自生種で、代表的な緑化植
物である匍匐性の常緑針葉樹 Juniperus sabinaの被覆が周
囲の植物群落構造に与える影響について調査を行った。J.
sabinaの被覆中心から被覆外へ向けて 11m のベルトトラ
ンセクトを計 11 本設置し、植生調査、土壌環境条件および
J. sabinaの被覆度等の測定を行った。その結果、土壌含水
率や土壌養分量などの環境条件は J. sabinaの被覆内から
被覆外にかけて減少する傾向にあった。また、被覆内外で
種数はほとんど変化しないものの、種の構成が異なり、個
体数は被覆外で増加する傾向にあった。トランセクト間に
おいて、被覆内では種数の変動が大きく、被覆外では個体
数の変動が大きかった。これらの結果から、J. sabinaの被
覆外では出現頻度の高い種が均質な群落を構成し、被覆内
では出現頻度の低い種がさまざまな組み合わせで群落を構
成すると考えられた。J. sabinaによる水の再分配や養分の
集積等が土壌表層の環境条件に与える影響により、多様な
植物群落構造が形成されている可能性がある。

P1-128 ニホンジカが森林土壌の改変を通じて実生動態

に及ぼす影響

小原 茜1・岩崎未季2・梅木 清2・平尾聡秀3

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2千葉大学大学院園芸学

研究科・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演

習林

奥秩父山地では、シカの高密度化による森林植生への深
刻な影響が発生している。シカが地上植生に多大な影響を
与えていることは広く知られているが、近年土壌の改変を
通じて間接的にも植生に影響を与えていることが示唆され
ている。本研究では、シカが天然林の土壌の物理性・化学
性・生物性を変えているのか、さらに土壌の変化が樹木実
生に影響を与えているのか明らかにすることを目的とし
た。東京大学秩父演習林の滝川流域に標高（900∼1,800m）
に沿って 2013 年から防鹿柵が 15基設置されており、その
内外に 30m四方のシカ排除区と対照区を設定した。各調
査区に 2m 四方の方形区を 5ヶ所ずつ設置し、実生の成
長・生残・新規加入数を 2014 年から 2017 年にかけて調査
した。2017 年 5月下旬∼6月上旬に、各方形区付近から 20
cm四方のリター、100 cc の土壌を採取した。リターは生
重量、含水率を測定した。土壌は容積密度、電気伝導度、
pH、CN比、含水率を測定した。また、採取した土壌から
ゲノム DNAを抽出し、微生物相を調べた。本発表では、
これらのデータから構造方程式モデルによる解析を行い、
シカが土壌改変を通じて実生動態に及ぼす影響について議
論する。

P1-129 立地条件による広葉樹植栽地の林床植生の違い

和田大樹・長島啓子・田中和博

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

京都三山では、ナラ枯れやシカ食害により森林の生物多
様性の低下や景観の悪化が発生している。このため京都三
山では、ナラ枯れ跡地の防鹿柵内にモミジ等を疎密をつけ
て補植し、新規侵入を促進させることで多様性の高い森林
の回復が目指されている。そこで本研究では、侵入種によ
る植生回復状況を把握し、それらに違いが生じた要因を立
地条件との関係から把握することを目的とした。更に、各
調査プロットの今後の植生も予測した。植栽後 6年経過し
た 4m×4m の方形区を 13 プロット選定し、0.5m 以上の
木本について毎木調査（樹種、被度、地際直径、樹高、植
被率）、草本層の調査（種名、被度、最大高、植被率）、立
地条件（堆積様式、傾斜、地形、光環境、土壌含水率、孔
隙率、土壌硬度）を調査した。そして、各プロットの断面
積合計から求めた類似度を用いてクラスター分析を行った
結果、クサギ等の先駆種やタマミズキ等の非先駆種が優占
する植生群（計 6タイプ）に分類された。また、各植生群
と立地条件との関係について DCA を用いて検討した結
果、崩積土には先駆種が優占するプロット、残積土には非
先駆種が優占するプロットが分布し、堆積様式によって植
生が異なっていた。
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P1-130 背負子型 LSを利用した大杉谷におけるブナ林

の立地環境の把握

吉田羽吹・長島啓子・田中和博

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

近年、航空レーザスキャナによる広域の森林情報の取得
よりも、より正確な上部直径や材積が推定できるとして、
地上レーザスキャナに期待が集まっている。地上レーザス
キャナでは胸高直径や樹形だけでなく、立木位置と地形情
報も得ることができ、今までの植生調査に付随した測量に
代わり、樹種と地形との関係をより詳細かつ短時間で把握
することができると考えられる。樹種の分布と立地条件の
関係は樹木の植栽の方針についての知見となり、シカ食害
やナラ枯れ、土砂災害による植生の破壊や管理放棄林に対
して、劣化した植生の植栽による回復への一助となると考
えられる。地上レーザスキャンでは据え置き型のスキャナ
による複数回の計測を行うのが一般的であるが、Woodinfo
社ではレーザスキャナを背負って林内を巡回しながら 3D
データを取得する背負子型のレーザスキャナ、3Dwalker
を開発している。そこで本研究では、植生と立地条件殿関
係把握における地上レーザスキャナの利用可能性を検討す
ることを目的として、奈良県の大杉谷上流部ブナ林の
3Dwalkerによる計測を実施した。ブナと地形の関係を解
析した。

P1-131 Differences in water use characteristics

between culm age in a Moso bamboo

forest, central Taiwan

CHEN, YI-HUNG・Lin, Po-Hsuan・Tomonori Kume

School of forestry and Resource conservation, National

Taiwan University

Recently, wide expansions of bamboo stand have been
noticed in Taiwan. For better forest management coping
with such expansions, understanding water use charac-
teristics in bamboo stands is necessary. This study aims to
clarify water use characteristic of Moso bamboo between
different culm ages. Experimentswere conducted in Xitou,
National Taiwan University Experimental Forest. A
pressure chamber was used to measure leaf water
potential in 1-, 2-, 3-, 4-, and 5-year old culms. Dye injection
was also applied to quantify difference of conductive area
in culms with different ages. The results showed that 1-
year and 4-year old culms had slightly smaller water
potential than other age groups. In dyeing experiment,
younger culms had less clogged vessels than old ones. This
study will discuss relationship between water potential,
culm conductivity, culm ages, and culm age related leaf
phenology.

P1-132
13Cパルスラベリング法を用いた、ヒノキ幼木

の乾燥条件下での炭素利用

辻 千晃

京都大学農学部

乾燥条件下における樹木の水・炭素利用を明らかにする
ことは、近年の地球温暖化に基づいた環境変化に対して、
樹木がどのように生存し炭素吸収源として機能するのかを
考察するうえで重要なことである。本研究では、炭素安定
同位体である13Cを、植物の光合成を利用して取り込ませ
る13Cパルスラベリングを用いて、ヒノキを対象に実験を
行い、乾燥条件下で最近得た炭素がどのように利用される
のかを調べた。
ヒノキ幼木において、ラベリング後、軽度の乾燥ストレ
スグループ（n=5）と強度の乾燥ストレスグループ（n=
5）、それぞれのコントロールグループ（各 n=3・n=2）に
分け、降雨を遮断することで乾燥ストレスを与えた。伐採
後、ラベリングによって獲得された13Cの割合について、
それぞれのコントロールグループの各器官と比較した。
結果として、ラベリングで得られた13Cの割合は、二つ
の乾燥ストレスグループとそれぞれのコントロールグルー
プの間で、有意な差は見られなかった。したがって、強度
乾燥ストレス下でヒノキが枯死していくのは、炭素欠乏に
よる要因は少なく、水理障害などほかの要因による影響が
大きいのではないかと考えられた。

P1-133 積雪環境が欧州アカマツの葉の分解過程に与え

る影響

大貫真孝1・檀浦正子1,2・Timo Dosmich3・安宅未央子4・

Tapani Repo3・Leena Finér3・大澤 晃1,2

1京都大学大学院地球環境学堂・2京都大学大学院農学研究科・
3Joensuu unit, LUKE・4（国研）森林機構 森林総合研究所関西支

所

北方林において、近年の環境変動は、冬期における積雪
量の減少を招き、その結果として冬期の土壌凍結が増加す
ることが懸念されている。それらの環境変化は森林の主要
な林床枯死有機物である落葉の分解過程に影響を与える可
能性がある。本研究では、温暖化によってもたらされると
考えられる擬似的環境を含めた 4 種類の冬期林床環境
（snow、ice、flood、no snow）を人工的に再現し、北方林の
代表種である欧州アカマツの当年と前年の落葉を使用した
リターバック分解実験を行った。サンプル回収は、冬期初
期、雪解け直後、春期の計 3回行い、重量減少量、微生物量
（SIR量）、分解呼吸量、化学組成（CN比）を測定した。そ
の結果、当年、前年リターそれぞれにおいて、落葉の重量
減少量、SIR量、分解呼吸量、CN比は、全ての冬期処理間
で同じような傾向であった。また、化学性が異なる当年と
前年のリターは、冬期処理に関係なくリターの重量減少量
が有意に異なった。従って、リターの化学性の違いはリ
ター分解に影響をあたえるが、1回の冬期の環境変化がそ
れらの分解プロセスを変化させる可能性は低いと考えられ
る。
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P1-134 北海道東部の天然林における土壌深度ごとの細

胞外酵素活性と細根形態

中山理智1・舘野隆之輔2

1京都大学大学院農学研究科・2京都大学フィールド科学教育研

究センター北海道研究林

系外への物質の流亡を考える上で細根による養分吸収や
土壌酵素による有機物分解特性を理解することは重要であ
る。本研究では、北海道東部のミズナラ天然林で 0-50 cm
深の土壌層位での細根と土壌酵素活性の違いを明らかにす
ることを目的とした。調査は土壌 10 cm ごとに炭素、窒
素、リン分解に関わる 4つの土壌酵素活性と pHなどの環
境要因を測定し、また 5cmごとにミズナラと下層植生の
ササの細根重量および比根長を測定し、ミズナラについて
は菌根化率も測定した。窒素分解に関わる Nアセチルグ
ルコサミニダーゼ活性は 0-10 と 20-40 cm で高かったが、
それ以外は 0-10 cmで有意に高く、深くなるにつれ活性が
低下した。細根量はミズナラでは深くなるにつれ有意に減
少したが、ササでは減少したものの層位ごとで有意な違い
は見られず、深い所でも現存量は比較的多かった。比根長
はどちらも深度ごとに有意に変化せず、菌根化率も深度ご
とに有意な違いは見られなかった。以上より、ミズナラは
土壌表層での養分吸収が相対的に重要であるが、ササは深
層での吸収も重要であり、特に窒素については、深層で生
成されたものも吸収していることが示唆された。

P1-135 スギ人工林皆伐後 5年間の土壌呼吸速度の変化

阿部有希子1・丹下 健1・菅原 泉2・寺本宗正3・梁 乃申3

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京農業大学地域環境

科学部・3国立環境研究所地球環境研究センター

土壌有機物は森林生態系における大きな炭素プールであ
り、易分解性から難分解性までの様々な形態の有機物で構
成されていると考えられている。本研究では、有機物供給
の停止による土壌有機物量の減少が土壌有機物分解速度に
与える影響を明らかにすることを目的とした。東京農業大
学奥多摩演習林の 2013 年 3月に皆伐された約 50 年生のス
ギ人工林（以下、皆伐区）と林道を挟んで上部に位置する
10 年以上無間伐のスギ人工林（以下、立木区）において、
2012 年 12月から 2017 年 12月にかけて土壌呼吸速度の測
定を行った。皆伐区の測点では植生の進入を排除し、新た
な有機物の供給をできる限り抑制した。深さ 5cmの地温と
土壌呼吸速度は有意な指数曲線で回帰され、いずれの年に
おいても同じ地温の時の土壌呼吸速度は皆伐区の方が立木
区よりも低い傾向を示した。推定された年間炭素放出量は皆
伐区で 5.6∼9.4 tCha−1y−1、立木区で 9.0∼11.5 tCha−1y−1

であった。皆伐区の土壌炭素濃度は 12.9±2.2% であり、
立木区の 16.8±5.3% より低かった。皆伐区の地温と土壌
呼吸速度の関係は 5年間で明瞭な変化は認められず、土壌
有機物の減少が微生物呼吸速度に与える影響は小さかっ
た。

P1-136 土壌呼吸への樹液流に伴う樹体内 CO2輸送の

影響評価

堀内 桜1・楢本正明2・水永博己2

1静岡大学大学院総合科学技術研究科・2静岡大学農学部

樹木では、幹や枝といった非同化器官の呼吸で発生した
CO2 の一部が樹液に溶けて樹液流と共に上部へ輸送され
る。根においても、呼吸で発生した CO2 が地中に放出さ
れずに樹液に溶け上部へ輸送、また微生物呼吸によって発
生した CO2 も土壌水に溶けて根から吸収、輸送されてい
る可能性がある。しかし、樹体内 CO2輸送が土壌中 CO2
濃度や土壌呼吸に及ぼす影響について定量的な研究はあま
り行われていない。本研究では土壌呼吸速度、土壌 CO2
濃度と同時に樹液流速度を測定し、樹液流に伴う樹体内
CO2輸送が土壌呼吸に及ぼす影響について評価すること
を目的とした。実験は静岡大学構内のビニールハウスで行
われ、1/2000a ワグネルポットに植栽されたアラカシ苗木
（h=0.7m）を 2個体用いた。樹液流センサ（桜谷センサ）
を用いて樹液流速度を測定した他、土壌中に埋設した CO2
センサ（GMP221）により土壌中の CO2濃度を深さ 5cm
と 10 cmで測定した。また土壌呼吸速度については、閉鎖
系測定システムを用いて自動測定を行った。各個体におい
て一方に蒸散（樹液流）を抑制するため地上部を覆う遮蔽
処理を行い、もう一方を対照区とし 2日間測定を行った後、
個体間の処理を入れ替え再び 2日間の測定を行った。

P1-137 森林土壌のカルシウム可給性はミミズによる難

分解性炭素生成を変化させるか

河上智也1・小林 真2

1 北海道大学大学院環境科学院・2北海道大学北方生物圏フィー

ルド科学センター

土壌粒子の団粒化は、土壌中に難分解性炭素（R-SOC）
を増加させる主要なプロセスである。大型の土壌動物であ
るミミズは、土壌中に団粒を増加させる。団粒化量やその
1つの要因であるミミズの面積あたりの現存量は、土壌の
理化学性により変化することが室内実験的にわかっている
が、野外の森林土壌では未解明な点が多い。一方、ミミズ
の現存量とも関係する個体重量は、土壌有機物量が多いほ
ど増加する。さらに、北方林で優占するツリミミズについ
ては、個体重量及び団粒化量は土壌中の交換性カルシウム
（Ca）量が多いほど増加することが知られている。本研究
では、野外の森林土壌において、Ca 量、有機物量、ツリミ
ミズの現存量、さらに団粒化量との関係を明らかにするこ
とを目的とし研究を行った。北海道北部の森林における調
査の結果、ツリミミズの現存量は土壌の Ca 量及び有機物
量と有意に関係していた。さらに、ツリミミズの現存量は
団粒化量と有意に関係していた。これらの結果は、森林土
壌では複数の土壌理化学性がミミズの現存量の増加を介し
て団粒化量を変化させることで、R-SOCを制御している可
能性を示唆する。本発表では、土壌の R-SOC量の結果を
踏まえて議論する。
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P1-138 ある蛇紋岩地帯における土壌・植物の化学特性

の植生タイプによる違い

畑中朋子1・小椋智世2・水野直治3・松山周平2・保原 達1,2

1酪農学園大学大学院・2酪農学園大学・3元酪農学園大学

蛇紋岩とは火成岩の一つであり、重金属である Ni や
Mg を多く含んでいてこれを母材とする土壌地帯では植物
の乏しい崩落地が多く確認される。原因は前記した通りの
有害重金属の存在に加え、土壌が非常に貧栄養であること
などがあげられる。しかしながら、同じ蛇紋岩地帯であり
ながら、低被植である崩落地の他に、森林の存在も確認さ
れている。そこで本研究では、蛇紋岩地帯における異なる
植生間の違いを検討するため、蛇紋岩由来の崩落地とその
周辺の植生を 4つにタイプ分けし、土壌化学特性を比較し
た。その結果、森林の土壌では、土壌含水率、及び全窒素、
全炭素濃度が崩落地と比較し急激に高い値を示した。ま
た、土壌陽イオン中の Niイオンの割合は崩落地で高い値
を示し、森林の土壌で低い値となった。さらに、この値は
土壌中の全炭素濃度と負の相関がみられた。このことか
ら、蛇紋岩土壌の特徴は有機物の影響を受けて、緩和され
ていることが考えられる。森林では Niが有機物に吸着す
ることで固定化し、Niイオンの割合が減少することで植
物に対する重金属の影響も軽減されていることが示唆され
る。発表では、植物体の元素含有量も交えて議論していく。

P1-139 里山林における竹林拡大にともなう炭素・窒素

存在量と移動量の変化

澤井一毅・籠谷泰行

滋賀県立大学環境科学部

近年、里山における竹林の管理放棄の増大と、それにと
もなう周辺森林などへの竹林拡大が問題となっている。こ
の竹林拡大は、在来の植生に変化をもたらすだけでなく、
林内外の無機的環境にも影響する。ところが、この竹林拡
大の環境への影響に関して、基本的な炭素や窒素の循環に
ついても研究例は少ない。そこで、本研究では里山での竹
林拡大における林内の炭素・窒素の分布・存在量と移動量
の変化を明らかにすることを目的とした。調査は滋賀県彦
根市の落葉広葉樹二次林とモウソウチク林からなる里山で
行った。竹林区、木竹混交区、森林区の計 3か所の調査区
を設定し、各調査区内で毎木調査、リターフォール量の測
定、表層土壌の分析、および土壌での CO2、CH4、N2Oの
発生・吸収速度の測定を行った。植生現存量は竹林区>木
竹混交区>森林区となった。表層土壌の炭素含有量は森林
区で多かったが、窒素含有量は逆に竹林区で多かった。
CO2 発生速度は竹林区>木竹混交区>森林区となり、一方
CH4吸収速度は森林区でやや高い傾向があった。N2Oの
発生はどの区でも観測されなかった。このように、森林へ
のタケの侵入は、炭素・窒素の存在量・移動量に明らかな
変化をもたらしている。

P1-140 火山灰土壌に生育する樹木はアロフェンに吸着

したリンを獲得しているのか？

向井真那・北山兼弘

京都大学大学院農学研究科

火山灰土壌はその主成分の二次鉱物の非晶質鉱物類（以
下アロフェン）がリンを強く吸着するので、農地などでは
作物にリン欠乏を起こすと言われてきた。しかし日本の火
山灰土壌に成立する森林では、樹木のリン欠乏の例の報告
はない。そこで、火山灰土壌に生育する樹木はアロフェン
に吸着したリンを獲得できる、という仮説を立てた。この
仮説の検証のため、野外観察と栽培実験を行った。まず、
火山灰土壌の特徴が見られる屋久島の森林調査区を用い、
優占種のイスノキの細根からの滲出物分泌速度と、根圏・
非根圏土壌の化学組成を調べた。樹木細根は有機酸を分泌
し、根圏では滲出物の影響を受け、非根圏土壌に比べアロ
フェンの融解、可給態リンの増加が見られた。次に、同調
査区から採取した同種の実生を用い、園芸用鹿沼土（主成
分がアロフェン）で栽培実験を行った。100日間栽培した
植物は 0日目に比べ植物バイオマスは増加したが、植物体
中のリン量は変化がなかった。また、植物ありポットでは、
土壌アロフェン濃度は減少したが、土壌のリン画分は変化
がなかった。今回は栽培実験では樹木のリン獲得の証拠は
得られなかったが、今後も栽培を続け仮説を検証する予定
である。

P1-141 森林流域中における溶存有機物形態に対する季

節変化の影響

小林高嶺1・佐藤冬樹2・上浦達哉2・間宮春大2・杉本記史3・堀井

勇司3

1 北海道大学大学院環境科学院・2北海道大学北方生物圏フィー

ルド科学センター・3様似町

溶存有機物（DOM）は様々な物質と相互作用を持ち、水
域環境中における生物利用性や物質の反応生に大きな影響
を与える。DOMの主要成分である腐植物質と錯体を形成
し土壌中を移動することで、流域の物質循環に深く関わっ
ていると考えられている。近年 DOMについての詳細な研
究が進み、土壌 pHや温度などの環境要因により DOM組
成や官能基組成が変化することで、DOMの移動性や反応
性に影響を与えると言われている。本研究では、季節に
よって土壌中の DOM組成が変化し、流域の物質循環に影
響を与えていると仮定し、土壌における DOM の組成や
Al、Feとの反応性が異なると考えられる針葉樹林や広葉
樹林の流域おいて、DOM の組成変化が土壌中における
Al、Feの河川への流出プロセスに与える影響を明らかに
することを目的とし、土壌浸透水を DAX− 8 樹脂を用い
て分画した。土壌への浸透過程で DOC 濃度が減少し、主
にフルボ酸の画分の濃度低下が顕著に見られ、土壌を移動
するに際し高分子の DOMが土壌に吸着されていることが
考えられた。また、DOM組成では河川ではフルボ酸がほ
とんどであったのに対し、すべての地点で O層、B層とも
より低分子の DOMが同程度の割合で存在していた。
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P1-142 地域スケールにおけるコナラ萌芽枝内および土

壌との137Cs・133Cs・Kの関係

金指 努・三浦 覚・長倉淳子・平井敬三

（国研）森林機構 森林総合研究所

福島県およびその隣接県の、放射性セシウムで汚染され
た地域におけるシイタケ原木林の汚染メカニズム解明のた
め、福島県田村市都路町にて、コナラ萌芽枝のセシウム
137（137Cs）濃度と、土壌化学性との関係を明らかにした。
萌芽枝に含まれる非放射性のセシウム 133（133Cs）につい
ても、137Cs同様に土壌化学性との関係を明らかにした。
福島第一原発事故以降に萌芽が発生した 34 地点の林分か
ら、休眠期の萌芽当年枝を 2016 年 12月∼翌年 3月に採取
し、137Cs濃度、133Cs濃度及びカリウム（K）濃度を測定し
た。同期間に表層 5 cm 深までの土壌を採取し、137Cs 濃
度、交換性133Cs濃度、交換性 K濃度及び pH（H2O）を測
定した。1N 酢酸アンモニウム溶液によって抽出された
K、133Csを交換性とした。当年枝の137Cs濃度と133Cs濃
度は、両者の間に両対数軸上で正の相関関係が認められた
が、土壌中の137Cs及び交換性133Csとは相関が認められず、
pH（H2O）及び交換性 K濃度に対して負の非線形関係が認
められた。しかし、当年枝の K濃度は、当年枝の137Cs濃
度及び133Cs濃度、土壌の137Cs濃度、133Cs濃度、交換性 K
及び pH（H2O）すべてと明確な関係が認められなかった。

P1-143 コナラ等の萌芽枝内における放射性セシウムの

時期的な分布傾向について

橋本正伸

福島県林業研究センター

きのこ原木林の更新伐施業地における放射性セシウム
（Cs-137）の動態の把握は、福島県におけるきのこ原木の生
産再開に向けて特に重要な事項である。そのため、福島県
田村市及びいわき市の更新伐施業地において、同一切株か
ら時期別（季節別）に萌芽枝（長さ 1.5∼2.0m程度）を採
取し、部位別に分けて Cs-137 の分布傾向の変化を調査し
た。採取した萌芽枝は枝及び葉・芽に選別し、枝はさらに
4区分（0∼30 cm、30∼100 cm、100 cm以上、当年枝）し
た。また、葉は秋期前に萌芽枝全体をネット被覆し、着葉
と落葉に細区分した。その結果、各採取時期によらず萌芽
枝は当年枝や葉・芽部分の Cs-137濃度が高かった。枝に
ついては、萌芽枝の根元部より梢端部へ行くほど高い傾向
が見られた。萌芽枝全体の Cs-137 量（濃度×実重量（乾燥
重量））の分布割合をみると、当年枝と葉・芽部分の Cs-137
量が萌芽枝全体の約半分を占めているが、紅葉・落葉が進
む秋期（11月）には葉・芽部分の占める割合が減少する傾
向が見られ、落葉前に Cs-137 の一部分が枝部分に戻る可
能性が示唆された。

P1-144 コナラ苗の放射性セシウム濃度に対する土壌の

汚染程度と除染資材施用の影響

岩澤勝巳

千葉県農林総合研究センター森林研究所

福島第一原発事故の影響により、原木シイタケ栽培では
原木需給がひっ迫しており、放射性セシウム濃度の低い原
木林の再生が急務となっている。そこで、汚染地域にコナ
ラ苗木を植栽して原木林を再生する技術を確立するため、
セシウム 137濃度が 3段階に異なる土壌を入れたポットに
コナラ苗木を植栽し、6か月後、1年 6か月後、2年 6か月
後にセシウム 137濃度を測定して経年変化を調査した。ま
た、除染資材としてゼオライトと粉炭を施用した場合の効
果を検証した。
その結果、セシウム 137濃度が 9Bq/kg 及び 89Bq/kg

の土壌では、除染資材を施用しなくても、セシウム 137濃
度の上昇はほとんど認められなかった。このため、このよ
うな土壌の低濃度汚染地域では、特に対策をしなくても原
木林の再生ができる可能性が高いと考えられた。しかし、
1,282Bq/kg の土壌では、除染資材を施用しない場合、コ
ナラ苗木の濃度には上昇傾向が認められた。この土壌にゼ
オライトを施用した場合は上昇幅が大幅に抑制され、高濃
度に汚染された土壌では、ゼオライト施用が放射性セシウ
ム濃度の低いコナラ原木林の育成に有効と考えられた。一
方、粉炭の施用効果はゼオライトに比べ限定的であった。

P1-145 福島第一原子力発電所事故後に植栽した樹木の

放射性物質の移行について

福山文子1・金指 努2・竹中千里3・福士彰久3

1 福島県林業研究センター・2（国研）森林機構 森林総合研究所立

地環境研究領域・3名古屋大学大学院生命農学研究科

福島第一原子力発電所事故から 7年経過したが、現在で
も森林内に沈着した放射性セシウムはリター層や表層土壌
に多く確認されている。また森林からの流出は少ないこと
が報告されており、長期にわたり放射性セシウムが森林内
に残存すると考えられる。事故後に植栽された樹木への放
射性セシウムの移行および樹体内分布については未解明な
部分が多い。そこで本研究は放射性セシウムに汚染されて
いない苗木を植栽し、放射性セシウムの移行について把握
した。調査は福島県郡山市の苗畑と伊達郡川俣町の林地で
行い、各調査地にコナラ、コシアブラ、アカマツ、スギを
植栽した（苗畑；2012∼13 年植栽、林地；2015∼16 年植
栽）。2016 年に苗畑で 2017 年に林地でサンプル（葉、枝、
樹皮、材部）を採取しセシウム 137濃度を測定した。また、
土壌の化学性と植栽木の移行係数（TFag）の関係を明ら
かにするために土壌を採取し、分析した。林地の植栽木で
は苗畑よりも植栽後の経過時間が短いにも関わらず苗畑の
植栽木よりも高い移行係数が確認された。これは土壌の
K濃度の違いによるものが可能性として考えられた。ま
た、林地の部位別移行係数では材部が葉、枝、樹皮よりも
低い傾向にあった。
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P1-146 原発事故 5年を過ぎたスギ木部ならびにコナラ

原木シイタケに関する137Cs濃度

飯塚和也・安田菜生・久保田優美・大島潤一・逢沢峰昭・大久保達

弘

宇都宮大学農学部

我々は、事故を起こした原発から南西方向に 130km離
れた栃木県北部の塩谷町で、放射能降下物である 137Csの
樹木に及ぼす影響を調査している。事故後 5年におけるス
ギとコナラ木部に吸収された 137Cs濃度について、スギは
心材が辺材より高いが、コナラは辺材の方が高い値を示し
た。スギは 137Csが心材に集積する特徴を示したが、コナ
ラではそのような現象は観察されなかった。コナラ立木に
ついて、樹皮の 137Cs濃度は 2012 年 12月から 2017 年 12
月の間に、500Bq/kgdw台から 200Bq/kgdw台と半分以
下に減少した。しかしながら、木部は心・辺材ともに、こ
の期間中、濃度の大きな変動は観察されなかった。2014 年
12月に伐採されたコナラの原木を翌年 4月にシイタケ種
駒の接種後、スギ林の中で露地栽培し、2017 年 4月に発生
した子実体について調査した。樹皮は、栽培の前後で、濃
度の平均値に統計的な差は認められなかった。木部は、菌
糸が十分蔓延して材全体が白色を呈し、濃度はほぼ均一な
値を示した。子実体の濃度は、ほだ木の汚染程度と、相関
が高い傾向を示した。

P1-147 カリウムはコナラのセシウム吸収を抑制するか

─実生の水耕栽培の結果から─

小林里緒奈1・小林奈通子2・益守眞也2・田野井慶太朗2・丹下

健2・福田研介3・三浦 覚4

1 東京大学農学部・2東京大学大学院農学生命科学研究科・3茨城

県林業技術センター・4（国研）森林機構 森林総合研究所企画部

福島第一原子力発電所事故で放出された放射性セシウム
は、しいたけ原木として利用されるコナラ林を汚染した。
再び原木として使用できるコナラを生産するために、コナ
ラのセシウム吸収に関する生理学的特性の解明が求められ
ている。根圏のカリウム濃度を高くすることで、吸収機構
の類似しているカリウムとセシウムが競合しセシウム吸収
が抑制されるかどうかを、コナラ実生を用いて実験的に調
べた。カリウム濃度の異なる水耕液に安定同位体セシウム
を添加してコナラ実生を 1か月間水耕栽培し、カリウム濃
度の違いが実生のセシウム吸収に与える影響を検討した。
実生のセシウム含量を ICP-MSで測定したところ、高濃度
カリウム区のセシウム含量は低濃度カリウム区よりも有意
に減少しており、カリウムによるセシウム吸収抑制効果が
見られた。また、カリウム濃度の異なる水耕液で実生を 1
か月間栽培し、その間に発現した根の輸送体がセシウムに
対してカリウムをどれだけ選択的に吸収するかを放射性セ
シウムを用いた吸収実験で調べた。これにより、根圏のカ
リウム濃度の違いがセシウム吸収に与える影響の解明に輸
送体のレベルで迫った。

P1-148 非除染ホダ場におけるシイタケホダ木の放射性

Cs濃度の3伏せ込み年間の比較

成松眞樹

岩手県林業技術センター研究部

ホダ場の A0層に含まれる 137-Csと 134-Cs（Cs）が、ホ
ダ木の Csの放射能濃度（Cs濃度）に及ぼす影響を調査す
るために、岩手県南部のスギ林の非除染区域 3 か所へ、
2014 年から 2016 年の各年の初夏にホダ木を鎧伏せした。
ホダ木は伏せ込み当年に植菌、仮伏せ、Cs濃度測定を行
い、伏せ込み時に A0層を採取して、Cs濃度を測定した。
ホダ木の採取は、各伏せ込み年の翌年 5月以降に 2017 年
まで毎年行い、ホダ木を上部・中部・下部に分割して Cs濃
度を測定した。ホダ木の Cs濃度は伏せ込み後 1 年間で上
昇し、以降は同程度で推移した。伏せ込み 1 年後の平均
Cs濃度は 13.8Bq/kg（含水率 12%換算、以下同）、伏せ込
み 3 年後の最高値は 43.4Bq/kg（2014 年伏せ/2017 年採
取）であった。伏せ込み後 1 年間で上昇した Cs 濃度は
2.1∼5.4Bq/kg で、濃度の上昇が高い傾向を示したのは、
部位別では A0層と接する下部、伏せ込み年別では 2015 年
であった。また、2015 年の A0層の Cs濃度は 2 調査地で
最高値を示した。以上の結果から、A0層からホダ木へ Cs
が移行し、移行の程度は A0層の Cs濃度に応じることが
示唆される。また、調査地の A0層の Cs濃度は低下して
いることから、ホダ木への移行の程度も減少していると推
察する。

P1-149 コナラ林における落葉分解にともなうセシウム

濃度および量の時系列変化

市川貴大1・逢沢峰昭2・大久保達弘2

1 とちぎ農林倶楽部・2宇都宮大学農学部

【目的】東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大
量の放射性核種が大気中に放出され、高濃度の放射性セシ
ウム（Cs）が含まれる可能性のある堆肥等の施用・生産・
流通の自粛が要請された。そこで、異なる空間線量率を示
すコナラ林において、落葉の分解にともなう放射性 Cs濃
度および量の変化を比較することで、落葉堆肥の利用可能
性について検討した。【方法】試験は放射性Cs初期沈着量
の異なる栃木県内 5 か所のコナラ林で行った。1m×1m、
深さ 30cm の底の開いた木枠を設置し、2017 年 3月にコ
ナラ林の林床に堆積している落葉をかき集め、各木枠内に
収まるように敷き詰めて有機物分解させた。3か月ごとに
分解中の落葉の重量と放射性 Cs（134Cs+137Cs）濃度を
測定した。【結果】12月時点での落葉堆肥の放射性 Cs濃
度と量は、試験開始時の 2.6∼3.4、1.4∼3.3倍であった。12
月時点での調査地の地上 1m における空間線量率は落葉
堆肥の放射性 Cs濃度と正の相関関係にあった。このこと
から、12月時点での 0.08µSv/h 以下のコナラ林において、
落葉堆肥の放射性 Cs濃度が 400Bq/kg を下回る可能性が
示唆された。
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P1-150 ウッドチップを用いた森林土壌の放射性セシウ

ムの除染 ─形状による比較─

篠原朝香1・金子信博2・武藤芽依3・石井匡志4

1横浜国立大学理工学部・2横浜国立大学大学院環境情報研究院・
3横浜国立大学大学院環境情報学府・4アゴラ造園株式会社

2011 年 3月の福島第一原子力発電所の事故によって放
射性セシウムが大量に拡散し、多くの地域が汚染された。
未だ、除染活動が進められていない福島県の森林、里山で
は効率が良く、除染の際に生じる土壌撹乱の少ない除染方
法が求められている。そこで、ウッドチップを利用した除
染法を検討した。除染効率を向上させる為に、ウッドチッ
プの形状や大きさ、樹種に着目し、菌糸の育ち方や土壌か
らチップへの放射性セシウムの移行率を、比較する必要が
ある。本研究では、細かい破砕チップ（Fine：F）、粗い切
削チップ（Coarse：C）、そして菌類の生育がより良くなる
と推測し、二種を混合させたチップ（Mix：M）を用意し、
除染効率を比較した。2017 年 5月に、福島県の林床にチッ
プバッグを設置し、10月に回収したところ、重量減少率は
C<M<Fであった。PLFA法で求めた微生物バイオマス
量は C<F<Mとなり、チップ混合の効果があった。しか
し、137Cs濃度、放射性セシウムの移行率は、三形状で有
意差はなかった。土壌の汚染が極めて不均一であること
が、移行率の推定を難しくしていた。

P1-151 落葉広葉樹林における樹上葉および落葉の放射

性セシウムの季節変化

大久保達弘1・角田賢亮1・逢沢峰昭1・飯塚和也2

1宇都宮大学農学部・2宇都宮大学農学部附属演習林

福島原発事故後、里山落葉広葉樹林の林床落葉を利用し
た腐葉土に暫定許容値（400Bq/kg）が設定され現在に至っ
ている。2011 年 5月以降、栃木県北部の 2カ所［塩谷町高
原山イヌブナ・ブナ林と那須塩原市関谷コナラ・アカマツ
林］で腐葉土利用再開に向けた放射性セシウムモニタリン
グのためにリタートラップによる落葉採取を開始した。原
発事故後 7年間（2011∼2017）で落葉中の放射性セシウム
濃度は大きく減少したが（Cs-137 で約 1/4）、毎年夏季（7
月∼9月）に一時的な濃度上昇が見られた。そこでブナ類
およびコナラの樹体から林床への放射性セシウムの移行過
程を検討するために、各樹種の樹上において生葉および年
別の枝の放射性セシウム濃度を前述 2 カ所の落葉広葉樹林
で 3年間（2015-2017）測定した。春季のブナ類およびコナ
ラの樹上葉と当年枝の放射性セシウム濃度は二年枝・旧年
枝よりも高かったが、秋季には二年枝・旧年枝の値が樹上
葉と当年枝より高くなった。また、いずれの枝葉の値とも
測定開始（5月）以降減少がみられた。以上、夏季の落葉の
放射性セシウム濃度の上昇は春季の高い濃度の樹上葉の落
葉により増加している可能性が示唆された。

P1-152 Stemflow generation and radiocesium

leaching from the coniferous and decidu-

ous trees following the Fukushima accident

Zul Hilmi Saidin・Yuichi Onda・Hiroaki Kato

Center for Research in Isotopes and Environmental

Dynamics, University of Tsukuba

Stemflow generation in the Fukushima forest plays an
important role in radiocesium leaching and cycling at the
above-ground forest stand. By stemflow preferential flow,
radiocesium then deposited onto the forest floor. As the
deposition of radiocesium was enriched by stemflow
generation per total rainfall volume, a little is known on
which part of the forest stand, either at the canopy and/or
tree trunk that contributing to this leaching process.
Therefore, this study aims to investigate the relationship
between stemflow generation and radiocesium leaching
from the coniferous forest (young Japanese cedar stands)
and mixed deciduous broad-leaved forest (Japanese oak
stands) after the Fukushima accident. Besides, the dif-
ferent pathway of radiocesium leaching for branchflow
through young and old foliage and stemflow at a various
height at canopy and trunk will be presented.

P1-153 作業道作設を伴う列状間伐前後の森林流域から

の放射性セシウムの流出

篠宮佳樹1・小林政広1・釣田竜也1・坪山良夫1・澤野真治1・志知

幸治2・大貫靖浩3・伊藤優子1

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2（国研）森林機構 森林総合研

究所四国支所・3（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

茨城県の森林流域（60ha、堆積岩）で、斜面中∼下部に
あるスギ人工林（斜面上部は落葉樹林）を対象に 35%（本
数）の伐採率で列状間伐が行われた（2012 年秋と 2013 年
夏の 2 回に分けて実施、総延長約 5 km の作業道が谷筋に
沿って作設）。本報では、間伐に伴う森林流域からの懸濁
物質（SS）中の Cs-137流出について報告する。流量と SS
濃度との関係について間伐前の SS濃度より大きい間伐後
のデータが複数出現し、間伐直後出水時の SS濃度は上昇
した。一方で SS の Cs-137 濃度は時間経過とともに低下
（大雨があった場合も一時的に低下）する傾向を示した。
この理由として、SSに含まれるスギ葉等有機物の Cs-137
濃度の低下、作業道路面（下層土が材料である為 Cs-137濃
度は低い）からの SS供給などが考えられた。間伐直後の
出水時に SS流出は増えるが、SS中の Cs-137濃度が低下
する為、Cs-137流出の著しい増加はない。また、作業道の
地表被覆度は次第に回復したことから、裸地が減少して
SS流出が抑制される。こうしたことから、間伐が SSを通
じた Cs-137流出に及ぼす影響は著しくないと推定される。
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P1-154 乾燥に伴うスギ材中の放射性セシウムの移動

酒井哲郎・益守眞也・丹下 健

東京大学大学院農学生命科学研究科

2011 年の福島第一原子力発電所の事故で放出された放
射性物質が降下沈着した森林の林木には、いまだに放射性
セシウムが含まれていて長期的な影響が懸念されている。
本研究では、福島県南相馬市の 56 年生スギ人工林から

採取した幹材を用いて、放射性セシウムがどのような形で
木部に存在しているのかを調べる実験を行った。
切り出した木部片をプレス機で圧搾したところ、抽出さ
れた水分に放射能が検出された。木部に含まれる放射性物
質のうち少なくとも一部は水分とともに抽出されることが
分かった。続いて、樹皮を除去した丸太材をビニールと
コーキング剤で部分的に被覆し、水分の蒸発する面を限定
した状態で乾燥させる実験を行った。イメージングプレー
トを用いて乾燥後の材の放射能を可視化した結果、側面と
片側の木口面を被覆したものでは、開放されていた木口面
で強い放射能が観察された。
これらの結果は、木部の水分中に放射性セシウムが存在
し、伐倒後の木材中においても乾燥に伴って移動が生じる
ことを示している。

P1-155 森林内における放射性セシウム動態のデータ

ベース構築 2

橋本昌司1,2・今村直広1・金子真司1・小松雅史1・松浦俊也1・仁

科一哉3・大橋伸太1

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2東京大学大学院農学生命科

学研究科・3国立環境研究所

東京電力福島第一原子力発電所の放射能漏れ事故以降、
森林内での放射性セシウム動態に関わる多くの研究・調査
が行われてきた。本研究では、学術論文、行政機関による
調査報告書、ウェブに公開されているモニタリングデータ
等からデータを抽出し、データベースを構築している。樹
木の各部位（葉、枝、材、樹皮など）、表層リター、鉱質土
壌などにおける、放射性セシウム濃度とインベントリー
データを収集している。データの収集は現在も続いている
が、現時点で、学術論文、林野庁の調査、福島県の調査な
どから約 9000レコードを収集した。本発表では、データ
収集の進捗状況と現時点で得られたデータの解析から見え
てくる放射性セシウムの森林内での動態について報告す
る。

P1-156 The influence of forest environment on

the137Cs distribution in five Fukushima

forest soils.

Mensah, Akwasi1・Toda, Hiroto2・Choi, Dong-Su2

1TokyoUniversity ofAgriculture and Technology・2Tokyo

University of Agriculture and Technology

This study focuses on forest environmental influence
on 137Cs distribution pattern in five forest soils sampled at
Ohsawa cedar site, both upper and lower sites (OC upper
and OC lower); Ohsawa oak site (OO); Ohsawa pine site
(OP) and Kuchibuto oak site (KO) by scraper at depths of
0-1, 1-2, 2-3, 3-4, 4-5 and 5-10 cm respectively, in
Nihonmatsu City, Fukushima Prefecture. A decreasing
C/N correlation with 137Cs amounts suggested an OM
effect on the vertical distribution of 137Cs within the five
forest soils.About 40% and 60% of 137Cswas distributed at
soil surface of OP and OO at total carbon (TC) of 193 and
184 g kg−1 respectively. Also, increased 137Cs amounts in
OC lower as compared to OC upper was attributed to
aerial deposition or running water down the slope, in
addition to its highTC values. Similarly, aside TC values>
100 gkg−1, direct deposition during the fallout and thin
litter layer were also suggested to influence high 137Cs
distribution in deeper soil depths of KO.

P1-157 森林内の表層土壌における放射性セシウムの空

間分布および経年変化

今村直広1・松浦俊也1・Gong,Hao2・赤間亮夫1・金子真司1・篠

宮佳樹1

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2筑波大学大学院生命環境科

学研究科

森林内での放射性セシウムの移動および堆積過程を明ら
かにするため、福島県大玉村のスギ林と落葉広葉樹林にお
いて、各林分内 12 か所に設置した土壌調査地点の落葉層
と鉱質土壌表層（0-5 cm）の放射性セシウム（Cs-137）蓄積
量の空間分布および 2012 年から 2016 年にかけての経年変
化を解析した。スギ林では、緩斜面の地点に比べて、急斜
面の地点及び急斜面下部に隣接する地点で 2016 年の放射
性セシウム蓄積量が高かった。また、これらの地点では、
5年間で放射性セシウム蓄積量の増加傾向が見られた。一
方、なだらかな斜面にある落葉広葉樹林内の各調査地点で
は、放射性セシウム蓄積量やその変動傾向と各調査地点の
傾斜との関係は不明瞭であった。これらから、森林内の放
射性セシウムの移動や堆積には、森林内の傾斜度や斜面の
配置が影響している可能性が考えられた。
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P1-158 青森県4市町における森林土壌中放射性セシウ

ムの地理空間分布

土屋 慧

青森県産業技術センター林業研究所

2011 年に発生した福島第一原子力発電所の事故後、青森
県青森市、十和田市、鰺ヶ沢町及び階上町で採取された野
生きのこの放射性セシウム濃度が基準値を超過し、国から
野生きのこに対する出荷制限が指示された。同市町からは
早期の出荷制限解除が求められているが、野生きのこの生
育範囲は広く、出荷制限解除のための調査には多大な労力
を要する。野生きのこへの放射性物質の移行を予測するた
めに農作物等で一般的に利用されている移行係数の応用が
期待できるが、県内の森林における土壌の放射性物質濃度
や沈着量は十分に明らかではなく、移行係数による予測は
困難な状況にある。そこで本研究では、野生きのこの出荷
制限解除に向けた調査の効率化に資するために、県内森林
土壌の放射性物質濃度を把握し分布傾向を明らかにするこ
とを目的とした。県内 4 市町の森林 42 箇所において、
2014 年から 2017 年まで、堆積有機物及び土壌を採取し、
放射性セシウム濃度を測定した。その結果、134Csが検出
されない箇所が半数以上を占めたが、福島第一原発からの
距離が最も近い階上町において検出頻度が高かった。137Cs
濃度は、福島第一原発からの距離が近く高標高地ほど高い
傾向がみられた。

P1-159 スギ林の林床における Cs-137の空間的偏在

性の把握とその規定要因

前嶋佳太・恩田裕一・加藤弘亮

筑波大学生命環境学群

本研究は、スギ林内に調査区画（59m2）を選定し、林床
の 49 地点においてリターおよび土壌を採取することによ
り Cs-137 の空間分布を明らかにした。その結果、リター
層、土壌 0-5 cm深、5-10 cm深に含まれる Cs-137存在量
は空間変動性が大きく、変動係数はそれぞれ 59%、44%、
90% であった。また調査区画内の約 1m2 を選定、格子に
より 100 分割し、0-5 cm深および 5-10 cm深で土壌サン
プリングを行った結果、変動係数 33% と 110% のばらつ
きが得られた。このばらつきを支配していると予想される
樹冠構造を、3次元測量によって定量的に評価し、林床の
Cs-137存在量との関係を調査した。調査対象林分は、開空
度が 10% 以下の閉鎖林分であるが、地上 3Dレーザース
キャナと UAVによる計測データを組み合わせることによ
り、樹冠構造を十分に取得することができた。林床での
Cs-137存在量のばらつきと比較した結果、樹幹からの距離
が大きくなるほど、高いインベントリ値を示す傾向が見ら
れた。このことから、林床の Cs-137存在量の空間分布は
樹冠構造と関係があり、樹幹から離れた場所ほど樹冠遮断
の影響が小さいことが示唆された。

P1-160 福島の森林生態系における137Csの動態：土壌

中の空間的不均一性について

佐野みずほ1・大橋瑞江2・田野井慶太郎3・二瓶直登3・小田智基3・

大手信人1

1京都大学大学院情報学研究科・2兵庫県立大学環境人間学部・
3東京大学大学院農学生命科学研究科

2011 年 3月に発生した福島第一原子力発電所の事故に
より、周辺地域に大量の放射性物質が飛散・沈着した。森
林は資源、環境両面において人間生活に身近な存在であり、
森林生態系内での放射性物質の挙動を調べる必要性は大き
い。本研究では、福島県北部のスギ人工林において土壌中
の137Csの不均一な空間分布の特徴を geostatisticsの手法
によって記述し、環境データと土壌特性データから不均一
性を決定する要因について考察した。6m×15m のプロッ
ト内 88 点において、深さ 10cm までの土壌を採取し137Cs
濃度の分布を調べたところ、最大 22.8 kBq/kg から最小
0.79 kBq/kg と大きなばらつきがみられた。137Cs濃度分
布のサンプル間隔に関するセミバリオグラムを作成したと
ころ、レンジが植栽間隔とほぼ一致すること、土壌とリター
の137Cs濃度の分布が一致したことから、137Csの水平分布
は樹体の存在、特に樹体からのリターの供給の空間分布に
強い影響を受けることが示唆された。また、137Cs濃度の
深度分布は、土壌の炭素含有量、林内雨量、土壌水分量と
の対応が見られることが明らかになった。このことは深部
への 137Csの鉛直移動には溶存有機物の浸透水が強く関与
していることが示唆された。

P1-161 森林斜面におけるリター移動に伴う放射性セシ

ウムの空間分布変動

小田智基1・堀田紀文1・大手信人2・田野井慶太朗1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2京都大学大学院情報学

研究科

森林流域からの放射性セシウムの流出を予測するために
は、森林斜面での土砂やリターの移動に伴う放射性セシウ
ムの動態について明らかにする必要がある。本研究では、
福島県伊達市霊山町上小国川上流の森林を対象とし、斜面
上に成立した落葉広葉樹林でのリター移動による放射性セ
シウムの蓄積量の空間分布変動について検討した。森林内
の平均勾配 32°の斜面に設置した約 40m×20m のプロッ
ト内において、2017 年 11月 4日に渓流からの距離が 0.3
m、5m、10m、15m、25m、40mの地点でそれぞれ 5本の
土壌サンプルを採取し、137Cs濃度を計測した。また、プ
ロット内に 4つの土砂トラップを設置し、表土・リターの
移動量、137Cs濃度を計測した。その結果、顕著な土砂移
動は生じなかったが、主に落葉期と融雪期にリターの移動
が見られた。また、斜面プロットにおいて上部（渓流から
15∼40m）と下部（0∼15m）の二つに分けると、斜面下部
においての平均蓄積量は 500∼600kBq/m2、斜面上部にお
いては 200∼300kBq/m2 であり、明らかに斜面下部に多
く137Csが蓄積していた。急斜面において主にリターの移
動によって放射性セシウムが下部に移動し、蓄積している
と考えられる。
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P1-162 福島県内の森林における林内空間線量率の変化

傾向

恩田裕一・加藤弘亮・山口敏朗

筑波大学アイソトープ環境動態研究センター

本研究では、林野庁が平成 23 年度に福島県の森林で実
施した空間線量率の測定調査地点（391 地点）を対象とし
て、平成 26 年度（285 地点）、平成 28 年度（100 地点）、平
成 29 年度（50 地点）に同地点での再測定調査を行った。
各地点で、林床から 1m高の空間線量率（林内空間線量率）
をサーベイメータにより計測した。また、平成 28 年度及
び平成 29 年度の調査時には、地表のリター層及び表層 5
cm深の土壌を採取し、137Cs濃度を測定した。調査地点の
優先樹種により、アカマツ林、アカマツ混合林、広葉樹林、
スギ林およびその他の針葉樹林に分類し、林内空間線量率
及び 137Cs インベントリーを比較した。林内空間線量率
は、いずれの樹種でも時間とともに低減する傾向を示した。
スギ林では、平成 23∼26 年度に他の樹種よりも低減が遅
かったが、平成 28 年度以降では樹種による差は認められ
なかった。林床の137Csインベントリーは、スギ林では平
成 23∼28 年度にかけて 3倍程度に増加したのに対し、他
の樹種では顕著な増加傾向を示さなかった。スギ林では、
樹冠から林床への137Csの追加沈着により林内空間線量率
の低減を遅らせたが、事故から 5年が経過して樹種による
差異が減少したことが確認された。

P1-163 温暖積雪域における積雪と融雪水の溶存イオン

の濃度変化

玉乃井梓・瀧澤英紀・小坂 泉

日本大学大学院生物資源科学研究科

温暖積雪域では積雪期でも融雪が生じ、渓流水質に影響
を及ぼすと考えられる。本研究では、対象流域の渓流水、
積雪、積雪底面の融雪水をサンプリングし、それらの溶存
イオン濃度を計測し、比較を行った。結果、積雪底面の融
雪水は Cl−、Na+、NO3

−、SO4
2−で融雪初期に高濃度とな

り、その後低下した。これは、融雪初期に積雪から優先的
に溶存イオンが溶出し、その後低濃度となった積雪が融け
たためだと考えられた。また、渓流水では、Cl−は融雪初
期の高濃度の融雪水により濃度上昇、その後低濃度の融雪
水によって濃度低下、融雪後期には積雪期の濃度に近い値
を示した。NO3

−は融雪初期の高濃度の融雪水により濃度
上昇、その後低濃度の融雪水に影響され融雪期以前の濃度
より低下した。Na+、SO4

2−は融雪初期の融雪水の濃度が
渓流水の濃度を上回らなかったため融雪初期の渓流水は
徐々に濃度低下、その後の低濃度の融雪水によって希釈さ
れ、大きな濃度低下が見られた。このことから、融雪期の
渓流水の濃度変化は、Cl−、NO3

−は融雪水の濃度変化に
強く影響され、Na+、SO4

2−は地表から渓流に至る経路で
供給され融雪水で希釈されたと考えられた。

P1-164 複合トレーサによる森林山地流域の水・土砂流

出経路の理解

水垣 滋1・勝山正則2・小田智基3・大手信人4・谷瀬 敦1・新目

竜一1

1土木研究所寒地土木研究所・2京都大学学際融合教育研究推進

センター・3東京大学大学院農学生命科学研究科・4京都大学大学

院情報学研究科

森林山地流域における水・土砂流出経路を理解すること
は、さらに下流の河川流域や海域への物質輸送を評価・予
測するうえで重要である。本研究では、北海道の沙流川水
系総主別川流域を対象に水文観測と濁度計による浮遊土砂
（SS）濃度観測（2011∼2016）、出水時の水質・安定同位体
分析と濁質成分の放射性核種分析を行い、複数トレーサに
より流域内の水・土砂流出経路を考察した。ヒステリシス
ループの出現傾向は出水規模に応じて異なり、流量規模が
大きいほど流域の広範囲の斜面・河道から土砂が供給され
ることがわかった。放射性核種トレーサ手法では、流量規
模が大きいほど流域上流に分布する付加体玄武岩ブロック
や堆積岩地域からの土砂供給が寄与することが示唆され、
ヒステリシスループの出現傾向とも整合する。2016 年 7
月の降雨出水では、水の酸素同位体比やシリカ濃度等の変
動傾向から、斜面や河道に蓄積されてきた堆積物中を通過
する流出成分が示唆された。中・上流域の堆積岩・付加体
玄武岩ブロック地域では、河道の堆積物が風化により細粒
化しており、これらが供給・輸送されることによって、SS
濃度が増水時よりも減水時に高くなる可能性が考えられ
た。

P1-165 多雪森林域における隣接 2流域の溶存イオンの

流出過程

瀧澤英紀・玉野井梓・小坂 泉

日本大学大学院生物資源科学研究科

本研究では、日本大学みなかみ演習林内の隣接した大小
2流域（13.7 ha、1.2 ha）において、積雪融雪期を通して流
出観測を行い、いくつかの溶存イオン濃度変化と流量につ
いて、2015 年と 2017 年の流出特性を比較した。2015 年と
2017 年は十分に積雪があったものの、融雪に関して多少の
違いがみられ、2015 年は融雪期が比較的長いのに対し、
2017 年は降雨を伴いながら相対的に高い流出ピークを形
成したところにある。両観測年において大小 2流域ともに
NO3

−は流量増加に伴い濃度増加であったが、SO4
2−では

流量増加に対して濃度減少の傾向であった。Cl−に関して
は大小 2流域において濃度差が小さく、融雪の進行に従い
変化し、流量が日変動するのに対してイオン濃度の日変化
は極めて小さかった。両者に明瞭な関係が存在した硝酸態
窒素と流量関係を用いて、連続した硝酸濃度の経時的変化
を推定し、融雪が異なる両年の流出特性を比較し考察した。
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P1-166 間伐で再利用された作業道からの濁水流出量

阿部俊夫1・野口正二2

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林防災研究領域

前冬に間伐された秋田県長坂試験地上の沢流域で、2017
年 9∼11月に作業道からの濁水流出量を調べた。調査区は
10 年前に作設された作業道で、長さ 21m、路床幅 2.9m、
勾配 10.1°である。路床には草本や低木がまばらに生え、
山側法面には湧水の染み出しがあった。濁水流出量につい
ては、表面流を雨どいで量水堰へ導水して流量を観測し、
自動採水器等で採取した試料の微細土（ϕ<0.1mm）濃度
を分析した。調査期間中の表面流出量は 4262.3mm と林
外雨量の 6.1倍であった。山側斜面に降った雨も湧水とし
て流出したためと考えられる。ある時点の微細土流出量は
表面流の流量と直前 10 分間の樹冠通過雨量で回帰でき、
この重回帰式を用いて調査期間中の微細土流出量を 339.3
g/m2（無機成分 81.6%）と算出した。これは 1 日あたり
4.24 g/m2、降雨量 1mmあたり 0.49 g/m2 であり、著者が
北海道のカラマツ林で調査した間伐翌年の作業道からの微
細土流出量よりやや少なかった。本調査区は作設後 10 年
経過した作業道で、今回の間伐も積雪期に行われたことに
より、強い撹乱を回避できたものと考えられる。

P1-167 森林小流域における洪水流出寄与域の拡大過程

の推定

小島永裕1・谷 誠2

1滋賀県琵琶湖環境科学研究センター・2人間環境大学人間環境

学部

筆者らは、滋賀県内の森林小流域の水文観測結果をもと
に、降雨規模が洪水流出減衰過程に及ぼす影響を検討して
きた。その結果、規模の大きな降雨イベントの場合には、
洪水流出が流域全体から産み出されて寄与域が固定し、減
衰特性が流域固有であること、降雨規模が小さくなると、
流出と貯留量の関係は大規模の場合と同じであるが、限定
された寄与域からの流出で説明できることが明らかになっ
た（小島・谷、水文・水資源学会誌 31（2）、2018）。本研究
では、この洪水流出寄与域の流域面積に対する割合（面積
寄与率）の拡大過程について検討を加えた。降雨イベント
前に流域が湿潤である場合は、累加降雨量の増加とともに
面積寄与率が速やかに大きくなり、流出寄与域が流域全体
に拡大する様子が確認できた。しかし、流域が乾燥してい
る場合は面積寄与率の増加が緩やかであり、解析した降雨
イベントの範囲では寄与域が流域全体には広がることはな
かった。このように、流出寄与域の拡大の経過は、降雨イ
ベント以前の流域の乾湿の状況に大きく影響を受けること
がわかった。

P1-168 流域のスケールと水流出の関係 ─奥秩父山地

荒川源流域での観測結果─

浅野友子1・川崎雅俊2・高徳佳絵1・才木道雄1・原口竜成1・齋藤

俊浩1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演習林・2サ

ントリーグローバルイノベーションセンター水科学研究所

降雨─流出予測の精度向上のためには、流出に対する空
間スケールの影響を理解する必要がある。これまでに 102

km2未満の流域で平水時の比流量を主流・支流で面的に調
査した事例は、1km2 程度までは流域間のばらつきが大き
いが、平均値は流域面積によらずほぼ一定としてきた。し
かし調査事例が少なく、さらなる観測事例が必要である。
そこで東京大学秩父演習林で調査を行った。平水時に
10∼20ヶ所（0.01∼100 km2）で面的な流量調査を行った結
果、流域面積約 1 km2 までは場所によって比流量が 10倍
以上ばらつき空間不均一性が卓越していたが、1∼20km2

では流域面積が大きくなるにつれ概して比流量が増加する
傾向にあった。また流域面積の異なる 3ヶ所（0.4、2、100
km2）で流量の連続観測を行うと、流域面積が大きくなる
につれ洪水時も比流量が増加する傾向にあった。これらの
結果より、対象流域では流域面積の小さい流域で地下深部
に浸透した水が、流域面積が大きい流域で流出する経路が
卓越すると考えられる。このような流域での降雨─流出予
測では、101 km2 スケールで生じる地下水流動を考慮する
必要があると考えられる。

P1-169 愛媛県内の森林の浸透能

江崎次夫1・河野修一1・金 錫宇2・全 槿雨2・寺本行芳3

1愛媛大学・2江原大学校山林環境科学大学・3鹿児島大学

【目的】愛媛県内のみならず全国各地で森林の除間伐の
遅れに伴って林内の相対照度が低下し、これに伴って土壌
侵食の発生や土壌浸透能が低下し、大きな災害につながる
可能性が指摘されている。本研究では土壌浸透能を測定
し、森林整備の方向性を具体的に検討した。【実験方法】対
象地は、愛媛県内の 19市町の森林及び松山城および宇和
島城などの史跡地の樹叢地である。調査では林内を踏査し
た後、それぞれの調査地で 30ヶ所を選び、簡易浸透試験器
を用いて土壌浸透能を測定した。【結果】踏査の結果、林内
の林床には下草や落葉落枝は見あたらず、降雨のたびに、
雨滴によって土壌表面が叩かれ、土壌侵食が発生している
箇所が多かった。これに伴って土壌表面の浸透能が低下
し、表面侵食も発生している箇所も確認された。調査地内
の相対照度および浸透能の値は、通常に手入れがされた森
林に比べて、一部の調査地を除いて 5∼60%程度と著しく
小さな値を示した。この結果を基に、除間伐の早急な必要
性を具体的な数値で示した。本研究の一部は、韓国・山林
庁（林業振興院）・山林科学技術研究開発事業（課題番号：
2017061B10-1719-AB01）の助成を受けて行われた。
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P1-170 栃木県 FM唐沢山の針葉樹流域における列状間

伐前後の河川流量の比較

平岡真合乃1・五味高志2・DungXuan Bui3・辻村真貴1・恩田裕

一1

1筑波大学生命環境系・2東京農工大学大学院農学府・3ベトナム

林業大学

間伐などの森林管理が直接流出量に与える影響の把握
は、森林の水土保全機能の評価において重要である。本研
究では、栃木県東京農工大学 FM唐沢山の K2（17ha）と
K3（9ha）の流域内に、入れ子状に配した流量観測地点に
おける直接流出量を間伐前後で比較した。流域の植生はス
ギとヒノキを主体とした針葉樹人工林である。K2 では
2011 年 7月∼12月に材積 46% の列状間伐が実施された。
間伐前は総雨量 50mm以上の場合に、K2 と K3 の全地点
で降水量が増加するほど直接流出量が増加する傾向が見ら
れた。間伐後は K2 の全地点で直接流出量が 1∼8%増加
したが、これは間伐前後の降水量の影響との関連が考えら
れた。そこで、K3 を基準流域とした対照流域法による解
析を行ったところ、間伐前後の直接流出量の差はばらつき
が大きく、K2-2（10ha）のみで統計的な有意差があった。
間伐前後の直接流出量の増減について詳細に検討したとこ
ろ、降水量の差で生じる地点（K2-3 と K2-4）と、季節間
で生じる地点（K2-1 と K2-2）に分かれた。これらは、間
伐による上層木の遮断率の減少に加え、林床植生などの地
上部バイオマスの変化に伴って地表到達雨量が増減するこ
とが影響したために生じたと推察された。

P1-171 風化基岩層の不飽和水文特性計測の試み

正岡直也・小杉賢一朗

京都大学大学院農学研究科

森林の土壌のみでなく風化基岩層にも多くの降雨が浸
透・貯留され、水源涵養や防災機能に寄与することが近年
明らかになってきた。山体深部の弱風化・未風化基岩は透
水性が極めて低いが、浅部の強風化を受けた基岩は土壌に
近い透水性を持ち、多くの水が土壌同様に岩石組織の間隙
内を移動することが近年の研究で確認されている。しかし
風化基岩の持つ不飽和水文特性（保水性・透水性）は従来
手法による計測が困難で知見が非常に少ないため、厳密な
浸透・貯留機構の評価がなされてこなかった。本研究では
著者らが開発した改良型蒸発法を応用し、風化基岩の不飽
和水文特性を簡易・迅速に計測する技術を開発することを
目的とした。
風化花崗岩層のボーリングコアサンプルを切断・加工す
ることで、容積 100 cc の供試体を作成した。粘土質低透水
性の供試体に対して改良型蒸発法を適用し、水分特性曲線
ならびに不飽和透水曲線は実用的な圧力範囲（0≧ψ≧−500
cm H2O）で良好に計測された。大会発表では、蒸発中の
圧力鉛直分布と適切な蒸発フラックス速度について考察す
る。

P1-172 東シベリアのカラマツ林における永久凍土季節

融解深

小谷亜由美1・中坪 稔1・中井太郎2・太田岳史1

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2名古屋大学宇宙地球環境

研究所

永久凍土地域の東シベリアのカラマツを中心とする森林
では、短い夏季と年間 200-300mmと少ない降水量の条件
下で植物が生育するために凍土の融解水を利用する一方
で、凍土の急激な融解を抑えると同時に蒸発散を介してこ
の地域の水循環に重要な役割を果たしている。本研究で
は、東シベリア地域の 2ヶ所の森林における永久凍土上部
の季節融解層（活動層）の融解深の時間空間変動を、地温
プロファイルの連続測定と簡易貫入試験による直接測定に
より比較した。両方法による融解深の推定値の違いは
10-20 cm 程度であった。融雪後に表層凍土から融解が始
まり、秋の土壌凍結前に融解深は最大 1.5∼2mとなった。
直接測定で得られた融解深のサイトごとの平均値に違いは
みられなかったが、空間ばらつきの程度が異なった。夏季
融解中の活動層では貫入抵抗（Nc値）の全層平均と融解深
に相関があり、秋季の融解深は Nc値よりも樹冠閉鎖度や
林床植物（被度や植物高）との関係がみられた。

P1-173 月流出水量の平年比を顕著に下げる降水条件

細田育広

（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

【目的】気候変動により、日本域では降水の量や頻度が変
わる可能性が指摘されており、洪水と渇水のリスク増大が
懸念されている。そこでまず渇水リスクを具体的に評価す
る方法として、月流出水量を顕著に低下させる降水条件を
検討した。【方法】対象流域は岡山平野北東縁に位置する
竜ノ口山森林理水試験地北谷・南谷である。月降水量と月
流出水量の 30 年移動平均に対する偏差の関係を調べ、両
者の関係が急激に変化する月降水量を月毎に求めた。【結
果】1966∼2016 年において月降水量平年値は 10∼30mm
の幅で変動し、1∼7・12月は長周期の変動が明瞭だった。
一般的な傾向として、月降水量が平年よりも少なければ月
流出水量も平年より少ない。その中で月流出水量の顕著な
低下が生じる月降水量平年差は、8・10∼12 月は 10∼50
mm、それ以外の月は-100∼−10mmであった。対象流域
では例年 8月は小乾期となり、植物活動の影響もあるため、
9月の降水量が十分に得られなければ、10月以降も降水量
の平年比および降水イベントの時間間隔が流出水量に影響
しやすい状態が続いた。これらの結果には地質による流出
特性の影響もみられた。
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P1-174 水収支モデルを用いた山岳地域における降水量

の補正

澤野真治・玉井幸治

（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域

山岳地域は、山岳から端を発する河川を通じて、人々の
生活用水、灌漑用水や工業用水など様々な分野へ水資源を
供給しており、給水塔として重要な役割を果たしている。
人口の増加、食料需要の増加や気候変動に伴う降水の変動
は水資源の需給関係に影響を及ぼす可能性が大きく、水資
源を適正な管理の重要性が高まっている。降水現象は水資
源を陸域へと供給する役割を担っており、降水量は水資源
の管理を考える上で基礎的な水文量である。これまでに、
観測機器、観測システムや観測情報を用いた降水の広域評
価手法の発展は、広域かつ長期を対象とした降水量測定の
精度向上に寄与してきた。しかし、山岳地域において観測
体制の維持は難しく、観測点の密度は低地よりも低い。そ
のため検証に用いる実測データを精度よく得ることは依難
しく、山岳地域の降水量を精度よく把握することは依然と
して重要な課題である。そこで本研究では、水収支モデル
と公表されている多目的ダムにおける水文観測値を用い
て、山岳地域の降水量の補正する手法の確立を試みた。当
日は、降水量の広域データが持つ誤差とその地域的な特徴
についての発表を行う予定である。

P1-175 茎熱収支法とライシメータ法によるアズマネザ

サの蒸散量推定

中川賢斗1・邱 湞瑋1・五味高志1・安部 豊2・伊豆田猛1

1 東京農工大学大学院農学府・2サントリーグローバルイノベー

ションセンター水科学研究所

本研究は、スギやヒノキの人工林や広葉樹林などで優占
する林床植生として、ササ類が森林生態系の水循環におよ
ぼす影響を評価するために、ササの蒸散量計測手法を確立
するとともに、蒸散量の把握を行った。栃木県栃木市に位
置する広葉樹林内および佐野市に位置する東京農工大 FM
唐沢山から、高さ 3∼4m、5∼8 本のアズマネザ（Pleio-
blastus chino）を、根茎部を含めて採取し、直径 57 cm、深
さ 36cmの容器に移し替え、農工大府中キャンパスで育成
した。平均稈直径 13mm の稈 6 本に、茎熱センサーを設
置し茎熱収支法による計測を行った。同時にライシメータ
法による重量計測から、蒸散量計測も行った。夏季の蒸散
量として 7月 26∼30日の期間の計測結果から、稈の日最
大樹液流速は 18.3∼0.19 g/h（平均 9.1 g/h；SD 5.3）であっ
た。FM 唐沢山での測定も考慮すると、推定日蒸散量は
0.2mmとなった。一方、11月 25日∼12月 11日の冬季の
樹液流速は、22.9∼5.2 g/h（平均 13.7 g/h；SD 5.4）であっ
た。ただし、ライシメータ法との比較では、夏季では、過
小評価、冬季では過大評価していた。夏季の蒸散量と飽差
は、相関係数 0.49（p<0.01）であった。

P1-176 スギを対象とした複数の樹液流速測定法の検定

飯田真一1・竹内真一2・小南裕志3・篠原慶規4・野口正二1

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2南九州大

学環境園芸学部・3（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・4宮

崎大学農学部

樹液流速測定法は蒸発散量の主要な構成要素の一つであ
る蒸散量を直接的に評価可能な手法であり、国内でも多く
の適用例が報告されている。樹木および森林の蒸散量を評
価する目的で用いられる樹液流速測定法として、Granier
法、Heat Ratio法、Heat Field Deformation法が挙げられ
る。そして、海外で行われた検定結果では、これらの手法
は樹液流速を過小評価することが指摘されている。国内で
も各手法の検定が行われ始めているが、事例数は限られた
状況にある。そこで、国内で代表的な針葉樹の一つである
スギを対象として、これらの手法を検定することを目的と
し、室内実験を行った。スギ丸太に対して人工的に負圧を
与え、丸太内に樹液流を発生させた。負圧を段階的に制御
して樹液流を変化させると、各手法はその変化を検出可能
であった。他方、強制通水で発生させた樹液流と比較する
と、樹液流速測定法で計測された値は小さい傾向にあるこ
とが判明した。発表では、丸太内における樹液流速の不均
質性に起因する検定の不確実性等についても検討を加える
予定である。

P1-177 スギ人工林の間伐が蒸発散量に及ぼす影響

野口正二1・金子智紀2・和田 覚2・飯田真一1・新田響平2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2秋田県林

業研究研修センター

秋田県大館市に位置する長坂試験地（北緯 40 度 16 分、
東経 140 度 24 分）で 3 つの流域を対象として流域試験を
行っている。2007 年 2月∼3月に 2流域（上の沢：6.55 ha、
下の沢：6.50 ha）を対象として本数で約 50% の間伐を実施
した。本研究では、積雪の影響がない 5月から 10月の期
間について短期水収支法を適用し、間伐前（2004 年∼2006
年）と間伐後（2007 年∼2009 年）に区分して、蒸発散量を
比較した。3 年間の平均月別蒸発散量は、5月から 7月に
おいて間伐前後で明瞭な差が見られなかった。9月と 10
月において、間伐後の蒸発散量が間伐前よりも小さくなる
傾向が見られた。一方、3年間の月別可能蒸発量を比較す
ると、5月から 7月において間伐後の方が間伐前より高い
値を示し、8月から 10月において間伐前後で同様な値を示
した。可能蒸発量を基準として間伐前後の蒸発散量を比較
すると、間伐による蒸発散量の低下が明瞭に検出された。
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P1-178 ヒノキ人工林の 50% 列状間伐 6 年後の樹冠

および林床植生の遮断について

邱 湞瑋1・五味高志1・坂下 渉2・恩田裕一2

1 東京農工大学大学院農学府・2筑波大学生命環境系

本研究は、栃木県佐野市に位置する東京農工大学 FM唐
沢山における 50%列状間伐実施 5 年後の林床植生が生育
したヒノキ人工林を対象とし、樹冠および林床植生による
降雨遮断を評価した。下層植生植被率は、間伐前の 8.9∼
63.3% から、間伐 3年後には 92.0∼99.6% と増加した。ま
た、間伐後 6年後には林床植生は、平均高さ 3.4m であっ
た。樹冠による遮断と林床植生による遮断を分けて観測す
るため、間伐前から 12×13mのプロットで樹冠通過雨（雨
量計 20箇所）および樹幹流（3本）で観測を継続し、林床
植生の遮断は 20×20m の範囲内で、地上から約 30 cm に
4箇所の樋をもちいた林床植生通過雨の集水装置および直
径 1.3∼5.6 cm の林床植生（23 本）の樹幹流を計測した。
その結果、上層木の樹冠遮断率は間伐前 28.7%、間伐後 1
年後 20.8% となった。2017 年 9∼10月の林床植生通過雨
率、樹幹流率、遮断率は、それぞれ 68.1±8.8%、2.1±0.7
%、29.7±8.5% であった。また、林床植生の遮断率は林外
雨量と降雨強度に有意な相関関係があった。同時期の上層
木のみの遮断率は 16.6% であることから、林床植生の寄与
が大きいことが示された。

P1-179 Rainfall partitioning in an unmanaged-

dense Japanese cypress stand: Occurence

of inner change in sub-canopy

Jeong,Seonghun1・Yoshinori Shinohara2・Inoue,Akio3・

Otsuki, Kyoichi4

1Kyushu University・2University of Miyazaki・3Prefec-

tural University of Kumamoto・4Kyushu University

We made gross rainfall (GR), throughfall (TF), and
stemflow (SF) observations for 1 year in an unmanaged-
dense Japanese cypress forest (2,500 trees ha-1) in Fukuoka,
Japan. The results showed that GR, TF, and SF were
2248.6mm, 1093.0mm (48.6% of GR), 402.0mm (17.9% of
GR), respectively, which resulted in canopy interception (I)
of 753.7mm (33.5% of GR). In our review, TF/GR was
significantly lower and SF/GR and I/GR were signifi-
cantly greater than earlier Japanese coniferous studies (n
=18). Further, a key factor affecting RP were determined
by performing correlation and multiple-regression analysis.
As a result, stand density (SD) as a single independent
variable excluding tree height and DBH is good enough to
be used. With SD, TF/GR decreased and SF/GR
increased with increasing SD, respectively, and I/GR
increased with increasing SD. This study highlights the
effect of SD influencing RP and inner change® in net
rainfall.

P1-180 アズマネザサのササ稈流量と形状特性の関係

安部 豊1・五味高志2・中村規尚1・Chiu, Chenwei2

1サントリーグローバルイノベーションセンター水科学研究所・
2東京農工大学大学院農学府

P1-181 葉の濡れ方が降雨中・直後のヒノキ林 CO2・潜

熱フラックスに及ぼす影響

仙福雄一1・小杉緑子1・田中克典1・鶴田健二2・鎌倉真依1・東

若菜1

1京都大学大学院農学研究科・2（国研）森林機構 森林総合研究所

立地環境研究領域

森林生態系の光合成・蒸発散過程を解明するためには生
態系スケールでの CO2/潜熱フラックス観測が重要とな
る。しかし、フラックス観測に多く使われているオープン
パス型分析計では降雨によって欠測が生じるため、葉の濡
れの影響については実態が明らかでない。本研究では滋賀
県南部の桐生水文試験地において、降雨中・直後でも欠測
なく測定できるエンクローズドパス型分析計を用いて降雨
中・直後の生態系フラックスの観測、解析を行った。実測
値を多層モデルによるシミュレーション結果と比較し、葉
の濡れ方について検討したところ、葉の裏側が濡れないと
仮定した時の方がより実測値に近い CO2/潜熱フラックス
を再現できた。このことから、裏側が濡れにくく、降雨直
後の速やかな光合成活動に寄与していると考えられた。
オープンパス型分析計で測定した際の降雨による欠測期間
の補間方法を検討したところ、無降雨時の日射-CO2フ
ラックスの関係を用いた補間が最も実測に近くなることが
明らかになった。また、自作葉面濡れセンサーと生態系
CO2/潜熱フラックスの解析から、降雨による葉の濡れが、
乾いた直後の光合成・蒸散過程にも影響を与えていると考
えられた。
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P1-182 樹冠上に設置した赤外式ガス分析計の機種間比

較と長期間の耐久性について

清水貴範・飯田真一・野口正二・玉井幸治

（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域

今世紀初頭以降、森林樹冠上で H2O/CO2フラックスを
測定する際の赤外式ガス分析計（IRGA）は、LI-COR社製
のものが専ら使用されてきた。しかし、2010 年代に入り
Campbell 社の EC-150/155 が発売され、少しずつ使用事例
が増えてきている。これらの測器はほぼ同様な測定原理に
基づいているため、良好な状態で両者を比較した場合には、
その差はほとんど無いと考えられる。しかしながら、特に
後発の機器である EC-150 を長期稼働した場合の信頼性に
ついては、これまで把握されていない。そこで関東地方の
スギ・ヒノキ林樹冠上で 4 年間稼働させてきた EC-150 に
対し、校正後に保管していた LI-COR 社の LI-7500Aを同
地点に設置して、両者の比較を行った。観測は 2016 年の
12月から 2017 年の 5月にかけて行い、両機器に対して 1
台の超音波風速温度計を用いて H2Oおよび CO2フラック
スを算出した。その結果、降雨時などで極端な観測ノイズ
が表れている時間帯以外は、両者による H2O/CO2フラッ
クス値は概ねよく一致しており、EC-150 は高い耐久性を
有し、その測定値は設置後 4年を経過しても一定の信頼性
が担保できることが判明した。

P1-183 系統の異なるスギのモノテルペン放出特性

深山貴文1・飛田博順2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

スギは国内の主要造林樹種として人工林の 44% の面積
に植林されている。スギはこのように広く分布する一方、
針葉から α-ピネンに代表される香り物質、モノテルペン
を多く放出するため、スギ林は国内における主要なモノテ
ルペン放出源となっている。モノテルペンは対流圏オゾン
や二次有機エアロゾルの前駆体として地球の大気環境に大
きな影響を与える物質であるが、国内の放出源に関する研
究例は少なく、全国のスギ林のモノテルペン放出特性の地
域性を評価していくことが必要とされている。スギは地域
品種が多いが、針葉の形態だけで判別することは困難であ
るため、モノテルペン放出特性の地域品種間差の研究は十
分に行われていない。そこで本研究は遺伝子構造解析で判
明した 3系統の中から選んだ 3品種のサンプルを用いて、
モノテルペン放出特性のスギの地域品種間差を明らかにす
ることを研究の目的とした。ブランチバッグ法と ATD-
GC/MS分析の解析結果から、単位重量あたりの当年枝の
モノテルペン放出量には大きな差が無い一方、モノテルペ
ンの内部組成が大きく異なることが明らかになり、これが
反応性の違いにもたらす影響についても検討していく必要
があると考えられた。

P1-184 冷温帯落葉広葉樹林の山頂で実施した渦相関法

による熱フラックスの測定精度

小坂 泉・両川光流・高田名津海・瀧澤英樹・阿部和時

日本大学生物資源科学部

現在、大気-森林間の熱・水・二酸化炭素の交換量を直接
計測できる渦相関法が広く用いられているが、この計測に
おいて必ず問題となる熱収支インバランスについての詳細
なメカニズム等については、未だ解明されていない。群馬
県北部の日本大学水上演習林内において、ブナが優占する
冷温帯落葉広葉樹林の山頂（標高 985m）に設置された 6
m の観測塔を用いて渦相関法によるフラックスの連続観
測を実施した結果、顕熱フラックス（H）と潜熱フラック
ス（lE）の和が有効エネルギーを上回る傾向がみられ、熱
収支インバランスの大きさは風向により系統的に異なるこ
とが明らかになった。そこで本研究では、風向の違いが熱
収支インバランスの大きさに与える影響を明らかにするこ
とを念頭におき、風向別の Hおよび lEの特徴を調べた。
その結果、風向が南西方向の Hと lEは、北方向のものに
比べ若干大きくなる傾向を示した。その要因として、山頂
の観測塔において水平に設置した放射収支計で計測された
純放射量（Rn）に比べ、南西斜面が受ける Rnは局所的に
大きくなり、逆に北側斜面のものは局所的に小さくなり、
その影響を受けた Hと lEが山頂で計測された可能性があ
ると考えられた。

P1-185 熊本地震により草地斜面に生じた亀裂内の土壌

及び水文特性

荒田洋平1・五味高志1・ROY C SIDLE3・CHENWEI CHIU1・

GONGHUI WANG2

1 東京農工大学農学部・2京都大学防災研究所・3サンシャイン

コースト大学

本研究は、熊本地震により亀裂が形成された斜面を対象
とし、土壌と水移動特性を把握した。2017 年 9∼12月の期
間に計 3回の調査を行った。対象地には、平均の幅 1.27m
（SD：0.54m）、深さ 0.38m（SD：0.16m）の亀裂が、密度
0.07 本/m2 で存在しており、斜面下部は深さ 0.67m を滑
り面として崩壊していた。尾根頂部や亀裂内部などで、5
m間隔で深度 2∼3m までの採取土壌を分析した。土壌中
には、鬼界アカホヤ、姶良、草千里ヶ浜のテフラが存在し、
その間に黒ボク層が見られた。土壌密度はテフラ層で平均
0.66 g/cm3（SD：0.14 g/cm3）、黒ボク層で平均 0.53 g/cm3

（SD：0.13 g/cm3）であった。また、有機物含有率はテフラ
層で 4∼23%、黒ボク層で 5∼36% であった。採取時の黒
ボク層の含水率はテフラ層より相対的に高かった。10月
21∼22日の期間での深度 1mと 2mの土壌水分量を TDR
で計測した結果、総降雨量 97.6mmで、亀裂内部の深度 2
m のみ水分量が相対的に増加することが確認された。た
だし、土壌水分のピークは降雨開始より 4時間遅れて発生
していた。これらの結果から、亀裂形成斜面においてもテ
フラ層と黒ボク層で土壌特性が異なり、亀裂は土壌中の水
動態に影響を及ぼす可能性が考えられた。
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P1-186 樹幹流が表面流流出に与える影響およびそれに

伴う表土侵食への影響

山岸 極1・伊藤 哲2・高木正博2・光田 靖2・平田令子2

1 宮崎大学農学部附属フィールド科学教育研究センター田野

フィールド・2宮崎大学農学部

土壌保全を行う上で表面流出に伴う侵食の正確な評価は
重要であり、その評価には表面流の発生・流出プロセスを
解明する必要がある。森林斜面における表面流の発生には
樹幹流が関与すると考えられるが、樹幹流及び表面流の測
定は採水式のため、同一場所での同時測定が困難であり、
樹幹流と表面流との関連性に関する研究事例は少ない。本
研究では階層ベイズモデルを用いて、表面流流出のプロセ
スモデルを構築し、樹幹流由来の表面流流出プロセスの解
明を試みるとともに、これが土壌侵食に与える影響を評価
することを目的とした。調査は宮崎大学農学部附属フィー
ルド科学教育研究センター田野フィールドの 30 年生のヒ
ノキと広葉樹二次林内のシイ類を対象に樹幹流および表面
流の計測を行った。表面流は対象木の根元と根本から離れ
た地点の 2パターンの計測を行った。また、各表面流測定
地点において表土侵食量、飽和透水係数、傾斜角を測定し
た。これらのデータを基に解析した結果、樹幹流由来の表
面流流出量は、樹幹流量だけでなく傾斜や透水性の影響を
受けることが示唆された。また、推定した表面流量と土壌
侵食量の関係から樹幹流が土壌侵食に影響を与えることが
推察された。

P1-187 源流域における小径流木の物理特性 ─密度、腐

朽状態、および強度─

芳賀弘和1・盛石田拓也2・森下直哉3・藤本高明1

1鳥取大学農学部・2株式会社ヤマカ造園土木・3日本ミクニヤ株

式会社

上流域に森林を抱える地域では、流木は河川管理上無視
できない要素である。しかし、実際の山地河川での流木の
物理特性に関する情報は極めて乏しい。特に、ログジャム
の目詰まりに寄与する小径流木の密度、腐朽状態、及び強
度に関するデータは皆無に等しい。本研究では、中国山地
中部の森林流域を対象に小径流木の密度、腐朽状態、及び
強度について明らかにすることを目的とした。調査対象河
川の 5カ所（28、40、41、77、129ha の集水面積を持つ地
点）において、ログジャムから小径流木（合計 98 本）をラ
ンダムに採取し、解析した。結果として、次の点が明らか
になった。1）水の密度よりも大きな湿潤密度を持った小
径流木が全体の約 4割を占め、それらの多くは土砂に部分
的に埋没して滞留したものであった。2）小径流木の湿潤
密度と体積含水率の間に有意な正の相関があった。3）小
径流木の容積密度の特徴は滞留場の水分環境と酸素環境の
違い、すなわち腐朽環境の違いとして解釈できた。4）腐朽
度が高い小径流木ほど曲げ強度は小さかった。5）広葉樹
と針葉樹のヤング係数と曲げ強度との関係は異なってお
り、広葉樹よりも針葉樹の方が外力に対してたわみやす
かった。

P1-188 日本の山地小流域における土層厚マッピング手

法の開発

山下尚之1・大貫靖浩2

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所東北支所

日本の山地小流域における土層厚の地理空間情報は著し
く不足しており、土壌の炭素蓄積量や水文モデルにおける
大きな不確実性要因となっている。近年、標高データの高
空間解像度化を背景に全球の土層厚の空間推定が進展しつ
つあるが、日本における推定精度は非常に低い。そのため、
日本の山地の複雑な地形分布を考慮した推定手法の開発が
必要である。本研究は、複数の機械学習モデルと多量の説
明変数を網羅的に用いて土層厚分布を推定（マッピング）
し、適切な手法（モデル）及び説明変数を探索的に明らか
にすることを目的とした。教師データとして茨城県のつく
ば市と城里町、沖縄本島の名護市と国頭村の森林における
約 800 点の表層土層厚実測値を用い、説明変数として 10
m 数値標高モデルから算出された 30 程度の地形因子（傾
斜、斜面方位、曲率等）に加え、地質、土壌、気象等を考
慮した。得られたマップの精度を交差検証によって評価
し、変数重要度と部分従属プロットを用いて土層厚の規定
要因を探索的に解析した。その結果、ランダムフォレスト
回帰モデルによるマッピング精度が最も良好であった。発
表では変数重要度が高かった地形因子についても議論す
る。

P1-189 地形曲率の標準偏差による崩壊危険地の評価

（2）

戸田堅一郎1・藤本将光2

1 長野県林業総合センター・2立命館大学理工学部

山地における湧水地は、豪雨時には水量が増し土砂災害
に発展する危険性がある。また湧水地に森林路網を開設す
ると湧水処理のためのコストがかかるうえ、崩壊発生の危
険性も増すため、予め湧水地を避けた路線線形とすること
が望ましい。従来、湧水地の把握には、人間の目視による
地形図の判読と入念な現地踏査が必要であり、数値標高モ
デル（DEM）からの計算による地形量で表すことは難し
かった。筆者らは、DEMを用いて平面曲率の標準偏差を
計算することで、間接的に谷密度を算出する方法を考案し、
京都市清水寺周辺の山地（地質：堆積岩）を対象とした調
査では、現地踏査による湧水地との検証で良好な成果を得
た。本発表では、異なる地質条件での検証を行うために、
滋賀県田上山地の不動寺水文試験地（地質：花崗岩）を対
象地として同様の解析を行い、踏査により発見した湧水地
の地形量を集計した。結果、調査対象地全域の平面曲率の
標準偏差は、平均値 0.65（標準偏差=0.08）に対し、湧水地
の平均値 0.72（n=35、標準偏差=0.05）であり、本手法が
花崗岩地質の山地においても、湧水地の特徴を表す地形量
となることが示唆された。
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P1-190 樹木が発揮する引き倒し抵抗モーメントの現地

実験

岡田康彦

（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域

森林には多くの公益的機能があり、山地土砂災害を防止
する機能に対する国民の関心は高い。これらの防災機能
は、樹種、樹齢、胸高直径、斜面の立地条件などの影響を
受けて変動するものと推定されるが、現状ではその実態は
解明されているとは言えない。本報では、スギとヒノキを
対象に、現地斜面で引き倒し実験を行った結果を報告する。
立木を引き倒す際に発揮された荷重を胸高直径で整理し
た。山腹に位置したスギ、ヒノキとも、胸高直径が大きい
ほど、引き倒し抵抗力が大きくなる結果が得られた。スギ
については引き倒し抵抗モーメントについても同様で、太
い立木ほど大きな引き倒し抵抗モーメントが計測された。
山腹斜面とは別に同じ林班内の渓流沿いの立木についても
引き倒し抵抗力に関して検討した。その結果、ヒノキでは、
渓流沿いの立木は山腹斜面のそれよりも胸高直径は大きい
ものの、引き倒し抵抗特性は小さいことが示唆された。一
方、スギに関しては、山腹斜面と渓流沿いの立木の引き倒
し抵抗特性に差異は認められなかった。従って、水分特性
の異なる斜面における引き倒し抵抗の発揮に関して両者で
は差異が存在する可能性があり、今後、解明する必要があ
る。

P1-191 倒木の腐朽段階等の形態的特徴が山地渓流にお

ける倒木流出に与える影響

土井裕介・尾形信行

大阪府立環境農林水産総合研究所環境研究部

近年、局地的な豪雨に伴う土砂災害とともに、山地渓流
域から流木等が流出する流木災害が問題となっている。渓
流内には、様々な腐朽段階の倒木が存在しており、直径や
長さ等の形態的な特徴とともに腐朽段階が倒木の挙動に影
響することが指摘されている。そのため、山地渓流域にお
ける腐朽段階ごとの倒木の蓄積量や、それと集中豪雨前後
における挙動との関係を把握しておくことが、今後の対策
立案のために重要であると考えられる。そこで、本研究で
は、倒木の腐朽段階等の形態的特徴と集中豪雨前後の倒木
の移動等の状況を調査した。大阪府の北部、中部、南河内、
泉州の各地域の 4渓流を調査地とし、2017 年 2月に各渓流
における直径 10 cm以上の倒木の長さ、直径、位置、樹種、
腐朽段階、渓流への移入状況、流向となす角を記録し、
2017 年 10月の台風第 21号、第 22号通過後に再度調査を
行った。
その結果、倒木の長さが短いほど集中豪雨後に大きく移

動する傾向が見られた。発表では、倒木のその他の形態的
特徴と倒木の移動に関する解析結果を示し、山地渓流域に
おける倒木の挙動について議論したい。

P1-192 雪崩防止林造成における木製杭への積雪荷重の

測定

柴 和宏1・中田 誠2

1富山県農林水産総合技術センター木材研究所・2新潟大学農学

部

【目的】多雪急傾斜地で植栽木を雪害から保護するために
雪崩防止工として施工される木製杭は、経年とともに腐朽
消失する簡易構造物である。しかし、植栽木の多くが埋雪
しにくい雪上木（樹高が積雪深の 2倍以上）に成育すれば、
それによる斜面積雪の安定が期待でき、木製杭の積雪荷重
負担も減少すると考えられる。そこで、雪上木密度が異な
る条件で木製杭への積雪荷重を測定し、その影響を調べた。
【方法】施工後 12 年経過した調査地において、雪上木密度
が異なる 2箇所を選び、各箇所 1基の木製杭について、ロー
ドセルによって支柱にかかる積雪荷重を積雪期間中（最大
積雪深約 2m）継続測定した。また、測定対象の木製杭近
傍で調査プロット（約 70m2、スギ、ブナ、ミズナラ、ケヤ
キ、トチノキの列状混植、ただし上記のうちの 1箇所では
スギの植栽なし）を設け、毎木調査を行うとともにグライ
ド量を測定した。【結果】雪上木密度が低いプロット（300
本/ha）に対して、密度が高いプロット（1,700 本/ha）で
は、グライド量は 5割程度に、積雪荷重は 6割程度に減少
していた。以上により、雪上木密度が高くなることで斜面
積雪が安定し、木製杭への積雪荷重も減少することが示さ
れた。

P1-193 平成 28年台風 10号豪雨によって北上山地で

発生した土砂災害と流木災害

岡本 隆1・阿部俊夫2・大丸裕武3・岡田康彦1

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所東北支所・3（国研）森林機構 森林総合研究

所

気象庁の観測史上はじめて東北地方の太平洋側に上陸し
た平成 28 年台風 10号により、北上山地の東部斜面では再
現期間 300 年相当の時間雨量（80.0mm/h、アメダス岩泉）
を記録する豪雨となり、土砂・流木災害が生じた。そこで
被害の顕著な岩手県小本川流域で現地を調査した。
同流域では、厚い堆積物に覆われた渓流域で渓岸崩壊お
よび土砂流出が多く生じた反面、山腹崩壊（平滑斜面での
面的な崩壊）の発生数は少なかった。山腹斜面では表土層
が薄い状態が散見され、保水性の低さが示唆された。これ
らから今回の災害は、斜面で十分に保水されなかった降雨
が集水地形となる渓流部へ速やかに流出した結果、異常出
水となって渓岸崩壊土砂などを巻き込み、土石流や土砂流
を生じさせたと考えられた。一方、小本川や閉伊川では流
木災害も生じた。小本川では豪雨直後の急激な水位上昇に
より河畔林として成立していたスギ、マツ類、土場の貯木
などが流亡した痕跡が認められた。一方流木の主な発生源
となりうる山腹崩壊数は前述のように少なく、また渓岸崩
壊で生じた流木の多くは狭小な渓流内で再捕捉されてい
た。したがって山地斜面からの流木供給量は相対的に少な
いと推測された。
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P1-194 透過型堰堤による流木混じり土石流の捕捉過程

の粒子法シミュレーション

鈴木拓郎1・堀田紀文2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・2東京大学

大学院農学生命科学研究科

本研究では渋谷ら（2009）による透過型堰堤による流木
混じり土石流の捕捉過程の水路実験を対象として、粒子法
モデルの検証を実施した。粒子法では粒子を連結して個体
要素を再現する方法は一般的に用いられているが、それぞ
れの粒子に作用する応力は流体粒子と同様に評価されてい
る。接触摩擦等を考慮する場合は個別要素法が導入される
ことが多いが、計算負荷が非常に大きい。そこで、簡易的
な摩擦項を導入した手法を考案した。渋谷らの実験の再現
を試みたところ、簡易摩擦項を導入しない場合は流木が透
過型部分からすり抜けていき、流木捕捉率が実験結果より
も大きく減少するが、簡易摩擦項を導入すると実験と同等
の捕捉率となった。また、実験と同様に土石流に含まれる
流木容積率が大きいほど流木捕捉率が上昇する結果が得ら
れた。よって、本研究で考案した手法は透過型堰堤による
流木捕捉過程の再現に有用であると考えられる。この手法
を用いて、数値実験を実施したところ、急勾配条件では流
木が先端に集積しにくくなり、流木捕捉率が減少する結果
が得られた。この結果は、急勾配領域では施設による流木
捕捉の効率が下がることを示唆している。今後、実験で検
証を進めたい。

P1-195 平成29年 7月九州北部豪雨で発生した斜面崩

壊の特徴

桑野泰光・鶴崎 幸

福岡県農林業総合試験場

福岡県では、平成 29 年 7月九州北部豪雨により多数の
斜面崩壊が発生した。本災害での斜面崩壊の特徴を明らか
にするために、斜面崩壊と降水量、地形、地質、植生との
関係について GISを用いた空間解析を行った。崩壊地は
災害後に撮影されたオルソ写真から判読した。降水量は
XバンドMPレーダの 1時間雨量を、地形は 10mDEMか
ら算出した傾斜と曲率を、地質は 20万分の 1地質図を、植
生は森林簿データから樹種、林齢を解析に用いた。
対象地域（福岡県朝倉市・東峰村の地域森林計画対象森
林：14,836 ha）における崩壊面積は約 350 ha で、崩壊率は
約 2% であった。崩壊率と降水量との関係をみると、12 時
間雨量が 350mmを超える流域で崩壊率が高かった。地質
では、花崗岩類・変成岩類と比較して火山岩類での崩壊率
が低かった。地形では、曲率が負の値となる凹地形に偏っ
て崩壊が発生していたが、傾斜は対象地域全体と崩壊地で
平均値（26.8 度）に差はなかった。林齢は、20 年生以下の
若齢林で崩壊率が高くなる傾向があった。以上の結果か
ら、斜面崩壊の発生要因として、降水量、地質、地形、林
齢の影響が大きく、樹種の違いによる影響は小さいと考え
られた。

P1-196 クラゲチップを活用した防災対策

全 槿雨1・金 錫宇1・河野修一2・江崎次夫2・寺本行芳3・松本

淳一4・土居幹治4

1江原大学校山林環境科学大学・2愛媛大学農学部・3鹿児島大学

農学部・4マルトモ株式会社

【目的】松山市の粟井地区は、直近 30 年で発生が予測さ
れている東南海地震の際には、約 4mの津波に襲われると
いわれている。その被害を出来るだけ軽減するため、筆者
らは、防潮堤の前面の海岸砂地に抵抗性のクロマツとクラ
ゲチップを用いて海岸防災林の造成を行っている。本研究
ではクラゲチップの海岸防災林の造成に対する有効性につ
いて検討を試みた。【実験方法】場所は粟井河原の海岸砂
地で面積は約 1.0 ha であり、ほぼ全面にチガヤが侵入して
いた。この場所に平成 24 年からクラゲチップを用いて、
直径約 50 cm、深さ 40cm 程度の穴を、1.5m×1.5m 間隔
で掘り、これに苗長約 30 cm、根元直径約 6mm の 2 年生
の抵抗クロマツを植栽している。【結果】平成 24 年植栽地
における平成 29 年 12月までの樹高の総成長量は、施用区
が 4.14m、対照区が 2.71mであった。両者の差は、クラゲ
チップの水分保持力とこのクラゲチップが微生物によって
次第に分解されて無機化し、窒素、燐酸やカリなど肥料分
として吸収されたことによるものである。本研究の一部
は、2017 年度韓国政府（科学技術情報通信部）の支援によ
る韓国研究財団基礎研究事業の中堅研究（課題番号：
2017010181）の助成を受けて行われた。

P1-197 クラゲチップを用いた放置竹林対策

河野修一1・江崎次夫1・金 錫宇2・全 槿雨2・寺本行芳3・松本

淳一4・土居幹治4

1愛媛大学農学部・2江原大学校山林環境科学大学・3鹿児島大学

農学部・4マルトモ株式会社

【目的】愛媛県内では、里山を中心に放置竹林が急増し、
スギ林やヒノキ林にも侵入してその面積を拡大している。
そこで本研究では、放置竹林伐採跡地に水源かん養機能の
高い広葉樹林を早期に造成するための具体的な対策の検討
を試みた。【実験方法】植栽にあたっては、活着率の向上を
はかることを第一に考えてエチゼンクラゲ類を活用した土
壌改良材を用いた。植栽は平成 25 年 3月 24日に実施し
た。植栽ではヤマザクラの苗長約 130 cm から 150 cm、根
元直径 13mmから 15mmの挿し木苗を用いた。植栽面積
は約 40 a で植栽本数は 100 本である。【結果】平成 29 年 7
月 15日の調査時点で枯損はなく、樹高は 510 cm から 630
cm、胸高直径は 75mmから 98mmであり、順調に生育し
ているようであった。クラゲチップを活用した土壌改良材
の施用効果は、これまでの実験から 5年程度持続すること
が明らかになっている。このことを念頭に入れて、再施用
の時期を見極めながら、放置竹林伐採跡地に水源かん養機
能の高い広葉樹林を早期に造成するための具体的な対策を
提示したい。本研究の一部は、韓国・山林庁（林業振興院）・
山林科学技術研究開発事業（課題番号：2017061B10-1719-
AB01）の助成を受けて行われた。
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P1-198 北関東地域における木質バイオマス発電のため

の未利用材利用可能量推計

山本嵩久1・有賀一広1・林 宇一1・白澤紘明2

1宇都宮大学・2信州大学

平成 24 年 7月に再生可能エネルギーの固定価格買取制
度 FITが開始され、北関東地域においても平成 26 年 9月
に栃木県那珂川町の製材所で 2,500 kW、平成 27 年 11月に
茨城県常陸太田市で 5,800 kWの未利用木材も燃料とした
木質バイオマス発電施設が稼動し、他に栃木県日光市で
6,000 kW、茨城県大子町で 1,990 kW、群馬県前橋市で
6,700 kWの発電施設が計画されている。このように木質
バイオマス発電の計画が各地で進展している一方、燃料と
なる木質バイオマスの原料調達が課題となっていることか
ら、今後は地域の実情に即した燃料の供給体制を確立し、
適切な規模で取り組むことが重要となっている。ただし、
発電施設が小規模になると発電効率が低くなるため、ガス
化による発電効率の向上が期待され、ヨーロッパで最大の
シェアを持つ小規模ガス化発電施設などが群馬県上野村や
福島県郡山市に導入されている。本研究では北関東地域に
おける木質バイオマス発電施設の現状を報告するととも
に、北関東地域における木質バイオマス発電のための未利
用材利用可能量を推計した結果を報告する。なお、本研究
は JSPS科研費 15H04508 の助成を受けたものである。

P1-199 軽架線索張り方式と横取り時の搬器係留力

青木 遥1・鈴木保志2・吉村哲彦3・山崎 真4・山崎敏彦4

1 高知大学大学院総合人間自然科学研究科・2高知大学自然科学

系農学部門・3島根大学生物資源科学部・4高知県立森林技術セン

ター

軽架線に用いられる搬器は係留機構を備えていないもの
が多いが、作業効率を考えると引き寄せや横取り中に搬器
が移動しないことが望ましい。搬器の荷上げ索に動滑車が
用いられている索張り方式では荷上げの力を大きくする他
に、そのような効果も重要である。搬器は動滑車方式の違
いにより搬器を係留する力が変化する。前回は、座標系に
堀（1974）の傾斜荷重の定義を用い、動滑車方式が 1倍力、
2倍力、3倍力のものについて、荷重のかかる方向で変化す
る、搬器係留力の数値モデルを作成した。その結果、搬器
と荷掛けフックの間でワイヤーロープの折り返しがないも
のに比べ、動滑車を追加し、折り返しを作った方式の方が
搬器を係留する力が大きいことが確認できた。今回は、前
回推定した数値を横取り位置の条件から判断できるように
した。また、動滑車方式が 2倍力の搬器を用いたスラック
ライン式の索張りにおいてワイヤーロープの張力を測定
し、その結果と推定値を比較した。HAL 張力 2.0 kN、横取
り距離 8.5mの時、搬器を架空索方向に動かす力 Rを推定
すると−0.22 kNとなり、搬器は安定する。同じ条件で実
測した場合に搬器が安定することを確認した。

P1-200 架線系システムの間伐作業による損傷の発生状

況及び約 6年後の経過

竹嶋一紗1・鈴木保志2・山崎敏彦3

1 高知大学大学院総合人間自然科学研究科・2高知大学自然科学

系農学部門・3高知県立森林技術センター

間伐作業時において残存木に何らかの被害が発生するこ
とはこれまで多くの研究で確認されている。損傷について
は発生原因を分析して予防策を立てるほか、どの程度の外
傷がある年数を経過した後にどの程度回復、進行している
かを把握することも重要である。そこで本研究では、タ
ワーヤーダによる間伐伐出作業直後に詳細な損傷の発生状
況が記録されている高知県香美市香北町谷相の調査地にお
いて、現在（6年後）の損傷経過を調べた。当該調査地の調
査プロット内に存在する残存木 316 本のうち 45 本に軽微
なものも含めて何らかの損傷が合計 126個発生していた。
伐出作業から 6年が経過した 2017 年 11月に、これらすべ
ての損傷について外部から確認できる現在の状況すなわち
損傷程度の状態と現状での大きさ（外寸・巻き込み状況）、
および残存木の生長量を調査した。現状の損傷の状況を発
生時の状況と比較し、経過（回復または進行）およびその
程度、外寸、損傷位置、考えられる損傷の発生原因等の条
件で集計し、分類を行った。その結果、すべての損傷は損
傷面積、長さ、幅ともに回復傾向にあり、胸高直径におけ
る残存木の 6年経過生長量は、ほぼ増加傾向にあった。

P1-201 平成 28年台風 10号による風倒木の処理作業

について：北海道八雲町の事例

亀山翔平1・吉岡拓如2・井上公基2

1 日本大学大学院生物資源科学研究科・2日本大学生物資源科学

部

平成 28 年台風 10号は北海道をはじめとする各地で甚大
な被害をもたらした。また、北海道二海郡にある日本大学
が所有する八雲演習林および八雲町内の各地で樹木の風倒
被害が発生した。風倒被害木は資源の有効活用や二次被害
の防止といった観点から早期に処理作業を行う必要があ
る。しかし、風倒被害木の多くは内部に反発力を備えてい
ることや転倒木、傾斜木、折損木など被害形態が複雑であ
ることにより、手持ち式のチェーンソーによる処理作業で
は危険を伴うことが予測される。さらに、そのほかの作業
工程についても通常の作業とは異なるため、安全性の高い
作業が求められる。また、これまでに風倒木の処理作業中
に労働災害が発生したという報告も多数されている。そこ
で、本研究は、日本大学八雲演習林および八雲町内で台風
10号の強風によって被害を受けた風倒木の処理作業を対
象に時間観測を行い、風倒木の処理作業の生産性、作業の
特徴について報告する。
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P1-202 全方位画像を用いた森林内構造の把握

浅見晟吾1・加藤 顕1・市橋 新2

1千葉大学大学院園芸学研究科・2東京都環境科学研究所

近年、都市部を中心に土地の再開発が行われており、土
地を開発する際に環境に与える影響を評価する簡易なモニ
タリング手法や生物多様性の保全が求められている。土地
の環境を把握するツールとしてレーザーリモートセンシン
グ技術が発展してきており、レーザー技術を用いることで
これまで不可能であった詳細な森林構造データを取得でき
るようになった。しかし航空機レーザーや衛星データでは
森林内部の植生把握には至っておらず、自然環境を把握す
るには限界がある。また都市部では無人航空機（UAV）の
使用が限定的であり、地上レーザーを用いた計測では広域
な範囲における森林内部の把握には向いていない。
本研究は、環境影響評価を行う簡易なモニタリング手法
として、全天球カメラを用いた。全天球カメラで森林内を
撮影し、得られた画像データから 3次元点群データを作成
することで森林内部の複雑さを捉え、下層植生の状況や森
林の階層構造を把握する簡易な定量解析手法を検討した。
また、画像データを収集し自動的にマッピングすることが
できるWebシステムを作成した。作成したWebシステ
ムと新たな解析手法を用いることで、広域な森林内部の把
握を可能とした。

P1-203 地形傾斜からみた森林内路網の拡幅の可能性

渡部 優1・斎藤仁志2・白澤紘明3・植木達人2

1 信州大学農学部・2信州大学大学院農学研究科・3信州大学農学

部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター

人工林の高齢化に伴って、末口径 30 cm以上の尺上丸太
となる大径材が増えており、今後も伐出対象木の大径化が
予想される。このような状況の中、生産量・生産性および
作業の安全性を向上させつつ、木材生産を進めていくにあ
たっては、1 つの方向として機械の大型化が考えられる。
大型機械が作業場所へ到達し作業をするには、林業専用道
∼林道相当の高規格な路網の整備が必要になる。しかし、
その整備にあたっては、地形による制約が大きく、高規格
な路網の整備が可能であるかについての知見は得られてい
ない。
そこで本研究では、高規格化計画時の支援情報提供を行
うため、既設路網を対象に高規格化が可能となる、拡幅後
の法面高が一定以下になる区間を抽出するツールを開発し
た。さらに長野県伊那市の森林内路網を対象に解析し、地
形傾斜からみて拡幅可能な既設路線の実態を明らかにし
た。本研究は JSPS科研費 JP15K18709 および農林水産省
委託プロジェクト「山地災害リスクを低減する技術の開発」
の助成を受けたものである。

P1-204 労働負担を考慮した木材運搬距離と時間

中田知沙・板谷明美

三重大学大学院生物資源学研究科

近年、運送業界においてトラックドライバーの長時間勤
務や不規則な勤務、深夜・早朝の運転などによる疲労が問
題となっている。林業においても、土場から原木市場や製
材所に輸送する原木輸送は、重量や体積の大きい原木を扱
うことから危険であり、労働負担が大きい。本研究では、
労働負担の視点から原木輸送時の課題について検討した。
トラックドライバーの労働負担については、文献調査を
行った。また、三重県内の人工林からの原木輸送時間・距
離を推定し、原木輸送時の課題について文献調査で得られ
た労働負担をもとに検討した。輸送距離および時間の測定
は、これまでの研究で得られた Google mapベースの手法
を活用した。原木輸送に関する労働負担の文献はほとんど
見当たらなかったが、運送に関する文献ではトラック運転
手が疲労を感じはじめる運転時間は、約 5 時間以上/日で
あった。5時間以内で木質バイオマス発電所へ往復できる
人工林は、三重県の人工林面積の 82% と推定された。原
木輸送では運転時間だけでなく積み込みなども負担になる
と考えられ、今後は原木輸送に焦点を当てた調査を実施し、
課題をさらに検討する予定である。

P1-205 日本林業に適合した情報高度利用システムの開

発

MASAHIKO NAKAZAWA1・松村ゆかり1・宗岡寛子1・上村

巧1・𠮷田智佳史1・瀧誠志朗1・伊神裕司1・藤本清彦1・田中

亘1・金澤 豊2・白井教男3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2（株）南星機械・3（株）小松製

作所

ICT技術やロボット技術を活用した高度木材生産機械
の開発において、日本林業に適合した情報高度利用システ
ムを開発することを目的に、国内外の林業地域において製
材工場の原木調達の現状や原木に求める生産現場からの情
報等についてヒアリング調査を行った。スウェーデンで
は、製材工場からの価格・数量の提示や林業会社から伐採
請負事業体への作業指示、林業機械からの生産状況報告等
を共通のデータ規格（StanForD）によって行い原木調達の
最適化を図っていること、需給者間の情報共有により作業
の効率化だけでなく価格と生産量の安定化につなげている
こと等が明らかになった。日本では、生産現場から製材工
場への原木輸送において、フォワーダやトラックへの積み
込み、積みおろしの際に輸送先の場所や時間等データ項目
の追加とその際の本数管理が重要であること、原木の材長
や末口径だけでなく、工場の受入基準として元口径が重要
であること、製材品の用途に応じた強度性能や乾燥効率の
向上のために原木のヤング率や密度、質量等の品質情報へ
のニーズもあること等が明らかになった。以上の結果等を
反映した情報高度利用システムのプロトタイプを作成し
た。
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P1-206 TLS データを活用した間伐・採材シミュレー

ションと実出材との比較

佐野俊和・山場淳史・涌嶋 智

広島県立総合技術研究所林業技術センター

地上型レーザースキャン（TLS）を行ったスギ・ヒノキ
林（スギ 1ブロック、ヒノキ 2ブロック）について、優勢木
を選木して育成する伝統的な「立木（たてぎ）方式」を基
本とし、漏脂病罹患木の除去とのバランスを取りながら、
立木位置情報を活用して本数率 25% 間伐のシミュレー
ションを行い、選木した立木を現地にて伐採収穫した。ま
た、選木した伐採木の TLSデータから採材シミュレーショ
ン（元玉元口高 50cm、全ての玉の材長 4m、余尺 10 cmの
一律採材の条件での丸太生産予測）を行い、実際の施業に
おける丸太の出材実績と比較した。その結果、林分単位で
は、スギブロックの実績が予測と比べて本数、材積、価格
のいずれでも上回った。ヒノキの 2ブロックは本数、材積
では実績が上回ったブロックと下回ったブロックに分かれ
たが、価格ではいずれも実績が上回った。価格で実績が上
回ったのは、現場の判断による造材位置の調整の効果と考
えられた。ヒノキの 1ブロックにおいては、丸太単位での
予測と実績との比較を行った。造材位置は伐採及び罹患部
の高さで差が生じた。また、製材、ラミナ、合板等の出荷
先選別結果が予測と異なるものがあったが、罹患部高の測
定差によると考えられた。

P1-207 積載性能の違いによる長尺材の集材生産性比較

鈴木秀典1・山口 智1・宗岡寛子1・佐々木達也1・田中良明1・中

澤昌彦1・陣川雅樹1・図子光太郎2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林業工学研究領域・2富山県農

林水産総合技術センター森林研究所

フォワーダの積載性能が長尺材の集材生産性に与える影
響を明らかにするため、大型（最大積載量 6,000 kg）と中
型（同 4,800 kg）のフォワーダを対象として、材長ごとの
生産性を調査した。長尺材として 6mと 8m材を集材し、
比較のために 4m材も集材した。集材作業は、13 tクラス
のグラップルによるフォワーダへの積込み、実走行、グラッ
プルによる荷おろし、空走行の各要素作業に区分した。先
山と土場の各グラップル操作も含め、1人作業として生産
性を比較した。その結果、大・中型機とも 4m材を生産し
たときに最も生産性が高く、6m、8mと材が長くなるにつ
れ低下した。しかし、大型機では 8m材の生産性が 4m材
の約 7割だったのに対し、中型機では約 6割と積載性能に
よって低下率が異なった。各作業における材長の影響は積
込み作業で大きく、長尺材になるほど時間がかかる傾向が
みられたが、走行や荷おろし作業への影響はそれほど大き
くなかった。長尺材の生産性は大型機の方が高く、また、
長尺材になったときの生産性低下率も大型機の方が小さい
ため、長尺材の集材には大型機の方が適しているといえる。

P1-208 横積式フォワーダによる一体材集材作業の生産

性

吉田智佳史1・佐々木達也1・道中哲也1・藤本清彦1・中澤昌彦1・

瀧誠志郎1・上村 巧1・陣川雅樹1・中島泰生2・諸岡 昇2・古川

邦明3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2（株）諸岡・3岐阜県森林研究

所

森林バイオマスの効率的な搬出方法を構築するため、用
材と端材を切り離さずに搬出する一体材方式を検討し、長
尺な一体材にも適応可能な横積式フォワーダを開発した。
本報では、実際の間伐作業地において開発機（54.0 kW）を
用いた一体材方式による搬出試験を行い、その作業性能を
評価した。試験は岐阜県東白川村管内の民有林で行い、当
地域で従来から使用されている横積式フォワーダ（33.8
kW）との比較を行った。その結果、積載材積は既存機に
比べ開発機の方が 22% 多くなるなど積載量の増加が認め
られた。また、開発機を用いた一体材の荷積速度は通常の
用材とほぼ同じ作業速度であり、長尺な一体材の積載にお
いても概ね同等の効率であったが、一方で、走行速度は機
械重量が増加した影響等により従来機のおよそ 8∼9割で
あること等がわかった。搬出作業の生産性を試算した結
果、開発機による一体材方式は通常の用材に比べおよそ 10
%高く、また、既存機に比べても 13%高くなるなど、開発
機による一体材搬出作業の有効性が示唆された。なお、本
研究は、SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）次世
代農林水産業創造技術の SIPリグニンの課題内で実施さ
れた。

P1-209 スギ間伐材の簡易な搬出方法の比較

成沢知広

千葉県農林総合研究センター森林研究所

未利用木質バイオマスを安価かつ効率的に搬出し、利用
するシステムの確立が求められている。そこで、スギ間伐
材の搬出を想定し、比較的低予算で導入可能な器具を用い
て、上げ荷と下げ荷の搬出試験を行ない、作業性を比較し
た。各器具での搬出は 3回ずつ行った。試験地は、斜面長
50m、平均傾斜 35°の斜面で、上げ荷搬出試験では、ポー
タブルロープウインチとマッシュプーリーを比較した結
果、平均搬出量（m3/h）はマッシュプーリーが 0.7m3/h
で、ポータブルロープウインチ 0.5m3/h の 1.5倍だった。
ただし、マッシュプーリーは約 200万円と価格が高く、設
置時間も 1時間程度かかることから搬出材の量と分布位置
等を考慮し、器具を選択する必要があると考えられた。一
方、下げ荷搬出試験では、マッシュプーリー、修羅 iidoと
その改良版を比較した結果、平均搬出量は改良版修羅 iido
が 0.5m3/h で改良前 0.2m3/h の 2.2倍、マッシュプーリー
は 1.1m3/h で改良版修羅 iido の 2.1 倍だった。平均設置
時間は、修羅 iidoが 61 分でマッシュプーリーの 65 分と同
程度だったのに対し、改良版は 102 分と改良前の 1.7倍の
時間を要した。
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P1-210 熟練度の違いがフォワーダの走行軌跡に及ぼす

影響

山口浩和1・猪俣雄太1・毛綱昌弘1・永町博満2・山下茂樹2

1（国研）森林機構 森林整備センター森林総合研究所・2林野庁森

林技術総合研修所林業機械化センター

国内に導入されているフォワーダの多くは、ステアリン
グ機構やアーティキュレート機構を持たない履帯式走行車
両をベースとしており、オペレータは T字レバーと呼ば
れる操作装置を用いて、車体の前後進や速度の調整を行う
とともに、左右の履帯それぞれの回転速度を制御するス
キッドステアリングにより方向の調整を行っている。しか
し、この履帯式走行車両では、荷台の積載状態や走行路面
の状態により旋回特性が大きく変化するため、操作に慣れ
ていないオペレータでは、意図した方向に車両をコント
ロールすることができずに、急旋回や複数回の方向修正を
余儀なくされる場合がある。スキッドステアリングにおけ
る急旋回は、履帯がスラスト方向へ大きくスライドするた
め、路面の土を大きく移動させるなど路面の撹乱を招く可
能性がある。そこで本報告では、オペレータの運転操作方
法の分析と車両および履帯の軌跡を解析することにより、
路面損傷を防ぐ運転操作手法について検討した。

P1-211 横入れ自走式破砕機における投入材長と生産性

佐々木達也1・吉田智佳史1・藤本清彦2・伊神裕司2・古川邦明3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林業工学研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所木材加工・特性研究領域・3岐阜県森林研

究所

横入れ式破砕機はタブ式とは異なり、コンベアで水平方
向に材を送りながらチップ化するため、材の長さによって
生産性は異なる。材長および材積による生産性については
佐々木ら*が明らかにしているが、根元材については比較
されておらず、生産性については不明である。ここでは、
根元材の生産性を調査するとともに長さの異なる材につい
て、チップを生産している「破砕時間」とチップを生産し
ていない「空転時間」およびグラップルの投入作業を分析
し、生産性への影響を確かめた。破砕機（206kW）と 0.7
m3グラップルの組み合わせでは生産したチップ 1m3 あた
りの投入サイクルタイムは 4m材≒2m材<根元材となっ
た。いずれの材長でも 1サイクルごとに空転時間が発生
し、生産性と空転時間には関係が見られたことから、この
組み合わせでは「破砕時間」中に土場の材整理などを行う
ことは困難なこと、行うことによって生産性は確実に低下
することが示唆された。本研究は戦略的イノベーション創
造プログラム（SIP）次世代農林水産業創造技術「SIPリグ
ニン」の課題内で行った。
*佐々木誠一ほか（2006）燃料用チップ供給コストの試算、
岩手林技術センター研報 14、9-15。

P1-212 高知県の地形条件等からみた林業機械の導入状

況について

山﨑 真1・鈴木保志2・山﨑敏彦1

1 高知県立森林技術センター・2高知大学農林海洋科学部

高知県は県面積に対する林野率が 84% であり、その林
野の多くが急傾斜地に存在する。しかし、同じ急傾斜地で
も地域ごとに地形や地質が異なり、採用されている集材作
業システムも異なっている。本研究では、集材作業システ
ムの改善指導の基礎資料とするため、現在導入されている
林業機械の大きさや特性を地域ごとに明らかにした。調査
対象の機械は、ハーベスタやプロセッサ等のベースマシン
として多く導入されているエクスカベータとし、大きさの
区分を、装着可能なバケットサイズにより 0.40m3未満の
ものを S、0.40∼0.60m3 のものを M、0.60m3 より大きい
ものを Lとしてそれぞれの導入台数を調査した。調査を
行う地域は、安芸、高知、嶺北仁淀、四万十川の県内 4 つの
地域森林計画区域とした。その結果、M以上の機械の導入
割合が、安芸地区では 92%を占めた一方で、高知地区では
65%、嶺北仁淀地区では 82%、四万十川地区では 48% と
なり、四万十川地域では小型林業機械による森林施業が多
く行われていることが分かった。これらの結果と地形、植
生条件等から原木増産に向けた作業システム改善の方法に
ついて検討した。

P1-213 ドローンによる路網把握と集材作業効率・林地

影響の検討

佐々木尚三1・山田 健1・宗岡寛子2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所林業工学研究領域

北海道では人工林主伐の活発化に伴って伐採地の奥地化
が進み、これまでも素材生産のボトルネックとなっていた
集材工程のさらなる能率悪化を招き、伐採コストが増大し
ている。トラック道から離れた伐採地が多くなり、一つの
伐採事業のため新たに開設が必要な作業道の延長が長大な
ものになっている。その結果、フォワーダ集材の距離が 2
km以上にもなることが珍しくない。伐採作業のための作
業道は作設密度が制限されることが多く、土場までのアク
セス道を優先すると、傾斜や地形により迂回率が増大する
奥山での作業道密度が不足して、作業困難になるような状
況が発生している。
本発表ではこのような作業道に注目し、その配置や密度
および実際の作業についての調査の一例を報告する。これ
まで集材用の細部作業道の把握は、測量機器や GPSなど
を使用して足場の悪い伐採現場を歩き回ることが必要とな
る長時間を要する効率の悪い調査であった。この調査を、
近年急速にその実用性を高めているドローンによって実施
した。さらにこの作業道を使用して実施された伐採作業に
ついてもドローンによる動画撮影を含めた功程調査を実施
し、作業効率や林地に与える影響について検討した。
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P1-214 森林路網図の作成と活用

古川邦明

岐阜県森林研究所

森林路網は、木材生産、森林管理の最重要基盤であり、
その開設状況によって、木材生産運搬コスト、それに伴う
生産可能量は大きく左右される。また、大規模災害で山間
の集落の生活道が被災した際に、緊急う回路として林道や
作業道の活用が一部で具体的に検討されている。しかし、
森林路網の線形、道路規格などの路網情報の整備はほとん
どされておらず、森林 GISで見ることのできる路網図も、
絵地図レベルのものがほとんどである。特に線形の位置精
度は低い。
そこで GISを使い、正確な路網情報に基いた、集・運材
距離、集材可能量、コスト分析、さらにはゾーニングや森
林経営計画策定になどに使える森林路網図を作成した。各
路線の位置は、基本図、空中写真オルソ、微地形図（LiDAR
計測）など複数のソースから読みとった。属性情報は、路
網種類、幅員、走行速度、延長など解析に最低限必要な項
目とした。データ化した路網総延長 50,186 km、路線数
（エッジ数）約 293千となった。この路網図から、森林経営
計画や各地のゾーニングを支援する各種地図を作製し提供
している。これまで作成した地図とその活用事例等につい
て報告する。

P1-215 森林作業道検知のためのデバイス性能評価に関

する一検討

有水賢吾・毛綱昌弘

（国研）森林機構 森林総合研究所林業工学研究領域

路肩・通行可能領域の検知のために、RANSACによる
検出アルゴリズムを用いて RGB-Dカメラおよびステレオ
カメラによる路肩位置検出および結果の比較を実施した。
試験については、林業機械化センター（群馬県沼田市）内
の作業道を利用し、RGB-Dカメラ、ステレオカメラ及び
LRFをフォワーダ（AK-3、魚谷鉄工）に設置し作業道上を
走行しながら計測した。真値は LRFによる計測データと
した。各フレームにおける作業道検知精度を比較すると、
RGB-D カメラでは XYZ 方向にそれぞれ 0.20±0.21m、
0.11±0.10m、0.18±0.33mの、ステレオカメラではそれぞ
れ 0.79±1.30m、0.27±0.27m、0.55±1.02mの平均誤差を
確認した。平均して本アルゴリズムによる計測においては
ステレオカメラよりも RGB-Dカメラにおいて有意に精度
よく検出ができることを確認した。また、ステレオカメラ
による作業道検出においては 1フレームあたり平均して
16.1秒の処理時間が発生しており、RGB-Dカメラの処理
平均時間 0.38秒に比べて高くなっていた。自律走行等の
リアルタイム性を要求される処理には RGB-Dカメラと本
アルゴリズムの組み合わせが適していると考えられる。

P1-216 森林作業道における横断排水溝の堆積土砂量

斎藤仁志1・竹澤時杜1・木下 渉2・植木達人1

1 信州大学農学部・2信州大学農学部附属アルプス圏フィールド

科学教育研究センター

整備した林内路網は、一時的な施設として使用するだけ
でなく、繰り返しの使用に耐えることが求められている。
一方で、森林作業道の路体は土構造を基本としており、降
雨による路面侵食が発生しやすく、侵食によって車両走行
が困難になる。この対策として、表面流を排水する横断排
水溝の設置が重要となっている。しかし、表面流による土
砂移動によって、横断排水溝に土砂が堆積することで、表
面流が横断排水溝を越流してしまい、路面侵食の被害が拡
大している事例もみられる。そのため、横断排水溝の機能
を保つためには、定期的な維持管理作業が必要がとなるも
のの、施工後の横断排水溝の状態や維持管理について研究
している事例は少ない。そこで本研究では、作業道維持管
理作業の効率化と省力化を図ることを目的として、森林作
業道の横断排水溝において土砂の堆積量を直接計測するこ
とによって土砂の堆積が、降雨や周辺の環境、および横断
排水溝の設置状況等から受ける影響を明らかした。本研究
は JSPS 科研費 JP15K18709 および農林水産省委託プロ
ジェクト「山地災害リスクを低減する技術の開発」の助成
を受けたものである。

P1-217 林内道路沿線における EN1150安全色の視認

性

松村哲也

信州大学理学部
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P1-218 斜面歩行時の下肢の筋活動の特性

猪俣雄太・伊藤崇之・山口浩和

（国研）森林機構 森林総合研究所林業工学研究領域

筆者らは斜面歩行中に下肢を補助する装置、いわゆる歩
行用アシストスーツの開発を行っている。アシストスーツ
の開発のためには、斜面歩行中に下肢のどこにどの程度の
負荷がかかるかを明らかにする必要がある。そこで、歩行
中に活動する主要な下肢 4種の筋肉（腓腹筋、外側広筋、
大腿二頭筋、大腿直筋）を対象に、筋電計を用いて斜面歩
行中の筋活動量を計測した。斜面は 10 度、20 度、30 度と
し、歩行方法は自由歩行による直登・直降である。計測結
果より、傾斜の影響は筋肉によって異なることが分かった。
腓腹筋と大腿二頭筋は登りの場合、急傾斜になるにつれて、
活動量は増えていくが、降りの場合、傾斜の影響は小さく、
また活動値も小さかった。一方、外側広筋と大腿直筋は登
り・降りとも急傾斜になるにつれて、活動量が増えていっ
た。以上から、アシストスーツを作るためには、登りでは
4つの筋肉を補助し、また傾斜が急になるに従い、その補
助力を上げる必要があること、降りでは外側広筋と大腿直
筋を重点的に補助する必要があることが分かった。なお、
本研究は、農研機構生研支援センター「革新的技術開発・
緊急展開事業（うち先導プロジェクト）」の支援を受けて
行った。

P1-219 マツノザイセンチュウ分泌タンパク質の in

planta機能解析

桐野巴瑠1・吉本光希1・新屋良治1,2

1明治大学農学部・2JSTさきがけ

マツノザイセンチュウ（以下、線虫）を病原体とするマ
ツ材線虫病は、マツ類樹木を枯死に至らす深刻な樹木病害
である。近年分子生物学的技術を使った大規模な研究によ
り、線虫病原因子の候補が徐々に明らかになってきている
が、分子機能解析手法の不足により病原因子の特定には未
だ至っていない。本研究では、演者らが以前に報告した線
虫分泌タンパク質の中から、真に発病に関与する因子を特
定するために、ベンサミアナタバコを用いて線虫分泌タン
パク質の in planta機能解析を行った。まず、15種類の線
虫病原候補タンパク質をコードする遺伝子を、Gatewayシ
ステムを用いて植物発現用ベクターにクローニングし、続
けてベンサミアナタバコにおいて一過的に発現させた。そ
の結果、線虫が分泌するシステインプロテアーゼインヒビ
ター（CPI）が植物細胞の核に局在し、植物体に過敏感細胞
死を引き起こすことが明らかになった。本 CPIは、他種線
虫種において類似配列が存在せず、植物の CPIに配列が類
似すること、さらに CPIが植物において防御応答に深く関
与する分子であることから、線虫が分泌する CPIが分子擬
態により宿主植物の防御応答を制御する可能性が考えられ
る。

P1-220 東南アジア熱帯林の群集同調マスティングの進

化を促す種子食者の飽食

浅野 郁1・市岡孝朗1・Paulus Meleng2

1京都大学人間・環境学研究科・2サラワク州森林局RDID

温帯林のブナ科などで知られているマスティングは、不
定長の間隔をもって時おり劇的に種子生産を増加させる豊
作期を個体群全体で同調させる生物の繁殖様式である。マ
スティングの進化を促した究極要因を説明する仮説とし
て、凶作期における餌不足により個体数が減少した種子食
者が、豊作期に飽食状態となることにより、種子の生存率
が高くなるという効果を重要視した「捕食者飽食仮説」が
最も支持されている。
東南アジアの低地熱帯雨林では、マスティングの豊作期
が群集レベルで同調する現象が、数年に 1度の不規則な間
隔で観察される（以下、群集同調マスティングとする）。主
に温帯に分布する植物種を対象として検証されてきた捕食
者飽食仮説は、東南アジア低地熱帯雨林固有の群集同調マ
スティングの究極要因を説明する仮説としても有効だろう
か。演者らは、ボルネオ島に位置するランビル国立公園に
おいて、群集同調マスティング期のみで繁殖することが知
られているフタバガキ科 5種が、例外的に、短期間に 2回
の種子生産を行なった際の、種子食害率の増減を調べた。
本発表では、この調査結果を中心に、群集同調マスティン
グにおける捕食者飽食仮説の妥当性を検討したい。

P1-221 コナラ倒木の直径と腐朽段階に沿った無脊椎動

物の利用パターン

森戸航平1・吉田智弘2

1 東京農工大学大学院農学府・2東京農工大学農学部 FSセンター

枯死木は、森林生態系において多様な生物に対する重要
な生息地として機能している。枯死木はそのサイズや腐朽
段階によって生物の利用パターンを決定している。これら
の因子の相対的重要性を明らかにすることは、生物多様性
に対する枯死木の役割を知る上で重要である。本研究では
コナラの倒木を対象に、直径と腐朽段階に沿った無脊椎動
物の利用パターンを明らかにすることを目的として調査し
た。東京都八王子市と栃木県佐野市の 2カ所のコナラ優占
林において、コナラの倒木を回収し、長さ 40cmの材にし
た。それらの直径と腐朽段階に応じてそれぞれ 8段階に区
分し、体積が同程度になるように 40L容器に入れた。そ
の後、材から脱出した無脊椎動物を約 5ヶ月間回収・同定
した。加えて、回収したコナラ倒木における脱出口の個数
と直径を計測した。調査の結果、シロアリとゴキブリは幅
広い腐朽段階の材で出現したのに対して、材食性の甲虫は
腐朽が進行していない材で、ミミズ類は腐朽が進行した材
でみられた。また、どの生物も広い直径区分でみられた。
本研究の結果から、直径よりも腐朽段階の方が、生物の利
用パターンを決定するのに重要な因子であることが示唆さ
れた。
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P1-222 Micro-CT scan of adult female Euwallacea

interjectus (Coleoptera: Scolytinae) and

its mycangial fungi

Ziru JIANG1・Shun-ichi KINOSHITA2・Osamu SASAKI3・

Hayato MASUYA4・Hisashi KAJIMURA1

1 Forest Protection Lab., Graduate School of Bioagri-

cultural Sciences, Nagoya Univ.・2Wien Univ.・3Tohoku

Univ. Museum・4Tohoku Research Center, Forestry and

Forest Products Research Institute

We examined non-destructively internal structure of
adult female of an ambrosia beetle, Euwallacea interjectus,
using micro-CT scans. Paired mycangia (fungus-storing
organ) were first observed on typical CT cross-section
within head. Each mycangium, ovoid in shape, was located
in tissues just posterior to emarginate notch of eyes,
adjacent to pharynx. Three dimensions (length×width×
depth) of the mycangia were easily measured on stereo-
graphy. In contrast, no mycangia were observed in other
body parts, such as prothorax, coxa of legs and elytra.We
also isolated fungi from head, thorax and abdomen on
PDA. The results suggest that E. interjectus has specific
fungi in the mycangia.

P1-223 Branch dieback of maples and related

ambrosia beetles

Syaiful Saragih・Masato Torii・Shuhei Takemoto・Naoto

Kamata

Forest Science, The University of Tokyo

Branch diebacks on some maples trees (Acer amoneum)
were observed. Holes were found on the trunkrs surface
which identically identified as ambrosia beetlesr holes, and
two species of ambrosia beetles, Euwallacea fornicatus and
Euwallacea interjectus were collected by dissection. Ten
individualsr maple trees (seven individualsr healthy trees
and three individualsr weakened trees) were selected for
sites of beetlesr trapping. Two kinds of traps (ethanol trap
and sticky trap) were used for beetlesr trapping. This
experiment was conducted to study the role of ambrosia
and bark beetle in the weakening process of maples with
following objectives: (1) To estimate beetlesr preference
related to treers condition, (2) To check beetlesr attacked in
different treers condition, and (3) To estimate primary and
secondary attacker of ambrosia and bark beetle on maple.

P1-224 Behavioral responses of the ambrosia

beetle Platypus quercivorus to chemical

volatiles from host leaves

PhamDuy, Long1・Yamasaki,Michimasa1・Ito,Yasuto2・

Okada, Ryuichi3・Ikeno, Hidetoshi3

1Kyoto University・2Hyogo Prefectural Technology

Center for Agriculture, Forestry and Fisheries, Forestry

section・3University of Hyogo

In general, bark and ambrosia beetles use weakened
trees as their host, and they must find out these trees in a
forest under energy constraints. We hypothesized that
Platypus quercivorus, the fungal pathogenic vector of
Japanese oak wilt, is attracted to leaf volatiles from host
treeswhich start to decline, and that this behavior changes
in the course of flight. To test these hypotheses, responses
of P. quercivorus to volatiles from leaves of Quercus
crispula were tested using Y-tube olfactometer. These
tests were conducted twice, before and after flight in a
flight mill, for each beetle. Contrary to our hypothesis,
results showed that P. quercivorus are strongly attracted
to volatiles from fresh leaves, and are strongly repelled by
those from dried leaves. Additionally, males showed
increased preference for leaf volatiles as flight time
increased whereas the opposite trend was observed for
females, suggesting differences in importance of leaf
volatiles between male and female.

P1-225 綾照葉樹林におけるナラ枯れ被害木の空間分布

パターン

末吉智秀・平田令子・伊藤 哲・光田 靖

宮崎大学農学部

2015 年夏季に宮崎県内でナラ類集団枯損が発生した。
2016 年においても終息することはなく、2017 年も被害が
確認された。演者らは 2016 年より宮崎県綾照葉樹林にお
いて、被害発生と樹種、胸高直径、2015 年被害木からの距
離との関係を明らかにすることを目的として調査を行って
きた（第 128 回日本森林学会大会発表）。その結果、被害は
樹種と胸高直径だけではなく前年被害木からの距離も影響
している可能性が示された。そこで本研究では、2017 年の
被害も含めて 3年間の被害発生の空間パターンを明らかに
することを目的とする。2017 年の被害調査は 2018 年 1月
∼3月に行った。ブナ科樹種を対象に、前年までの被害木
について生死や枯損状態、胸高直径を記録した。また新規
被害木については穿入孔の有無と胸高直径、枯損状態を記
録した。これらのデータを基に空間的自己相関分析を行
い、カシノナガキクイムシの樹木選択と被害発生プロセス
を考察する。
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P1-226 集合フェロモン濃度変化がカシノナガキクイム

シ飛翔特性に及ぼす影響

石野貴大1・岡田龍一1・伊東康人3・Pham, LongDuy2・山崎理

正2・池野英利1

1兵庫県立大学環境人間学部・2京都大学大学院農学研究科・3兵

庫県農林水産技術総合センター森林林業技術センター

ナラ枯れは、メスが病原菌を媒介するカシノナガキクイ
ムシによって引き起こされる。羽化後、被害木から飛翔し
たオスは、集合フェロモンを放ち、他個体を新宿主へ飛翔
させる。しかし、フェロモンが飛翔距離にどの程度影響を
及ぼすかについてはまだ明らかではない。フェロモン下の
飛翔距離を知ることは重要である。また、飛翔に影響を及
ぼす濃度が明らかになれば、効果的なフェロモントラップ
の配置間隔が決められる可能性がある。本研究では、フェ
ロモンの濃度を変化させ、ろ紙に各条件の濃度のフェロモ
ンを 10μml含ませ、フラスコに介する方法で実験用チャン
バーにフェロモンを送り込み、ダクトから排出した。フェ
ロモンが充満させた環境で飛翔距離への影響を調べた。市
販のフェロモンを原液、100倍、1000倍希釈して、フライ
トミルを用いて飛翔距離を測定したところ、各条件で 15
km 以上飛翔した個体の割合は原液 21%、1,000倍希釈で
21%、フェロモン無し 7%、100倍希釈で 4%であった。応
答変数を飛翔距離とし、説明変数を性別、フェロモン濃度
で glmの最小AIC モデルでは、フェロモン濃度が飛翔距
離に採択され、フェロモン濃度が飛翔距離に影響を及ぼす
ことが示唆された。

P1-227 ヨツボシモンシデムシの個体密度に及ぼす植生

タイプの影響

井上翔太1・市栄智明2・長井宏賢2

1 高知大学農学部・2高知大学農林海洋科学部

高知大学嶺北フィールド（演習林）には、過去の施業の
特性から人工林や落葉・常緑樹林を含めた、様々なサイズ・
林齢からなるパッチ状植生が広がっている。本研究は、こ
のパッチ状植生や植生タイプの違いが、ヨツボシモンシデ
ムシの個体数に与える影響を評価することを目的として
行った。調査は、嶺北フィールドの落葉広葉樹林、常緑広
葉樹林、ヒノキ人工林、スギ人工林、皆伐地で行った。そ
れぞれの植生タイプについて、2016 年 7月から 2017 年 7
月の間は 1箇所、2017 年 7月から 10月の間は 3箇所に調
査区を設定し、月に 1度、衝突版トラップを 2日間設置し
てヨツボシモンシデムシを捕獲した。また、全ての調査区
に 10m×10m のコドラートを設置し、コドラート内の植
生や現存量調査を行った。その結果、ヨツボシモンシデム
シは調査した 2016・2017 年のいずれも 7∼9月の夏季にの
み捕獲され、その他の季節にはほとんど全く捕獲されな
かった。また、捕獲数は落葉広葉樹林と常緑広葉樹林で多
く、皆伐地やスギ人工林、ヒノキ人工林で少なかった。発
表では、各植生の面積比率を含む周辺環境がヨツボシモン
シデムシに与える影響についても考察する。

P1-228 虫害を模した奪葉がカラマツ属 2種のコンテナ

苗成長に与える影響

Fujita,Saki1・Watanabe,Yoko2・Nakaji, Tatsuro3・Koike,

Takayoshi2

1 北海道大学大学院農学院・2北海道大学大学院農学研究院・3北

海道大学北方生物圏フィールド科学センター苫小牧研究林

北海道の人工林面積の約 3割はカラマツ（Larix kaemp-
feri、以下 JL）が占めている。しかし、近年、冷温帯の森林
で虫害が増加傾向にあり、北海道でも 2004 年以来、特に胆
振、日高地方でカラマツハラアカハバチ（Pristiphora
erichsoni、以下ハバチ）が大発生しており、収束の目途が
立っていない。ハバチによる枯死の報告例は少ないが、虫
害の長期化や食葉害と他の虫による虫害、風雪害、乾燥害
などが複合的に作用することで、大規枯死が懸念されてい
る。そこで、主要造林樹種であるカラマツとグイマツ雑種
F1（L. gmelinii var. japonica× L. kaempferi、以下 HL）を
用いた奪葉試験を行った。本試験では、ハバチの食害様式
を模し、短枝葉を 50%及び 90%を手により奪葉し、地上
部と地下部の成長を評価した。その結果、地上部では、JL
の地際直径が摘葉 90% によって低下したが、HLでは摘葉
の効果が見られなかった。また、JLは摘葉によって幹、枝、
長枝葉や全体の乾燥重量が低下したが、HLでは全体の乾
燥重量のみ低下した。HLの主根のみが奪葉によって抑制
された。このことから、HLは光合成産物を根系ではなく
地上部に投資し、地上部の高い補償能力を実現しているこ
とが示唆された。

P1-229 画像上の特徴によるトビムシのグループ分けと

個体数カウントの自動化

後藤和明1・木村敏文1・吉村正志2・大橋瑞江1・池野英利1

1兵庫県立大学環境人間学部・2沖縄科学技術大学院大学生物多

様性・複雑性研究ユニット

トビムシは幅広い土壌タイプに出現し、ほとんどの土壌
で優占的である。土壌環境の変化を評価するために、トビ
ムシの個体数や体サイズを計測することは一般的に行われ
ている。しかしながら、1回のサンプリングで得られるト
ビムシは数百万個体にのぼるため、体サイズや個体数を手
動で計測するには多大な労力が必要とされている。本研究
では、トビムシ集団の画像をイメージスキャナで取得し、
この画像データから体サイズ毎の個体数を自動的に算出す
る処理スキームを提案する。このスキームでは、まずは、
なるべく個体の重なりがない状態で撮影された画像から、
色の違いによってトビムシと背景を分離する。この画像か
ら、トビムシ個体内部を一定の値で塗りつぶした 2値化画
像を自動生成し、塗りつぶされた領域の外周をたどること
によってトビムシの輪郭を抽出し、輪郭長を求める。この
輪郭長を体サイズの指標とし、体サイズによって 3つのグ
ループに分類、各グループについて個体数を算出する。手
動でカウントした結果とこのスキームによる自動カウント
の結果を比較したところ、その一致率は約 88% であった。
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P1-230 ニホンジカ背面画像を用いた個体識別アルゴリ

ズムの開発

三浦 光・梶村 恒

名古屋大学大学院生命農学研究科

近年、二ホンジカ個体密度の増大に伴い、日本各地でそ
の採食行動による生態系および農・林産物への深刻な影響
が報告され、二ホンジカに対する迅速な保護管理の必要性
が叫ばれている。適切な保護管理を目指すにあたっては、
対象地域における対象動物の生息状況を的確にモニタリン
グすることが重要となる。本研究では、省力かつ低コスト
な生息状況モニタリングとして、カメラトラップを用いた
PMR（Photo-Mark-Recapture）による方法を想定し、二ホ
ンジカ体表面の斑紋パターンを利用した個体識別アルゴリ
ズムの開発を目指した。
本アルゴリズムの開発にあたっては、俯瞰撮影法（小金
澤 2004）により撮影した二ホンジカ背面画像を用いた。任
意の 2画像間における類似性の定量的評価として、テンプ
レートマッチングによる特徴量抽出を行った。各特徴量を
入力変数としたニューラルネットワークにより、モデル構
築と判別分析を行った。
本研究にて得られたベストモデルによる識別精度は

99.57% であった。また、正規化画像の抽出を除き、本アル
ゴリズムはオペレータによる手動操作を一切要求しないた
め、高精度かつ省力的な生息状況モニタリング手法として
高い有用性が期待された。

P1-231 環境 DNA解析によるヌタ場利用哺乳類のモニ

タリング

米地梨紗子1・大川智也1・前橋香織1・潮田雅晴1・石毛太一郎1・

宮 正樹2・潮 雅之3・佐野千尋1・松林尚志1

1 東京農業大学・2千葉県立中央博物館・3京都大学生態学研究セ

ンター

森林性哺乳類の生態系を把握するためにはモニタリング
が必要不可欠である。モニタリングの主流はセンサーカメ
ラであるが、多大な労力と必要があり、特に小型種の特定
が困難である。近年、環境中に存在する複数種の生物由来
の DNAである環境 DNAを解析する環境 DNA メタバー
コーディングがある。環境DNAの検出技術を用いて亜寒
帯林の池、熱帯雨林の水飲み場から哺乳類を検出すること
ができるようになった。そこで、ヌタ場においても環境
DNA解析が有効であるか、センサーカメラデータとの比
較をした。
神奈川県厚木市七沢の 3箇所の半止水域であるヌタ場で
約 1ヶ月間 3 日に 1 回の連続サンプリングを行い、セン
サーカメラに撮影された動物種と環境DNA解析によって
検出された動物種の比較とリード数変動の考察を行った。
結果、センサーカメラで確認されたシカ、イノシシ、タヌ
キ、イヌ（猟犬）、ハクビシンのうち、環境DNA解析では
シカ、イノシシの 2種であった。これは、ヌタ場が半止水
域であるために環境DNAが残存されにくいことや動物種
ごとの飲水行動等の行動特性を反映していた。環境 DNA
は場所の選定が重要であるが短期間で調査環境を知ること
が出来るツールとしての利用が期待できる。

P1-232 ニホンヤマビルの宿主動物の同定

森嶋佳織1・半谷吾郎2・中野隆文3・逢沢峰昭4

1 東京農工大学大学院連合農学研究科・2京都大学霊長類研究所・
3広島大学大学院教育学研究科・4宇都宮大学農学部

近年、全国的にニホンヤマビル（以下、ヤマビル）の吸
血被害が増加しており、ニホンジカ（以下、シカ）などの
大型哺乳類の増加・分布拡大との関連性が示唆されている。
本研究では、シカの分布する地域としない地域によってヤ
マビルの宿主動物に違いがあるのか明らかにすることを目
的とした。全国 10 県から採集したヤマビルを解剖し、消
化管に残る宿主動物の血液塊から全 DNAを抽出し、ミト
コンドリア DNAの 16S rRNA領域の塩基配列を決定し
た。そして、塩基配列情報のデータベースと照合して宿主
動物を同定した。ヒトと同定された試料は解析から除い
た。その結果、1匹のヤマビルから複数の宿主動物が同定
されることはなく、56匹のヤマビルの宿主動物を同定でき
た。56匹のうち、シカの分布する地域で採集した 24匹の
宿主動物はシカと同定された。一方、シカの分布が未確認
である秋田県の低標高地域における宿主動物はカエル類 4
種およびホンドタヌキであった。また、標高的にシカの分
布していないと考えられる群馬県中之条町の高標高地域の
宿主動物はニホンカモシカが最も多かった。シカの分布の
有無によってヤマビルの宿主動物に差異があることが示唆
された。

P1-233 ヤマネの生息確率には低木亜高木層の多様性が

重要

遠藤啓生1・藤岡正博2・羽方大貴3

1筑波大学生物資源学類・2筑波大学生命環境系・3筑波大学大学

院生命環境科学研究科

生物多様性に配慮した森林管理を実現するためには、人
工林管理が森林性哺乳類に与える影響についての情報が必
要である。そこで、2016 年 5月∼6月に山梨県との県境部
に近い長野県にある筑波大学川上演習林（標高 1,400-1,780
m）のカラマツ林 2サイト（各 4 ha）において、半分を除草
剤樹幹注入によって低木・亜高木を枯死させる枯損処理区、
残りを対照区とし、樹上性哺乳類であるヤマネへの影響を
調べた。各区に 5か所の巣箱ポイントを設け、各ポイント
に 5個ずつ、総計 100個の巣箱を設置した。2016 年には 7
月∼9月にしかヤマネ調査を行えず、巣箱利用率に違いは
見出せなかった。2017 年にはヤマネの全活動期間である 5
月上旬∼10 月中旬に隔週で調査した。2017 年の結果を、
巣箱ポイントごとのヤマネの在不在を応答変数、処理と調
査セッションを説明変数、調査サイトと巣箱ポイントをラ
ンダム効果とする一般化線形混合モデルで解析したとこ
ろ、ヤマネの巣箱利用率は枯損処理区よりも対照区で高
かった。枯損処理区で利用率が低いのは特にシーズン前半
であった。同時に行った開花結実調査の結果と合わせて、
春から初夏に様々な樹種が開花結実することがヤマネの生
息に重要と考えられる。
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P1-234 中大型哺乳類のヌタ場利用に関する研究

佐野千尋1・糟屋奈津実2・大川智也2・松林尚志2

1 東京農業大学大学院農学研究科・2東京農業大学農学部

ヌタ場とはシカやイノシシが体温調節や外部寄生虫予防
のために体に泥をぬる場所として知られている。これま
で、山梨県小菅村でのセンサーカメラによる中大型哺乳類
相調査において、多くの中大型哺乳類がヌタ場という環境
を利用していることが判明した。東丹沢地域でもヌタ場に
ついての調査が行われ、我々はセンサーカメラによる調査
からシカ、イノシシに加えて様々な哺乳類がヌタ場を利用
している事、動物種ごとで行動や利用する地点に偏りがあ
ることを明らかにした。
本研究では、哺乳類による利用の偏りが何によってもた
らされるのかを明らかにすることを目的とした。ヌタ場を
構成している湧水のナトリウム濃度がシカの飲水行動と、
シカの繁殖期がシカのヌタ浴びと、餌資源となる水生生物
量が中型食肉類の探餌行動とそれぞれ関係していることが
判明した。以上ヌタ場を構成する様々な環境要因が各動物
種の利用目的に影響しているということが示唆された。

P1-235 ツキノワグマの春季食性の変化と樹皮剥ぎ被害

量との関係

森 智基1,2・杉浦里奈2・加藤 真2・林 良太3・三浦謙介2・加

藤春喜4・泉山茂之5・新妻靖章3

1 信州大学大学院総合工学系研究科・2名城大学農学研究科・3名

城大学農学部・4NPO白川郷自然共生フォーラム・5信州大学山

岳科学研究所

本研究では、ツキノワグマ Ursus thibetanusによる樹皮
剥ぎの発生要因を検討するため、樹皮剥ぎ被害量の年次変
動に着目し、ツキノワグマの食性の経年変化に伴う栄養価
の変動と樹皮剥ぎ被害量との関係を明らかにした。
2008 年から 2016 年の計 9 年間、岐阜県大野郡白川村内
に踏査ルートを 11ヶ所設定し、4月から 8月にかけて月
1-2 回の踏査を行った。クマ剥ぎが確認された場合は、樹
種、胸高直径、新旧、剥皮された傷の幅と長さ、および
GPS位置情報を記録した。また、踏査中に採取した糞は糞
分析法により重要度指数を算出した。また、クマ剥ぎ被害
木の形成層と、クマハギが発生する時期にクマが利用する
採食物を採取し、それらの栄養価を分析した。その結果、
クマによる樹皮剥ぎ被害は春季に堅果類が利用できない年
に増加することが示唆された。採食品目の栄養価をみる
と、ブナの新芽と残存堅果の栄養価は高い一方で、そのほ
かの草本類と形成層は低かった。以上のことより、形成層
はクマにとって栄養価は低いものの採食物の一つとして認
識されており、残存堅果などの栄養価の高い食物が利用で
きない年に樹皮剥ぎ被害が増加することが示唆された。

P1-236 奥秩父山地における夏・冬季のニホンジカ食性

の特徴

川崎 満1・平尾聡秀2・梅木 清3

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京大学大学院農学生

命科学研究科附属演習林秩父演習林・3千葉大学大学院園芸学研

究科

シカによる森林の食害への対策を検討するには、シカの
食性を理解することが重要である。しかし、食性は餌の選
び方に依存して決まるため、餌選択性に関する知見も不可
欠である。そこで、餌選択性に対する生息地環境と遺伝構
造の影響を分析し、シカ食性の特徴を明らかにすることを
目的として研究を行った。本研究では東京大学秩父演習林
の標高および植生の異なる 30 地点において、2016 年 12月
と 2017 年 7∼8月にシカ糞を採集し、ゲノムDNAを抽出
後、餌植物組成とシカの集団遺伝構造を分析した。また、
餌選択性を評価するには、対象地域内での餌選択と対象地
域外での採餌を区別する必要がある。そのため、餌植物組
成と地域植生の非類似度を加法分解し、地域内での餌選択
と地域外での採餌の指標とした。各要因が餌選択性に与え
る影響を解析した結果、餌選択性は冬季より夏季で高く、
樹木種数が負の影響を与えたが、対象地域外での採餌は環
境要因によらずランダムであった。これらの結果は、奥秩
父山地のシカが餌の豊富な夏季には質の良い餌を偏食し、
冬季では樹木種数が低下する高標高地などで選択的採餌を
行うことを示唆する。

P1-237 ニホンジカを含むウシ目2種の分布拡大が森林

生態系に与える影響

清水達哉・箕口秀夫

新潟大学農学部

【目的】明治以降、新潟県など東北日本積雪地域の森林に
は、ウシ目大型哺乳類ではニホンカモシカのみが生息して
いた。近年、イノシシに続き二ホンジカの分布拡大が確認
されている。これまで、二ホンジカで顕著なように、これ
らの個体数が増加した地域では、森林植生の変化や林業被
害が発生している。そこで本研究では、これらの分布拡大
が、3種の資源利用などを通して森林生態系にどのような
影響を与えるのかを明らかにする。【方法】海岸から内陸
にかけての少∼多雪地帯にまたがる新潟県上越市名立区の
里山を調査地とし、カメラトラップ法とピットフォールト
ラップ法で、3種の個体群動態・生息場所選択とイノシシ
の餌資源量を、それぞれ調査した。カメラトラップ法では
トレイルカメラを海岸側（2015 年∼）から山側（2014 年∼）
にかけて 40台設置し、うち 15サイトで 2017 年 9月にピッ
トフォールトラップ調査を実施した。【結果】2014 年、
2015 年、2016 年、および 2017 年の 4 年分のデータから、
GISを用いて景観スケールでの土地利用形態の影響につい
ても検証した結果、3種の利用場所が年次、季節によって
変化していることがわかった。
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P1-238 景観構造を考慮したアライグマによる農業被害

の県域スケールでのリスク評価

小泉孝雄1・藤木大介1,2

1兵庫県立大学自然・環境科学研究所・2兵庫県立大学大学院環境

人間学研究科

アライグマによる農業被害が兵庫県下の 1/3 の集落まで
拡大・深刻化していて行政の対策の効果の改善が求められ
ている。この対応策の一つとしては、リスクマップを活用
して対策の優先順位を付けて適正に予算を配分することが
挙げられる。そこで本研究では、アライグマの密度指標と
農耕地周辺の景観構造から県域スケールで集落別に被害の
発生を予測する統計モデルを構築し、それに基づいたリス
クマップの作製に取り組んだ。
累積ロジットモデルを用いて最適な景観スケールと景観
構造の組み合わせを AICによるモデル選択を用いて探索
した。結果、被害は農耕地からの距離 1 km圏内において
自然林・農耕地・空地が多い、山間部の集落で起こりやす
いことがわかった。反対に上記のような景観構造を持たな
い都市部の集落では起こりにくいことがわかった。
一方、予測モデルを用いて生息密度指標を増加させ対策
の進捗を見越したシナリオに基づくリスクマップを作製し
た結果、山間部の集落は被害が深刻化しやすく都市部の集
落は深刻化しにくいことがわかった。
以上の事から兵庫県下の行政は山間部の農耕地を優先的
に対策する事で被害の拡大を阻止、もしくは深刻化を抑制
すべきと結論した。

P1-239 植生が退行した生息地におけるシカの採食物構

成の季節変化とその栄養的評価

金子瑞季1・竹下和貴2・谷川 潔3・梶 光一4

1 東京農工大学大学院農学府・2東京農工大学大学院連合農学研

究科・3神奈川県自然環境保全センター・4東京農工大学大学院農

学研究院

近年、下層植生が退行した森林においてシカ類が高密度
を維持している事例が各地で報告されているが、その高密
度を維持するメカニズムについては不明な点が多い。そこ
で本研究では、シカの持続的な採食によって植生が退行し
た神奈川県丹沢山地において 2015-2016 年に捕獲された
128個体のニホンジカの胃内容物を用いて、採食物構成の
分析とその栄養学的評価を行った。
採食物構成は春、秋、冬に対応した明確な季節変化を示

し、各季節内においても主要な採食物が異なる複数のグ
ループが存在していた。それらのグループを分ける要因
（捕獲場所など）は特定できなかったが、いずれのグループ
においても全ての個体の胃内容物の粗タンパク含有率が、
春には体重の増加や繁殖に必要な成長要求量、秋および冬
には生命・体重の維持に必要な維持要求量を満たしていた。
全ての季節において落葉広葉樹や常緑広葉樹の生葉もしく
は枯葉、さらに秋においては堅果が全てのグループから多
く出現した。落葉や堅果は林冠から供給され、その毎年の
生産量がシカの採食圧の強さに影響されないため、冬にお
ける餌資源制限の影響を緩和し、シカ個体群の高密度維持
に寄与していると考えられる。

P1-240 防鹿柵の設置が実生の生存に与える直接的・間

接的な影響

中森さつき1・安藤正規2

1岐阜大学自然科学技術研究科・2岐阜大学応用生物科学部

ニホンジカ（以下、シカ）の採食は、森林の更新に対し
て実生を採食する直接的な負の影響と、実生周辺の植物を
採食することにより林床の光環境を改善する間接的な正の
影響の両方を与えることが知られている。本研究では、シ
カの採食による影響を受けつつもまだクマイザサ（以下、
ササ）群落の残る岐阜大学の位山演習林（以下、演習林）
において、シカの採食が実生の生存に与える直接的・間接
的な影響を評価した。2015 年 5月に演習林内 4ヶ所に防鹿
柵（以下、柵）を設置し、2017 年 10月まで柵の内外で実生
の生存状況を追跡調査した。また、柵内外で林床の光環境、
ササの生育状況を調査し、さらに柵周辺でカメラトラップ
を用いたシカの土地利用頻度を評価した。柵設置 1 年目で
は、柵の内外で実生の生存率に差はみられなかった。しか
し、柵設置 2 年目以降、柵内の実生の生存率は柵外より高
くなる傾向がみられた。ただし、ササの多い調査地点に限
定した場合、柵設置 2 年目以降、柵の内外で実生の生存率
に差はみられなかった。これは、柵内の実生はシカの採食
から免れる一方、同じくシカの採食を免れたササの被陰を
より強く受けるようになったためと考えられる。

P1-241 ニホンジカの高密度生息地域における不嗜好性

植物を用いた森林土壌の保全

三井香代子1・木村道徳1・八代田千鶴2・安藤正規3

1滋賀県琵琶湖環境科学研究センター・2（国研）森林機構 森林総

合研究所関西支所・3岐阜大学応用生物科学部

近年、ニホンジカ（以下、シカ）が高密度で生息する地
域の森林では、シカの採食圧等による下層植生の衰退が著
しく、森林土壌の流亡が懸念されている。そこで、このよ
うな森林の植生の特徴を把握するとともに、土壌流亡を抑
制するための手法として、不嗜好植物を利用した緑化を試
みた。緑化樹種の選定に際し、滋賀県高島市の二次林にて
2頭のシカを GPSテレメトリにより追跡し、それらの行動
圏内の 37 地点で高さ 3m以下の植物について植生調査を
行った。その結果、低木層ではアセビとシキミ、草本層で
はアセビ、コバノイシカグマ、イワヒメワラビといった不
嗜好性植物が比較的高い出現頻度を示した。これらのう
ち、アセビとシキミを用いた緑化試験を滋賀県大津市にて
実施した。2016 年の春期と梅雨期に、相対照度約 30% と
約 80% のヒノキの林床にアセビとシキミの穂木を直挿し
た。穂木の一部はあらかじめインドール酪酸による発根処
理を行った。2017 年秋期の生存率から、樹種に応じて直挿
しの時期、林内照度、発根処理を適切に組み合わせること
で、林床に直挿しするという簡易な方法でアセビやシキミ
を増殖させることができる可能性が示唆された。
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P1-242 ニホンジカとイノシシの誘引餌を用いた森林防

護柵の強度試験

日下昭宏・法眼利幸

和歌山県林業試験場

和歌山県で森林防護柵を修繕した場合、まずイノシシが
修繕部分を破壊し、次にニホンジカ（以下：シカ）がそこ
から柵内へ侵入する事例が複数確認された。今回、新規設
置された森林防護柵に対する獣類の破壊行動を把握するた
め、田辺市のスギ・ヒノキ人工林内の平坦地に、標準柵（10
cmメッシュネット）、強化柵（5cmメッシュネット）、金
網柵（2mm鋼線）をそれぞれ 4×8m の長方形に設置し、
その内外に米糠と古米を 1週間に 1度給餌し、自動撮影カ
メラによる撮影を実施した。調査期間は 2017 年 5月 26日
∼11月 30日の 189日で、シカは 156日、イノシシは 89日
撮影された。調査開始から 3日後にシカが、15日後にイノ
シシが始めて確認された。標準柵は開始から 30日後にイ
ノシシが接地部を破壊して侵入し、44日後にはシカがそこ
から侵入した。強化柵と金属柵は 59日後にイノシシが接
地部を破壊して侵入したが、シカの侵入は調査期間内に見
られなかった。しかし、イノシシが破壊を継続しており、
最終的にシカは広がった破損部から侵入すると推測され
た。以上、餌を用いた試験結果であるが、本県において最
初に柵の接地部を破壊するのはイノシシの可能性が高く、
対策を検討する必要がある。

P1-243 シカの分布や被害の情報収集システムの開発と

利用状況

石田 朗1・釜田淳志1・栗田 悟1・江口則和2・中西敬宏3・佐藤

亮介3・高橋 啓4・立脇隆文5・安達貴広6・岡 輝樹7

1愛知県森林・林業技術センター・2愛知県新城設楽農林水産事務

所・3（株）マップクエスト・4穂の国森林探偵事務所・5人間環境

大学・6（株）MTGフォレスト・7（国研）森林機構 森林総合研究所

野生動物研究領域

ニホンジカの分布と森林被害の現状を把握し、被害対策
に活かすための情報収集システムを開発し、継続的にデー
タを蓄積できる方法を検討した。まず、シカの目撃地点・
状況や剥皮と苗の食害の情報を収集するための HPを立ち
上げた（https：//shikadoko.jp/g23015）。平成 27 年 1月の
情報収集開始時に、愛知県内の地方機関のシカ被害の関係
部署や森林組合の担当者に HPの説明と協力依頼を行っ
た。また、システムへ継続的に情報提供してもらうため、
毎月関係部署代表者宛てにメールで情報収集の部署内周知
の依頼とシカの調査・研究に関わる話題提供を行った。平
成 29 年 10月からは、スマホでも見やすく、一般市民も情
報提供と結果閲覧できるようアプリを改良・公開し、マス
コミや広報誌等に広く発表を行った。利用状況としては、
平成 27 年 1月より平成 29 年 12月末までに 732件のシカ
確認と 252件の森林被害の情報が収集できた。愛知県以外
の県では、14道都県から 51件のシカ確認報告があった。
シカ確認については、比較的コンスタントに情報が集まっ
ており、情報提供の依頼等の働きかけの効果があると考え
られた。被害報告は、報告者に偏りがあり、改善が必要と
考えられた。

P1-244 ニホンジカ埋却が土壌水の水質に及ぼす影響

古澤仁美1・八代田千鶴2・横田 勉3・高橋一英3

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所関西支所・3（公社）長崎県食品衛生協会食

品環境検査センター

日本各地の森林でニホンジカによる林業や森林生態系へ
の影響が顕在化している。被害防除を目的としたニホンジ
カの捕獲が今後増加すると予想され、様々な深度での捕獲
個体の現場埋却が増える可能性もある。そこで、捕獲個体
の埋設深度が土壌水の水質に及ぼす影響を明らかにする目
的で調査を行った。徳島県三好市の試験地において、対照
区（埋設無し）と 3つの埋設区（0m（地表面に設置）、0.5
m深、1.5m深）を設定し、2016 年 12月∼2017 年 1月に各
埋設区に捕獲個体を 1 頭設置あるいは埋設した。各区の
0.5m深と 1.5m深、および 0m 区の捕獲個体直下の土壌
水を吸引法で採取し、土壌水の pH、EC、全窒素、硝酸態窒
素、アンモニア態窒素、全有機態炭素濃度を測定した。全
区において土壌水の全窒素の大半が硝酸態窒素であった。
0.5m埋設区と 1.5m埋設区では、1.5m深の土壌水の全窒
素濃度が 2017 年夏以降に顕著に増加した。一方、0m埋
設区で捕獲個体直下の土壌水の全窒素濃度は 2017 年 5月
に増加した後急速に減少した。この結果から、0.5m 以深
の埋設が土壌水に及ぼす影響は地表設置の場合に比べて長
期化する可能性が示唆された。

P1-245 農地と後背山林におけるニホンジカの併行捕獲

は農地への出没を減らせるか？

福本浩士1・鬼頭敦史2・山端直人3

1三重県林業研究所・2三重県農業研究所・3兵庫県立大学自然・

環境科学研究所

ニホンジカによる農業被害を軽減するため、農地周辺に
おける ICTを活用した大型囲い罠による集中捕獲と併行
して後背山林においてくくり罠による捕獲を行うととも
に、ライトセンサス法とカメラトラップ法により捕獲の効
果を検証した。シカの捕獲実績や生息密度が異なる三重県
伊賀市内の 2つの集落（子延、比自岐）をモデル集落とし
て設定した。子延地区では子延川の東側で農林併行捕獲
を、西側で農地単独捕獲を実施した。一方、比自岐地区で
は農地での単独捕獲のみを実施した。併行捕獲実施前後の
農地への出没数・場所を把握するため、3回/月の頻度でラ
イトセンサスを隔月で実施した。2016 年 7月から 2017 年
11月にかけての子延地区におけるシカ最大出没数は 2 頭
/km以下であり、捕獲に伴い減少する傾向がみられた。一
方、比自岐地区におけるシカ最大出没数は大きく変動し、
冬期に増加する傾向がみられた。カメラトラップ法による
シカ撮影頻度は、子延地区では農地及び後背山林において
集中的に捕獲したエリアで大きく減少したが、捕獲を実施
していないエリアでは変化は確認されなかった。
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P1-246 マツノザイセンチュウ分散型 III期幼虫の人為

的誘導とその遺伝子発現解析

田中 克1,2・神崎菜摘3・菊地泰生4・相川拓也5・竹内祐子6・福

田健二1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2日本学術振興会・3（国

研）森林機構 森林総合研究所関西支所・4宮崎大学医学部・5（国

研）森林機構 森林総合研究所東北支所・6 京都大学大学院農学研

究科

マツ材線虫病の病原体マツノザイセンチュウ（ザイセン
チュウ）は、生活環に増殖型と分散型の二つのステージを
もち、それぞれ本病の発病と蔓延に関与する。本研究では
本病感染機構の一端を明らかにするため、ステージ転換点
にあたる分散型 III期（JIII）誘導機構を調査した。モデル
生物 Caenorhabditis elegansではフェロモンを介した耐久
型誘導機構が知られており、ザイセンチュウにもその関連
遺伝子の大部分が保存されていたため、分散型誘導フェロ
モン（以下 DBX）が存在する可能性は高い。そこで、ザイ
センチュウ分泌物の JIII誘導活性を調査した結果、処理区
（72.8%）で対照区（1.9%）よりも有意に JIII出現率が高く
（P<0.01）、分泌物中に DBXが存在することが示された。
次に DBX により JIII誘導処理を行った増殖型 2 期から
RNAを抽出し、対照区と遺伝子発現パターンを簡易的に
比較解析した。その結果、両者の相関係数は 0.93 と高かっ
たが、処理区では酸化ストレス耐性等の長期生存に関わる
遺伝子が高発現していたため、JIII誘導関連遺伝子は少数
で、不適環境への対応に関連すると考えられた。

P1-247 温帯マツ林における外生菌根菌の菌糸生産量と

窒素付与による影響

中川湧太1・大橋瑞江2

1兵庫県立大学大学院環境人間学研究科・2兵庫県立大学環境人

間学部

森林生態系において、外生菌根菌の菌糸生産量は純一次
生産量の 10% 程度を占めると推定されており、樹木から
土壌への炭素配分において、外生菌根菌の菌糸は主要な部
分を占めている。これまで、外生菌根菌の菌糸生産量は、
多くの外生菌根菌種との共生関係が知られているマツ科樹
種が生育する、北方林を中心に推定されているものの、そ
の研究例は多くない。そしてこれらの研究では、菌糸生産
量は土壌環境や物理環境、植生により変化することが示唆
されている。そこで本研究では、イングロースバッグ法に
より温帯マツ林 3林分の外生菌根菌の菌糸生産量を測定す
ることで、年間菌糸生産量と林分間、林分内のばらつきを
明らかにすることを目的とした。3林分は、それぞれアカ
マツ-広葉樹林（Pd-B）、クロマツ-ソメイヨシノ林（Pt-C）、
クロマツ林（Pt）という特徴を持つ。菌糸は、設置から 1
年後と 2 年後に回収したイングロースバッグから選り分
け、その乾燥重量を測定した。その結果、年間菌糸生産量
は、Pd-Bで 0.2-58 kg ha−1、Pt-Cで 37-3018 kg ha−1、Pt
で 60-2783 kg ha−1 の範囲であり、Pd-Bと Pt-C、Pt間に
有意な差が見られた。

P1-248 中日本のスギ林で採集されたスギ細根における

アーバスキュラー菌根菌の定着

喜多晃平1・谷川東子2・松田陽介1

1三重大学大学院生物資源学研究科・2（国研）森林機構 森林総合

研究所関西支所

直径 2mm 以下の樹木細根において、根端は 1次根、1
次根同士に由来する根は 2次根などと定義される。スギの
細根には、アーバスキュラー菌根菌（AM菌）や本菌とは
形態特性の異なる Dark septate endophyte（DSE）という
内生菌が定着する。細根内での両菌群の生息域は重複する
ため、両者の定着実態はスギ林生態系を理解する上で重要
である。本研究では、スギ人工林に生育する AM 菌と
DSEの細根への定着状況を明らかにするため、1、2次根
内における感染状況を形態学的に調べた。2016 年 6、7月
に大阪府、三重、福井、石川、兵庫県の 5地域 7林分に設置
した 10×10m プロットの周辺から、表層土壌（10×10×
10 cm）を各 4個採取した。各土壌のスギ細根を 1、2次根
に分けて、それぞれ合計 10cmを 10%KOHで脱色し、ト
リパンブルーで染色後、根内の菌体構造物を光学顕微鏡観
察した。樹枝状・菌糸コイル構造体を AM菌、暗褐色で有
隔壁の菌糸を DSEとし、それらの感染率を算出した。今
後得られるデータを踏まえて、スギに関わる AM 菌と
DSEの定着状況を次根数や土壌特性に関連付けて考察し
たい。

P1-249 和歌山県・奈良県のトガサワラ林における外生

菌根菌埋土胞子の空間分布

岡田経太・松田陽介

三重大学大学院生物資源学研究科

マツ科トガサワラは、絶滅危惧 II類（VU）の常緑針葉
樹であり、紀伊半島と四国東部に分布する。トガサワラの
細根には外生菌根菌（以下、菌根菌）が定着しており、三
重県大又トガサワラ林の土壌からは、Rhizopogon togasa-
warianaやクルミタケ属菌、Cenococcum geophilumが検
出された。本研究では、トガサワラの更新に関わる菌根菌
の群集と空間分布を明らかにするため、三重県以外の紀伊
半島のトガサワラ林分から土壌を採取して、そこに潜在す
る菌根菌を釣菌法により調べた。和歌山県川又観音と奈良
県三ノ公川のトガサワラ林とスギ・ヒノキ人工林が隣接す
る帯状林分を調査地とした。両調査地で、両林分が含まれ
る 340m か 240m の範囲から、それぞれ 45 地点の土壌を
採取した。風乾した各土壌にトガサワラと同属のダグラス
ファーを播種し、実生に形成された菌根を分子的に解析し、
定着する菌種の推定をした。三重県大又で得られたデータ
も踏まえ、紀伊半島のトガサワラ林における菌根菌の分布
様式と実生に関わる菌根菌の特異性を議論する。
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P1-250 広葉樹二次林と針葉樹人工林の境界における外

生菌根菌群集

石川 陽1・上原 巌2・田中 恵2

1 東京農業大学大学院農学研究科・2東京農業大学地域環境科学

部

菌根菌は共生する植物の養水分吸収や病原抵抗性を向上
させることで、植物の生存や生育に影響を与える。日本の
森林で優占することの多い、ブナ科、カバノキ科、マツ科
の樹木は外生菌根を形成する。一方で、人工林の大部分を
構成するスギ、ヒノキはアーバスキュラー菌根を形成し、
共生する菌類が異なる。また、林相が異なる森林の境界で
は物理的・生態的作用が森林内部とは異なることが知られ
ており、地下の微生物群集にも影響を与えていると考えら
れる。本研究では、菌根タイプの異なる広葉樹二次林と針
葉樹人工林の境界部に着目し、地上の植生の違いと地下の
外生菌根菌群集の関係について調査を行った。調査は東京
都青梅市内にある市有林の、コナラが優占する広葉樹二次
林とヒノキ人工林の境界部で行った。境界から各林分方向
に 20m のラインを設定し、一定間隔で土壌コアを採取し
た。その後、土壌内の根系を取りだし、外生菌根菌の感染
率および感染菌種を調べた。その結果、林分の境界から針
葉樹林方向へ 10m まで外生菌根の形成が確認された。ま
た、菌根化率、形態タイプ数ともに針葉樹人工林内の土壌
コアの方が広葉樹二次林内の土壌コアより低い傾向が見ら
れた。

P1-251 殺菌処理が林床に生息する混合栄養植物イチヤ

クソウの炭素獲得に及ぼす影響

河合将生1・谷川東子2・上杉天志1・松尾奈緒子1・Marc-André

Selosse3

1三重大学大学院生物資源学研究科・2（国研）森林機構 森林総合

研究所関西支所・3ソルボンヌ大学

イチヤクソウ（ツツジ科）は、東アジアの温帯林の林床
に生育する多年生の草本植物である。我々はこれまでに、
本種の炭素安定同位体比（δ

13C）が独立栄養植物と無葉緑
性の菌従属栄養植物の中間に位置することから、光合成に
加えて、根に定着する菌根菌を通して炭素を得る混合栄養
植物であることを示してきた。そこで本研究では、イチヤ
クソウの炭素獲得に菌根菌が関与することを実証するため
に、殺菌剤処理により菌根菌による炭素供給網である菌糸
の働きを断ち切り、本種の δ

13Cおよび菌類群集がどのよ
うに変化するかを調べた。成体の周辺土壌に殺菌剤ベノミ
ルの投与を 2016 年 4月から 8月の間に 9 回実施した後、
植物体を採取した。その後、葉と果実の δ

13C の計測と
ITS領域のクローニングによる根系に定着する菌類の同定
を行った。その結果、殺菌区では内生菌、対照区ではベニ
タケ科菌類が多く検出される傾向にあった。殺菌区の δ

13

Cは葉と果実の両方で対照区よりも低くなる傾向にあっ
た。以上より、イチヤクソウは成長や次世代生産を菌根菌、
特にベニタケ科菌類にある程度依存しており、定着する菌
類群集に応じて炭素獲得における可塑性を有すると考えら
れた。

P1-252 ヒノキ林のアーバスキュラー菌根菌糸の垂直分

布∼N、P、細根量との関係

Schaefer,Holger1・安宅未央子2・檀浦正子1,3・小杉緑子3・大

澤 晃1,3

1京都大学大学院地球環境学舎・2（国研）森林機構 森林総合研究

所関西支所・3京都大学大学院農学研究科

森林生態系において、菌根菌糸生産量は純一次生産量の
10%をも占める。しかし、スギ・ヒノキに共生するアーバ
スキュラー菌根菌の菌糸生産量とその垂直分布を林分ス
ケールで調べた研究例は殆どない。本研究では、土壌タイ
プの異なるヒノキ人工林（林分 A：湖沼堆積物・花崗岩由
来、林分 B：花崗岩由来）における菌根菌糸生産量の垂直
分布を測定し、深度別での N・可給態 Pの量や細根現存量
との関係を調べた。各林分において、2016 年 4月に真砂土
をつめた 30cm の長さのメッシュコア（50 μm、N=8）を
土壌に埋設し、2ヵ月後に回収し、5cmごとに切り分け、
顕微鏡を用いて各層内の菌糸の長さを測定した。土壌深度
別の N・可給態 P量、細根現存量を測定するため、土壌コ
アを採取した。その結果、可給態 P量および菌根菌糸生産
量は、林分 Aの値が有意に高かった。林分 Aでは土壌深
度により有意に変化せず、林分 Bでは土壌下層ほど小さく
なる傾向にあった。一方で、細根現存量は林分間で有意な
差がなく、両林分とも細根現存量が土壌下層ほど小さく
なった。よって、細根現存量より土壌の栄養環境の方が土
壌層の菌根菌糸生産量に影響を及ぼすと考えられる。

P1-253 海岸・内地クロマツ林に由来する Ceno-

coccum geophilum菌株の酵素活性

山口郷彬1・谷川東子2・小長谷啓介3・松田陽介1

1三重大学生物資源学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所関西

支所・3（国研）森林機構 森林総合研究所きのこ・森林微生物研究

領域

外生菌根菌は土壌中の養分を獲得するために様々な細胞
外酵素を分泌するが、その種類や活性の程度は菌種間のみ
ならず、生息環境の異なる菌株間でも異なる。Cenococ-
cum geophilumは世界中の森林生態系に普遍的に分布する
外生菌根菌の一種である。本種は水分や pHの変化などの
環境ストレスへの耐性が高く、日本では海岸クロマツ林で
優占するが、養分獲得における働きは不明である。そこで
本研究では C. geophilumの養分獲得機能とその菌株間に
おける差異を明らかにするため、異なる生息環境に由来す
る本種の細胞外酵素活性を調べた。菌株は、和歌山県の煙
樹ヶ浜（以下、海岸林）と、和歌山県林業試験場の採種園
（以下、内地林）の 2か所のクロマツ林に由来する菌根と菌
核から分離した。pH を 4.5 および 6.0 に調整した MMN
寒天培地上に 2ヶ月間、暗条件下で菌糸を培養し、菌叢周
辺から切り取った培地について、窒素やリン、炭素の獲得
に関わる 8種類の細胞外酵素の活性を測定した。海岸林と
内地林由来の菌株から得られた酵素活性のデータにもとづ
き、生息環境の違いが本種の栄養獲得機能に及ぼす影響に
ついて議論する。
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P1-254 イヌツゲ枝枯病の発生・拡大様式と罹病部周辺

の菌相

尾関俊亮1・升屋勇人2・梶村 恒1

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2（国研）森林機構 森林総合

研究所東北支所

イヌツゲは、庭園樹や街路樹として広く利用される。近
年、イヌツゲ枝枯病が日本各地で確認され、樹勢を弱めて
最終的に著しく衰退させている。しかし、発生消長や拡大
様式の詳細は不明である。そこで本研究では、名古屋市内
の激害地で 14個体、微害地で 22個体のイヌツゲを対象に、
各個体に発生する枯れパッチ（本病によって枯れた葉の一
群、病徴である枝の肥大によって特定）を 2017 年 6∼12月
に 1週間間隔で確認し、その面積を画像解析によって計測
した。さらに、他のイヌツゲから罹病した枝を 2016 年
7∼9月に合計 11 本採取し、①肥大部、肥大部から二分し
て伸長した②枝枯れ部と③健全部ごとに菌類の分離試験
を行った。
その結果、枯れパッチは 6月から発生し、8∼10月に多

くなり、激害地では 12月も観察された。また、激害地では
微害地よりも枯れパッチの発生面積が大きかった。これら
のことから、被害を放置した場合、イヌツゲは累進的に衰
退する可能性がある。分離試験では、合計 45種の菌類が
検出された。本病の原因となる Diatrype sp.の分離率は、
肥大部 23.6%、枝枯れ部 9.1%、健全部 0% であった。した
がって、肥大部から枝枯れ部への Diatrype sp.の侵入・拡大
が示唆された。

P1-255 中日本のスギ林の異なる土壌環境に触発される

リター層と鉱質土層の線虫群集

北上雄大1・谷川東子2・松田陽介1

1三重大学大学院生物資源学研究科・2（国研）森林機構 森林総合

研究所関西支所

森林の土壌やリターに生息する線虫は、微生物の摂食を
通して物質循環と系の安定に寄与する。しかし、日本の森
林における土壌線虫に関する研究は乏しく、その群集構造
はほとんど理解されていない。そこで本研究は、我が国の
代表的な植栽樹種であるスギの人工林に生息する線虫群集
を明らかにするため、リターと土壌から検出された線虫の
形態類別を行い、群集構造を調べた。2017 年 6月から 8月
にかけて 1府 4 県（大阪府、三重、兵庫、福井、石川県）の
7林分に設置した 1ha内の 9ヶ所からリターと土壌をそれ
ぞれ採取した。リター 50ml と生土 60 g から分離された
線虫は光学顕微鏡観察により属レベルで類別し、口部の特
性にもとづき 5つの機能群（細菌食、真菌食、植食、肉食、
雑食）に分けた。全調査地から 60属（リターから 47属、
土壌から 58属）が類別され、リター由来の線虫群集は土壌
由来のものに対して有意な入れ子構造を示した。林分間の
群集構造は有意に分かれ、含水率、pHや ECが有意に影響
した。以上の結果から、スギ人工林の線虫群集は周辺の土
壌環境によって規定され、一部の分類群はリターと土壌を
往来している可能性が示唆された。

P1-256 異なる環境下におけるオオシマザクラの葉内生

菌群集

小川映瑠香1・勝木俊雄2・岩本宏二郎2・太田祐子3

1 日本大学大学院生物資源科学研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所多摩森林科学園・3日本大学生物資源科学部

樹木の葉内生菌類において、宿主の生育地の気候、環境
条件、宿主個体の健全性などにより菌類相が変化する可能
性が示されている。また、葉内生菌類には宿主範囲が広い
ものと特定の宿主を選好するものがある。葉内生菌類の群
集構造を異なる地域や環境で比較することにより、内生菌
類の環境に対する選好性や内生菌類の群集構造と環境の関
係を明らかにすることができると考えられる。本研究で
は、環境条件の異なる個体の葉内生菌類の群集構造とその
季節変化を比較するために、市街地に植栽されている日本
大学構内のオオシマザクラ 2個体、郊外に植栽されている
多摩森林科学園内の 2個体、自生地に植栽されている伊豆
大島の 2 個体について 2017 年 4 月∼10 月に調査を行っ
た。日本大学構内と多摩森林科学園のオオシマザクラにお
いては、ともに 4月∼10月にかけて徐々に出現菌株数が増
加し、10月が最も高い結果となり、多摩森林科学園の出現
菌株数の方が多い傾向にあった。また、異なる 3ヵ所のオ
オシマザクラでは、それぞれ異なる種が優占していた。

P1-257 非撹乱環境下の天然林においてシカ食害と環境

条件が萌芽動態に与える影響

田中翔大1・梅木 清2・平尾聡秀3

1 東京大学農学部・2千葉大学大学院園芸学研究科・3東京大学大

学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演習林

伐採や森林火災などの強度の撹乱がない安定した森林に
おいても、萌芽更新は重要な更新様式である。本研究は、
シカ食害と標高や斜度などの非生物的環境要因が萌芽動態
にどのような影響を与えているのか、種による萌芽の応答
の違いがどのような形質によって説明できるのかを明らか
にすることを目的とした。東京大学秩父演習林の天然林に
標高傾度（850m∼1830m）に沿って設置されている防鹿
柵 30基の内外に 10m四方のシカ排除区と対照区を設け
た。各調査区で 2015 年と 2017 年に萌芽の本数・新規加入
率・死亡率を調査した。階層ベイズモデルを用いて、萌芽
の本数・新規加入率・死亡率と防鹿柵の有無・標高・斜度・
土壌CN比・LAIとの関係を推定した。また、ベイズ推定
により得られた種ごとのパラメータを応答変数とし、種の
形質（SLA・材密度・フェノール量・葉 N量）を説明変数
として、系統距離を考慮した重回帰分析を行った。その結
果、防鹿柵には萌芽動態への強い正の影響が見られた。種
によって萌芽の応答は大きく異なっていたが、種による萌
芽の応答の違いには SLA、葉 N量が影響していた。
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P1-258 Four-year stump sprout dynamics of two

deciduous oak species after cutting in an

abandoned coppice forest

Dinh, Tien Tai1・Kajikawa,Chihiro1・Matsumoto, Testuya1・

Akaji,Yasuaki2・Makimoto, Takushi3・Hirobe,Muneto1・

Sakamoto, Keiji1

1Department of Environmental Ecology, Okayama Uni-

versity・2 Center for Environmental Biology and Eco-

system Studies, National Institute for Environmental

Studies・3 Research Institute for Forest and Forest

Products, Okayama Prefecture

The present study examined the effects of stump size,
sprout characteristics and topographic factors on the
number of sprouts and sprout growth in Quercus serrata
and Q. acutissima four years post-cutting.After year 4, the
proportions of alive sprouts were 16% (n=1997) and 21%
(n=804) in Q. serrata and Q. acutissima, respectively. The
number of sprouts per stump was higher in Q. serrata
(mean±SD: 8.7±6.7) compared with Q. acutissima (5.1±
4.6). Terrain convexity positively affected the number of
sprouts in Q. serrata, whereas slope negatively affected
that number in Q. acutissima. In Q. serrata, there was
trade-off between sprout length and sprout numbers/
sprout clump. In Q. acutissima, sprout length was shorter
for sprouts emerged nearer ground surface and was
negatively influenced by stump height, sprout numbers/
sprout clump and sprout numbers/stump.

P1-259 壮齢照葉樹二次林における直径成長および枯死

パターンとその要因

平山知宏・伊藤 哲・平田令子・光田 靖

宮崎大学農学部

広葉樹二次林（旧薪炭林）の多くで管理放棄による生物
多様性の低下が問題となっている。これら放棄二次林を発
達した成熟林の構造へ誘導するためには、構成樹種の特性
や二次林特有の森林構造が個体の成長や枯死のパターンに
与える影響を解明する必要がある。しかし、これらの要因
に着目して二次林から成熟林への発達過程を研究した例は
あまり多くない。本研究では、宮崎大学田野演習林内の壮
齢照葉樹二次林（約 100 年生）の 2006∼2017 年の動態観測
データを用いて、主要樹種の直径成長および枯死率に影響
を与える要因を明らかにすることを目的とした。期首直
径、樹冠の階層内の位置、成立微地形、株構造および期間
内の攪乱履歴を説明変数とする一般化線形モデルによっ
て、直径成長および枯死率を解析した結果、イスノキの直
径成長はギャップ内で高かった。ツブラジイでは株構造の
影響はみられず、林冠構成幹の淘汰の時期を脱していると
考えられた。しかし、ツブラジイの枯死幹は下層に集中し
ており、林冠個体の生残率は高かった。以上の結果から、
壮齢段階でも萌芽由来のツブラジイの林冠個体が多く生残
することにより、イスノキ個体群の発達が抑制されている
可能性が示唆された。

P1-260 Fine Root Dynamic and Distribution of

Plantation, Bamboo and Natural Forest by

Using Optical Scanner in Central Taiwan

Jyun Chiu1・Tomonori Kume1・Chiou-Pin Chen2

1National Taiwan University・2 Experimental Forest of

National Taiwan University

Fine root dynamics in various forest ecosystems is the
key for understanding forest productivity. High spatial
heterogeneity of fine roots distribution has been noticed in
forest ecosystems. Understanding spatial distribution of
fine roots is important for soil sampling when we estimate
stand scale fine root biomass and production, in particular,
in a mountainous area.
This study aims to understand the spatial distribution of

fine root density around tree individuals in a slope envi-
ronment in a natural mountainous forest and an artificial
Japanese cedar forest. To this aim, we conducted soil
coring including fine roots around 15 tree species
individuals in the slope of Mt. Phoenix, Xitou in the
Experimental Forest, National Taiwan University. The
fine root distributions were examined in terms of upper
and lower positions. In addition, we will compare the fine
root dynamics quantified by optical scanner method in the
two sites with Moso bamboo forest.

P1-261 カラマツ人工林における細根フェノロジーに及

ぼす間伐の影響

加東良彬1・水永博己2

1静岡大学大学院総合科学技術研究科・2静岡大学農学部

間伐のような撹乱イベントは林床の微気象や下層植生の
構造の急激な変化をもたらす。このような地上部における
変化は、当然地下部への細根動態にも影響を与えると考え
られる。しかしながら、地上部撹乱が及ぼす細根動態への
影響についての研究は、3年程度の短い観測期間に限られ
る。そこで本研究は、10 年間の細根画像の観測から間伐が
細根の回転率及びフェノロジーに及ぼす影響を明らかにす
ることを目的とした。
細根の観測は富士山北麓の標高 1100m にあるカラマツ
人工林で、2008∼2017 年の間に 2∼4週間間隔で行った。
測定期間中の 2014∼2015 年に 30% 程度間伐が行われた。
チューブを 27 本設置し、内 6 本の周囲には除草処理を行っ
た。チューブ内にスキャナを挿入し、根圏画像を取得した。
画像中の細根をトレースし、ほぼ 1ヶ月ごとの生産面積と
消失面積を計測した。このデータから年毎の生産フェノロ
ジー・消失フェノロジーを累積相対値で表し、チューブ間
及び計測年間の類似度マトリックスによりクラスター分析
を行った。類型化されたフェノロジーパターンと間伐の関
係を考察した。
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P1-262 木本性ツル植物における種特異的なクローン繁

殖戦略

森 英樹1・上野真義2・松本麻子2・上條隆志3・津村義彦3・正木

隆2

1筑波大学大学院生命環境科学研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所・3筑波大学生命環境系

木本性ツル植物は林床で匍匐枝によるクローン繁殖（栄
養繁殖）を盛んに行うことから、クローン繁殖はその重要
な生活史戦略であると考えられる。しかし、これまでの直
接観察に基づく研究では、クローン繁殖戦略の網羅的な解
明には限界があった。そこで本研究では、林床で待機する
小型個体（ラメット）および樹木に取り付く登はん個体を
対象に遺伝マーカーを用いてクローン構造を明らかにする
ことで、ツル植物 3種（フジ、イワガラミ、ツルマサキ）の
クローン繁殖戦略を明らかにすることを目的とした。調査
地は北茨城市に位置する冷温帯老齢林（小川試験地）であ
り、登はん個体は 6ha固定調査区、林床の個体はベルトト
ランセクト（10m×120m）でサンプリングし、個体識別を
行った。遺伝解析の結果、登はん個体および林床の個体の
いずれもフジ、イワガラミ、ツルマサキの順でクローン繁
殖の占める割合が高かった。巻きつき型で落葉樹のフジは
耐陰性が低く、貼り付き型で常緑樹のツルマサキは耐陰性
が高いと考えられることから、ツル植物のクローン繁殖戦
略は種の耐陰性との関係性があり、暗い林床で生存するた
めの戦略であることが示唆された。

P1-263 リョウブのポリゴン年輪解析

松田隆平・石田 仁

岐阜大学応用生物科学部

シカ剥皮を受けているリョウブの成木の幹から、剥皮部
以下において根元部を含め 3円板、剥皮部より高い部位で
5円板を樹高階層別に採取した。各円板の画像をフラット
ヘッド・スキャナで取り込み、手入力と年輪補間モデルを
併用して年輪ポリゴンデータを入力した。その後、各円板
においての 1年毎の年輪面積を算出し、各幹の材積成長量
を推定した。
同一幹内の各円板の年輪面積は同調的な変動をしてい
た。さらに同一個体内の異なる幹の材積成長量も、同調的
に変動していた。複幹の個体では後から発生した幹の初期
成長量が大きく、親幹からの養分転流が示唆された。剥皮
を受けた翌年の材積成長量は減少したが、その後の成長回
復は顕著であり、リョウブの高い剥皮耐性が認められた。
年輪指数は年によって大きく変動したが、気象要因との明
瞭な関係は得られなかった。個体の相対成長率は、林内よ
りも林縁で約 2.7倍有意に大きかった。リョウブは明るい
環境下で急速な成長を示すが、林内においても萌芽更新に
よって個体を維持していることが示唆された。

P1-264 樹液流計測と3次元葉分布情報から個葉の蒸散

特性をどこまで引き出せるか？

花輪光彦

静岡大学大学院総合科学技術研究科

樹木の蒸散量は個葉の蒸散特性、葉量や葉分布、樹冠内
部の光環境など様々なプロセスを経て決定されるため、プ
ロセスの調査は樹木の蒸散特性を詳細に評価できる。林冠
を構成するような大きな樹木は、樹冠内で個葉の蒸散速度
の環境応答が異なるため、個葉から樹冠全体の蒸散特性を
考える上では、多くのサンプルでの測定が求められる。し
かし、個葉レベルの測定には労力がかかるため、サンプル
数が限られる欠点がある。一方で、幹での樹液流計測は、
個体の蒸散量を多個体で連続的に測定できるという個葉ス
ケールにはないメリットがある。
個体蒸散量と個葉の蒸散速度の間をつなぐ樹冠内の葉面
積と光の空間分布情報は、近年、高分解能レーザースキャ
ナの普及により、詳細に推定できるようになった。そこで、
個体蒸散量と葉分布情報を組み合わせることで、個葉の蒸
散速度の環境応答を推定できれば、樹液流計測のメリット
を生かした個葉の蒸散特性の評価が可能になると考えた。
光と飽差に対する応答を 3つのパラメータで表現するこ

とができたが、その推定精度は葉面積や個体蒸散量の推定
精度に大きく左右されるため、これらの検証が課題である。

P1-265 早春の写真撮影で得られた混芽数によるブナ種

子生産量の広域推定と応用

丸山諒子1・小林 誠2・紙谷智彦1

1新潟大学大学院自然科学研究科・2十日町市立里山科学館越後

松之山森の学校キョロロ

ブナの混芽には花芽が含まれており、3月下旬には大き
く膨らみ、花芽を含まない葉芽との識別が可能である。混
芽は葉芽よりも半月から 1か月ほど早く開き、その頃のブ
ナ林林床の藪は残雪で覆われている。そのため、無雪期に
は移動が容易ではない道路から離れた林分へも簡単に到達
できる。そのようなブナ林分で林床から直上の林冠を水平
に写真撮影すると、混芽を定量評価することができる。前
回の本学会大会では、林分平均混芽数（混芽定量法）と落
下成熟堅果数から林分スケールで成熟堅果落下量が推定で
きることを報告した。本報告では、混芽定量法を活用した
広域スケールでの成熟堅果落下量の効果的な予測法を検討
する。そこで、広域から多点の定量混芽データを取得する
ために、最少の林冠画像枚数と面積を検討した。さらに、
ブナ開葉期の衛星画像から抽出した広域に分布するブナ林
を対象に、混芽数からブナ落下種子数を推定するとともに、
ブナ林の多い 2 地域においてブナ種子から得られるカロ
リー分布図を作成した。カロリー分布図からは、潜在的な
ツキノワグマの生息可能密度や産仔数を予測するための基
礎データを得ることができた。
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P1-266 長野県における竹林の分布予測と無居住地域に

おける拡大状況

相原隆貴1・高野（竹中）宏平2・尾関雅章2・松井哲哉3

1筑波大学山岳科学学位プログラム・2長野県環境保全研究所・
3（国研）森林機構 森林総合研究所

全国各地で問題となっている竹林の荒廃・拡大への対処
にあたり、将来竹林の分布拡大が進行する地域の特定は極
めて重要である。また、気候変動は竹林の潜在分布に、人
口減少は竹林の管理状況にそれぞれ大きな影響を与えると
考えられる。長野県生坂村の廃村後 30 年経過した集落で
はマダケが集落全体を覆うほど繁茂しており、人口減少に
より竹林は爆発的に拡大すると考えられる。そこで本研究
では、気候変動と人口減少を同時に考慮した種分布予測モ
デルを構築し、将来の竹林の潜在生育域および面積拡大が
進行する地域の予測を行う。研究対象地は山岳や高原など
竹林垂直分布の上限や無居住地域（廃村）が多く存在する
長野県全域とする。長野県を対象とすることで、温暖化や
人口減少が進行した際の竹林分布予測が可能である。一般
化線形モデル（GLM）を用いて、年平均気温、年平均積雪
量、人口密度を説明変数とし、現在の長野県の竹林潜在生
育域を推定したところ、寒冷地、多雪地、人口密集地に竹
林の分布がないことを検証できた。現地調査に基づく分布
データおよび人口密度を説明変数に加えたことにより、先
行研究と比較してより現実の竹林分布に近い推定結果が得
られた。

P1-267 結実の豊凶は冷温帯落葉樹混交林の年間リター

供給量をどう変化させるか

太田和秀1・野口麻穂子2・松下通也2・八木橋勉2・齋藤智之2・太

田敬之2・柴田銃江2・星野大介2・高橋和規2・大住克博4・正木

隆2・鈴木和次郎3・佐藤 孝1・星崎和彦1

1 秋田県立大学生物資源科学部・2（国研）森林機構 森林総合研究

所・3無所属・4鳥取大学農学部

落葉は林床への主要な資源供給源とされている。しか
し、リタートラップで収集される内容物には葉以外に花や
種子なども含まれ、落葉冷温帯樹林では主要樹種の多くが、
開花結実量に大きな変動を示すことが知られている。開花
量の変動はリター供給量にどの程度栄養を与えるのだろう
か。そこで本研究では、岩手県奥羽山脈に位置するカヌマ
沢試験地にて収集された、23 年間（1991∼2013）のリター
トラップのデータを用いて、葉由来および優占樹種の花由
来のリターフォールのバイオマス量、炭素量、窒素量をそ
れぞれ推定し、それらの年変動パターンを比較した。花リ
ターのバイオマスは、ブナが最も大きな年変動を示し、サ
ワグルミがこれに続いた。一方、最も年変動が少なかった
のはトチノキであった。花リターは、窒素含有率が葉より
も高く、炭素含有率は葉よりも低かった。林床に供給され
るリター由来の炭素量と窒素量の変動は窒素量の方が年変
動が激しかった（炭素CV=0.45,窒素CV=1.29）。さらに、
各年に林床に供給される全てのリター由来の窒素量に花リ
ターが占める割合は 23 年間で約 1∼12% の年変動を示し
た。

P1-268 ヒノキーツブラジイ林における半寄生植物ツク

バネのホスト選好性

西川優弥1・花岡 創2・加藤正吾3

1岐阜大学大学院自然科学技術研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所林木育種センター北海道育種場・3岐阜大学応用生物科

学部

半寄生植物であるツクバネ（Buckleya lanceolata）は、モ
ミやツガ、ヒノキなどの針葉樹林に多く分布するといわれ
ている。一方で、ツクバネは 30種以上の多種多様な樹木
の根に寄生可能であることが報告されており、特定の樹種
が優占する林分にツクバネが偏在する理由はわかっていな
い。本研究では、ツクバネのホスト選好性を定量的に明ら
かにすることを目的とした。
ツクバネが生育するヒノキ-ツブラジイ林の 5 地点にお

いて、ツクバネの根を含む土壌ブロック（30cm×30 cm×
深さ 10cm）を切り出し、ブロック内の根を洗い出した。
ブロック内に存在するツクバネの寄生根の大きさを計測
し、ホスト根への付着が確認できたものは、ホスト樹種を
特定した。根試料からの樹種の特定は、根粉砕液のスペク
トルおよび DNAバーコーディングを併用した。また、ブ
ロック内に存在するホスト候補木の根を、径級別（D≦2
mm、2mm<D≦5mm、5mm<D≦10mm、10mm<D）
に、ランダムに採取して樹種を特定し、ブロック内の樹種
別、径級別の根量を推定した。
ブロック内に含まれる樹種別、径級別のホスト候補木の
根量と、ツクバネの寄生根の付着数を比較することで、ツ
クバネのホスト選好性について検討した。

P1-274 滅菌土壌および非滅菌土壌中におけるナラタケ

属菌 3種の動態

山下翔太郎・太田祐子

日本大学生物資源科学部

ならたけ病・ならたけもどき病は公園等の人為的影響の
大きい環境下で発生する傾向がある。本病は土壌病害であ
ることから、発生には土壌環境が影響を与えている可能性
がある。そこで本研究では、日本大学藤沢演習林から採取
した森林土壌とそれを滅菌した土壌を用いてナラタケ属菌
3種（ナラタケ、ナラタケモドキ、ワタゲナラタケ）の感染
実験を行った。ナラタケ属菌を接種した切り枝に、滅菌し
た枝が接触するように、滅菌土壌と非滅菌土壌に埋め込ん
だ。25℃の暗黒条件下で 94日間培養後、枝を回収しナラ
タケ属菌の分離を行った。その結果、滅菌土壌と非滅菌土
壌間のナラタケ属菌の検出率には有意な差が認められ、滅
菌土壌の方が高かった。滅菌土壌では菌種間での検出率に
有意な差が認められたが、非滅菌土壌では有意な差が認め
られなかった。滅菌土壌からナラタケ、ワタゲナラタケの
根状菌糸束が観察されたがナラタケモドキは観察されな
かった。非滅菌土壌では根状菌糸束は観察されなかった。
土壌中の微生物多様性がナラタケ属菌 3種の検出率に影響
を与える可能性が示唆された。
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P1-275 リン欠乏の熱帯降雨林における、リン供給源と

しての土壌有機態リンの重要性

横山大稀1・岡田慶一2・森 大喜3・北山兼弘1

1京都大学大学院農学研究科・2横浜国立大学大学院環境情報研

究院・3中国科学院華南植物園

鉱物風化起源のリン（P）可給性が低下し P欠乏度が上
昇する程、森林生物（樹木・微生物）の P獲得は土壌有機
態 P（Po）に強く依存すると考えられている。本研究では、
キナバル山の P欠乏度の異なる 9つの森林において、地上
部リター・細根・微生物炭素（C）の土壌への年間供給量、
各要素の C/Pおよび Po/全 P（Pt）をもとに P循環モデル
を構築し、本仮説を検証した。まず、全森林において土壌
に供給される Pの大部分が微生物 Pのターンオーバーに
由来することが示されたが、これは微生物 C/P が植物
C/Pに比べて著しく低いことに起因した。生物の Po 依存
度は、生物に獲得される Pt（Ptup）に対する Po 獲得（Poup）
の割合（Poup/Ptup）として表すことができる。動的平衡状
態を仮定した場合、Poup/Ptupは土壌に供給される Po
（Posup）の Pt 供給（Ptsup）に対する割合（Posup/Ptsup）と
一致すると考えられるので、土壌への主要な P 供給源であ
る微生物体の Po/Ptが生物の Po 依存度の決定要因となり
うる。微生物の Po/Pt は P 欠乏の森林ほど低い傾向が
あった。つまり、P欠乏の森林で土壌に供給される Posup
/Ptsupが低く、それゆえ仮説とは異なり生物の Po 依存度
Poup/Ptupは P欠乏の森林で小さい可能性がある。

P1-276 Fine root mass and production estimates

in broad-leaved forests using sequential

soil core and root scanner method

Ji Young An1・Ryo Nakahata1・Akira Osawa1,2・Yuto

Kameda1

1Kyoto University・2Kyoto University

A root scanner method, which is an in situ observation
technique like minirhizotrons, enables us to monitor root
dynamics and perform detailed analysis of individual roots,
with an advantage of large images and affordable prices of
equipment. Since data obtained from scanners are limited
to root length (in units of mm cm−2) or area (mm2 cm−2),
these units are not directly comparable with mass per
ground area base at the ecosystem level, such as those
measured with sequential soil cores. Therefore, it is
necessary to convert scanner-based estimates of root
dynamics to a soil volume or stand area basis. In this study,
we investigated fine root dynamics and examined various
ways to develop a conversion factor for image data in
broad-leaved temperate forests using sequential soil core
and root scanner.

P1-277 鳥瞰写真から得られた水平根情報に基づく樹木

根系の再構築

江川健太1・富田隆弘2・大橋瑞江1・藤堂千景3・山瀬敬太郎3・谷

川東子4・檀浦正子5・平野恭弘6・池野英利1

1兵庫県立大学環境人間学部・2兵庫県立大学工学部・3兵庫県農

林水産技術総合センター森林林業技術センター・4（国研）森林機

構 森林総合研究所関西支所・5京都大学大学院地球環境学堂・
6 名古屋大学大学院環境学研究科

森林のもつ表層崩壊防止や土砂流出防止などの減災機能
を評価するため、地中レーダ法を用いて樹木根系を推定す
る研究が進められている。この方法は、非破壊的に根の存
在位置や直径を推定することが可能であるが、その検出の
成否は土壌の状態や測定方法など様々な条件の影響を受け
ることがわかっている。地中レーダ法の精度を確かめるに
は実際に、土壌を取り除き、空間座標を導入して根の存在
位置、直径などを測る必要がある。しかしながらこの作業
は非常に煩雑で、根系全体についてデータを取得するのは
多大な労力を必要とする。本研究では、海岸クロマツを対
象とし、幹を切り、土を取り除き、根を露呈した状態で上
空から写真を撮り、その写真から根の水平根情報を得るこ
とを試みた。実際に手作業で測った根の存在位置、直径と
比べたところその誤差は 30% 以下であった。また、地中
レーダ法で得られた根の存在位置情報から樹木根系の構造
の再構築を行った結果を、写真から得た根の情報と比較し
た。その結果、根系の主要構造を決定づける直径 5 cm 以
上の根については、地中レーダ計測結果の評価のために使
用できるデータが空撮画像から取得可能であることが明ら
かになった。

P1-278 乗鞍山岳域における 12 種の細根形態・解剖・

化学特性の規定要因

暁麻衣子・小畠実和・牧田直樹

信州大学理学部

土地に合う樹種を見極めるためには樹種ごとの生存戦略
を知ることが必要である。本研究は、北アルプスの南端に
位置する乗鞍岳の標高 1500m付近に生育する 12 樹種の
細根系と土壌を採取し、細根特性と土壌特性の関係の解明
を目的とした。根系は形態特性として比根長・根組織密度、
解剖特性として末端根の横断切片から中心柱直径/根直径
の算出、化学特性として C・N濃度の測定を行った。土壌
は C・N濃度、pH、電気伝導率（EC）を測定した。結果、
比根長と根 N濃度・根 C/Nの項目で有意な樹種間差が見
られた。pHは比根長・根 N濃度と相関があり、ECは比根
長・根 N濃度・根C/Nと相関があった。土壌C/Nは根 N
濃度・根 C/Nで相関が認められた。なかでも pHに対し
て比根長が強い正の相関、ECに対して比根長が強い負の
相関を示した。以上より pHが高く、ECが低くなるほど
根は細かく水や栄養を吸収しやすい形になることが分かっ
た。さらに土壌の pH・ECから 12 樹種を、高 pH・低 EC
型、低 pH・高 EC型に分類することができた。高 pH・低
EC 型に含まれる樹種は比根長が高く栄養獲得的な生存戦
略をとり、低 pH・高 EC型に含まれる樹種は、比根長が低
く保守的な戦略をとると考えられた。
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P1-279 スギ細根次数形態の季節動態

和田竜征1・谷川東子2・土居龍成1・平野恭弘1

1名古屋大学大学院環境学研究科・2（国研）森林機構 森林総合研

究所関西支所

樹木細根の季節動態の解明は森林生態系の機能を理解す
る上で不可欠である。これまでスギにおける細根量や根端
数は夏期に多く冬期に少なくなるなど季節変動が明らかに
されてきた。一方で細根形態の季節変動の知見は限られて
いる。根形態指標として、細根の分枝位置に着目し根端を
1次根とする次数分類がある。この分類を形態解析に用い
ることで、養分吸収や輸送などの機能別細根形態の季節動
態をより詳細に評価できるかもしれない。本研究では次数
に着目しスギ細根形態の季節動態を明らかにすることを目
的とし、各季節におけるスギ細根の次数別形態特性を調べ
た。
中部関西地方のスギ 4 林分において、2016 年 9月から
2017 年 6月まで約 3 か月おきに計 4回、4次根を含む細根
系を 1林分あたり樹木 5個体から採取し持ち帰った。細根
系は次数別に分枝位置で切断し、次数別直径、根長、乾燥
重量、個根数を測定した。その結果、4次根以下の細根系
の個根数は、生産量の低下する秋から冬にかけてあまり変
化しなかった。このことは細根系を構成する個根数は、生
産枯死などの成長動態と関係なく一定である可能性を示唆
する。これについて次数別形態の季節変動の詳細な解析を
行い考察する。

P1-280 乗鞍岳標高勾配に対する細根呼吸と形態特性の

応答性

岡本瑞輝・高橋耕一・牧田直樹

信州大学理学部

樹木細根の形態特性や根呼吸速度は、根の維持や成長、
資源獲得といった植物機能を評価する上で重要である。本
研究は、気象・土壌環境が変化する山岳の標高勾配に着目
し、針葉樹と広葉樹における細根呼吸と形態特性の標高応
答性を解明することを目的とした。長野県乗鞍岳亜高山樹
林帯における 1600mから 2300mの標高帯で、針葉樹モミ
属シラビソ・オオシラビソと広葉樹カバノキ属ダケカンバ
の細根系を対象とし、根呼吸速度の計測を行った。その後
形態特性として比根長、根組織密度、根平均直径を求めた。
各調査項目の平均値について、根呼吸速度と根形態特性は
どちらも標高による差は見られない一方、針葉樹と広葉樹
の間で有意差が見られた。根呼吸と形態特性の関係では、
高い根呼吸は高い比根長、細い根直径という高い根機能の
特徴が属間で見られ、高い根組織密度は資源貯蔵などの根
機能を示す。相関の傾きを標高間で比較し、カバノキ属の
根呼吸速度と比根長の相関にのみ標高によって有意差が見
られた。以上より、本研究では標高勾配に対する根呼吸と
形態特性の応答は一定であり、カバノキ属に関して根呼吸
と比根長の相関は標高勾配に沿った環境変化に応答するこ
とが示唆される。

P1-281 ヒノキ・コナラ林における細根の長期動態：季

節による環境応答の変化

仲畑 了1・大澤 晃1,2・亀田悠人1

1京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

樹木細根は養分・水分の吸収のみならず、森林の物質生
産においても重要な役割を担う。森林生態系における短期
的な養水分動態や長期的な炭素動態を把握するうえで、細
根生産を高頻度で経年観測することが求められる。また、
微気象条件に対する細根の環境応答や、その季節変化を評
価することは、細根の生産機構の理解を促進し、より長期
的・広域的な純一次生産の予測に貢献する。本研究の目的
は、長期的な細根動態を高い分解能で解明し、細根生産と
環境要因との相関関係とその季節変化を理解することにあ
る。滋賀県大津市のヒノキ人工林・コナラ二次林を対象に
2009 年 6月から 2016 年 12月まで、各 2-5台のルートス
キャナーを用い 1-2週間間隔で土壌断面を撮影した。画像
データを細根画像解析ソフトWinRHIZO tronで解析し、
期間あたりの細根の生産面積を求めた。ヒノキ林では細根
生産の季節パターンに年変動がみられたが、コナラ林では
一貫して二山型の季節パターンが示された。細根生産と環
境要因の解析では、地温、土壌水分、日射量、降水量を説
明変数とした統計モデルを組み立て各要因の効果を検討し
た。交互作用も含むそれぞれの効果が季節に伴い変化する
ことが示された。
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（口頭発表・ポスター発表）



T7-1 富士山における登山者モニタリング調査

中島 泰

日本交通公社観光地域研究部

2013 年、富士山は文化遺産として世界遺産リストに掲載
された。これは、富士山の普遍的な文化的価値が認められ
た結果である。しかし記載決定は、将来的な富士山の保全
状況の改善を前提としたものであり、国、静岡・山梨両県
が中心となり各種対応の検討を行ってきた。
本研究では、同検討に資する客観的なデータを収集する
ことを目的に、2014 年から 3ヵ年に渡って富士山登山者の
モニタリング調査を実施してきた。調査方法は 4 種類。1
つ目は「アンケート調査」で、登山者の意識を把握した。
2つ目は「GPS ロガー調査」で、登山中の登山者の位置情
報を記録した。3つ目は登山者が集中する山頂直下におけ
る「ビデオ撮影」で、混雑状況の詳細を把握した。そして
4つ目は「カウント調査」で、登山道に設置した赤外線カウ
ンターで同日の登山者数を計測した。
以上を通じて富士山における登山者の意識と流動が明ら
かとなった。また、アンケート調査について、「紙調査票に
よる現地配布・現地回収」、「紙調査票による現地配布・郵
送回収」、「モバイル機器を活用した自記式」の 3種類の調
査手法を同時に実施し、各手法における有効性の検証を
行った。

T7-2 Climbers’ Motivation and Awareness ofWorld

Heritage Listing: A Comparison of Mount Fuji

and Mount Kinabalu

Jones, Thomas1・Bui, Huong T.1・Bidder, Christy2・Polus,

Reni C.2

1Ritsumeikan APU・2Universiti Teknologi MARA

Both Mount Fuji (Japan; 3,776m) and Mount Kinabalu
(Malaysia; 4,095m) involve non-technical, overnight climbs
with a pre-dawn start to see sun-rise from the summit.
Both are iconic UNESCO World Heritage Sites (WHS)
attracting increasing numbers of international climbers. A
comparative survey was conducted to investigate climbersì
motivation as a predictor for WHS awareness. At Fuji,
questionnaires were distributed in English, Japanese and
Chinese to descending climbers at Fuji-Yoshida, the
busiest of the four Fuji trails. A total 733 questionnaires
were collected from 4-7 August 2016. At Kinabalu, 560
questionnaires in English and Malay were collected from
27 March‒11 May 2017 at Laban Rata Lodge. The refusal
rate (44%) was equivalent to Fujiìs (50%). In this paper,
preliminary results are presented and findings discussed
with implications for management and academia.

T7-3 村山古道における撮影画像の大学生による分類と

機械学習を用いた分類の比較

神宮翔真1・武 正憲2・佐方啓介3・伊藤太一3

1 筑波大学大学院生命環境科学研究科・2筑波大学芸術系・3筑波

大学生命環境系

本研究では、機械学習を用いた画像認識技術による森林
景観の把握を試みた。具体的には、登山道で撮影された画
像に対し、一般的な機械学習モデルを用いて画像内の物体
の検出・分類を行い、その結果と撮影者の撮影意図を比較
した。画像は、筑波大学の学部生向け野外実習である富士
山村山古道登山を通じて撮影されたものとした。また、機
械学習モデルは、組み込み済みの学習モデルから画像内の
物体を検出・分類できる、Google CloudVision APIを用い
た。撮影意図は、撮影者自身に回答してもらうことで把握
した。結果として、例えば森林限界に到達した際に撮影し
た写真を)highland)と認識するなど、機械学習モデルは撮
影者の撮影意図の物体をある程度正確に検知できていた。
しかし、例えば道端にあった仏像を撮影した画像に対し、
仏像があることの検知はできるが、周辺の草本や苔といっ
た植生も検知しているなど、撮影者が意図した主対象を機
械学習モデルの結果のみからでは判断できない事例も見ら
れた。これらの結果をもとに、森林景観の評価における機
械学習を用いた画像認識技術の活用のあり方について報告
する。

T7-4 富士箱根伊豆国立公園式根島における浅瀬 CO2

シープの観光価値

武 正憲1・原 光宏2・和田茂樹3

1 筑波大学芸術系・2筑波大学生物資源学類・3筑波大学生命環境

系

式根島は、東京都新島村の人口約 500人、面積 3.9km2

の小さな島である。東京から高速船で約 3 時間の好立地に
あり、年間約 24,000人の観光者が訪れる。また、産業別就
業人口の約 4割がサービス業に従事しており、観光業への
依存度も比較的高い。富士箱根伊豆国立公園の伊豆諸島地
域に属し、沿岸全域が普通地域に指定されている。
筑波大学下田臨海実験センターは、2015 年に式根島御釜
湾の海底で CO2シープが存在することを確認した
（Agostini et al., 2015）。CO2シープとは、自然界における
CO2 の噴き出しのことで、海洋酸性化（人間活動により大
気中に放出された CO2 が海洋に溶け込み酸性化する現象）
の生態系への影響予測を行うために、世界的に注目されて
いる。式根島の CO2シープは、世界で 4番目の発見であ
り、太平洋温帯域では初の発見となった。一方で、海底か
ら泡がわき出す現象は、2015 年以前から、「海中温泉」とし
て一般に知られている現象でもある。そこで、本研究では
観光事業者からのヒアリング調査により、CO2シープの観
光資源としての価値やその特徴を明らかにし、海洋におけ
る観光資源とその保全について考察した。
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T7-5 飯能市エコツーリズム報告書にみるツアー実施者

とツアー内容の継続性

張 新語1・武 正憲2・伊藤 弘2

1 筑波大学人間総合科学研究科・2筑波大学芸術系

埼玉県南西部にある飯能市は、2004 年に環境省エコツー
リズム推進事業モデル地区に選定されて以来、継続してエ
コツーリズムに取り組んでいる。他のモデル地区では、選
定当時に比べると、担当部署が吸収合併されたり、選定当
時に実施した取り組みが他の事業に統合されたりする事例
が多いが、飯能市の場合は選定当時の仕組みを基盤に継続
している。
そこで本研究では、飯能市がエコツアーとして実施して
いるツアー内容と、そのツアー実施者の関係から、これま
でエコツーリズムが継続されてきた要因を明らかにするこ
とを目的とした。飯能市はエコツーリズムの仕組みを推進
するために、2004 年から毎年「飯能市エコツーリズム推進
報告書」を作成し、企画されたエコツアーの実施内容や実
施者、改善点や参加者からのアンケート調査結果などを記
録している。2004 年から 2016 年までの 13 年分の報告書
から、企画されたエコツアーのタイトルとその実施者との
関係を把握し、これまで継続して実施されているツアー内
容とその実施者（実施団体）の関係から、飯能市エコツー
リズムが継続してきた要因について考察した。

T7-6 知床国立公園における野生動物に対する訪日外国

人旅行客の意識

明石瑞恵1・王 茂琪2・庄子 康3・愛甲哲也3

1 北海道大学農学部・2北海道大学大学院農学院・3北海道大学大

学院農学研究院

知床国立公園では、訪日外国人旅行者（以下、訪日外国
人）が増加しているが、そこに生息するヒグマとの間に軋
轢が生じることが懸念されている。ここで軋轢とは人身被
害や危険な状況のことを指す。日本人観光客を想定したヒ
グマとの軋轢緩和対策はあるが、それが訪日外国人にも適
切に対応しているとは限らない。これは訪日外国人と日本
人観光客ではヒグマに対する意識が異なる可能性があるか
らである。そこで本研究は訪日外国人の望ましいと感じる
ヒグマとの距離感を明らかにし、日本人観光客の同様のこ
とを明らかにした先行研究（稲葉、2016）の結果と比較し
た。その結果、訪日外国人も日本人観光客も共にヒグマと
の距離が近くなるほどそれを望ましくないと評価してい
た。しかし訪日外国人の方がその傾向が弱かった。特に肉
眼でヒグマを観察できるような近い距離については、訪日
外国人より日本人観光客の方がより強く望ましくないと評
価していた。よって、訪日外国人は日本人観光客と比べて
ヒグマとの距離を近く取る可能性があり、ヒグマとの軋轢
が生じやすいと考えられる。

T7-7 高山帯における絶滅危惧種の市民調査参加者と登

山者の保全対象への意識差

小川結衣1・武 正憲2・佐方啓介3・長野康之4

1 筑波大学大学院生命環境科学研究科・2筑波大学芸術系・3筑波

大学生命環境系・4国際自然環境アウトドア専門学校

高山帯における絶滅危惧種の専門家による調査（専門家
調査）を補う役割として、登山ツアーによる市民参加型の
調査（市民参加型調査）が行われてきた。しかし、継続的
に参加者を確保できる仕組みがなければ、専門家調査を補
う役割を果たすことは難しい。登山者は高山帯をレクリ
エーションの場として利用することから、潜在的参加者と
考えられる。継続的に参加者を募集するためには、その集
団のなかで保全対象に関心を持っており、実際の参加へと
行動を移すような属性を持つ人々を明らかとする必要があ
る。そこで本発表は、ライチョウの市民参加型調査を事例
とし、登山者への質問紙調査（n=408）により、①登山者
の保全対象への関心の有無の把握、および②関心を持つ
登山者の特徴を明らかにすることを目的とした。結果、①
登山者の 82% はライチョウを山で見たことがあるなど受
動的な関わりを持つが、自らライチョウに関する情報収集
をするなど能動的な関わりを持つ人は 16% であった。ま
た、②市民参加型調査に参加意思があると回答した 35%
の登山者は、複数登山を好み、環境保全活動経験があり、
ライチョウと能動的な関わりがあるという特徴を持ってい
た。

T7-8 印刷物に掲載された写真を中心とした日光国立公

園の風景認識の特徴と変化

牧野 悠1・伊藤太一2

1 筑波大学大学院生命環境科学研究科・2筑波大学生命環境系

日本の代表的な風景地である国立公園への風景認識を知
ることは、国立公園を保全・利用する上で重要である。本
研究では、写真集を用いて、人々の風景認識を明らかにす
ることを目的とした。日光国立公園における 117枚の風景
写真について、主景、および前景・背景としてどのような
要素が撮影されているかを調べた。加えて、撮影時間帯、
撮影の視線方向、視対象の季節性の有無を調べた。結果と
して、主景としては「滝」（24.8%）が最も多く現れ、「山」
（16.2%）がそれに次いだ。「樹木」は、主景としては 3番目
（15.4%）に留まったが、前景・背景としては他の要素と比
べて圧倒的に多く現れた（69.2%）。また、「季節性あり」の
写真の方が、「季節性なし」の写真と比べて「樹木」が主景
として現れる割合が大きかった。
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T7-9 本多静六にみる近代神社デザイン論の展開

水内佑輔

東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林生態水文学研究所

神社は日本に在来の空間である。信仰の空間を本来的意
味とするが、物見遊山や観光の目的地として歴史も浅くな
く、近代以降においても地域の観光開発のモチーフとされ
る神社も存在する。近年では地域の歴史文化を象徴として
や都市の貴重なオープンスペースとしてなど現代的価値が
見出されつつあるよう、神社空間がデザインの対象となっ
ているといえる。
神社空間のデザインについては、明治神宮を画期として

近代林学・造園学内における神社空間のデザイン論が転
換・確立したとの見通しについて議論が進められている。
そこで、本研究は明治神宮を起点とする近代神社空間デザ
インの展開を確認することを目的に、本多静六（1937）「神
宮関係施設ニ対スル私案」に関する報告を行う。

T7-10 立山ルートの緑化から高山における植生復元計

画について考える

大宮 徹1・太田道人2・山下寿之3・松久 卓4・城賀津樹5・小林

裕之1

1 富山県農林水産総合技術センター森林研究所・2富山市科学博

物館・3富山県中央植物園・4立山ルート緑化研究委員会・5立山

黒部貫光株式会社

富山県の主要観光地である立山は古くから山岳信仰の対
象として多くの人を招き入れ、その景観は神聖なイメージ
に重ね合わせて尊重されてきた。しかし 20 世紀に入って
から山麓への鉄道等のインフラが整備され、さらに戦後に
は山岳道路とそれに付随する施設の建設が進むに至って本
来の景観は危機にさらされた。これに対し関係諸機関は
1967 年、立山ルート緑化研究委員会を発足し、植生復元を
中心にこの課題に取り組むこととなった。それから半世紀
が経過して自然保護地区での緑化をとりまく状況は一変し
た。そこで立山ルートにおける一次緑化の経過をとりまと
めるとともに、生物多様性保全を軸とした環境省の指針
（2015）や緑化工学会の提言（2002）に照らして立山ルート
での緑化のあり方について検討したところ、一次緑化の段
階から一貫して現地で採取した種子や苗条のみを用いた方
法は緑化の実績という面でも、種の多様性保全の面でも高
く評価できたが、今後の応用にあたっては遺伝子の多様性
保全にも配慮する必要が考えられた。また、生態系の多様
性保全の面からは、一次緑化植物の管理と天然更新の誘導
技術の開発、そして長期のモニタリングの必要性が明らか
になった。

T7-11 知床国立公園の利用をめぐる議論の見える化

─テキスト分析を通じて

三ツ井聡美1・庄子 康2

1 北海道大学大学院農学院・2北海道大学大学院農学研究院

近年、自然保護地域は観光やレクリエーションの場とし
て注目されている。自然環境を保全しつつ持続的に利用す
るため、地域の管理者にはステークホルダーを巻き込んだ
ルールづくりの策定が求められる。どのようなルールを設
け、実行性を高めていくのかについては、地域ごとに議論
の場を設けて試行錯誤を繰り返している。それら各地域の
議論の過程を整理し、情報として活用することは今後の自
然保護地域の管理に資する。しかし、現状では議論の過程
の記録は、議事録を残すに留まる。それら全てに目を通す
には多くの時間と労力がかかり、情報として管理者が活用
するには課題がある。
そこで本研究では、知床国立公園での利用調整地区制度
を例に、制度導入の検討時から現在に至るまで、議論の変
遷の可視化を試みた。具体的には、平成 21 年から設置さ
れている「知床五湖の利用のあり方協議会」の議事録に対
してテキスト分析を適用した。ステークホルダーごとに発
言内容の経年変化を図示することは、意見の合意点や相違
点を明らかにし、議論の過程を整理することに有効である
とわかった。

T7-12 沖縄における観光事業者の連携によるローカル

ルールの現状と課題

寺崎竜雄1・土屋俊幸2

1 公益財団法人日本交通公社・2東京農工大学

沖縄県の各地域では事業者間の合意による観光行動を規
制するローカルルールが運用されており、沖縄振興特別措
置法の保全利用協定制度を適用したもの、法制度によらず
に事業者間の合意をもとに制度化したものがみられる。
ローカルルールは地域社会が主体となった持続可能な観光
の実現のための重要なツールだと考えるが、個別事例ごと
の分析研究はみられるものの、前提条件が異なる複数の実
例の比較分析を通して事業者連携によるルールの有効性を
論じた研究は少ない。そこで本研究では、ローカルルール
の有効性と課題を明らかにすることを目的に、沖縄県にお
ける事業者間のルールの状況調査を行い、考察を試みた。
各市町村への聞取り調査等をもとに抽出した 21件のルー
ルを詳しく調べたところ、保全利用協定によるルールには
地域住民との良好な関係構築、環境配慮事業としての PR
効果等の利点があるものの、罰則が無く違反者を取り締ま
れない、他地域から参入する事業者にお墨付きを与えるこ
とになる等の課題が明らかになった。一方で法制度によら
ないルールには地域社会による監視という力が働くもの
の、強制力の弱さや新規参入事業者への対処の困難性等の
課題が明らかになった。
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T7-13 自然保護地域におけるガバナンスのあり方試論

（3）

土屋俊幸

東京農工大学大学院農学研究院

自然保護地域における管理保全に関して科学的な見地か
ら助言を与える科学委員会について、その組織自体のガバ
ナンスと自然保護地域のガバナンスに与える役割の両面を
検討する。具体的には、日本で登録されている世界自然遺
産地域 4箇所の科学委員会、および林野庁・（公財）日本自
然保護協会・地域住民で構成される赤谷プロジェクト地域
協議会の 3 者が共同で管理運営に当たっている赤谷プロ
ジェクトにおいて、科学委員会に相当する自然環境モニタ
リング会議を対象に、これまで報告者が行ってきた参与観
察、関係者からの聞き取り調査、及び対象 5 機関の現委員
に対するアンケート調査によって各事例の比較検討を行
う。日本の世界自然遺産地域に設置されているような、自
然科学者・社会科学者によって構成された常設の委員会が、
自然保護地域管理の意志決定を行う機関に対して公式に助
言を行うような制度は、実は世界的に見ても一般的なわけ
ではない。一方、現在、環境省が推進する国立公園におけ
る協働型管理運営に関わって、政策の考え方を述べた「提
言」には、「学識経験者による助言機関の設置」についての
言及があり、国内の先進事例の実態の整理と評価が求めら
れている。

T7-14 国立公園の経済評価

栗山浩一1・庄子 康2・柘植隆宏3

1 京都大学大学院農学研究科・2北海道大学大学院農学研究院・
3甲南大学経済学部

近年、複数の地域で国立公園指定や世界遺産登録が続い
ている。国立公園指定については、2014 年 3月慶良間諸
島、2016 年 9月やんばる、そして 2017 年 3月奄美群島国
立公園が新たに指定された。一方、世界遺産については
2013 年に富士山が世界文化遺産に登録され、現在は奄美・
沖縄が世界自然遺産への登録を目指している。こうした国
立公園指定や世界遺産登録により観光地としての魅力度が
高まり、観光客数が増加することが期待されている。本研
究では、国立公園指定の前後の観光客の変化を分析し、国
立公園指定が観光価値にどのように影響するのかを分析す
る。全国の一般市民を対象に国立公園の利用についてアン
ケート調査を 2013 年から継続して実施し、国立公園指定
の前後における公園利用の変化をトラベルコスト法により
分析した。その結果、国立公園の指定直後には影響は少な
いものの、翌年から観光価値が上昇することが示され、国
立公園指定が観光価値に大きな影響をもたらすことが分
かった。また国立公園指定は指定された地域だけではな
く、周辺の国立公園にも影響することが示された。この分
析結果をもとに国立公園の魅力度を改善するための今後の
課題について議論する。

T8-1 注意回復要素「解放」の時間的拡張の試み

尾崎勝彦1・平野文男2・狩谷明美3

1フリーランス・2竹村医院レディスクリニック・3県立広島大学

保健福祉学部

<背景・目的>注意回復要素の「解放（EC）」は、現在の
義務や業務からの解放だけではなく、過去の嫌な思い出や、
将来の不安なども忘れさせてくれるのかどうかを検討す
る。
<方法>大学生 94名（男性 53名、女性 37名、不明 4名、
平均年齢 20.8 歳（SD=1.5））を対象とし、都市風景、寺院
庭園、山林、平地林、渓流風景を評価させた。評価測度は
日本語版注意回復尺度、過去の嫌なことを忘れさせてくれ
るかどうか（P）、将来の不安を忘れさせてくれるかどうか
（F）であった。Pおよび Fは、注意回復尺度同様 7件法で
尋ねた。評価対象の風景ごとに EC と P および F との相
関分析を行い、また、EC、P、Fによる各風景の分散分析な
らびに多重比較を行った。
<結果と考察>全ての風景で EC-P、F間に有意な高い
正の相関が得られた。分散分析は、いずれも有意で、多重
比較では、EC、P、Fすべてに於いて、都市風景<山林・平
地林<寺院庭園・渓流風景という重なりのない等質サブグ
ループが得られた。これらのことから、解放要素は、現在
のみならず、過去や未来への時間拡張可能性が示された。
但し、対象者の少なさ、年齢幅の狭さは考慮の必要があろ
う。

T8-2 森林環境における心理的回復効果と生活の質、回

復力、ストレス対処能力

高山範理1,2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・2女子美術

大学芸術学部

森林環境における心理的な回復効果を調査可能な指標
（回復指標：POMS、ROS、PANAS、SVS の 4 種（10指標））
は個々人の生活習慣、ストレスコーピング、QOL、レジリ
エンスのような個人的な特性を調査可能な指標（個人特性

指標：4 種（28指標））とどのような関係にあるのかについ
て調べた。約 50人の 20代の男子学生を被験者として、森
林環境と都市環境で同じプロトコルによる短時間（約 30
分）の滞在実験を行い、その後、相関分析および重回帰分
析（Stepwise）によって回復指標と個人特性指標の関係を
分析した。
その結果、1．都市環境を対照とした場合、森林環境にお
いてより心理的な回復効果が高かった。2．森林環境にお
いて個々人の回復効果が安定しており、個人特性の影響が
都市環境よりも相対的に低い。3．森林環境において、「隔
離型（ストレスコーピング）」が高いことが、活気の気分
（POMS）や主観的活力感（SVS）を低下させること、また
「社会的関係（QOL）」および「環境（QOL）」の高いこと
が、それぞれ主観的活力感、疲労（POMS）、混乱（POMS）
の気分を低下させる要因になっていることなどが明らかに
された。
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T8-3 ミシガン州立大学林学科における森林アメニティ

学、森林療法の講義・実習

上原 巌

東京農業大学地域環境科学部

米国ミシガン州立大学（Michigan State University：
MSU）は、1855 年の創立で、アメリカ初の州立農学校が前
身である。MSU の林学科（Department of Forestry）は
1902 年の創設され、全米の森林・林学関係学科の中でも古
い歴史を有している。そのMSU林学科において、2017 年
8 月∼10月までの 2か月間、講義、実習を担当する機会が
あったので、その内容を報告するとともに、日米における
森林アメニティ、森林療法に対する学生の意識の差異など
も考察し、報告する。
担当した講義名は、「FOR491 Forest amenities and forest
therapy」であり、2017 年の新設科目である。履修単位
（credit）は 3単位。FOR491 は、履修番号を表し、学部高
学年での履修が望ましいことを示す。講義は、月、水、金
の 3回あり、1回の講義時間は、50分であった。また、講
義の時間および、時間外にMSU学内の研究林や緑地にお
いてフィールド実習も行った。
履修生は、林学科の他、教育学部（特殊教育）、社会福祉
学部の学生であった。森林療法はアメリカにおいて大きな
可能性を持っているということが、学生の共通した感想で
あった。

T8-4 パートタイムの主婦を対象とした長期的森林散策

カウンセリングの事例

竹内啓恵1・川畑真里子2・上原 巌1

1 東京農業大学地域環境科学部・2（株）JUMOKU

本研究は、昨年度（第 129 回）発表したパートタイム主
婦を対象に、長期的な森林散策カウンセリング（1 年目 13ヶ
月、2年目 12ヶ月、計 25ヶ月、1回/月、毎回 1時間、森林
公園 2ヵ所）の事例研究を行い、その長期的な効果を考察
した。昨年度と同様に被験者の気分評価（POMS）を効果
の尺度に用いた他、被験者の表情、態度、話の内容の変化
を記録し、職場環境（勤務前後）での気分評価の記入と、
街中散策、および室内でのカウンセリング、森林公園での
単独散策を行った。その結果、被験者の森林散策カウンセ
リング後の気分評価は、森林散策カウンセリング前、勤務
前、勤務後より有意に「緊張-不安」「活気」「疲労」「混乱」
は 2年間とも改善されたことが示されたが、「抑うつ-落込
み」は 1年目のみに有意に改善され、「怒り-敵意」は 2年
目のみ有意に改善される結果となった（一元分散分析、p
<0.05）。また 2 年目では、「買物や通勤途中に街路樹や落
ち葉を見ると、森林公園（カウンセリング場所）を思い出
し、楽しく幸せな気持を思い出す」という感想が得られ、
長期的に森林散策カウンセリングを行うことで、被験者の
日常生活にも森林の保健休養機の効果を及ぼしたことが示
された。

T9-1 Three decades of tropical forestry researches

by JIRCAS: a review and ways forward

Takao, Gen・Tani, Naoki・Hitsuma, Gaku・Imaya, Akihiro・

Kimura, Kenichiro・Kayama, Masazumi・Kobayashi, Masaki

J.

Japan International Research Center for Agricultural

Sciences

Japan International Center for Agricultural Sciences
(JIRCAS) is a national research center for technological
advancement of agriculture, forestry, fisheries and related
industries in tropical and subtropical zones of developing
regions. For nearly 30 years, the Forestry Division has
promoted researches on silviculture, harvesting, agro-
forestry and timber and biomass utilization, among others,
with SE Asian countries. Currently our researches include
silvicultural management for higher value timbers and
charcoal, suitable soil evaluation, soil improvement for
seedling production, efficient monitoring of plantations,
and breeding trees of higher-value traits for teaks, dip-
terocarps and 1Mai Tiew) with Indonesia, Laos, Malaysia
and Thailand. Today as forest is the center of competing
interests as the environment, commodities or livelihoods,
what issues should be prioritized next in our silvicultural
and forestry researches?

T9-2 Controls of soil CO2 efflux of a lowland

tropical forest ecosystem in Peninsular

Malaysia

Zhao, Xin1・Liang, Naishen1・Teramoto, Munemasa1・

Zeng, Jiye1・Sumsudin, Musa B2

1National Institute for Environmental Studies・2Forest

Research Institute Malaysia

This study partitioned total soil respiration (Rs) into
heterotrophic respiration (Rh) and autotrophic respiration
(Ra) by a long-term root exclusion experiment with a
multichannel automated chamber system in a lowland
tropical rainforest in Pasoh Forest Reserve, Peninsular
Malaysia. We found that, annually, soil temperature at the
depth of 5 cm varied in a small range (24.39±0.02℃), but
soil water content (ranging between 21.47% and 28.61%)
predominately controlled soil respiration in this forest.
Diurnal and seasonal variations of Rs, Rh, and Ra were
examined during the wet and dry seasons. Rh and Ra
exhibited converse pattern on both diurnal and seasonal
scale. Ra and Rh predominated Rs during the wet and dry
season, respectively. In the dry season, lower water
condition decreased both Rt and Ra but increased Rh,
while higher water condition in the wet season exerted
converse effect.
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T9-3 Political ecology of the formulation and

implementation of the India’s Forest Rights

Act

Masahiko Ota

Kyushu Institute of Technology

In India, the 1Forest Rights Act) was enacted in 2006,
which is to recognize and vest forest rights in forest
dwelling Scheduled Tribes and other traditional forest
dwellers. I review the formulation and implementation of
this act. Central and state governments massively evicted
1encroachers) from state forestland in 2002. Grassroots
protests by tribal organizations took place, and these mass
movements led politicians to legislate an act to recognize
tribal rights over forestland. The contents of the act were
formed through intense contestation between conserva-
tionists and tribal right advocates. In the end of 2016, forest
rights have been recognized just for 6.5% to the total
forestland. A number of previous studies indicate that
state forest departments explicitly and implicitly resist the
implementation of the act.

T9-4 Institutional Change of Customary Forest

and Its Impacts in Outer Island of Indonesia

Imam Budiman1・Takahiro Fujiwara2・Noriko Sato2

1Kyushu University・2Kyushu University

Customary forests have not been adequately recognized
in the state forest managements in Indonesia for a long
time. However, in the last decades, several fundamental
policy changes have been occurred and the roles of local
communities have significantly recognized in forest
managements. The forest tenure reforms for customary
communities are actively addressed after the Consti-
tutional Court Decision No. 35/2012 was enacted. The
objective of this study is to examine the impacts of
institutional change on the constellation of customary
communities in East Nusa Tenggara Province which is one
of the outermost areas in Indonesia and where there are
many customary communities. This presentation discus-
ses (1) progress of inventory and verification of customary
forests, (2) economic and social impacts on customary
communities and (3) policy challenges of the Constitutional
Court Decision.

T9-5 Does Community Forest Avert the Tragedy

of the Commons? A Case Study in Cambodia

Yamazaki, Masaru1・Masuda, Misa2

1University of Tsukuba・2University of Tsukuba

The Cambodian government and its donors introduced
community forestry (CF) from 1990’ s. However, popula-
tion in rural areas has been increasing and illegal loggings
and cultivations are rampant in some CFs. Hence, we
selected the CFs where the population pressure is
increasing, and then we figured out the land use changes
and its factors by analyzing forest cover maps of Global
Forest Watch from 2000 to 2016 and data from field
observations and key informant interviews. As a result, we
found that the forests near community remained relatively
good condition, whereas the forests in remote areas were
at risk of illegal activities. Given the capacity of the local
people, CF should be a manageable size and a communal
land title should be given to ensure the place for collecting
NTFPs.

T9-6 Socio-economic Characteristics of Small-scale

Nurseries in Central Luzon, the Philippines

Kanda, Tomoka・Masuda, Misa・Tachibana, Satoshi・

Yamazaki, Masaru

University of Tsukuba

National Greening Program (2011-2016) successfully
achieved the target of 1.5 million ha with almost 1.5 billion
seedlings. Since how local people were involved in the
seedling production remains unclear, this study aims to
clarify relationships between seedling business and local
livelihoods. We selected Sitio C in Nueva Ecija Province
and conducted a household survey in 2017. The results
revealed that an accredited nursery collected seedlings
from backyard nurseries with lower price to ensure the
necessary quantity to join the bid system for the
government reforestation projects. Landless households
could also join the seedling business by leaseholds.
Germplasms were secured from natural forests behind the
settlement. Thus, it was likely that the opportunity to
enter the seedling business was given in Sitio C and
reduced the number of seasonal wage workers.
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T9-7 Factors affecting the forest dependency of

rural communities in Myanmar

Mon, Su1・Masuda, Misa2

1University of Tsukuba・2University of Tsukuba

Over-exploitation of the forest resources is one of the
major drivers of deforestation in Myanmar. Highly
forested areas tend to be hilly regions, remote from the
markets and the government services. The proximity to
the forests and remoteness cause the uncontrolled
utilization of forest resources. This study reviews the
policy framework and determines the socio-economic
factors that influence forest resource utilization of the
people living inside the 1state-owned reserved forest)、
taking two enclave settlements in Shan State. Although
forest-dependent communities are not allowed to extract
timber from surrounding forests, despite the historical
claims on the reservation process, the villagers have
utilized the resources for cash income. The findings
explain their nature of livelihood pattern and the
determinants of subsistence illegal logging for policy
considerations in sustainable forest management.

T9-8 Impacts of coastal aquaculture on mangrove

resources in Sundarbans Reserve Forest,

Bangladesh

Momen Majumdar, Mohammad Sayed1・Masuda, Misa2

1University of Tsukuba・2University of Tsukuba

Sundarbans is the largest mangrove forest with a trend
of declination due to coastal aquaculture. The objective of
this study is to find the impacts of aquaculture on natural
resources. A structured questionnaire survey to randomly
selected 150 houses was conducted in 2017. Huge patches
of agriculture land had already been converted into
shrimp pond, meanwhile the main input like shrimp fry
were collected from wild. Of sample households 55%
engaged in coastal aquaculture, while 52% were engaged
in shrimp culture. The average shrimp pond area was 0.18
ha, three times higher than paddy field. Most alarmingly,
86% shrimp pond owners depends on shrimp fry from
forest, whether fully or partially. Considering overall
shrimp and crab, 46% of total households were fully forest
dependent for coastal aquaculture.

A10 ドイツの木材販売基金について

堀 靖人

（国研）森林機構 森林総合研究所

ドイツの木材販売基金は木材販売基金法に基づく制度で
あった。もともとは 1969 年の森林販売基金法にもとづき
基金が作られ、当初は森林販売基金と呼ばれていた。木材
販売基金はボンに公法上の機関として設置され、木材の利
用を促進するために、国内外の市場開拓、木材や木材製品
の販売促進を行うことを目的としていた。活動の原資は、
林業や木材産業から木材や木材製品の販売額から一定の割
合で徴収される課徴金であった。課徴金を徴収するのは連
邦の農業食料機関であった。木材販売基金は木材利用促進
のためのユニークな制度であったといえる。しかし、木材
販売基金は 2009 年に廃止された。連邦憲法裁判所による
判決が原因であった。
本稿では、木材販売基金の活動状況と意義を明らかにす
るとともに連邦憲法裁判所の判決内容とその背景を明らか
にする。

A11 ニュージーランドにおける人工林林齢構成と木材

輸出との関係

立花 敏1・安村直樹2・小坂香織3

1 筑波大学生命環境系・2東京大学大学院農学生命科学研究科附

属演習林田無演習林・3筑波大学大学院生命環境科学研究科

豊富な人工林資源を有するニュージーランド（NZ）が、
その資源をどう活かしていくのかを木材貿易に注目して分
析した。NZでは、主要な植栽樹種であるラジアータマツ
を 20 世紀初頭に 1ha当たり 7千本の植栽密度で人工造林
していたが、施業面での技術開発や種苗の品種改良等を進
め且つ海外市場も視野に入れて低コスト化を図り、1990 年
代には 800 本程度の低密度植栽を行うようになった。人工
林面積は、1920 年代から 3度の造林ブームを経て拡大傾向
を続け、1990 年代終わりには 170万 ha を超し、そのうち
ラジアータマツが約 9割を占めている。第 3次造林ブーム
で植栽されたラジアータマツはまさに伐期に入り始めてお
り、当面は年間 3千万 m3 を超す丸太生産量が続き、その
過半の丸太が輸出に向けられると考えられる。NZ政府は
木材産業の発展を期待しているが、現状として大きな変革
は生じていないため、製材品等の輸出の大きな伸びは当面
考え難い。輸出先としては木材輸入量を増やす中国が主に
なっており、1 千万 m3 を超す丸太が仕向けられている。
この傾向は続くと考えられる。
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A12 林業経済研究の主題の変遷

嶌田栄樹1・峰尾恵人1・佐野 薫2・早舩真智3,4・藤野正也5

1 京都大学大学院農学研究科・2元東京大学大学院農学生命科学・
3（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域・4筑波

大学大学院生命環境科学研究科・5山梨県富士山科学研究所

今日の「林業経済学」では、森林・林業を対象とした社
会科学的な研究が幅広く行われている。しかし、その広範
さゆえに林業経済学が扱う課題と方法が曖昧となっている
側面もある。そこで本報告では、これまで林業経済学がど
のような議論を重ね、今日の焦点はどこにあるのかを客観
的に評価することを目的とした。まず、林業経済学界にお
ける主要論文雑誌である『林業経済』と『林業経済研究』
から、題目とキーワードを抽出しデータ化した。次に、題
目とキーワードそれぞれにテキストマイニングを応用し、
10 年単位で頻出語を集約し、その推移を検証した。対象期
間は『林業経済』では 1948年から 2017 年、『林業経済研究』
では 1955 年から 2017 年とする。分析結果より、1980 年代
までは「資本」「構造」といった、経済学を想起させる単語
が多く見られる一方、1990 年代以降は、「事例」という単語
が目立った。これらより、経済学に依拠した研究から事例
研究への大きなシフトが 1990 年代頃に生じたことが示唆
される。さらに 1990 年代以降、中心となるワードが「林業」
から「森林」へと推移する動きも見られる。これらの流れ
は、林業経済学が扱う課題と方法の広範化を表していると
言える。

A13 林業政策・林業政策研究における技術革新の位置づ

けの検討

峰尾恵人・松下幸司

京都大学大学院農学研究科

A14 なぜ人工林は管理されないのか：地籍制度と超高齢

化社会

梶間周一郎1・内山愉太2・香坂 玲2

1金沢大学・2東北大学

森林の管理、林地の所有権について、日本においては所
有者不明林や管理が行われない森林の増加等の課題があ
る。本研究では、全国で初めて全所有者に郵送アンケート
を実施した石川県小松市の、悉皆調査データを対象として
分析を行った。
研究目的は、都市近郊の森林所有者の管理行動を規定し
ている要因を明らかにすることである。所有者が森林管理
を行う基礎要因を明らかにするために、土地登録制度に付
随する情報（森林の所在地、面積、境界）と所有者の属性
（高齢化）が森林管理に与える影響を分析した。
分析の結果、森林の境界を認知している所有者は、して
いない所有者よりも管理を行う傾向が明らかになった。さ
らに、所有者の年齢が高いほど、どのような条件にあって
も管理行動が減退することも分かった。この結果から次の
2点が示唆された。森林管理を行う上では、不明確な森林
境界は管理の障害となるため、森林境界の確定作業が必要
になる。②高齢化が一層加速する前に所有者を明確にし、
管理方針を決定することが喫緊の課題である。

A15 小規模市町村における森林行政の展開

柿澤宏昭

北海道大学大学院農学研究院

森林行政の最前線に位置する市町村において、森林行政
の展開や組織体制整備がどのように進んでいるのかについ
て研究が進んできている。これまでは合併市町村など規模
の大きな市町村に関する研究が多かったが、森林行政の展
開の困難さから言えば小規模自治体の状況について把握す
ることが重要である。本報告では北海道のいくつかの小規
模自治体を事例として、森林行政の具体的な展開とそれを
行うための体制整備をどう進めているのかについて論じた
い。森林行政については私有林管理、自治体有林管理、ま
ちづくりと関わる森林施策に区分し、またそれぞれの市町
村の政策全体のなかでの林務行政の位置づけや理事者層の
意向と関わらせて分析を行う。専門的職員の確保・育成、
地域課題の的確な把握、森林行政全体と関連付けした自治
体有林の有効活用が森林行政推進の上で重要であり、また
まちづくりと関わる施策展開は理事者層の意向が関与して
いることが明らかとなった。
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A16 緑の雇用による新規林業就業者の定着および技能

の習熟過程

杉山沙織1・興梠克久2

1 筑波大学大学院生命環境科学研究科・2筑波大学生命環境系

緑の雇用事業は国の失業対策とリンクした形で 2003 年
より制度が開始し、2018年現在で 15 年目を迎える。育成
する人物像は政策目標と連動しており、第 1 期（2003∼
2005）では失業者対策、第 2期（2006∼2010）では温暖化対
策、第 3期（2011∼2015）では利用間伐、第 4期（2016∼現
在）では主伐・再造林と、緑の担い手としてキャリアアッ
プを目指す制度に発展してきた。本研究では、キャリア
アップの体系が築かれた第 3期に着目し、緑の雇用担い手
対策事業の評価に関するアンケート調査で得られたデータ
を用いて林業事業体と OJT体制の関係の考察を行った。
初年度から 3ヶ年のフォレストワーカー研修（FW 研修）
を受けた研修生（FW）と所属する林業事業体の関係は、
FW が従事する業務やそれを指導する OJT（On the Job
Training）体制に特徴付けられる。林業事業体に関して、
位置する地域や経営形態、事業内容、従業員規模などから
分類を行い、各事業体のタイプとFWの育成実態の関係を
明らかにする。

A17 農林業センサスの農業集落調査における森林保全

状況の全国的概観

田村和也

（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域

農林業センサスの農業集落調査における地域資源 5 種の
保全の設問のうち森林について、都道府県別結果及び「地
域の農業を見て・知って・活かす DB」の集落単位結果を用
い、全国状況および農業集落の特徴との関係を概観した。
2015 年の全国 13万 8千の集落のうち森林があるのは 76
%、そのうち森林を保全しているのは 23% で 2010 年から
4ポイント増加し、割合は東北・北陸・東山・近畿で高く、
北海道・関東・四国・南九州で低い。2010 年に保全してい
た集落の 8割が 2015 年も保全し、保全してなかった集落
の 1割が保全していた。森林を保全している集落の特徴
を、立地・森林状況・人口世帯・集落活動等の面から検討
したところ、農地の保全との関連が観察された。

A18 山林所有世帯数の変化 ─住宅・土地統計調査の調

査票乙の分析─

松下幸司1・山口幸三1・吉田嘉雄2・仙田徹志2

1 京都大学大学院農学研究科・2京都大学学術情報メディアセン

ター

総務省統計局による住宅・土地統計調査では、1998年以
降、調査票乙（約 50万世帯）において、現住居以外の土地
所有（農地・山林を含む）に関する調査が行われてきた。
2013 年には、調査票甲（約 300万世帯）に、現住居以外の
土地所有に関する調査項目が追加され、調査票乙の記入欄
は、4市区町村から 2市区町村へと簡略化された。2013 年
には、調査票甲・乙の両方で農地・山林に関する調査が実
施されたため、調査票甲・乙の結果比較が可能になった。
調査票乙を再集計した結果、山林を所有する主世帯数は
190万となり、これは、調査票甲による山林所有世帯数の
267万の 71%に相当する。調査票甲では農地・山林の所有
の有無のみを回答するのに対し、調査票乙では市区町村名
と面積を記入することなどから、約 3割減っている。調査
票乙による 1ha 以上の山林所有世帯数は 60万、これは山
林所有世帯数の 32% である。60万という数値は 2015 年
農林業センサスの 1ha 以上林家数である 83万の 72% に
相当する。本報告は統計数理研究所「日本における所得・
資産分布の計測史と再集計分析」及び京都大学農林水産統
計デジタルアーカイブ講座のプロジェクト研究の一部で、
総務省統計局の協力を得た。

A19 林業事業体の労働力確保の新たな動向 ─岩手県と

秋田県を例に─

滝沢裕子1・伊藤幸男2・高野 涼3

1岩手大学大学院農学研究科・2岩手大学農学部・3岩手大学大学

院連合農学研究科

本研究の目的は、事業体の経営が素材生産へ移行してい
る東北（岩手県・秋田県）において、林業労働力の確保と
育成に関する事業体の新しい動向を捉えることである。森
林組合を含む岩手県 5社、秋田県 6社の認定事業体への聞
き取りを通して、採用や資格取得、独自の育成取り組み等
に注目して特徴付けを行なった。その結果、採用に関して
は新卒採用を強調するものと中途採用を強調するものと明
確に分かれた。また、事業体は造林事業やそれ以外の事業
多角化を行いながらも、機械化拡大によって素材生産を事
業の核とすることが共通しており、機械操作のためには資
格取得を重視していることも一致している。その資格取得
は、研修制度内取得で十分とするもの、業務に応じて自社
負担で資格取得を推進するもの、資格取得も含めた総合的
な作業員育成をするもの、と取り組みは事業体によって異
なりを見せた。しかし、育成が定着率に繋がっていない事
業体も見られた。その違いは独自の教育制度導入、仕事の
目的を明確に持つ人材や地域定住を重視した人材の採用、
事業体や個人の業績に合わせた賃金制度の導入等特徴的な
取り組みの有無が背景として推察される。
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A20 森林組合に対する経営学習論的分析 ─鳥取県の事

例─

芳賀大地

鳥取大学農学部

経営学習論では職場における業務の在り方が学習と成長
に重要であると論じる。本研究は森林組合における人材育
成について、経営学習論の観点からその現状を明らかにす
ることを目的とし、鳥取県の 6つの森林組合の職員、作業
班員に対してアンケート票調査を行った。そして経験学習
サイクルモデルに基づいて、森林組合の職員、作業班員の
成長環境について分析した。これは具体的経験、内省的観
察、抽象的概念化、能動的実験というプロセスを循環的に
経験することにより、能力の向上が実現するというモデル
である。
作業班員はいずれのプロセスに関しても、ポジティブな
評価を示す傾向があった。一方で、職員はモデルにおいて
最も影響が大きいとされる具体的経験に関する項目はポジ
ティブな評価が見られたものの、抽象的概念化、能動的実
験に関する項目についてはネガティブな評価がポジティブ
な評価を大きく上回る項目が見られた。また、作業班員も
職員も周囲からの支援に課題を抱えていると考えられ、特
に上司からの精神支援に課題があると示唆された。近年活
動量を増大させている組合では比較的良好な支援の存在が
示唆されたが、その因果関係については今後の課題である。

A21 近畿地方における広葉樹薪の流通

垂水亜紀

（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

近年、薪ストーブの需要が高まっており、とりわけ東日
本大震災以降設置台数が伸びている。それに伴い、広葉樹
の薪需要も大幅に増加していることが予想される。
垂水ら（2018）では、滋賀県を中心とした薪生産業者の
ヒアリング調査から、近畿圏での薪用広葉樹の確保が課題
となり始めていることを明らかにしたが、本研究では薪用
原木を伐採している森林組合、素材生産業者及び NPO団
体等に調査を行い、広葉樹伐採の現状を明らかにし、今後
の薪を中心とした広葉樹供給の検証を行った。

A22 地方自治体におけるバイオマス普及政策 ─東北の

薪ストーブ等導入状勢中心─

小板橋さゆり1・伊藤幸男2・高野 涼3・滝沢裕子4・陸 海璐4・

佐藤光弘1

1岩手大学大学院総合科学研究科・2岩手大学農学部・3岩手大学

大学院連合農学研究科・4岩手大学大学院農学研究科

木質バイオマスを地域に普及させていくには、その市場
はなお小さく未成熟であるため、多くの住民や事業体が参
画しやすい環境づくりが重要となり、各自治体の取り組み
が大きな意味を持つ。本報告では東北地域の地方自治体に
おける薪・ペレットストーブ等の導入を中心とした木質バ
イオマス普及政策の実態を把握することを目的としてい
る。東北地域においてストーブ設置等への補助事業を実施
している市町村の割合は、青森県 13%、岩手県 45%、宮城
県 11%、秋田県 32%、山形県 86%、福島県 24%と県ごと
に大きな違いがあることが明らかとなった。県レベルでス
トーブの設置補助をしているのは、山形県、秋田県、福島
県の三県である。秋田県と福島県は補助の上限が 5万円に
対して、山形県は 10万円と他二県と比べて手厚い。山形
県内の市町村は、県の補助に上乗せする形で補助事業を実
施し普及を後押ししており、ペレットストーブの販売台数
では全国 2位となっている。報告では、特徴的な施策を実
施している山形県内の市町村の実態を明らかにする。

A23 地方都市における薪の供給主体と流通の実態 ─岩

手県盛岡市を中心として─

佐藤光弘1・伊藤幸男2・高野 涼3・滝沢裕子4・陸 海璐4・小板

橋さゆり1

1岩手大学大学院総合科学研究科・2岩手大学農学部・3岩手大学

大学院連合農学研究科・4岩手大学大学院農学研究科

近年、薪ストーブの導入台数が増加し、薪の需要量も増
加している。従来の農山村部での薪の自己調達に加えて都
市部では商品としての薪が流通し始めている。本報告では
薪の供給主体と流通の実態を明らかにすることを目的とし
ている。供給元である農山村地域を抱える地方都市の岩手
県盛岡市を対象に分析を行った。盛岡とその周辺の供給主
体は 13社で、薪生産業者 3社、薪ストーブ販売店 4社 5店
舗、木材加工業者 2社、ホームセンター 2社 4店舗であっ
た。薪生産業者は立木を伐採・搬出・加工している専業業
者と、チップ製造の傍ら規格外の木材を薪加工している兼
業業者がいた。薪ストーブ販売店は立木伐採から薪販売ま
でを行う業者と素材生産業者から原木を購入し薪加工を行
う業者がいた。木材加工業者は製品の加工過程で発生した
端材を木質燃料として販売していた。ホームセンターは県
外薪生産業者から薪を仕入れ、軽トラックに積載可能な
350kg で販売を行っていた。兼業事業者とホームセン
ターは薪流通の販路の拡大を目指している一方、専業の薪
生産業者と薪ストーブ店は薪販売利益が少ないこと、高齢
で生産規模の拡大ができないことが課題として明らかと
なった。
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A24 住宅着工と木材消費量の関係についての国際比較

岡 裕泰

（国研）森林機構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域

国連統計部の月間統計情報オンライン（2017 年 2月 17
日更新版）による建築統計と人口統計、および国連食糧農
業機関の林産物統計（2015 年 12月更新版）を用いて、2000
年から 2014 年までの各国の年次別建築面積（住宅、非住宅
別）、住宅建築戸数、人口と、製材と木質パネルの合計の見
かけの消費量（木材消費量）の関係を分析した。住宅建築
面積のデータが掲載されている主要国 18か国のうち、住
宅建築面積のみの一変数によって各年の木材消費量を説明
しようとしたときに決定係数が 0.6 以上になったのは、日
本（0.93）の他、トルコ、ロシア、ニュージーランド、フラ
ンス等であり、一人あたりの木材消費量が大きい北欧諸国
やドイツでは決定係数が低く、住宅建築に関わらない用途
の比重が高いことが示唆された。住宅建築面積に比例する
成分の割合は日本が 88% と際だって高く、ほとんどの国
は 50%未満であった。住宅建築面積が 1m2増えるごとの
木材消費量の増分は 0.1∼0.4m3/m2程度の国が多く、日本
は中庸であった。日本の人口あたりの住宅建築戸数は減少
傾向にあるが依然としてかなり高く、一戸あたりの面積は
やや小さい方だった。

A25 宮崎県の木造住宅建築における木材の選択

藤掛一郎・菊池亮介・土谷 周・大地俊介

宮崎大学農学部

今日では木造住宅の主要な構造材には集成材を使うこと
が多くなり、外材比率が高いことはよく知られている。し
かしながら、スギの産地である宮崎県ではスギを多く使い、
こうした全国的傾向とは全く異なる木材の使用が一般に見
られる。そこで、本研究では、県内のプレカット工場主要
7 社と県央地区の地場工務店 4 社の木材使用状況を調査
し、全国データとの比較を試みた。その結果、木材流通統
計（2012）による全国のプレカット工場用材入荷量では構
造材として使用される木材の 42%が集成材で、ついでKD
材が多く、未乾燥材等は 12%を占めるに過ぎないが、宮崎
県では集成材がプレカット工場で 16%、地場工務店で 3%、
未乾燥材がプレカット工場で 48%、地場工務店で 62% を
占めており、全国とは異なり、未乾燥材をプレカットする
ことが一般的であることが判明した。合わせて、プレカッ
ト工場の場合で柱は 91%がスギ、梁・桁は 82% がスギと、
全国と比べスギ比率が極めて高かった。このような地場需
要の存在は、宮崎県のスギ林業・製材業にとって大事なア
ドバンテージの一つとなっていると考えられた。

A26 公共建築物への地域材利用による経済波及効果：す

ぎと幼稚園・保育園を例に

樋熊悠宇至1・立花 敏2・氏家清和2

1 筑波大学生命環境学群・2筑波大学生命環境系

2010 年に公共建築物等における木材の利用の促進に関
する法律が制定され、全国的に木造率が低位である公共建
築物への木材利用拡大が促されている。これまでに公共建
築物への地域材利用による経済波及効果を定量的に把握し
た研究は渕上他（2015）等に限られる。本研究では、埼玉
県の県産木材を使用して建設された公共建築物を対象に、
県産木材の利用が埼玉県内にもたらす経済波及効果を産業
連関表を用いて推計した。推計では 2つのシナリオ、すな
わち加工における県外製材工場への流出を含む実際の流通
経路に即した基本シナリオ、生産・加工・流通が全て埼玉
県内で完結した場合を想定した比較シナリオを設定した。
その結果、公共建築物の建設に使用した木製品の最終需要
額は 23,001千円であり、基本シナリオにおける生産誘発額
合計は 31,826千円、生産誘発係数は 1.38となった。比較
シナリオでは、生産誘発額合計 35,956千円、生産誘発係数
も 1.56 と高くなり、埼玉県内で完結した場合の経済波及効
果が大きいことが判明した。県産木材を公共建築物に利用
した場合の経済波及効果が大きいことから、その促進は林
業・木材産業の活性化のみならず県経済にとっても効果が
あると言える。

A27 西川林業地における木材取引情報の非対称性の把

握

茂木もも子1・立花 敏2

1 東京家政大学家政学部・2筑波大学生命環境系

多様な機能を期待される森林資源を持続的に管理し、利
用していくには様々な課題が指摘されている。その一つ
に、素材生産（川上）から木材の最終消費（川下）までの
木材流通における買い手と売り手の有する情報の偏りがあ
る。買い手と売り手の有する情報の偏りはミクロ経済学の
「情報の非対称性」として捉えられる。本研究では、関東地
域でも有数の林業地であり、流域としてのまとまりのある
西川林業地を研究対象とし、木材流通における各経済主体
間での取引情報の非対称性を明らかにすべく、主たる経済
主体に聞き取り調査を行った。西川林業地から生産される
木材は、平成 21 年には西川広域森林組合により「西川材」
として商標登録されている。買い手と売り手の取引情報に
ついては、NPO を中心に取りまとめを開始する動きがみ
られた。だが、各経済主体の生産量や需要量、在庫量等の
把握及び共有、工務店等への要望や営業の不足が指摘され
ていた。森林所有者については、小規模所有者が多く、森
林組合等の呼びかけがある場合、伐採の意思はあるという
回答があり、森林組合の取りまとめ役としての役割が期待
された。
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A28 労災保険関連統計にみる林業労働災害の発生傾向

と災害防止対策の課題

川﨑章惠1・興梠克久2

1九州大学大学院農学研究院・2筑波大学生命環境系

林業は最も労働災害の多い産業の一つで、労働災害の発
生率を表す死傷年千人率は 1980 年代後半から約 30‰前後
と横ばいが続いている。また、林業従事者数が減少してい
るにも関わらず、労働災害による死亡者数も 40名前後で
推移している。林業の労働災害の諸要因や災害発生パター
ンについては今富ら（1993）など、林業事業体の安全衛生
活動等と災害防止の関連は山田（2012）や今冨（2013）に
よって明らかにされている。林業界では、林業・木材製造
業労働災害防止協会により災害防止規定の策定や安全衛生
活動の普及が行われているものの労働災害の発生は下げ止
まりをみせている。本研究では、労働災害が減らない社会
経済的な要因を厚生労働省「労働者災害補償保険事業年
報」、「労働者災害補償保険労働災害統計年報」および情報
公開請求により開示した同省業務資料を基に分析を行っ
た。

A29 森林所有者が森林管理を行うための経済条件のシ

ミュレーション分析

藤野正也

山梨県富士山科学研究所

「生態系サービスへの支払（PES）」を導入することで、森
林所有者が皆伐を行なわず、森林管理を継続するための経
済学的条件を、家計生産モデルを用いて明らかにした。さ
らに、PES の契約期間等の条件を様々に変化させるシミュ
レーションを行い、森林所有者が PES による経営行動を
変える金額を明らかにした。理論的検討の結果、現時点で
皆伐せずに T期に皆伐することで発生する損失を上回る
PES が設定されれば、PES が受け入れられると考えられ
た。さらに、統計資料をもとに木材価格等を設定し、利子
率を 1% から 10% まで、契約期間を 1 年から 25 年まで、
それぞれ段階的に変化させるシミュレーションを行い、1
年 1ha あたりの PES を算出した。その結果、利子率の違
いにより PES に最大 10倍程度の差が生じ、契約期間の違
いにより最大 23倍程度の差が生じることが明らかとなっ
た。

A30 素材生産事業体における高性能林業機械の投資リ

スク

尾分達也1・佐藤宣子2

1九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学大学院農学研

究院

近年、我が国では木材利用の拡大が推進されており、素
材生産者の安定的な生産が求められている。素材の需要増
加に伴い、高性能林業機械を導入し、生産性を向上させよ
うとする事業体が増えており、高性能林業機械の導入数は
年々増加している。しかし、高性能林業機械の導入は規模
の拡大になりえても、利益の増加には必ずしもつながって
はおらず（吉田ら 2005）、高額な機械の導入が過剰投資を
引き起こすという内部的なリスクを高めている。しかし、
機械の導入や使用継続という投資的なリスクが、経営にも
たらす影響は把握されていない。そこで、本研究では、高
性能林業機械への投資が、具体的にどのようなリスクを生
じさせるのかを明らかにすることを目的とし、どのような
マネジメントがリスク回避策となりうるかを考察した。研
究手法としては、素材生産が盛んな九州のうち、高性能林
業機械所有台数の多い宮崎県、熊本県、大分県を対象とし
て、アンケート調査を行った。高性能林業機械を導入して
いる素材生産事業体（認定事業体）の、経営状況および高
性能林業機械の導入方法や支払方法、修理費等について設
問し、クロス集計と統計的な分析を行った。

A31 自然災害に対する森林所有者の経営対応とリスク

軽減策

岩木陽平1・尾分達也1・佐藤宣子2

1九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学大学院農学研

究院

これまで、木材価格の低下により立木代がゼロの状況で、
森林所有者の管理意欲の低下と十分に管理されない山林の
増加が指摘され（堺、2003）、近年では境界不明森林の増加
などが森林経営の意欲低下と関連づけて議論されている。
それと同時に、近年自然災害による甚大な被害が全国各地
で起こっており、森林被害をもたらしている。森林所有者
が災害リスクをどのように認識して回避する対応を講じて
いるのか、さらに発災後にどのような経営対応や支援策が
必要かを明らかにすることは森林管理上大きな課題であ
る。
そこで本研究では、森林所有者が自然災害に対してどの

ような経営対応とリスク軽減策を講じるのかどうかを明ら
かにすることを目的とし、2017 年 7月九州北部豪雨で甚大
な被害を受けた大分県日田市において私有林経営者および
日田市森林組合に聞き取り調査を行った。豪雨災害によっ
て土砂崩壊（表層および深層）による立木喪失と林道・作
業道の被害が見られ、下流域に流木被害をもたらした。ま
た、同地域は 1991 年に台風による風害被害を受けた地域
でもある。風害と土砂災害という自然災害の違いを含めて
私有林経営のリスク対応を考察する。
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B1 静岡の中高年における森林散策頻度の変化：

2006∼2007年とその 5年後の比較

森田えみ1,2・川合紗世3・内藤真理子3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・2筑波大学

国際統合睡眠医科学研究機構・3名古屋大学大学院医学系研究科

【目的】高齢化社会では健康への関心が高く、森林の健康
関連分野の利用も期待されている。そのためには、中高年
層での長期的な森林散策のトレンドを把握することも必要
と考えられる。よって、本研究では、中高年集団の約 5 年
間の森林散策頻度の変化と、関連要因を明らかにすること
を目的とした。
【方法】日本多施設共同コーホート研究（J-MICC Study）
静岡地区のベースライン（BL）調査、及び、約 5 年後の 2
次調査に参加し、有効回答をした 3,441人（男性 2,344人、
女性 1,097人、BL 時の平均年齢 52.4±8.5歳。平均追跡期
間 5.3±0.5 年）を解析対象とした。森林散策頻度は質問紙
にて 6群（週 1 回以上∼ほとんど行かない）で回答を求め
た。
【結果及び考察】森林散策頻度が増えていた人は 793人、
不変は 1,760人、減った人は 888人で、頻度は有意に減少
していた（p=0.018）。要因別では、最も関連があったのは
年齢で、70歳以上の群は有意に減少していた。また、女性、
及び、健康状態が悪い人もそれぞれ有意に減少していた。
高齢層では BL時には利用頻度が高かったものの、約 5 年
後には頻度の減少が認められたため、それを考慮した上で
健康関連分野での利用推進を検討していく必要性が示唆さ
れた。

B2 森林のアクセス条件に恵まれた住民の森林に対する

意識

藤原拓摩1・比屋根哲2

1岩手大学農学部・2岩手大学大学院連合農学研究科

森林の多面的機能発揮や林業の持続的な発展のためには
幅広い層の国民の森林への理解が必要であり、国民に対し
て実際の森林体験の機会を増やしていく施策が重要と考え
られる。そのためには、現時点における国民の森林に関す
る意識や利用状況、ニーズ等を把握する必要があるが、国
民の森林に対する意識には地域性があると指摘されている
（菅原、1985）。本研究では地域住民の森林に対する意識調
査・研究事例を蓄積していく取り組みの一環として、森林
の利用条件に恵まれた岩手県滝沢市内の滝沢駅周辺に暮ら
す住民を対象に、森林に対する意識や利用状況、住民と周
囲の森林環境との関係性等を明らかにするアンケート調査
を実施し、その特徴を明らかにすることを目的とした。ア
ンケートは住宅への戸別訪問により配布し、郵送により回
収した。配布数 881、有効回答数 382（43.4%）であった。
調査の結果、林業に対して否定的なイメージを持つ住民

は少数であるが、身近な森林が伐採されることに対しては
回答が「便利になるなら構わない」と「できるだけ少なく
してほしい」に 2極化する傾向がみられる等、いくつかの
特徴が見出された。

B3 近代以降の都内の催事にみる都市公園の社会的位置

付けの変遷

大竹芙実・下村彰男・山本清龍

東京大学大学院農学生命科学研究科

都市公園は変革期にあり、指定管理者制度の導入や公園
の多機能利用の推進など、民間活力を導入し公園に関わる
主体を広げる動きに加え、公園の社会・文化的側面への関
心も高まりつつある。また、そうした変化に応じて、「みど
り」とのふれあいの場としての機能だけでなく、多様な催
事等を通じた地域コミュニティの活性化、地域資源の保全
活用の機能も求められるようになってきている。人々の都
市公園に対する認識やニーズは時代、場所によって異なる
と考えられ、変遷や現状を捉えることが必要である。そこ
で本研究では、都市公園の社会的位置付けの変遷について
催事を通して明らかにするとともに、今後の都市公園の可
能性や相応しいマネジメントの方向性を示すこと、の 2点
を目的として、日比谷公園が開園した 1903 年から 2016 年
までの 114 年間の新聞記事分析、2014-16 年度に実施され
た催事の分析を行った。その結果、終戦の 1945 年頃まで
は国や都が主導して大規模なイベントが開催されていた
が、近年は、民間や地域が主導して多様なイベントが開催
され、新たな賑わいが創出されていた。また、公園に求め
られる役割は、各公園の周辺環境、地域との関わりの歴史
が関係していた。

B4 京都東山北部における白川石の石切道遺構の実態と

利用可能性

張 平星1・深町加津枝2・柴田昌三2

1 京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

京都の東山北部から「白川石」とよばれる造園・建築用
の花崗岩が産出されていた。昭和前期に白川石の採石が禁
止され、その石切道が放棄され崩壊が進んでいる。本研究
は白川石の石切道遺構の経路と地理条件を解明し、登山道
としての利用可能性を検討することを目的とした。
明治 22 年以降の旧版地形図 77枚から白川石の石切道の
記号を抽出し、地形図と GPS を用いて現地調査を行った
結果、白川石の石切道遺構が 3区域で確認された。「瓜生
山」の石切道は白川村から約 0.8km・標高差約 150mであ
り、谷筋の利用が多く、その大半が「京都一周トレイル」
として整備されていた。「音羽川」の石切道は修学院から
約 1km・標高差約 250mであり、その大半が音羽川の砂防
工事の建設により消滅したが、砂防施設の見学ルートが設
けられていた。「四明ヶ岳」の石切道は一乗寺から 4km以
上・標高差約 550mであり、谷筋や傾斜面を変換しながら
利用していた。
「瓜生山」の石切道は到達容易で、「音羽川」の石切道は
川の景色が豊かで、「四明ヶ岳」の石切道は地形利用が多様
で山の景色を楽しめる、といった 3区域のそれぞれの特徴
に基づいて、東山の自然と文化に親しむ登山道の整備が期
待される。
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B5 伊吹山麓の「薬草文化」を支える資源利用の複合形態

嵯峨創平1・深町加津枝2

1 京都大学大学院地球環境学舎・2京都大学大学院地球環境学堂

滋賀県と岐阜県の県境に聳える伊吹山（1,377m）は、古
来から霊山として信仰を集める一方で「薬草の宝庫」と言
われてきた。暖温帯林と温帯林、太平洋側と日本海側の植
生の境界に位置するため 1000 種類を越える豊富な植物が
確認されており固有種も多い。
伊吹山の東山麓に位置する岐阜県揖斐川町の春日地区は
近世から「採薬の村」と呼ばれてきた。伊吹山麓に自生す
る薬草を採取あるいは栽培（半栽培）した薬草を利用して
生活の中で飲用、食用、薬用等に利用してきた。明治時代
から昭和戦前期までは伊吹薬草保護会という組織を持ち滋
賀県側の薬種問屋へ販売することで山村の複合的な生業の
重要な一角となっていた。こうした「薬草文化」と複合し
た山村の生業形態と資源利用の複合形態の変遷について文
献調査およびヒアリング調査によって明らかにすることに
より、現在の山村景観のなり立ちの基礎を考察することを
本発表の目的とする。

B6 砺波平野における今日の屋敷林の構成と利用形態

王聞1・深町加津枝2・奥 敬一3

1 京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂・
3富山大学芸術文化学部

富山県西部に位置する砺波平野では、庄川扇状地を中心
に散村集落が広く分布する。散村集落の屋敷林は、生活の
一部として防災や微気候の改善などの機能を果たし、経済
面では用材としての価値が大きかった。屋敷林は散村の環
境・景観面からも重要な要素と位置付けられているが、昭
和 30 年代後半からの屋敷林の減少により、散村景観が大
きく変化している。本研究では、砺波市内で「散居景観モ
デル事業」の対象集落となっている五郎丸地区を調査対象
地と選定し、今日の屋敷林の構成および利用形態について
の現地調査を行った。外観調査は地区内の 45軒すべてを
対象に、東西南北の 4方向ごとにみた屋敷林の分布状況（面
数、樹高、主な樹種、管理方法など）、庭の利用状況などを
把握した。また、伝統的な屋敷林の形態を保った事例を選
定し、毎木調査を行い、配置図を作成するとともに、屋敷
林の利用・管理状況について聞き取り調査を行った。さら
に、「散居景観モデル事業」など行政施策における屋敷林の
維持のための事業実施状況を把握し、今後の屋敷林の保全
に関わる課題、保全のあり方について検討した。

B7 文化的景観の視覚化装置試論

奥 敬一

富山大学芸術文化学部

地域における人々の生活・生業が生み出す「文化的景観」
は、文化財の新たなカテゴリーに加わってから 10 年以上
が経過し、「重要文化的景観」選定地域も 50 を超えた。こ
うした文化的景観の捉え方は、共通の地域特性を持ったひ
とまとまりの視覚的範囲として設定されたコンテンツであ
ることから、地域づくりへの活用にとっても大きな可能性
をもっていると考えられる。しかし、景観を生み出した駆
動要因である生活・生業の価値を重視し、普段は「見えな
い」部分が強調されることで、かえって来訪者や一般の生
活者にとって景観の価値をわかりにくくしている面も否め
ない。文化的景観の価値を見る人々に伝え、地域に関わる
動機付けを生み出すためには、景観の「直接目に見える部
分」と「直接目に見えない部分」の双方を統合的に視覚化
できる仕掛けが必要とされている。本研究では、そのよう
な視覚的装置について、①眺望・展望地点、②メディアに
引用されるビジュアル、③野外での解説装置、④拡張現
実、の 4種類に整理して、その有効性や計画論を試みたい。

B8 都道府県が管理する保護地域の現状

川端篤志

筑波大学大学院生命環境科学研究科

自然環境保全地域は、自然環境保全法に基づき、人の手
の加わっていない原生の状態が保たれている地域やすぐれ
た自然環境をもった地域の保全を目的として全国に存在
し、自然環境保全地域、原生自然環境保全地域、および各
都道府県が条例により指定している都道府県自然環境保全
地域がある。現在、IUCNの保護地域管理カテゴリリスト
において、原生自然環境保全地域はカテゴリ Ia、自然環境
保全地域はカテゴリ Ib に区分されているが、都道府県自
然環境保全地域は、536 地域すべてがカテゴリⅤに含まれ
ている。我々は、都道府県自然環境保全地域の現状を知る
べく、全国のいくつかの都道府県自然環境保全地域で実地
調査した結果、地域で信仰されている神社や寺の叢林、天
然記念物の生息地など、文化財を中心とした区域を指定し
ている県も少なくなく、保安林や鳥獣保護区と区域が重複
している地域もあることが分かった。保護地域管理カテゴ
リは、自然環境保全地域の管理目的を考慮して区分すべき
である。さらに、各県に管理状況を聞き取り調査した結果、
1970 年代に多くの都道府県自然環境保全地域が指定を受
けて以降、ほとんど管理されていないことも分かった。
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B9 アメリカの国立公園システムにおける IUCN保護地

域管理カテゴリ位置づけ

伊藤太一

筑波大学生命環境系

世界保護地域データベースによると、34075箇所の多様
な保護地域がアメリカでは登録されている。国立公園シス
テム等連邦レベルの保護地域の割合は少ないが、59箇所の
国立公園の内、Ⅱが 39箇所、Ⅴが海景中心に 14箇所、除
外されたホットスプリングスを除く 5箇所は Ib ウィルダ
ネスとしての登録に限定される。同様に 87箇所の国家記
念物においても、Ⅲ指定は 33箇所に留まる。アメリカで
は名称や土地所有、空間特性ではなく管理目的を中心に
IUCNカテゴリを充てたことが理解できる。その一因とし
て、国立公園局等の国家機関ではなく大学や NGO がこの
登録作業をしていたことが考えられる。
なお、カテゴリ Ib はアメリカのNGOが IUCN保護地域

管理カテゴリに導入することを要求したものであり、国立
公園の場合道路沿いの地域を除外したゾーンとして 30箇
所ほど重複指定され、1964 年のウィルダネス法の意図が反
映されている。また、ガバナンスに関しては国立公園等に
おいても NPO との共同管理の保護地域が多く、個人や
NPO によって管理される保護地域も IUCN カテゴリに多
数含まれている。

C1 幼児教育における子どもと森；安心と挑戦をもたら

す環境としての樹木

遠藤知里

常葉大学短期大学部

わが国の幼児教育の方向性を示す「幼稚園教育要領」、
「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」、「保育所保育指
針」等では、子どもにとっての自然との関わりの重要性が
明記されている。戸外遊びや自然体験は偶然や不確実性を
多く含み、その体験プロセスは未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力を育む基礎となると考えられる。
樹木は子どもにとって身近な自然であり、保育の質（子ど
もが心身ともに満たされ豊かに生きることを支える環境や
経験の質）を高める重要な保育環境である。本研究では、
保育内容としての「乳幼児期の戸外遊び・自然体験」に着
目し、「安心して挑戦できる環境要件」の多面的理解を通し
て、自然体験の幼児教育への展開方法を検討することを目
的とした事例検討を行う。静岡市内の S幼稚園を事例と
し、園庭における「木登り」、「ターザンロープ」という素
朴な遊びの観察から、幼児が「繰り返し試す」ことに高い
集中力を発揮する姿、特に次の行動に具体的に繋げていく
力を発達・深化させる姿を発見し、「身体-身体」×「自然-
身体」関係に支えられて子ども自らが身体的思考力・想像
力・創造力を育むプロセスを考察する。

C2 演習林を活用した官学連携による森林環境教育活動

での子どもの行動

杉浦克明1・舟羽克輝1・早川尚吾2・園原和夏1

1 日本大学生物資源科学部・2日本大学大学院生物資源科学研究

科

都市部に住む児童は普段森林に触れる機会は多くない。
そのような中、藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町の 2市 1町で構
成される湘南広域都市行政協議会が主催する湘南エコ
ウェーブという活動がある。その活動は主に子どもに対し
湘南の自然環境を伝えることにあり、その一つに「みんな
で森を知ろう！」という企画がある。その企画は、日本大
学生物資源科学部演習林内で水生生物や朽木に群がる昆虫
を捕まえることで、森林とそこに生息する生物に興味を
持ってもらうことをねらいとしたプログラムである。そこ
で、本研究の目的は、当日撮影した動画を分析し、森林内
での活動において子どもが何に興味をもち、好奇心がどこ
に向くのかを明らかにすると共に効果的なプログラムの開
発に役立てることである。事前に当日の活動範囲に自動撮
影カメラを設置し、子ども行動や言動を記録した。その結
果、発言内容の多くは水生生物や昆虫で、樹木に関する発
言は極めて少なかったことから、子どもの関心は動く対象
物に興味が向きやすいといえる。また、触覚や視覚に関す
る発言が多かったことから、体験活動は子どもの印象に残
りやすいと考えられ、五感を使うことの重要性が示され
た。

C3 早見表を活用した樹木の二酸化炭素固定の授業実践

─小学校での森林教育─

平山大輔

三重大学教育学部

子どもが森林に関心をもち森林の多面的機能や保全の重
要性を理解できるようになるための最初のステップとし
て、小学校での取組みが重要である。本研究は、小学校で
実施可能で、児童が主体的に探求することのできる森林教
育の授業モデルを構築することを目的とし、樹木の二酸化
炭素固定量の教材開発を行った。森林の一次生産力の推定
に従来用いられてきた相対成長式をもとに、幹の周囲長と
対応する二酸化炭素固定量の早見表を、樹木の生活型（常
緑広葉樹、落葉広葉樹、針葉樹）ごとに作成した。また、
この早見表を使って児童が校庭の樹木の二酸化炭素固定量
を調べ、一人当りの一年間の暮らしから排出される二酸化
炭素量と比較することで樹木の働きを学ぶワークシートを
作成した。なお、この早見表とワークシートは、2014 年発
行の三重県の小学校の副読本に掲載された。小学校での実
践として、2016 年 2月に、三重大学教育学部附属小学校 6
年生を対象に授業を行った。同 11月には、三重県総合博
物館への来館者の親子を対象とした実践を行った。事後の
アンケート結果から、どちらの実践でもおおむね高い評価
が得られたことが分かった。
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C4 森林環境学習に取り組む児童のポートフォリオ分析

高橋千尋1・比屋根哲2

1岩手大学農学部・2岩手大学大学院連合農学研究科

小学校教育において、自然体験を通した環境学習は今後
ますます重要になると考えられるが、環境学習が児童に与
える影響について長期的な学習を対象とした事例は少な
く、十分に明らかになっているとは言えない。そこで、本
研究では宮城県東松島市立宮野森小学校の一連の森林環境
学習に参加する 3年生児童を対象に、学習がどのような影
響を与えたのかを明らかにすることを目的として実施し
た。対象とした森林環境学習では、学校林をフィールドの
中心とし、そこで暮らす生物を通して探究的に学ぶことを
ねらいとして、約 1 年を通して生物観察や調べ学習が行わ
れた。本研究は、長期的で多様な学びを明らかにするため、
児童が作成した作文や学習記録等のポートフォリオを中心
に分析した。また、ポートフォリオ分析の結果を補うため、
授業の様子を記録する参与観察調査、担任教諭に児童の様
子を尋ねるヒアリング調査も実施した。調査の結果、多く
の児童は授業や調べ学習で得た自然の知識だけではなく、
探求的な意欲の向上も見られ、授業を通して新たな気づき
や学びを得ていたこと、また、そのような成果がポートフォ
リオ等に表れる時期、要因は児童によって多様であること
がわかった。

C5 少年期の自然体験が森への意識に及ぼす影響 ─異な

る世代へのアンケートより

蒔田明史1・木幡修也1・石沢真貴2

1秋田県立大学生物資源科学部・2秋田大学教育文化学部

近年子供たちを取り巻く環境は大きく変化しており、そ
の変化は子供たちの自然との関わりや自然への認識に大き
な影響を与えている可能性がある。そこで、本研究では、
①現在の小中学生、②その保護者の世代、③高齢世代、の
異なる 3世代に対し、少年期における遊び場所や森に対す
るイメージ等に関するアンケートを行い、少年期の自然体
験が自然に対する意識形成にどう影響しているかを検証し
た。調査は、田園∼山間地域である秋田県五城目町におい
て、①地域の小中学校に依頼して全生徒（411人）と②そ
の保護者、また、③高齢者については地域の健康講座参加
者（98人）を対象におこなった。
その結果、世代を経るに従って少年期の自然体験は明ら
かに減少し、同時に森に対して怖い、危ないといった負の
イメージをもつ者の比率が高くなっていた。しかし、小中
学生でも、自然との関わりの多い子供たちでは 9割近くが
森に好印象を持っていた。
これらの結果をもとに、自然への健全な意識を育むため
にどんな取組が必要かについて考えてみたい。

C6 中学生の森林研究への興味・関心についての分析

柏倉美沙

上尾市立南中学校

森林教育を行う上で、生徒が森林の諸科学の知識を用い
て解決する学習活動を展開するためには、生徒の森林の研
究内容に関する興味・関心を知ることが重要といえる。そ
こで、S県A市の中学 3年生 129名に対して、森林研究に
関する興味・関心について、内閣府が 2011 年 12月に実施
した森林と生活に関する世論調査の項目のうち、森林への
親しみ、森林に期待する働き、森林ボランティア活動への
参加意欲、森林に行く目的の 4 つを調査した。あわせて、
第 129 回日本森林学会大会の 14部門の研究内容を示す文
章を提示して、興味・関心のある研究内容を 3つまで選択
させた。
調査の結果、中学生が森林に求める機能については地球
温暖化防止が最も多く、防災に関する回答が少なかったこ
と、森林ボランティアの活動が「わからない」と答えた生
徒が 2割弱みられたことから、中学校での学習内容や都市
住民としての森林との関わり方が影響していると考えられ
た。中学生が興味・関心を持つ森林研究については動物・
昆虫や風致に関する内容を挙げる者が多く、森林への漠然
としたイメージや学校行事としての宿泊体験学習での活動
内容が影響しているものと考えられた。

C7 生徒自身が森林教育のプログラムを考える取組

小西伴尚

三重中学校・高等学校

平成 13 年に抜本改正された「森林・林業基本法」では、
森林・林業に対する国民の理解を深めることや、教育の為
の森林利用の促進が位置づけられるなど、森林教育が注目
されてきている。しかしながら、学校教育の中ではほとん
ど行われていないのが現状であった。また、次期学習指導
要領では、今までの知識の暗記・再生からの脱却が求めら
れ、主体的・対話的で深い学びの実現に大きく転換する時
期であるため、次期学習指導要領を踏まえた森林教育のプ
ログラムを作成すべきと考えた。プログラム作成の為の事
前調査として、森林教育に対して主体的な生徒に対して、
主体的になった理由を調べたところ、イベントを企画する
ことの良さが明らかになった。そこで、人工林に関する森
林教育のプログラムを三重中学校科学技術部の生徒自身が
考える企画を考え実施した。発表では、作成したプログラ
ムとその意図および作成者の変容、そして、そのプログラ
ムを実際体験した生徒の変容について報告する。その中
で、今回の場合、作成者・体験した生徒ともに成長がうか
がえたが、森林プログラムを作るには知識が多く必要であ
り、支援が必要なことが示唆された。
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C8 高校生を対象とした森林の保水力実験に関する授業

実践

東原貴志1・蔵治光一郎2・井上真理子3・大谷 忠4・荒木祐二5・

伊神裕司6・渡邉英二7

1上越教育大学大学院学校教育研究科・2東京大学大学院農学生

命科学研究科附属演習林企画部・3（国研）森林機構 森林総合研究

所多摩森林科学園・4東京学芸大学自然科学系・5埼玉大学教育学

部・6（国研）森林機構 森林総合研究所木材加工・特性研究領域・7

千葉県立君津青葉高等学校

高等学校農業科の科目である「森林科学」では、森林の
育成、保全と木材の生産について学習する。この科目では
最初に、水資源の涵養や生物多様性の保全をはじめとする
多面的な森林の機能を維持するための森林科学の意義を扱
うため、初学者に対する指導に適した教材が必要とされる。
本研究では、この科目を初めて学習する高校生を対象とし
た人工林調査と人工降雨実験の教材を開発した。2017 年 6
月に高校 2 年生 15名を対象とし、スポンジを用いた吸水
力実験、人工降雨装置の組み立て、人工林の混み具合調査、
人工降雨実験で構成される授業実践を行った。
教材はほとんどが 100円ショップで購入できる物品で構
成され、高校生でも比較的容易に準備、作製できた。保水
力の実験では計算手順がやや複雑で、計算ミスをしたり、
実験手順を指示通りにできなかったりする生徒がみられ
た。人工林における調査ならびに実験では、森の地表面に
水が浸み込んだり、地表面を水が流出したりする様子につ
いて興味を持ってよく観察しており、教科書に書かれてい
る水資源の涵養や緑のダムなどの言葉の意味を少なからず
理解できたのではないかと考えられた。

C9 総合学科高校における森林教育の実践

安藤 愛

筑波大学附属坂戸高等学校

総合学科高校における森林教育について、井上・大石
（2007）は「総合学科における森林・林業教育が今後それを
一般向けに広めていく方向性を示す」としており、教育現
場の実践報告が必要である一方、杉浦（2015）は高校生を
対象にした実践例の少なさをあげている。しかし、森林教
育は近年重視されているアクティブラーニングの要素を持
つものと考えられ、今後さらに教育現場において実践され
ていくと予想される。そこで、本研究では総合学科高校に
おける森林教育の実践報告と生徒の実習記録および参与観
察からその現状を把握した。対象は筑波大学坂戸高等学校
とし、科目は専門等の受講生を制限のない「自由選択科目」
とした。屋外での授業展開として「わたしの木」等の体験
的要素を取り入れた実践から考察を行った。さらに、屋内
での授業展開としては映画「WOOD JOB！∼神去なあな
あ日常∼」を題材としたロールプレイを取り上げた。特に
当映画は林野庁が実施している「緑の雇用」がモデルであ
り、一般向けに林業や木材への関心を高めるきっかけとし
て注目されていたが、高校生を対象とした森林教育の教材
として期待される効果について考察をした。

C10 新潟大学演習林における森林環境教育

崎尾 均・本間航介・阿部晴恵・菅 尚子

新潟大学農学部附属フィールド科学教育研究センター佐渡ステー

ション

森林環境教育を行う上で、あつかう森林の多様性が高い
ことは大きな利点である。新潟大学演習林は新潟県佐渡島
の大佐渡山地の尾根上に位置しており、スギ・ヒノキアス
ナロや広葉樹の天然林、二次林やスギ人工林など異なる種
類の森林がモザイク状に分布している。また、尾根や渓流、
湿地など地形も変化に富んでおり、植物種の多様性も高い。
冬に北西の季節風が卓越する尾根沿いには自然草原や牛の
林間放牧が行われていた半自然草地も分布している。その
上、森林から海までの生態系が河川を通して、わずか数
kmでつながっており、森里海の関係を学ぶ上でも最適な
環境にある。大学生の実習や社会人研修において、このよ
うな多様なタイプの森林や草地が一定の地域に集中してい
ることは、これらの構造や生物多様性を比較する上で、非
常に効率的で環境教育の場として優れていると考えられ
る。育林や林道を扱う林業実習においては、スギ人工林を
集中的に利用することが多いが、農学部の基礎的実習や他
大学の共同利用実習、社会人研修においては、様々な生態
系を総合的に学ぶことによって、幅広く生態系の仕組みを
理解できると考えられる。

C11 市町村林務行政に関わる森林管理技術者の再教育

の必要性

枚田邦宏1・奥山洋一郎1・田村典江2

1鹿児島大学農学部・2総合地球環境学研究所

伐採届の受理、森林経営計画の認定をはじめ、地域の森
林・林業において、市町村の林務の仕事が取り組まれてき
た。とりわけ、森林・林業再生プラン以降、市町村森林整
備計画の内容を充実等、単に書類を受理・認定するだけで
なく、構想に基づき地域の森林・林業振興の主体者として
機能することが求められている。しかし、実態としては市
町村の林務に森林管理技術者配属されておらず、求められ
る仕事のみが増加する状況である。既存の研究において
は、地方自治体の林務行政については財政状況等の分析が
あるが、森林管理技術者の配置、人材育成の面からの取り
組みはあまり行われていない。
本研究では、市町村の林務行政の取り組みが盛んな豊田
市の活動等の聞き取り調査に基づき、林務担当職員に求め
られていることを整理し、仕事を実行する上で必要な能力
とそのための再教育の内容、具体的に再教育を行う場合の
教育研修の場としての既存の教育組織の取り組み可能性に
ついて検討する。
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C12 旭川市東旭川における高齢者参加型地域資源マッ

プ製作の効果と課題

青柳かつら

北海道博物館

【目的】近年、人口減少や超高齢社会対策は全国の自治体
に共通する課題となっている。地域資源の活用と高齢者福
祉に資する地域学習プログラムの開発という着眼から、地
域資源マップを製作し、この効果と課題を明らかにするこ
とを目的とした。【方法】2016 年 3月より、旭川兵村記念
館友の会有志（10名）による地域資源マップ製作にファシ
リテーターとして参画し、製作過程を参与観察した。マッ
プ校了時（製作者対象）とマップを普及する報告会時（参
加者対象）に、マップの効果をたずねるアンケートを実施
した。【結果】既存の学習成果の活用と製作の役割分担が
うまく機能し、参加型会議・行事計 12 回によって、9ヵ月
でマップを完成できた。アンケートでは、製作者に、知識
の獲得や地域の魅力の再発見といった学習効果が認めら
れ、文化伝承への意欲の形成という製作目的も達成できた。
また、報告会では、製作者による見どころ紹介もあり、参
加者に面白さが伝わり、文化伝承への意欲が共有できた。
人材確保に影響を与えてしまう、成員が高齢者であること
の困難を超え、地域の他団体との連携を深め、マップの活
用と地域学習を継続化させることが課題である。

C13 植樹の体験学習及び自然環境享受権に基づく森林

での生涯学習に関する研究

神前佳毅

京都大学大学院地球環境学舎

森林教育の効果を高めるためには、義務教育の期間内、
特に初等教育の段階における実地体験学習を中心とした教
育を普及させることが望ましい。幼少期の体験学習が、成
長後の価値観や行動規範に与える影響は計り知れないから
である。しかし、多くの人々はそれぞれの人生において、
在学期間よりも長い間働き、家庭等を守り、さらには余暇
を過ごすこととなる。そこで、学校卒業後でも森林の重要
性について学ぶことのできる生涯学習の機会を作り、一生
継続することのできる森林教育を普及させる方法はないだ
ろうか、この点について考察したいと思う。本発表では、
ブータン国内の学校で実施される植樹体験学習と、北欧諸
国の慣習法として発展した自然環境享受権の二点に焦点を
当てつつ、Ⅰ．ブータンにおける植樹実地体験学習を中心
とした森林教育の制度及び実地調査の内容、Ⅱ．北欧諸国
における自然環境享受権の定義及び制度的枠組み、Ⅲ．
フィンランドにおける森林博物館と国立公園での実地調査
の内容、最後にこれらの内容を踏まえたうえで、Ⅳ．世界
中の人々が地球規模で行うことのできる森林に関する生涯
学習の可能性と展望、の四項目について述べることとする。

C14 津波災害の伝承の方法論に関する一考察

山本清龍

東京大学大学院農学生命科学研究科

数十年、数百年に一度の頻度で発生する危険事象につい
ては、いかに次の世代へ伝えるのか、すなわち、伝承の方
法論が一つの課題である。津波災害から 5年後に完全復興
を宣言した奥尻島では、可能な限り早期の復旧、復興を目
指したため震災遺構の保存は図られなかったと言われる。
一方、東日本大震災では、国の交付金により一つの自治体
につき一つずつ遺構を保存できることになったが、「見る
のがつらい」と解体を求める遺族の声もあり、実際には自
治体からの申請が少ないという現状もある。それゆえ、危
険事象とその結果として起きる災害をどのように伝えるべ
きか、震災遺構の役割を含めて検討しておく必要がある。
そこで、本研究では、危険事象の一つとして津波を取り上
げ、震災遺構、語り部を含めて、津波災害の伝承の方法論
について論じ考察することとした。研究方法は文献調査、
ヒアリング調査、アンケート調査である。論考から、震災
遺構には防災意識を高める役割を持つ可能性があり、防災
学習時の緊張感や臨場感を強化することが考えられた。ま
た、震災遺構がなくとも、住民、語り部との交流が同様の
効果を生起させる可能性が示唆された。

C15 東日本大震災を経験した子どもたちの作文のテキ

スト分析

比屋根哲

岩手大学大学院連合農学研究科

東日本大震災を経験した子どもたちは、その当時、森林
等の自然をどのように感じていたのか。また、大震災後の
復興の過程で地域の自然景観が変貌していくことに何を感
じていたのか。本研究は、研究倫理の観点からも子どもた
ちに直接尋ねることができないこの課題に迫るため、東日
本大震災を直接的あるいは間接的なテーマとして作成した
テキストの内容を分析することにより、その一端の解明を
試みたものである。対象としたテキストデータは、岩手県
久慈市から山田町に至る岩手県沿岸北部で東日本大震災に
より津波の被害を受けた地域に位置する小学校 5校、中学
校 4校の児童・生徒が作成し、文集等に掲載された感想文
や作文等である。分析にあたっては、子ども 1名の作文に
つき、作文の総文字数、総文章数、うち自然を表す単語を
含む文章数と自然がどのような文脈で描写されているか、
その特徴を把握した。調査の結果、たとえば、海→人命を
奪う→悲しい、という感情を含む記述がある一方、復興→
裏山→削られる、という感情や評価のない状況のみを表す
記述等、個々の児童・生徒が体験した内容によって、様々
な自然を表す単語を含む文脈のパターンが確認された。
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C16 森林組合職員を対象とした森林環境教育の実践

大島順子

琉球大学観光産業科学部

国民の森林に対する興味・関心の変化は、森林本来が持
つ多面的機能に気づき、積極的に享受するようになったこ
とにある。ところが、林業現場の多くはその社会的変化に
順応できていない現状がある。沖縄やんばるにおける森林
組合等の林業技術者に対する教育は、仕事をする中で森林
施業に必要な技術を身につけ、経験を積み上げていくこと
が主であった。しかしながら、現在の森林・林業をめぐる
情勢変化にあって、現場の技術者に必要とされるものは、
技術の基になる森林・林業の専門知識や木材生産向上につ
ながる技術の習得だけではないだろう。特に、国立公園エ
リアや世界自然遺産登録地周辺等で施業を行う林業者は、
様々なレベルで市民が森林に期待する価値観を理解しつ
つ、当該地域における森林施業の仕組みや自分たちが置か
れている立場等を客観的にわかりやすく伝えるコミュニ
ケーション能力が必要とされている。また、現場で作業す
る強みを活かした内容を素材とし、見える化していく意識
改革も有効であろう。本報告では、大学の公開講座で森林
組合の技術者と連携しながら自らも学習者とする成人の学
習という視点から実施している森林環境教育の成果につい
て、議論を深める。

C17 森林教育活動を実践するための手引きの内容の検

討：実施体制を中心に

井上真理子・大石康彦

（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園

木育や環境教育に関わる森林教育の活動をさらに進める
には、森林・林業分野の関係者に加え、教育活動を行う教
員や実践者などとの協力を図り、活動の実践を増やすこと
が求められる。学校教育では、活動が推進されている自然
体験活動を行うために指導者向けテキストが開発されてい
る。テキストには、活動の意義、学校教育との関わりなど
の理論と、具体的なプログラムの企画立案や指導法、活動
や安全管理に関する技術が含まれている。自然体験活動を
参考に、既往の研究成果から、森林教育の活動を実践する
ための手引きの内容を検討した。森林教育では、目的、活
動の内容、発達段階にもとづいた活動が整理されており、
さまざまな体験活動のプログラムで学校教育の教育課程と
の関わりが言及されている。指導法や安全管理は、野外で
の活動には自然体験活動の内容も援用できる。また、プロ
グラムの企画・立案では、学校の実践事例をもとに、森林
体験活動の実施プロセスと、活動の構成要素（6W2H：目
的、内容、時期、場所、学習者、指導者、方法、費用）が
挙げられているが、幅広い内容を含む森林教育の活動の実
践には、さらに実施体制の体系的な整理が必要といえる。

C18 森林教育に必要なもの

中島 皇

京都大学フィールド科学教育研究センター

昨年の森林学会鹿児島大会で森林教育関係の部門が認め
られることになり、今大会（129 回）から一般発表部門に
「教育」が新設されることになった。このことは教育部門
の関係者による努力は勿論ではあるが、一般社会において
も森林教育という言葉が市民権を得られているように思わ
れる。そしてそれが森林環境教育ではないところに大きな
意味があると考えている。CSR（企業の社会的責任）が取
り上げられ、現代社会の環境への負荷が問題視されてきた。
環境の一つの代表が森林と見なされていた時期からは一歩
進み、森林そのものを正しく理解しようとする気運が生ま
れていることを意味している。
さてこの森林教育にとって何が必要か？これまでの発
表においても指摘してきたが、①時間の感覚がわかる要素
と②実物を体感できる要素は不可欠であろう。この他に
は、③教える側と教わる側の要素。④人間が中心か森林
が中心かの要素。⑤動物が中心か植物が中心かの要素な
どが思い浮かぶ。今回は森林技術教育─森林人間教育と森
林自然教育─森林真理教育について言葉及びその言葉の定
義も含めて議論を深めることを目的とした話題提供を行い
たい。（連絡先：tnakashi@kais.kyoto-u.ac.jp）

C19 森林環境教育とアクティブラーニング

井倉洋二

鹿児島大学農学部附属演習林

2017 年 3月に告示された新学習指導要領では、「主体的・
対話的で深い学び」という表現でアクティブラーニングを
推進することを明示しており、その主な改善事項の一つに
「体験活動の充実」も挙げられている。自然体験活動推進
協議会（CONE）では、2017 年に開催した全国フォーラム
のテーマに「自然体験活動とアクティブラーニング」とい
う表現を入れ、自然体験が持つアクティブラーニングとし
ての効果についての議論が行っている。森林環境教育では
森林での直接体験を伴う学びのスタイルが一般的であり、
アクティブラーニングとして位置づけることができる。小
学校∼高校教育だけでなく大学教育においても、自然の中
での体験活動には主体性や対話性を育む要素があると考え
られる。
本報告では、大学生を対象として鹿児島大学演習林で実
施しているAL型授業「森・ひと・体験」を紹介し、そのプ
ログラムの構造と、その中で受講生がどのように主体性や
対話性を引き出されていったのかという点に焦点をあて、
レポートやアンケート内容をもとに考察する。
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C20 電源・情報インフラのない森林での定点撮影・録音

による体験の補完と拡張

中村和彦1・大塚啓太2・藤原章雄3・小林博樹1・斎藤 馨2・瀬崎

薫1

1 東京大学空間情報科学研究センター・2東京大学大学院新領域

創成科学研究科・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習

林富士癒しの森研究所

森林環境教育では、体験活動が重要視される一方で、森
林動態や気候変動など長時間規模の事象を扱うことも望ま
れるが、両者を一連の内容として繋ぐ教育方法の開発は十
分でない。東京大学秩父演習林では、1995 年 10月より自
動撮影カメラ・マイクを用いた定点撮影・録音が継続され
ており、この画像音声アーカイブによる教材を秩父演習林
において体験活動を行った学習者に提示することで、体験
活動と長時間規模の事象とを繋ぐことを試みた。関東圏か
ら希望者を募り、夏休み期間中の 2016 年 8 月 19 日（金曜
日）に中学生 14名を対象に上記をねらいとする教育プロ
グラムを実施した。当日は午前 10 時に西武秩父駅に集合
とし、そこからマイクロバスで 1時間ほどかけて演習林ま
で移動して、自動撮影カメラ・マイク地点において 45分間
程度の自然観察を行った。その後、近隣の演習林講義室に
移動し、同地点の画像音声アーカイブによる教材を用いた
演習を 45分間程度行った。プログラム実施後のアンケー
トからは、参加生徒らが生物季節（フェノロジー）に興味
を持てたことや、同プログラムの内容を夏休みの宿題とし
て活用することを検討していることなどが把握された。

C21 森林教育の来し方行く末 ─森林教育研究の展望─

大石康彦・井上真理子

（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園

森林教育は、学校教育（フォーマル教育）と社会教育（ノ
ンフォーマル教育）に加え、社会生活における非組織的な
教育（インフォーマル教育）においても行われている。森
林教育は、初期人類から近代以前まで日常生活や生業にお
ける森林との関わりについてのインフォーマル教育であっ
たが、近代以降には学校教育や社会教育の発展とともに飛
躍的に発展した。森林教育は、森のようちえんや自然学校
の興隆、ESDへの取り組みなどの動きから、さらなる発展
が予想される。一方、森林教育の主軸をなしてきた高校や
大学における専門教育が解体の危機に瀕し、小中学校にお
ける一般教育は未確立のまま、といった重大な問題をかか
えている。こうしたなかで森林教育研究には、実践の現場
や組織、地域社会における諸事象（施設、フィールド、事
業、プログラム、対象者、担い手、安全、行政等）のみな
らず、森林教育を支える概念や歴史など広範なテーマをと
らえることによって、森林教育のさらなる発展に寄与する
ことが求められている。したがって、これからの森林教育
研究には、量的研究法、質的研究法、混合研究法など各種
の研究手法を駆使していく必要がある。

D11 GNSS測量における位置誤差と面積誤差との関係

松岡真如1・川上利次2・高野一隆2・上津原太一3・木村 穣4

1 高知大学自然科学系農学部門・2日本森林林業振興会高知支部・
3高知大学農林海洋科学部・4林野庁森林整備部

GNSS（Global Navigation Satellite System）で取得した
位置には常に誤差が含まれる。では、位置から計算した面
積にはどれくらいの誤差が含まれるだろうか。この研究で
は、位置座標から計算された面積について、位置誤差と面
積誤差との関係を確率論と数値実験によって解析した。確
率論的解析では、座標から面積を算出するための座標法に、
測量で用いられる誤差伝播の法則を適用することで、座標
とその標準偏差から面積の標準偏差を計算する式を導出し
た。数値実験では、様々な形状や大きさを持つ多角形を用
いて、位置誤差を与えた座標からの面積計算を繰り返し、
面積の標準偏差の実測値と理論値とを比較した。また、真
の座標の代わりに、誤差を含む座標を使って求めた面積の
標準偏差について、実測値との比較によって近似のあては
まりの良さを評価した。その結果、実測値と理論値との差
は、誤差率で−1.5∼+1.0%程度、実測値と近似値との差
は、誤差率で−3.5∼+4.5%程度であった。これらの解析
を通じて、GNSS で取得した面積の精度評価の指標として、
座標と位置誤差から計算した面積の標準偏差の近似値を使
用することを提案したい。

D12 RTK測量を用いた UAVによる森林計測精度の向

上

米 康充・下分淳矢・青木千咲

島根大学生物資源科学部

UAVを用いて測量を行うためには、対空標識を設置し
て GCP とする必要があるが、森林計測においては対空標
識を置くことが困難であり、このことが作業効率や精度低
下の原因となっている。その解決のためには、UAVのカ
メラ座標や姿勢といった、外部標定要素を正確に取得でき
れば、対空標識を省略することができる。しかし、正確な
計測のためには精度の良いGPS/IMUが必要となり、一般
的な民生用UAVを使う様な用途では本体より高価である
など、その導入が困難である。そこで本研究では、安価な
RTK/GNSSキットを民生用 UAV へ導入することで、対
空標識無しでのUAV測量精度向上の方法を検討し、その
精度を明かにすることを目的とした。
RTK/GNSSキットは 2個一組で使用し、1個はUAVに
固定、もう一個は地上基準点に設置した。地上基準点はあ
らかじめ GNSS を用いて静止測量にて座標を計測した。
地上には既知点を設置し、UAVにて上空から撮影を行っ
た。撮影画像に、RTK/GNSS によって計測した座標を付
与し、SfM処理することで、3Dモデルを作成し、既知点の
計測を行いその精度検証を行った。
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D13 UAVを用いた作業道の測量と造林地の周囲測量法

青木千咲・下分淳矢・米 康充

島根大学生物資源科学部

森林作業において、作業道測量や造林地の周囲測量は必
須であるが、その測量には多大な時間・経費・労力が生じ
る。これらを削減し、快適に作業を行える環境を整えるこ
とは、持続的に森林管理を行うためにも必要不可欠である。
そこで本研究では今後の測量の簡略化を図ることを目的
に、UAVを用いた作業道測量や造林地の周囲測量を行い、
その精度検証を行った。さらに、森林測量という用途にお
いて許容される誤差の考察を行う。
精度を検証するために、まずは条件の良い皆伐跡の造林
地においてUAVで上空から撮影した写真を基に、SfMを
用いて 3Dモデルおよび DSM を作成した。また、地上で
はコンパスやトータルステーションを用いて作業道の路線
上および造林地の周囲の杭位置の測量を行った。GIS 上で
測量座標と DSMを重ね合わせ、その誤差を測定した。次
に、作業道開設後の測量を想定し、伐採前の林地において
作業道の路線測量についても同様の計測を行った。一方、
現状の森林行政における測量検査業務での許容精度を検証
し、UAVによる計測が検査に耐えうるものかどうかにつ
いて考察を行う。

D14 過去の航空写真を用いた樹高成長量の定量的評価

蝦名益仁

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場

近年、UAS（Unmanned Aerial System）の一般化によ
り、空撮した連続写真を SfM処理することで三次元デー
タを作成し、三次元データから森林情報の詳細かつ広域な
把握をすることが試みられている。また、地形学の分野で
は、過去の航空写真を SfM処理することで、地形の時系列
変化を定量的に捉えることが試みられている。本研究で
は、過去に航空機によって撮影された連続写真を SfM処
理することにより三次元データを作成し、三次元データか
ら DCM を作成した。また、DCM の時系列変化から樹高
（冠）成長量を求めた。特に、人工林において樹高は地位を
表すといわれている。そのため、高解像度で樹高生長量を
定量化することで、高解像度の地位を求めるための、基礎
データとして利用することが可能である。
本研究は、北海道上川南部ペーパン地区の道有林を対象
に行った。過去の航空写真は北海道上川総合振興局南部森
林室より 1962 年から 1997 年までに撮影されたものを借用
し、大判スキャナーで電子化した。電子化したデータは書
き込みや外枠をマスク処理した後、SfM処理により三次元
化を行った。また、DCMは南部森林室の固定成測地デー
タを使用し精度検証を行った。

D15 ドローンと航空レーザを組合せた間伐前と間伐後

の森林資源調査

張 桂安・加藤正人

信州大学山岳科学研究所

ドローンレーザによる森林資源の把握は近年提案された
が、値段が高いため、普及するには難しい。そこで、筆者
はドローンレーザの代わりに、普及型ドローンを用いた森
林資源の把握を提案する。普及型ドローンは画像しか撮ら
ないので、森林内の地形データが取れないため、他の地形
データが必要となる。本研究は航空レーザデータを使用し
た。解析手順として先ず航空レーザデータの DEM とド
ローンデータの DSM を作成し、差分で DCHM を作成す
る。次に、DCHMデータを元に樹頂点を抽出し、樹頂点を
中心にWatershed 法で樹冠を抽出し、樹冠内の一番高い
点から樹高を計算する。画像データなので、立木の DBH
を実測できないため、樹高からの推定となる。本研究は樹
高解析済みのデータから、一番高い立木、平均的な樹高を
持つ立木、一番低い立木を、それぞれ 10 本選択し、GNSS
のナビゲーションで現地に立木を特定し、DBH を測定し
た。実証地で TLS解析結果と比較すると、本研究の本数
抽出率が 100% となり、林分の平均 DBH推定値は誤差 2
cm 以内に抑えられた。なお、間伐後の林分で再度ドロー
ン撮影を行えば、本数間伐率も材積間伐率も簡単に計算で
きる。

D16 Detection of thinning trees using UAV laser

data

DENG, SONGQIU1・Katoh, Masato1・Takenaka, Yuki1・

Cheung, Kwai on1・Horisawa, Masahiko2・Nanto, Hiroshi2

1 Institute of Mountain Science, Shinshu University・
2Jforest-kitashinshu

Smart precision forestry has been paid increasing
attention in recent years. Precision forestry is mainly
composed of accurate individual tree delineation, harvest
tree selection and cut tree detection. This research shows
a case study including the above three steps using the
UAV laser scanning. The test site was located at a
Karamatsu (Larix kaempferi) plantation of 50 years old.
The UAV laser data were collected on May 30, 2017 before
harvest. Then, the individual trees were extracted from
the point cloud data using the ITD (individual tree
detection) method. Next, the thinning trees were selected
based on the distance of the trees, terrain slope and stem
diameter. Tree harvest was conducted in September, 2017.
And the forest was scanned again on October 11, 2017
after thinning. The reserved trees were extracted using
the same method. Finally, the harvested trees were
detected by comparing the two datasets before and after
thinning.
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D17 UAVを用いた陽樹冠計測と陽樹冠による間伐の指

針の検討

音無亮太・髙橋絵里奈・米 康充

島根大学生物資源科学部

近年、日本ではスギの人工林の多くが 50 年生以降の壮
齢林となっており、伐期が延長されている。今後は間伐不
足で高齢となるスギ人工林が増加することが考えられる。
例えば吉野林業などの長伐期施業を行っている地域などで
は陽樹冠量を基準として単木的な間伐が可能であるとされ
ている（高橋 2007）。伐期が延長され高齢になったスギ人
工林においては、有用な間伐の指針は明確となっていない。
杉谷（2015）は陽樹冠底面積は DBHや年平均 DBH成長量
との相関が高いということを明らかにしており、陽樹冠底
面積が密度管理に有用な指標となる可能性が高いとしてい
る。さらに米・高橋（2017）はUAVを用いた陽樹冠計測
手法の開発を行い、UAVによる抽出陽樹冠底面積と成長
量には相関があることを明らかにし、間伐選木の指標とな
る可能性があるとしている。これらのことからUAVによ
る空撮画像を利用し、GIS 上に陽樹冠を表示することで選
木を行うことが可能ではないかと考えた。そこで本研究で
は、陽樹冠の自動抽出を行い、抽出した陽樹冠による選木
について検討する。

D18 ALSを利用したエコトープ別平均樹高の解析と推

定 ─京丹波町スギ人工林─

塩田廣美・田中和博・長島啓子・美濃羽靖

京都府立大学大学院生命環境科学研究科

京都府京丹波町では、2014 年 10月に取得したALSデー
タを森林資源管理に利用している。京丹波森林組合では、
この森林資源管理データを活用し、森林の現状と将来のあ
るべき姿を可視化して森林所有者に提供し、より良い森林
への誘導活動に役立てている。本研究では、京丹波町全域
について ALS データから 25m メッシュの DTM を作成
し、DTMから得られる標高・傾斜角・斜面方位・斜面形
状・集水域積算と地質図を結合して、エコトープを作成し
コードを割り当てた。また、京丹波町内のスギ人工林を対
象とした DCHMより、局所最大値フィルター法を用いた
樹木の自動抽出ならびに同時に自動計測される樹高から平
均樹高を求め、エコトープコードと平均樹高との間の関係
性について解析した。
また、出現頻度が多いエコトープコードについて、林齢
から平均樹高の推定が可能かどうかの検討も行った。この
場合、近畿・中国地方のスギ長伐期林分の実態解析で求め
られたミッチャーリッヒの樹高成長曲線式のパラメータを
参考にして、エコトープ毎に樹高成長曲線のパラメータを
推定し、その適否について検討した。

D19 航空レーザデータによる材積推定式の互換性：岐阜

県郡上市と高山市の事例

粟屋善雄1・日置欽昭2・川口晋平3

1岐阜大学流域圏科学研究センター・2郡上市役所農林水産部林

務課・3岐阜県林政部林政課

近年、人工林が成熟して伐期に達したことや森林簿情報
の信頼性が低いことから、広域で材積を正確に把握するこ
とが求められている。航空レーザ測量のデータは位置座標
の測定精度が高く、林木の樹冠の情報を正確に描写し、そ
のデータから高精度で材積を推定できる。一方、植栽密度
や施業履歴によって林分の構造に違いが生じるため、樹冠
高と林分材積の関係が変化して広域では材積の推定モデル
に互換性がないことが危惧される。そこで岐阜県郡上市の
森林を対象に、スギとヒノキの樹種別に航空レーザデータ
による林分材積の推定モデルを作成して、岐阜県高山市の
森林に適用した。その結果、高山市での材積の推定結果は
両樹種とも良好であることを確認した。回帰分析によって
材積推定モデルを調整するにあたり、メッシュの樹冠高
データを利用してレーザデータの点密度の違いの影響を軽
減することを意図した。また、樹種別にモデルを作成した
ことと樹冠率を考慮したことによって、材積推定モデルは
林相の違いの影響を軽減して林分材積を推定することがで
き、他地域への適用が可能になったと考えられた。

D20 PROSPECT-Dを用いた落葉広葉樹の生化学特性

の評価

薗部 礼・王 権

静岡大学農学部

葉の生化学特性の計測には、従来、可視・紫外分光法や
高速液体クロマトグラフィーが用いられてきた。しかし、
これらの手法は計測時に破壊を伴うため、同一の個葉を対
象とした連続観測には使用できない。一方、ハイパースペ
クトルリモートセンシングは、同一個葉を対象とした生化
学特性の時系列変化を捉えるうえで有効な手法を提供して
おり、生態学分野への応用が期待されている。
リーフケールにおける分光反射特性を表現する代表的な
放射伝達モデルとして、PROSPECTモデルがあり、特に、
最新バージョンである PROSPECT-Dはカロテノイド含量
の推定能力が向上した。本研究では、オンラインで公開さ
れている 2 種類のデータセット（LOPEX及び ANGERS）
に、我々が新潟県苗場山及び静岡大学農学部南アルプス
フィールド（中川根）にて計測したデータセットを加え、
落葉広葉樹を対象に本モデルによる生化学特性の推定能力
を評価した。
本モデルの inversion による推定結果を、モデルのキャ

リブレーションに使用していない test data を用いて評価
すると、RMS誤差はクロロフィル含量、カロテノイド含量
それぞれに対して、15.3 g/m2、5.1 g/m2 であった。
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D21 落葉樹開葉前に撮影したUAV空中写真を用いた常

緑広葉樹の抽出

村上拓彦1・折笠 航1・望月翔太2

1新潟大学農学部・2新潟大学大学院自然科学研究科

現在、マツ枯れ被害が深刻な海岸林において、常緑広葉
樹の存在が注目されている。シロダモ、タブノキなどの高
木性常緑広葉樹に対し、クロマツに代わり防風・防砂の機
能が期待されている。今後の海岸林管理を考えた場合、常
緑広葉樹に関する情報を収集することは大変有意義といえ
る。本研究の目的は、UAV空中写真と SfMソフトを利用
した海岸林の現況の把握である。今回、UAV空中写真か
ら出力した点群データを利用して単木ベースの樹高推定を
行った。さらに、オルソフォトを使用しオブジェクトベー
ス画像分類による樹種分類を試みた。プラットフォームは
αUAV（アミューズワンセルフ社）であり、搭載カメラに
は Panasonic 社の DMC-GX7 を用いた。2017 年 4月 5 日
に対地高度 100m で撮影した合計 1151枚の空中写真を解
析に使用した。今回、落葉樹が開葉する前に撮影すること
によって常緑樹のみの情報を取得した点が特徴的である。
Pix4Dmapper を用いて、ステレオペア画像から点群を生
成し、DSM、DTM、オルソフォトに加工した。DSM、
DTMを用いてシロダモ、タブノキ、ネズミモチ、クロマツ
を対象に樹高推定を試みた。また、オブジェクトベース画
像分類から単木レベルの樹種分類を試みた。

D22 UAVを用いた松くい虫被害の単木レベルでの判別

星川健史1・加藤 徹1・猿田けい1・山本一清2

1 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター・2名古屋大学大

学院生命農学研究科

静岡県浜松市南区米津町のクロマツ海岸林 0.9 ha におい
て小型無人航空機に搭載したマルチスペクトルカメラで得
られた空中写真を写真測量ソフトによりオルソ画像を得
た。RGB カラー画像からはクロマツの樹冠の形状がほぼ
個体単位で確認できた。また、針葉が褐色に変色して枯死
した個体は確認できたが、針葉が退色した衰弱個体は確認
しづらかった。そこで、マルチスペクトル画像から植生指
標を計算し RGB カラー画像と合成して枯死・衰弱木の目
視判読を行った。
判読した枯死・衰弱個体を現地調査で確認したところ、

全ての枯死・衰弱個体を漏れなく確認できていた一方、黄
葉したツタ類が絡まった個体を衰弱個体と誤って判読して
いた。

D23 森林被害地マッピングのための変化地検出法

齋藤英樹1・細田和男1・高橋正義2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林管理研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所森林災害・被害研究拠点

森林被害地の調査では、道路状況により調査可能な範囲
が制限され、またヘリコプターでの調査は大規模な被害が
発生したときに限られるなどの制限がある。一方で近年ラ
ンドサット衛星画像は無償で提供されるようになり、また
データ処理レベルも大気補正済み反射率データや雲マスク
などが同時に提供されるなど利便性が高まっている。本研
究では、時系列のランドサットデータから変化点を検出す
る手法を開発し、鹿児島県において発生した台風被害地検
出に適用した。その結果、他の変化との誤認もあるが森林
被害地を検出可能であることが明らかとなった。

D24 Evaluating the Relationship between Environ-

mental Factors and Forest Cover Changes in

Zeya State Nature Reserve, Russia

Khatancharoen, Chulabush1・TSUYUKI, Satoshi1・WADA,

Naoya2・SUGIURA, Konosuke2・SEINO, Tatsuyuki3・BRYANIN,

Semyon V.4・Borisova, Irina G.4・LISOVSKII, Viktor V.5

1Graduate School of Agricultural and Life Sciences, The

University of Tokyo・2Center for Far Eastern Studies,

University of Toyama・3Faculty of Life and Environmental

Sciences, University of Tsukuba・4 Institute of Geology

and Nature Management, Far East Branch of RAS,

Russian Academy of Sciences, Blagoveschensk, Russia・
5Zeya State Nature Reserve, Zeya, Russia

Frequent wildfire, logging, and other human-induced
disturbances have been found continuously throughout
decades in the Russian Far East. However, the impacts of
environmental factors, such as, topography or distances
from human infrastructure around nature reserve have
not been well studied. Our goal is to study the relationship
between distance from roads, distance from water flow
paths, and elevation and their impacts on the patterns of
forest cover change at Zeya State Nature Reserve. We
used classified maps of 1988, 1999, 2010, and 2016 from
object-based supervised classification. The correlation
between forest cover change patterns and environmental
factors were then analysed using TNTmips 2017 software.
Our results show that distance from roads and water flow
paths and elevation has strong linkage to forest cover
change patterns inside, buffer zone, and outside Zeya State
Nature Reserve.
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D25 森林 3 次元計測システム OWL と UAV を用いた

森林計測

石井 孝・中屋 耕・池田英史

電力中央研究所

太陽光や風力等の再生可能エネルギー導入に伴う森林環
境への影響検知を目指し次世代計測技術について検討して
いる。従来、立木位置図の作成には多大な時間と労力を要
していたが、迅速に計測可能なレーザー計測機器が登場し
ている。本研究では、（株）アドイン研究所、筑波大学、森
林総合研究所、および（株）森林再生システムが共同で開発
した「森林 3次元計測システム（OWL）」を使用した。こ
れは、林業に特化したレーザー計測器であり、樹木位置や
胸高直径を非接触で迅速に計測できるが、地上計測である
ため樹頂部の計測に課題があった。そこで、樹冠を上空か
ら計測する小型無人航空機（UAV）による低高度リモート
センシングと組み合わせることで、立体的な 3次元計測が
行えるか検討した。対象は、針葉樹人工林（スギ・ヒノキ・
カラマツ・シラベ）と渓畔林等の広葉樹林である。複数の
対空標識上を含むようにOWL計測が可能であれば、簡便
にUAV計測値と結合できることを確認した。なお、本研
究は公益社団法人国土緑化推進機構の助成研究として実施
したものであり、関係者の皆様に深く感謝いたします。

D26 地上レーザーによる森林災害評価法

加藤 顕1,2・若林裕之3

1千葉大学大学院園芸学研究科・2千葉大学環境リモートセンシ

ング研究センター・3日本大学工学部

地球温暖化の影響による異常気象で、これまでとは異な
る場所で森林災害が生じ始めている。特に、森林火災や風
倒害に関し、その被害度を正確に把握することは困難で
あった。本研究は 3次元データを用いて、森林災害を評価
する手法を確立した。Google Earth Engine によるランド
サット衛星画像解析と ALOS2 PALSAR衛星レーダー画
像による経年的データ解析を行い、森林災害が生じやすい
場所を特定した。無人航空機の空撮画像から 3次元データ
も作成し、衛星データによる解析結果の妥当性を検証した。
森林災害のあった場所で、地上レーザーによる 3次元デー
タを取得し、現地検証用データとして 3次元データから森
林災害評価を行った。森林火災が高頻度で生じるカナダの
国立公園、風倒害が頻繁に生じるオーストラリアの政府実
験林にてデータ収集を行い、森林災害で失った量を効率良
く算出する手法を確立した。本研究による地上レーザーを
活用した森林災害評価法は、森林保険など森林災害に関わ
る業務において、大変有効な手法である。これまでの目視
判断や毎木調査の代わりとして 3次元レーザーを活用する
ことで、容易で正確な森林災害評価が行えるようになった。

D27 地上レーザーによる立木密度の材積への影響評価

黒宮健佑1・加藤 顕2・江口則和3・石田 朗3

1千葉大学園芸学部・2千葉大学大学院園芸学研究科・3愛知県森

林・林業技術センター

多くのスギ人工林が伐期を迎えており、効率的な伐採を
行うには立木を単位とした森林管理が重要である。そこで
本研究では、簡易型地上レーザーを用いてより効率的な調
査手法について検討した。調査地は愛知県新城市にある樹
齢約 60 年生の無間伐林と強度間伐林である。三角形の調
査区を設定し、地上レーザーを用いて各頂点からデータを
取得した。効率よくデータを収集する手法を確立するため
に、胸高直径を 1箇所だけから推定する手法を検討した。
1箇所だけのデータと 3箇所から取得したデータを結合し
たデータ。1箇所だけのデータから、スギの幹を円形とし、
弧長と弦長から胸高直径を推定した。3方向からのデータ
はデータを結合し、胸高直径を推定した。その結果を毎木
調査の結果と比較し、推定精度を考察した。1箇所だけか
ら取得するデータについては、センサーからの距離や胸高
直径、周囲長に対する弧長の割合が推定精度に及ぼす影響
を考察した。その結果、推定した周囲長に対する弧長の割
合を高めることが、推定精度の向上につながり、レーザー
で取得できる距離は 6m 以内が有効であることが分かっ
た。

D28 反射強度と曲率を利用した地上計測点群からの高

精度樹種判別

溝口知広1・石井 彰2・中村裕幸2

1 日本大学工学部・2（株）woodinfo

森林資源調査の分野において、地上型レーザスキャナが
広く使用されるようになった。取得した点群からは、樹高、
胸高直径、材積等が高精度に算出できることが示されてい
る。これに伴い、点群からの樹種判別の要求も高まってき
た。申請者らはこれまでに、樹幹部の点群に対する 3次曲
面当てはめに基づき、樹皮形状を明確に表す距離画像を作
成し、これを深層学習に利用することで樹種を自動判別す
る手法を提案してきた。しかしながらこの手法では、枝が
多い樹木では距離画像の作成に失敗する場合があり、判別
率が低下しやすいといった問題があった。この問題に対し
本研究では、反射強度と曲率を利用した新たな手法を提案
する。提案手法では、樹幹部の各点に対し、局所的な 2次
曲面当てはめにより主曲率を計算し、これを利用して樹皮
形状を表す画像を作成する。計算は局所的に行えるため、
枝が多い場合でも安定に樹皮形状を評価できるといった利
点がある。この主曲率を点群に付属する反射強度と合わ
せ、深層学習とサポートベクターマシンを組み合わせた手
法により総合的に評価することで、高精度な樹種判別を実
現した。
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D29 大規模点群データを用いた樹木の枝葉モデリング

手法

齋藤和人1・平岡裕一郎2・松下通也2・高橋 誠2・増田 宏1

1電気通信大学情報理工学研究科・2（国研）森林機構 森林総合研

究所林木育種センター

地上 LiDAR の登場によって、森林における高密度な点
群データを大量かつ容易に取得することができるように
なった。これらのデータを活用することで、これまで詳細
な計測が難しかった林木育種における表現型の取得に活用
しようという研究が進められている。一方でこれらの点群
は高密度であるために容量が非常に膨大であり、人手を用
いた煩雑なデータ編集が必要となることが多かった。そこ
で、我々はこれまでの研究で、大規模点群から幹の断面を
検出することによって、幹の検出とモデル化、さらに一次
枝の詳細なモデル化を自動かつ詳細に行う手法を開発し
た。本報告では、既存の研究で得られた幹と一次枝のモデ
ルを活用し、樹冠部における葉群を樹木ごとに正確に分類
する手法の紹介と評価を行う。また、既存研究において設
定が煩雑であったパラメータの数を減らすような改良につ
いて評価を行う。さらに現場で活用可能な GUI アプリ
ケーションとして提案手法の実装を行なったので、それに
ついても報告する。

D30 航空機レーザースキャナーを用いた天然林の林分

特性把握

平田泰雅1・古家直行2・尾張敏章3・坂上大翼3・鎌田直人3

1（国研）森林機構 森林総合研究所研究ディレクター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所北海道支所・3東京大学大学院農学生命科

学研究科附属演習林北海道演習林

天然林は、生物多様性保全機能や水源涵養機能など多面
的な機能を発揮することが期待されている。一方で、持続
的管理に必要となる天然林資源の正確な情報が人工林に比
べて大きく不足している。天然林を持続的に管理するため
には、林分・景観レベルでの林相や資源量、成長量などの
情報の把握が重要である。本研究は、航空機レーザース
キャナー計測で得られるデータから林分の樹高、レーザー
の林分透過率から天然林の林分特性を把握する手法を開発
することを目的とする。本研究の研究対象地は東京大学北
海道演習林の天然林である。まず、航空機レーザースキャ
ナーデータから DSM（林冠標高モデル）と DEM（デジタ
ル地盤高モデル）を作成し、それらの差分から DCM（林冠
高モデル）を作成した。また、航空機から照射されたレー
ザー光の林冠透過率を 5m×5m のグリッドを設定して算
出した。これらのデータを説明変数とし、胸高断面積合計
や林分材積を目的変数として、林分特性を把握するための
モデルを作成した。航空機レーザースキャナーデータを用
いた林分特性把握においては、レーザー光の林冠透過率の
情報も重要であることが明らかになった。

D31 LP データを活用した西粟倉村百年の森林構想実現

に向けた取り込み

イサミディンカリビヌル1・塚原正之1・三瀬友美子2

1 アジア航測株式会社森林・農業ソリューション技術部・2岡山県

西粟倉村役場産業観光課

持続可能な森林経営のためには、成長量に応じた適正な
伐採量の算出と維持が必要であるが、広大な森林の資源量
を把握することは困難であり、また、現在整備されている
森林簿ではその精度が課題となっている。岡山県西粟倉村
では、村の実施する【百年の森林構想】の中で長期施業管
理を受託した人工林を適正に管理するため、航空 LP デー
タを整備した。本研究では西粟倉村の航空 LP データから
得た単木の樹高および森林簿の林齢情報を用いて、スギ、
ヒノキ別に地位曲線を作成し、単木単位での林地生産力を
示す地位指数を算出した。そして、地形状況を考慮した上
で、地籍単位でのゾーニングを実施し、木材生産の不適地
に植栽された人工林について検討した。更に、将来にわた
り継続的に木材生産量を把握するため、今後 50 年間の成
長量の予測を行い、林齢構成、径級を考慮した齢級平準化
に向けた伐採シミュレーションを実施した。これらを基に
スギ、ヒノキの単木毎の成長に基づく優劣を判定したほか、
伐採量の違いによる林分全体の成長量の変動を推計し、齢
級平準化に向けた検討を行った。

D32 レーザ計測によるスマート精密林業の開発

加藤正人1・Juha Hyyppa2

1信州大学山岳科学研究所・2フィンランド最先端レーザ計測研

究所

世界的に ICT によるスマート精密林業が注目されてお
り、先端的なレーザ計測から効率的な森林の在庫管理と収
穫情報をもとに、GIS による森林管理、衛星情報を活用し
たナビゲーション、IoT 機能を持つハーベスタ、クラウド
サービスによる川上・川中・川下の連携による木材サプラ
イチェーンである。北欧では、航空レーザ計測を国家森林
資源データベースや森林調査、収穫調査に省力化技術とし
て導入されている。高精度で機動性のあるドローン、車両、
バックパックなどのレーザ計測も技術開発が進んでいる。
日本の森林は 1千万 ha の人工林が木材利用期を迎えてお
り、資源の有効利用と林業の成長産業化が期待されている。
川上の林業は山を守り・育てる人が減少する中で、森林調
査や収穫調査は人手によるサンプル調査で行っており、省
力化と正確な森林資源情報が求められている。平成 28年
度より産学官連携のスマート精密林業コンソーシアムを立
ち上げて、航空機・ドローン・バックパックのレーザ計測
による木材生産性向上の ICT スマート精密林業「長野モ
デル」を開発している。国内初のスマート精密林業の実証
事例について紹介する。

― 217 ―

28
日

口
頭
発
表
・
ポ
ス
タ
ー



E5 休耕田を活用した無花粉スギ・コンテナ苗の省力的

な水耕栽培技術

斎藤真己

富山県農林水産総合技術センター森林研究所

富山県ではスギ花粉症対策の一環として、優良無花粉ス
ギ「立山 森の輝き」を積極的に植林しているが、苗木生産
者が不足しているため、今後の増産計画への対応が困難に
なる恐れがある。そこで、本研究では農業（稲作）と連携
し、休耕田を活用したコンテナ苗の水耕栽培を考案した。
約 150m2 の休耕田にブルーシートをひいて、水深 5 cm程
度のプールを造成し、そこにコンテナ苗 3480個体をつけ
て育苗した。5月下旬から 10月中旬まで用水をかけ流し
にするのみで、水やりは一度も行わなかったが、その生存
率は約 98%と高く、さらに、成長量は従来のガラス室で育
苗した苗を上回った。これらの結果から、本手法は休耕田
に造成した簡易プールにコンテナ苗をつけるだけで簡便で
あり、ハウスなどの設備も特に必要としないため、省力的
かつ低コストな育苗法であると考えられた。また、コンテ
ナ苗は田植えが終了した 5月下旬に休耕田の簡易プールに
入れて、稲刈り終了後の 10月に回収することから、稲作と
のタイアップは可能で、休耕田の有効活用と新たな生産者
の確保に繋がる技術になると期待された。

E6 キルギス共和国の高標高地に植栽されたテンザント

ウヒの初期成長の状況

徳川浩一1・勝木俊雄2

1（国研）森林機構 森林総合研究所国際連携・気候変動研究拠点・
2（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園

キルギス共和国イシククル州の 2,000∼3,000m の標高
帯には、テンザントウヒ林が広がっている。発表者は、国
際協力機構（JICA）「共同森林管理実施能力向上プロジェ
クト」において、住民の便益を考慮しつつテンザントウヒ
林の連続性を高めることを目指して、同州ジュティオグス
のテンザントウヒ林にモザイク状に介在する放牧地での植
林に環境保全森林庁（SAEPF）とともに取り組んだ。当該
地域はテンザントウヒの天然分布域であり、家畜防護柵を
設置し植栽地を保護しているが、北緯 42度にあたり植林
には高標高であり、厳しい自然環境にある。今後当該地域
で植林を継続展開するためには、当該地域でのテンザント
ウヒの植栽地の経過観察データが重要と考えられることか
ら、2013∼2016 年の植栽地に 4箇所の調査プロットを設定
し、成長状況を継続調査することにした。2017 年に調査し
た結果、活着率は 2014 年植栽地のみ 57% であったが他は
82∼100% と高かった。また、伸長成長においては、一つ
の調査地を除き 7∼14 cm/年の成長が見られた。このた
め、2,700m の高標高地であっても、家畜からの保護や初
期の灌水等適切な管理により成林可能な活着率と成長が期
待できると考えられた。

E7 スギ植栽木の初期樹高成長は春季下刈りと夏季下刈

りで異なるのか?

内村慶彦

鹿児島県森林技術総合センター

造林地における下刈り作業は通常夏季に行う過酷な作業
であり、伐採跡地での再造林を推進するうえでも下刈り作
業の労働力の負担軽減が必要である。スギ造林地における
下刈りの適期は 6月中旬から 7月下旬とされており、この
時期に作業が集中し 9月中旬位まで実施されることが多
い。しかし、本当に下刈り作業は夏季に行わなければなら
ないのだろうか？鹿児島県でのスギ樹高成長量の季節変
化を調べた事例では、成長は 5月位から開始しており、春
季下刈りでも一定の効果が得られる可能性が指摘されてい
る。そこで、本研究では春季下刈りの適用可能性を探るた
めに、スギ植栽木の初期樹高成長は春季下刈りと夏季下刈
りで異なるのかを明らかにすることを目的とした。鹿児島
県姶良市のスギ再造林地に 5月下刈り区（春季下刈り）、7
月下刈り区（夏季下刈り）、9月下刈り区（夏季下刈り）を
設置し、初期樹高成長量を比較するとともに、雑草木との
競合状況とスギ樹高成長量との関係を解析したのでその結
果を報告する。

E8 積雪のある傾斜地における根鉢の低いヒノキ・コン

テナ苗の林地適応

渡邉仁志・茂木靖和

岐阜県森林研究所

ヒノキ・コンテナ苗では、事前に根切りを行った裸苗と
比較して、植栽効率が向上しない事例が報告されている。
このような場合でも効率的に植栽できる根鉢形状を検討す
るため、本報告では、積雪のある急傾斜地に根鉢高さが異
なるヒノキ・コンテナ苗を植栽し、活着率と植栽後 2 年間
の成長を調査した。
根鉢の高さを 15cm（容量約 300 cc、JFA-300 と同等）、
10cm（同 200 cc）、5cm（同 100 cc）に調整したMスター
コンテナを用いて、根鉢高さが異なる苗を育苗した。5cm
根鉢苗の植栽時の樹高と直径は、その他の苗に比べると小
さかった。岐阜県下呂市の造林地（斜面傾斜 40度、積雪深
<50 cm）における植栽効率は、根鉢が低い順に高かった。
5cm根鉢苗は植栽 1∼2 年目の相対樹高成長率が他の苗が
同等かそれ以上であり、伸長成長量が他の苗と変わらな
かったため、樹高については植栽 1 年目から他の苗と同等
になった。その一方、直径およびその間の肥大成長量は他
の苗に比べて小さかった。このため、5cm根鉢苗の比較
苗高は他の苗より継続して高い傾向があったが、1冬期経
過後において枯死や引き抜けは認められなかった。
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E9 北海道のカラマツ人工林伐跡における車両機地拵後

の地表植生変化

倉本惠生1・佐々木尚三2・津山幾太郎2・原山尚徳2・上村 章2・

山田 健2・宇都木玄3・斎藤丈寛4

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所北海道支所・3（国研）森林機構 森林総合研

究所植物生態研究領域・4下川町森林総合産業推進課

北海道下川町の緩傾斜のカラマツ人工林で車両機による
伐出と地拵を行った後の林床植生の変化を調べた。2013
年 1月に同一林分の同一斜面に 4 本の帯状伐区を設け、2
本はホイール式、2本はクローラ式のハーベスタ・フォワー
ダで雪上伐出を行った。うち前者 1本と後者 2本の計 3本
では油圧ショベルに取り付けたアタッチメント（通称ク
ラッシャー）によって枝条と地表植生を粉砕処理する地拵
を 2014 年 5月に行い（CR区）、残り 1 本では油圧ショベ
ルのバケットによる地拵と刈り払い機による補整刈りを
行った（従来区）。各伐区について 2014 年（地拵当年）・
2015 年（翌年）および 2017 年（3 年後）の 7月に定点で植
生調査を行った。当年は CR区で従来区に比べ草本の発達
が抑えられていたが、CR区の区間・区内でも異なり、土壌
水分が高く伐採以前に高茎草本が繁茂していた場所では当
年からこれらの草本が多かった。翌年には被度・群落高と
も増加したが、CR区の一部では草本の繁茂がやや少なく
なっていた。さらに 3年後には伐出と地拵方法に関わらず
いずれの場所でもほぼ全面に植生が繁茂し、チシマアザ
ミ・オオイタドリが 2∼3mの高さに発達していた。

E10 高知県の放置竹林における帯状皆伐後の植生の変化

伊藤武治1・酒井 敦1・野口麻穂子2・奥田史郎3

1（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所東北支所・3（国研）森林機構 森林総合研究所関西支

所

竹は昔から貴重な資源であり、タケノコ生産や竹材の利
用がされてきた。しかし、タケノコは安価な外国産のもの
におされ、竹材はプラスチック製品に置き換わってしまい、
竹林が放置されるようになった。そのため、主に里山地域
で放置竹林の拡大が問題となっている。各地で色々な対策
がなされているが、そのひとつに竹林を皆伐して竹稈を循
環利用する取り組みがある。皆伐による影響は大きいと考
えられ、広葉樹林など他の森林タイプに置き換えることを
前提とした植生変化については報告されている。一方、循
環利用を想定して、竹稈の搬出と再生の効率化を目指して
帯状皆伐を行った場合の、下層植生の変化についての知見
は少ない。本報告では、放置竹林を帯状皆伐したのち再び
放置するのにともなって、どのように下層植生が変化して
いくのかを明らかにするため、帯状皆伐後経過年数が異な
る試験区で調査を行った。出現種数は皆伐後 3 年まで増加
したのち減少傾向を示した。皆伐後は草本類および先駆性
樹種が増加したが、のちに減少した。多様度指数は皆伐後
に大きくなり、その後低下していく傾向を示した。竹林の
林冠の閉鎖にともなって、もとの貧弱な植生にもどる可能
性がある。

E11 アカマツ天然生林皆伐後 3年目における高木広葉

樹の加入・再生状況

國崎貴嗣

岩手大学農学部

アカマツ高齢天然生林を広葉樹林化する更新技術を開発
目標とし、下層でコゴメウツギ、マルバアオダモ、ケヤキ
が優占する木本型林床の林分（南西斜面、林分面積 0.76 ha、
アカマツの平均樹高 25m）の皆伐後 3 年目における高木
広葉樹の加入・再生状況を調べた。樹高 0.3m 以上の木本
本数に基づく相対優占度 10% 以上の樹種はコゴメウツギ、
キブシ、ケヤキだった。林床植生被度と木本本数は皆伐後
1 年目より 3 年目で高くなったものの、高木本数は明確に
増加しなかった。木本の平均樹高成長速度は 0.34m/年、
上層木平均樹高成長速度は 0.65m/年と推定された。皆伐
地の斜面下方にケヤキ母樹が優占しており、1年目から皆
伐地の下部でケヤキが優占した。3年目における高木本数
は皆伐地の下部と上部で高く、下部では引き続きケヤキが
優占した。上部ではウワミズザクラとコナラの常在度が比
較的高かった。ウワミズザクラは皆伐前から林内に分布
し、相対優占度上位 10 種に含まれた。一方、コナラの相対
優占度は皆伐前から現在まで高くないものの、皆伐地の上
方にコナラ天然生林が隣接しており、この林分からの種子
散布が常在度の高さに関係していると考えられる。

E12 林冠下のササ制御とリター処理で木曽ヒノキ天然林

の実生バンクを確立する

酒井 武1・齋藤智之1・杉田久志2・九島宏道1・星野大介1・早川

幸治3・久保喬之3

1 森林総合研究所・2元森林総合研究所・3木曽森林管理署

ササ型林床ヒノキ林の天然更新では阻害要因であるササ
の抑制が重要だが、伐採後の強光下ではササの回復力を制
御できず更新不良になる場合が多い。ササの制御は伐採前
に林冠下で行うほうが効果的で、その上で実生バンクを成
立させることが更新成功に有効と考えられる。また、実生
発生を阻害するリターの除去は実生定着を促進するだろ
う。そこで、林冠下でのササ制御と地表処理により実生バ
ンク成立が可能かを検証するため、施業実験を 2012 年に
開始した。ササ処理として刈払い区、抑制剤散布区及び対
照区を設定し、それぞれに地表処理としてリター除去区と
無処理区を設け、ササの再生とヒノキ実生の発生消長を記
録した。3年後のササの現存量は、抑制剤区では地上部が
緩やかに減少したものの地下部は生存していたが、刈払い
区では地下部まですべて枯死した。ヒノキ実生の発生数は
リター除去区で圧倒的に多かったが、発生実生の生残率は
地表処理による差は無く、刈払い区>抑制剤区>対照区で
あった。刈払いとリター除去を行った処理区では 2016 年
秋には 2 年生ヒノキ実生が約 20万本/ha生育し、その死
亡率も低いことから、実生バンクを成立させるのに有効な
手法と考えられた。
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E13 ヒノキ天然更新の初期稚樹密度から30年後の更新

成績を予測できるか？

杉田久志1・九島宏道2・三村晴彦3・楯 直顕4・今村正之5・齋藤

智之6・酒井 武7

1 元 森林総合研究所・2（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林

科学園・3林野庁中部森林管理局森林技術・支援センター・4林野

庁中部森林管理局東濃森林管理署・5林野庁中部森林管理局南信

森林管理署・6（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・7（国研）

森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域

天然更新施業では伐採後短期間のうちに将来の更新成否
について判断することが求められる。その判断は長期の観
察データに基づくべきであるが、そのような検討事例は苗
場ブナ林（正木ら、2012）しかなく、事例を増やし、他の
森林でも検討する必要がある。本研究では、木曽の赤沢ヒ
ノキ施業実験林（林齢 300 年、ササなし）における約 30 年
間の継続調査データの解析により、伐採直後の実生密度か
ら伐採 30 年後の更新成績を予測することが可能かを検証
した。更新成績の評価基準として高さ 1.3m 以上のヒノキ
稚樹密度（a）を用い、高さ 0.5∼1.3mで下層植生に被陰さ
れていないもの（b）も加えた値が 3000 本/ha 以上である
ことを更新成功の条件とした。30 年後の（a+b）の稚樹密
度、あるいは更新成績（成功/未了）を応答変数とする解析
では、説明変数に伐採直後の実生密度や光条件を含むモデ
ルは採択されなかった。多くの実生が発生したところが必
ずしも更新成功しているとは限らず、この事例では伐採直
後の実生密度から将来の更新成否を予測することは難しい
と判断された。むしろ地形条件や伐採 17 年後の光条件を
使うことにより、ある程度の予測が可能であった。

E14 亜熱帯域において混交した常緑広葉樹人工林の林分

構造と侵入種の成長特性

谷口真吾・芹澤 玲・松本一穂

琉球大学農学部

【目的】樹種選択的な下刈り、除伐が目的樹種の生育と他
樹種の侵入に及ぼす影響を混交状態にある標準伐期齢前後
の常緑広葉樹人工林で検証し、亜熱帯域の再造林に考慮す
べき保育施業を考察した。【方法】目的樹種がイスノキの
34 年生と 27 年生の 2林分、目的樹種がイジュの 36 年生 1
林分を抽出した。毎木調査は各林分とも、標準地として尾
根から斜面下部に 30m×等高線方向に 10mの帯状プロッ
トを 1箇所設定し、目的樹種と侵入種の成立本数、サイズ
（樹高、胸高直径、樹冠幅）を計測した。施業歴は 3林分と
も同様であり、下刈りは 5 年間（年 1 回）実施、除伐は
15∼20 年生時に 1 回実施した。これらは更新を阻害する
個体の除去とともに有用樹を意識的に残す樹種選択的な施
業であった。【結果と考察】34 年生イスノキ林の侵入種は
42%（計測本数 153 本）、27 年生イスノキ林の侵入種は 72
%（計測本数 134 本）、36 年生イジュ林の侵入種は 36%（計
測本数 101 本）であった。本数率が 10% を超える侵入種
はイタジイ、ホルトノキ、リュウキュウマツであり、本数
率が 10% 以下の侵入種はイジュ、タブノキであった。初
期保育段階での樹種選択的な下刈り、除伐によって用材価
値の高い有用樹の出現頻度が高かった。

F2 点群データを用いたスギにおける地上部形質の定量

評価

平岡裕一郎1・齋藤和人2・松下通也1・高橋 誠1・増田 宏2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2電気通信

大学大学院情報理工学研究科

林木育種では、育種対象である林木が巨大であることか
ら、これまで表現型の取得に多大な労力を要し、多数の形
質を大量かつ正確に取得することは困難であった。近年、
森林分野に導入された地上 LiDAR（Light Detection and
Ranging）により、森林内部の詳細な情報を 3次元点群デー
タとして取得することが可能となった。こうした点群デー
タの活用により、林木育種における表現型情報の取得方法
が大きく変わると期待される。我々は森林で取得された 3
次元点群の新たな解析手法の開発に取り組み、樹木個体ご
との樹幹部の形状を高速・高精度に再構築し、様々な形質
値を推定できる新たな手法を開発した。それとともに、こ
れまで測定が困難であった樹冠部に関する形質値を推定す
る手法の開発も進めた。本研究では、これらの手法による
スギ個体の樹幹及び樹冠部の形質の推定値について、伐倒
調査による実測値との比較による精度検証を行った。その
結果、樹幹形状と葉群分布パターンの推定値の精度が高い
ことが明らかとなった。さらに本報告では、スギ F1 集団
林における本手法の適用事例を示す。

F3 自然攪乱の応答に地域変異があるか？ ─トドマツ産

地試験地の台風被害から

石塚 航1・今 博計1・黒丸 亮1・津田高明2

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2北海道立総

合研究機構森林研究本部林業試験場道南支場

2016 年、5つもの台風が北海道に接近・上陸して甚大な
被害をもたらした。北海道への台風上陸は 9年ぶりの記録
だが、3つの台風が上陸したのは気象庁の統計開始以来初
の記録で、稀な気象イベントだったことがうかがえる。こ
のうち大型の台風 10号は、上陸こそしなかったものの 8
月末に道南地域を通過したため、この地域の森林に大規模
な風倒害が発生した。トドマツ産地試験の 1つも風倒害を
受けたため、低頻度の攪乱への応答、とくに地域変異の有
無を知る貴重な機会と捉え、実態を調べた。
対象種は北海道の主要造林樹種トドマツで、道内全地域
にまたがる 53家系の苗を 1980 年に植栽した産地試験のう
ち、函館市内にある試験地にて現地調査を行った。過去の
定期調査データも用いて解析し、以下の結果を得た；1）風
倒率は成長や生残密度と関係なく形状比と関係し、道北・
道東産で風倒率が高いという地域変異もみられた。2）幹
折れ、根返りの割合に地域変異があり、道北と一部の道東
産で根返りが多かった。3）攪乱後の家系成績（成長×生残）
は道西南地域産で高い傾向があった。これらは攪乱応答と
地域適応性との密接な関連を示唆すると考えられた。
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F4 コウヨウザン林分における幹折れ

近藤禎二1・山田浩雄1・大塚次郎2・山口秀太郎1・磯田圭哉1・生

方正俊1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場

国内のコウヨウザン（Cunninghamia lanceolata）13 林分
について幹折れの状況を調査したところ、いずれの林分も
成林しており、10 林分では幹折れの発生が 1割程度だっ
た。幹折れを、幹の先端、中部、下部の 3つの部位別にみ
ると、採材への影響が最も少ない先折れの比率が高い林分
が多く、特に林齢を重ねた林分でその傾向がみられた。な
お、本研究は、平成 29 年度農林水産業・食品産業科学技術
研究推進事業「西南日本に適した木材強度の高い新たな造
林用樹種・系統の選定及び改良指針の策定」によって実施
したものである。

F5 国内コウヨウザン林分の遺伝的組成の解明と由来の

推定

磯田圭哉1・上野真義2・大塚次郎3・近藤禎二1・生方正俊1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・3（国研）森林機構

森林総合研究所林木育種センター九州育種場

コウヨウザンは中国および台湾原産のヒノキ科の針葉樹
で、日本国内にも国有林、大学の演習林、植物園、民有林
等、複数の試験造林地がみられる。しかし、その造林用種
苗の由来については明らかでない場合がほとんどである。
本研究では 27座の SSRマーカーを用いて、国内 15ヶ所の
コウヨウザン林について遺伝的解析を行った。その際、由
来が明らかなリファレンスとしてWen et al.（2013）が使
用した湖南省および広東省由来個体、東大千葉演習林に植
栽されている浙江省由来個体の分析も行った。また、15 林
分のうち 2 林分は台湾由来、1林分は貴州省由来であるこ
とが記録により明らかであり、同様にリファレンスとした。
Structure 2.0 で解析を行ったところ、3 つの遺伝クラス
ターに分けられた。1つ目のクラスターには台湾由来個体
が含まれ（クラスターT）、2つ目のクラスターには中国中
央部に位置する湖南省、広東省、貴州省由来個体が含まれ
（クラスター C）、3 つ目のクラスターには中国東部に位置
する浙江省由来個体が含まれていた（クラスター E）。こ
のことから、国内に導入造林されたコウヨウザンは、台湾
由来、中国中央部由来、中国東部由来の 3タイプに分けら
れることが示された。

F6 石川県内のヒノキアスナロクローンの起源推定

池田虎三1・高田克彦2・戸丸信弘3

1石川県農林総合研究センター林業試験場・2秋田県立大学木材

高度加工研究所・3名古屋大学大学院生命農学研究科

ヒノキアスナロ（Thujopsis dolabrata var. hondae）は、
石川県の主要な林業樹種の 1つである。石川県では、古く
からクローン林業が行われており、ヒノキアスナロ人工林
は複数のクローンによって構成されている。これまでに県
内の人工林が 14クローンで構成されており、その内 6ク
ローンが人工林の主要なクローンであることが明らかにさ
れてきた。これらのクローンの起源は、県内外の天然林で
あると推測されるが、その詳細は明らかにされていない。
本研究では、16 遺伝子座の核マイクロサテライトマーカー
を用いて、石川県内のヒノキアスナロ人工林 14クローン
と古木のクローンが、どの地域のヒノキアスナロ天然林か
ら由来したかを推定することを目的とした。
クローン解析の結果、古木 24個体は 12クローンで構成
されており、その内 5クローンは人工林と同一クローンで
あった。ヒノキアスナロ天然分布全体にわたる 16 集団お
よび県内 21クローンを対象とした STRUCTURE解析の
結果、複数のクローンにおいて県外の天然林が起源である
ことが推定された。最も樹齢が高い古木は、岩手・山形・
佐渡の天然林集団が起源であると推定された。

F7 精英樹系種苗の普及がスギ人工林の遺伝的多様性に

与えた影響

岩崎 隼1・内山憲太郎2・木村 恵3・袴田哲司4・齊藤陽子1・井

出雄二1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2（国研）森林機構 森林総

合研究所樹木分子遺伝研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究

所林木育種センター・4静岡県農林技術研究所森林・林業研究セ

ンター

精英樹選抜育種事業は開始後 60 年が経過し、成長や材
質、その他の特性評価が多数行われてきた。一方、実際の
林地での精英樹系種苗の普及に伴う人工林の遺伝的多様性
の変化に着目した研究はない。本研究では SNPマーカー
218座を用い、静岡県天竜地域における 10∼40 年生の若齢
人工林 24 林分 768 個体および 80∼130 年生の高齢人工林
11 林分 350個体について遺伝的多様性の指標と林分内の
個体間血縁度を算出し、林分間で比較した。その結果、多
様性の指標は各林分で概ね同程度だったが、血縁度は若齢
人工林の林分内で高い組合せの多い傾向が見られ、これは
母樹が精英樹クローンに限定されたためと考えられた。次
に精英樹系種苗の人工林への普及実態を調べるため、若齢
人工林個体と静岡県のスギ精英樹 51クローンとの血縁度
を算出した。その結果、精英樹を親に持つ人工林個体の割
合は 40 年生で 22.9%、30 年生で 49.5%、20 年生で 65.8%、
10 年生で 75.6% と年々増加しており、精英樹系種苗の植
栽の増加が確認された。各精英樹クローンの親としての寄
与数は 0∼49個体とばらつきが認められ、また林齢によっ
ても寄与数に違いが見られた。
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F8 氷期が強く影響した日本と中国に分布するスギの遺

伝的分化

津村義彦1,2・木村 恵2・中尾勝洋2・内山憲太郎2・伊原徳子2・

Yafeng Wen3・Tong Zaikang4・Han Wenjun3

1 筑波大学生命環境系・2（国研）森林機構 森林総合研究所・3中

南林業科技大学・4浙江農林大学

日本と中国のスギ天然林を調査してその分岐年代の推定
を行い、その分岐の要因について考察を行った。日本のス
ギ天然林 14 集団と中国のスギ（柳杉）1 集団を用いて約
3600 の一塩基多型（SNP）マーカーと 18遺伝子座の塩基
配列データを用いて遺伝的多様性、遺伝構造を明らかにし
た。また日本と中国のスギ天然林の分岐年代を 18遺伝子
座の塩基配列データを用いて推定した結果、最終氷期に分
岐していることが明らかとなった。また種分布モデルを
使って氷期、間氷期、現在の天然分布の分布可能地域を予
測した。これらのデータから、中国のスギ（柳杉）は最終
氷期にスギの分布が縮小するときに合わせて分岐したもの
と考えられた。この時期は降水量が極端に少なくなり、ス
ギの分布可能範囲も縮小されたため、遺伝的分化が促進さ
れて変種レベルの違いが生じたのではないかと考えられ
る。またこのスギ（柳杉）が分岐した時期と日本のオモテ
スギ及びウラスギが分岐した時期もほぼ同じ時期に分岐し
ている結果であった。このことは氷期が種の種分化や集団
分化に強く影響していることを示している。

F9 スギ雄性不稔遺伝子（MS4）の選抜マーカーの開発

長谷川陽一1・上野真義2・松本麻子2・伊原徳子2・戸塚聡子3・岩

井淳治3・宮嶋大介4・池﨑友彦5・森口喜成1

1新潟大学大学院自然科学研究科・2（国研）森林機構 森林総合研

究所樹木分子遺伝研究領域・3新潟県森林研究所・4新潟県治山

課・5 新潟大学農学部

花粉症対策に利用されている無花粉スギの雄性不稔は、
常染色体劣性遺伝を示す単一の遺伝子により発現すること
が明らかにされている。現在までに 7 県から合計 23個体
の無花粉スギが選抜され、交配試験の結果から 4種類の雄
性不稔遺伝子座（MS1、MS2、MS3、MS4）が同定された。
本研究では、雄性不稔遺伝子（MS4）を持つスギを選抜す
るための DNAマーカーの開発を目的とした。まず、Axiom
Genome-Wide ASI Array 法を用い、交配家系 96個体と無
花粉スギおよび天然スギ 84個体の合計 180個体の SNPタ
イピングを行なった。その結果に基づき、2,248マーカー
が座乗する高密度連鎖地図を構築し、MS4と同じ位置（0
cM）に座乗する SNPマーカー 2個を見出した。この内の
1つが、無花粉スギおよび天然スギの 84個体においても期
待される遺伝子型を示したことから、アガロースゲル電気
泳動法で遺伝子型の特定ができるアレル特異的 PCR 法に
よる判定法を開発した。現在、MS4を持つ精英樹等のマー
カー選抜を進めている。本研究は、農林水産業・食品産業
科学技術研究推進事業の助成を受けて行われた。

G1 遠州灘海岸防潮堤植栽木の適応状況と活着阻害要因

について

猿田けい・山田晋也・近藤 晃

静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター

静岡県は現在海岸防潮堤工事を進め、防潮堤上に海岸防
災林を造成している。遠州灘海岸では、これまでクロマツ
が防災林の中心を担ってきたが、クロマツと併せて新たに
常緑広葉樹（シャリンバイ、トベラ、マサキ）の導入が進
められている。しかしクロマツに比べてこれらの常緑広葉
樹の活着・成長が劣っている植栽地が、特に砂地部で観察
された。当該樹種は海岸岩場ではよく見られるが、砂地へ
の適応が困難であると考えられる。そこで本研究では、植
栽樹種の海岸環境適応性を飛砂・飛塩耐性について検証し
た。
砂を各樹種の試験木にぶつけて葉を傷つけ、30 日間、濃
度 6.8%の塩水または蒸留水を葉の裏表にかけた。また飛
砂をぶつけずに濃度 6.8%塩水または蒸留水を葉の裏表に
かける試験木を対照とした。これらについて、毎日マーキ
ングした葉の褐変部の拡大状況を目視により記録し、各葉
の Fv/Fm を MINI-PAM Ⅱ（WALZ 社製）で計測した。
その結果、いずれの樹種でも傷つけ塩水をかけた葉は蒸留
水のみの葉に比べて、衰弱と Fv/Fm値の低下が認められ
た。またトベラとシャリンバイはクロマツと同等以上の飛
砂・飛塩耐性を有している可能性が示唆された。

G2 針葉樹 2種の苗木において根切りと水ストレスが通

水に及ぼす影響

梅林利弘1・福田健二2・内海泰弘3・楠本 大2・佐野雄三1

1 北海道大学大学院農学研究院・2東京大学大学院農学生命科学

研究科・3九州大学農学部附属北海道演習林

苗木の林地への植栽時には、植栽時の根切りや植栽前後
の生育環境の相違により個体は急激な環境変化にさらされ
る。植栽後の成長期における個体の生死を決定づける指標
に耐乾性が挙げられ、種毎の脆弱性曲線と乾燥ストレスに
伴う木部通水阻害域の可視化、根切りによる透水性の低下
を総合的に評価し、耐乾性の詳細を明らかにする必要があ
る。そこでスギとクロマツに着目し、脆弱性曲線の作成と
ポット苗の耐乾性試験、根切り処理の透水性への影響を検
討した。脆弱性曲線から、スギは負圧の増加に伴い徐々に
透水性の低下が認められたが、クロマツは-4MPa 以下で
急激に低下した。主幹のMRI 画像から、スギは掘り取り
が原因であると考えられる通水阻害が髄側の木部で認めら
れ、クロマツでは認められなかった。渇水ストレス下では
いずれの種も、通水阻害域は主に髄側の木部から拡大した。
2種ともすべての根を切断して植栽（100%損失）しても枯
死は認められなかった。根の 100%損失のスギ個体では、
掘り取りを行わなかった個体に比べ透水性が約 65%低下
し、根の 75%損失個体とほとんど差はなかった。一方、ク
ロマツでは根の 100%損失個体で透水性の約 70%低下が
認められた。
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G3 塩のろ過および排出機構の異なるマングローブ 2種

の通水特性

三木直子1・川井優宏1・立石麻紀子2・小笠真由美3・矢崎健一3・

沖田総一郎4・松本一穂5・谷口真吾5・山中典和2

1岡山大学大学院環境生命科学研究科・2鳥取大学乾燥地研究セ

ンター・3（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・4鳥

取大学大学院連合農学研究科・5琉球大学農学部

潮間帯に生育するマングローブの耐塩性機構を理解する
上で、塩に対する根のろ過機構や葉の排出機構だけでなく、
幹の通水機構も踏まえた樹体全体の耐塩性機構の把握が不
可欠である。本研究では塩のろ過および排出機構の異なる
マングローブ 2 種（オヒルギ：根での塩分ろ過が顕著、葉
に塩類腺なし、ヒルギダマシ：根での塩分ろ過は顕著でな
い、葉に塩類腺あり）を用いて、葉や木部の浸透調節能（ベ
タイン、可溶性糖濃度）に加えて、様々な塩濃度における
木部水分通導度を評価した。その結果、オヒルギでは塩濃
度の増加に対してゆるやかな一山型の曲線を示し、海水よ
りもやや低い濃度付近でピークを示した。一方、ヒルギダ
マシは明確な変化を示さなかった。日中の木部水ポテン
シャルは、オヒルギは海水よりやや高く、ヒルギダマシは
同程度であった。ベタインと可溶性糖の濃度はともにヒル
ギダマシで高い傾向があった。以上より、ヒルギダマシは
より高い塩濃度でも通水機能が安定的に維持されること、
また葉や木部の浸透調節能が高いことが明らかになった。
浸透調節の適合溶質である可溶性糖は、空洞化した道管の
再充填にも関わることから、今後それらの効果も検討して
いきたい。

G4 Farquhar モデルによるスギ・ヒノキの光合成の環

境応答比較

北川雄一1・水澤拓未2・中田 航3・山口一仁4・小林 元5・安江

恒6・斉藤 琢7

1信州大学大学院総合工学系研究科・2信州大学農学部・3岐阜県

林政部・4三井物産フォレスト・5信州大学農学部附属アルプス圏

フィールド科学教育研究センター・6 信州大学山岳科学研究所・
7 岐阜大学流域圏科学研究センター

スギとヒノキ個葉の Vcmaxと Jmaxの温度依存性を月
別に求めて、比較した。スギとヒノキの Vcmaxの月別温
度曲線は、葉温の上昇に従って指数関数的に増加した。ス
ギは新葉開葉直後の 6月は低いが、7月∼9月は高い値を
示した。その後、10月∼11月にかけて低下し、12月∼3月
に低い値を示した後、4月以降は増加した。ヒノキは 7月
∼10 月に高い値を示した。その後 11 月に低下し、12 月
∼3月に低い値を示した後、4月∼6月にかけて増加した。
スギ、ヒノキ共に月別の Vcmaxの最大値は約 20∼80 の範
囲にあった。スギとヒノキの Jmaxの月別温度曲線は、共
に 25℃∼30℃前後に最大値をとる温度変化を示し、約
30∼100 の範囲にあった。スギとヒノキの Jmax は、
Vcmaxと同じ季節変化を示した。
Farquhar モデルを Ball-Berry モデルと組み合わせ、光

合成速度の推定を行った結果、スギの光合成速度は、気温
25℃未満、大気飽差 1.5kpa 以上の条件で低下することが
示された。ヒノキの光合成速度もまた、25℃未満で低下し
たが、スギと異なり大気飽差が 1.5kpa を超えても低下せ
ず、2kpa 以上の条件で低下することが示された。大気飽
差に対する応答差は、気孔応答の樹種間差に起因するもの
と考えられる。

G5 降水量の変化に伴うオイルパームの繁殖成長と同化

物質貯蔵の応答

谷 尚樹1・Zubaidah Aimi Abdul Hamid2・Natra Joseph2・

Othman Sulaiman2・Rokiah Hashim2・荒井隆益1・小杉昭

彦1

1 国際農林水産業研究センター・2マレーシア理科大学

パーム油の生産性は極めて高く、生産性第 2 位のナタネ
油が 1 トンの油を得るために 1.52ヘクタール必要とする
のに対し、オイルパームは 0.26ヘクタールしか必要としな
い。オイルパーム農園は世界の植物油脂生産農地のうち、
わずか 5.5% を占めるのみである。また、パーム油の 87%
がインドネシア及びマレーシアから産出される。同地域で
は干ばつのリスクが懸念されており、同地域で気候変動が
生じると世界の植物油脂生産の極めて大きな割合が影響さ
れる。また、オイルパームは植栽後約 20 年が経過すると
伐採され、伐採された幹は放置されており、温室効果ガス
の発生源となっている。放置される幹バイオマスの利用法
の開発が急務である。そこで、外部環境と繁殖成長、幹中
に貯留される同化物質の量をモニタリングし、近年開発さ
れたConvergent Cross Mapping（CCM）を用いて、これ
らの因果関係を調査した。その結果、雨量の長期的な変動
はパーム果実の成熟と幹中のデンプン量に因果があった。
また、雨量の短期的な変動がパーム果実の成長に因果が
あった。これらの結果から、気候変動下において乾燥が増
加すると、パーム油生産や幹のバイオマス利用に影響があ
ると考えられた。

G6 安定同位体パルスラベリングを用いたブナの当年

シュート各器官への窒素配分

韓 慶民1・壁谷大介1・稲垣善之2

1（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所四国支所

樹木の結実量は、様々な要因で大きく年変動する。この
結実の豊凶現象については、そのメカニズムの解明に踏み
込んだ研究は限られていた。本研究では、種子や枝・葉な
ど各器官の成長パターンを詳細に解明するとともに、土壌
から吸い上げる窒素がいつどのように各器官に配分される
かを明らかにすることを目的とした。
新潟県苗場山 90 年生ブナ林において、展葉後に結実と

非結実個体を対象にパルス安定同位体標識を行った。その
後、定期的に葉や枝、種子などを採取し、各器官の窒素量
を分析した。ラベリングした 1ヶ月後繁殖による吸い上げ
る窒素量の増加が見られた。また、その窒素が殻斗の成長
に多く利用された。その結果、結実個体では、非結実個体
に比較して、葉及び新しい枝への窒素配分量が 40%減少
した。これらの結果より、窒素資源はブナ結実豊凶の制限
要因であることがわかりました。また、秋には葉及び殻斗
の窒素を種子に転流してその成熟を促すなど、各器官の資
源利用パターンを変化させることで、種子生産に伴う窒素
資源の制約に対して巧妙にやりくりしていることがわかっ
た。
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G7 遺伝子発現プロファイルに基づくブナ林の衰退兆候

の検出

斎藤秀之1・神村章子1・小林壱德久2・山口高志3・和田尚之4・樋

口 亮2・小倉 淳5・瀬々 潤6

1 北海道大学大学院農学研究院・2北海道大学農学部・3北海道立

総合研究機構環境科学研究センター・4北海道大学大学院農学

院・5 長浜バイオ大学コンピュータバイオサイエンス学科・6産業

技術総合研究所人工知能研究センター

遺伝子発現プロファイルに基づく樹木のストレス診断技
術の開発に向けて、これまでブナの葉を対象に乾燥・高温・
酸化の環境刺激に対して特異的に発現する遺伝子や、衰退
木の葉で特異的に発現する遺伝子の選抜を行い、環境刺激
や衰退度の指標化を行ってきた。さらに、開発した衰退指
標を用いて全国各地のブナ林で解析してみると、一見、健
全に見えるブナ林においても衰退指数が比較的大きな値を
示す林分もあった。このことから、開発している衰退指標
は衰退ばかりでなく、衰退の前兆として動き出している遺
伝子の発現も検出している可能性がある。ストレス診断の
実践を考えた場合、もしも衰退の兆候を検出することがで
きれば、森林衰退問題に対していち早く予測して対策を講
じることができ有意義である。本発表では、衰退指標に用
いた遺伝子の発現特性を生理生態学的に精査することとし
た。具体的には、葉のサイズ、窒素とリンの含有率、光合
成の炭酸固定の鍵酵素である RuBisCO量ならびに集光機
能を持つクロロフィル量の挙動を調べる。以上から、資源
分配と光合成機能の観点から衰退指標の遺伝子群の発現特
性を解析して、衰退兆候を評価することの妥当性について
検討する。

G8 ゲノム編集によるポプラの花成抑制遺伝子の変異と

早期花成

西口 満1・遠藤真咲2・三上雅史2,3・土岐精一2,3

1 森林機構 森林総研・2農研機構 生物機能利用・3横浜市大

生命ナノ

ゲノム編集とは、ゲノム DNA中の標的配列を特異的に
切断した後、DNA が不完全に修復されることを利用して
DNA に変異を誘発する技術である。そのため、ゲノム編
集は遺伝子の機能欠失や機能改変に利用することができ
る。本研究では、ゲノム編集技術の一つである CRISPR/
Cas9 法を用いて、ポプラ（Populus nigra）の花成抑制遺伝
子と推測される PnTFL1遺伝子および PnFTL3遺伝子の
機能を欠失させた遺伝子組換えポプラを作出した。遺伝子
組換えポプラの PnTFL1 および PnTFL3 に生じた変異
を調べた結果、PnTFL1と PnTFL3の各対立遺伝子に挿
入や欠失が起こり、完全に両遺伝子の機能を失っていると
考えられる系統や、PnTFL1には変異があるが PnFTL3
には変異がない系統などがあることが分かった。PnTFL1
を機能欠失した遺伝子組換えポプラは、短日条件から長日
条件に移行すると数十日後に花を形成した。一方、非遺伝
子組換えポプラでは、同時期に花成が起こらなかったこと
から、PnTFL1が花成抑制遺伝であることが証明された。

H4 東シベリアにおいて地形はカラマツ林の分布を強く

規定する

佐藤 永・小林秀樹

海洋研究開発機構北極環境変動総合研究センター

Larch trees are the dominant elements of coniferous
forests in Eastern Siberia, and its abundance largely
depends on local hydrological conditions, which are
predominantly mediated by topographic properties at the
100-meter scale.

The present study evaluated how geographic hetero-
geneity of the larch forest is formed with a special focus on
topography and its related environmental heterogeneity.

Our analysis suggest that topographic properties, be-
sides climatic environment, control the abundance of larch
forest via both drought and flooding stresses in Eastern
Siberia.

H5 西南日本冷温帯混交林の初期更新過程

清野達之1・石川愼吾2・山中三男2

1 筑波大学生命環境系・2高知大学理学部

石鎚山系のブナとウラジロモミが混交する西南日本の冷
温帯混交林の初期更新機構を解析するために、林冠ギャッ
プ下の稚樹実生の組成と構造に着目した調査を行なった。
同時に空中写真を用いて、林冠ギャップと林冠種であるブ
ナとウラジロモミとブナの分布状況の解析を行なった。
空中写真判読から、林冠ギャップは数個体の倒木や枯死
よるものと推察された。ウラジロモミとブナの林冠木は、
類似した立地環境下で生育していたが、ウラジロモミの方
がブナよりも標高の高い所で分布する傾向がみられた。
林冠ギャップ下の稚樹の樹高階分布は、樹高 3m前後に
集中していた。ウラジロモミは個体数と胸高直径のいずれ
もブナよりも大きな値を示していた。ブナの稚樹は個体数
が少なく、更新状況が良くなかった。
ウラジロモミの節間成長痕跡から推定した樹齢分布の結
果から、1964 年から 1966 年にかけて石鎚山系一帯でみら
れたササ枯れ現象が、現在のギャップでの更新に大きく影
響していることが判明した。
今回の結果から、林冠ギャップ下ではブナよりもウラジ
ロモミの方が良好に更新していることが分かった。その
ギャップ更新はササ枯れを契機に一斉に行われたことが示
唆された。
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H6 ヒノキ人工林における低木種個体群の構造と間伐に

ともなう動態

杉谷華世1・大住克博2

1鳥取大学大学院農学研究科・2鳥取大学農学部附属フィールド

サイエンスセンター

人工林内の低木種個体群の維持機構を明らかにすべく、
約 40 年生ヒノキ人工林において、本数間伐率を 35%前後
に統一した列状・保残木・中下層間伐区と無間伐区を設け、
間伐後 2∼3 年目の光環境と低木種個体群の消長、種子供
給量を調査した。光環境は材積間伐率の高い列状・保残木
間伐区で明るかった。すべての間伐区で出現数が多かった
樹種は、アオハダ、クロモジ、コシアブラ、ヤマウルシで
あった。これら 4種は間伐後に個体数と樹高成長量が増加
していた。調査期間中に人工林内で開花・結実する個体は
みられなかったが、アオハダとコシアブラは調査林分外か
らと思われる種子供給があった。4種の個体群の齢構成を
解析したところ、いずれも種子生産に豊凶があるにも関わ
らず齢構成は連続的であり、加齢とともに個体数が減少し、
10 年生以上は稀であった。4種は萌芽するため、林外から
の種子供給によって更新した実生が地上部の枯死と萌芽を
繰り返すことで個体群が維持されていると推察された。本
調査地のような人工林内の低木種個体群が形成、維持され
るためには、種子供給源となる二次林の配置や、光環境の
改善による更新と繁殖の促進が重要であることが示唆され
た。

H7 異なる排出係数を用いた森林炭素蓄積量の比較：ミャ

ンマーでの調査事例

佐藤 保1・北原文章2・Billy Ne Win3・鷹尾 元4・Myat Su

Mon5・道中哲也6・古川拓哉7・Ei Ei Swe Hlaing3・Thaung

Naing Oo3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所四国支所・3ミャンマー森林研究所・4国

際農林水産業研究センター・5 ミャンマー森林局・6（国研）森林機

構 森林総合研究所林業経営・政策研究領域・7（国研）森林機構 森

林総合研究所生物多様性研究拠点

REDD+におけるプロジェクトレベルでの森林炭素蓄積
量計測手法の開発のために、ミャンマー連邦共和国・シャ
ン州南部にある Paung Luang Reserve Forest（約 160,500
ha）を対象に、地上調査を実施した。2016 年 2月および
2017 年 2 月に 40m×40m のプロットを設定し（n=52
個）、方形区内の毎木調査（タケを含む）を実施した。これ
らプロットは、樹冠被覆度を基準に Open forest（10∼40
%）とClosed forest（40% 以上）の 2つに区分した。毎木
データをもとに、樹木とタケの地上部現存量による単位面
積あたりの炭素蓄積量（以下、排出係数とする）を算定し
た結果、Open forest の排出係数は 35.9Mg C/ha であり、
Closed forest（69.1Mg C/ha）の半分程度であった。対象
地の森林炭素蓄積量を 3時点（2005 年、2010 年、2015 年）
で求めたが、今回得られた林冠被覆度を考慮した排出係数
を用いることで、より現実に近い炭素蓄積量の変化（排出
量）を得ることができると考えられた。

H8 マクロ・ミクロ環境に対するスギの樹高成長の応答

性における系統間差

松下通也1・武津英太郎2・花岡 創3・平岡裕一郎1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場・3（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種場

今後の気候変動に対応して林木育種や森林管理を進める
上で、樹木の成長における環境応答性の評価は重要であ
る。しかし、降水量や気温等のマクロ環境や、谷筋・尾根
筋等の立地に起因する水分条件といったミクロ環境のばら
つきに対して、種内の系統間で成長の応答性にどのような
違いがあるか十分に理解されていない。本研究では、関東
甲信・東海地方にかけて設定されたスギの植栽試験地（検
定林）の成長データを基に、マクロ環境（月別の気象条
件）およびミクロ環境（斜面方位や Topograhic Wetness
Index：TWI）と樹高成長との関連性について解析した。
これら試験地では挿し木クローンがさまざまな環境条件を
経験するよう植栽されており、スギの環境応答性の系統に
よる違いを評価することができる。解析の結果、全てのク
ローンに共通して斜面方位や TWI といったミクロ環境変
数の成長に対する重要度が高い傾向が認められた。マクロ
環境変としては、成育期における降水量の重要度が高い傾
向であったが、春先の降水量の重要度が高い傾向を示すク
ローンや、秋季の降水量の重要度が高い傾向を示すものも
存在し、系統によるばらつきが認められた。

H9 日本各地に生育するブナの年輪幅変動と気候応答の

類似性

沈 昱東1・涌井幸子2・竹原優子2・星野安治3・内海泰弘4・鎌田

直人5・野堀嘉裕6・市栄智明7・村岡裕由8・斎藤 琢8・平野

優1・安江 恒9

1信州大学大学院総合工学系研究科・2信州大学農学部・3奈良文

化財研究所・4九州大学大学院農学研究院・5東京大学大学院農学

生命科学研究科附属演習林北海道演習林・6山形大学農学部・7高

知大学農林海洋科学部・8岐阜大学流域圏科学研究センター・9信

州大学山岳科学研究所

異なる生育条件におけるブナの肥大成長について年輪年
代学的手法を用いて年輪幅変動と気候応答を明らかにし
た。日本各地から暖かさ指数によるブナの分布域をカバー
する 13 地点を日本各地より選んだ。各生育地の年輪幅時
系列の間に単相関分析および主成分分析を行い、生育地間
の類似性について調べた。肥大成長に制限する気候要素
（月平均気温、月降水量）との応答関係を明らかにした。
生育地間の単相関分析および主成分分析を行なった結
果、東北、北海道の生育地間（八幡平 2、八甲田 2 を除く）
の年輪幅変動に共通性があった。高知、椎葉、愛媛では共
通して第 2主成分の値が高かった。年輪と気候要素との単
相関分析の結果、東北と北海道一部の組み合わせでは共通
する気候応答が認められたが、多くの生育地間に共通する
気候応答がなかった。その他の地域では高知、愛媛の組み
合わせを除き、共通した気候応答は認められなかった。生
育地間の年輪幅変動の類似性が空間的に分類できることが
示唆されたが、制限する気候要素に地域的な共通性が確か
められなかった。
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H10 天然林大径木のポリゴン年輪解析

石田 仁1・中野雄太2・中山慎太郎3・北村あかり4

1岐阜大学応用生物科学部・2佐合木材・3郡上市・4富山県

近年、年輪の形状をポリゴンとして記録し、樹木の成長
を年輪面積によって評価しようとする研究が報告されてい
る。しかし、こうしたポリゴン年輪解析の試みは若齢の針
葉樹に限定されており、天然林大径木を調査対象とした研
究事例はほとんど無かった。本研究では、岐阜大学位山演
習林で採取されたミズナラ（471 年生、地際部、直径 123
cm）、ヒノキ（227 年生、樹高 26.2m、胸高直径 78 cm、地
上高 0.65∼19.9mの 8 枚）、サワラ（約 260 年、樹高 30.13
m、地上高 0.3∼25mの 14枚、枝 2枚）各 1個体 の円板に
ついて、デジタル一眼レフで撮影されたモザイク写真もし
くはフラットヘッドのスキャナー画像、GISソフトと年輪
補完モデルを用い、全年輪形状のポリゴン座標を記録した。
年輪補間モデルは有効であったが、手入力した年輪ポリゴ
ンの間隔が大きい場合や年輪形状が複雑な場合はずれが大
きく修正を要した。同一個体内から採取された円板の年輪
面積は、同調的に変化していた。いずれの個体も、サイズ
の大型化に伴い、成長量の「急減→回復→急減」の規則的
な変動パターンが顕著となった。ヒノキの変動周期は約 4
年で、木曽森林管理署の豊凶調査で得られた豊作周期とほ
ぼ一致していた。

H11 地上レーザー測量による 3次元データを用いた競

争指数の開発

神 宏樹・加藤 顕

千葉大学大学院園芸学研究科

立木の成長には、サイズや林齢、遺伝的特質、隣接木と
の競争などが関わっている。このような立木の成長に関係
する競争環境を競争指数として表す。そして、競争指数に
よってこれらの成長に関する影響を評価することができ
る。個体間の競争指数は 1960 年代以降、数多くの指数が
提案され、その有効性が検討されている。しかし、個体間
競争において重要だと考えられている樹冠の空間的な配置
や樹冠体積が組み込まれている競争指数はほとんどない。
そこで、本研究では地上レーザー測量による 3次元データ
を取得し、3次元データを用いた樹冠の空間的な配置や樹
冠体積などを考慮した新たな競争指数の開発を目的とす
る。本研究の研究対象地はカナダのノースウエスト準州に
あるウッド・バッファロー国立公園で行った。国立公園内
の天然林は、長期間保護されており、人的影響がないため、
林分レベルの成長予測が可能である。どの競争指数が個体
成長の予測に適しているかを検討するために、樹高成長、
直径成長のそれぞれに関して一般化線形モデルを用い、モ
デルの変数選択により最適な競争指数を決定した。

I1 都市化による土壌酸性の中和が土壌有機物の分解・無

機化特性に及ぼす影響

高橋輝昌1・呉 巧雪1・人見拓哉1・土田健人2・守野 陣3・寺田

健人4

1千葉大学大学院園芸学研究科・2株式会社ワークスアプリケー

ションズ・3株式会社バンダイナムコエンターテインメント・4損

保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社

発表者らは、森林周辺環境の都市化に伴い、森林表層土
壌の酸が中和されることを明らかにした。都市化に伴う森
林土壌の酸の中和が生態系内の物質循環に及ぼす影響を解
明する一環として、都市化の進行程度の異なる地域間で、
森林土壌での有機物の分解・無機化特性を比較した。非都
市化地域の森林として埼玉県秩父市内の東京大学秩父演習
林を、都市化地域の森林として千葉県松戸市内と市川市内
の公園の樹林地を選定した。各森林内で表層土壌を採取
し、室内培養により二酸化炭素放出速度の変化を経時的に
測定し、反応速度論的解析により無機化されうる炭素量を
求め、土壌中の全炭素量に占める無機化されうる炭素量の
割合（C0（%））を算出した。また、それぞれの森林の表層
土壌中に市販のティーバッグを埋設し、ティーバッグ内容
物の変化量に基づき有機物分解特性を示すTea Bag Index
（初期分解速度：k、長期蓄積能：S）を算出した。非都市化
地域のC0（%）は都市化地域よりも高かったが、酸を中和
したところ減少した。また、都市化地域の Sは非都市化地
域よりも低くなった。すなわち、土壌に供給された有機物
の分解後の残存率は都市化により低くなった。

I2 東広島アラカシ林における微生物呼吸に対する長期

的な温暖化の影響

寺本宗正1・梁 乃申1・近藤俊明2・曾 継業1・中根周歩3

1 国立環境研究所地球環境研究センター・2広島大学大学院国際

協力研究科・3広島大学大学院生物圏科学研究科

微生物呼吸は、陸域で 2番目に大きな炭素フラックスで
ある土壌呼吸の、約 7割を占めると考えられる。現状、微
生物呼吸の温暖化に対する長期応答に関する検証例は少な
く、全球の炭素収支および気候変動の将来予測を精緻化す
る上で、大きな不確実性をもたらす原因となっている。微
生物呼吸に対する長期的な温暖化影響は、気温や降水量な
どの気象条件に加え、微生物呼吸の基質となる土壌有機炭
素量とも関係するため、地域によって大きく異なるものと
考えられる。これまで行われてきた検証実験は、主に欧米
で行われており、アジア地域における検証例は非常に限ら
れている。微生物呼吸に対する長期的な温暖化影響を、日
本の代表的な森林土壌で検証するため、東広島のアラカシ
林に、自動開閉チャンバーシステムと、温暖化操作のため
の赤外線ヒーターを設置した。チャンバー周辺を根切りし
た上で、微生物呼吸に対する温暖化影響を、2007 年 11月
から観測した。本観測サイトでは、夏季の乾燥によって温
度敏感性の指標である Q10 値が大きく減少する事が確認
されており、微生物呼吸に対する温暖化効果の変動と、夏
季の降水量、すなわち土壌水分値が関係していることがう
かがえた。
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I3 テフラと樹林形成

春木雅寛1・東 三郎2・中須賀常雄3

1 北海道大学総合博物館・2北海道大学名誉教授・3（一社法）亜熱

帯林研究会

日本は火山国であり、平成 30 年理科年表地 128の第四
紀後期広域テフラ分布図に見るように、森林の表層土は岩
石の風化物ではなくテフラと考えられ、この疑問を解決し
たいと考えた。調査地は日本の北から南へ、北大の北海道
と和歌山の 6研究林、札幌の北大構内自然林、円山および
野幌原始林、またブナ北限の歌才ブナ林、沖縄本島北部原
始林の西銘岳天然林、東村マングローブ林の 12 カ所であ
る。方法は、林相調査時に表層土 100 g を採取し、東（2017）
を基に水道水で超微粒・微粒を除き、乾燥後デジタル顕微
鏡で観察した。パミス軽石と火山ガラスを検出した試料を
テフラと認定確認した。その結果、12 カ所の調査地はいず
れも地下の根系分布は数 10cmと浅く、北海道内の北大各
研究林の常緑針葉樹林や落葉広葉樹林、札幌円山、野幌原
始林、低平地の札幌にある北大構内自然林もパミスや火山
ガラスを有するテフラ上に成立していた。道南の歌才ブナ
林や土橋ブナ、ヒバ林、和歌山の照葉樹林も同様にテフラ
上であった。さらに沖縄本島の西銘岳スダジイ原始林はパ
ミス、豆石、火山ガラスなど、マングローブ林も貝やサン
ゴ片を交えた火山ガラスなどテフラ上に成立していた。

I4 木質燃焼灰を施肥したヒノキ新植地の土壌特性

山田 毅1・平井敬三1・長倉淳子1・大谷達也2・酒井寿夫2・福田

雄治3・中町千景3・永野正朗3

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所四国支所・3株式会社グリーンエネルギー

研究所

FIT制度導入後、木質バイオマス発電所の増加に伴って
木質バイオマス燃料の需要も増加し、従来林地に残されて
きた枝葉なども利用されつつある。養分を多く含んだ枝葉
の利用は林地生産力の低下を招き、木質バイオマスの持続
的な資源利用を制限する懸念がある。一方で、発電により
産出する木質燃焼灰を肥料として林地に還元できれば、養
分の循環利用が可能となる。そこで、燃焼灰施肥による土
壌化学性への短期的な影響を明らかにするため、高知県内
の 8年生ヒノキ新植地において木質燃焼灰（主灰）を単木
あたり約 1kg（K2O で 18g）施肥し、施肥前（2016 年 3月）
と施肥 1 年後（2017 年 2月）の施肥区および対照区の土壌
化学性を 3深度（0-10 cm、10-30 cm、30-50 cm）で比較し
た。
その結果、施肥区 0-10 cm深では pH（H2O）値が 1.0 以

上有意に上昇した。また交換性Ca、Mg、K濃度もそれぞ
れ有意に上昇した。一方、0-10 cm深以外の pH 値や交換
性塩基濃度、すべての深度における全炭素・全窒素には明
らかな処理間差は確認できなかった。燃焼灰施肥は表層土
壌の酸度矯正や交換性塩基量の増加に効果があると認めら
れた。

I5 団粒の再形成過程における腐植量と土壌微生物活性

の影響

小野 裕・梅山恭佑

信州大学農学部

団粒の再形成過程における腐植量と土壌微生物活性の影
響を明らかにする目的で、室内培養実験を行った。ヒノキ
人工林内から、A層の団粒試料（<1mm）を採取し、H層
の腐植試料を異なる割合で混合させ（0%、20%）、培養試
料とした。培養は温度 25℃、湿度 55% の恒温恒湿器内で
行い、1週間に 1回噴霧にて給水し、培養試料が適度に乾
湿を繰り返すようにした。培養 0、4、8、12週後に、顕微鏡
観察、団粒分析試験（水中篩別法）、全炭素・全窒素の測定、
フルオレセインジアセテートを用いた土壌微生物の加水分
解酵素活性の測定を行った。その結果、いずれの腐植率で
も、培養期間が長いほど団粒の結合が進み、1mmより大
きい構造の発達が認められた。とくに、腐植 20%試料で
団粒の発達が進んだ。全炭素量はいずれの腐植率において
も培養期間が長いほど低下する傾向が得られたが、腐植 20
%試料で高い値を保った。加水分解酵素活性は、ばらつき
が大きかったが、培養 0週に対し培養 4週以降で高い値と
なり、腐植 20% の試料で概ね活性が高い傾向が得られた。
これらから、団粒の再結合には腐植量と土壌微生物の活性
が関連することが示唆された。

I6 ウダイカンバ連年施肥林の落葉の養分濃度 ─施肥開

始から17年間の変化─

長倉淳子1・古澤仁美1・伊藤江利子2・橋本 徹2・相澤州平1

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所北海道支所

人間活動により森林に付加される窒素量が増加し、その
影響が懸念されている。また一方で持続的な木質バイオマ
スの利用のため、林地への施肥が検討されている。特定の
元素の付加が樹木の養分状態に与える影響を明らかにする
ため、1978年から現在まで、窒素、リン、カリウムの連年
施肥を受けている北海道支所羊ケ丘実験林にあるウダイカ
ンバ林において 1978年から 1995 年の 10-12月に採取され
た 18年分のウダイカンバ落葉について、リン、カリウム、
カルシウム、マグネシウム、鉄、マンガン、アルミニウム
濃度を測定した。葉のリン濃度は施肥によって上昇する傾
向だった。葉のカリウム、カルシウム濃度に、明瞭な処理
間差はみられなかった。葉のマグネシウム濃度は施肥に
よって低下した。葉のマンガン濃度は、施肥翌年から施肥
区で無施肥区より高まったが、葉のアルミニウム濃度には
明瞭な処理間差はみられなかった。付加されたリンとカリ
ウムのうち、リンについては施肥によって葉中濃度が高
まったが、カリウムは施肥による葉中濃度への影響は小さ
く、元素によって影響の現れ方が異なることが明らかと
なった。
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I7 葉と細根の分解過程で失われる炭素：室内培養による

呼吸と溶脱 DOMの比

谷川東子1・宮谷紘平2・土居龍成2・眞家永光3・孫 麗娟4・藤井

佐織5・松田陽介6・溝口岳男1・平野恭弘2

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2名古屋大学大学院

環境学研究科・3北里大学獣医学部陸水循環学・4京都大学大学院

農学研究科・5アムステルダム自由大学・6 三重大学大学院生物資

源学研究科

樹木はリターとして葉や根を土壌へ還元し、リターは分
解・変性を経て土壌有機物となり土壌環境を形成する。年
間落葉量・落根量の比は、環境要因により変動する可能性
があるため、リター分解プロセスの器官差への理解は、環
境変動に対する森林生態系の反応を予測するために必要で
ある。我々はこれまでに、スギ・ヒノキの葉と細根を 2年
半培養し、定期的に降らせた人工降雨に溶出する成分を計
測し、その器官差を明らかにしてきた。本研究では、基質
から分解過程で失われる炭素について、リター呼吸と溶脱
炭素（DOM）の比を調べた。
リター呼吸速度を計測し、器官差・樹種間差・時間によ
る差を検定したところ、器官差のみが有意であり、葉>根
であることが明らかになった。時間による呼吸の差がな
かったため、一定時間・一定重量当たりの呼吸量と、基質
の重量減少曲線の積分値とを掛け合わせた。得られた総呼
吸量は、基質から失われた炭素量と DOM積算量との差に
匹敵した。2通りの計算で得られた総呼吸量は共に、両器
官とも、基質から分解過程で失われる炭素の約 9割を占め
た。残りの約 1割を DOM が説明する結果となり、DOM
は微生物の食べ残しとして生成されると推察された。

I8 超高分解能質量分析法による針葉樹林と広葉樹林の

林内雨中溶存有機物の評価

井手淳一郎1・三浦郁実2・山瀬敬太郎3・牧田直樹4・大橋瑞江2

1九州大学持続可能な社会のための決断科学センター・2兵庫県

立大学環境人間学部・3兵庫県立農林水産技術総合センター・4信

州大学理学部

近年、管理が不十分な針葉樹人工林を広葉樹林に誘導し
て森林の公益的機能の向上を図ろうとする動きがある。一
方で、この誘導が森林の物質循環にどのような変化をもた
らすのかについては十分にはわかっていない。本研究では
この変化を理解するための手始めとして、森林の物質循環
において重要な役割を担う溶存有機物（DOM）に着目し、
針葉樹林と広葉樹林における雨水中 DOMの質を比較・検
討することを目的とした。兵庫県内の針葉樹林（ヒノキ林）
と広葉樹林（コナラ林）で林外雨と林内雨を採取し、超高
分解能質量分析法である FT-ICR MS を用いて林外雨と林
内雨の DOMを構成する分子の種類と数を分析した。その
結果、DOMの構成分子の種数は林内雨のほうが林外雨よ
りも有意に多い（p<0.05）一方で、針葉樹林内雨と広葉樹
林内雨との間では有意な差がないことがわかった。また、
林外雨と林内雨との間で構成分子種に類似性は見られな
かったが、針葉樹林内雨と広葉樹林内雨との間では多くの
構成分子種が共通していた。これらの結果は、多様な
DOM が樹冠から雨水へ供給される一方で、供給される
DOMの種類については針葉樹林と広葉樹林で大きな差異
はないことを示唆する。

I9 四万十川流域モミ天然林生態系におけるカルシウム

の循環

稲垣善之1・酒井寿夫1・野口亨太郎2・森下智陽2・藤井一至3

1（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所東北支所・3（国研）森林機構 森林総合研究所立地環

境研究領域

森林生態系の物質循環において、カルシウム、マグネシ
ウムなどの交換性塩基類は、樹木にとっての養分として重
要なだけでなく、プロトンの生成、消費にも関わる。交換
性塩基の主な供給源は、降水と土壌母材の風化である。こ
れらの寄与は、降水と渓流水の物質収支から評価すること
ができる。本研究は、高知県四万十川流域の鷹取山試験地
のモミ天然林において交換性塩基の動態を明らかにした。
2011-2015 年において主要な物質の降水による負荷量と渓
流水による流出量を算出した。樹木の養分吸収量速度は、
隣接する流域における過去の調査（Ando et al 1977）から
推定した。カリウム、マグネシウム、カリウムの母材から
の風化速度はそれぞれ 27kg/ha/yr、36kg/ha/yr、106
kg/ha/yr であった。これらの物質の降水による供給速度
は風化による供給速度の 10% 以下であった。また、日本
の 17 流域における年流出量と交換性塩基流出量の関係を
RMAで解析した結果、マグネシウム、カルシウムは、年流
出量が大きいほど濃度が増加する傾向を示した。年流出量
の多い地域では、樹木の吸収量に対して相対的に母材から
の風化速度が大きいため、渓流水においてこれらの濃度が
増加すると考えられた。

J1 Characteristics of sap fluxmeasured in a Crypto-

meria japonica forest in Tanzawa Mountains

CHIANG, MING SHAN1,2・Egusa, tomohiro3・Fujime,

naoya3・Uchiyama, Yoshimi4・Hotta, Norifumi3・Kume,

tomonori2

1University of Tsukuba・2National Taiwan University・
3The University of Tokyo・4Kanagawa Prefecture Natu-

ral Environment Conservation Center

Transpiration is a major part of the water cycle in
forested ecosystem. Sap flow (Fd) techniques are useful for
investigating stand transpiration even on steep slopes. To
understand the stand transpiration mechanism, circum-
ferential and tree-to-tree variations in sap flow and their
temporal changes are important.
The study was conducted to comprehend the spatial and

temporal variations in Fd in an evenly aged 30-year-old
Japanese cedar forest in Tanzawa mountain, located in
western part of Kanagawa Prefecture. In this study, we
examined 1) circumferential variation, and 2) individual-to-
individual variations in Fd, and 3) the effect of meteo-
rological parameters on their variations using 32 sets of
Granier type sensors inserted on 16 trees in a 20× 20
experiment plot. The data was derived during the period
from August 21st, 2017 to December 21st, 2017.
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J2 無降雨時の土壌水分減少量は樹木蒸散量と細根分布

で説明できるか？

荒木眞岳1・阪田匡司2・釣田竜也2・齊藤 哲1

1（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所立地環境研究領域

樹木は土壌中の水分を根から吸収し蒸散によって葉から
大気へ放出する。土壌水分は主に雨によって供給される。
本発表は、① 1週間あたりの土壌水分変化量 vs降水量と
樹木蒸散量の差、特に、②無降雨期間あたりの土壌水分減
少量 vs樹木蒸散量、さらに、③土壌水分減少量に対する
層別貢献割合 vs 細根の垂直分布について、これらの関係
を検討することを目的とする。茨城県かすみがうら市の約
39 年生スギ人工林で、林外雨、土壌体積含水率（10、40、
80 cm深度×6 地点）、および樹液流速度（10個体、平均胸
高直径 22.6 cm）を測定した。2017 年 5月 1 日から 8 月 31
日に得られたデータを用い、1週間あたりまたは無降雨期
間あたりの土壌水分変化量と林分蒸散量を計算した。蒸散
量の計算には他のスギ林で調整された辺材面積推定式を利
用した。その結果、上記の①と②はそれぞれ非常に強い
直線関係にあること、③についても両者はよく対応してい
ることがわかった。したがって、本スギ林における土壌水
分の減少程度は、樹木蒸散量と細根分布によってかなり説
明されると考えられた。今後は、降雨遮断した際にこれら
の関係性がどう変化するかに着目したい。

J3 ブナ林内で観測した微気象要素と全天空写真画像の

季節変化

齋藤武史

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

森林樹冠層の季節変化が当該森林内における微気候緩和
機能の季節変化に及ぼす影響を明らかにすることを目的
に、ブナ林内で撮影した全天空写真を解析して得られた樹
冠層の計測指標（開空度、Plant Area Indexなど）の季節
変化と、当該林分の内外で同時に観測した温湿度、相対照
度などの微気象要素の季節変化との関係を解析した。開空
度と Plant Area Indexの値は、春の開葉、秋の落葉にとも
なって急激に変化したが、6月から 9月までの期間にはほ
ぼ一定の値で推移し、全天空写真の画像に大きな変化が見
られなかった。一方、林内の微気象要素については照度（相
対照度）が全天空写真の計測指標と密接に関連して増減し、
樹冠層に分布する遮蔽物の密度の変化にともなって林内の
放射環境が季節変化することが示された。林内気温につい
ては、日最高気温、日平均気温が Plant Area Indexの増大
にともなって低下する傾向が見られ、樹冠層による日射の
遮蔽によって林内気温の上昇が緩和されているものと考え
られた。林内外の湿度差については、全天空写真の計測指
標に変化が少なかった 6-7月と 8-9月の期間で大きく異な
り、両期間で樹冠層の蒸発散量に変化があることが示唆さ
れた。

J4 山地源流域における地下水・渓流水中の溶存二酸化

炭素濃度の変化

勝山正則

京都大学学際融合教育研究推進センター

森林生態系に蓄積された炭素の一部は、呼吸に加え、渓
流からも溶存態あるいは粒状炭素として放出される。この
うち溶存無機態としては主に CO2 あるいはHCO3-として
放出されるが、これらは有機物分解過程の結果であるため、
森林の状態変化がこの放出に影響を与える可能性がある。
本研究では、森林流域における地下水・湧水・渓流水中の
CO2濃度長期観測結果を基に、森林の生長と衰退に伴う溶
存無機態炭素放出過程の変化を考察した。滋賀県南部の桐
生水文試験地にて、1994 年から継続して地下水・湧水・渓
流水の溶存無機態炭素濃度を観測している。毎木調査の結
果、約 60 年生のヒノキ人工林において枯死木の増加と年々
の炭素蓄積速度の低下が見られた。渓流水中の CO2濃度
は一時的な上昇を除いて、長期的には変動が小さく、明瞭
な時系列変動は見られなかった。一方、湧水では大気平衡
前の濃度が観測され、渓流水より常に高濃度であり、長期
的に濃度低下傾向が見られた。地下水では、近傍の立木が
枯死していく過程で、徐々に濃度が低下していった。従っ
て、湧水・地下水中のCO2濃度は森林の衰退に伴う微生物
活動の変化を反映している可能性がある。

J5 山地森林流域における河川流量・水質の空間的規則

性

江草智弘1・熊谷朝臣1・小田智基1・内山佳美2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2神奈川県自然環境保全

センター

小流域の研究から得られた詳細な水文過程を、大流域の
河川流量・溶存物質濃度の予測に拡張して適用するための
知見を得ることは、水文学上の主要なテーマだと考えられ
ている。そのために、既存の多くの研究が、集水面積と河
川流量・溶存物質濃度の関係性に着目してきた。この数十
年間に、小流域では河川流量・溶存物質濃度が空間的に大
きくばらつくこと、集水面積増加に伴ってばらつきが減少
し、流量・溶存物質濃度が収束することが明らかになって
きた。しかし、この混合収束がどのように起こるのかを調
べた研究例はほとんどない。我々の目的は、河川流量・溶
存物質濃度の混合収束が空間的に無作為なばらつきの単純
混合と見なせるか、あるいは規則性が存在するかを明らか
にすることである。我々は関東地方に位置する 3つの森林
流域で、平水時を選び、河川流量・溶存物質濃度の多点観
測を行った。3流域全てにおいて、単純混合を仮定した場
合よりも、河川流量の収束は速やかだった。逆に、ほぼ全
ての溶存物質濃度の収束は単純混合の仮定よりも緩やか
だった。これらの結果は、河川の混合収束に規則性が存在
することを示唆している。
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J6 崩壊発生時における斜面地下水の挙動

小杉賢一朗・正岡直也

京都大学農学部

豪雨に伴って発生する斜面崩壊は、人命や財産に甚大な
被害をもたらすことから、その予測手法の開発と、予測に
基づく適確な警戒・避難体制の確立が重要である。斜面崩
壊の主たる誘因の一つは、斜面内部の地下水位上昇だと考
えられる。近年の研究により、崩壊発生と地下水挙動に関
して、（1）土層内の地下水のみでなく風化基岩層内の地下
水が重大な影響を及ぼしていること、（2）地下水位の既往
最大値超過が崩壊発生と密接に関わっていること、（3）地
下水位の既往最大値超過を降雨から予測する手法を確立す
ることが有益であること、が指摘されている。本研究では、
山地小流域を対象とし、崩壊発生時における地下水の挙動
を解析することによって、これらの点について検討を行っ
た。その結果、崩壊発生時に、土層内地下水位に比べて基
岩内地下水位の既往最大値超過がより顕著であったことが
判明し、基岩内地下水が深層崩壊のみでなく表層付近の土
砂移動にも深く関与していることが明らかとなった。さら
に、基岩内地下水位の既往最大値超過を、2種類の実効雨
量を用いて描かれるスネーク曲線を解析することにより推
定できる可能性が示された。

J7 津波で被災した海岸林生態系の再生にかかわる砂

地・湿地の価値

平吹喜彦

東北学院大学教養学部 地域構想学科

東北地方太平洋沖地震・津波の後、自然環境保全地域や
特定植物群落にも指定されている仙台湾岸に沿った奥行き
約 1.5kmの砂浜海岸エコトーン（平吹ほか、2011）では、
立地と植生、景観が著しく人工化している。砂丘・後背湿
地領域を丘陵地から運び込んだ鉱質土壌で画一的に盛土
し、ごく限定された樹種だけ（地域外広葉樹苗も少なくな
い）を植栽・育樹する「海岸防災林の復興事業」はその主
役であり、「防災・減災と自然環境保全の両立」をめざした
順応的対応が一貫して要望されてきた。
本発表では、発災直後から仙台市宮城野区新浜で実施し
てきた生態系モニタリングの結果（南蒲生/砂浜海岸エコ
トーンモニタリングネットワーク、https：//sites.google.
com/site/ecotonesendai/）などを再検討しつつ、砂丘・後
背湿地領域の盛土と非盛土（保全区）の間で（1）植生と（2）
クロマツを主体とする樹木の生育状況を比較した結果、お
よびその「防災・減災と自然環境保全の両立」にかかわる
意義について報告する。そして、「生物学的遺産や生態系
レジリエンスを組み込んだ海岸林復興」という視点から、
海岸林基盤盛土の素材、配置、形状、造成プロセスに関す
る改善案にも言及したい。

J8 土砂災害警戒情報の降雨指標に関する予備的考察

執印康裕

宇都宮大学農学部

土砂災害における対策手法の一つに、降雨指標による土
砂災害発生危険度の評価及びそれに基づいた土砂災害警戒
情報がある。土砂災害発生には、累積雨量等の長期降雨の
影響および 1 時間雨量等の短期雨量の影響の両要素が関与
しているため、長期降雨指標および短期降雨指標の組み合
わせによる評価方式が採用されている。例えば国土交通省
と気象庁の連携による土砂災害警戒情報は、横軸に長期降
雨指標として土壌雨量指数、縦軸に短期降雨指標として 60
分積算雨量をとる 2次元平面上に基準線を設定し、各時刻
にプロットされる点を結ぶスネークラインが基準線を超過
するか否かの判断を基本枠組みとしている。本手法の有効
性は明らかであるが、2次元空間上に基準線を設定する際
には、1）高度な解析的手法および専門家の判断が必要とさ
れるため、基準線の根拠を行政担当者や住民に判りやすく
説明することが困難であること、2）基準線近傍の領域では
災害発生降雨と非発生降雨の分離が明瞭でない場合がある
こと、が課題として存在する。本発表ではこの点に着目し、
東京都伊豆大島を対象に 2次元空間上に基準線を設定しな
い形での降雨指標に関する予備的な考察を行ったので報告
する。

J9 白山山麓に発生した地すべり地における自生種によ

る植生復元手法の検討

柳井清治・横田健一朗

石川県立大学生物資源環境学部

白山（標高 2,702m）源流域において、2015 年 5月に大
規模な地すべりが発生し、崩壊土砂は下流に流下し深刻な
濁水被害を与えた。このため濁水を抑えるために早期に崩
落斜面の植生復元が課題となっているが、発生個所は国立
公園特別保護区内にあり、アクセスが困難、多雨多雪など
厳しい条件がある。そこで本研究では、前年に引き続きこ
の課題を解決するための播種試験を実施した。2015 年地
すべりと気象条件が類似した湯ノ谷川地すべり内（標高
1500m）において、①崩壊土砂、②崩壊土砂+草本の腐植
土、③崩壊土砂+木本の腐植土、④崩壊土砂+化学肥料
の 4処理区を設定した。播種試験に用いた種子は、地すべ
り地近隣から採集した草本 4種類、木本 4種類の計 8種と
オノエヤナギの枝条を埋枝に用いた。この結果、発芽が確
認された植物はススキ、フジアザミ、ヨモギ、オノエヤナ
ギ（埋枝）のみで木本種子から発芽したものはなかった。
処理間の比較では化学肥料による発芽率の減少と初期成長
の増加、腐植土混入による比較的高い発芽・成長率などで
あった。腐植土内には菌根菌類の存在が確認されており、
この菌根菌による感染が発芽・成長に影響した可能性が示
唆された。
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J10 樹冠上からの散水実験による林床被覆と表面侵食の

関係

若松孝志・中屋 耕・池田英史・石井 孝

電力中央研究所

降雨強度が大きな条件において、森林斜面における表面
流出量と流出土砂量の時系列変化を効率的に把握するため
の降雨実験手法を、ヒノキ林と落葉広葉樹林の斜面に適用
し、林床被覆の状態と土壌浸食の関係を評価することを目
的とした。樹冠通過に伴い雨滴衝撃力が変化することを考
慮し、散水は樹冠の上部より行い、等高線沿いに設置した
各 3個（計 6個）の調査プロット（斜面勾配 27°∼37°）を対
象に、樹冠通過雨量、雨滴衝撃力、表面流出量、土砂流出
量の観測を行った。降雨実験は 2015 年 5月∼10月に計 8
回行い、各回の散水時間は 13分間から 61分間である。調
査プロットの下端において 30秒から 6分間の時間間隔で
表面流出水および流出土砂を採取し、重量を測定した。各
回の樹冠通過雨量は 56∼336mm、1分間あたりの最大降
雨強度は 5.3∼13.3mmmin−1（320∼800mmh−1）、平均降
雨強度は 199∼451mmh−1 であった。樹冠通過雨量に対
する表面流出量の割合（表面流出率に相当）は 0.17∼0.39
であった。一方、単位雨量あたりの流出土砂量は 0.07∼3.8
gm−2mm−1 であり、調査プロットにより約 50倍の違い
がみられた。

J11 山地森林流域での土砂流出評価のための Geo-

WEPPの適用

堀田紀文1・AMARU, Kharistya2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2筑波大学大学院生命環

境科学研究科

山地森林流域からの土砂流出量の評価・予測を目的とし
て、GeoWEPP（Geospatial interface for theWater Erosion
Prediction Project）の適用性を検討した。対象地は群馬県
吾妻川上流域（711km2）である。多様な地形条件、土地被
覆からなる 100 の支流域で取得された、700セットを越え
る SS（Suspended Sediment）と流量の観測データに基づ
き、モデルの最適化と再現性の検証を行った。結果として、
表面流の発生が抑制される森林流域では、restrictive layer
の導入によって斜面単位での水文プロセスが十分に再現さ
れる必要があることが示された。また、過去の崩壊などで
生産された土砂が河道部に貯留されていることに対応し
て、河道部の浸食可能深を適切に与えることと、それが流
域に配分されるための spin-up期間を設定する必要がある
ことが示された。海外で開発が進む多くの土壌侵食モデル
が日本に適用されない要因として、それらのモデルが面的
な侵食を対象としているのに対して、日本の森林流域では
面的な侵食が抑制される一方で、崩壊などによる局所的な
土砂供給が卓越することが挙げられる。本研究で得られた
知見は、日本での今後の土壌侵食モデルの利用を促進する
可能性がある。

K1 スマート林業の展開（Ⅰ）─現場作業データと SCM

システムの連携─

仁多見俊夫1・薄井徹太郎2,1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2住友商事グローバルリ

サーチ株式会社戦略調査部

地域林業のビジネス化・事業量の拡大を目指してスマー
ト林業プロジェクトを展開している。現場作業から商品の
納入までを適切に管理活性化する SCM システムを構築
し、生産、集積、運搬の工程を適切に調整することによっ
て地域林業の事業量と事業効率を向上させることを目標と
する。そこでは、多様な情報を処理するシステムプログラ
ムが SCMシステムの核として処理を担うが、現場作業の
状況、成果をシステムのデータベースへ送り、認識させる
ことが、適切なビジネス判断をするためには必要である。
1 つの間伐事業における各工程作業に GPS を装着して位
置時間を採取し、事業作業の構造を把握した。また、工程
間の作業進行について情報共有と適切な判断によって事業
の作業能率が向上することを検討した。運搬工程において
も同様の処理を行っているが、ここでは間伐事業について
示す。当該処理システムを、地域林業 SCMシステム（*）
に組み込むようにパッケージ化し機能・出力をシステム（*）
に連携させた。

K2 スマート林業の展開（Ⅱ）∼素材生産現場との需要情

報の連携∼

寺岡行雄1・中村裕幸2

1鹿児島大学農学部・2（株）woodinfo

素材生産現場と木材需要者との連携を図るために、製材
やプレカット企業に必要となる原木を素材生産事業体に注
文生産とする仕組みを ICT活用で導入することを試みた。
具体的には、木材加工業者が必要とする素材のサイズと数
量、規格の発注情報を取りまとめ、素材生産業者に配信し、
生産可能数量を報告・販売契約まで行えるシステムを構築
した。これらの情報を木材クラウドサーバ上にアップし、
需要情報の集計を行った。クラウドシステムは、需要情報
を複数の伐採業者に配信する場合の通信仕様とするため
XML をベースとして作成され、林業機械に搭載されてい
る各種センサーや作業情報入力端末と、他の林業機械間で
交信するための標準仕様である StanForD2010 に対応でき
るよう設計された。
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K3 スマート林業の展開（III）∼多品種生産型木材SCの

構築∼

松村直人1・渕上祐樹1・野村久子2・沼本晋也1・廣瀬祐基1・犬飼

悠介1・有田貴洋1・島田博匡2

1三重大学生物資源学部・2三重県林業研究所

山側の森林資源の可視化と、ICT技術の展開により、有
利販売を進め、木材サプライチェーンをいかに構築するか、
三重県の事例について検討した結果について報告する。森
林所有者側では、ドローンや地上スキャナーなどの利用に
より、収穫調査の短縮・効率化に直結する。平成 28年度は
三重県内の製材工場を対象にアンケート調査を実施し、原
木市場の利用方法、情報伝達方法の実態及び課題について
調査した。この結果から三重県内の製材工場と原木市場の
間には需要情報に関する情報流通がほとんど行われておら
ず需要と供給の調和がとれていないこと、製材工場の需要
情報を市場に集約し生産者に伝達することが流通の円滑化
にとって効果的であることなどがわかった。また、出材原
木を対象とした流通経路の分析を行った結果、原木の品質
によって出荷する原木市場を分けていること、特殊な寸法
で採材した原木が特定の買い方に購入されていることなど
から、一部の山林所有者は原木市場での市売を通して製材
所の需要をある程度正確に把握していることがわかった。
仕入れ計画の作成など、需要情報を山側にフィードバック
するために必要な情報を整理することができた。

K4 スマート林業の展開（Ⅳ）∼特性の異なる地域での木

材SCMシステム構築∼

岡田広行1・坂口精一郎1・鈴木秀明1・立山健太郎1・槇田健三郎2・

吉田保衡2・中根貴雄3・政所 拓3・澤井政宏3・長谷川尚史4・白

澤紘明5

1住友林業株式会社・2富士通エフ・アイ・ピー株式会社・3（株）

フォテク・4京都大学フィールド科学教育研究センター・5信州大

学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター

日本林業は、戦後植林した人工林が成熟期を迎え、その
主眼が間伐を中心とした森林整備から主伐により生産され
た木材の有効活用へと移りつつある。一方、主伐後の再造
林を確実に実施するためには、生産された木材の流通・加
工・販売によって得られた利益を川上に適正に配分する必
要があるが、現状においてその過程は多くの不必要な商
流・物流を含んでおり、それらを改善するためには、木材
以外の他業界で実績を残している、サプライチェーン・マ
ネジメント・システム（以下 SCM）を国産材分野にも導入
することが求められている。
本研究では、住友林業が参画している「革新的技術開発・
緊急展開事業（うち地域戦略プロジェクト）∼ICT を活用
した木材 SCMシステムの構築∼」の実証対象地であり、
森林・林業を取り巻く環境が異なる岡山県真庭市・福岡県
糸島市両地域において、実際のシステム設計・構築・運用
を行いながら、森林情報の整備状況や取扱数量、ユーザー
数等の違い等がシステム要件に与える影響を調査・分析し
た。
得られた結果は、来年度以降の同事業で予定している、

全国に普及可能な木材 SCMシステムを再構築する際の基
礎情報として活用することを目指している。

K5 スマート林業の展開（V）─ GPS位置情報収集によ

る間伐施業の管理─

薄井徹太郎1,2

1住友商事グローバルリサーチ株式会社戦略調査部・2東京大学

大学院農学生命科学研究科

林業施業は、多様な森林環境において、通常、複数の作
業者がそれぞれ林業機械の操作・稼働を分担しながら行わ
れる。特に搬出間伐等の素材生産事業においては、複数の
作業者が互いに連携・協調して作業を進め、一定の期間内
に施業を完了する。これら複数の作業者による作業は一つ
の作業システムを形成していると把握することが出来る
が、林業施業の効率を高め、生産性を向上させる観点から
は、この作業システムを可視化することによって、作業者
の連携・協調を促進し、適正な管理運営を行うことが有用
である。そこで本研究では、群馬県における搬出間伐施業
において、作業者が扱う林業機械等に GPSセンサーを取
り付け、約 3 か月間、林業機械等の移動した軌跡を取得・
解析することで、当該作業システムの構造を把握した。そ
の素材生産作業の生産性の向上、ならびにその適正な管理
運営の可能性について検討した。

K6 スマート林業の展開（Ⅵ）∼三重県の原木市場におけ

る ICT活用の可能性∼

野村久子

三重県林業研究所

【目的】ICT を活用し山側で有利な採材と流通を行うた
めの基礎データを得るため、三重県内の原木市場において
原木の売買状況調査を行った。【方法】三重県内の原木市
場で 2017 年 4月から 9月にかけて行われた合計 11 回の原
木競り市（特別市 6 回、平常市 5 回）において、スギ 2,690
事例、ヒノキ 4,176事例の出荷者、規格（直径、長さ等）、
買方、落札価格を調査した。【結果】競り市ごとの出荷数や
平均単価は、競り市の種類（特別市、平常市）、開催時期、
樹種の違いにより特徴がみられた。規格による木材価格の
傾向は、ヒノキでは直径が大きくなるほど m3単価が上が
り、14cm 以下の不落数が多く、スギでは直径による価格
の傾向はみられなかった。今回の事例では、調査対象競り
における総材積（スギ・ヒノキ合計 5,171.6m3）のうち不落
（取引不成立）が約 11%、8千円/m3 以下の取引が約 2%発
生していたことから、取引情報の分析による価格予測を行
い、不落や低価格となる可能性が高い材を山側で仕分け直
送することで、はい積み手数料を削減し森林所有者へ還元
が可能と考えられた。
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K7 スマート林業の展開（Ⅶ）─航空レーザ解析を活用し

た施業効率化検討─

大野勝正1・柄澤孝和1・加治佐剛2・寺岡行雄2

1 アジア航測株式会社計測・情報解析課・2鹿児島大学農学部

人吉市を対象としてスマート林業の SCMの検討が進め
られている中で、低コスト林業生産を行うために求められ
る森林資源情報を航空レーザ計測データの解析から作成し
た。そして、原木生産活動の支援と活用効果の評価を行う
ことを目的として、得られた森林資源情報を導入した事業
体の日常業務における情報の活用方法を調査した。調査に
より、森林資源情報を用いることで効率化につながった作
業と、業務の内容の質が向上した作業があり、森林資源情
報を活用している場面は大きく分けて、「①現場確認」「②
地権者説明」「③森林経営計画」「④施業検討」「⑤作業道
作設」の 5つの場面であることがわかった。航空レーザに
よる森林資源情報を活用する以前の手法と比較し、効率化
につながったものに関しては、金額への換算を行った。そ
の結果、現時点では 1m3 あたり 35円効率化の効果がある
ことが示された。今後、得られた知見を取りまとめ、現地
作業の電子化が更に進むことで 1日あたりの素材生産性が
向上していくことが予想され、効率化の効果がさらに高く
なることが予想される。

K8 バックパック型レーザによる森林の3D計測

中村裕幸

（株）woodinfo

地上型レーザ測量（TLS）は樹木位置、形状、地形を正確
に計測できるが、計測範囲が 1∼2 ha/日と狭いこと、取得
データの整理に高度な専門性が必要なこと等が導入の妨げ
となっている。これらの課題を解決すべく、バックパック
型レーザ計測機（BLS）が実用段階に来たので、地上型と
操作性および精度について比較を行った。比較対象地はヒ
ノキ林（45 年生、0.15 ha、斜度 15度、197 本）およびスギ
林（55 年生、1ha、斜度 0∼40度、776 本）である。両者の
差はTLS を基準とし、計測時間では 60分に対し 8分、360
分と 40分、胸高直径差は 1.7 cm、3.7 cm、樹高で−0.37m、
−0.30m であった。両者のレーザ機器本体精度（25m 地
点での誤差 σ±2mm と±3 cm）からみれば妥当な差と考
えられる。計測データ量は BLS の方が 10倍以上多く、ノ
イズフィルタリングによる誤差処理、及び計測距離に反比
例する精度向上を考慮した歩行ルートの設定により TLS
に近い精度を確保できることが分かった。取得点群データ
から歩行ルートを逆推定し、携行するGNSS ロガーとシン
クロさせ GISへのスムースなデータ移行や境界特定等の
アプリケーション開発を行う。

K9 立木のヤング係数を非破壊測定する簡易計測器の開

発

岩岡正博1・梅本敦司2・松本 武1

1 東京農工大学大学院農学研究院・2東京農工大学農学部

製材の日本農林規格において、構造用製材の曲げ性能に
関する機械等級区分は、曲げヤング係数を用いて定められ
ている。そこで、立木の曲げヤング係数を知ることで、製
材後の等級を推定することを考えている。木材のヤング係
数を非破壊で測定する方法には、応力波伝播法や超音波伝
播法などがあり、それぞれ立木に適用可能な可搬型の測定
器も市販されているが、いずれも高価である。一方で、応
力波伝播法の原理は簡潔であることから、安価に自作可能
と考え、これを目的に開発を行った。このために、まず応
力波伝播法の実装に必要な条件を検討した結果、機械等級
区分を行うために必要なサンプリング周波数は最低 100
kHzであった。これを実現するため、マイコンボードと数
種のセンサを選出して試験を行った結果、136kHz程度で
A/D変換を行って読み取ることが可能となり、当初の目
標を満たすことができた。また、これらを用いて計測装置
を試作し、測定実験を行った結果、応力波の振動波形を測
定して、伝播時間を算出することが可能であった。

K10 沖縄本島やんばる地域での森林認証制度運用の課題

と展望

芝 正己

琉球大学農学部

2016 年 9月の「やんばる国立公園」の担保処置を受け、
世界自然遺産「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」
登録を視野に入れた諸活動が活発化している。当該地域の
持続的な森林管理 SFMという視点に立てば、「公的環境保
全と資源利用」という重層的な管理原則の体現化が求めら
れていると言える。その鍵となるのが、長期的な資源量温
存のための「森林整備・管理技術の継続性」、経年的生態系
サービスを担保する「保全管理の仕組み」、「 地域的な連携
性」、等の構築であると考える。
ところで、FSCや PEFC に代表される国際的な森林認
証制度、また国内の森林に特化した SGEC（2016 年 PEFC
と相互承認）は、それぞれ創設時期、運営団体や審査基準、
適用地域などは異なっているが、着実に広がりを見せ
SFM の実行ツールとして重要な役割を果しつつある。し
かし一方で、本来、熱帯林（地域的に亜熱帯林を含む）問
題に対して考案され森林認証制度であるが、当該地域の認
証林が少ないという事実もある。
本報告では、このような状況を念頭に、やんばる地域で
の森林認証制度運用の課題と展望、特に、「伐採と更新技
術」、「生産材とCoC・サプライチェーン」に焦点を当てて
検討した。
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K11 宇都宮大学演習林の長伐期林における皆伐作業の収

支分析

有賀一広・山田敬昌・山本嵩久

宇都宮大学農学部

これまで拡大造林された森林において間伐の推進が全国
的に図られてきたが、伐期を迎える森林が増加し、未利用
木材を含めた木質資源の供給を拡大するために、一部地域
において皆伐の推進が図られている。ただし、森林の公益
的機能を維持しながら、持続的に林業を行うためには、植
栽による確実な更新を図る必要があるが、現在の日本の皆
伐収入では再造林費を賄えないのが一般的である。一方、
多様で健全な森林を造成していくためには、一定の広がり
において様々な生育段階や樹種から構成される森林がモザ
イク状に配置されている状態を目指し、自然条件等を踏ま
えつつ、複層林への移行や長伐期化等による多様な森林整
備を推進することも重要である。そこで本研究では、2017
年 3月に船生演習林で行われた林齢 107 年の長伐期林にお
ける皆伐作業の収支分析を行い、2014 年度の林齢 62 年伐
採地の皆伐作業の収支分析と比較することにより、長伐期
林における採算性を検討する。

K12 作業日報の業務への活用実態と生産性向上への活用

事例の調査分析

楢崎達也・桜木摩耶

FOREST MEDIA WORKS 株式会社

林業の成長産業化に向けて、林業事業体による生産性の
向上やコスト低減が期待されている。生産性の管理、コス
ト管理については、組織規模が小さいことや生産技術の標
準化が遅れていることもあり、他業界と比較して未熟な状
況がある。
本研究では、特に標準化されている状況にない作業日報

が、現場進捗管理やコスト管理にどのように活用されてい
るのかを国内の積極的な経営を行っている事業体 12社で
調査した。
その結果、作業日報が仕組みとして生産性やコスト削減
に活動に直結している事例は 2事例しかなかった。日報を
現場管理に直接組み込んでいない理由としては、現場状況
と生産能力の関係は経験的に把握できており、日々の進捗
を必要としていない、という意見が大半だった。ただし、
日報を参考に経営者が大まかな現場進捗を把握してた。日
報を現場進捗管理の仕組みに組み込んでいる会社 2社のう
ち 1社は、建設業から林業に参入した会社であり、建設業
の現場進捗管理方法を応用しているものだった。

K13 受口・追口の形状と伐倒木の挙動

松本 武1・藤田真子2・岩岡正博1

1 東京農工大学大学院農学研究院・2東京農工大学農学部

伐倒作業時の労働災害を避けるためには、適切な伐倒方
向に安全確実に伐倒することが不可欠となる。このために
は、伐倒方向の選定に加え、想定した方向に伐倒するため
の適切な形状の受口、追口およびツルを作成する必要があ
る。我が国ではこれらを経験的にまとめた標準的な伐倒方
法が示されている。職業的に伐倒作業に従事する者は、ほ
ぼ伐木業務に関する特別教育においてこの標準的伐倒方法
を学ぶ。しかしながら、筆者らは栃木県内のスギ人工林の
切捨て間伐施業地において、下切りが斜め、不均一な厚さ
のツル、ツルがない等、標準的伐倒方法の受口・追口およ
びツルの形状から逸脱した伐根を多数発見した。労働災害
は発生しなかったものの、伐倒方向のズレ、倒伏中の回転
等、この現場の潜在的な危険性は大きかったものと推察さ
れる。
そこで、本研究では、伐倒時の受口・追口が伐倒木の挙
動にどのように影響するか明らかにするために、前述の施
業地において伐根と伐倒木の調査を行い、伐根を類型化と
その特徴を明らかにし、作業者の姿勢や作業手順および伐
倒木の挙動を推定するとともに、幾つかのタイプの伐根に
ついては、伐倒の再現実験を行い、伐倒木の挙動を解析し
た。

K14 集材中の材に働く外力と主索に発生する衝撃の関係

植之原碧1・松本 武2・岩岡正博2

1 東京農工大学大学院農学府・2東京農工大学大学院農学研究院

静力学理論に基づく架線集材の設計では、作業中に主索
に発生する衝撃を荷重の増加とみなし、衝撃係数 aを搬器
自重と積載荷重に乗じて割り増ししている。現在使用され
ている aの値は 0.2∼0.3だが、先行研究（入江ら、1962）で
実測された集材中の主索張力から aを算出すると、平均値
1.4、標本の 95%が 0.3 以上であった。
切り株や地表の凸部に引っ掛かった材が解放された瞬間
に主索に発生する衝撃を想定し、支間 15.8m、原索中央垂
下比 0.03、傾斜角 0°の短支間架線を架設して、荷重の解放
による衝撃を与え、索張力を測定して aを求めたところ、
平均値 0.4、標本の 74% が 0.3 以上であった（植之原ら、
2017）。このことから、aの値の再検討の必要性が示された
が、衝撃の大きさと aとの関係を明らかにするには至らな
かった。本研究では、これを明らかにすることを目的とし
て、前年と同様の施設を用いて実験を行った。その結果、
衝撃係数 aは材の荷重と解放された荷重との比 xに正比例
し、a=2.82x−0.12、相関係数 R=0.997 の関係にあること
が示された。
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K15 島根県におけるスイングヤーダ利用実態

千原敬也1・吉村哲彦2・沢崎元美2

1 島根県中山間地域研究センター・2島根大学生物資源科学部

近年、バイオマス利用や再造林に向けた全木集材の推進、
施業現場の奥地化等により、架線集材への関心が高まって
いる。しかし、架線系高性能林業機械による作業システム
では、伐出コストが高くなる等の課題があり、作業方法の
改善による効率化が必要である。そこで、本研究では島根
県において導入されている高性能林業機械の中で、2番目
に導入台数の多いスイングヤーダに注目し、架線集材の現
状と課題把握を目的に、県内事業体が所有するスイング
ヤーダ 43台（森林組合 17台、民間企業 26台）を対象に、
2016 年 6月にアンケート調査を実施した。アンケートの
主な質問項目として、機種、索張方式に加えて、作業改善
のヒントを得るために不満足に感じている点（選択式）を
設定した。結果、27台（森林組合 15台、民間企業 12台）
の回答が得られた。現状として主伐現場で使用される機械
が多く、索張方式では単胴地曳とランニングスカイライン
が多く用いられ、不満足に感じている点として「生産性が
低い」、「パワー不足」、「横取りが困難」を選択している事
業体が多く見られた。このことから、索張方式の改善によ
る主伐に適したスイングヤーダ活用方法の提案が必要であ
ると考えられた。

K16 タワーヤーダを用いた新たな平面型架線集材の可能

性

吉村哲彦1・鈴木保志2・山﨑敏彦3

1 島根大学生物資源科学部・2高知大学自然科学系農学部門・3高

知県立森林技術センター

高知県で使われている H型架線集材は平面型架線集材
の一種として三角架線と並び知られる日本固有の架線集材
システムである。H型架線集材は、索張りや集材機の運転
に高度な技術を要求されるため、人とモノが集積する高知
県など限定的な地域でしか利用されていない。この方法で
は材を空中に吊して運搬するため、間伐時の集材効率が高
く残存木への損傷も少ないなどのメリットがある一方、架
設撤去に多大な時間と労力を要するためコスト面での優位
性には疑問がある。H型架線集材に必要な集材機や搬器
など設備や部品の確保も困難になっている。しかしなが
ら、スイングヤーダによる間伐地の集材が列状間伐や単線
直引きにほぼ限定され、生産性が全く上がっていない現状
では、H型架線集材のような平面型架線の利用をむしろ新
たに検討してもよい。そこで、本研究では H型架線集材
のコスト計算を行い、それに基づいて H型架線集材の可
能性と限界について検討する。さらには、H型架線集材の
コンセプトを持つ新たなタワーヤーダベースの擬似的平面
型架線集材システムを提案し、それによる採算性の向上と
コスト低減について議論を行った。

K17 林内での小型車両の走行性能（Ⅰ）─傾斜地におけ

る走行─

丸山泰史・仁多見俊夫

東京大学大学院農学生命科学研究科

林内の歩道や路外地の走行を想定した小型車両について
検討している。この車両によって作業者の移動における負
担を減らし、林業の効率性や安全性を向上させることがで
きる。試作車両の野外走行実験を行い、傾斜地走行に関す
る性能の評価手法を作成し、それによる解釈評価を行った。
試作車両は一人乗りのバイクのような機構であるが、車
体の中央に 1本の細長いクローラを有する。車体前部左右
には、段軸機構によって上下し傾斜面上で左右水平を保持
するとともに前後傾姿勢を変化させる転輪を持つ。クロー
ラは電動モーターで駆動される。車体にとりつけた GPS
の位置座標から車両の走行軌跡や速度を求め、モーターへ
の電流から駆動力を推定した。
現状では、地形の傾斜が±10°程度までの地表障害物が

少ない場所においては支障なく走行できた。しかしそれ以
上の傾斜と地表障害物のあるところを走破するには、駆動
輪の位置を変える、全体の重心を下げるなど、操作性や姿
勢制御機構を改善する必要があった。

K18 林内での小型車両の走行性能（2）─旋回時におけ

る半径・速度の関係性─

安室 尚1・仁多見俊夫2

1 東京大学農学部・2東京大学大学院農学生命科学研究科

林内を走行する小型人力作業支援車両を開発するプロ
ジェクトに参加している。小型人力作業支援車両の実用化
によって、作業者の林内の移動やチェーンソー等の運搬に
よる肉体的負担の軽減や、植林作業に利用することでの作
業能率の向上を目標とする。小型車両の実用化のために開
発段階の車両の走行性能を調査し、現状での車両の安定
性・機動性を評価する必要がある。試作車両に GPS を装
着して走行中の時間位置を採取し、3Dスキャンによって
採取した林況と林内走行車両の軌跡・速度を検討した。採
取したデータから、小型車両の旋回時の速度と半径の相関
関係が示された。また、小型車両の走行に支障が発生した
地点を速度の変化から抽出し、原因を検討した。
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K19 津波被災海岸林再造成における植栽機械化の試み

山田 健1・佐々木尚三1・伊藤崇之2・山口浩和2・猪俣雄太2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所林業工学研究領域

東日本大震災における津波で被災した東北地方太平洋岸
の海岸林は、防災機能回復のため現在盛んに再造成されて
いる。地震により地下水位が上昇し、もとの土地にクロマ
ツなどの海岸性樹種をそのまま植栽したのでは根の伸長が
阻害されて正常な成林が望めないため、高さ 2m以上土盛
りした上に植栽するという方法がとられている。この盛土
は山砂を使用して土工機械により成形されているため、自
然海岸林と比較して表層土壌が堅く、植栽には多大な労力
を要する。福島県の海岸林再造成地ではクロマツコンテナ
苗を植栽しているが、一般の植栽器具では歯が立たず、エ
ンジンオーガを用いて植え穴掘りをしている。
このような状況を踏まえ、森林総合研究所ではこれまで
の自動植付機開発の知見を生かし、福島県林業研究セン
ター、福島県農林事務所、機械メーカーと共同で海岸林用
の自動植付機を開発することを試みている。南相馬市の海
岸林再造成地に試験地を設け、平坦な地形、前生植生のな
い砂地、堅い表土という一般林地とは大きく異なる条件下
での植栽に適した植付け機構を模索するため、既存の自動
植付機を用いて試験を行った。その結果について報告す
る。

L1 マツノマダラカミキリ産卵健全木の出現と林内分布

江崎功二郎

石川県農林総合研究センター林業試験場

餌木設置によって健全なマツにマツノマダラカミキリ♀
を産卵誘導できるが、自然条件下で健全木に産卵が確認さ
れたことはない。加賀市片野の 0.6 ha アカマツ調査林にお
いて 8本の産卵健全木が出現した。樹皮表面の産卵痕から
はヤニが滲出し、10月の樹脂調査ではいずれも 2+以上で
健全性を示した。木あたり平均産卵数は 93.5 個（min-
max：12-150）で、木あたり最大産卵痕密度は 0.6-3.4個
/100 cm2 であった。平均 DBHは 9.3 cm であり、周囲 5m
以内にマツ材線虫病による新鮮な枯死木が分布した。産卵
健全木の出現には、成虫個体数密度の増加と一時的な被
圧・渇水などによる健全性低下が関係したと考えられる。
これらの出現は、マツノマダラカミキリの産卵行動を介し
てマツノザイセンチュウが健全木へ伝搬される可能性を示
唆する。

L2 青森県南西部におけるマツノマダラカミキリ幼虫の

3年間の穿入密度動態

伊藤昌明1・相川拓也2・蝦名雄三3

1青森県産業技術センター林業研究所・2（国研）森林機構 森林総

合研究所東北支所・3青森県林政課

2015 年 7月に青森県西津軽郡深浦町広戸・追良瀬地区に
おいて発生したマツ材線虫病被害は 2017 年 10月現在も被
害が継続している。本被害地では、マツノザイセンチュウ
の感染の有無にかかわらずマツノマダラカミキリ（以下、
マダラ）の繁殖源となりうるすべての衰弱・枯死木（アカ
マツとクロマツ）を伐倒くん蒸処理している。その結果、
この 3年間において、ほぼ全ての罹病木が広戸・追良瀬地
区内に収まっている。また、これらの対策により媒介者で
あるマダラの生息密度の減少が期待されている。そこで、
本調査では、防除対策効果を検証することを目的として、
発生から 3年目における罹病木内のマダラ幼虫穿入密度を
明らかにすることとした。調査は 2017 年 10月∼11月に
行った。供試した罹病木は 2017 年 8 月以降に感染が確認
されたクロマツ 10 本である。伐倒した供試木の樹幹及び
枝条の樹皮を剥ぎ、穿入しているマダラ幼虫を採取した。
その結果、樹幹上部∼枝条部を中心として、マダラ幼虫が
73個体見つかった（平均 7.3個体/本）。2016 年調査では平
均 20.7個体/本、2015 年調査では平均 9.5個体/本だったこ
とから、本被害地におけるマダラの密度低下や繁殖資源の
減少が予想された。

L3 粘着・被覆資材によるマツノマダラカミキリ逸出抑

制法の寒冷地への適用

杉本博之1・浦野忠久2・中村克典3

1 山口県農林総合技術センター林業技術部・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林昆虫研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究

所東北支所

マツ材線虫病対策の一つである伐倒くん蒸処理に代わる
方法として、粘着・被覆資材を利用し、マツノマダラカミ
キリ（以下、カミキリ）をシート内から逸出させない物理
的方法を開発した。本法は西日本では高い駆除効果が確認
できているが、寒冷地での実績はない。2年 1 化カミキリ
が発生する寒冷地では長期間設置する必要があり、シート
の耐久性等が課題になる。そこで、本法を寒冷地へ適用す
るための試験を実施したので報告する。なお、本研究は農
食研事業（27020C）の中で実施した。
2016 年 5月に岩手県で本法を 3箇所設置し、9月に調査
し同資材で再設置した。この時点で動物にシートが破ら
れ、翌年 5月に被害は増加し補修したが、8 月に 1箇所で
被害が発生した。一方、1年目平均脱出孔は 6.3個、2年目
は 1箇所集積下部の 5個のみであった。材内死亡率は上部
集積材ほど、また、日向に設置するほど高くなることが確
認できており、本試験はその条件と一致した。寒冷地では
集積法や設置位置を工夫し、材内死亡率を高め、設置 1年
目にカミキリ密度を減少させ、2年目の逸出リスクを軽減
することが必要である。また、カミキリ発生直前にはシー
トを確認し、補修する必要がある。
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L4 マツノマダラカミキリ逸出抑制法へのサビマダラオ

オホソカタムシの適用試験

浦野忠久1・杉本博之2・中村克典3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2山口県農林総合技術センター

林業技術部・3（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

逸出抑制法は、ビニールシート被覆と粘着資材の組み合
わせによりマツノマダラカミキリを駆除する物理的防除法
である。本法では薬剤等を用いないため、被覆内における
天敵昆虫の効果および保全が期待できる。本研究では、上
記被覆内にマツノマダラカミキリの捕食寄生者であるサビ
マダラオオホソカタムシ成虫を放飼し、寄生および繁殖状
況を調査した。山口県と岩手県内において、2016 年に発生
したマツ材線虫病枯死木を伐倒し、2017 年 4月と 5月にそ
れぞれの丸太に対し山口県農林総合技術センターおよび森
林総合研究所東北支所構内で被覆・粘着剤を設置した。ま
た被覆内に前年あるいは前々年に羽化したサビマダラオオ
ホソカタムシ雌成虫を放飼した。7∼8 月にすべての供試
木を剥皮割材し調査を行った結果、ホソカタムシの寄生率
は山口の供試木で 43.7%、岩手で 19.3% と、昨年の試験に
比べ大幅に上昇した。2年 1 化のカミキリへの寄生能力を
明らかにするため、2016 年 4∼5月に設置した被覆の調査
を行った結果、設置時点で放飼したホソカタムシの生存成
虫と、2シーズン目に新たに発生したと思われる新成虫が
確認された。

L5 天敵微生物製剤バイオリサマダラを事業的に施用し

た際の防除効果

佐藤大樹1・浦野忠久1・前原紀敏2・中村克典2

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林昆虫研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所東北支所

天敵微生物製剤バイオリサマダラ（主成分：ボーベリア・
バッシアナ）を用いてマツノマダラカミキリの防除を昨年
に引き続き行い効果を検証した。激害地、茨城県日立市十
王町伊師と微害地東海村豊岡の海岸クロマツ林に天敵微生
物製剤区（以下天敵区）、くん蒸、薬液散布の 3処理区を設
け 2016、2017 年の 11月、針葉変色・樹脂滲出調査により
枯損状況を確認した（薬液散布区での駆除は 2017 年より
くん蒸処理に変更：以下薬液/くん蒸区）。十王の天敵区、
くん蒸区での枯損率は薬液/くん蒸区より明らかに低く、
2016 年から 2017 年にかけて低下した。東海も同様に低下
し、天敵区、くん蒸区での枯損率は低く維持された。薬液
/くん蒸区では十王、東海とも 2016 年に枯損率が増加した
が、くん蒸に切り替えた 2017 年には減少に転じ、その傾向
は東海で著しかった。伝染病の広がりやすさを示す指数で
ある伝播係数で比較すると、2016 年の微害地の場合を除
き、天敵区でくん蒸区より低い数値が得られ、優れた防除
効果を示した。連年に渡る現場レベルでの施用試験から、
バイオリサマダラの施用でくん蒸処理とほぼ同等の防除効
果が得られることが示された。

L6 Bursaphelenchus doui 4アイソレイトのマツノマ

ダラカミキリへの乗り移り

前原紀敏1・相川拓也1・神崎菜摘2・中村克典1

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所関西支所

近年、マツノザイセンチュウ近縁種群（Bursaphelenchus
属 xylophilusグループ）がマツノマダラカミキリ（Mono-
chamus alternatus）と同族（Lamiini族）のカミキリムシ類
によって媒介される事例が次々と発見されてきており、分
子系統解析の結果、これらの線虫はその進化に伴い広葉樹
から針葉樹へと寄主を変化させてきたと考えられている。
演者らは、第 123 回日本森林学会大会において、マツノザ
イセンチュウ近縁種群の B. doui がビロウドカミキリ
（Acalolepta fraudatrix）によって広葉樹から針葉樹へと運
ばれてきた後に、Monochamus属のカミキリムシへと乗り
換えたという仮説を提示した。B. douiは、広葉樹と針葉
樹の両方を利用するビロウドカミキリとヒメヒゲナガカミ
キリ（M. subfasciatus）、針葉樹を利用するカラフトヒゲナ
ガカミキリ（M. saltuarius）、及びアカマツ枯死木から分離
されている。上記の仮説を検証するために、寒天培地を用
いた人工蛹室で、これら 4アイソレイトとマツノマダラカ
ミキリを組み合わせたところ、前 2アイソレイトよりも後
2 アイソレイトの方がマツノマダラカミキリによく乗り移
る傾向が見られた。

L7 線虫のクチクラ構造と生活史特性の関係

浴野泰甫1,2・吉賀豊司1,2・竹内祐子3・市原 優4・神崎菜摘4

1鹿児島大学大学院連合農学研究科・2佐賀大学農学部・3京都大

学大学院農学研究科・4（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

線形動物門（線虫）は最も繁栄している動物分類群のひ
とつであり、林学だけでなく、農学、水産学、医学的にも
重要な生物群である。演者らは、線虫が繁栄できた要因の
ひとつとして虫体を覆うクチクラ層の構造に着目し研究を
行っている。本報告では菌食性から植物寄生性、昆虫寄生
性及び捕食性が複数回独立に進化している Aphelen-
choididae科線虫をモデルとして、生活史の変遷とともに
クチクラ微細構造がどのように変化しているか調査した。
野外から同科線虫を採取し、塩基配列情報から系統的位置
を明らかにするとともに、透過型電子顕微鏡を用いてクチ
クラ微細構造の観察を行った。その結果、菌食種は互いに
類似のクチクラ構造を持っている一方、捕食種（=Seinura
sp.）は菌食種の約 10倍肥厚した最外層を持っていること
が明らかになった。また、捕食行動観察では、Seinura sp.
は菌食種に対して高い捕食率を示した一方、同種及び別種
の捕食種とはほとんど食い合いをしなかった。よって、
Seinura sp. は同種認識によらない共食い回避機構を持っ
ており、肥厚した最外層がその機構の一つである可能性が
示された。
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L8 抗生物質処理によるビロウドカミキリ体内のボルバ

キアの除去

相川拓也1・前原紀敏1・升屋勇人1・中村克典1・安佛尚志2

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2産業技術総合研究

所産総研・早大 生体システムビッグデータ解析オープンイノ

ベーションラボラトリ（CBBD-OIL）

ビロウドカミキリは、針葉樹と広葉樹の両方を宿主とす
る森林性のカミキリムシ科昆虫である。これまでの研究に
より、本種には宿主昆虫の生殖機能を操作することで知ら
れる細胞内共生細菌ボルバキアが感染していることが示さ
れている。このボルバキアがビロウドカミキリに生殖操作
を行っているのかどうかを明らかにするためには、ボルバ
キアに感染しているビロウドカミキリ（感染系統）と、感
染していないビロウドカミキリ（非感染系統）を用いた系
統内・系統間の交配実験が必要になる。そこで本研究では、
感染系統のビロウドカミキリ 1齢幼虫に抗生物質（テトラ
サイクリン）入りの人工飼料を与えて成虫になるまで飼育
し、体内のボルバキアを除去できるかどうかを検討した。
その結果、抗生物質濃度 0.1% または 0.5% の人工飼料を
与えた処理区では、感染成虫と非感染成虫の両方が出現し
たが、1.0%濃度の処理区ではどの成虫からもボルバキア
は検出されなかった。したがって、抗生物質濃度 1.0% 以
上の人工飼料でビロウドカミキリ幼虫を飼育することで、
非感染系統を人為的に作出できることが示された。

L9 トドマツノキクイムシの寄主選好性とその地理的変

異

高木悦郎

首都大学東京都市環境学部

トドマツノキクイムシは、北海道∼九州、朝鮮半島、シ
ベリアにおいて、モミ属を加害する樹皮下キクイムシであ
る。近年、シベリアモミ天然林において枯損が発生、拡大
している。しかし、トドマツノキクイムシによる、他のモ
ミ属樹種への加害状況や選好性の違いは明らかになってい
ない。また、モミ属各樹種は、ほぼ異所的に分布している。
そのため、トドマツノキクイムシの生息域によって、寄主
選好性に違いがあるかもしれない。そこで、トドマツノキ
クイムシの加害選好性とその地理的変異を明らかにするた
めに、2015 年春に、モミ属 4 種（モミ、ウラジロモミ、シ
ラビソ、トドマツ）の丸太を、北海道と本州中部山岳地帯
に設置、同年夏に回収し、トドマツノキクイムシによる穿
孔数を計測した。
トドマツノキクイムシによる穿孔数は、北海道と本州中
部山岳地帯の両方において、トドマツよりもシラビソで有
意に多かった。このことから、シラビソが存在しない北海
道でも、シラビソを好むことが明らかになった。
発表では、他のモミ属 2 種の結果も合わせて、トドマツ
ノキクイムシの寄主選好性と穿孔成功率の地理的変異につ
いて議論する。

L10 樹液流出が著しいサクラ樹幹内におけるクビアカツ

ヤカミキリ幼虫の生存

加賀谷悦子

（国研）森林機構 森林総合研究所森林昆虫研究領域

クビアカツヤカミキリ Aromia bungiiは近年日本に侵入
した外来生物であり、サクラ、モモ等のバラ科樹木を加害
して問題となっている。特定外来生物に今年指定され、そ
の防除は喫緊の課題である。樹皮下で生育する幼虫につい
ては、樹木の伐倒駆除や排糞孔への殺虫剤注入で防除が進
められている。一般に、一次性穿孔性昆虫の死因は、樹木
による防御が多い。つまり、幼虫の多くが孔道に浸潤する
樹液や樹脂に溺れることで死亡する。本種の被害木にも樹
液の樹皮上への流出が認められることが多く、樹木の抵抗
により幼虫が死亡していることが推察される。そこで、本
研究ではソメイヨシノの被害樹で、樹液の流出箇所の掘り
取り調査を行い、その樹皮下の孔道の有無及び幼虫の生存
を調査した。14箇所の樹液流出部位の樹皮を除去したと
ころ、全ての箇所で樹皮下に孔道が認められ、本種の加害
による防御であることが確認された。その中で、幼虫は 8
孔で生存していた。そのため、幼虫の駆除は盛んにフラス
が排出されているところだけではなく、樹液が流出してい
るところでも実施することが必要であることが判明した。

L11 カシノナガキクイムシの穿孔被害を受けたミズナラ

の生残動態

山崎理正1・Pham Duy, Long1・伊東康人2

1 京都大学大学院農学研究科・2兵庫県農林水産技術総合センター

森林林業技術センター

カシノナガキクイムシに穿孔された樹木はその全てが枯
死するわけではなく、ミズナラの場合穿孔されてもその 40
% 以上が翌年まで生残することが報告されている。穿孔
生存木ではカシノナガキクイムシの繁殖成功度が低く、森
林内でその密度が高まっていくことが被害収束に貢献して
いると示唆されてきた。しかし、穿孔生存木の生残状態を
長期間にわたって追った研究はない。そこで、2008年から
ミズナラ、コナラ、クリでナラ枯れ被害が確認されている
京都府東部の二次林で、2014 年と 2017 年にのべ 720 本の
穿孔生存木の生残状態を調査した。調査時点での生死を応
答変数、樹種と胸高直径と初期被害からの経過年数を説明
変数の候補として、一般化線形モデルの構築と最適モデル
の選択を行った。コナラとクリでは年数経過に伴い枯死率
が徐々に増加していたが、ミズナラでは 1年目に急に 29%
に達した後に徐々に増加していた。3 つの説明変数に加
え、樹種と経過年数の交互作用項も最適モデルに採択され
たことから、カシノナガキクイムシの穿孔生存木の状態は
樹種によって異なり、ミズナラではコナラとクリに比べて、
生存していても衰弱度が高い個体が多いことが示唆され
た。
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L12 KMCトラップによるナラ枯れ防除事例

西 信介

鳥取県林業試験場

鳥取県では 1991 年に県東部の旧福部村内でカシノナガ
キクイムシ（以降カシナガ）によるコナラの枯死が確認さ
れて以降、ナラ枯れが西方向へ拡大している。県西部にあ
る鳥取県最高峰の大山では標高 700∼900m を通る大山環
状道路周辺に DBH50 cmを越えるミズナラ林が広がり、そ
の景観が重要な観光資源であり、ナラ枯れが危惧されてい
た。2009 年に大山山頂から北東約 12km離れた場所で飛
び火的にナラ枯れが発生したが、関係者の徹底防除により
被害は 2 年で収束した。ところが 2013 年に大山周辺の複
数の場所で再びナラ枯れが発生し、伐倒搬出、NCSによる
伐倒・立木・根株等のくん蒸及びビニール被覆等により徹
底防除に取り組んだが被害は収束せず、広範囲に拡大した
ため、2016 年からKMCトラップによるカシナガ捕獲を主
とした防除に変更した。2016 年 5月に大山町内の約 32.4
km2 の範囲内の 15 地域のナラ類 334 本に KMC トラップ
1197基を設置して同年 9月上旬まで推定約 199万頭のカ
シナガを捕獲した結果、トラップを設置していない地域で
はナラ枯れが増加したが、設置地域では少ない傾向であっ
た。この結果をうけ、KMC トラップで事業的に、より効
率的に捕獲、被害防除出来る方策を模索している。

L13 ナラ枯れによるコナラ枯死木を利用したシイタケ栽

培

田中正臣

奈良県森林技術センター

【目的】ナラ枯れによる枯死木の処理について、資源の有
効利用という観点から、枯死木のシイタケ原木への利用に
ついて検討した。【方法】ナラ枯れによって枯死したコナ
ラ（胸高直径 66.3 cm）を約 20 cmに玉切り・小割し、ポリ
プロピレン製のフィルター付き耐熱性の袋に詰めた。それ
をドラム缶内で原木の材内温度が 50℃を超えるまで蒸す
ことによって材内のカシナガを殺虫するとともに原木を殺
菌した。原木が冷めた後、シイタケのオガ菌を袋中に振り
かけ、室内に安置した。シイタケ菌が原木に蔓延してから
袋から取り出し、原木を半日陰の林内に置床した。置床後、
4年間に発生したシイタケ（子実体）の発生個数と生重量、
傘の大きさを測定した。【結果】ナラ枯れによる枯死木（大
径木）でもシイタケ原木として利用可能であることがわ
かった。シイタケ（子実体）は植菌後、1年目で子実体が発
生した。発生個数、生重量は 2年目が最も大きかった。発
生した子実体の傘の大きさは、徐々に小さくなる傾向が見
られた。総発生量（原木重量に対する生重量（%））は原木
によって差があり、心材の影響が一因と考えられた。

L14 PCR-RFLP法によるカシノナガキクイムシの系統

識別

濱口京子1・後藤秀章2

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所九州支所

国内のカシノナガキクイムシは大きく二つの遺伝的系統
（日本海型と太平洋型）にわかれ、それぞれはさらに複数の
サブ系統に分かれる。これらの系統を識別するには、これ
までは分類学者に依頼するか、シーケンサーを用いて塩基
配列から検討するしか方法がなかった。そこで本研究では
より簡便な DNA解析による系統識別法を検討した。
まず rDNA の 28S領域を対象に PCR-RFLP（制限酵素
断片長多型）による識別を試みた。その結果、日本海型と
太平洋型の識別およびそれぞれのサブ系統の識別が可能で
あった。さらにmtDNAの Cytb領域を対象に系統特異的
プライマーを用いた PCR 産物の増幅の有無による識別を
試みた。その結果、日本海型と太平洋型の識別および日本
海型のサブ系統の識別が可能であった。
本研究で用いた DNA 解析法は従来からのものである

が、ここで開発した識別法により、シーケンサーを用いる
ことなく、各系統の分布状況の把握、系統識別にもとづい
たモニタリング法や防除法の選定、また別系統が近接する
地域では rDNA と mtDNA の併用で交雑の検証などが可
能になると考えられる。

L15 東アジアにおけるルリクワガタ Platycerus 属の

遺伝的分化（II）

朱 雪姣1・馬涛2・温 秀軍2・久保田耕平1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2華南農業大学林学院

Platycerus is widely distributed in China, Korea and
Japan besides Europe and North America. It has been
reported that one species of Platycerus (Platycerus
hongwonpyoi) in Korea, ten species in Japan and about 27
species in China are distributed. In 2016-17, we collected
Platycerus in nine sites of Shanxi and Sichuan provinces
(China). Of them, we got 13 species of Platycerus. We
analyzed two nuclear genes (Wingless and ITS) and one
mitochondrial gene (COI). It aims to clarify the phylo-
geographic relationship of this genus between continental
areas (China and Korea) and islands (Japan). We estimate
the divergence time of the major clades. We also focus on
the postero-lateral corners of beetle pronotum, and discuss
about the evolution of R (round) type and S (sharp) type.
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L16 日本産ルリクワガタ Platycerus 属とその共生酵

母の共進化

久保田耕平1・渡邉花奈1・川上華子2・深津武馬3・棚橋薫彦3,4

1 東京大学大学院農学生命科学研究科・2東京大学農学部・3産業

技術総合研究所・4国立交通大学

クワガタムシ科の雌成虫は腹部末端付近に菌嚢を持ち、
その中に種々の微生物が存在することが明らかになってい
る。中でも白色腐朽材食性のクワガタムシは分類群に特異
的なキシロース発酵性の共生酵母（Scheffersomyces属）を
保持している。
演者らは、日本産ルリクワガタ Platycerus属全 10 種 15
分類群の各地の個体群から共生酵母を分離した。ルリクワ
ガタ属の遺伝的距離と共生酵母の遺伝的距離を partial
Mantel test によって比較したところ、ホストのクワガタ
の遺伝的距離および共生酵母の遺伝的距離はそれぞれ産地
の地理的距離と有意に相関していた。また、地理的距離の
影響を除去すると、共生酵母の遺伝的距離とホストのクワ
ガタの遺伝的距離は有意に相関していた。また、クワガタ
の系統樹と共生酵母の系統樹は完全に一致しているわけで
はなかった。これらのことから、日本産ルリクワガタ属と
その共生酵母は、完全ではないものの、共進化しているこ
とが明らかになった。本講演ではこれらの進化プロセスや
その要因に関する仮説を解説する。

L17 林内に設置した防鹿柵の管理方法の検討

三枝道生1・大釜康英2・井上真吾2

1岡山県農林水産総合センター森林研究所・2岡山県

岡山県では、シカによる被害の発生地域が徐々に拡がっ
ているが、対策が後手になっている地域が多い。特に林内
では、周辺に被害が発生するまであまり対策が講じられず、
防鹿柵を設置しても事後の管理が実施されない現場が多
い。そのため、倒木や雪害等で防鹿柵が破損し、植栽木の
食害が発生しており、林内における防鹿柵の侵入防止機能
への不信感が生じているが、管理効果を検証した例が県内
にないため、林内における防鹿柵の管理方法及び侵入防止
効果の検討を開始した。これまで 2回植栽し、食害を受け
た風倒被害跡地（3.81 ha、延長 1910.4m）に、県内で一般
的に使用される防鹿柵（高さ 1.8m、支柱間隔約 5m、ステ
ンレス線入りネット）を設置後、2016 年 7月から 1回/2週
踏査し、不具合の種類及び件数を調査し、併せて補修した。
設置 1年目（7∼12月）は、不具合が 351件発生し、柵内へ
の侵入はシカがネットに絡まって破損した際に確認された
1 件だった。不具合発生件数のうち 62.6% が点検開始前
2ヶ月間及び開始後 1ヶ月間に発生し、その後は約 20件/回
で推移した。また、1回あたりの調査に要する日数は、4回
目までは 2日間要したが、その後は 1日であった。

L18 シカ防護柵の張りロープのたるみによる有効高の低

下

小長井信宏

兵庫県農林水産技術総合センター森林林業技術センター

兵庫県はシカの生息密度が高く、防護柵内にシカが侵入
して植栽木が食害を受ける事例が多く見られる。シカ侵入
の原因となる防護柵のたるみを低減するには、ネットの支
柱間隔を狭めることが確実であるが、支柱設置コストは防
護柵設置コストの約 1/3 を占め、設置者負担が小さくない。
そこで、この防護柵の有効高の低下を抑制する安価で効果
的な手法として、たるんだネットの上側に設置する「跳び
越え防止ロープ」を考案し、その効果について検討した。
経年劣化でロープが伸び、たるみが大きくなることが予
想されるため、設置直後と 6カ月経過後のたるみを測定し
た。その結果、支柱間隔を 5m に換算したたるみの平均
は、設置直後は、跳び越え防止ロープが 2.3 cm、ネットが
27.1 cm であり、跳び越え防止ロープはたるみを大幅に縮
減し、防護柵の有効高の低下を抑制することが分かった。
また、6 カ月経過後では、跳び越え防止ロープが 10.3 cm、
ネットが 31.7 cm となった。なお、ロープの材質によって
たるみ増加量が異なるため、有効高の確保にはロープ材質
の選択が重要であることが分かった。

L19 コウヨウザンに対するノウサギの嗜好性と被害

陶山大志1・山西涼香1・小宮将大1・山中啓介2・金森弘樹1

1 島根県中山間地域研究センター・2島根県林業課

2017 年 3月下旬∼4月中旬、島根県内の調査地 3か所に
コウヨウザンの 1年生苗木を植栽し、10月中旬までニホン
ノウサギによる被害を調査した。調査地 2か所では被害率
は 0%、23%であったが、1か所では 96%に達した。また、
同年 4月上旬から 10月上旬、島根県内の試験地 1 か所に
おいて、スギ、ヒノキ、コウヨウザン、センダンの 1∼2 年
生植栽木に対するノウサギの嗜好性を調査した。コウヨウ
ザンを除く 3樹種では被害率は 0∼35% であったが、コウ
ヨウザンでは被害率は 83% に達し、他の樹種より有意に
高かった。同試験地において、被害が顕著に増加した時期
にはノウサギの餌となるススキ等の林床植生が繁茂してい
たことから、餌量が豊富であってもノウサギはコウヨウザ
ンを選好的に摂食すると考えられた。ノウサギはコウヨザ
ンに対して嗜好性が高く、その造林地を壊滅させる場合も
あるため、同樹種を植栽する場合はノウサギ対策が必須で
あると考えられた。
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L20 保護管理計画にみる大型野生鳥獣対策の傾向

福田夏子・下村彰男

東京大学大学院農学生命科学研究科

野生鳥獣保護管理では個体数管理、生息環境管理、被害
の防除を実施し実施結果をモニタリングにて評価し次期計
画に生かす順応的管理が目指されているため、シカ、クマ、
サル、カモシカ、イノシシ 5 種の既往知見を整理分析し、
大型野生鳥獣対策の傾向を把握した。保護管理、個体数管
理、生息環境管理、被害の防除、その他の対策のキーワー
ドを含む題目の既往知見約 30編を集め、1）背景と目的-方
法-結果-考察の内容を箇条書きし整理する、2）個体数管理、
生息環境管理、被害防除、その他の対策から既往知見内容
を分析することを通し、体系的に整理分析した。
個体数管理ではシカやイノシシで個体数推定がなされて
いるが、クマの個体数は低く推定される傾向にあること、
生息環境管理ではシカの生態系管理が目指され生息密度と
植生指標の関係を把握することが課題である。被害防除で
は各野生獣の特性により被害発生の背景や実態が異なるた
め防除手法も異なる。例えば、サルは群れの加害レベルに
応じた被害防除が必要である。その他の対策では、多くの
鳥獣で広域管理と順応的管理が課題である一方、カモシカ
で比較的充実したモニタリング体制がとられていることが
わかった。

L21 侵略的外来種は一次生産者と上位捕食者の 2 つの

栄養段階に影響する

工藤琢磨

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

侵略的外来種問題は、人類が引き起こした地球規模の生
態系の変化とされる。輸出入の範囲拡大や頻度増加は、そ
れによって運ばれる生物の移動・分散能力を飛躍的に高め、
外来種の侵入・定着を強く促した。それは、競争相手や天
敵のいない生態系の在来種を侵略・絶滅させる結果を招い
た。本研究では、侵略的外来種としてマツノザイセンチュ
ウ、その影響を被る在来種として、一次生産者のアカマツ
と上位捕食者である猛禽類群集を扱う。マツ枯れ未被害地
と被害地のそれぞれに面積 100平方キロの調査地を設定
し、猛禽類の営巣数、営巣木・営巣林の状態を調べた。そ
の結果、被害地と未被害地の間で、営巣数と群集構造に有
意差が認められなかった。しかし、未被害地では 9 種が、
被害地では 5種が営巣し、前者の多様度指数が後者より高
かった。営巣木がアカマツである場合の枯死率は、未被害
地で 0%、対して被害地では 72%に達した。営巣林内のア
カマツの平均枯死率は、未被害地で 8%、対して被害地で
は 64%に達した。以上の結果から、侵略的外来種は、一次
生産者を減らすのみならず、そこを繁殖場所とする上位捕
食者の多様性を低下させることが明らかになった。

M1 紫外線によるソメイヨシノこぶ病の発病抑制効果

石原 誠1・西井俊太郎3・池田武文2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2京都府立大学大

学院生命環境科学研究科・3京都府立大学生命環境学部

サクラの栽培品種であるソメイヨシノは、サクラ類こぶ
病菌（Pseudomonas syringae pv.cerasicola）に対して抵抗
性を有していると考えられるが、弱光下ではそれを十分に
発揮できず、強光下あるいは、青色光下において抵抗性が
現れることが実験的に確かめられている。また、ガラス温
室や人工照明下では野外におけるほどの抵抗性が発揮され
ないことから、太陽光に含まれるより波長の短い放射成分
が影響を及ぼしている可能性が考えられた。そこで、人工
気象室内のソメイヨシノ接ぎ木苗に対して可視光に紫外線
を付加的に照射しながら、こぶ病菌を接種して病徴発現を
観察したところ、紫外線の存在によって、より強い抵抗性
が発揮されること、野外環境下のソメイヨシノの抵抗性を
再現するためには、可視光が一定強度以上必要であり、こ
れに加えて紫外線の照射も必要であることが分かった。紫
外線ではナローバンド UVB領域の付加照射が最も効果が
優れ、解剖観察においても病巣組織や細胞の壊死範囲が縮
小したことから、抵抗性がより強く現れていることが示唆
された。

M2 スギ辺材のチャアナタケモドキ感染部位に集積した

抗菌物質

市原 優1・加藤 厚2・山田利博3・服部 力2

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林

秩父演習林

スギ非赤枯性溝腐病の病原菌チャアナタケモドキの感染
によるスギ辺材変色と腐朽は、スギの材質劣化を引き起こ
す重要病害である。チャアナタケモドキ感染によりスギ辺
材には辺材変色が生じるが、その周囲にスギの防御反応に
伴う反応障壁が形成され、病斑進展が停止する。そのため、
この反応障壁に抗菌物質が集積すると考えられている。本
研究では、本病におけるスギの防御機構を明らかにするた
めに、反応障壁に集積する抗菌物質を単離同定し、その集
積過程を測定した。チャアナタケモドキ感染木の反応障壁
周辺をメタノール抽出し、カラムクロマトグラフィー等に
より単離した結果、ヒノキレジノールを含む 6 種類の抗菌
物質を同定した。これらの抗菌物質の濃度は、チャアナタ
ケモドキを接種したスギ辺材の反応障壁で高かった。この
ことから、これらの物質が反応障壁に集積しチャアナタケ
モドキ感染に対する抗菌物質として機能していると考えら
れた。
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M3 樹木のフェノロジーが土壌微生物群集の季節変動に

及ぼす影響

執行宣彦1・平尾聡秀1・梅木 清2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演習林・2千

葉大学大学院園芸学研究科

近年の地球温暖化による環境の変化は、樹木の展葉や落
葉の時期に影響を及ぼす。これは、土壌微生物の活動や機
能を改変することで、森林生態系の窒素循環に影響を及ぼ
す可能性がある。本研究では、森林の土壌微生物群集が、
季節的な環境変化だけでなく、樹木のフェノロジーから強
く影響を受けているという仮説を立て、土壌の真菌と細菌
の季節変動を明らかにすることを目的とした。東京大学秩
父演習林の天然林の高標高地（1800m）・中標高地（1300
m）・低標高地（900m）で、2016 年 7月∼2017 年 6月に、
毎月同じ樹木個体の葉と枝を採取し、それらの窒素濃度を
測定した。さらに、同じ場所で土壌を採取し、硝化の初発
反応のアンモニア酸化に関わる機能遺伝子（amoA）を定
量 PCRで解析した。その結果、中標高地と低標高地では、
樹木の展葉から落葉までの時期でアンモニア酸化細菌量が
高くなることが明らかになった。これは、土壌中の硝化作
用と樹木の窒素利用が連動するためと推測される。本講演
では、さらに、その他の窒素循環関連の機能遺伝子の定量
PCR解析と、真菌および細菌のアンプリコンシーケンス解
析の結果も合わせて、樹木と土壌微生物群集の季節的な繋
がりを議論する。

M4 Ectomycorrhizal fungal communities in Pinus

luchuensis forests over the Ryukyu Islands

Helbert1・ITOH, Misa1・Terashima, Yoshie2・Nara, Kazuhide1

1Dept. of Natural Environmental Studies, The University

of Tokyo・2Tropical Biosphere Research Center, Uni-

versity of the Ryukyus

Okinawa Pine (Pinus luchuensis) is endemic to the
Ryukyu Islands, while the pine wilt disease has been
devastating the pine forests in some islands. The survival
and regeneration of Pine forests are known to depend on
ectomycorrhizal (ECM) fungi. However, ECM symbiosis on
P. luchuensis has barely been explored. In this study, we
evaluated the abundance and species composition of ECM
on P. luchuensis forests on mature tree and spore-bank
from four Ryukyu islands (Okinawa, Amami, Iriomote, and
Ishigaki) by using molecular identification techniques.
Russula sp.1 was predominant in P. luchuensis mature
tree, except in Amami island. There, tree stands were
shifted to Fagaceae, and its ECM community was
dominated by Cenococcum geophilum. In the spore-bank
samples, member of Rhizopogon and Suillus was found
dominant in all sampling site, indicating a good condition
for P.luchuensis natural regeneration.

M5 高山に遺存するハイマツ ─菌根菌の集団遺伝構造

小泉敬彦・奈良一秀

東京大学大学院新領域創成科学研究科

ハイマツは、氷期に日本へ分布を広げた外生菌根性樹木
であり、現在は中部以北の高山帯に遺存集団が隔離分布し
ている。菌根菌の遺伝子流動は胞子が担うことから、遺存
集団間の遺伝的交流は胞子分散様式に影響されると考えら
れる。本研究では、宿主ハイマツ（風媒花）と菌根菌であ
るベニハナイグチ（風散布）、ハイマツショウロ（動物散布）
の集団遺伝構造を比較した。国内のハイマツ分布域を包括
する 9ヶ所からハイマツ針葉と対象菌種の菌根を採取し、
核 SSRマーカー（ハイマツ：14座、ベニハナイグチ：9座、
ハイマツショウロ：8座）を用いて各サンプルの遺伝子型
を決定した。STRUCTURE解析の結果、風散布を行う種
（ハイマツ、ベニハナイグチ）では、北海道のハイマツ集団
を除いて集団間に明瞭な遺伝構造の違いは認められなかっ
た。一方、動物散布種のハイマツショウロではその違いが
明瞭であった。集団間の遺伝的分化度（GìST）を比較した
結果、動物散布種では他 2 種に比べて遥かに高い値を示し
た。このような結果から、樹木の定着に重要な働きをする
菌根菌にも集団隔離の影響は及んでおり、特に動物散布種
では宿主樹木以上に遺伝的交流が制限されていることが示
唆される。

M6 根部内生菌 Glutinomyces brunneus 集団間にお

ける遺伝的分化の検出

中村慎崇・田中千尋・竹内祐子

京都大学大学院農学研究科

地理的距離が微生物の群集構造に与える影響は土壌糸状
菌において議論されてきた。中でも、いくつかの根部内生
菌においては分散方法が確認されておらず、地理的距離が
その分布に強く影響している可能性がある。本研究では胞
子形成が確認されていない樹木根部内生菌 Glutinomyces
brunneus（以下、本菌）の分散能力を議論するため、地域
スケールにおける本菌の集団構造を解析した。4地点のコ
ナラ林分およびコジイ林分から採集した土壌サンプルから
252菌株の本菌分離株を収集した。これらの菌株を 5遺伝
子座のマイクロサテライトマーカーを用いた集団構造の解
析に供した。採集地間の集団の分化の程度を示す FST は
−0.034 から 0.122 となり、組み合わせにより緩やかな分化
が認められた。一方、隣接した異なる林分の採集地間での
FST は−0.094 となり、集団の分化はほとんど見られなかっ
た。さらに採集地組み合わせのうち二つにおいてアリル頻
度の有意な違いが検出されたことから、本菌集団間での遺
伝子流動が制限されていることが示唆された。これらの結
果を踏まえ、子実体を形成する近縁種と本菌との分散能力
の違いを考察した。
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N1 近年の丹波マツタケ不作要因と林地適応型人工栽培

薗田 登1・松本誓司2・梅津 純3

1八木町マツタケ生産振興会・2八木町森林組合・3京都府マツタ

ケ生産振興協議会

近年の丹波マツタケ不作要因は①気候変動②マツタケ
胞子減少③マツ樹勢衰弱の 3 つの仮説を立て対策を行う
人工栽培に取り組んでいる。不作理由は①秋の気温、降
水量のデーターを気象庁から取り出し高温障害、無降水日
数の長短等の分析結果これらの気候変動とマツタケ生産量
とは相関性がある② 30 年前から発生したマツタケは開き
で胞子を飛散させ採っているのでシロも増え発生量も増え
る筈だが増えない③前期②とも関連が有り近年のマツは
小田式マツ強度テストを行っても 5段階評価で殆どのマツ
は松脂が出ない下位の 2∼3ランクと衰弱している。また
土壌の pH分析値は 3∼4 と強酸に近い、この他多くの研
究者の研究論文からも理由付けができる。これらに影響を
及ぼす要因として国内の石炭石油製品の消費量は 1950 年
頃から右肩上がりに増加している。反面マツタケ生産量は
減少している。他の理由ではこの時代から農山村の人口流
出、木材利用の減少等で手入れ不足があるが土壌酸性化は
②③にも関連した影響力が大きいと考える。①の対策は
腐葉土（落葉層）間伐の適正化、降水量不足・無降水長日
の灌水②はマツタケから組織を採取して培養種菌作り③
は環境浄化材の散布等を行っている。

N2 2017年長野県におけるマツタケの発生と気象条件

古川 仁

長野県林業総合センター

【目的】2017 年長野県のマツタケ生産量は 5.3 t（速報値）
と平年の 2割以下、統計のある 1965 年以降 4番目に低い
値となった。この生産量を地域別に対平年比でみると、県
の南部ほど高く、最南の下伊那地域は 4割であった。マツ
タケ子実体の発生は気象条件に大きく左右されるが、詳細
は不明な点が多い。長野県林業総合センターはこの解明の
ため県内 6 地点に試験地を設定、子実体発生量調査と気象
観測を行っている。ここでは 2017 年のマツタケ生産量が
少なく、更に地域差が生じた原因について試験地データか
ら解析した。【方法】マツタケ生産量は長野県が県内各地
で行った聞き取り調査結果を用いた。試験地は上田、松本、
辰野、松川（2 地点）、豊丘にあり、それぞれで観測した子
実体発生量、地温、降水量を解析した。【結果】試験地の子
実体発生量は、県内全域の生産量調査結果の傾向とほぼ同
様で、1）発生量がほぼゼロの 3試験地（上田、松本、辰野）
と、2）平年の 4割となった下伊那地域の 3試験地（松川 2
地点、豊丘）に大別された。試験地データ解析の結果、1）
で発生不良となった原因は原基形成期の少雨、2）は原基形
成初期に降水があったものの、その後の大きな地温上昇が
原因と考えた。

N3 中国・江蘇省宜興市の竹林経営管理の実態 ヒアリ

ング調査を通じて

孙 鵬程1・柴田昌三1,2

1 京都大学大学院農学研究科・2京都大学大学院地球環境学堂

全国的に放置竹林の拡大が問題とみなされる中、日本で
は様々な竹林資源活用に関する取り組みが推進されてい
る。竹資源の豊かな中国においても、竹林生産者の高齢化
や竹林作業コストの増加などの原因で、近年竹林放置の傾
向が見られた。本研究では中国東南部の代表的なモウソウ
チク産地で、約 13000 ha のモウソウチク林が分布する江蘇
省宜興市を対象として、54名の竹林管理者に対するヒアリ
ング調査を通じて、生産者の年齢などの基本情報、竹林管
理方法、竹材とタケノコの生産出荷情報などを収集し、市
の竹林資源の利用の全体像を明らかにすることを試みた。
その結果、ほとんどの竹林が粗放管理を行うため資源の利
用率が低いこと、材用林の管理放置が多いこと、それらは
標高の高い山地に集中分布することが特徴として認められ
た。またその要因は生産者の高齢化ではなく、竹材の伐倒
や集積場までの人力搬送などの生産コストの増加であるこ
とが示された。今後、管理者の高齢化の進むことや竹材の
需要量が減る可能性もあることから、竹材を中心とする竹
林資源の新たな利用方法の開発が課題と考えられる。

P2-025 UAV-SfM 処理による針葉樹材積の推定 ─樹

冠投影面積導出法の検討─

矢田豊1・青木充広2・木村一也3・渥美幸大1・山路佳奈3・白井教

男2・三谷典夫2

1石川県農林総合研究センター林業試験場・2コマツ・3石川県森

林組合連合会

演者らはこれまでに、UAVを用いて撮影した林冠写真
から SfM処理により林冠の 3D点群データを生成し、それ
を利用して材積を推定するための数学モデルの検討を行っ
てきた（第 128回森林学会、第 7 回中部森林学会）。本報告
では、材積推定モデルに使用する樹冠投影面積の導出法に
ついて検討した結果を報告する。
樹冠投影面積の導出法として、1）各樹頂点からボロノイ
多角形を生成し、それを樹冠投影面積の近似値として用い
る方法と、2）樹頂点から放射状に山登り法により林冠高の
最低地点を求め、樹冠投影面積を求める手法を検討した。
材積推定モデルとして、1）1樹高と樹冠投影面積の積) と
1材積) の相対成長関係から材積を推定するモデルと、2）
密度管理理論式により材積を推定するモデルを検討した。
材積の推定精度を評価するため、石川県内のスギ人工林
分 6ヶ所で UAVを用いて撮影した林冠写真から生成した
3D点群データを使用した。各調査地では 0.05 ha の円形プ
ロット 2∼5点を設け、立木の胸高直径・樹高の測定値より
単木材積を計算し、上記UAVによる推定値と比較し、各
手法の推定精度と、精度向上のための補正法等について検
討した。
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P2-026 UAV-SfM 処理による針葉樹の樹頂点抽出 ─

個体検出精度の検証─

木村一也1・青木充弘2・矢田 豊3・山路佳奈1・渥美幸大3・白井

教男2・三谷典夫2

1石川県森林組合連合会・2コマツ・3石川県農林総合研究セン

ター林業試験場

UAV 空撮を利用した森林資源量の把握が注目される
中、より高い精度で把握するために単木抽出の精度向上が
課題となっている。本研究では、スギ人工林のUAV空撮
画像を取得し、SfM処理により生成された三次元点群デー
タを用いて抽出した樹頂点の検出精度を検証した。
石川県のスギ人工林 8林分を対象として、各林分 2∼5
箇所の 0.05 ha標本調査区を設け、胸高直径と樹高の毎木
調査および立木位置を調査した。UAVによる空中撮影は
林分全域を対象とし、点群データに局所最大値フィルタ法
を適用して単木の樹頂点を抽出した後、GIS 上で抽出樹頂
点と実測個体の位置を重ね合わせて、実測個体ごとに抽出
の有無を確認した。
点群データの生成に不備があった 2林分を除き、各林分
の樹頂点抽出本数の割合は平均 77%（64-89%）、総材積に
占める抽出個体の割合は平均 87%（68-97%）であった。
すべての林分において、樹頂点が抽出されなかった個体に
較べ、抽出された個体の胸高直径、樹高、材積（二変数材
積式により算出）の平均値は高かった。以上を踏まえ、林
分間で抽出率の差が生じた原因と予測手法等について検討
する。

P2-027 針広混交天然林における UAV 空撮画像による

地形モデリング

古家直行1・平田泰雅2・尾張敏章3・坂上大翼3・犬飼慎也3・中川

雄治3・遠國正樹3

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所・3東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習

林北海道演習林

天然林施業では、一斉更新の人工林施業林分と異なり、
UAV によるきめ細かなモニタリングが有用と考えられ
る。資源量把握には林冠高などの高さ情報が有用だが、航
空機レーザースキャナ計測などの補助情報を用いずに、表
層を捉えるUAV観測から高さ情報を求めるには、地盤高
の計測・推定が必要である。補助情報が利用できない地域
はもちろん、利用できる地域においても、補助情報との高
い相対位置精度の確保を要さず、UAV単独計測で作業を
完結できる利点も大きい。そこで、本研究では、別途詳細
に取得された航空機レーザースキャナデータを参照しなが
ら、様々な林分においてUAVによる地形モデリングの精
度の検証を行った。対象林分は東京大学北海道演習林であ
り、林分施業法に基づく択伐施業が行われている。針広混
交天然林では、積雪期を除くと空撮可能な期間は短いが、
落葉広葉樹の落葉期には地形モデリングが可能である。一
方の着葉期には、林冠が閉鎖するため一般に地表面計測は
困難となるが、天然林では伐採や老齢木の枯死、倒木の発
生などにより林内にギャップが形成され、地表面計測が可
能な地点が存在し、起伏が少ない林分では補間推定が有効
であった。

P2-028 森林域における UAVとマルチスペクトルカメ

ラの活用

瀧誠志郎1・中澤昌彦1・上村 巧1・吉田智佳史1・陣川雅樹1・大

矢信次郎2・赤松玄人3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2長野県林業総合センター・
3長野森林組合

近年、森林域における UAVの活用が期待されている。
特にUAVを用いて取得したカラー画像や点群データを利
用して林分材積や単木位置などの森林情報の取得に関する
研究が行われている。一方、皆伐・再造林地においてマル
チスペクトル画像を用いた植生被覆率の評価や苗木個体位
置の把握に関する研究はみられない。マルチスペクトル画
像は衛星や航空機によるものが一般的であるが、低高度で
飛行するUAVに搭載して空撮することでより高解像度な
画像の取得が可能である。本研究では、UAVで撮影した
高解像度マルチスペクトル画像による森林域、特に林業の
現場での活用の可能性を明らかにするために、皆伐・再造
林地において空撮と画像解析を行った。その結果、広範囲
にわたる植生被覆率を容易に把握することと、異なる地拵
え処理が植生被覆率へ与える影響を評価することができ
た。また、画像から苗木個体位置情報も把握でき、GIS デー
タとして利用することができた。これらのことから、今後、
UAVとマルチスペクトルカメラを活用した人工林におけ
る再造林時からの林分や単木管理の実現が期待できる。

P2-029 UAV 由来の空中写真データを用いた熱帯林の

森林変化量の把握

太田徹志1・Tual Cin Khai2・Sie ThuMinn2・溝上展也3・吉田

茂二郎3

1九州大学持続可能な社会のための決断科学センター・2九州大

学大学院生物資源環境科学府・3九州大学大学院農学研究院

UAVによる森林計測に注目が集まっており、多くの研
究が実施されている。しかし、森林減少・劣化に代表され
る、森林変化に着目した研究は少ない。そこで本研究では
UAVを用いた熱帯林の森林変化量の把握を試みた。本研
究の対象地はミャンマー山岳地帯の森林である。対象地域
内に 9ha の方形プロットを 2箇所設置し、ミャンマー式択
伐を実施した。択伐を実施する直前、直後にUAVにより
空中写真を撮影した。撮影した伐採前後の空中写真に対し
て SfM（Structure fromMotion）を適用し、伐採前後の林
分の 3次元モデルを構築した。構築した伐採前後の 3次元
モデルから森林の変化量の検出可能性を検討したので報告
する。
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P2-030 UAVを用いたスギ単木樹冠形状の評価

加治佐剛・岩松昴佑・寺岡行雄

鹿児島大学農学部

近年、LiDAR 技術や空中写真を用いた SfM などの活用
が発展し、広域の森林において上空から森林の三次元構造
を把握することが可能になりつつある。林分構造のうち、
林冠および樹冠構造は、林分構造の把握や成長予測に有効
と考えられている。これらの林冠や樹冠構造は上空からの
計測が可能と考えられるが、空中写真を用いた SfM によ
る 3次元計測でどの程度の精度になるかは明らかにされて
いない。また、林立している場合、樹冠の計測精度が低下
すると考えられるが、どの程度精度低下が生じているかは
不明瞭である。林分構造の把握、成長予測にする場合には、
相対成長関係に基づくため、単木樹冠の計測精度を把握す
る必要がある。そこで本研究では、林分上空から撮影した
画像と伐倒後の単木状態での撮影画像を用いて 3次元モデ
リングを行い、林分状態と単木状態での樹冠計測を比較し、
その測定精度の違いを明らかにした。

P2-031 UAVによる森林上層部の 3次元化に向けた検

討

吉野 聡

東京農業大学地域環境科学部

技術の発達により森林を空間として（3次元で）把握す
ることが可能になってきた。森林を 3次元化として捉える
方法しては地上レーザによる把握と UAVによる把握の 2
通りの把握方法がある。地上レーザによる把握は、精度が
高い反面、コストが高く現場で活用するのが難しい側面が
ある。UAVによる把握は地上レーザと比較すると安価で
あり、3次元化ソフトがあることからコストが安くかつ簡
単に 3次元化が可能であり、現場での利用がしやすいとい
うメリットがある。
UAV を用いた林内の 3 次元化としては、太田の研究

（「UAVを用いた林分構造の推定」）、山本らの研究（森林
内調査における UAVの有効性の検討）、吉野の研究があ
げられる。いずれの研究においても枝下高よりも上につい
ては 3次元化することができていない。その理由として枝
下高以上では枝が邪魔して垂直方向での撮影が難しいこ
と、水平方向の撮影の際には画像のマッチングが難しいこ
ととなどがあげられる。そこで本研究では森林上層部の 3
次元化の方法を探るべく様々な撮影方法を検討した。

P2-032 畳み込みニューラルネットワークを利用した

UAV空撮画像からの樹種分類

鎌田真希1・太田徹志2・溝上展也3・吉田茂二郎3

1九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学持続可能な社

会のための決断科学センター・3九州大学大学院農学研究院

近年、無人飛行機（UAV）由来の空中写真を用いた単木
レベルの森林資源調査に注目が集まっている。単木レベル
での森林資源調査において樹種は重要な調査項目だが、
UAV由来の空中写真からの樹種の自動判別に関する研究
は少ない。そこで本研究では、UAVから撮影した空中写
真をもとに、畳み込みニューラルネットワークを用いて、
樹種をどの程度の精度で検出することができるか検証し
た。研究対象地は、大分県民の森長期育成循環施業モデル
団地である。2016 年 9月から 10月にかけて同対象地を撮
影した空中写真を利用した。空中写真をもとに、スギ・ヒ
ノキ・広葉樹・林道の 4つの項目を分類対象として目視に
て画像の切り出しを行った。切り出した画像を学習用デー
タとテスト用データに分け、畳み込みニューラルネット
ワーク（CNN）を用いて学習と評価を行ったので、その成
果を報告する。

P2-033 地上型レーザスキャナによる幹の形の再現性

─樹幹解析との対応─

川北憲利1・嶌田知帆1,4・長島啓子1・田中和博1・高岸 且2・林

大貴3

1 京都府立大学大学院生命環境科学研究科・2（株）パスコ技術統括

本部 本社技術部・3（株）パスコ環境文化コンサルタント事業部

事業推進室 高度情報推進課・4（株）パスコ

近年、地上型レーザスキャナ（TLS）を用いて単木的に
胸高直径や樹高、上部直径を把握することで、より収益性
の高い林業管理が可能になると期待されている。本研究で
は、TLS で推定した樹幹形状が実際の樹幹形状をどれだけ
再現しているか検証した。まず、樹幹解析を行い、各地上
高（根元からの高さ 0.2、1.2、その後は 2m毎）の直径を計
測した。次に、TLS で得られた点群データから樹幹解析の
地上高における直径と樹高を推定した。直径は、円を用い
た推定、山側と谷側、両者に対して垂直な 2方向の計 4方
向の長さを用いた推定（山谷 4 方向推定法とする）、Digital
Forest（DF）による推定を行った。樹高は、DCHMによ
る推定、手動による推定、DF による推定を行った。そし
て、これらの方法で推定した値と実測値を比較した。結果、
直径は、円で推定した値の平均誤差は 3.25 cm、RMSE は
3.88 cm、山谷 4 方向推定法で推定した値の平均誤差は
0.29 cm、RMSE は 1.56 cm、DF で推定した値の平均誤差
は 0.26 cm、RMSE は 2.94 cm であった。樹高は、DCHM
から推定した値の平均誤差は 0.92m、RMSEは 1.69m、手
動で推定した値の平均誤差は-0.08m、RMSE は 1.09m、
DFで推定した値の平均誤差は 0.81m、RMSEは 1.53mで
あった。
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P2-034 植栽密度試験地における地上型レーザースキャ

ナーの計測密度の比較

北原文章1・細田和男2・西園朋広2・小谷英司3

1（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林管理研究領域・3（国研）森林機構 森林総合研究

所東北支所

近年、林業に特化した地上型レーザースキャナー（TLS）
システムの開発が進んでいる。本研究では TLS を用いた
効率的な毎木調査の可能性を確認することを目的とし、急
傾斜で過密なスギ林分においてどの程度の TLS 計測密度
であれば林分を再現できるか検討した。対象地は四国内の
中ノ川および浅木原収穫試験地とし、TLS は OWL（アド
イン研究所製）を用いた。1500 本・3000 本・6000 本植栽の
無間伐林分において、10×10m のプロットを設定し、2m
間隔で TLS 計測を行った。1 つのプロットにおいて合計
36点の計測を行い、この計測点を減少させていくことでど
こまで林分を再現できるか比較を行った。その結果、過密
な林分では、TLS の計測密度が高くても立木のスキャン
マッチングがうまく行えず、正確な林分の再現は難しいと
いうことが明らかとなった。なお本研究は平成 29 年度森
林林業振興助成事業の助成を受けた。

P2-035 標準地調査における地上型レーザースキャナの

可能性

松本 純・佐藤太一郎・姫野早和

大分県農林水産研究指導センター 林業研究部

近年、詳細な森林資源の把握を目的としてレーザー技術
を活用した測量データの利用が期待されている。しかし、
地上型レーザースキャナ（以下TLS）の価格が高額なため
国内での活用事例が少なく、また日本は急峻で厳しい地形
を有する林分も多いことから普及にあたっては課題も多
い。
大分県では森林調査の省力化、並びに新たな技術の確立
と導入に向けた先進的取組として、平成 28年度からTLS
を試験的に活用している。その中で、収穫予想表の改定の
ため県内一円の多様なスギ・ヒノキ林分において標準地調
査（半径 15m程度の円形プロット、1プロットあたり 4点
計測）を実施しており、平成 28∼29 年度の 2箇年で約 500
プロットのデータを TLS にて取得した。これらのデータ
から、TLS を有効に活用できる林分の条件や、標準地調査
における TLS のメリット並びにデメリットが明らかと
なってきたので報告する。

P2-036 地上レーザによる森林計測精度の評価

山﨑浩司1・山本一清1・島田博匡2

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2三重県林業研究所

一般に地上レーザを用いた森林計測は詳細な森林情報を
取得可能であるとされるが、機材が高価であること等を理
由として現場での普及は進んでいなかった。しかし近年、
森林計測を用途とした比較的安価な地上レーザとして 3次
元森林計測システム OWL（以下OWL）が登場し、自治体
や森林組合での導入が進みつつある。ところが、データ取
得位置の設定方法や地形、立木密度といった計測の諸条件
がOWL計測結果に与える影響に対する研究報告は十分で
はない。そこで本研究ではスギ・ヒノキ人工林を対象とし
て、それらの条件を変更して取得した計測結果を実測デー
タと比較することにより、それら条件が立木検出率や胸高
直径計測精度に与える影響について検討した。

P2-037 植生および地形が航空レーザ計測におけるレー

ザ光の地表到達率に与える影響

福井翔宇

（株）パスコ

航空レーザスキャナによる森林計測は、施業の指標とな
る樹種、樹高、本数密度、地形の情報を一度の計測で広域
的に取得できることから森林現況を把握する手段の一つと
して広く活用されている。一方で航空レーザ計測により得
られる 3次元情報は、地形や植生の影響により精度にばら
つきが生じることが指摘されている。例えば地形の再現精
度は地表を覆う植生の繁茂に大きく左右され、樹冠のうっ
閉したヒノキ林などでは地表に到達するレーザ光の割合が
照射の一割にも満たない場合も見受けられる。地形の再現
精度は樹高値の推定精度に影響するほか、崩壊地形や路網
などの視認性も低下させることから、地形や植生の影響を
ふまえ地表まで到達するレーザ光の点数が十分確保できる
よう照射密度を設定する必要がある。しかし、レーザ光の
地表到達率に関して地表を覆う植生の樹種や樹高、また、
地形的特性について研究した例は少ない。そこで本研究で
は様々な樹高のスギ、ヒノキ、広葉樹で構成される 100ha
の森林を対象に、航空レーザ計測範囲を 10mメッシュに
区切り、各メッシュにおける樹種、樹高、地形的特性とレー
ザ光の地表到達率の関係性について解析を行った。
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P2-038 低密度の航空機 LiDAR データによる林分の平

均樹高推定

高橋與明

（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所

本研究では、国土地理院が地形の標高計測を目的として
広域で取得している低密度（レーザの照射密度が数点/m2

以下を本研究では低密度と表現する）の航空機 LiDAR
データを用いて、林分の平均樹高を点群データではなくラ
スターデータで推定し、マッピングを試行した。本研究に
おける林分の平均樹高とは、ある区画の全立木の樹高の算
術平均である。適用したラスターデータ処理手法は、2016
年度の森林学会大会において発表者が提案した手法に基づ
いている。今回の発表では、広域で取得される航空機
LiDAR データに時折含まれる送電線や鉄塔などのノイズ
をできる限り自動的に除去する前処理を当該手法に新たに
組み込んでいることを説明することで、森林域における平
均樹高推定の際の注意点や問題点を議論するとともに、一
連の処理を点群データではなくラスターデータ化して処理
することについて議論する。

P2-039 Lider による推定直径からの単木材積の推定精

度検証

石塚伸太朗・福井翔宇・島崎浩司

（株）パスコ

我が国の森林資源が本格的な利用期に差し掛かる一方
で、効率的な施業を計画するために必要な材積等の森林情
報は不足している。これらの情報を整備する手段として航
空レーザ計測による情報の取得が図られている。4点/m2

以上の高密度な航空レーザ計測により得られるデータは、
樹冠高や樹冠の凹凸を高精度に取得できることから、単木
単位の樹頂点位置の抽出や樹高情報の取得及びこれらの情
報に基づく材積の推定に利用されている。
本研究では、現地調査、地上レーザ計測および伐倒木の

解析で確認した単木の位置や胸高直径、材積等の各種情報
と、航空レーザ計測データよる推定直径結果を比較し、単
木材積の推定精度を検証した。

P2-040 航空機 LiDARによる間伐効果評価法の開発

山本一清1・安田裕美2・島田博匡3

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2名古屋大学農学部・3三重

県林業研究所

これまで、主として樹高や材積等の広域資源量推定にお
いて、現地調査にかわる有用な技術として航空機 LiDAR
の有効性が示されてきた。これに加え、筆者らは林内光環
境の推定においても、航空機 LiDAR データから算出され
るレーザー透過率が有効な指標であることを明らかにし
た。そこで本研究では、間伐効果の経時的評価を広域的に
行う手法として、航空機 LiDARの有効性を検討した。
三重県大台町内のスギ・ヒノキ人工林を対象地として、

間伐対象林分内（間伐区）及び間伐対象林分外（非間伐区）
に 10m×10mの方形プロットを計 43個（スギ林：間伐区
15、非間伐区 16、ヒノキ林：間伐区 5、非間伐区 7）設置し
た。間伐前（2014 年 12月）及び間伐後（2015 年 8 月、2017
年 8 月）に観測された航空機 LiDAR データを用い、間伐
に由来すると考えられる林冠 Gap及びレーザー透過率の
経時的変化について、比較検討した。なお、本研究は JSPS
科研費 15K07478・16H02556及び災害に強い森林づくり推
進事業（三重県）の助成を受けたものである。

P2-041 航空機 LiDAR データを用いた広葉樹の資源量

推定に関する検討

田中真哉・山下直子・奥田史郎・諏訪練平

（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

薪等の需要の増加や全国的なきのこ原木不足など、社会
情勢の変化によって広葉樹資源の把握が必要となってい
る。本研究では航空機 LiDAR データを用いた広葉樹資源
量の推定に関して検討を行った。ただし、広葉樹林におい
て単木抽出を行うことは容易ではないことから、LiDAR
データの統計量を用いる方法について検討した。滋賀県東
近江市において広葉樹林に 0.04 ha の円形プロットを多数
設定した。林分調査によって胸高直径 5 cm 以上の個体に
ついて樹種を同定し、胸高直径（または周囲長）、樹高を測
定した。また、プロット中心の位置座標を DGPS によって
記録した。収集したデータから二変数材積式を利用し、幹
材積を計算した。LiDAR データから DGPS に記録された
位置を中心とする 0.04 ha内の統計量（最大、パーセンタイ
ル値など）を計算した。予備解析として、収集した林分デー
タを使って Lorey の平均樹高との関係を調べた。その結
果、ばらつきは大きいものの平均樹高によって幹材積を推
定可能であることを確認した。当日は、LiDAR データの
統計量と平均樹高やプロット幹材積との関係についても報
告する。
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P2-042 航空レーザデータを使用した屋久スギ分布域の

推定

前田佳子・廣瀬葉子・横尾泰広・向山 栄

国際航業株式会社

屋久島で一番の巨木は周囲長 16.4m をほこる縄文杉で
ある。しかし、大正時代に編纂された内務省の「天然記念
物調査報告」には、縄文杉に匹敵する大きさの屋久スギが
記録されているほか、地元住民にも巨大杉の伝説が伝わっ
ている。この縄文杉を超える超巨大屋久スギの捜索に協力
するため、航空レーザデータを使用し、超巨大屋久スギの
分布域を推定した。
固定翼による全島の航空レーザ計測を実施し、1点/2m2

のデータを取得した。次に、このレーザデータを使用し、
自動解析による超巨大屋久スギ分布エリアのスクリーニン
グ調査を行った。具体的には、超巨大屋久スギの分布に関
わると考えられる標高、地形、樹高、樹冠面積、樹種など
の要素を航空レーザデータから抽出し分布域を抽出した。
その結果、固定翼レーザデータを使用した自動解析を用
いることで、超巨大屋久スギの分布エリアの推定は難しい
ものの、モミやツガを含む針葉樹の巨木分布エリアの抽出
は可能であることが明らかとなった。また、単木での超巨
大屋久スギの抽出には、高密度レーザデータを使用した目
視判読による絞り込みに加え、その特定には現地踏査が必
須であることも明らかとなった。

P2-043 航空機 LiDAR による樹木個体樹種分類精度評

価（Ⅱ）：混交林での特性評価

中武修一1・山本一清1・山﨑浩司1・島田博匡2

1名古屋大学大学院生命農学研究科・2三重県林業研究所

前報告において、航空機 LiDAR から得られた樹種ごと
に特徴的なパラメータを用いることで単木樹冠単位での分
類において 90% を超える分類精度を得た。しかし、この
とき使用した教師データ、参照データはともに純林から取
得したものであり、混交林や林分境界に存在する立木を対
象とした場合に、前報同様高精度の分類が可能かは明らか
になっていない。そこで本研究では、混交林および林分境
界に存在する立木を対象に単木樹冠を分類単位とした樹種
分類をおこなうことで、純林と混交林や林分境界に存在す
る立木の分類結果の違いについて考察をおこなった。分類
対象地は、名古屋大学稲武フィールドで、分類対象樹種は
スギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツ、広葉樹の 5樹種であ
る。分類に使用する特徴量には、単木の反射強度および樹
冠の形状、LiDARレーザー透過率（LPI）を用い、ランダ
ムフォレストによる単木樹冠単位での分類をおこなった。
この結果、混交林内の樹種構成により誤分類の有無やその
規模が変化すること、純林と混交林では分類に有効な特徴
量が異なる傾向にあることなどが明らかとなった。なお、
本研究は、災害に強い森林づくり推進事業（三重県）の助
成を受けたものである。

P2-044 マツ枯れ対策に向けた枯損木候補地マップの作

成

福士亮太・野口 卓・山中敏行

（株）パスコ

松くい虫被害は西日本から東日本へ推移し、平成 28年
度には北海道を除く 46都道府県で被害が発生している。
現在の被害はピーク時の約 1/5 の水準となっているが依然
として国内における最大の森林病虫害となっている。被害
対策の一つに「駆除対策」があり、被害木を伐倒し、くん
蒸等の適切な処置を行うことにより被害木に生息している
マツノマダラカミキリの幼虫を駆除することにより被害拡
大を抑制する方法がある。このためには、新たな被害木の
位置を効率的に把握し、前述の駆除対策を実施する必要が
ある。現地での目視確認による被害木把握では道路配置状
況や地形により確認が困難な地域が生じる。そこで本研究
では、広域の観測が可能な空中写真撮影を実施し、画像解
析により枯死木と推測される箇所を抽出した事例について
報告する。画像解析は NDVI による抽出と教師無し分類
の両方を試みた結果、NDVI では枯損木と一緒に影部分も
過剰抽出される結果となり、教師無し分類のほうが良好な
抽出結果となった。最新の枯損木の位置を把握し、現地対
策を効率的に進めるこのような事例は集中的な松枯れ対策
が必要な地域において有効であると考えられた。

P2-045 マルチスペクトル・熱赤外センサによる樹木水

分生理状態の検出特性

坂上大翼1・古家直行2

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林北海道演習林・
2（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所

近年、マルチスペクトルおよび熱赤外センサの小型・軽
量化が図られており、農業分野ではUAVリモートセンシ
ングのツールとして普及しつつある。これらのセンサの森
林リモートセンシングへの適用、特に森林樹木の健全性モ
ニタリングへの応用を視野に、両センサによる樹木の水分
生理状態の検出特性について検討を行った。ガラス温室内
で潅水頻度を変えて栽培した 7年生シラカンバの鉢植苗を
供試して、日中に葉の水ポテンシャル値と蒸散速度を測定
するとともに、UAV 搭載型のマルチスペクトルカメラ
（Blue 465-485 nm、Green 550-570 nm、Red 663-673 nm、
Near IR 820-860 nm、Red Edge 712-722 nm の 5 バンド）
およびサーマルカメラ（7.5-13.5 μm）により苗を地上で側
方より撮影した。それぞれの撮影画像から個体当たり 15
葉程度の輝度値を計測し、各バンドの反射率と放射温度の
個体平均値を算出した。NIR と RE の反射率は水ポテン
シャルの低下に伴ってやや低下する傾向が認められたが明
瞭ではなかった。NDVIや NDRE と樹木の水分状態との
関連は認められなかった。一方で、放射温度と蒸散速度の
間には明瞭な相関が認められた。
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P2-046 SPOT画像を用いた持続的な伐採跡地のモニタ

リング手法の検証

星元啓吾・島崎浩司

（株）パスコ

平成 28年 5月の森林法改正により、森林の伐採跡地の
把握に対する需要が高まっている。また、造林未済地の解
消や効率的な森林整備を進めるためには、伐採跡地の位置
や面積等の情報を安価に高精度で把握することが重要とな
る。
衛星画像を用いた伐採跡地の抽出については、二時期の
画像から作成した差分画像によって抽出する手法が従来か
ら研究されており、その抽出精度はおよそ 70% から 80%
となっている。本研究では、比較的安価な SPOT画像を用
いて継続的に高精度で二時期間における森林伐採地を抽出
する手法を検討することを目的とした。
本研究では、二時期の SPOT 画像から差分画像を作成

し、作成した差分画像に対して、eCognitionDeveloper 9.1
（Trimble社）を用いてオブジェクトを作成することで、オ
ブジェクト単位で解析を行うことを可能とした。森林伐採
地の抽出については、オブジェクトごとの特徴量を用いた
レベルスライス法を用いて行った。
本手法により、高精度で森林伐採地の抽出が行えること
が示唆された。

P2-047 衛星画像の時系列解析による焼畑の検知

志水克人1・太田徹志2・溝上展也3・吉田茂二郎3

1九州大学大学院生物資源環境科学府・2九州大学持続可能な社

会のための決断科学センター・3九州大学農学部

焼畑が森林植生に与える影響を評価するためには、その
時系列・空間的分布を把握する必要がある。毎年の衛星画
像を利用した植生変化の推定は、特に過去の地上調査デー
タの少ない熱帯地域では有用な情報になる可能性がある
が、焼畑による撹乱の推定への応用を検討した研究例は少
ない。本研究では、時系列 Landsat 画像を用いた解析によ
り、ミャンマー山岳地域での焼畑の空間的分布の推定を行
うことを目的とした。2000-2014 年までの毎年の Landsat
画像を使用し、対象地での変化抽出を行った後、一定以上
の面積の撹乱に対して、変化要因を推定した。要因推定の
精度評価では、全体精度は 85.0% であった。推定された焼
畑の面積は減少傾向であり、解析期間後半では期間前半よ
りも 53%減少していた。焼畑は特定の郡（Township）に
集中していたが、解析期間中に複数回の焼畑が抽出された
のは焼畑面積の 1.0% であった。本研究から、時系列
Landsat 画像を用いて過去の焼畑の空間的分布を詳細に把
握できると考えられた。

P2-048 岐阜県内の森林関連業務における森林情報の利

用の実態と課題

臼田寿生・和多田友宏

岐阜県森林研究所

森林関連業務（森林計画策定、治山事業、森林路網作設
など）を実施する際に、多様な条件に適切な対応をしてい
くためには、目的に応じた森林情報を有効活用することが
重要である。特に地質や地形が複雑で山地災害が発生しや
すい岐阜県では、山地災害リスクの把握とそれらを考慮し
た業務の実行が不可欠となる。そこで、岐阜県内の森林関
連業務における森林情報利用の実態を把握するため、森林
関連業務に従事する職員を対象としたアンケート調査を実
施した。アンケート調査は 2017 年 2月に岐阜県関市で開
催された岐阜県治山林道研究発表会の参加者 113名を対象
に行い、回収率は約 6割であった。
調査の結果、普段の業務で利用している森林情報は、業
務の種類に関わらず、国土地理院の地形図、森林基本図、
森林計画図、航空写真の利用率が高かったが、地質図や地
すべり地形分布図などの山地災害リスクの把握に必要な情
報の利用率は低かった。
今後、山地災害リスクを考慮した森林関連業務を推進し

ていくためには、地質図や地すべり地形分布図などを活用
した地形判読の研修を実施するなど、森林情報の有効活用
を促すような取り組みが必要であることが示唆された。

P2-049 スマートフォンアプリによる森林資源量調査の

精度検証

松英恵吾

宇都宮大学農学部

スマートフォンによる森林計測用アプリを開発した。本
アプリでは測高については角度センサの相似比を利用した
計測機能、直径および断面積測定については角度センサの
相似比による距離測定結果と内蔵カメラによる光学的な幅
の計測を利用した計測機能を実装した。その上でテスト端
末において機械的に精度検証が可能な建物、ポール等に対
して計測試行を実施し各種センサでの計測特性の把握を試
みた。その結果、高さ計測については一定の条件下におい
て RMSE5% 以下の精度を有することが確認できた。幅測
定については誤差無く測定が可能であることが確認され
た。検証用の森林調査（樹木位置図作成、樹高、胸高直径
毎木測定）を行い、合わせて試作アプリによる計測を試行
した。その結果樹高測定について RMSE6.8%の精度で計
測できた。比較対象とした専用のレーザー測高器が 7.3%
であったことから一定の実用性を確認できた。一方、断面
積測定については RMSE40% となった。想定した精度を
満たすことができなかったが、比較対象とした専用のレラ
スコープにおいても RMSE47% となっており、精度検証
における真値の設定について課題を残す結果となった。

― 249 ―

28
日

口
頭
発
表
・
ポ
ス
タ
ー



P2-050 神奈川県秦野市上地区の林分特性と NPO によ

る森林整備活動の可能性

古田弘章1・園原和夏2・藤沢直樹2

1 日本大学大学院生物資源科学研究科・2日本大学生物資源科学

部

健全な人工林の維持のためには保全・整備が必要である
が、現在では収益が上がらないため間伐がなされない森林
も多い。神奈川県も例外ではなく、森林組合や県による整
備もさることながら NPO による森林整備活動が重視され
ている。県は西部地域を水源の森林エリアに設定している
が、手入れ不足の人工林も多く早急な整備が望まれる。秦
野市北部などは人工林が集中しているため集約化がしやす
い箇所が多く、そうした場所は県や森林組合が率先して整
備を行っている。一方で、同じ水源の森林エリア内であっ
ても、そのような条件から外れた場所の森林整備は遅れて
おり、秦野市上地区はそうした地域のひとつである。同地
区は、森林の 28.9% がスギ・ヒノキ人工林である。人工林
の 80.4% は 50 年生以上に達しているが、約 7割が個人有
林で、小規模かつ分散している林分が多く、集約的・効率
的な森林整備を行うのは難しい。本研究の目的は上地区を
活動の拠点とする NPO団体「四十八瀬川自然村」による
森林整備活動の調査と、GIS による秦野市の林分状況の調
査から、NPO による現在の森林整備活動における課題と
今後の活動の可能性について検討することである。

P2-051 日本大学水上演習林における林相と鳥類の出現

種数の関連性

園原和夏・織田 歩・杉浦克明・増谷利博

日本大学生物資源科学部

森林に生息する鳥類は、採餌場所が種で違うことなどか
ら、森林の構造によって種構成が大きく異なることが知ら
れている。そのため、環境変化等に伴う生物群集の現状を
知る上で、鳥類はよい指標生物となりうる。そこで本研究
は、群馬県利根郡みなかみ町にある日本大学水上演習林を
対象とし、林分構造と鳥類の出現種数の関連性を明らかに
することを目的とした。対象林分は、コナラ・ミズナラ林、
ブナ林、スギ人工林、カラマツ人工林とし、スギ人工林に
ついては、枝打ちをした林分とされてない林分の比較も
行った。鳥類調査はスポットセンサス法により、越冬期（12
月）・繁殖期前期（5月）・繁殖期後期（7月）の計 3回行っ
た。この他、林分調査と下層植生調査を行った。その結果、
カラマツ人工林と枝打ちをされたスギ人工林で鳥類の出現
種数が多い傾向が見られた。一方で、枝打ちをしていない
スギ人工林の鳥類出現種数は少なかった。越冬期の 12月
は、全林分を通じてもっとも鳥類種数が多かった。一般的
に天然林は鳥類の出現種数が多いと考えられているが、今
回の調査では人工林においても多くの鳥類種が確認される
結果となった。

P2-052 天然林施業の知識ベース構築とその運用

尾張敏章1・坂上大翼1・當山啓介2・中村和彦3・Sadeepa

Jayathunga4・小池征寛1・遠國正樹1・井上 崇1・木村恒太1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林北海道演習林・2東

京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林千葉演習林・3東京

大学空間情報科学研究センター・4東京大学大学院農学生命科学

研究科

多様で複雑な特性を持つ森林の管理において、長期の管
理経験を通じて獲得された知識が重要である、との認識が
世界的に広がっている。発表者らは、不確実性下における
天然林施業の意思決定支援を目的として、先端的な情報技
術を駆使しながら森林技術者が有する経験知を抽出し、コ
ンピュータ上に格納・集積した「天然林施業の知識ベース」
の構築を進めている。本報告では、東京大学北海道演習林
をモデル・フィールドとして実施した知識ベースの運用試
験の結果を紹介する。同演習林の天然林施業手法である
「林分施業法」の主要技術のうち、森林技術者の経験的知識
が特に必要とされる技術（天然林の林種区分、施業方針の
策定）を対象とした。同演習林の 45・48林班において、過
去の施業実践を通じて記録・蓄積された資料・データ（林
班沿革簿、施業区域図、作業指令書、現地検討会議事録、
標準地調査、空中写真、航空機レーザー計測など）を体系
的に整理・集積した知識ベースを構築し、林種区分の確認
と施業方針の審議決定を行う場である現地検討会での議論
に活用した。実際の森林管理業務に知識ベースを適用し、
有用性の評価と必要な改善を試みた。

P2-053 森林経営計画における主伐量上限制約の厳格性

の試算

當山啓介

東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林千葉演習林

地域によっては主伐が増加・集中してきている現在、森
林資源や木材供給能力の持続性担保がますます問われるよ
うになってくると考えられる。民有林における主伐に量的
制限をかける制度的枠組として、造林補助受給への要件と
もなっている森林経営計画における主伐材積の上限が挙げ
られる。基本的に、成長量と、基準材積と比較しての余剰
材積を更生期で除した分を主伐できることとなっている
が、その制約がどの程度厳しいものであるかは知られてい
なかった。本研究では栃木県等を想定対象とし、行政上の
森林情報に基づき、林班などの範囲を計画対象範囲とした
場合の主伐量上限が主伐実施に対してもたらしうる制約の
程度について検証した。蓄積が既に十分にある場合は主伐
量上限が大きいが、特に非生産林と想定する林分が計画に
多く含まれる場合、生産林を速やかに主伐して消費するこ
とも許容される。素材供給の弾力性は高いが、1分期（5 年）
を超える中長期的な持続性の担保には懸念がある場合があ
ると言える。
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P2-054 エチオピア囲い込み制度下における北部アカシ

ア低木林の三年間の変化

竹中浩一1・Buruh Abebe2

1 国際農林水産業研究センター農村開発領域・2メケレ大学乾燥

地農業自然資源学部

エチオピア国ティグライ州では、約 130万 ha の囲い込
みが実施され主に樹木植生の資源保護を行っている。同州
Kilte Awlaelo 郡において囲い込み下における Acacia
etbaica 林の現存量及び年平均生長量を数値的に明らかに
した。過去の調査（2014 年 7月）から満 3 年が経過した
2017 年 11月に樹木サイズを再計測し、既存の相対生長式
に当てはめ現存量を推計した。今回調査時の現存量は 14.8
Mg/ha、また 2 回の調査結果から 3 年間に約 0.2Mg/ha
（1.3%増）の変化が認められた。これより年平均生長量を
求めたところ僅か 63.6kg/ha・year と算出された。ティグ
ライ州政府によれば、州内で消費される生活燃料は、1984
年から 2001 年の間に 1 年 1人あたり 516kg（同地域）と
される。この値によれば、住民 1人あたり最低 8ha の同種
の植生がない限り資源の需給バランスは崩れることにな
り、木質資源の利用制限とガス等代替燃料が当面普及しな
いことを考慮すれば他の自然資源（農業残渣、家畜糞）の
燃料への利用が高まり農地等への有機質還元が阻まれるの
ではないかと考えられる。

P2-055 タイ国チーク人工林にみる相対幹形の変化

野田 巌1・古家直行1・Himmapan, Woraphun2・櫃間 岳3

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2タイ王室森林局森林研究開

発部・3国際農林水産業研究センター林業領域

熱帯材の中でも比較的高級材とされるチークは径級が木
材価格の重要な要因となっている。立木の幹直径を任意の
地上高で把握できれば、その時点の立木から収穫可能な丸
太の長級、径級に関する情報を見積もることができる。林
分・林木の市場的価値をこれまでより正確に評価できるこ
とから、持続的チーク林経営の促進効果が期待される。こ
れまでの研究から多項式モデルによる相対幹曲線式がチー
ク人工林に適用可能なこと（自由度調整済決定係数 R2/>
0.9）、根張りの部分は適合度に負の影響を与えるなどが分
かってきたが、依然として相対幹形の林分内と林分間の安
定性についてはよくわかっていない。そこで、タイ国チー
ク人工林のプロット調査 31 か所で収集したデータを使用
して解析した。上部直径計測には、伐採が困難なため
Criterion RD1000（Laser Technology Inc.）を使用した。
相対長 0.9 を基準直径とする相対幹曲線式を三次多項式で
モデリングし、相対幹形変化を中央相対直径で解析したと
ころ予備的結果ではあるが影響要因としては、同一林分で
は林齢と負の、林分間では地位と正の関係があるなど、わ
が国のスギと似た傾向が認められた。

P2-056 ミャンマーの伝統的林業生態系におけるアジア

ゾウの行動パターン

溝上展也・Sie, Thu Minn・太田徹志・吉田茂二郎

九州大学大学院農学研究院

ミャンマーでは 19 世紀より天然林の択伐施業が継続さ
れているが、一方で、択伐林の森林劣化が問題視されるよ
うになってきた。そこで報告者のグループでは、ミャン
マーの伝統的な択伐林業の持続可能性に関する調査・評価
を多角的に進めている。本報告では、ミャンマー林業の特
色であるゾウによる集材に着目し、ゾウ集材による林地・
残存木へのインパクトや集材に携わるゾウの行動様式を定
量化することを目的とした。その結果、ゾウ集材に伴う土
壌攪乱面積率は 0.1% であり、林道および土場造成に伴う
土壌攪乱率（2.1% および 0.3%）と比較して小さい値であっ
た。また、この値は大型機械を利用する通常の集材に伴う
土壌攪乱率（約 5%∼10%）と比較してもかなり低い値で
ある。ゾウ集材に伴う残存木への損傷は軽度のみであり、
重度の損傷が生じる重機集材と比較して低インパクトであ
ることが分かった。ゾウについてはMTE（ミャンマー林
業公社）によって飼育・管理が徹底されており、午前中の
集材作業を終えると、通常、ゾウは翌朝まで開放され、林
地にて採餌・休息を行う。ゾウの行動圏域についてもGPS
軌跡記録の結果を報告する予定である。

P2-057 本数密度分布図の表現方法に関する研究

上野操子・島崎浩司・川村啓一

（株）パスコ

航空レーザの活用により、森林資源解析は単木レベルで
行われるようになり、立木密度を表現した分布図（以下、
「分布図」という。）が作成されている。この分布図は、間
伐や主伐等の森林経営計画策定において基盤となるデータ
である。
分布図の作成には一定の区画が必要であり、一般的には
林小班界が用いられている。林小班界による分布図では、
異なる林相が林小班に含まれていても、その違いを表現す
ることができない。一方、林小班界より細かい区画を用い
た場合、局所的な密度の違いを表現することが可能となる
が、林相としてのまとまりを表現することが難しい。本研
究では、区画や表現方法について検討を行い、分布図の考
案を行った。また、従来手法の分布図と本研究で考案した
分布図を比較し、現場レベルでの利活用のしやすさや見易
さ等について考察を行った。
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P2-058 宮崎県における短伐期林業に対する一考察 ─ヤ

マサンツリーファーム─

黒田真峰・吉野 聡・佐藤孝吉

東京農業大学地域環境科学部

宮崎県では、温暖多雨な気候による豊富な成長量があり、
それを活かした方法のひとつとしてスギ短伐期林業があ
る。スギ短伐期林業の利点として短期間での収入が得られ
ることがあげられ、他の施業と兼用すれば健全な林業経営
ができる可能性がある。ただ一方で、宮崎県が抱える問題
として、年間素材生産量が 130万 m3 以上と多く再造林放
棄地が増加すると、宮崎県の林業が衰退していくとの指摘
がある。また、伐採跡地が荒廃しているという指摘もある。
それらの指摘はスギ短伐期林業が内包する問題と合わせる
と、それらの懸念が現実のものとして加速していく可能性
がある。こうした状況の中で、スギ短伐期林業の特徴を充
分に活かすには、無理のない規模で持続可能な短伐期林業
を実施が必要となる。そこで、本研究では、無理のない規
模で持続可能な短伐期林業を考える上で、短伐期林業の自
然的、社会的、経済的な環境、更新や保育管理などの観点
から検討することにしした。具体的には上記の観点からヤ
マサンツリーファームの実態を明らかにして、他の施業と
のバランスを検討することにした。

P2-059 三重県紀北町におけるポット苗生産事業の展望

川端俊介・佐藤孝吉・吉野 聡

東京農業大学地域環境科学部

三重県紀北町は、温暖多雨な気候、急傾斜で複雑な地形、
やせた土壌を特徴としたヒノキ林経営が行われてきた。植
栽された林分が主伐期を迎える中で、伐採木の利活用と共
に、次世代の森林経営に向けた更新が行われなければなら
ない。更新は造林を目的とするだけでなく、収益性の低下、
構造用木材の需要減少、動物による食害、植栽および保育
のための労働力不足の中で、次期森林経営を改革する重要
な時期にある。
我が国においては、伐採と造林を同時期に行うことや、

保育作業を軽減することを考慮したコンテナ苗が検討され
てきているが、経費と供給については課題が多い。苗木生
産事業は伐採と更新を結びつける位置にあり、植栽時期や
植栽方法、品種、苗木価格、生産効率等を考慮しなければ
ならない。紀北町においては、さし木によるヒノキのポッ
ト苗生産事業が実施され、年間生産量は約 16万本である。
本報告では、新しい森林経営の方向性を見いだすために、
紀北町における苗木生産事業を事例として展望する。

P2-060 6m材生産を主体としたヒノキ林経営に関する

一考察

佐藤孝吉・滝澤 賢・吉野 聡

東京農業大学地域環境科学部

ヒノキ林経営の方向性を考慮するにあたり、ヒノキはス
ギと比較して成長が遅いことから、高級感、耐久性の特徴
を活かした高価格材生産を目的とすることが考えられる。
特に長級 6m材は、在来軸組工法の通し柱が主目的であ
り、単価がより高価なことから注目することにした。長材
であることは、適寸の末口直径を得るために大径であるこ
とや、直材が入手しにくいなどの条件が考えられる。さら
に、プレカット加工の普及により狂いの少ない集成材を使
用したり、柱を見せない大壁工法など、素材を取り巻く環
境が変化してきている。このような状況の中で、ヒノキ 6
m材の質的、量的な需給状態の現状と課題を確認し、高品
質材を目的としたヒノキ林経営をどのように位置づけたら
よいのかについて考察することにした。ヒノキを中心に取
り扱っている岡山県 I社を中心とした素材取り扱い、製材
品取り扱いについての聞き取り調査やデータをもとに検討
する。

P2-061 路網崩壊による集材距離への影響度を基にした

崩壊対策箇所の優先度評価

津田高明1・佐藤弘和2・対馬俊之2・岩崎健太2・蓮井 聡3

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場道南支場・2北

海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・3北海道立総合研

究機構森林研究本部林業試験場道北支場

林業で重要な生産基盤である林内路網の管理では、予算
制約のある中、路網崩壊の危険に対し効率的に補修及び対
策を行うことが求められる。しかし、既設路網上の崩壊危
険箇所に対する対策優先度の評価方法はあまり知見がな
い。そこで、集材距離を指標とし、集材距離への影響度か
ら対策優先度の評価を試みた。事例地は北海道の厚真町有
林の既設路網とした。崩壊危険度の解析については、既設
路網を踏査し、崩壊箇所の崩壊形態（切土/盛土）、崩壊規
模、崩壊位置等を記録した（確認数：30 地点）。次に未崩壊
地として路網上に 100 地点をランダムに発生させ、国土地
理院発行の 5mメッシュ標高から作成した各種地形指標
（傾斜、曲率、地上開度等）を説明変数とし、決定木分析か
ら路網崩壊の予測に有用な要因及び水準を得た（的中率：
84%）。解析結果から崩壊危険箇所を 5mメッシュ単位で
予測したところ、崩壊危険箇所と判定されたセルが周囲に
多い地点では、実際に崩壊が確認された割合が高かった。
以上から、崩壊対策が必要な地点を抽出した。最後に、抽
出した地点で崩壊が発生した際の集材距離への影響度を
ネットワーク分析により算出し、対策優先度を評価した。
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P2-062 ヒノキの繁殖器官の生産に前年夏の気象条件が

及ぼす影響

中西麻美1・稲垣善之2・柴田昌三3・大澤直哉4

1 京都大学フィールド科学教育研究センター・2（国研）森林機構

森林総合研究所四国支所・3京都大学大学院地球環境学堂・4京都

大学大学院農学研究科

樹木の繁殖には花芽が分化する前年夏の気温が重要であ
る。特に強い影響が及ぶ時期や期間が明らかになれば繁殖
予測の精度が向上し、花粉飛散量予測に有益である。花粉
症対策がスギより遅れているヒノキについて繁殖と前年夏
の気温との関係を明らかにした。京都市内のヒノキ林にお
いて同一斜面の上部、中部、下部に調査区を設定した。当
試験地の 6∼8 月の日平均気温について各日を基準日とし、
基準日を中心に 30 日間の平均値を算出した。また、
20∼28℃の 1℃ずつを基準として基準超えの値を基準日を
中心に 30 日間積算した。雄花は 13 年間、種子と球果は 15
年間の年間生産量を目的変数とし、前年の気温（平均値ま
たは基準超えの積算値）、サイトを説明変数とした重回帰
分析によりAICC を比較した。雄花では基準超えの積算値
を変数とする方がより良いモデルであった。種子では気温
の変数はいずれでも同程度のAICC を示した。前年の種子
と球果の生産量を説明変数に加えた解析において、種子で
はAICC がより低かった。雄花と種子では前年の気温の影
響が及ぶ時期が 7月半ばと 7月末で異なった。また、雄花
と種子では前年の繁殖の影響も異なることが示唆された。

P2-063 ヒノキ科3種の培養による形態形成

細井佳久・丸山 毅

（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

【目的】針葉樹の大量増殖を目的とした組織培養による植
物体再生系は、一般的に種子胚から誘導した増殖細胞（不
定胚形成細胞）を利用して開発されている。この場合、種
子胚ごとに遺伝子組成は異なり、また、親木の遺伝子組成
とも異なる。そのため、こうした培養系を利用した場合に
は、選抜された個体（親木）のクローン増殖はできない。
また、ゲノム編集などにより遺伝子改変を行う場合にも選
抜個体そのものの改変を行うことはできない。そこで、ヒ
ノキ亜科の 3樹種について、親木そのものの遺伝子組成を
持つ葉条組織を培養し、植物体再生系の開発を試みた。
【方法】ヒノキ、サワラ、ヒノキアスナロの 3樹種の成木
から、約 2 cm に切り出した葉条切片を 2,4-D を 0.6 μM、
BAPを 6 μM添加した固形培地に置床し、培養した。多芽
体を形成した場合には、植物成長調節物質を含まない固形
培地上で培養し、シュート伸長を促した。得られたシュー
トは切り出して IBA を 3 μM 含む固形培地に移植した。
培養は全て 25℃、16 時間蛍光灯照明下で行った。【結果】
サワラでは多芽体からのシュート伸長が見られ、ヒノキ、
ヒノキアスナロでは植物体が再分化した。ヒノキについて
は鉢出しし、順化した。

P2-064 マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツ不定胚形

成細胞からの成熟不定胚誘導

丸山 E.毅1・細井佳久1・倉本哲嗣1・今野幸則2

1（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・2宮城

県林業技術総合センター企画管理部

【目的】不定胚形成技術は大量増殖の手法として優れてい
る。国産マツの増殖においても、不定胚形成による個体再
生系が最も効率の良い手法として知られている。クロマツ
は海岸防災林に利用される重要な樹種であるが、材線虫病
による松枯れ被害が大きな問題となっている。その対策と
して、マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツの種苗生産量
の飛躍的向上が期待されている。今回は、苗木生産の技術
開発の一環として、マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツ
不定胚形成細胞からの個体再生を試みた。【方法】採種園
内に生育するマツノザイセンチュウ抵抗性個体の種子から
誘導した不定胚形成細胞を、マルトース、ポリエチレング
リコール、活性炭やアブシシン酸などを含む成熟不定胚誘
導用EM培地に置床し、暗黒下、25℃で培養を行った。【結
果】培養開始約 6週間後に子葉部の形成がみられ、培養開
始約 8週間後に幼根部の発達した成熟不定胚が形成され
た。誘導効率については細胞系統間差が著しくみられた
が、複数の家系において成熟不定胚の誘導が可能であった。

P2-065 苗木生産者におけるクリーンラーチ育苗の現状

今 博計1・石塚 航1・来田和人2・黒丸 亮1

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2北海道立総

合研究機構森林研究本部林業試験場道北支場

グイマツ雑種 F1 の特定家系であるクリーンラーチは、
母樹が少なく種子が不足しているため、1年生の実生台木
からの挿し木により増殖が行われている。平成 17 年から
開始された挿し木生産は、現在 17社により行われ、年生産
量が 12万本に達するなど増加しているが、増殖率は低く
20% 前後を推移している。挿し木 1 年目は育苗箱で発根
させる幼苗生産、2年目は発根した幼苗を苗畑へ移植し育
てる成苗生産の 2年間により行われているが、いずれの段
階においても成績が悪い。そこで挿し木生産の失敗原因を
把握することを目的に、挿し付け後の挿し床の温湿度・光
環境、挿し穂のしおれ度、を調べるとともに、1年目の生存
率、発根量、2年目の生存率、成長量等について調査を行っ
た。本発表では、挿し木の成績に及ぼす影響要因について
検討した結果を報告する。
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P2-066 近赤外光で選別したカラマツ種子の発芽と成長

来田和人1・今 博計2・石塚 航2・松田 修3

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場道北支場・2北

海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・3九州大学大学院

システム生命科学府

カラマツ風選種子の発芽率は 30%程度とコンテナに直
接播種するには低い。そのため北海道では 1年生幼苗をコ
ンテナに移植して 1年間育苗し、合わせて 2年をかけてコ
ンテナ苗を生産している。一方でスギ、ヒノキでは近赤外
光による選別で充実率を 90% 以上に高める技術が開発さ
れた。本研究では、この技術をカラマツの種子選別とコン
テナ直接播種に適用し、その有効性を明らかにした。
2013 年愛別産カラマツ種子（風選種子発芽率 43.5%）を
2016 年 1月に 1粒ずつ区別できるように近赤外光により
充実種子を選別し重さを測定した。3月 25 日から 2℃の低
温湿層処理を行い、4月 18日にセル容量 150 cc、200 cc、
300 cc のコンテナに 1粒ずつ播種した。7月 5 日まで温室
で、その後は野外で育苗した。コンテナ別発芽率は
83.3∼93.3% で 150 ccコンテナが最もよかった。1 年生秋
のコンテナ別平均苗長は 29.4∼39.6 cm、平均根元径 4.0∼
5.0mm で 300 ccコンテナが最もよかった。本試験の結果
からカラマツコンテナ苗を一粒播種でかつ 1年で育苗可能
なことが示された。一方で種子重や発芽日数と成長量に正
の相関が認められ、今後の改善点も明らかとなった。

P2-067 ブナ苗木の被陰処理と根揚げによる成長抑制効

果

伊藤幸介・塚原雅美

新潟県森林研究所

広葉樹植林には地域性種苗の利用が重要である。ブナは
冷温帯の主要優占種であり、種苗の活用の場が広い樹種の
一つである。しかし、ブナの豊作は数年に一回、広域で同
調して起こり、種子の生産量の変動が著しく、その長期保
存が困難であることから、豊作後の数年間は新たな種子の
供給は期待できない。そのため、その間苗畑において苗木
の流通適正サイズを維持することが、ブナの地域性種苗の
利用に関する技術的課題である。そこで本研究では、ブナ
種苗の継続的な生産システムを構築することを目的に、被
陰処理及び根揚げが苗木の成長に及ぼす影響について調査
した。調査は 2012∼2015 年に実施し、新潟県十日町市の
ブナ苗畑において育成した 2011 年播種の実生苗を供試個
体とした。寒冷紗によって遮光率 30%、70% とした被陰
区と全天条件の対照区を設定し、それぞれについて、成長
期である夏期に根揚げ鍬を用いて根揚げをした処理区と無
処理区を設定した。各年、秋期に各試験区内の一部の苗木
について苗長、根元直径を計測するとともに、別の一部を
掘り取り、苗長、根元直径及び枝、葉、根の絶乾重量を計
測し、それらを試験区間で比較することで、各処理の効果
を検証した。

P2-068 スギ直挿し苗の発根特性について

冨森加耶子・池本省吾

鳥取県林業試験場森林管理研究室

通常より低労力で生産可能と考えられる直挿しコンテナ
苗（コンテナへ直接挿し木をする手法）は、容器から抜き
取る際に根鉢が崩れることが多い。この要因として根系発
達が不十分であることが考えられる。そこで、発根を促す
ために挿し穂の下部に各処理を施して挿し木し、直挿し苗
の発根特性や根系構造について調査した。処理区の設定
は、A：切口から 5cmまで表皮を一部切削、B：切口から
5cmまで皮層をすべて除去、C：切口から 2cmまでシリコ
ンで閉塞、D：切口をシリコンで閉塞、表皮を一部切削、無
処理とし、挿し木してから 6か月経過後の発根率と根系構
造について調査した。6か月経過後の発根率は無処理 30%
に対して、A・Bは 40%、C・Dは 0%であった。Bは皮層
を除去した切口上部から発根していた。無処理とA・B間
で根系構造（木化本数、最大根長・根径）に有意差はなかっ
た。以上の結果より、A・Bのように表皮や皮層に物理的
ストレスを与えても、発根率や根系構造は無処理の苗と変
わらないと考えられた。Bは無処理と比べて発根位置が 5
cm高く、根系が高い位置で発達し、根鉢の崩れを防ぐ可
能性が示唆された。

P2-069 スギ挿し木苗の発根状況と植栽後の生育

相浦英春

富山県農林水産総合技術センター森林研究所

スギ 6品種の挿し木苗を対象に、1984 年秋、1985 年春、
1986 年春の挿し付けから 5∼7ヶ月後に掘り取り、その際
に挿し穂からの発根数と最も長く伸びた根の長さ（発根開
始時期に関係すると考えられる）を計測し、苗畑に移植後
1生育期間の伸長成長量を目的変数、掘り取り時の発根数
と根の長さを説明変数として、一般化線形モデルで解析し
た。その結果は品種や年次によって異なったが、挿し付け
年をすべてプールして解析した結果では、各品種とも根の
長さと正の関係が認められた。また、説明変数に発根の有
無を表すダミー変数を加えたところ、発根していない場合
は苗畑移植後の成長がほぼ望めない結果となった。一方、
造林地に植栽した苗木がどの品種についても競合植生から
抜け出したと判断された 5年生時の樹高を目的変数に、説
明変数に苗畑に移植後 1生育期間の伸長成長量と山出し時
および植栽時の苗高を加え解析した結果、すべての品種に
共通して山出し時または植栽時の苗高で正の関係が認めら
れた。これらの結果からは苗高が大きいほど良好な初期成
長を示すが、挿し付け当年の発根状況からの判断は困難で
あると考えられた。
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P2-070 スギコンテナ苗の地上部の形態と根鉢の物理的

性質との関係

齋藤隆実・小笠真由美・飛田博順・矢崎健一・宇都木玄

（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

再造林のコストを抑えるための一貫作業システムの一部
分として、コンテナ苗の利用が拡がっている。コンテナ苗
については、育苗中の処理技術や植栽前後の生育について
の知見が集積しつつある一方で、出荷や運搬を容易にする
ための検討は乏しい。これまで、出荷するコンテナ苗を分
類する基準として、地上部の大きさによって判断された等
級が利用されてきた。しかし、根鉢の形成の程度はまった
く考慮されていない。出荷する際に根鉢の形成が不十分だ
と根鉢が崩れてしまうし、過度に形成すると根鉢がコンテ
ナから抜き取れなくなる。コンテナ苗を円滑に出荷し運搬
するためには、根鉢形成の程度も考慮して適切な大きさの
苗木を選択する必要がある。そこで本研究では、まず根鉢
形成の程度をいくつかの物理的性質として評価する手法を
開発することを目的とした。
材料はスギのコンテナ苗で、二成長期目の初めと終わり
に測定を行った。根鉢の物理的性質として、根鉢の崩れや
すさと根鉢の引き抜き抵抗、根鉢の硬さを定量した。試験
後、地上部の形態的特徴を測定するとともに各器官の乾燥
重量を測定した。発表では、根鉢の物理的性質と地上部の
形態的特徴との関係を議論する予定である。

P2-071 液肥濃度と潅水頻度がスギコンテナ苗の成長と

生理特性に与える影響

小笠真由美1・飛田博順1・矢崎健一1・田中（小田）あゆみ2・齋

藤隆実1・北尾光俊3・宇都木玄1

1（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・3（国研）森林機構 森

林総合研究所北海道支所

コンテナ培地の養分量および水分量がスギコンテナ苗の
成長と生理特性に及ぼす影響を明らかにするため、異なる
液肥濃度（240Nmg/L、120Nmg/L、60Nmg/L、30Nmg/L）
および潅水頻度（2 回/1 日（高潅水区）、1回/2 日（低潅水
区））の下、約 2 年間育苗し、個体サイズと 2年目のガス交
換速度および葉の水分生理特性を調べた。
その結果、処理後 2 年経過時には、苗長、地際直径とも

に高濃度施肥区ほど大きく、その傾向は低潅水区において
顕著であった。葉の最大光合成速度は高濃度施肥区で高
く、原形質分離点における葉の水ポテンシャルは高濃度施
肥区で高かった。これらの生理特性では、潅水頻度による
違いは不明瞭であった。
以上より、高濃度施肥によりスギコンテナ苗の成長が促
進されたが、高潅水区でその程度が小さかったことから、
高潅水区の個体では、液肥の流亡および過湿による根系の
機能低下が生じていると考えられた。また、高濃度施肥に
より葉の光合成能力および個体の成長速度が高められた
が、耐乾性が低下したことから、スギコンテナ苗で成長量
と耐乾性の間にトレードオフの関係がある可能性が示唆さ
れた。

P2-072 春植栽のスギコンテナ苗の初期成長に及ぼす前

年秋の追肥の影響

飛田博順・齋藤隆実・小笠真由美・矢崎健一・宇都木玄

（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

コンテナ苗の培地には養分が含まれていないことが多い
ため、育苗時の施肥の仕方が苗の養分状態を左右する。本
研究では、秋の追肥と灌水処理が、翌春に植栽したスギコ
ンテナ苗の初期成長に及ぼす影響を明らかにすることを目
的とした。茨城県森林総研苗畑のビニルハウス内で、スギ
コンテナ苗を実生から育苗した。4月中旬に緩効性肥料を
与え、9月まで充分量の灌水を行った。9月下旬から追肥
（元肥と等量、元肥の 10分の 1）・灌水処理（毎日 2回、2日
に 1回）を行い、翌春に苗畑へ植栽した。植栽前の光合成
活性と水分特性、植栽後の根元直径と樹高を測定した。追
肥から翌春までの樹高成長量は、追肥が多い個体でも 5
cm程度であった。追肥が多い個体のほうが、灌水処理に
よらず、春の光合成活性が高く、植栽後の樹高と地際直径
の成長量が大きかった。水分特性では、追肥が多い個体の
ほうが原形質分離点における葉の水ポテンシャルが高かっ
たが、植栽後の少雨期間にも、枯死は生じなかった。ハウ
ス内で育苗を続けたコンテナ苗による試験結果であるが、
秋の追肥により、大幅な徒長を生じさせることなく、翌春
植栽時の初期成長を促進させることが可能であることが示
された。

P2-073 造林地におけるスギ挿し木コンテナ苗の長期保

管試験

宮島淳二・横尾謙一郎

熊本県林業研究指導所

一貫作業システムの中で、造林地に一定期間苗を保管す
る際、有効な方法を検証するため、8 月末に造林地での保
管試験を実施した。試験地は熊本県美里町の標高 760m
の北東斜面の皆伐地。スギの 300 ccマルチキャビティー
コンテナ苗を被覆無し、遮光率 50% の寒冷紗被覆、ブルー
シート被覆、スギ生枝被覆の 4処理で 2017 年 8 月に保管
を開始し、1ヶ月毎に、被覆を外して、コンテナ苗 1梱包 25
本ずつの生死を目視判定し、生存、半枯れは現地植栽し、
1ヶ月後に確認した。その結果、経過月、処理別の枯損率は、
1ヶ月後ではスギ生枝被覆は 0%、寒冷紗被覆で 32%、被覆
無し及びブルーシートで 48%、2ヶ月後は被覆無しで 24%、
寒冷紗被覆で 36%、スギ枝被覆で 40%、ブルーシート被覆
で 92%となった。3ヶ月後では、被覆無しで 52%、寒冷紗
被覆で 88%、スギ枝被覆及びブルーシート被覆で 100%と
なった。
以上の結果から、スギ枝被覆による苗保管は 1ヶ月間は

有効であるがその後は、他の処理（被覆無しを含む）と同
程度かそれ以下の生存率となり、あまり有効ではないと思
われる。それ以外の寒冷紗やブルーシートによる被覆は苗
の生存にはあまり効果がないこともわかった。
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P2-074 ヒノキ充実種子の精選及び直接播種によるコン

テナ苗育苗

竹内隆介・法眼利幸

和歌山県林業試験場

ヒノキコンテナ苗の生産において、稚苗の移植工程を削
減し育苗の省力化を図るため、精選種子をコンテナ容器へ
直接播種する育苗方法について検討した。
種子の精選は液体選（比重選）を用いた。溶液には合成
洗剤水溶液またはエタノールを用い、溶液、濃度、浸水時
間の違いによる発芽率の比較を行った。発芽は人工気象器
内で約 2 日おきに 21 日間観察した。0.075% の合成洗剤水
溶液に 7時間浸水した際の充実種子の精選率が最も高かっ
た。
従来のコンテナ培地の表層に播種用培土を被覆したもの
を改良培地とし、その有無による生長量等の比較を行った。
培地改良による発芽率への影響はみられなかったが、生長
量が大きくなる傾向がみられた。
精選種子を複粒播種した際の間引き時期の違いによる生
長量等の比較を行った。2016 年 4月にマルチキャビティ
コンテナ（JFA-300）に 3粒/セル播種し、播種から 3、6、
12 か月後に 1本/セルになるよう切断した。播種から 3∼6
か月後までに間引きした際、翌年 10月の時点で間引きな
しに比べ根本径が大きくなる傾向がみられた。

P2-075 ガラス室を用いた直接播種によるスギ・ヒノキ

1年生コンテナ苗育苗試験

山中 豪・奥田清貴

三重県林業研究所

スギ・ヒノキ実生 1 年生コンテナ苗の得苗率向上と、キャ
ビティへの直播きによる育苗の実用化を目的として試験を
行った。平成 29 年 3月、界面活性剤水溶液を用いた種子
の選別を行った後、ガラス室内でキャビティあたり 3粒を
播種した。結果、5月上旬時点で発芽が確認されたキャビ
ティはスギで 91%（発芽率 59%）ヒノキで 86%（発芽率
54%）であった。空きキャビティへ補植後、5月中旬に野
外へ移動し、9月からは半数を残しガラス室へ戻した。一
部は 7月より毎週液肥を散布した。11月に苗長と地際径
を計測した結果、スギでは、9月からガラス室に戻した苗
に比べ、野外に残した苗で形状比が低く、出荷基準（標準
規格 5号）を満たす苗の割合が高かった。また、施肥なし
では 49%、施肥ありでは 79% の苗が出荷基準を満たした
ことから、温室を利用した早期発芽と施肥によって、1成
長期でコンテナ苗が生産できることが示唆された。ヒノキ
では、9月以降野外に残したもののうち施肥ありで良い成
長が見られたが、11月時点で出荷基準を満たす苗は僅かで
あり、育苗条件の再考が必要と考えられた。

P2-076 コンテナ苗生産における培地低コスト化の検証

上田和司・大池航史

山口県農林総合技術センター林業技術部

再造林を推進していく上で、コンテナ苗への期待が高
まっている。現在のコンテナ苗の価格は普通苗と比べて高
価であるため、生産コストの低減が求められている。2016
年度は培地に着目し、一般的な培地であるココピートの代
替として、オガコ、タケチップ、バーク堆肥を使用し育苗
試験を実施した。その結果、安価なオガコ培地はココピー
トの培地と同等に成長し、基本培地として使用できること
が明らかとなった。そこで、2017 年度の試験では、オガコ
とココピートの配合割合（0%∼100%）及び基肥量（1.8g、
3.6 g）を変えて、スギ・ヒノキ 1 年生稚苗の移植による育
苗試験を実施した。
試験は山口県山口市で 3月にMスターコンテナに移植
し、寒冷紗ハウス内で育苗を行い、散水は 10月末まで 1日
1 回 10分間散水し、その後は降雨のみとした。2ヶ月毎に
11月まで苗長・地際径を調査した。その結果、スギではオ
ガコ 75%・100%・施肥量 1.8g の地際径以外は規格に達し
た。ヒノキの苗長ではオガコ 75%・100%・施肥量 1.8g 以
外で規格以上となったが、地際径ではココピート 100%・
施肥量 3.6 g 以外で規格以下となった。しかし、規格に達
したものでも根鉢の成形性が保たれていないものが多かっ
た。

P2-077 ココピートの充填密度の違いが育苗用培地の保

水特性に及ぼす影響

柴崎一樹・高橋正通・太田誠一・石塚森吉

公益財団法人 国際緑化推進センター

ココピートはココヤシ果実の中果皮から繊維質部分を除
いた残渣で、通気性と保水性を兼ね揃えコンテナ育苗用培
地として広く使用されている。一方で、ココピートの保水
特性はコンテナセルへの充填密度によって異なることが予
想されるが、これについて検討された例はない。そこで、
株式会社 広洋商会のスリランカ産 1ココナッツピート) を
使用し、ココピートの充填密度と保水特性の関係を明らか
にした。ココピートを 400 cm3 の採土円筒に様々な密度で
充填し（乾物ベースで 0.04∼0.12 g/cm3 の範囲で 19段階）、
24 時間水浸して飽水させた後、取り出し 24 時間放置後に
圃場容水量を測定した。その後、真下式素焼板を用いて粗
孔隙（<pF2.7 の有効水）と細孔隙（>pF2.7 の難有効水）
に区分した。その結果、充填密度が 0.04∼0.07 g/cm3 の領
域では、密度上昇と共に有効水は 50%（v/v）程度まで増
加したが、それ以上の充填密度領域では有効水は増加せず、
一方で難有効水が増加し、気相率が 20%以下に低下した。
以上の結果から、ココピートを用いた育苗培地の調製には、
有効水と気相の双方が高い 0.07 g/cm3程度の充填密度が
保水特性の観点から望ましいことを明らかにした。
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P2-078 異なるコンテナで育てた苗木の植栽後の成長

上村 章・原山尚徳

（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所

伐採造林一貫作業を念頭に、コンテナ苗の普及が求めら
れている。海外製を含め各種形状コンテナが存在するな
か、北海道における主要造林樹種であるカラマツに相応し
いコンテナはどのようなものであろうか？
150 cc（スリットあり）、150 cc（スリットなし）、300 cc

（スリットなし）を用いた。培地には、ヤシ殻の繊維をほぐ
した物を用いた。2015 年 3月に、直接播種を行い、1年間
温室で育成した。5月まで気温が 10℃を下回らないように
加温した。苗は、2016 年 6月に森林総合研究所北海道支所
の苗畑に 78本ずつ植栽した。成長が止まった 2016 年 11
月と 2017 年 11月に、樹高と地際直径を測定した。
播種 1年で、樹高が 60cm以上、地際直径が 5mm以上

の苗を作れた。植栽時、樹高は、3 種類のコンテナで大き
な違いはなかったが、直径は、300 cc で大きかった。植栽
2 年目で健全成長個体は、150 ccコンテナと比べて、300 cc
コンテナが高く 72% であった。植栽 2 年目で 300 ccコン
テナ苗は、平均樹高 140 cm、平均地際直径 23mm になっ
た。
150 cc と比べて 300 cc で苗木を作った方が良いと考え

られた。スリットの成長に与える影響は、小さかった。

P2-079 スギ摘葉処理苗やコンテナ苗の時期別植栽によ

る下刈り省力効果

藤井 栄1・佐々木愛2・中尾勝洋4・山下直子4・奥田史郎4・飛田

博順3

1徳島県立農林水産総合技術支援センター・2徳島森林づくり推

進機構・3（国研）森林機構 森林総合研究所・4（国研）森林機構 森

林総合研究所関西支所

伐採後の再造林を実施するためには、自然環境条件に加
え、労務負担分散など様々な問題に応える技術が求められ
ており、利用可能な技術オプションが多いほど望ましい。
徳島県の従来の植栽時期は 2月から 4月上旬頃までであっ
たことから、5月に伐採が終わった箇所は翌年 2月まで植
栽ができなかった。そうしたなか、植栽時に苗木の葉の一
部を除去する摘葉処理やコンテナ苗による植栽は乾燥に対
して強いことから、従来の植栽時期に前倒した植栽でも十
分な割合で活着することが期待される。また、徳島県では
経験的に伐採直後の成長期は雑草木の再生が 2期目の成長
期ほどではないとされ、下刈りが実施されないこともある
ことから、従来の前倒し植栽で下刈り回数を減らせる可能
性がある。本研究では、徳島県那賀町水崎の 2016 年 5月
に伐採が終わった皆伐跡地において、スギ実生裸苗及びコ
ンテナ苗の 0%、25%、50%を摘葉した苗木を時期別（2016
年 7月、9月、2017 年 2月、7月）に植栽した。初回の下刈
りは 2017 年 7月の植栽直前に行った。活着は各植栽時期
2ヶ月後に、成長量は 2017 年 2月（2016 年 7月、9月植栽）、
2018年 1月（2016 年 7月、9月、2017 年 2月、7月植栽）
に調査し評価した。

P2-080 育苗の期間・密度の異なるスギ挿し木コンテナ

苗の活着と植栽後 3年間の成長

八木貴信1・重永英年2・山川博美3・野宮治人1・荒木眞岳4

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2林野庁森林整備部

研究指導課・3（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・
4（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

育苗を延長し育苗密度を変えて育成したスギのコンテナ
大苗を林地に植栽し、植栽後 3成長期間の活着と成長を調
査した。JFA300 cc のマルチキャビティーコンテナによる
1年生スギ挿し木苗（品種=タノアカ、育苗密度=24 本/ト
レイ）を、森林総研九州支所の苗畑（熊本市、標高約 50m）
にて、3段階の育苗密度（6 本、12 本、24 本/トレイ）で 1
年間育苗延長した。得られた 2 年生苗を、2014 年 4月上
旬、同じく JFA300 ccコンテナによる 1年生スギ挿し木苗
（品種=タノアカ、育苗密度=24 本/トレイ）とともに、金
峰山試験地（熊本市、標高約 420m）に植栽した。下刈り
は植栽初年度は省略したが、その後は毎年 1回初夏に実施
した。結果は、山出し時、2年生苗は、樹高、幹基部直径と
も 1年生苗を上回る大苗になった。しかし 2年生苗は育苗
密度が高いほど徒長しており、1 年生苗より活着が悪く
なった。さらに 1成長期目、2 年生苗の樹高成長は、育苗
密度が高いほど 1 年生苗のそれに比べて抑えられ、その結
果、苗タイプ間の樹高、幹基部直径の違いは小さくなった。
その後の 2成長期、苗タイプ間の樹高、幹基部直径の違い
はさらに不明瞭化した。

P2-081 ヒノキコンテナ苗と普通苗の初期成長比較につ

いて

谷清1・伊勢屋重一1・村尾良男1・古川 均2・柴田幸冶2・小林菜

子2

1愛媛県松野町林業研究グループ・2愛媛県南予地方局産業経済

部森林林業課

【目的】「マルチキャビティコンテナ苗（以下コンテナ
苗）」は、植栽作業が容易、植栽時期を選ばないという特徴
があり、植林の省力化及び下刈り作業の効率化、林業労働
力の均一化などの効果が期待されている。そこで、コンテ
ナ苗と普通苗の伸長成長の比較を行い、コンテナ苗を用い
た再造林の有効性について検討した。
【方法】平成 26 年 3 月 20 日にコンテナ苗 35 本（苗長
230∼415mm）と普通苗 25 本（苗長 407∼660mm）を立て
1.8m×横 2.0mmの間隔で傾斜方向に交互に植栽した。樹
高及び根元直径の計測は、1年目及び 2 年目は 2か月毎、3
年目並びに 4年目は 6か月毎に実施した。さらに伸長状況
の写真撮影も同時に行った。
【結果】コンテナ苗と普通苗の 1成長期間を比較した結
果、植栽時を 100 とした樹高の増加率は、平成 26 年 12月
時点でそれぞれ 248%、174%となった。4成長期後（平成
29 年 11月（1338日後））の樹高の増加率はコンテナ苗が
912%、普通苗が 581% であった。植林したコンテナ苗は
すべて枯損もなく、順調に成長し、植栽時の苗長が 230
mm以上あれば十分成長することが判明した。4成長期後
には、コンテナ苗は下刈り作業の必要がないほどの樹高成
長を示した。
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P2-082 多雪地帯でのスギコンテナ苗の成長に対する植

栽方法や苗木の大きさの影響

小谷二郎1・千木 容1・池田虎三1・小倉 晃2

1石川県農林総合研究センター林業試験場・2石川県県央農林総

合事務所

多雪地帯おける一貫作業による低コスト再造林でのスギ
コンテナ苗の活着と成長を検証するために、コンテナ苗の
植栽方法や大きさを変えて通常の裸苗植栽との比較を行っ
た。試験地は、石川県小松市にある西俣県有林地内（標高
350m、最深積雪深 190 cm）で、植栽後 3 年間継続的に調
査を行った。植栽方法は、従来のクワによる方法と石川県
で開発した動力式苗木植栽機による 2つの方法で行い、植
栽機による方法では植栽前に一部グラップルによる耕耘を
組み合わせた。苗木は、通常苗（30∼50 cm）と大苗（80∼
100 cm）とした。試験の結果、大苗に比べ普通苗が、裸苗
に比べコンテナ苗が、年平均成長量および成長率とも良好
であった。雪圧により生じる根元曲り水平長は、普通苗お
よびコンテナ苗の方が大苗および裸苗よりも小さい傾向が
みられた。また、植栽機による方法はクワに比べて活着率
が高い傾向がみられた。現状では、グラップルによる耕耘
後に植栽機を用いて植栽を行った普通苗の成績が最も良好
で、植栽機による普通サイズのコンテナ苗植栽とクワによ
る普通サイズの裸苗植栽がこれに次いだ。以上のことか
ら、多雪地帯にあってもコンテナ苗植栽は十分可能である
ことが判った。

P2-083 皆伐直後の秋と翌春に植栽したコンテナ苗の成

長比較

藤本浩平・渡辺直史・山﨑 真

高知県立森林技術センター

コンテナ苗を用いた架線系での伐採・植栽一貫作業シス
テムの有効性を検証するため、皆伐直後と翌春にスギコン
テナ苗を植栽し、成長の比較を行った。伐出作業直後の
2014 年 9月 12 日に 300 ccマルチキャビティコンテナで育
苗したコンテナ苗を植栽した。2015 年 3月 4 日に 300 cc
および 150 ccマルチキャビティコンテナで育苗したコン
テナ苗と裸苗を植栽した。植栽時の平均樹高は、秋植栽
300 ccコンテナ苗は 49cm、春植栽 300 ccコンテナ苗は 42
cm、春植栽 150 ccコンテナ苗は 32cm、春植栽裸苗は 46
cm であった。2016 年冬に、秋植栽コンテナ苗は鶴崎ら
（2016）が示す下刈の要不要を検討する基準である平均樹
高 170 cm に達した。2017 年冬に、秋植栽コンテナ苗は平
均樹高 235 cm、春植栽苗は 300 cc コンテナ苗が 189 cm、
150 ccコンテナ苗が 174 cm、裸苗が 191 cm になった。本
事例では、夏に皆伐を行った場合に一貫作業で皆伐直後に
コンテナ苗を植栽することで、従来の施業方法のように翌
春に植栽を行うよりも早く下刈りを終了できる可能性が示
唆された。

P2-084 スギ・ヒノキコンテナ苗における主軸切断の影

響 ─萌芽枝の成長と樹形変化─

山下直子1・奥田史郎1・中尾勝洋1・藤井 栄2・渡邉仁志3・飛田

博順4・宇都木玄4・梶本卓也5

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2徳島県立農林水産

総合技術支援センター・3岐阜県森林研究所・4（国研）森林機構

森林総合研究所・5（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

近年、再造林の低コスト化を図る上でコンテナ苗の利用
が期待されている。苗木生産業者数も増加しつつあり、育
苗のための技術開発や設備投資が進められる一方で、植栽
現場が依然として少なく、苗木の需給調整が困難な状況で
ある。出荷できずに適寸サイズを超えた苗は廃棄されるこ
とになり、残苗増加は生産者の収益性に影響し生産意欲も
削がれてしまう。そこで、育ちすぎた苗の切り戻しをおこ
なった場合の活着と成長、樹形への影響を明らかにし、残
苗の有効利用の可能性を検討することを目的とし、主軸を
切断したスギとヒノキの 3年生コンテナ苗を、京都市の森
林総研関西支所の苗畑に植栽した。植栽から 1年経過した
時点で、主軸を切断することによる活着率の低下は認めら
れず、むしろスギではコントロールよりも活着率が高く、
さらに切断部位から再生したシュートは、1年後にはほぼ
1 本に集約され、2 本以上シュートが残っている個体は少
なかった。一方、ヒノキは、主軸を切断した個体とコント
ロールで活着率に差はなく、切断部位からシュートは再生
せずに、下位にあった側枝が真っすぐ伸びて代替わりして
おり、主軸切断による樹形への影響はそれほど顕著ではな
かった。

P2-085 コンテナ苗の �形状比	 に関する考察

壁谷大介・宇都木玄

（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

比較苗高（形状比：苗高/基部直径）は、苗木の健全性を
示す指標として用いられている。近年普及が図られている
コンテナ苗においては、一般的に形状比の高い苗が生産さ
れがちである。とりわけ形状比が100（m/cm）を越えるよ
うな苗だと、植栽後に肥大成長が促進されるかわりに樹高
成長が抑制される結果、植栽 1∼3 年程度で形状比 60程度
に落ち着くことが多い。このため、植栽直後の旺盛な樹高
成長を期待するのであれば、形状比の小さいコンテナ苗を
生産する必要がある。ではコンテナ栽培において、自由な
形状比を持つ苗木を生産することは可能なのだろうか？
また、植栽後の苗木の形状比が収束する値（以後、到達形
状比）は、何を意味するのだろうか。
主軸の地際まで着葉している苗木は、いわば樹冠のみが

存在する樹木である。従って苗木の基部を樹冠の基部とみ
なせば、これまで成木を対象に議論されてきた樹冠内の幹
形状の理論を苗木に当てはめることもできると考えられ
る。そこで本研究では、成木を対象に議論されてきたパイ
プ理論を苗木にまで拡張することで、コンテナ育苗におけ
る苗の形状比の可塑性の幅と植栽後の到達形状比の意義に
ついて議論する。
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P2-086 コンテナ苗はどのような条件で有効なのか？

∼北海道の場合∼

津山幾太郎1・来田和人2・原山尚徳1

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2北海道立総合研

究機構森林研究本部林業試験場道北支場

北海道では、戦後の拡大造林期に植栽され主伐期を迎え
た人工林が増加しているが、再造林にかかるコストをいか
に低減するかが大きな課題となっているほか、苗木生産量
の不足、未植栽地の増加も懸念される。こうした問題を解
消する方法の一つとして、コンテナ苗の活用が期待されて
いるが、植栽試験による有効性の検証は十分になされてい
ない。本研究は、北海道における主要造林樹種 3種（トド
マツ、カラマツ、アカエゾマツ）を対象として、コンテナ
苗がどのような条件で有効なのか、を検証することを目的
とした。
発表では、北海道内の国有林および民有林の 28∼69 林

分で得られた、対象樹種 3種の植栽後 4 年間の活着・成長
に関するデータと、気候や地質といった環境要因に関する
データを用いて行った解析結果を紹介する予定である。

P2-087 持続的な林業生産を得るために ─システムと

しての再造林の考え方の重要性─

宇都木玄1・原山尚徳2・上村 章2

1（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所北海道支所

材価低迷の中、持続的な林業生産を得るために多くの課
題が浮上している。少蓄積の人工林に主伐をかける場合の
収益性、森林の長期的機能発揮を考慮しない「林齢」を軸
とした目標林型設定、そしてそれらの問題の具現化として
「再造林費」の不足と「造林未済地」の増加である。しかし
再造林の画一化による非効率性も大きな問題である。苗生
産から下刈りまでは投資活動であり、投資主である「林家」
が進んで投資を行うことで事業量が増え、効率化された事
業体に作業代が支払われる必要がある。投資家は「再造林
全体」として経費を下げるため、再造林を構成する各工程
を上手に組み合わせる必要がある。一般に下刈り経費は再
造林経費の 50%近くを占め、また安全な機械化が可能な
のは主伐∼地拵の工程である。そこで下刈りまでの効率化
を考慮した地拵の改善が新しい視点である。また下草との
競合を早期に脱する成長に優れた苗木の創出も必要であ
る。さらに地拵や苗種の条件、下草との競合状態によって、
下刈りそのものの強弱も見直さなくてはならない。一工程
のコストに一喜一憂するのではなく、再造林をシステムと
して見立て、全工程を通じた効率化と低コスト化を図る必
要がある。

P2-088 異なる下刈りスケジュールで育成したカラマツ

の 5年目までの生存と成長

野口麻穂子1・松尾 亨2・小西光次3・櫻 昭二4・八木貴信5・櫃

間 岳6・新井隆介7・八木橋勉1

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2林野庁東北森林管

理局盛岡森林管理署・3林野庁東北森林管理局三陸中部森林管理

署・4林野庁東北森林管理局岩手北部森林管理署・5（国研）森林機

構 森林総合研究所九州支所・6国際農林水産業研究センター・7岩

手県林業技術センター

下刈り回数の削減は育林初期コストを低減する手段とし
て期待されている。しかし、カラマツは初期成長が速い一
方、耐陰性が低いことから、下刈りの省略による負の影響
が大きいことが予想される。本研究では、4通りの下刈り
スケジュール（4 年間毎年下刈り、隔年下刈り（1・3 年目お
よび 2・4 年目）、無下刈り）を設けた岩手県内の国有林で、
カラマツの成長・生存を調べた。植栽後 5生育期間が経過
したカラマツの樹高および地際直径は、毎年下刈り区と比
較して、2種類の隔年下刈り区および無下刈り区で有意に
小さかった。また、カラマツの生存率は、いずれの隔年下
刈り区でも 60%台にとどまった。さらに、カラマツと周
囲の競合植生の高さの推移を比較したところ、カラマツの
樹高の平均値は、毎年下刈り区では下刈り終了時に競合植
生の最大高を 1m以上上回っており、5生育期間経過後も
その状態が保たれたが、無下刈り区では競合植生の平均高
未満であり、隔年下刈り区でも競合植生の最大高とほぼ同
等で、植生を抜け出せていなかった。本試験地の事例では、
隔年方式の下刈り省略はカラマツの顕著な成長・生存の低
下をもたらしており、通常の成林は困難と考えられた。

P2-089 若齢造林地における隔年下刈りがスギ植栽木の

成長に与える影響

山川博美1・重永英年2・野宮治人3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・2林野庁森

林整備部研究指導課・3（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所

下刈りは人工林施業のなかで最も費用と労力を要する作
業で省力化が求められている。下刈りの省力化について
は、従来 6年間実施されてきた下刈りの頻度を隔年で実施
することにより半分程度に削減できる可能性が示されてい
る。本研究では、隔年下刈りの実施がスギ植栽木の成長に
与える影響を明らかにすること目的とした。調査地は宮崎
県美郷町のスギ造林地で、植栽木の競争相手として先駆性
木本種やススキ、広葉草本が繁茂している林地である。調
査は、植栽直後に毎年下刈り区（毎年区）および隔年下刈
り区を設定し、5年間、生育期終了後に植栽木の樹高およ
び地際直径を測定した。隔年下刈り区は、1年目、3年目、
5年目に下刈りを行う処理区（1-3-5 年区）および 2 年目、
4年目、5年目に下刈りを行う処理区（2-4-5 年区）を設定
した。5生育期終了後の 1-3-5 年区および 2-4-5 年区の樹
高は、毎年区より 10%および 22%低かった。また、同様
に地際直径は、毎年区より 23% および 35%小さかった。
つまり、隔年下刈りの影響は、樹高より地際直径の成長に
顕著に現れ、1年目の下刈りを省略したほうが、植栽木の
成長に与える影響が大きかった。
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P2-090 下刈り省略によるヒノキ苗の形態変化と物理的

被害

平田令子・今岡成紹・伊藤 哲

宮崎大学農学部

下刈り省略による雑草木の繁茂は植栽木を被圧し形状比
の増加など形態変化を引き起こす。形態変化は植栽木の支
持能力に影響を与え、下刈り時の雑草木との接触による幹
折れや倒伏被害の発生を助長するかもしれない。そこで本
研究では下刈り省略による植栽木の形態変化と下刈り実施
後の物理的被害の関係を明らかにするために、8年間無下
刈りで生育させたヒノキ苗の樹高、樹長、胸高直径を測定
し、9生育期目の下刈り実施後にヒノキ苗に生じた物理的
被害を記録した。その結果、下刈り実施直前まで生存して
いたヒノキ苗のうち 23% が下刈り実施後すぐに枯死した。
ただし、枯死苗と生残苗との間には形態的な違いはみられ
なかった。また、下刈り実施直後に生残した個体のうち、
さらに 40% が実施 1 年後に枯死した。これらの多くは下
刈り実施直後に幹が傾斜していた個体であった。枯死苗は
生残苗よりも胸高直径が小さく、形状比が高い傾向があっ
た。決定樹分析の結果、下刈り実施後約 1 年以内の幹傾斜
には下刈り直後の形状比と樹長が関わっており、形状比が
101.5 を閾値としてより高い個体が傾斜しやすく、樹長が
4.2m を閾値として傾斜角度が軽微で収まるかどうかが決
定することが示された。

P2-091 大分県南部のシカ生息地における植栽後7年間

の無下刈によるスギの更新状況

野宮治人1・渡辺行直2

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2林野庁九州森林管

理局大分森林管理署

シカが高密度で生息する大分県南部で 2010 年 3月にス
ギ（2100 本/ha）を再造林し、無下刈のまま 7年後の 2016
年 12月に除伐した。2017 年 5月に、この林分（1.43 ha）に
25m2 の調査枠を、隣接する広葉樹林に近い林縁部から 10
m程度の間隔で 3列に合計 45枠を配置した。枠位置の地
形（尾根・斜面・斜面下部）を記録し、枠内のスギ（合計
275 本）の樹高と地際直径等を測定した。また、枠内の除
伐幹のうち最大のものについて樹種を確認して幹長を測定
した。
枯損したスギは少なく、枠内に 1本も確認できなかった
のは 1枠で、39枠ではスギを 5∼7 本確認できた。スギの
樹形異常は盆栽状が 62 本（23%）、二又が 49 本（18%）で
あった。盆栽状のスギ（平均樹高 117 cm）は林縁に近い枠
に集中し、林縁から離れても斜面下部に多く確認された。
二又のスギ（同 274 cm）は特定の立地に集中せず、正常個
体（同 272 cm）と同程度に成長していた。枠内の最大の雑
草木は、先駆性樹種（カラスザンショウなど）、シイ、カシ
類、亜高木種（クロキなど）、ススキ、低木・草本（コガク
ウツギなど）であった。先駆性樹種やシイが優占する枠で
はスギが被圧されていたが、スギの樹高は他の枠と比べて
有意に低くはなかった。

P2-092 藪の中の微気象と成長 伐区をどこまで狭くす

れば下刈りは不要になるのか？

水永博己

静岡大学農学部

下刈りの省力化は更新作業を考えるうえでの重要な課題
となっている。しかし下刈り省力化研究の多くは事例研究
や統計的解析にとどまっていて、その結果の適用は限定的
である。伐採区が広いほど競合植物群落は発達すると予想
できるが、下刈り無しに造林木を育成するためには伐採区
をどこまで広くできるだろうか？本研究は、この疑問に対
して、上木の林冠構造と藪群落の発達の関係、競合植物の
成長・形態特性、藪群落内の微気象予測、造林木の炭素収
支と生存 の四つのプロセスを統合してアプローチした。
地形や林分構造・伐採方法を考慮した光予測モデルや伐
採跡地におけるUAV撮影画像を用いた林冠構造とギャッ
プ内植生バイオマス予測により、林冠構造と伐採後の植生
の発達の関係を解析した。また種組成の異なる 30 か所の
藪群落において刈り取り調査および群落内の光強度を記録
し、藪群落内の吸光係数を計測した。さらに、スギ・ヒノ
キの側方人工被陰や自然藪群落被陰における枝と個体の炭
素収支から競争条件下での個体成長を測定した。これらの
データを紹介しながら、下刈りを必要としない限界の伐採
区画の大きさについて言及する。

P2-093 北海道におけるグイマツ雑種 F1及びカラマツ

人工林の成長の比較

滝谷美香

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場

グイマツ雑種F1（以後、F1 という）は、カラマツよりも
樹高成長が良好で、ネズミ等の被害が受けにくいとされて
おり、造林が進められている。現在、北海道の F1人工林
は、7齢級程度の間伐を要する林齢に達する林分が主体と
なっている。北海道における F1 の成長特性については、
検定林等における研究結果が報告されている。本研究で
は、北海道の広範囲の多点データを用い、F1 の成長を把握
し、カラマツとの差異を検討することを目的とした。
解析には、全道に植栽された林齢 16∼31 年生のF1人工

林 98林分及びカラマツ人工林約 1,200 林分のデータを使
用した。林分の平均胸高直径は、F1 で 16.4±2.87 cm、カ
ラマツで 16.0±3.05 cm であった。また平均樹高は F1 で
14.3±2.96m、カラマツで 13.8±3.11m であった。ネズミ
の被害の確認された林分の割合は、F1 で 11.6%、カラマツ
で 33.3%（ただし、21 林分中）であり、F1 がカラマツ林分
の 1/3程度であった。個体の樹高は、林齢が高く胸高直径
の大きい個体ほど高く、また、カラマツよりも F1 で高く
なる傾向にあった。報告では地域的な成長の違いについて
も検討する。
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P2-094 山形県におけるカラマツ人工林の現状

上野 満

山形県森林研究研修センター

山形県における造林樹種はスギが大多数であるが、近年、
スギに比べ伐期が短く、合板材などで需要が伸びているカ
ラマツにも注目が集まっている。県内でのカラマツ造林
は、1940∼1950 年代に行われたが、その後はほとんど実施
されなかったため、適応性や成育実態に不明な点が多い。
本研究では、県内におけるカラマツ造林の可能性を判断す
るための基礎資料を得ることを目的として、カラマツ林の
実態調査を行った。
山形県林業指導所で実施された「カラマツ人工造林地の
実態調査（1961∼1966）」のデータを含め、129 林分の毎木
調査の結果からカラマツの収穫予測を行った。また、カラ
マツの適地判断の資料を得るために、8年生のカラマツ林
地において、尾根部から山脚部にかけてラインプロットを
設け、毎木調査とA層厚の測定を行った。
林分材積は、成育の良い林分はスギの地位 2程度に相当
し、成育の悪い林分は地位 5以下程度に相当していた。ま
た、カラマツの樹高とA層厚には相関が見られなかった。
このことから、再造林の樹種選択にあたっては、スギの地
位 2以下の林地であり、なおかつカラマツ適地と判断され
た場合は、カラマツの植栽も検討される。

P2-095 スラッシュマツおよびテーダマツ壮齢木の個体

サイズと地形、立木密度の関係

島田博匡

三重県林業研究所

国内で植栽されたスラッシュマツ（以下、スラッシュ）、
テーダマツ（以下、テーダ）について、壮齢段階での生育
状況はほとんど報告されていない。本研究では、三重県津
市内の面積約 1 ha の山林に植栽された 52∼54 年生のス
ラッシュ、テーダについて植栽地内に残存している全立木
（スラッシュ 189 本、テーダ 126 本）を対象として毎木調査
を行うとともに、各立木位置の地形要因（傾斜、曲率、
TWI）、立木密度（一定半径円内の立木本数）を GIS で求
め、個体サイズと地形、立木密度の関係を解析した。両種
ともに、樹高は TWI が大きいほど高い傾向がみられた。
樹高の平均偏差をもとに全立木を 3つのサイズクラスに区
分し、地位上、中、下としたところ、平均樹高はスラッシュ
で地位上 30.5m、中 26.9m、下 22.5m、テーダではそれぞ
れ 29.9m、25.3m、21.6m であった。平均 DBH はスラッ
シュで地位上 54.7 cm、中 49.9 cm、下 46.8 cm、テーダでは
それぞれ 54.4 cm、46.7 cm、39.2 cmであり、スラッシュで
は地位間の差が小さかった。また、両種ともに、地位下に
おいても立木密度の低い箇所では大径化する傾向がみられ
たことから、いずれの地位でも適切な密度管理により大径
木を育成できる可能性が示唆された。

P2-096 スギ、ヒノキ、マツの伸長・肥大成長フェノロ

ジーと材形成

保坂武宣1・玉泉幸一郎2

1九州大学農学部・2九州大学大学院農学研究院

スギ、ヒノキおよびマツについて成長フェノロジーと形
成される材密度との関係を明らかにすることを目的とし
た。九大苗畑に植栽された 5年生のマツ、スギ、ヒノキ各
5本を供試した。2016 年 1月 30 日から 2017 年 9月まで幹
に取り付けた 1点式のデンドロメーターで幹の肥大成長を
1日∼3 日間隔で、また、定規を用いて伸長成長を 3∼7 日
間隔で測定した。2017 年 9月に全ての供試木を伐採し、デ
ンドロメーターの設置点において円盤を採取した。円板か
ら厚さ 8mm、幅 1 cm の試料を作成し、X線分析顕微鏡
（XGT-5000）により X線透過画像を得た。この画像から
2016 年に形成された材について材密度の分布図を作成し
た。肥大成長の年変動と材密度の分布図を組みあわせるこ
とで、材密度の年変動を得た。伸長成長フェノロジーでは
マツがスギ、ヒノキよりも早く成長を開始したが、肥大成
長フェノロジーでは開始時期や成長パターンに違いは認め
られなかった。肥大成長にはいずれの種も 2回の成長期が
認められ、これらの成長期の中間において高密度の材が形
成されていた。また、2回目の成長期の方が 1回目よりも
高密度の材を形成していた。

P2-097 東北タイの砂質土壌に植栽したチークの成長に

対する炭とベントナイトの効果

香山雅純1・Suchat Nimpila2・Hongthong Sutjaporn2・Himmapan

Woraphun2

1 国際農林水産業研究センター・2タイ王室森林局

タイ東北部に分布する砂質土壌は、チークの成長が抑制
される立地環境である。この地域のチークの植栽には、炭
とベントナイトの添加が有効であることが過去の植栽試験
から解明された。また、以前の植栽試験の結果より、カル
シウムの添加はチークの育成には必要不可欠であることが
分かった。しかし、砂質土壌は陽イオン交換容量（CEC）
が低く、一般的なカルシウムの資材を添加しても、溶脱し
やすい特徴がある。このことから、CECを増加させ、カル
シウムを保持する効果のあるカルシウムベントナイト（以
下ベントナイト）と炭を添加する植栽試験を実施した。炭
の添加は植栽区全体に実施し、添加量は 4t/ha、2 t/ha、1
t/ha、0 t/ha の 4処理区を 3反復設定した。ベントナイト
は各炭の処理区において 1kg、0.5kg、0ka の 3処理区と
した。チークの植栽は 2016 年 7月に開始した。
ベントナイトの添加はチーク苗の成長を促進させるだけ
でなく、光合成速度やクロロフィル濃度を増加させた。ベ
ントナイトの添加量の違いは成長に反映されなかった。一
方、炭の添加は明確な成長促進効果を示さなかったが、苗
木の枯死は減少した。
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P2-098 センダン植栽木への施肥が成長に及ぼす影響

池本省吾

鳥取県林業試験場森林管理研究室

早生樹として期待が高まっているセンダン（Melia
azedarach）は、熊本県など九州各地で植林が行われてい
るが、鳥取県のように冬季にまとまった積雪のある地域で
の植林事例はほとんどない。そこで、今後センダンを植林
する際の基礎資料とするため、県内 5 カ所に植栽試験地を
設けた。植栽に用いた苗は 1年生コンテナ苗で、2016 年秋
に 1カ所：97 本、2017 年春に 4カ所：252 本植栽し、一部
の試験地で植栽後に施肥を行った。植栽後の苗高、根元径
を定期的に計測するとともに、雪害、病虫害等の発生状況
を調査した。2016 年秋試験地（標高 480m）では、積雪に
よる幹折れが発生した（被害率 92.1%）。幹の折損部から
は萌芽が発生したが成長は不良であり、積雪地での植栽は
不適と考えられた。2017 年春試験地の 1成長期経過後の
成長量の平均は、伸長成長（施肥区 25.6 cm>無施肥区
11.4 cm）、直径成長（施肥区 10.9mm>無施肥区 6.9mm）
で、施肥の効果が認められた。また全ての試験地でゴマダ
ラカミキリによる幹の食害が発生していたが、病害は認め
られなかった。一部の試験地では、イノシシによる掘り返
し、シカによる食害が認められた。2年目以降の成長につ
いても継続調査する予定である。

P2-099 センダン植栽木の初期成長と立地環境

髙山 勉・山田範彦・山瀬敬太郎

兵庫県農林水産技術総合センター森林林業技術センター

早生樹として期待されているセンダン（Melia azeda-
rach）については、九州地方、特に熊本県で研究が進んで
いるが、兵庫県における植栽箇所が少なく、成長特性の研
究事例がほとんどない。そのため、植栽後 2 年間の成長と
立地環境の関係を明らかにすることを目的とし、兵庫県宍
粟市内の標高の異なる 3箇所で調査を行った。結果、標高
180m の調査地が平均苗高 395 cm と最も成長が良く、標
高 370∼400mで同 163 cm、標高 680mで同 113 cmとなっ
た。全調査地計 235 本のデータから、苗高を応答変数とし、
説明変数候補を標高、傾斜、苗高成長が最も良い時期であ
る 8 月 16 日の直射光透過時間（min）、土壌含水率、植栽時
苗高とした一般化線形混合モデルを構築し、赤池情報量規
準（AIC）を指標に変数選択をしたところ、標高、傾斜、8
月 16 日の直射光透過時間が選択されたため、良好な初期
成長には、標高が低いこと、傾斜が緩いこと、光環境が良
いことが必要であることがわかった。このことから、気温
が高く、表層土壌が厚い場所、北斜面よりも南斜面が適し
ていると考えられた。

P2-100 センダンの葉面積の垂直分布が枝と幹の直径成

長に与える影響

横尾謙一郎1,2・阪上宏樹2・松村順司2

1熊本県林業研究指導所・2九州大学大学院生物資源環境科学府

センダンは成長が極めて早く、材価がスギ、時にはヒノ
キを上回るため、熊本県では造林に適した広葉樹として推
奨しており、20 年以内の短伐期施業を目指している。セン
ダンの生産目標は、原木丸太の材価情報から 4mの直材と
されているため、通直材を生産するための施業である「芽
かき」を地上高 4m 以上になるまで実施している。しか
し、芽かき終了後に間伐が遅れ、枝が枯れ上がると幹の直
径成長が減少し、短伐期施業が困難となる。そこで、枝が
枯れ上がった場合の幹量、枝量および葉量の配分を解明す
るために 16 年生のセンダン芽かき試験林において層別刈
取りを行ったところ、枝下高が高い個体だけでなく、低い
個体でも枝量が少ないと幹の直径成長量が小さくなること
が分かった。また、枝量が少ない個体は葉量も少なかった
が、枝量が多いにもかかわらず葉量が少ない個体は幹の直
径成長量が小さかった。枝や幹の直径成長には葉量だけで
なく葉面積が大きな影響を与えていると考えられるので、
今回の発表では、前述の結果に加え、各階層の葉面積の垂
直分布が枝と幹の直径成長に与える影響について検討した
結果を報告する。

P2-101 本州西部地域での早生樹センダンの造林成績

糟谷信彦1・宮藤久士1・村田功二2・中村彰男3・横尾謙一郎4

1 京都府立大学大学院生命環境科学研究科・2京都大学大学院農

学研究科・3林野庁近畿中国森林管理局・4熊本県林業研究指導所

木材の需要拡大のため、国産広葉樹の活用が検討されて
きている。特に有用材として近年注目を集めている早生樹
のセンダンにおいては、これまで九州の熊本では植栽試験
が行われ、センダンの育成方法がマニュアル化されている。
しかしながら、九州以外の地域で植林された事例はほとん
どなく、岡山∼福井までの 6府県 11箇所の国有林で植栽
試験を行った。各地で 10∼25 本のセンダンを 2015（一部
は 2016 年）春に植栽し、芽かきをおこなったところ、2017
年秋時点で、健全木（樹高 3.0m 以上のものと定義）の割
合は各地で 0∼75% とばらつきが大きく、また全体平均で
25%であった。シカなどによる食害、樹皮剥ぎ、折損、霜
害、枯損、がそれぞれ 10∼20%みられた（全体の平均）。
今後シカ柵（単木）設置や芽かきの適切な実施により、健
全木の割合を高める必要性が再確認された。
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P2-102 コウヨウザンの簡易収穫予想表の試作

山田浩雄1・近藤禎二1・大塚次郎2・磯田圭哉1・生方正俊1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場

コウヨウザンは 30 年程度で収穫が見込める早生樹の一
つとして注目されているが、江戸時代に渡来した外来樹種
であることから、実際は日本における造林実績は少なく、
また、どの程度の収穫が見込めるか等の情報も不足してい
る。一般に収穫予想表は、様々な環境に成立する大量の林
分データから作成するが、コウヨウザンを造林樹種の選択
肢の一つと考えるためには、将来の収穫予測の提示が不可
欠と考え、今回は樹齢が 21 年生から 68年生のコウヨウザ
ン 12 林分の毎木調査データから、暫定的な収穫予想表の
試作を行った。広島県庄原市の 52 年生林分での樹幹解析
により樹高成長曲線を求め、これをガイドラインとして、
地位指数曲線群を推定した。この地位指数曲線群に 12 林
分の毎木調査データをプロットし、地位「上、中、下」の
樹高成長曲線をそれぞれ決定した。また、12 林分の毎木調
査データから樹高と胸高直径および胸高直径と林分密度の
関係式を推定し、この関係式を地位「上、中、下」の樹高
成長曲線にそれぞれ当てはめて林分材積を求めた。その結
果、地位「上、中、下」の 30 年次の林分材積は、それぞれ
約 700、500、350m3/ha と推定された。

P2-103 チークの個体成長に対する密度効果

櫃間 岳1・八木橋勉2・Himmapan,Woraphun3・Vacharangkura,

Tosporn3

1 国際農林水産業研究センター・2（国研）森林機構 森林総合研究

所東北支所・3タイ王室森林局

チーク人工林における間伐の効果を検証するため、タイ
北部のウタラディット県で、2004 年にチークの苗を植栽し
た。4m 間隔で植栽したプロットを 9 つ設定し、植栽 10
年後の 2014 年に間伐を行った。9プロットのうち、3箇所
で 40%の本数間伐、3箇所で 60%の本数間伐を行い、3つ
を無間伐の対照区とした。間伐直前の 2014 年 3月と間伐
から 2 年後の 2016 年 5月に、立木の胸高直径と樹高を測
定した。
2016 年の胸高直径成長率の平均値は、60% 間伐区で
0.04、40%間伐区で 0.03、対照区で 0.01 であり、有意な区
間差があった。間伐は定性的に行われており区内の立木密
度が不均一なため、対象木を中心とする円形の区域内の他
個体の胸高断面積合計から個体間競争の指標を算出する。
また、各プロットは緩斜面の尾根部から谷部に分布するた
め、各個体のTopographic Indexから推定される土壌水分
状態が異なる。個体間競争と土壌水分の二つの要因がチー
クの成長に与える影響を解析する。

P2-104 ブナ二次林の上層間伐の効果

塚原雅美1・伊藤幸介1・箕口秀夫2

1新潟県森林研究所・2新潟大学農学部

多雪地帯に豊富に存在するブナ二次林を対象とし、優良
資源の育成技術を開発するための間伐試験で、28成長期間
にわたる成長量の変化を調査した。試験林は新潟県糸魚川
市に位置し、1945 年に薪炭材採取のために皆伐された後に
再生したブナ二次林で、1985 年に下層植生が慣例的に除去
されたのち、1989 年秋、林齢 45 年生、上層樹高が 16mの
時に間伐を行った。試験区は強度間伐区、弱度間伐区及び
対照区の 3試験区とし、強度間伐区は上層間伐、弱度間伐
は下層間伐にあたる。選木は定性的に行った。伐採率は、
強度間伐区で材積の 44% で、弱度間伐区ではその約 1/2
だった。それぞれの試験区の中央に 0.1 ha の調査区を設定
し、胸高直径を 3cm以上のすべての幹について 1∼3 年お
きに、各階層の標準的な幹の樹高を 1989 年、2004 年、2016
年の 3回計測した。また、毎年の落葉量を測定した。ここ
では間伐直後の胸高断面積合計と落葉量を 100 とした時の
林分単位の成長率の経年変化及び収量-密度図による個々
の保残木の成長量の変化を比較し、作業効果の継続期間と
作業後の肥大成長に及ぼす効果の違いを検討した。

P2-105 間伐時における伐採木の選択基準

伊東康人・小長井信宏

兵庫県農林水産技術総合センター森林林業技術センター

当初想定していた伐期に達しても収穫されない人工林が
増えている。このような人工林で定性間伐を継続すると
き、伐採木の選択は、生態学的知見ではなく、伐採者の主
観に基づくことが多い。そこで本研究では、伐採木の選択
基準を明らかにし、その傾向と個体成長規定要因との比較
から新たな基準を検討することとした。調査は兵庫県丹波
市にある約 2 ha の高齢スギ人工林で行い、森林組合職員が
伐採木を選択した。間伐前に地上型 3Dレーザースキャナ
で個体ごとの曲がり、胸高直径、立木位置を計測し、間伐
後に残存個体を確認した。同時に立木位置から周辺個体密
度を、航空レーザーデータから斜面傾斜及び凹凸を 10段
階（1m∼10m）のスケールで算出した。応答変数を間伐
後の残存有無、説明変数候補を曲がり、胸高直径、周辺個
体密度、斜面傾斜及び凹凸とした一般化線形モデルを構築
し、変数選択したところ、曲がり、胸高直径、斜面傾斜（10
m）、周辺個体密度（1m）を組み込んだモデルの説明力が
最も高かった。大スケールの傾斜と小スケールの周辺個体
密度を基準に伐採され、中スケールで起こる個体間競争と
差異があったことから、新たな伐採木の選択基準が在るこ
とが示唆された。
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P2-106 択伐施業における選木のための材の特性予測

吉田俊也

北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

天然林材は高い付加価値を持つ一方で、腐朽などの欠点
を持つ可能性も高い。択伐など、非皆伐施業によって天然
林から持続的に生産を行なうにあたって、選木時に材の特
性を予測することは施業の効率化に寄与する。本研究で
は、北海道北部の天然生針広混交林において生産された材
の諸特性を、立木個体の特性と関係づけた。調査林分の調
査林分の優占樹種は、ミズナラ、ダケカンバ、シラカンバ、
トドマツである。択伐によって生産されたこれらの樹種の
元玉を対象に、日本農林規格に基づく欠点や、心材率、材
の色味等を記録した。全樹種を込みにすると、微細なもの
を含め、何らかの欠点（節、曲り、割れ、腐朽等）を持つ
立木の比率は 7割に達した。複数の欠点を併せ持つのはそ
の半数程度であった。大径木には腐朽の出現が顕著であっ
たが、他の欠点の多くは、必ずしもサイズに依存していな
かった。本研究の対象地は、緩傾斜の尾根・斜面が中心で
地形のバリエーションは大きくなかったが、生育立地の影
響も見られた。概して、相対的に湿った立地において、何
らかの欠点を持つ立木の比率が高い傾向があった。これら
の傾向をふまえて、択伐施業における選木について考察す
る。

P2-107 定期調査から垣間見える知床国有林 1987 年

択伐林分の30年間

菊池俊一1・小野美乃里1・矢島 崇2

1 山形大学農学部・2北海道大学

日本全国から衆目を集めた知床国有林伐採騒動から 30
年が経つ。森林施業と森林生態系の保全、国立公園におけ
る自然保護等々、多方面に渡る論争が展開されていた 1987
年 4月に斜里町ウトロの国有林内で択伐は行われた。北見
営林支局の発表によると 186.55 ha において 530 本が伐採
され、ヘリコプター集材が行われた。4ヶ月後の 1987 年 8
月に初回の調査を行った。施業区域を踏査し、幌別川右岸
の標高約 230m の北西向き緩傾斜地において伐採状況の
異なる調査区を 3ヶ所設けた。樹高 2m 以上の高木類を対
象に毎木調査を行い、樹高 2m未満の個体は各区中央の帯
状区において樹種と樹高を調べた。同帯状区ではササ類の
被度と林床の相対照度も計測した。5年ごとに同様の調査
を行い、2017 年 9月調査が最新である。択伐により生じた
林冠ギャップを修復するように成長したのは前生稚樹で、
なかでもトドマツの侵入・成長が顕著であった。そのトド
マツも 15 年目以降はギャップ修復から個体間競争へス
テージ移行した可能性が示唆された。これらの林相変化に
はギャップ修復に伴う林床照度の変化と、1990 年代から急
増したエゾシカの影響が考えられる。

P2-108 北海道上川町における広葉樹造林の取り組みに

関して

平松悠揮

上川町産業経済課農林水産グループ

北海道上川町では、一般民有林 4,916 ha のうち 61% を
占める 3,004 ha が天然性広葉樹林で広葉樹資源の持続的な
管理を目指している。一方で広葉樹の造林は困難さについ
て多く指摘なされてきた。町内においても 10 年生ミズナ
ラ林について、ラインサンプリングにより個体生存を調査
したところ、消失個体は 41%にも上った。
本研究は、造林初期におけるミズナラの個体消失の原因
究明に寄与することを目的とする。2015 年 11月に植栽し
たミズナラ人工林 0.32 ha を対象に 2016 年と 2017 年の 2
カ年において発生した生育障害についての報告を行う。最
も多かった障害としては幹の先が枯れる先枯れが 35.6%
の個体で発生した。雪害等で発生する幹の障害は 1年目の
時点で 32% が幹割けや幹折れの発生が認められたが 2017
年においてはその割合は 26% と低下していた。またこれ
ら障害が治癒している個体の割合が 6.5% から 10.6% に増
加していた。また枯死率ついては 2016 年は 0 であったに
対し、2017 年の調査では 5%が枯死していた。枯死の原因
について調査した結果、圧雪害等の物理的な原因によるこ
とが大きいと考えられた。

P2-109 多雪地域における木製グライド防止工が植栽し

た広葉樹の成長に与える影響

中島陽平

新潟大学

【目的】本研究は、広葉樹をスギと混植して 10 年程度が
経過した木製グライド防止工施工地において、樹種ごとの
生育状態を調査し、スギ・広葉樹混交の雪崩防止林造成の
可能性と、それに適した樹種を検討することを目的とした。
【方法】富山県の多雪急斜面に設定した試験区において、木
製グライド防止工の残存率と植栽木の毎木調査を行った。
調査対象木は、樹種ごとに等高線方向に植栽したスギ、ブ
ナ、ミズナラ、ケヤキ、トチノキの 5樹種である。【結果】
木製グライド防止工は、施工後に劣化・損壊するものが徐々
に増加し、11 年経過時に健全状態を維持しているものは約
40%だった。植栽木では、スギが施工後 10 年経過時で約
80% が雪上直立木（樹高が最大積雪深の 2倍以上）になっ
たのに対し、広葉樹は初期生長が遅く、施工後 13 年経過時
の平均樹高は、ブナ、ミズナラ、ケヤキ、トチノキでそれ
ぞれ 3.8m、3.9m、4.6m、1.7mだった。広葉樹の平均直立
度は、ブナが 74°で最も高く、次いでミズナラが 54°だっ
た。施工後 13 年経過時で、ブナ及びミズナラは生存率が
69%、55%と比較的良好であり、樹幹も直立状態に近づい
ていたことから、今後 5 年程度で雪上直立木に移行する可
能性がある。
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P2-110 オオシラビソ被害林における稚樹の分布と立地

環境の関係

千葉 翔1・齊藤正一1・齊藤雅哉2

1 山形県森林研究研修センター・2東北森林管理局 山形森林管

理署

冬季に樹氷を形成する山形蔵王のオオシラビソ林では、
近年発生した加害昆虫により衰弱・枯死する個体が増加し
ている。ササが繁茂する林床には稚樹や実生が少ないこと
から、観光資源を維持するためには、天然更新を促進する
方法を検討する必要がある。ササ型林床の同種の森林で
は、稚樹はササの被度が低い樹冠下に集中分布することが
知られており、その要因は 1）ササの被陰による枯死、2）
堆積したリターの発芽・定着阻害と考えられている。そこ
で、被害林内の稚樹の分布傾向を確認し、実際に光条件や
有機物層の厚さを定量化して両者の影響を比較した。
その結果、稚樹は同種樹冠下に集中して分布しており、

ササの密度が低いほど稚樹本数が多い傾向が見られた。相
対光量子束密度が高いほど稚樹が多い傾向はなく、有機物
層が厚い立地にほとんど稚樹はなかった。一般化線形モデ
ルによる AIC の比較を行ったところ、最も予測が良いモ
デルに選択されたのは、稚樹本数をササ桿数と有機物層の
厚さで説明したモデルであった。したがって、天然更新を
促進するためには、地上部の刈り払いに加えて、有機物層
も除去する必要があると考えられた。

P2-111 「富士山まなびの森」における人工林風倒被害跡

地への広葉樹林再生の試み

吉川正人1・中田真菜2・瀬川芽衣3・豊田明日香3・加藤絵里子3・

山崎千恵子3・相場芳憲3

1 東京農工大学大学院農学研究院・2東京農工大学大学院農学府・
3東京農工大学農学部

1996 年の台風によって大規模な風倒被害を受けた富士
山南麓の国有林の一部では、針葉樹を再植林せずに、富士
山に自生する広葉樹を植栽しつつ、できるだけ自然の遷移
を利用して地域本来の森林植生を再生させる試みが行われ
ている。その過程を記録するため、広葉樹（ケヤキ、ブナ）
が植栽された 2ヶ所と、植栽を行わなかった 1ヶ所に調査
区を設置し、2000 年以降ほぼ 3 年ごとに、植栽木と天然生
稚樹の生育状況を追跡調査した。各調査区とも、植栽した
樹木よりも埋土種子由来とみられる天然生稚樹の成長が良
好で、風倒被害から約 20 年でたった現在では、ミズキ、ホ
オノキ、エゴノキを中心とした林冠が形成されつつある。
初期にはキハダ、ミズキが多数発生したが、低木層の高さ
を超えられずに枯死するものが多く、生存率の高かったホ
オノキやエゴノキの優占度が相対的に増加した。これらの
稚樹の発生位置は、風倒木の搬出後に意図的に積み残した
放置枝条の周辺に偏在しており、この方法は埋土種子の発
芽誘導と生残に有効であった。また、初期に発生数の多い
樹種が林冠を構成するわけではなく、ススキや低木との競
争によって、林冠構成種が決まっていく過程が明らかに
なった。

P2-112 常緑広葉樹林が隣接するヒノキ人工林皆伐 1年

後の広葉樹稚樹数と樹種

石川 実

愛媛県農林水産研究所林業研究センター

スギ・ヒノキ人工林を皆伐し、天然更新により広葉樹林
へ誘導するためには、皆伐前の林内に成育している更新木
の樹種、本数が重要と考えられている。今回、愛媛県南宇
和郡愛南町において、谷を挟んだ地形のヒノキ人工林皆伐
地で、常緑広葉樹林が隣接する小尾根から谷部、そしてヒ
ノキ人工林が隣接する小尾根にかけて皆伐後に調査区を設
定した。調査区は 2m×2m のプロットで、地表有機物層
を剥ぎ取ったプロットとそのままの無処理のプロットを
セットにして 8区設定し、皆伐（2016 年 8 月終了）後の
2017 年 2月とさらに一成長期経過後に出現樹種の樹高と
本数を調査した。常緑広葉樹林に隣接する調査区では、ア
ラカシ、ネズミモチ、スダジイ、ヒメユズリハが主に萌芽
更新しており、谷部やヒノキ人工林が隣接する調査区では、
シロダモ、ヒサカキがわずかに出現するのみであった。一
成長期経過後では、主にアカメガシワ、カラスザンショウ、
クサギが出現し、特に剥ぎ取りプロットでそれらの出現数
が多かった。このことから、皆伐前から成育し萌芽更新し
ていた樹種は、隣接常緑広葉樹林を構成する樹種であり、
新たに出現した樹種は、先駆樹種であった。

P2-113 人工林皆伐時の前生広葉樹保残が自然林再生に

与える中期的効果

伊藤 哲1・山川博美2・近藤弘基1・平田令子1

1宮崎大学農学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研

究領域

針葉樹人工林の多くが主伐期を迎える中、一部の人工林
では広葉樹林化が指向されている。我々はこれまで、針葉
樹人工林内の前生広葉樹が天然生林の再生と生物多様性の
回復に重要な役割を果たすことを明らかにしてきた。しか
しこれらの知見は伐採直後の短期的な評価に基づくもので
あり、長中期的な森林動態における前生樹の貢献度は評価
されていない。本研究では前生樹の貢献度を中期的に検証
することを目的とし、宮崎大学田野演習林内で前生広葉樹
保残処理を行ったヒノキ人工林伐採跡地において伐採 10
年後の林分構造を調査した。伐採当年に照葉樹林型高木種
の約 6割を占めていた実生稚樹のうち 89% は 10 年後まで
に消失したのに対して、前生樹および前生樹の萌芽個体は
85% が生残しており、10 年後の照葉樹林型高木種の個体
数全体の 6割を占めていた。また、萌芽個体の平均樹高は
保残された前生樹とほぼ同等であった。一方、照葉樹林型
高木種の実生稚樹も新規に加入しており、実生全体で前生
樹由来と同等の種数・個体数であったが、低い樹高階に集
中していた。以上の結果から、照葉樹林型高木種の前生樹
の貢献度は、中期的にみると伐採直後よりもさらに上昇す
ることが明らかとなった。
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P2-114 針広混交林化を目的とした間伐後の光環境と下

層植生の変化

寺本聖一郎1・今村高広2

1熊本県林業研究指導所・2熊本県天草広域本部

熊本県では平成 17 年度から、森林の公益的機能の持続
的発揮を目的として、間伐される見込みのない人工林に対
して本数間伐率約 40% の比較的強度な間伐を行い、広葉
樹の侵入を促進する針広混交林化促進事業を実施してい
る。しかし、間伐実施後に広葉樹が導入された林分構造に
誘導されているのか把握されていない。そこで本研究で
は、スギ・ヒノキ人工林 16 林分において、11 年後の上層
木、導入された下層木、光環境を調査した。光環境は低木
層の直上と亜高木層の直上での全天空写真撮影から散乱光
透過率を推定した。下層木はヤブムラサキ、コガクウツギ、
ムラサキシキブなどの低木種が間伐後 5 年間は増加した
が、それ以降は減少した。一方で、アラカシ、タブノキ、
ヒサカキなど高木、亜高木種の割合は増加した。以上の結
果から、林内の立体的な光環境の変化が導入された下層木
に与える影響について考察し、針広混交林化を目的とする
間伐の効果を検討した。

P2-115 UAVを活用した造林未済地における天然更新

状況の推定

竹内史郎・滝谷美香・石濱宣夫・蝦名益仁

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場

北海道では天然更新完了の確認を行わなければならない
林分が数千 ha あり、人工林の主伐面積の増加に伴い、そ
の面積はさらに増えると予想されている。確認調査は天然
更新完了基準書に則って市町村が施業後 5 年以内に実施す
る必要があり現場作業の負担が大きいものとなっている。
そのため、より客観的で省力化できる調査方法が求められ
ており、中でもUAVの利用が注目されている。本発表で
はUAVを使った空中写真を用いて天然更新状況の推定を
行うことを目的とする。
2017 年 7月∼9月に北海道千歳市の民有林において現地
調査及び空撮を行った。現地は天然更新対象の皆伐跡地で
あり、その中に 10×10m の方形区を 3箇所設置し調査を
行った。調査はすべての木本の位置座標、高木性樹種の樹
高と DBH、低木性樹種の樹高をそれぞれ測定した。また
UAVによる空撮を 2 時期に分けて行い、それぞれの空撮
画像について SfM処理を行った。これにより 3Dモデル
とオルソ画像を作成した。
これらのデータを用いて、天然更新木の樹高、密度等の

推定を試みることで、より適した撮影時期や解像度、得ら
れる推定精度等を明らかにする。

P2-116 分布拡大しているアオモジと在来の先駆樹木の

皆伐地における成長と生残

川口英之・渡部紗矢・寺本聖一郎

島根大学生物資源科学部

アオモジが分布拡大している鳥取県西部の皆伐地におい
て、アオモジと在来の先駆樹種であるカラスザンショウの
皆伐から 5年後までの死亡個体と生残個体のサイズ、成長、
分布様式を比較した。樹高頻度分布の変化からアオモジは
カラスザンショウにくらべて樹高成長が大きいことが示さ
れた。2山型への移行は耐陰性も相対的に高いことを示唆
した。死亡率と死亡個体の RGR がカラスザンショウより
も低いこともアオモジの耐陰性が相対的に高いことを示唆
した。アオモジとカラスザンショウの分布相関が短い距離
で排他的であることは、両種の発生場所が異なるか、ある
いは発生から初期の段階でアオモジのほうが競争に生き
残ったことが考えられた。アオモジの分布には小さな集中
斑が存在し、密度依存的な死亡によってそれが消えていく
ことが示された。このような小さな集中斑はアオモジに
とって種内競争を大きくすることになるが、同所的に発生
した他種との競争に生き残る可能性も高めると考えられ
た。アオモジは高い伸長成長だけでなく、耐陰性や高い発
生密度によって在来の先駆樹種の更新に影響していた。

P2-117 木曽ヒノキ林の天然更新施業後の実生発生量

─伐採率、ササ処理との関係─

星野大介1・早川幸治2・久保喬之3・黒田 誠4・勝野幸男3・齋藤

智之5・酒井 武1・九島宏道6・杉田久志7

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・2林野庁中

部森林管理局森林技術・支援センター・3林野庁中部森林管理局

木曽森林管理署・4林野庁中部森林管理局木曽森林ふれあいセン

ター・5（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・6（国研）森林機

構 森林総合研究所多摩森林科学園・7元 森林総合研究所

木曽ヒノキ林の多くはササ型林床であるため、伐採後の
天然更新が阻害されている。そこで伐採に先行してササを
薬剤散布や刈払いなどで処理することにより光環境の改善
をはかり、ヒノキ後生樹をどのくらい発生させうるか施業
試験をおこなった。三浦国有林 2615 林班内において帯状
区 3箇所を設置した。2016 年 6月に帯状区 1 で塩素酸塩
剤 250kg/ha を散布、帯状区 2、3 で刈払いのササ処理を行
い、同年 9月に帯状区 1、2 で 100%の上木伐採、帯状区 3
で 35%群状間伐を実施した。翌年 6月に地表と根株に調
査枠を 10箇所ずつ設けて実生を調査した。その結果、前
生樹は全帯状区で根株に 0.6∼1.0 本/m2 が定着していた一
方、地表には殆ど認められなかったことから、根株がもと
もと重要な定着サイトであることが示された。また後生樹
は帯状区 3 の地表と根株において 2.6 本/m2発生していた
一方、帯状区 1、2 では地表でその 1/4程度、根株で 1/2程
度しか発生しておらず、施業方法により明確な差が認めら
れた。豊作年を経験していない 1年間の調査結果であるた
め、後生樹の発生については、今後も継続調査をおこなう
必要がある。
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P2-118 琵琶湖湖西の里山に見られる低地ヒノキ林の成

立過程の推定

橋本朱音・大住克博

鳥取大学農学部

琵琶湖西岸の低標高地にヒノキ天然生林分が存在するこ
とが報告されている（大住、2015）。近隣の植栽記録の無い
ヒノキ林において、その林分構造より成立の由来と過程を
推定した。調査林分は 2000 年時には林冠層をアカマツが、
亜高木層をヒノキが優占していた。その後マツ枯れが進行
し、現在の相観はヒノキ林である。調査区内のヒノキ個体
群の最短隣接個体間距離の分布を、同じ密度を持つ 2種の
仮想林分のそれと比較した。一つは各個体がランダム分布
する場合であり、もう一つは 3000 本/ha 方形植えの林分
をランダムに間伐したものである。それぞれ 1000例試算
し、最短隣接個体間距離の分布の歪度と尖度を計算した。
調査林分の尖度と歪度はランダム分布による仮想林分より
集中的であり、さらに規則分布を基盤とする人工林分とは
かけ離れていた。以上より、調査林分は植栽木だけで形成
されている可能性は低いと考えられた。ヒノキやアカマツ
の多くは約 70 年生であり、過去の皆伐の後、両種が天然更
新し混交林を形成したが、上長成長の速いアカマツが優占
してアカマツ林となり、さらにマツ枯れによってヒノキ林
へと変化したものと推定された。

P2-119 モウソウチク放置竹林伐採後における再生タケ

の刈り取り処理と再生量の変化

奥田史郎1・上森真広2

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2大阪府立環境農林

水産総合研究所

放置竹林を広葉樹等の二次林樹木が優占する林分に樹種
転換させるための方法として、竹の伐採と再生竹の刈り取
り試験を実施しその効果について比較した。試験は大阪府
泉佐野市の丘陵緑地内にある放置竹林で実施した。伐採前
の放置竹林を竹優占度の高い放置竹林区と竹優占度の中程
度の木竹混交林区に分け、更に成竹のみを伐採する区（竹
伐区）と成竹と広葉樹樹木も併せて伐採する区（全伐区）
を設け、2011 年秋季に成竹を伐採した。再生竹は伸長終了
後にサイズ測定し、秋に刈り取りを実施した。毎年の再生
竹のサイズと量をみると、いずれの処理区においても再生
竹のサイズについては顕著な隔年の周期がみられたもの
の、再生量は伐採後 5 年目以降に減少傾向がみられた。た
だしいずれの処理区においても成竹伐採後 6 年間に渡って
再生竹は発生し続け、刈り取るだけでは完全消滅には至ら
ないことが分かりました。特に放置竹林区で全伐により林
分全体が明るくなった処理区では再生竹の連年発生量も多
く、一方で伐採前竹量の少ない木地混交林区や放置竹林区
の竹伐区では 5年目以降で大きく再生竹の量が減少してき
ていて、伐採前の竹林の状況や処理の違いにより差がみら
れました。

P2-120 モウソウチク皆伐後の天然更新木と土地利用前

歴の関係について

豊田信行

愛媛大学農学部

愛媛県松山市周辺のモウソウチク（以下竹と言う）を皆
伐して、広葉樹を植栽した施業地において、天然更新によ
る広葉樹林化の可能性を検討した。1）竹林（空中写真で樹
冠部を 80% 以上竹が占有）又は、木竹混交林（樹冠部の竹
占有率 80∼20%）の期間を 1947 年から 2014 年までの空中
写真で判読した。2）下刈りが終わった（伐採後 8年以上）
施業地において、天然更新幼稚樹（先駆種を除いた主に遷
移中期種）を毎木調査した。3）広葉樹林に近い竹林では、
天然更新稚樹が良く見られることから、広葉樹林から調査
地までの距離を竹林が多かった 1989 年の空中写真で調べ
た。
結果、4）木竹混交林を皆伐した場合は、天然更新幼樹が

2千∼6千本/ha あり、ほぼ広葉樹林化が可能な本数であっ
た。
5）竹林は竹林であった期間が長くなるほど幼稚樹の数
が減少する傾向が見られ、さらに幼樹数の平均は 260 本
/ha と少なかった。
6）幼稚樹の数は、広葉樹林から遠くなるほど少なくな
り、90mを超えるとほぼゼロ本/ha となった。
7）竹林は竹林であった期間の長短に関わらず、又広葉
樹林からの遠近に関わらず、植栽による広葉樹林化が適切
と考える。

P2-129 愛媛で生育するコナラ属 3種の SSRマーカー

による遺伝構造解析

西原寿明

愛媛県農林水産研究所林業研究センター

愛媛県に生育するコナラ属については、核DNAから遺
伝構造を詳細に解析した報告は少なく、県内における遺伝
構造は不明である。コナラ、クヌギは林業上重要な樹種で
あり、シイタケ原木として主用されている。コナラは西日
本における遺伝的分化が低いとされているが、四国は瀬戸
内海や高い山脈などの地理的障壁が大きく、遺伝的境界を
詳細に調査する必要がある。またクヌギでは、近縁種のア
ベマキとの交雑が考えられ、利用上好ましくない。現在ま
でに植栽されたクヌギの種苗の多くは、県内の母樹林や精
英樹から採取された実生であるが、母樹にアベマキとの交
雑個体が含まれていないか懸念される。そのため、愛媛県
内外のコナラ 9 集団、クヌギ 5 集団、アベマキ 1 集団の核
DNA についての遺伝構造を解析したので報告する。遺伝
構造は、核 DNA8 遺伝子座の SSR 遺伝子型を用いて
STRUCTURE により解析を行った。コナラでは、集団間
に大きな遺伝構造の違いはなく、FST、SAMOVA でも九
州の集団と有意な分化は認められなかった。クヌギとアベ
マキでは遺伝構造の違いがみられ、アベマキにはクヌギの
クラスターが混在した、交雑が疑われる個体が見られた。
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P2-130 類似分布を有する近縁ツツジ属2種の対照的な

個体群動態史

渡辺洋一1・小野悦生1・綱本良啓2・陶山佳久2・上原浩一3

1千葉大学大学院園芸学研究科・2東北大学大学院農学研究科・3千

葉大学国際教養学部

近年の比較系統地理学における興味の 1つは、過去の第
四紀気候変動に伴う分布変遷史の群集レベルでの類似性は
各種の遺伝的変異に保存されているかという点である。温
帯地域での化石記録と遺伝解析を併せた研究から、各地域
で多くの種は似たような分布変遷を経験し、それが遺伝的
変異に反映されている可能性が提示されている。ただし、
必ずしもすべての種で共通した傾向が認められてはおら
ず、この議論は終結していない。そこで本研究では、分布
域が大きく重複しており、生活史特性の類似性も高いツツ
ジ属 2 種（ツクシアケボノツツジ、シロヤシオ）を対象と
して、種内遺伝的構造とその進化史を明らかにした。葉緑
体 DNA非コード 4領域の塩基配列と MIG-seq 法により
取得したゲノムワイド SNPs を用いて遺伝解析を行った結
果、ツクシアケボノツツジでは 11葉緑体 DNAハプロタ
イプ、シロヤシオでは 3ハプロタイプを認識した。ツクシ
アケボノツツジでは葉緑体・核ともに集団間分化が著しく、
シロヤシオでは集団間分化があまり明瞭ではない傾向が確
認された。発表では、これら 2種の種内変異の違いとそれ
を形成した歴史的過程を進化年代・個体群動態の両面から
明らかにする。

P2-131 ゲノムワイド SNPマーカーを用いたスギの分

布変遷の推定

内山憲太郎1・中尾勝洋2・上野真義1・木村 恵3・津村義彦4

1（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・2（国研）

森林機構 森林総合研究所関西支所・3（国研）森林機構 森林総合

研究所林木育種センター・4筑波大学生命環境系

日本のスギには 4 つの地理的な遺伝グループ（北東北、
日本海側、太平洋側、屋久島）が存在することが知られて
いる。それらの遺伝グループの形成には、最終氷期の集団
縮小と逃避地からの分布拡大が影響していると考えられる
が、その詳細は明らかになっていない。本研究では、全国
のスギ天然林 14 集団を対象に、スギのゲノムから偏りな
くサンプリングした 696座の中立な SNPマーカーを用い
て分布変遷を推定した。コアレセント理論に基づく集団間
もしくはグループ間の歴史的移住を推定したところ、いず
れのペア間でも高い移住率が推定されたが、最終氷期に大
きな逃避地が存在していた若狭湾∼立山地域の集団からそ
の周辺に向かっての方向性のある移住が認められた。また
一方で、近年確認された北東北の逃避地周辺の集団から南
に向かっての方向性のある移住も認められた。これらのこ
とから、現在のスギは、最終氷期に分断された逃避地から
の分布拡大を経て、それぞれの遺伝グループの再混合の過
程にあると推察された。

P2-132 固有樹種シコクシラベ集団内の2豊作年におけ

る種子の遺伝的多様性

岩泉正和1・河合貴之1・笹島芳信1・河合慶恵1・三浦真弘1・那須

仁弥2・磯田圭哉3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場・
3（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター

シコクシラベは四国の石鎚山、笹ヶ峰及び剣山の頂上周
辺にのみ遺存的に生育するシラベの固有変種であるが、気
候変動等による生息域内での集団サイズの減少が危惧され
ており、次世代（種子）による生息域外保存が重要視され
ている。本研究では、当該樹種の効果的かつ効率的な遺伝
子保存に資するため、石鎚山集団内の多数母樹から 2ヵ年
にわたり採取した種子の遺伝的多様性を評価し、現集団の
多様性を担保する種子プールを得るために必要な採種母樹
数について検討した。集団内から選定した成木 120個体、
および豊作年であった 2011 年、2014 年に上記成木のうち
それぞれ 21母樹、49母樹から得られた種子（母樹あたり
24個）を対象に、核 SSRマーカー 6座に基づき遺伝子型
を決定した。
種子の遺伝的多様性は両年とも、個体サイズが小さい母
樹で有意に高い傾向が認められた。家系選択の多数回試行
により採種母樹数の増加に伴う種子プールの多様性の増加
について評価したところ、対立遺伝子数は採種母樹数が 18
母樹以上で成木を上回った一方で、ヘテロ接合体率、対立
遺伝子の有効数ではそれぞれ 16母樹、36母樹で成木の 95
%、97%以上の値となったがそれ以上は頭打ちとなった。

P2-133 ヒメバラモミ遺伝資源林における設置 7年後の

生存率と成長

勝木俊雄1・大野裕康2・井上日呂登2

1（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園・2林野庁中部

森林管理局

マツ科トウヒ属のヒメバラモミ（Picea maximowiczii）
は、推定個体数が 2,000 以下と少ないことから、国の絶滅
危惧 II 類に指定されている。これまで積極的な保全対策
がなかったことから、大部分の自生地を管理する中部森林
管理局によって、2010 年にヒメバラモミ遺伝資源林が八ヶ
岳の西岳国有林に設置された。ほぼ分布域全体から採取さ
れた 134クローンの穂木から接木苗が増殖され、744 本が
遺伝資源林に植栽された。植栽 7 年後の 2017 年には、生
存率 80%、平均樹高 228 cm に成長し、ほぼ順調に生育し
ていることが確認された。しかし、南アルプス区で
2016-2017 年の枯死率は 1.9% y−1 であり、このままの枯
死率だと植栽時の 372 本から 2050 年に 139 本に減少する
ことが予想された。また、消失した 13 クローンに加え、
2050 年までに 7クローンの減少が予想された。こうした
枯死要因には採取時の穂木の性質が大きく影響していると
考えられた。したがって、現在遺伝資源林で成長している
若木から穂木を採取すれば、より高品質の接木苗木の生産
が可能であり、再増殖した苗木を遺伝資源林に補植するこ
とで、遺伝資源林の価値は高まると考えられた。
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P2-134 遺伝的多様性と遺伝構造から探るスギ高齢林の

更新様式

木村 恵1・内山憲太郎2・岩﨑 隼3・齊藤陽子3・井出雄二3・袴

田哲司4・酒井 敦5・大谷達也5・岩泉正和6・磯田圭哉1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・3東京大学大学院

農学生命科学研究科・4静岡県農林技術研究所森林・林業研究セ

ンター・5（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・6（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場

スギは古くから利用されてきたため、現在残存する林分
も過去に伐採や植栽など人為の影響を受けてきた可能性を
否定できない。遺伝資源としてスギ高齢林を維持するには
更新様式を理解する必要があるが、社寺林など文献記録が
残されている場合を除き、高齢林の更新履歴は不明である。
本研究では、マイクロサテライトマーカーを用いて植栽履
歴の明らかな高齢スギ人工林の遺伝的特徴を調べ、更新履
歴が不明な林分と比較することでその成り立ちについて考
察した。静岡県天竜地区の 115 年生の人工林 89個体につ
いて対立遺伝子の空間自己相関係数（Fij）を調べたところ、
近距離（<20m）でのみ有意な正の相関が認められ、40m
では逆に有意な負の相関に転じた。一方で、更新履歴が不
明な高知県大戸山国有林で同様の解析を行ったところ、補
植の疑いのある個体を含む胸高直径 40 cm未満の 68 個体
では天竜の人工林と同様に近距離でのみ（<10m）で有意
な自己相関を示した。一方で天然生と考えられる大径木
173個体では、他種でも報告されているような天然更新時
の種子や花粉の散布制限に起因すると考えられる長距離
（>60m）までの緩やかな自己相関が認められた。

P2-135 RAD-Seq 解析による %染井吉野' とその関連品

種の血縁関係の評価

加藤珠理1・内山憲太郎2・上野真義2・松本麻子2

1（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園・2（国研）森林

機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域

ª染井吉野ì はサクラのなかでも特に馴染み深く、その起
源についても関心が高い。人工交配により、染井吉野に似
たサクラを再現したり、染井吉野の実生を栽培したりする
など、染井吉野と関連のある栽培品種も多数、保存されて
いる。これらの栽培品種の血縁関係を正確に評価しておく
ことは、ª染井吉野ì の起源を探る上で重要なことである。
2013 年の森林学会では、染井吉野との血縁関係の有無を、
SSRマーカーを用いた DNA分析により確認した。その結
果、実際に染井吉野と血縁関係が認められるものもあれば、
血縁関係の成立しないものもいくつかあった。SSRマー
カーのように変異性の高い領域を用いた解析では、突然変
異が起こったため、ミスマッチとなったと思われる座も見
いだされ、正確な判定が困難なケースもいくつかあった。
このため、本研究では、RAD-Seq解析を行って、ゲノム全
体から検出した多数の DNA多型を用いて、より正確な血
縁関係の評価を行いたいと考えている。

P2-136 連鎖地図を用いたソメイヨシノの染色体ごとの

起源推定の試み

鶴田燃海1・向井 譲2

1 静岡大学農学部地域フィールド科学教育研究センター・2岐阜

大学応用生物科学部

染井吉野（ソメイヨシノ）は、日本で最も親しまれてい
るサクラ（バラ科サクラ属）の園芸品種で、エドヒガンと
オオシマザクラとの雑種であるといわれている。本研究は
連鎖地図を利用することで、ゲノム全体にわたりかつ染色
体ごとに、染井吉野の由来を推定した。染井吉野の交雑家
系を用いた連鎖解析により、SSRマーカー 27座の対立遺
伝子が、どちらの染色体に座乗していたかを決定した。こ
れと同時に、対立遺伝子がエドヒガン、オオシマザクラそ
れぞれ 3集団にどれほど保持されているかを調べた。この
対立遺伝子頻度から、54個の染井吉野の対立遺伝子のう
ち、44.4% がエドヒガン由来、33.3% がオオシマザクラ由
来と推定された。残りの 22.2% は、どちらの種でも頻繁に
見られるまたは両種ともに稀な対立遺伝子のため、由来は
不明であった。染色体ごとにみると、複数の染色体でエド
ヒガンとオオシマザクラに由来する領域とが混在してい
た。この結果は、染井吉野の染色体が乗り換えを経て形成
されたことを意味し、染井吉野がエドヒガンとオオシマザ
クラ間の一回の種間交雑による雑種ではなく、より複雑な
交雑に由来することが示唆された。

P2-137 13年生交配家系を用いたスギ有用形質の QTL

解析

松本麻子1・上野真義1・藤原 健1・山下香菜1・吉田貴紘1・金谷

整一2・内山憲太郎1・伊原徳子1・酒井佳美2・森 英樹3・森口喜

成4・津村義彦3・草野僚一5・松井由佳里6・小林沙希7・遠藤良太8

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2（国研）森林機構 森林総合研

究所九州支所・3筑波大学生命環境系・4新潟大学大学院自然科学

研究科・5熊本県県北広域本部・6熊本県天草広域本部・7 千葉県

南部林業事務所・8千葉県農林総合研究センター森林研究所

近年ではスギの建築用材以外の用途としての利用も見込
まれることから、様々な形質を計測して量的形質遺伝子座
（QTL：quantitative trait loci）の解析を行った。用いた家
系は九州産精英樹である浮羽 7号（ヤブクグリ）×佐賀 3号
（イワオ）F1 と浮羽 7号（ヤブクグリ）×在来品種クモトオ
シのF1を交配したF2集団（150個体）である。2005 年に
150クローン各 3反復合計 450個体を熊本県上益城郡甲佐
町および千葉県木更津市に植栽して育成し、2015 年に熊
本、2016 年に千葉で全個体を伐採して形質を測定した。測
定項目は樹高、生枝下高、胸高直径、丸太ヤング率、心材、
移行材、辺材ごとの生材質量及び生材体積で、それらの値
から材の容積密度や含水率等を算出した。各形質測定値の
分散分析の結果から、生枝下高を除いた全ての形質で有意
なクローン間差が認められた（p<0.01）。QTL解析結果の
一例として、心材含水率についてはKruskal-Wallis 検定で
第 9連鎖群をはじめとする連鎖群で熊本と千葉に共通の
QTL が複数検出されたが（p<0.05）、各地に特異的な
QTL も検出された。生育地環境の違いが影響したものと
考えられるため、土壌や気象条件など環境要因についても
検討中である。
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P2-138 NGSデータの定量的な解析による目的遺伝子

近傍マーカーの開発

上野真義1・内山憲太郎1・魏 甫錦1・伊原徳子1・松本麻子1・津

村義彦2・袴田哲司3・樋口有未4・岩井淳治5・長谷川陽一6・森口

喜成6

1（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領域・2筑波

大学生命環境系・3静岡県農林技術研究所森林・林業研究セン

ター・4元新潟県森林研究所・5 新潟県森林研究所・6新潟大学大

学院自然科学研究科

新型シーケンサー（NGS）の出現により膨大な塩基配列
データが得られるようになったものの、非モデル生物で形
質を支配する遺伝子を同定することは容易ではない。スギ
の雄性不稔は、単一遺伝子の劣性遺伝形質で、その近傍に
位置するマーカーの開発が進められている。本研究では、
スギの雄性不稔遺伝子（MS1）を対象に、近傍マーカーを
NGS データから事前に予測し、マーカー開発の効率を上
げられるかを検証することを目的とした。使用した材料
は、MS1に関して戻し交配となっている家系である。配
列データ（2.9Gb）は、雄性不稔の 51個体と正常個体の 59
個体から RAD-Seq 法により得た。不稔個体と正常個体で
SNV（Single NucleotideVariant）のアレル頻度を配列デー
タから推定し、そのアレル頻度と不稔形質との相関を連鎖
の指標とした。連鎖している可能性が高いと考えられた
SNV を対象に 12 個のマーカーを開発し連鎖解析を行っ
た。その結果、7個のマーカーがMS1と同じ連鎖群にマッ
プされ、最近傍のマーカーは MS1から 2.8 cM に位置し、
効率よく近傍マーカーの開発が出来ることが示唆された。
本研究は、農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業の
助成を受けて行われた

P2-139 林木の分子育種に向けたマルチプレックス

SNPタイピングシステムの構築

永野聡一郎・平尾知士・三嶋賢太郎・平岡裕一郎

（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター

交配可能になるまでの期間や世代時間が長い林木は、育
種に長い期間を必要としてきた。一方、DNA解析技術の
高度化によるゲノム情報の構築や、ゲノムワイドな DNA
マーカー情報の整備により、農作物を中心として、表現型
と関連のある遺伝子型に着目することで個体の遺伝子型か
ら表現型を予測し選抜を行う分子育種の技術が発展してお
り、育種期間の短縮が現実的なものとなってきた。スギに
おいても我々は、EST情報から得られた約 7万の SNPs を
用いて、ゲノミック予測によって精英樹の遺伝子型と表現
型に関連のある有意な SNPを多数検出してきた。しかし、
これらの SNPs の選抜マーカーとしての実用性を検証し、
実際の育種集団への選抜へと応用するためには、効率的な
SNP検出システムが必要である。そこで、本研究では表現
型と関連のある有意な SNPs を検出するため、約 3千アン
プリコンの多型検出が可能なAmpliSeq カスタムパネルに
より、多検体の SNPs を同時に検出可能なマルチプレック
ス SNP タイピングシステムを構築した。これにより得ら
れた遺伝子型データを用いることで、林木の育種をより効
率的に進めることが可能になると考えられる。

P2-140 スギのさし木発根メカニズムの解明に向けた遺

伝子発現解析

福田有樹1,2・平尾知士3・三嶋賢太郎1・大平峰子1・平岡裕一郎1・

高橋 誠1・渡辺敦史4

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2九州大学

大学院生物資源環境科学府・3（国研）森林機構 森林総合研究所森

林バイオ研究センター・4九州大学大学院農学研究院

さし木は、スギなどの樹木において母樹の遺伝子型を維
持した苗木を増殖できる重要な手法である。この手法には
さし穂からの発根が必須であり、これまでにも発根の条件
に関する研究が数多く行われてきたが、そのメカニズムに
ついては依然不明な部分が多い。そこで本研究では、さし
木発根メカニズムの解明に向けて、発根過程を通したさし
穂の 3部位（基部、主軸部、針葉部）における遺伝子発現を
マイクロアレイを用いて解析した。マイクロアレイは一度
に多数の遺伝子の発現量を測定することにより、植物体に
おける生物学的な変化を網羅的に捉えることのできる手法
である。その結果、発根部位である基部における遺伝子発
現の重要な変化はさし付け後の早い段階で起こることが示
唆され、組織学的な変化との間には大きな時間差が認めら
れた。また、さし木発根に影響するとされる植物ホルモン
やエネルギー代謝に関連する遺伝子群の発現は、スギのさ
し木発根過程においても特徴的な挙動を示した。さらに、
針葉部においては採穂に伴う傷害応答のほか、さし付け 1
週後から 3週後の間に光合成関連遺伝子群などの発現が変
動することが明らかとなった。

P2-141 アスナロ属の低温順化過程における遺伝子発現

パターンの産地間比較

稲永路子1・高田克彦2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2秋田県立

大学木材高度加工研究所

広義ヒノキ科アスナロ属は日本固有の針葉樹で、アスナ
ロとヒノキアスナロの 2変種によって構成される。アスナ
ロは山形および宮城県以南を中心に、西日本にかけて広く
分布しており、一方、ヒノキアスナロは能登半島、佐渡島
および群馬県以北に分布し、青森県および北海道渡島半島
にも大きな集団が存在している。発表者は冬期の気候条件
に対する適応に関して両変種間に遺伝子レベルの差異が存
在するという仮説を立て、産地の異なるアスナロ属 8 個体
のトランスクリプトーム解析によって冬季の遺伝子発現の
変種間差を検証した。試料は 2016 年 1月に採取した針葉
を用いた。SSRマーカーによる Structure解析から、8 個
体中 5個体がアスナロ、3個体がヒノキアスナロに帰属し
た。各個体から得られた RNA-seq データをコンティグ配
列にマッピングし、ヒートマップを作成したところ、アス
ナロのみ、もしくはヒノキアスナロのみで発現している遺
伝子が複数検出された。この結果から、アスナロ属では厳
冬季に発現している遺伝子の中に変種間で異なる発現パ
ターンを示す遺伝子が存在することが示唆された。
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P2-142 施肥量がヒノキ・クロマツのコンテナ苗の成長

に及ぼす影響

大平峰子

（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター

ヒノキおよびクロマツ実生苗をコンテナで生産する基礎
情報を得るため、施肥量がコンテナ苗の成長に及ぼす影響
を明らかにすることを目的として育苗試験を行った。3∼4
月に元肥として 100 日タイプの肥効調節型肥料を 4段階の
濃度（0・5・10・20g/L）でココピートに混合し、元肥が切
れる 8 月に苗高を測定した。追肥は 8 月に行い、100 日タ
イプの肥効調節型肥料を 4段階の濃度（0・1.5・3.0・4.5 g/
苗）に設定して元肥 10 g/L で育成したコンテナ苗上に置
き、8 月および 12月に苗高・地際直径を測定して差分を成
長量として算出した。元肥の試験では、ヒノキ・クロマツ
とも濃度が高まるにしたがって苗高が高くなり、20g/L の
条件下で苗高が最大となった。追肥の試験では、濃度が高
まるとヒノキの伸長および肥大成長量は飽和的に増大した
が、クロマツでは肥大成長量のみが増大し、伸長成長量は
ほとんど増大しなかった。肥大成長量の最大値を示したの
は両樹種とも 4.5 g/苗であり、伸長成長量の最大値をヒノ
キで示したのは 3g および 4.5 g/苗の条件下であった。

P2-143 ミニ穂を用いたスギさし木苗増産技術の検討

姫野早和・松本 純・佐藤太一郎

大分県農林水産研究指導センター 林業研究部

近年、大分県では素材生産量の増加に向け積極的に主伐
を行っており、これに伴い再造林のための苗木需要が急増
している。現在は苗木需要の多くを県外からの移入苗で
賄っているが、今後は県産苗木による自給率向上に向け、
苗木増産技術の確立が求められている。
スギさし木苗の増産に関する技術の 1つとして、従来か
らの採穂対象である 25∼40 cmの穂木（以下、普通穂）よ
りも小型である 10∼20 cm程度の穂木（以下、ミニ穂）を
利用するものがある。この技術は普通穂に加えてミニ穂を
採穂することにより、台木 1 本あたりの採穂量を増加させ
るものである。しかし、このような採穂方法をとることに
よる翌年の採穂量への影響は分かっていない。また、ミニ
穂の育苗についてはあまり例がなく、育苗期間等詳細につ
いては不明な点が多い。
そこで本研究では、普通穂に加えてミニ穂を採穂した場
合の台木当たりの採穂量の推移を 3年間調査し、採穂した
一部のミニ穂について露地での育苗試験を実施した。ここ
にその結果を報告する。

P2-144 少降水量地域におけるスギ精英樹と花粉症対策

品種の植栽当年の成長

三浦真弘1・牧本卓史2・中岡圭一3・木村光男3・上杉 基4・武津

英太郎5・栗田 学5・倉本哲嗣5・平岡裕一郎6・高橋 誠6・星比

呂志6

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場・
2岡山県農林水産総合センター森林研究所・3愛媛県農林水産研

究所林業研究センター・4宮崎県林業技術センター・5（国研）森林

機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場・6（国研）森林

機構 森林総合研究所林木育種センター

地球温暖化は、我が国の農林水産物生産現場へ重大な影
響を及ぼすことが懸念され、林業における造林木でも、気
候変動に適応したスギの作出技術開発が求められている。
このような技術開発では、制御環境で高温・乾燥ストレス
を与えることで、成長反応や遺伝子発現等を観察すること
が一般的であるが、作出されたものが、野外でどのような
反応を示すかについては検証が必要である。そこで、岡山
県内の一般造林地において、環境応答性の評価を目的とし
たスギ植栽試験地を設定し、乾燥に対する成長反応を評価
した。試験地の設定に際し、GIS 技術で得られる環境デー
タに基づいて岡山県内でより高温・より乾燥となる岡山県
備前市に試験地を設定した。植栽系統は、①次代検定林で
検定回数が多い精英樹、②花粉症対策品種、を対象とした。
試験地への植栽は 2017 年 3月に行った。乾燥状態を評価
するため、全植栽木の根元の土壌水分を 6、7、11月に測定
した。また生育状態を評価するため、4、6、9、11月に全植
栽木の樹高、伸長成長を測定し、生育状態を記録した。そ
の結果から、土壌乾燥に対する各植栽系統の応答性につい
て検討したので報告する。

P2-145 カラマツ種子の成熟時期の植栽地間および年次

間変異

生方正俊1・田村 明1・高橋 誠1・来田和人2・対馬俊之3・今

博計3・田中功二4・蓬田英俊5・中村博一6・清水香代7・西川浩

己8・矢野慶介9・井城泰一10

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2北海道立

総合研究機構森林研究本部林業試験場道東支場・3北海道立総合

研究機構森林研究本部林業試験場・4青森県産業技術センター林

業研究所・5 岩手県林業技術センター・6群馬県林業試験場・7長

野県林業総合センター・8山梨県森林総合研究所・9（国研）森林機

構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種場・10（国研）森林

機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場

カラマツは、種子の豊凶差が大きいことが知られており、
種子の安定的な生産に向けて着花促進技術の開発等の様々
な取り組みがなされている。発芽率の高い種子を効率的に
採取するためには、採種適期を判断し、適期に集中的に採
種する必要があるが、生育場所の環境条件等により、適期
が異なることが予想される。カラマツの採種適期につい
て、植栽場所や年次による違いを明らかにするため、2016
年および 2017 年の 8 月中旬から 9月下旬にかけて北海道
から山梨県の合計 14 カ所から、約 10 日間隔で個体別に球
果を採取した。精選した種子の内部を軟 X線を用いて観
察し、雌性配偶体の発達状況（種子短径に対する雌性配偶
体短径の比率）を測定した。さらにこれらの種子を低温湿
層処理し、発芽試験を行った。全体の種子の充実率は、
2016 年が 26.8%、2017 年が 54.1% と大きな差がみられた。
種子内部の発達状況は植栽地ごとに異なり、北海道の各地
や本州の高標高域産の種子は、発達が遅い傾向が認められ、
この傾向は両年とも変わらなかった。本研究は生研支援セ
ンター「革新的技術開発・緊急展開事業（うち地域戦略プ
ロジェクト）」の支援を受けて行った。
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P2-146 スギ苗へのリン施肥が雄花の成熟に及ぼす影響

岩井淳治1・番塲由紀子1・戸塚聡子1・森口喜成2

1新潟県森林研究所・2新潟大学大学院自然科学研究科

雄性不稔スギを早期に作出するためには、若齢個体での
不可稔判定が不可欠となる。しかし若齢個体にジベレリン
処理して着生する雄花は一般的に小さく、このような雄花
で正確な不可稔判定を行うのは難しい。若齢個体のスギに
大きな雄花を確実に着花させることができれば、より正確
な不可稔判定が可能となり、無花粉スギの品種改良に要す
る期間の短縮につながる。そこで本研究ではリン施肥と育
苗密度が着生する雄花のサイズや数に及ぼす影響を調査し
た。試験区は、育苗密度を 3段階（低・中・高）とし、各育
苗密度においてリン施肥の有無の 2水準を設け合計 6つを
設定した。各試験区あたりの個体数は 30∼32個体で、反
復は設けなかった。
2014 年春に交配し、2015 年 1月から育苗した 2 年苗を
対象に、2016 年 6月にジベレリン処理を行い、2017 年 1月
に雄花調査を行った。雄花調査は、まず、各個体に着生し
た雄花を全て摘み取り、生重量測定後、トレイに均等に配
置して写真撮影を行った。撮影した画像を ImageJソフト
ウェアで解析し、雄花の数およびサイズの分布等のデータ
を得た。発表では、リン施肥の有無や育苗密度が雄花の数
やサイズに及ぼす影響を考察する。

P2-147 カラマツの着花促進処理としての環状剥皮適期

の推定

蓬田英俊

岩手県林業技術センター

【目的】カラマツ採種園からの種子増産を目的として、環
状剥皮を時期別に実施し、翌年の着花量を調査し適期の推
定を行った。【方法】岩手県内奥州市江刺区（江刺採種園）
と金ケ崎町内（千貫石採種園）にある 2カ所で、環状剥皮
の時期を 2013 年から 2015 年までは 2回から 3回、2016 年
は 6回に分けて実施し、翌年着いた球果の数を目視で数え
るか指数で評価した。また、最適時期を春の気象やフェノ
ロジーで特定させるため、採種園内の気温と地温の測定と
カラマツの開花・開葉の観察を行った。【結果】2 カ所の採
種園で翌年の球果量が最も多くなった環状剥皮の時期は、
江刺採種園では 4月下旬から 5月上旬、千貫石採種園では
5月中旬から 5月下旬であった。2017 年 1月からの積算気
温・地下 10cmと 30 cmの地温、カラマツの針葉長につい
て江刺採種園と千貫石採種園の値を比較したところ、いず
れの採種園でも地下 10cm の地温が 13℃に達した時点が、
環状剥皮の適期と考えられる時期に一致した。本研究は生
研支援センター「革新的技術開発・緊急展開事業（うち地
域戦略プロジェクト）」の支援を受けて行った。

P2-148 カラマツ材質優良品種における着花特性及びス

コアリングによる着花促進効果

清水香代1・田村 明2・松下通也2

1長野県林業総合センター・2（国研）森林機構 森林総合研究所林

木育種センター

長野県では、2003 年にカラマツ材質優良品種の採種園が
新たに造成されたが、着花特性が不明なため、種子採取が
いつ頃から可能かの見通しはたっていない。そこで、着花
特性のうち、着花開始樹齢を品種別に把握するとともに、
着花促進処理の 1つであるスコアリングの効果について調
査した。県南部の上伊那郡箕輪町にある県営中箕輪採種園
のカラマツ材質優良品種 25品種について、2014∼2017 年
の 4月及び 7月に雄花を指数調査、雌花を全数調査した。
また、スコアリング調査は 3品種を対象とし、2016 年 5月
中旬に高さ 1.2m の位置に手鋸で 5 周の切り込みを入れ
（以下、処理区）、翌年 4月に 1∼4 年生枝を採取し、雄花及
び雌花の着花数を調査した。その結果、品種により着花を
開始する樹齢にばらつきが認められた。また、スコアリン
グ効果調査では、処理区全てで雄花の着花指数が有意に増
加した。雌花は、対照区で着花が見られなかった一方で、
処理区は雌花の着花が確認できたことから、スコアリング
は着花開始直後の若齢木に対しても効果が期待できると推
察された。

P2-149 日本産コウヨウザンの原木丸太の特性

涌嶋 智1・渡辺靖崇1・近藤禎二2・生方正俊2

1広島県立総合技術研究所林業技術センター・2（国研）森林機構

森林総合研究所林木育種センター

日本産のコウヨウザンの材質特性を明らかにするため、
林齢の異なる 4箇所の林分で立木を伐採し、得られた原木
丸太について元口・末口径、長さ、重量、縦振動法による
動的ヤング係数等を測定した。林分の所在と伐採時の林
齢、伐採本数は、広島県庄原市（HS）52 年生、10 本、京都
府京都市（KK）47 年生、11 本、千葉県鴨川市（CK）34 年
生、10 本、茨城県日立市（IH）22 年生、25 本で、それぞれ
約 4m の丸太を 2∼4 本ずつ採材した。丸太の平均材積は
HSが最も大きく 0.44m3 で、以下、KKが 0.34m3、CKが
0.25m3、IH が 0.20m3 であった。みかけの密度は逆に HS
が最も小さく平均 676kg/m3 で、KKが 733kg/m3、CKが
752kg/m3、IHが 825kg/m3 であった。また丸太の採材位
置が上になるほど密度が高くなる傾向があった。ヤング係
数の平均値は、HKが 9.37kN/mm2、KKが 9.97kN/mm2、
CK が 8.99kN/mm2、IH が 7.43kN/mm2 で、いずれの林
分でも 1番玉より 2番玉のヤング係数が高くなる傾向を示
した。なお、本研究は平成 27∼29 年度農林水産業・食品産
業科学技術研究推進事業「西南日本に適した木材強度の高
い新たな造林樹種・系統の選定及び改良指針の策定」に
よって実施した。
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P2-150 超小型 X線源を用いた立木用 X線 CT検査装

置の開発

古賀信也1・内海泰弘1・鈴木良一2・加藤英俊2・藤原 健2・岡野

哲郎3・池田武文4

1九州大学農学部附属演習林・2産業技術総合研究所分析計測標

準研究部門・3信州大学学術研究院農学系・4京都府立大学大学院

生命環境科学研究科

発表者らは、野外の林木・樹木を対象にした材質研究を
はじめ様々な研究に活用できる立木用 X線 CT 検査装置
の開発を進めている。今回、共同研究者の一人である鈴木
が開発した超小型 X線源を用いた装置を試作し、予備実
験として針葉樹 4 種（スギ、ヒノキ、クロマツ、カラマツ）
の樹幹の CT 撮影を生材状態で行った。得られた画像で、
樹幹内の節や腐朽、心材と辺材、心材内の高含水率領域や
黒心材、節周辺の高含水率領域、心材内の年輪の配置等が
確認できること、CT 画像から算出した心材率は画像ス
キャナで求めた心材率と高い相関があること、今回の撮影
条件では、高含水率領域である辺材において年輪抽出が困
難であり、検討が必要であることなどがわかった。

P2-151 アカエゾマツにおける材質育種と簡易選抜につ

いて

田村 明1・矢野慶介2・田邊 純3・山田浩雄1・生方正俊1

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種場・3千葉大

学教育学部

アカエゾマツは北海道の郷土樹種であり主要な造林樹種
でもある。また、建築材等様々な用途に利用されている樹
種である。近年、地球温暖化防止に資する品種や林産物供
給機能の向上に資する品種の開発が望まれている。これら
の要望に応えるためには、幹の乾重量や材の強度が優れた
品種を開発する必要がある。トドマツやカラマツではピロ
ディンを用いて立木状態で簡易に容積密度やヤング係数を
評価する手法ができているが、アカエゾマツでは確立され
ていない。そこで、アカエゾマツについて立木状態におけ
るピロディン貫入法の有効性を評価した。材料は北海道育
種基本区の 41 年生一般次代検定林 1箇所に植栽されてい
た精英樹 13家系である。立木状態でピロディン貫入量を
測定後、伐倒して容積密度とヤング係数を測定した。これ
らのデータを統計解析した結果、ピロディン貫入法で簡易
に遺伝的に優良な系統を選抜できる可能性が示された。ま
た、容積密度やヤング係数以外に、乾燥の際にねじれや割
れと関係する繊維傾斜度について調査した結果、これらの
形質は遺伝率が高く育種による改良の可能性が高いことが
示されたので報告する。

P2-152 スギカミキリ抵抗性交配家系を用いた抵抗性に

関する遺伝性の検討

宮下久哉1・加藤一隆1・平岡裕一郎1・井城泰一2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・2（国研）森

林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場

森林総合研究所林木育種センターでは、1985 年から開始
した「地域虫害抵抗性育種事業」によりスギカミキリ抵抗
性品種の開発を進めている。関東育種基本区においては、
これまでにスギカミキリ抵抗性品種を 7品種開発してい
る。スギカミキリ抵抗性品種を実生苗によって普及するた
めには、スギカミキリ抵抗性の遺伝性を明らかにする必要
がある。発表者らは抵抗性系統および感受性系統を母材料
とした人工交配家系を用いてスギカミキリ接種試験を複数
年に渡って実施し、スギカミキリ抵抗性の遺伝性を検討し
た。接種試験は、平成 25 年に 8親 25家系 92個体及び平
成 27 年に 9親 40家系 121個体、平成 29 年に 9親 37家系
109個体について実施した。3 か年に共通して供試した家
系は 23家系であった。接種試験結果を用いて遺伝解析を
行い、一般及び特定組合せ能力を推定した。これらの結果
に基づき、スギカミキリ抵抗性品種の採種園方式による普
及の可能性について検討した。

P2-153 2006年度以降に開発された抵抗性クロマツの

接種試験による生存率

遠藤良太・福原一成

千葉県農林総合研究センター森林研究所

抵抗性クロマツクローンの着花性、種子生産性について、
1985 年度選抜クローンでは多くの報告があるが、2003 年
度以降に選抜されたクローンの報告は極めて少ない。ま
た、これらクローンの採種園産実生家系の接種試験による
生存率の報告も少ない。そこで、2003 年度に選抜された
16クローンの雌雄花の着花状況、種子生産量を 2010 年造
成採種園の樹齢 7∼8年生時点で調査した。また、これら
の中の 4家系と 2010 年度に選抜された 1クローンの採種
園産実生家系について接種試験を行った。その結果、雄花
着花性の高かったのは唐津 11 など 3クローン、低かった
のは唐津 1 など 5クローン、雌花着花性の高かったのは唐
津 11 など 4クローン、低かったのは日吉 1 など 4クロー
ン、種子生産量の多かったのは唐津 16 など 3クローン、少
なかったのは唐津 7 など 7クローンであった。接種試験の
生存率は 60.5%∼88.2% で、在来集団の 11.1% と比べ明ら
かに高かった。最も高かった唐津 9 の生存率は 88.2% で、
1985 年に選抜された中で評価が高い波方 37、三崎 90 と同
程度の値を示した。残り 4家系も抵抗性マツ特性表で抵抗
性評価が低い 1 または 2 と評価された田辺 54、頴娃 425、
大分 8より高い生存率を示した。
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P2-154 スギの根元曲がり抵抗性に対する木材強度の影

響

宮下智弘1・瀧誠志郎2・高田克彦3

1 山形県森林研究研修センター・2（国研）森林機構 森林総合研究

所林業工学研究領域・3秋田県立大学木材高度加工研究所

スギの根元曲がりは多雪地帯において常習的に発生する
気象害であるが、被害の程度は種苗の系統により異なるこ
とが知られている。根元曲がり抵抗性のメカニズムは不明
な点も多いが、過去の研究事例によると根系や樹冠形状、
幹のヤング率などが根元曲がり抵抗性に寄与する形質であ
ることが指摘されている。著者らはこれらの形質のうち、
ヤング率に影響する晩材仮道管の S2層のミクロフィブリ
ル傾角（MFA）に注目し、抵抗性品種である出羽の雪 1号、
2号のMFAは特に幼齢期において優れていることを報告
している（Takata et al. 2015）。しかし、この報告では抵抗
性品種および対照となる非抵抗性品種の供試系統数がそれ
ぞれ 2系統と少なく、この傾向が他の系統でも共通したも
のであるかは明らかではない。そこで本発表では、山形県
森林研究研修センター林木育種園に保存されている出羽の
雪 1、2号を含む複数の抵抗性系統と非抵抗性系統を試験
材料とし、MFAの系統間の差異と根元曲がりとの関連性
について検討したので報告する。なお、本研究は JSPS科
研費 17K07850 の助成を受けて実施した。

P2-155 多雪地に植栽したコンテナ苗の雪圧による倒伏

程度と回復能力の品種間の違い

玉城 聡1・宮本尚子1・那須仁弥1・千葉信隆2・落合幸仁3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種

場・3元森林総合研究所

多雪地に植栽するコンテナ苗に適した品種特性を明らか
にするため、雪害に対する抵抗性や成長特性の異なる品種
をコンテナで育苗し、多雪地に植栽して適応性を比較した。
供試材料として、コンテナで 1成長期間育苗した 1年生苗
および 2成長期間育苗した 2年生苗を用い、それらを同時
に植栽した。根元曲がりの形成に関係することが知られて
いる苗木の傾き角度（水平方向からの角度）を植栽した翌
年から 3成長期間にわたって定期的（4月、6月および 11
月）に測定した。また、苗長と地際径を成長休止期に測定
した。
苗木の傾き角度は 4月の消雪直後の傾いた状態から成長
期間中に増加し、立ち上がっていく傾向が認められた。い
ずれの時期においても雪害抵抗性品種>一般スギ、成長優
良精英樹>雪害感受性品種の順で角度が大きい（直立に近
い）値であった。伸長成長と肥大成長については、成長優
良精英樹>一般スギ、雪害抵抗性品種>雪害感受性品種の
順で優れていた。傾き角度、成長特性ともに品種間に統計
的に有意な違いが認められた。以上の結果から、コンテナ
で育苗した苗木についても、品種のもつ雪害抵抗性や成長
特性が発揮されることが示唆された。

P2-156 二つの灌水条件下におけるスギ精英樹の成長と

光合成の系統間変異

河合慶恵1・笹島芳信1・岩泉正和1・三浦真弘1・久保田正裕1・五

十嵐秀一2・市栄智明3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場・
2愛媛大学大学院連合農学研究科・3高知大学自然科学系農学部

門

スギは水分要求量が高い樹種であるため、系統による乾
燥ストレス応答性の違いが成長や生存に影響を与える可能
性がある。本研究は、関西育種基本区内 15府県のスギ精
英樹 15系統について、さし木増殖苗を用いて乾燥試験を
行い、応答性の系統間変異を評価した。2015 年 12月、関
西育種場（岡山県勝央町）の温室内に設置した苗床 2基に、
当年生さし木苗各 160個体（10∼15個体/系統）を植栽し
た。2基のうち 1基を乾燥区、もう 1基を対照区とした。
2016 年 7月から翌年 12月まで、対照区では 1∼3 日おき、
乾燥区では土壌水ポテンシャルが−100kPa 前後まで低下
する度（9∼57 日おき）に灌水した。その間、定期的に苗長
および苗高を測定し、2017 年 8、10月には葉の飽和蒸散速
度を各処理区 60個体（4個体/系統）測定した。2017 年に
おける相対伸長率（12月の苗長/4月の苗長）および 10月
の蒸散速度において、系統間に有意な効果が検出された
が、8 月の蒸散速度では検出されなかった。いずれの形質
においても、処理区による違いの有無は系統によって異
なった。つまり、乾燥ストレスに対する形態的・生理的応
答性には系統間変異が存在すると考えられた。

P2-157 グルタチオンと育種種苗を用いたスギ・コンテ

ナ苗の低コスト化への取り組み

宮本尚子1・那須仁弥1・井城泰一1・小川健一2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場・
2岡山県農林水産総合センター

現在、東北地方において一般的なスギコンテナ苗の山出
し時期は播種から最速でも 2年以上かかっている。育苗期
間を 2年以内に収めることができれば、資材や土地を再生
産に回すことができ、コンテナ苗生産の低コスト化ができ
ると考えられる。そこで、スギ・コンテナ苗の低コスト生
産を目指し、育種種苗の系統の違いによる苗高の変異幅と、
植物の光合成プロセスの促進が期待できるとして近年注目
されているグルタチオンの利用について検討した。育種種
苗は 2017 年の春に 25系統を露地に播種し、同年 11月に
苗高を調査した。その結果、系統による苗高には有意な差
があり、苗高は最大では 20cm に達するものがあるなど、
系統を選ぶことによって岩手県の山出しの苗の規格である
35cm に達する時期を早めることはある程度可能であると
思われた。また、一般苗について、グルタチオンの施用の
有無を比較した結果、9月時点で有意な差がみられ、加え
てグルタチオンを施用した苗は緑色が濃い傾向があった。
このため、グルタチオンの施用もコンテナ苗の成長促進を
通して生産の低コスト化に寄与できると考えられた。
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P2-158 優良系統間で交配したスギの林地植栽後の初期

成長

袴田哲司1・近藤 晃1・池田潔彦1・山本茂弘2・平岡裕一郎3・三

浦真弘4・加藤一隆3

1 静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター・2静岡県立農

林大学校・3（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・
4（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター関西育種場

森林資源の循環利用や林齢の平準化には主伐と再造林が
必要である。しかし、伐採によって得られる収入よりも再
造林の経費が高いと試算されており、主伐が進まない原因
となっている。そのため、再造林の経費を抑えるさまざま
な取り組みが全国的に行なわれているが、初期成長に優れ
る造林用苗木を植栽し、草丈を早く超えることで下刈り回
数の低減を図ることは、再造林経費の中で比重の大きい下
刈り経費の削減に貢献できる。そのため、優良個体の選抜
や採種園に導入することが望ましい系統を明らかにするこ
とを目的に、材質を評価した精英樹のF1、優良な第一世代
精英樹、エリートツリー等を母樹とした交配苗を作出し、
林地植栽後の初期成長を調査した。環境の異なる 2ヶ所の
試験地で平均樹高が大きい交配組み合わせがあり、これら
の母樹は初期成長という形質について遺伝的に優れること
が示唆された。また、これらの組み合わせの中には、対照
精英樹や周辺木と比較して優れた初期成長を示す有望な個
体が存在した。さらに育種価を算出し、一般組み合わせ能
力が高い交配母樹や交配苗が明らかになった。

P2-159 UAVを用いた若齢スギ個体の樹高の大量計測

に向けた最適撮影条件の検討

武津英太郎1・栗田 学1・平岡裕一郎2・米 康充3

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター九州育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター・3島根大学

生物資源科学部

近年、無人航空機（UAV）とその画像を用いた 3次元モ
デル構築技術（SfM）が向上し、林業分野でもそれを活用
した報告が多くなされている。林木育種分野においては優
良な個体を選抜するために数百から数千の個体が植栽され
た試験地において高い精度で個体の成長を測定する必要が
あり、特に樹高測定は測定時間と精度に課題があったこと
から、樹高測定を UAV+SfM 技術により行うことへの期
待が大きい。これまでにも高い精度が得られるという報告
はあるが、実用的に林木育種分野で必要な精度を得るため
条件はほとんど検討されていない。本報告では、平坦な地
形に設定された 3年生のスギ植栽試験地を対象と、平均梢
端高より 15m、20m、25m、30m のそれぞれの撮影高度
で、画像のオーバラップを 70%、75%、80%、85%、90%、
95% として画像を撮影した。市販ソフトウェア Photo-
scan で 3次元モデルを構築し、Local Maximum 法で梢端
を抽出し樹高を推定した。推定樹高と実測樹高との関係性
および撮影・計算にかかる時間より、林木育種における樹
高推定に最適の撮影高度と撮影間隔について検討し報告を
行う。

P2-160 植栽 11年後の F2 スギ人工交配家系の樹幹解

析

金谷整一1・篠崎 愛2・作田耕太郎2・松井由佳里3・酒井佳美1・

上野真義4・松本麻子4・草野僚一3・津村義彦5

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2九州大学農学部・
3熊本県・4（国研）森林機構 森林総合研究所樹木分子遺伝研究領

域・5筑波大学生命環境系

わが国の主要な造林樹種であるスギについては、九州産
精英樹である浮羽 7号（ヤブクグリ）×佐賀 3号（イワオ）、
浮羽 7号（ヤブクグリ）×在来品種クモトオシの各F1個体
を種子親、花粉親としたF2クローン（150個体）を用いて、
各形質と関連する有用遺伝子の探索が進められている。そ
の一環として本報告では、熊本県林業研究指導所の舞原試
験地（熊本県甲佐町）において、2005 年 4月に植栽された
3反復 450個体のうち 1反復分を対象に、2015 年 11月に
伐採した後、地上高 20 cm から 100 cm毎に円板を採取し
樹幹解析を実施した。円板はデジタルカメラで撮影し、ソ
フトウェア Quick Grain Series を用いて 4方向の年輪幅を
計測した。得られたデータから樹幹縦断面および容積密度
分布表示システム SDA109（Stem Density Analyzer）に
よって樹幹解析図を描画するとともに、伐採時の胸高直径
と樹高の分布から、各クローンを 3グループ（小さい方か
ら S、Mおよび L）に分け、諸形質（胸高直径、樹高および
材積）の成長量について評価した。いずれの成長量も植栽
後 5 年までに、Lが他より高い傾向であった。各クローン
における諸形質は、植栽後 5 年までの成長量で評価が可能
であると考えられた。

P2-161 アカマツ精英樹人工交配家系の 44年生におけ

る成長形質の解析

那須仁弥1・井城泰一1・宮本尚子1・山野邉太郎2

1（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター東北育種場・
2（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター

林木の育種において早期での遺伝的改良を達成するため
には植栽から収穫期までの遺伝変異の経年変化を把握する
ことが重要である。アカマツは日本の景観要素や歴史的建
造物の構造材として今後も需要が予想される。しかし、ア
カマツの高樹齢での遺伝変異の報告は少ない。今回、岩手
県滝沢市にある林木育種センター東北育種場の場内に植栽
された 44 年生アカマツ精英樹人工交配家系を対象に樹高、
胸高直径、ピロディン貫入量および丸太ヤング率を測定し、
その遺伝率を推定した。各形質の平均は樹高が 20m（SD
=2.3）、胸高直径 25 cm（SD=4.3）、ピロディン貫入量 13.2
mm（SD=1.5）、丸太ヤング率 10.8Gpa（SD=1.3）であっ
た。狭義の遺伝率は樹高 0.28、胸高直径 0.18、ピロディン
貫入量 0.67、丸太ヤング率 0.3 であった。25 年生時の調査
（金山ら 1998）と比較すると平均ピロディン貫入量が 27%
の減少、平均丸太ヤング率が 30%増加し、25 年生と 44 年
生での相関はともに正の相関が認められた。
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P2-162 アナトリア地方におけるブナの最終氷期から現

在に至る分布移動ルートの推定

松井哲哉1・Kavgaci, Ali2・高野宏平3・大橋春香1

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2南西アナトリア森林研・3長

野県環境保全研

本研究は、トルコ共和国のオリエントブナ（Fagus
orientalis）の潜在生育域を推定し、最終氷期最盛期（LGM
期）から現在に至る分布域の変化を推定することを目的と
する。オリエントブナは現在、トルコ北部の黒海沿岸山地
と南部山地に隔離分布している。この分布を説明するモデ
ルを構築するために、従属変数として植生調査データから
位置情報を抽出した。また説明変数は現在の気候条件を
BioClim の 19 変数から抽出した。約 2 万年前の LGM 期
と 6,000 年前の完新世中期の気候はWorldClim より抽出
した。MaxEnt モデルを構築したところ、高精度のモデル
が構築でき、予測された潜在生育域は現在の分布域と概ね
一致した。過去の気候をモデルにあてはめたところ、
LGM期の潜在生育域は現在よりも広く、エーゲ海地域に
も広く分布していたが、完新世中期には縮小した。これら
のことからオリエントブナは、LGM期から完新世中期の
温暖期にかけて分布域が縮小し、北部と南部に隔離分布す
るようになったと考えられる。トルコ中部の乾燥地帯であ
るアナトリア地域が移動ルートとして機能していたとい
う、いわゆる「アナトリア対角線仮説」は本研究の結果か
らは支持されなかった。

P2-163 森林管理における気候変動適応策の検討

長池卓男

山梨県森林総合研究所

将来の気候変動に対する影響予測等を踏まえた計画的な
適応策を講じることが必要であることから、平成 27 年 8
月に「農林水産省気候変動適応計画」が策定された。森林・
林業分野については、「山地災害、治山・林道施設」「人工
林」「天然林」「病害虫」「特用林産物」について、対策が記
述されている。「人工林」については、正確な将来予測のた
めの研究が必要であり、気候変動の影響に関する情報収集、
気温上昇や乾燥などの生育環境の変化に対する造林木の適
応性の評価、気候変動が造林樹種の成長や下層植生などの
樹木の周辺環境に与える影響についての継続的なモニタリ
ングと影響評価、長伐期林にもたらすリスクの評価、高温・
乾燥ストレス等の気候変動に適応した品種開発、が取り組
まれることとなっている。諸外国では、予測される事象に
適応するために、「混交林の造成」「短伐期化」「種子配布地
域の変更」「植栽樹種の変更」等の研究が進められている。
一方で、気候変動には不確実性が伴うことから、そのよう
な状況下での意思決定に関する研究も多い。

P2-164 マスティングによるブナ林の樹冠構造と内部光

環境、光合成量の変化

飯尾淳弘1・望月貴治2,3

1 静岡大学農学部地域フィールド科学教育研究センター・2岐阜

大学大学院連合農学研究科・3森林環境研究所

ブナは数年∼十数年の周期で一斉に大量の実をつける
（マスティング現象）が、結実には多くの資源を必要とする
ため、葉面積やシュート伸長成長量が低下する。結実は主
に陽樹冠で起こるために、陽樹冠での光獲得量が低下する
一方で、通常よりも多くの光が陰樹冠や林床に入射するこ
とが予想される。もし、こうした構造と光の変化が、陰樹
冠や林床植生の光合成量を増加させ、その維持や発達に貢
献しているのであれば、マスティングを周期的に薄く広く
起こるギャップと捉えることができるかもしれない。
新潟県苗場山のブナ林で、結実量、枝構造、樹冠全体の

葉分布構造、個葉の光合成特性などを、大量結実のあった
2005 年から測定してきた。それらの結果を組み合わせ、結
実にともなう葉分布構造と内部光環境、光合成量の変化を
予測する生理生態モデルを組み立てた。モデル構築の過程
で、結実による林分葉面積の低下にはある閾値が存在する
ことや、枝レベルの葉面積の低下には個体レベルの結実量
も影響することがわかった。当日は、結実量が林分の葉分
布構造、光環境、光合成量に与える予測結果を説明する。

P2-165 樹冠投影図を用いた常緑広葉樹林と落葉広葉樹

林の樹冠形状の特徴比較

安藤真純1・板谷明美1・鳥丸 猛1・玉木一郎2

1三重大学大学院生物資源学研究科・2岐阜県立森林文化アカデ

ミー

樹冠の形には種による特徴があり、種固有の光獲得戦略
を具現化している。樹冠を構成するシュートは、同一個体
の樹冠内でも、同種個体間でも、さらには異種のシュート
間でも隣接すれば光の奪い合いを行っている。そこで、常
緑広葉樹林と落葉広葉樹林の樹冠形状の特徴を明らかにす
るため、各個体の樹冠の形や大きさを記録した樹冠投影図
を用いて比較した。わが国の常緑広葉樹林と落葉広葉樹林
で作成された樹冠投影図を収集し、GIS を用いて樹冠をポ
リゴン化した。収集した樹冠投影図は常緑広葉樹林で 6箇
所 7プロット、落葉広葉樹林で 9箇所 10プロットであっ
た。ポリゴン化した各樹冠の面積と扁平率を算出し、比較
した。樹冠の平均面積は、常緑広葉樹林では 25.3∼78.7m2

であり、落葉広葉樹林では 11.3∼107.6m2 であった。各森
林タイプ内で、調査地間に差が見られた（それぞれ
ANOVAF=5.89、p<0.05、F=23.77、p<0.05）。また、扁
平率の平均は常緑広葉樹林では 0.26∼0.36、落葉広葉樹林
では 0.23∼0.35 であった。常緑広葉樹林では、調査地間で
有意な差はみられなかったが（ANOVAF=1.21、p>0.05）、
落葉広葉樹林では調査地間で差が見られた（ANOVA F=
5.06、p<0.05）。
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P2-166 クロマツ成木の詳細な構造

藤井正典・大塚良仁・植田真司・高久雄一・久松俊一

環境科学技術研究所

放射線感受性が高いとされるクロマツの被ばく線量評価
法を開発するため、線量計算に必要となるクロマツの詳細
な構造（部位別形状）及び安定元素濃度等の基礎データを
取得した。青森県六ヶ所村の海岸沿いに位置する防風林内
のクロマツ成木を対象に、胸高直径及び樹高を測定し、そ
の中で平均的な大きさを示す 4個体の地上部を採取した。
いずれの個体においても、主幹の直径及び側枝の全長は地
面からの高さと負の相関を示しており、主幹及び樹冠の外
形は円錐であることが分かった。また、地上部総湿重量の
平均及び標準偏差は 400±180kg であった。全体に占める
各部位の湿重量割合は、主幹が 89%、枝が 8%、葉が 3%
であり、そのほとんどを主幹が占めた。クロマツ中の水素
（H）及び炭素（C）濃度は部位による差が認められなかっ
たが、窒素（N）は部位毎の濃度差が顕著であり、葉や当年
枝で高く、主幹及び枝の木質部では定量下限値以下であっ
た。H、C及び N以外の安定元素は全体の 3%以下であっ
たことから、クロマツの線量評価用ファントム（模型）の
構成元素は、H、C、N及び酸素の 4元素とした。本発表内
容は、青森県からの受託事業により得られた成果の一部で
ある。

P2-167 中国山地のブナ天然林における主要構成樹種の

24年間の動態

牧本卓史1・赤路康朗2・木下 秋3・宮崎祐子4・廣部 宗4・水永

博己5・坂本圭児4

1岡山県農林水産総合センター森林研究所・2国立環境研究所・
3岡山学芸館高等学校・4岡山大学大学院環境生命科学研究科・
5静岡大学農学部

中国山地のブナ林は、高標高域に比較的小面積で孤立し、
多くは林床にササ類を伴うため維持及び更新が懸念されて
いる。そこで本研究では、長期にわたる林分動態の解明を
目的として、岡山県北西部のブナ天然林に 1.2 ha の調査区
を設置し、24 年間で 4回（1992、1999、2011、2016 年）の
毎木調査を実施した。加えて、毎木調査時期ごとの林冠構
造を把握するために、調査地を 2.5×2.5mの小方形区に分
割し、林冠占有種（または疎開）を記録した。林冠を優占
していたブナ、ホオノキ、ミズメについて上層における年
間枯死率と年間新規加入率を調査期間ごとに算出したとこ
ろ、全ての期間でどちらの推定値も概ね 1%未満であった。
一方で、ブナ下層木の枯死率は調査期間を通じて約 2% で
あったのに対し、加入率は調査期間順に 0.5%、0.7%、4.2
% と、時間的に変動していることが明らかとなった。ブナ
と共に下層を優占するオオカメノキは、加入率が調査期間
を通じて概ね 1∼2% で安定していたのに対し、枯死率が
2.0%、5.7%、5.5% と変動していた。本発表では、この 4
種の動態について林冠状態の変化と合わせて考察する。

P2-168 秋田佐渡スギ天然林の 26 年間の林分構造の動

態

太田敬之・野口麻穂子・齋藤智之・直江将司・八木橋勉

（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所

秋田県北秋田市阿仁の佐渡スギ群落保護林は標高 950m
に分布するスギ天然林である。1991 年に台風被害を受け、
翌 1992 年に 1.05 ha の調査地を設定し、1992 年∼2017 年
まで 5年に 1回、胸高直径 5 cm以上の幹（以下、立木）の
毎木調査を行ってきた。25 年間で立木密度は 353 本 ha−1

から 901 本 ha−1 と 2.5 倍に増加した。新規加入はブナ、
ハウチワカエデといった広葉樹が大半を占め、樹種数は 12
種から 18種に増加した。スギは 25 年間で本数は 11%増
加し、胸高断面積は 26.9%増加した。スギの新規加入木の
65%は面積比 3% の根株上にみられた。それに対し、ブナ
は本数が 2.1倍に増加したが、胸高断面積は 5.4% の増加
であった。枯死木は 25 年で 132.4 本 ha−1、そのうちブナ
は 30.5 本 ha−1、スギは 13.3 本 ha−1 で失われた胸高断面
積はブナ 2.3m2 ha−1、スギ 1.8m2ha−1 とブナがスギを上
回った。胸高直径 30 cm 以上の枯死木はスギ 3 本に対し、
ブナ 13 本と中径から大径木の枯死が目立った。この林分
ではスギは小径木は少ないが大径木の死亡率は低い。一
方、ブナは多くの新規加入木があるが、中・大径木の枯死
が多く上層を占有できずにいることが示唆された。

P2-169 北海道の天然林の林分成長に影響する要因

大野泰之1・梅木 清2

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2千葉大学大

学院園芸学研究科

北海道の森林面積の約 70% は天然林によって構成され
ており、今後、様々な生態系サービス（供給サービス）を
検討する上で、天然林の存在は重要となるであろう。天然
林を管理するためのツールとして、収量密度図がミズナラ
やカンバ二次林を対象に構築され、間伐設計や収穫予測に
使われてきた。これらの予測を行うためには、林分成長量
が不可欠な情報であるが、林分の発達段階や立地環境に関
わらず、林分成長量 5m3/ha を既定値として予測が行われ
てきた。しかし、林分成長量は、林分の発達段階や立地環
境、樹種構成などによって異なることが予想されるため、
より精度の高い予測を行うためには、天然林の林分成長量
に影響する要因を明らかにすることが重要であろう。そこ
で、本発表では複数回のセンサスが行われている多地点
データを用いて、林分の樹種構成をもとに森林タイプの類
型化を行うとともに、抽出した森林タイプごとの林分成長
量に影響する要因について解析した結果を報告する。
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P2-170 全天空写真の高密度撮影による林冠構造の把握

とその季節変動

吉村謙一1・小南裕志2・安宅未央子2

1 山形大学農学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所

葉面積指数で表現される森林樹木における葉量は森林の
一次生産を評価する上で重要視され、一次生産量を推定す
るためのパラメーターとして用いられてきた。しかし、自
然林の林冠構造は一般に複雑であり、葉面積指数も空間的
に不均一であるため、同一林分における葉面積指数の空間
分布を評価することが必要になる。また、落葉樹は春に展
葉し、秋に落葉するというフェノロジーを示すが、落葉樹
と常緑樹が混在する森林では葉面積指数の季節変化も複雑
になると考えられる。そこで、落葉樹と常緑樹が混在する
森林において、林内を一定速度で移動しながら全天空写真
を高密度で撮影することにより、葉面積指数の空間分布を
把握し、この測定を週一回行うことにより葉面積指数の季
節変化を定量化した。この際、全天空写真の解析範囲を天
頂付近に絞ることにより、限りなく単点に近い小範囲での
葉面積指数を推定した。空間分布の定量により樹木の密集
区画やギャップといった葉量の空間分布を表現することが
できた。しかし、広葉樹は開いた空間に葉群を伸長させる
性質があるため、樹木位置図から予想されたものに比べる
とその空間不均一性は平坦化されることが示唆された。

P2-171 高知県鷹取山 IBP 調査区における現存量調査

後の樹木の侵入

米田令仁・稲垣善之・酒井 敦

（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所

1960 年代半ばから 1970 年代初頭にかけて国際生物学事
業計画（IBP）のもとで高知県高岡郡梼原町の鷹取山植物
群落保護林内で生産量調査がおこなわれた。調査区では調
査終了の 1971 年 12月に現存量調査がおこなわれ、胸高直
径（DBH）5.7 cmから 91.2 cm（グラフからの読み取った推
定値）の計 20 本の樹木が伐採された。本研究では調査区
を復元し、調査終了後 45 年経ったモミ林で林分構造や樹
種構成がどのように変化したのか明らかにした。IBP の報
告書等から調査が行われていた場所を特定し、30m×40m
の調査区を復元した。調査区内の DBHが 4.5 cm以上の樹
木について樹種の同定、DBH の測定を行った。1971 年の
現存量調査後に立木密度 1905 本/ha、胸高断面積合計 56.7
m2/ha であった林分は、2016 年では立木密度 2158本/ha、
胸高断面積合計 71.8m2/ha であった。また、落葉広葉樹の
立木密度が 1971 年では 72 本/ha であったが、2016 年では
375 本/ha と大幅に増加しただけでなく、1971 年の調査で
は確認されていない落葉樹は 11 種が確認され、これらは
集中的に分布していた。

P2-172 東南アジア熱帯雨林における種子サイズと実生

の生存戦略の関係

米山 仰1・市栄智明2

1愛媛大学大学院連合農学研究科・2高知大学農林海洋科学部

東南アジアの熱帯雨林に優占するフタバガキ科の樹種
は、その多くが大型種子を持ち、休眠せずに散布後すぐに
発芽することが知られる。しかし、実際の種子サイズには
大きな種間差がある。本研究は、東南アジア熱帯雨林で大
型種子を持つことの意義を検討することを目的として、マ
レーシア・ランビル国立公園に生育するフタバガキ科 3属
14 種の種子サイズや発芽 1ヵ月後の苗の乾燥重量、葉の硬
さ、総フェノール濃度、縮合タンニン濃度を調査した。そ
の結果、種子サイズは発芽 1ヵ月後の苗の乾燥重量や葉の
枚数、葉面積などと有意な正の相関を持った。つまり種子
サイズが大きいほど大きな初期成長を示した。また、大型
種子を持つ樹種ほど、明るい環境に種子を散布していた。
種子サイズは葉の防御特性とも関係性が強く、種子サイズ
が小さいほど総フェノールや縮合タンニンなどの化学的防
御が、種子サイズが大きいほど葉の硬さや LMAといった
物理的防御が強かった。つまり、種子サイズはフタバガキ
科樹種の実生の生存戦略に大きく影響しており、種子サイ
ズに応じて成長や被食防御特性を変化させていた。

P2-173 中部地方で一斉開花したスズタケの繁殖特性

齋藤智之1・中川弥智子2・星野大介3・酒井 武3・岡本 透4・依

田浩輝2・栗田 悟6・鈴木智晴5・野口和幸5

1（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・2名古屋大学大学院

生命農学研究科・3（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究

領域・4（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・5林野庁中部森

林管理局愛知森林管理事務所・6 愛知県森林・林業技術センター

ササ類は長寿命一回繁殖植物であり、しばしば広域に同
調して一斉開花する特異な生活史をもつ。スズタケは過去
に秩父で開花したが、結実率が極めて低くく繁殖失敗と
なったことが報告されている。近年スズタケの開花が報告
され、前年までに関東などで一斉開花し全国的な広がりを
見せている。しかし、希な更新機会に成功した場合の繁殖
特性については明らかになっていない。本研究は 2017 年
に愛知県東部を中心に一斉開花したスズタケの開花時期や
開花量、結実率、種子量などを調べ過去の開花記録と比較
した。
2017 年の開花は 5 月中旬から群落全体の 80% が開花

し、26%程度の結実率で過少に推定しても約 2千個/m2 の
種子が落下した。前年に狂い咲きする前咲きでは開花率は
群落の 10%程度だったが、種子量は本開花の 1% にも満
たなかった。今回の開花は、秩父の事例と比べると結実率
が高く健全な種子が多量に生産されたため、十分更新が可
能と予想される。2018年には一斉に発芽し、更新が開始さ
れると考えられる。今後は更新調査も行う必要がある。
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P2-174 中部地方におけるスズタケの 2017 年一斉開

花の範囲

岡本 透・齋藤智之・星野大介

（国研）森林機構 森林総合研究所

演者らは、昨年度の本大会において、中部地方に伝わる
ササの一斉開花・結実に関する歴史資料を収集し、ササの
種類と年代を整理した結果、当該地域において 2017 年に
スズタケが一斉開花する可能性が非常に高いことを報告し
た。それを受けて、2017 年春から初夏にかけて岐阜県東
濃、愛知県奥三河地域においてスズタケの状態を確認した
ところ、ほとんどの稈に穂状の花序が付いていたため、一
斉開花が生ずると判断された。このため、春から夏にかけ
ては花序、夏は実、秋以降は実が落下した跡、および枯れ
た葉と稈の存在を確認することにより、一斉開花の範囲を
調査した。現時点までにスズタケの開花を確認した地域
は、静岡県北西部、愛知県北東部、長野県南部下伊那・木
曽、岐阜県美濃中部・東部および飛騨南部、三重県北西部、
滋賀県南東部であり、非常に広域にわたっている。また、
1897 年にスズタケの実を収穫した記録のある地域では、い
ずれも 2017 年の開花を確認することができた。一斉開花
の状況としては、核心部と考えられる地域では 9割以上の
スズタケが開花していたが、縁辺部では開花集団の規模が
小さく、非開花および既に枯死した集団と混在していた。

P2-175 ミヤコザサの葉および稈のフェノロジー：出稈

時期による稈サイズと葉の挙動

木佐貫博光1・酒井里菜2・齋藤隆実3

1三重大学大学院生物資源学研究科・2三重大学生物資源学部・
3（国研）森林機構 森林総合研究所植物生態研究領域

奈良県大台ヶ原では、植生の保全を目的に設置された防
鹿柵の内側で、ミヤコザサが地上高 80 cmに達するほど繁
茂し、樹木の天然更新を阻害している。出稈時期や個稈の
成長過程は、繁茂したミヤコザサの省力的な抑制のために
重要な情報であるが、十分に明らかにされていない。ミヤ
コザサの出稈時期は集中するのか、また、異なる出稈時期
の稈同士で、稈および葉のフェノロジーならびに最終的な
稈サイズや葉枚数に差異があるのかについて明らかにし
た。2016 年 5月、柵内に 50cm×50 cm の方形枠を 3 つ設
置し、枠内のミヤコザサ全ての稈を対象として、稈高なら
びに葉の枚数および SPAD値を 2∼3週間おきに同年 11
月まで測定し、翌年 5月に再測定した。稈の伸長成長は、
出稈時期に関わらず、葉枚数の増加が停止する 9月下旬に
停止した。稈高には、出稈時期による差異は認められな
かったのに対し、葉数には差異が認められた。最大葉枚数
の多い稈では、当年秋までに根元に近いほど落葉したが、
最大葉枚数の少ない稈では秋までの落葉数が少なかった。
11月まで生残していた葉のほとんどが、翌年 5月にも生残
していた。ミヤコザサの葉の挙動は、出稈時期の影響を受
けていないことが明らかになった。

P2-176 オノエヤナギおよびエゾノキヌヤナギにおける

開花時期の種間・産地間差

矢野慶介

（国研）森林機構 森林総合研究所林木育種センター北海道育種場

北海道の河畔林にはヤナギ属の樹種が広く優占してい
る。これらの樹種は春先に開花、数週間後には種子を結実
し、融雪の増水による攪乱により更新すると考えられてい
る。これまでヤナギ属の樹木は種によって開花時期が異な
ることが調べられており、更新立地の違いとの関連が報告
されている。一方で地域間での違いについては調査されて
いない。融雪時期は地域ごとに異なり、それぞれの地域に
適した時期に開花する可能性が考えられる。本研究では、
道内に広く分布するオノエヤナギとエゾノキヌヤナギを対
象とし、異なる産地の個体を同一カ所に植栽し、開花時期
の違いを調査した。
調査は、さし木により増殖したヤナギ属 2樹種と対象に
行い、1クローン 3株を対象に開花した日を調査した。開
花時期は種間で異なり、オノエヤナギはエゾノキヌヤナギ
よりも開花は遅かった。同一クローンでは開花時期は同調
する一方で、種内での変異が大きいことから、種間でも開
花時期が重複する個体も見られた。また産地によって開花
時期に有意な差がみられ、流域ごとの増水時期などの環境
の違いを反映していると考えられた。

P2-177 林冠ギャップ創出者としてのツキノワグマの役

割：クマ棚とクマ剥ぎの比較

高橋一秋1・高橋香織2

1長野大学環境ツーリズム学部・2クマ棚ネットワーク

ツキノワグマは樹木の果実や形成層を採食する際に、落
葉広葉樹の枝を折ってクマ棚を形成することで、また針葉
樹の樹皮を剥いで枯らすことで、さまざまなサイズの林冠
ギャップを創出する。本研究では、林冠ギャップの面積を
クマ由来と自然由来（枯死・幹折れ・倒木）で比較して、
どのような特徴を示すのかを分析した。
軽井沢町長倉山国有林の落葉広葉樹林とカラマツ人工林
に 20m×50m のプロットを 10個ずつ設置し、毎木調査
（胸高直径≧15 cm、位置座標）を行った。クマ棚由来の小
規模林冠ギャップの面積は、クマが折った枝のサイズと傾
斜角度から推定した値（落下枝推定法）と全天空写真から
算出した値から推定式を作成し、樹木 1個体ずつ求めた。
クマ剥ぎ由来の林冠ギャップの面積は、樹冠の短径と長径
から楕円に近似し求めた。
クマ棚由来の小規模林冠ギャップ面積は、12 年間の平均
で 13.7m2/0.1 ha・年であり、自然由来の約 2.4倍であった。
一方、クマ剥ぎ由来の林冠ギャップ面積は、5年間の平均
で 2.4m2/0.1 ha・年であり、自然由来の約 1.3倍であった。
したがって、ツキノワグマが林冠ギャップの形成に果たす
役割は大きいことが示された。
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P2-178 絶滅危惧種オキナワセッコクの生育環境：施業

履歴と森林構造

阿部 真1・齋藤和彦2・中西 晃3・小高信彦4・高嶋敦史3

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所関西支所・3琉球大学農学部附属亜熱帯

フィールド科学教育研究センター・4（国研）森林機構 森林総合研

究所九州支所

沖縄本島北部に固有の着生ラン、オキナワセッコク
（Dendrobium okinawense Hatusima et Ida）は、やんばる
地域を代表する植物種のひとつである。森林伐採や乱獲の
ため激減したとされるが、生態についての知見は僅かであ
り、同種を適切に保護し、さらに野生回復を図るためには、
分布や生育の特性を把握する必要がある。同種の野生株の
着生木（ホスト）について、樹種の選好性を報告した昨年
度に続き、オキナワセッコクと森林の履歴や構造、地形と
の関係を解析した。80 本以上の着生木の位置を地形図上
で確定し、空中写真や林分情報と照会した結果、林分の成
熟が重要であることが強く示された。同種の保護や回復に
は、成熟林に依存する他の希少動植物と併せて取り組むの
が適切である。本研究は（独）環境再生保全機構の環境研
究総合推進費（4-1503）によって支援を受けた。

P2-179 北海道太平洋沿岸の海霧を考慮した気候的乾湿

度に対するカシワの環境応答

真坂一彦1・伊藤江利子2

1 北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場・2（国研）森林機

構 森林総合研究所北海道支所

北海道の太平洋沿岸地域では、しばしば海霧が発生する。
本研究では、北海道太平洋沿岸に特徴的な海霧を考慮に入
れた、地理的スケールにおける気候的乾湿に対する海浜生
カシワの生理学的な応答様式を評価する。
カシワ海岸林 9ヵ所（天塩、浜頓別、白糠、新ひだか、長

万部、江差、石狩、伊達、大樹）において気象観測および
カシワ葉の採取を行った。Penman-Monteith 式から地表
の蒸発散能 λE を推定し、最寄りの気象台による霧日数観
測値などとの対応関係を評価したところ、霧日数は平均気
温との間に有意な負の相関を通し、λE に影響しているこ
とが明らかになった。
霧日数がカシワ葉に与える生理生態学的な影響として、

炭素安定同位体比 δ13C および Chl a と b の比を評価し
た。その結果、δ13C は λE との間に有意な負の相関関係
が、Chl a/b比の場合は有意な正の相関関係が認められた。
一般に海霧の発生は大気湿度を上げる。つまり海霧の発生
によりカシワ葉の蒸散速度が低下し、δ13C の増加に寄与
したと推察される。一方、海霧の発生は日照時間の減少を
もたらすことから、集光能力を上げるために Chl a/b比の
低下に寄与したものと推察される。

P2-180 中部カリマンタン州泥炭湿地における荒廃度の

異なる森林のバイオマス変化

都築勇人1・平野高司2・Swido Hester Limin3

1愛媛大学農学部・2北海道大学大学院農学研究院・3パランカラ

ヤ大学

インドネシア中部カリマンタン州の泥炭湿地帯で荒廃度
の異なる 3サイト（①非排水二次林、②排水二次林、③排
水に加え火災が数度の疎林）に固定試験地を設置し、悉皆
直径測定によりバイオマスとその年々変化を推定した。半
径 7・14・21mの同心三円で構成される試験地を各サイト
に 4箇所、計 16 設置し、内・中・外円内それぞれ胸高直径
5・10・20 cm（サイト③では 3・5・10 cm）以上の立木に
個体番号を付して樹種と胸高直径を記録した。別途調製し
た幹、枝、葉、根の器官別立木バイオマス推定式用い、
2013∼2016 年の各年 9月（乾季）のバイオマスと、その変
化を求めた。その結果、ha あたり総バイオマスの平均は
① 220 トン、② 180 トン、③ 15 トンほどで、年変化量の
2013∼14・2014∼15・2015∼16 が①+5・+5・−1 トンで
通算+3 トン、②+10・−8・−4 トンで通算-0.6 トン、③
+7・−6・±0 で通算+0.3 トンであった。バイオマスの①
>②は 1990 年頃までの伐採圧の差と排水による地下水位
低下で成長が抑制されたと思われる。またバイオマス変化
の①>③>②は、①で荒廃度合いが弱く、③が攪乱（火
災）からの回復初期にあり、②で荒廃度が強いうえ攪乱後
年数がかなり経過したためと考えた。

P2-181 樹木種多様性・潜在資源利用・炭素蓄積量の比

較：ミャンマーにおける事例

古川拓哉1・佐藤 保2・北原文章3・Billy NeWin4・鷹尾 元5・

Myat Su Mon6・道中哲也7・Ei Ei Swe Hlaing4・Htike San

Soe4・Thaung Naing Oo4

1（国研）森林機構 森林総合研究所生物多様性研究拠点・2（国研）

森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・3（国研）森林機構

森林総合研究所四国支所・4ミャンマー森林研究所・5国際農林水

産業研究センター・6ミャンマー森林局・7（国研）森林機構 森林

総合研究所林業経営・政策研究領域

熱帯地域の森林保全は REDD+をはじめとした地球温
暖化緩和策としての役割が期待されている。広域スケール
では森林の炭素蓄積量と生物多様性の間に正の相関が確認
されているが、実際の森林管理が行われるスケールでも同
様の傾向が認められるとは限らない。さらに、森林に依存
する地域住民への潜在的な便益（植物資源利用）を含めて、
複数の生態系サービスと生物多様性の間のシナジーあるい
はトレードオフの関係を明らかにすることで、多様な便益
を保全・増強するための森林管理について検討することが
可能になると期待される。
本研究では、ミャンマーの半常緑樹林において森林炭素

蓄積量の推定を目的に取得された毎木調査データ（40m×
40m、DBH≧5 cm）約 50 地点を用いて、炭素蓄積量、樹木
種多様性を評価した。また、周辺に居住する住民への聞き
取りにより全樹種の用途を調べ、地域住民による潜在資源
利用を調査した。解析ではタケ類の優占度を考慮しなが
ら、炭素蓄積量、樹木種多様性、潜在資源利用の三者の関
係を比較した。
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P2-182 カンボジアの乾燥落葉林における林床植生の地

上部と地下部のバイオマス

田中憲蔵1・大貫靖浩1・佐藤 保1・Chann, Sophal2

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2カンボジア野生生物開発研

究所

カンボジアクラチエ州の乾燥落葉林で林床植生の地上部
と地下部のバイオマスを乾季初めに測定した。調査地は落
葉性のフタバガキ科、マメ科、シクシン科の樹木が優占
し、疎林状の林分を形成していた。林床は高さ 1m 程度
の草本や矮性のタケ（Vietnamosasa pusilla）に覆われてい
た。測定は 1m四方のコドラートを設け、コドラート内の
すべての林床植生を刈り取り、葉と非同化部分に分けて測
定した。根のバイオマスは同じコドラートで深さ 10cm
ごとに 40cm の深さまでブロックサンプリング法を実施
し推定した。林床植生の地上部バイオマスはプロット間で
ばらつき 2∼16Mg ha−1 と推定された。斜面上部ではイ
ネ科草本の割合が多かったが、斜面下部では矮性のタケの
割合が 9 割以上に達した。林床植生の葉面積指数は 3
（m−2m−2）程度の値であった。林床植生の地下部のバイ
オマスはプロット間でのばらつきが大きく、イネ科草本が
多いプロットでは 2Mg ha−1程度であったが、矮性のタケ
が優占するプロットでは地下茎のバイオマスが大きく 29
Mg ha−1 と推定された。なお本研究は、環境省地球環境保
全試験研究費により実施した。

P2-183 日本の広葉樹バイオマス推定のための相対成長

式

諏訪錬平1・田中真哉1・奥田史朗1・家原敏郎1・藤原 健2・細田

和男2

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所

森林バイオマスの推定式は、種や地域特有のモデルから
種や地域を跨ぐ汎用モデルまで様々なモデルが提唱されて
いる。本研究では、亜熱帯から亜寒帯までほぼ連続的に分
布する日本の広葉樹林のバイオマス推定式を、地域差や気
候因子を考慮して構築する。北海道から沖縄までを含む
89 地点で採取された 66 種を含む 893個体のデータを用い
て、地上部の各器官（幹・枝、葉）バイオマスに対する、
直径 D、樹高 H、材比重 BD、気候因子、緯度・経度を説明
変数とする加法モデルを構築した。バイオマスにはガンマ
分布と対数リンク関数を仮定した。D、Hおよび BDは対
数変換された。緯度・経度は平滑化スプライン項として組
み込まれた。AIC による変数選択の結果、全ての器官の最
適モデルにおいて DH、BDは正の係数値を示した。幹で
は、気象因子と緯度経度の平滑化スプライン項の効果は不
明瞭だった。枝葉の最適モデルでは寒さの指数は負の係数
値を示した。個体サイズが小さくなると枝と葉の予測値は
過大となったが、被圧個体の枝葉の量が極端に少ないため
と考えられた。サンプル数の多かったクヌギとコナラで比
較した結果、寒さの指数に対する枝葉の振る舞いには種間
差がみられた。

P2-184 モンゴル北部の森林-草原境界地域における土

壌炭素蓄積と植生変遷

志知幸治1・安江 恒2・NachinBaatarbileg3・Byambasuren

Oyunsanaa3・松浦陽次郎1

1（国研）森林機構 森林総合研究所・2信州大学・3モンゴル国立

大学

モンゴル北部地域は永久凍土分布の南限に位置し、凍土
上に成立するシベリアカラマツを主とする森林と草原との
境界域となっている。この地域では、気候変動に伴う永久
凍土の融解などによって植生分布が変化し、土壌炭素蓄積
に大きな影響を与える可能性が考えられる。本研究では、
森林-草原境界域に位置するウランバートル北部のウッド
レグにおいて植生と土壌炭素蓄積量の関係を検討し、流域
内の過去の植生変遷を復元した結果と合わせて考察した。
1m深までの土壌炭素蓄積量（kg-C/m2）は、斜面中部の草
地で 4.8、斜面上部のシベリアカラマツ林で 8.6、斜面中部
のシベリアカラマツ林および斜面下部のシベリアマツ林で
17.0 であった。草地より森林の方が約 2∼4倍多く、また
斜面の下部ほど多い傾向にあった。一方、採取した湿原堆
積物の年代測定および花粉分析結果から、現在優占するカ
ラマツは約 150 年前から増加し、それ以前の植生は草本類
やカバノキ属が多かったことが明らかになった。モンゴル
北部地域における近年の夏季平均気温の上昇（Davi et al.
2015）に伴ってカラマツが増加し、土壌炭素蓄積量が増加
した可能性が考えられた。

P2-185 花粉分析と微粒炭分析に基づく鳥海山麓天然ス

ギ林の1000年前以降の衰退過程

池田重人1・志知幸治2・岡本 透3

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所四国支所・3（国研）森林機構 森林総合研

究所関西支所

これまでに演者らが秋田周辺地域でおこなってきた花粉
分析の結果から、天然秋田スギの衰退は中世の時代にはす
でに始まっていた可能性が示された（第 128回大会）。こ
れらの中で、鳥海山北麓の桑ノ木台湿原で採取した堆積物
試料を用いて、大型微粒炭（>250 μm）の出現傾向から近
傍で起きた火事の時代変化を明らかにし、花粉分析による
植生変遷過程と合わせて考察した。大型微粒炭は、深度 65
cm（約 1000 年前）以深と表層ではほとんどみられず、深
度 65∼30 cm においてのみ多数検出された。大型微粒炭
の増加と連動するようにシダ（単条溝型胞子）が増えた後
イネ科が圧倒的な優勢を示し、やや遅れてカヤツリグサ科
やマツ属が増加した。一方、スギは約 2500 年前以降優勢
を保っていたが、大型微粒炭の増加とともに減少し、深度
40∼25 cm では 10%台まで落ち込んだ。これらの一連の
変化は、火入れや伐採などの人為的な活動の影響を反映し
たものと考えられた。
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P2-186 国内の森林土壌における団粒サイズと有機物特

性の関係

永野博彦・小嵐 淳・安藤麻里子

日本原子力研究開発機構原子力基礎工学研究センター

土壌には様々な大きさの団粒が混在しており、団粒を構
成する有機物の存在量や性質と団粒の大きさとの関係を明
らかにすることは、土壌への炭素蓄積プロセスを理解する
うえで重要である。本研究では、国内の森林から採取した
リン酸吸収係数の異なる複数の土壌について団粒分画を行
い、団粒サイズと団粒の炭素（C）・窒素（N）濃度および
C/N比との関係を調査することで、リン酸吸収係数をはじ
めとする土壌理化学性から団粒サイズと有機物特性との関
係を推定できるかを検討した。一般的な黒ボク土と同程度
のリン酸吸収係数（14 g P2O5/kg）を有する森林土壌（宮崎
県）では、団粒サイズに依らず C・N濃度は一様であった。
広島県の森林で採取した土壌（リン酸吸収係数 4g P2O5
/kg）では、全団粒に占めるミクロ団粒（直径 250 μm未満）
の重量割合は約 15% であったが、C・N濃度はマクロ団粒
（直径 250 μm以上）に比べ約 2倍高く、ミクロ団粒のC含
有量は全土壌 C量の 30%に達した。C/N比は、土壌の種
類や団粒のサイズに依らず 15 前後を示した。より多地点
での調査が必要であるものの、有機物濃度の団粒サイズに
対する依存性をリン酸吸収係数から推定できる可能性が示
唆された。

P2-187 農地から森林への土地利用変化が土壌炭素量に

与える影響 ─観測結果─

石塚成宏1・金子真司2・鶴田健二1・橋本昌司1・相澤州平1・橋本

徹3・伊藤江利子3・篠宮佳樹2・野口享太郎4・森下智陽4・小野賢

二4・岡本 透5・酒井寿夫6・鳥山淳平7・酒井佳美7・稲垣昌宏7・

片柳薫子8・白戸康人8・小原 洋8・神山和則8・神田隆志9・井上

美那8・草場 敬10

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所震災復興・放射性物質研究拠点・3（国研）森

林機構 森林総合研究所北海道支所・4（国研）森林機構 森林総合研

究所東北支所・5（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・6（国研）

森林機構 森林総合研究所四国支所・7（国研）森林機構 森林総合研

究所九州支所・8農研機構 農業環境変動研究センター・9国際農

林水産業研究センター・10農研機構九州沖縄農業研究センター

国連に提出される日本の国家インベントリー報告による
と、森林土壌表層 30 cm の平均炭素蓄積量は 85 tC/ha であ
り、畑の 87 tC よりも少ない。実際に森林が畑になった場合
炭素量は減るあるいは畑が森林になったら炭素量は増える
と考えられるが、京都議定書の算定ルールにより、森林が畑
になった場合炭素量は増え、畑が森林になった場合炭素量
は減る計算になる。近年、労働力不足等により放棄されて
森林化している農地は散見されるようになっており、これ
らの炭素蓄積量変化の実態把握が必要とされている。そこ
で我々はここ 40 年以内に農地から森林になった場所を選定
し、お互いに隣接する農地・森林から土壌を採取して炭素蓄
積量を比較した。炭素蓄積量の比較には、深さ 30cm 同士
を比較する方法と、農地 30cm までの鉱質土壌重量と同重
量になる深さまでの炭素量を比較する質量均等法の 2 つの
方法によって比較した。その結果、平均では森林の炭素蓄
積量が多いものの、森林よりも農地の炭素蓄積量が多い場
合も多く見られた。農地でも管理手法によっては炭素蓄積
量が高く維持されるため、今後は個別の試験地毎に管理実
態等を考慮し解析していくことが重要と考えられた。

P2-188 森林と農地間の土地利用変化が土壌炭素量に及

ぼす影響 ─モデル構築と検証─

鶴田健二1・橋本昌司1・片柳薫子2・石塚成宏1・金子真司3・白戸

康人2・小原 洋2・神山和則2・神田隆志4・井上美那2

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2農研機構

農業環境変動研究センター・3（国研）森林機構 森林総合研究所震

災復興・放射性物質研究拠点・4国際農林水産業研究センター

森林と農地間の土地利用変化に伴う土壌炭素の変化量に
ついて、日本においては科学的な知見がほとんど蓄積して
おらず、その算定手法も確立していない。日本国温室効果
ガスインベントリ報告書では、森林では CENTURY モデ
ルが、農地ではRothC モデルが用いられており、両者をま
たぐ共通モデルの開発には至っていない状況である。そこ
で本研究では、森林と農地間の土地利用変化が土壌炭素量
に及ぼす影響を、統一的なモデルを用いて予測可能にする
ことを目的とした。
RothC には枯死木とリタープールが存在しないが

CENTURYには存在するため、本研究では CENTURYを
採用し、土壌への有機物供給量を調整しやすくするために、
有機物供給とその後の分解過程を表現した土壌部分のみの
モデルへと改良した。有機物供給量は聞き取り調査もしく
は文献値を基に与えた。
森林から農地、また農地から森林へと土地利用変化が起
きた調査地（黒色土）を対象に本モデルの検証を行った結
果、現時点では土地利用変化後の実測土壌炭素量を過大・
過小評価する傾向にあった。今後は有機物供給量や、黒色
土における土壌有機物の分解遅延をより精緻に決めていく
必要があると考えられた。

P2-189 森林劣化が進む熱帯地域の炭素貯留量推定のた

めの土壌炭素データベース

鳥山淳平

（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所

森林劣化が進行する熱帯諸国においては、途上国の森林
減少・劣化に由来する排出の削減と持続可能な森林経営を
推進するメカニズムである REDDプラスの実現が期待さ
れている。REDDプラスを社会に導入するためには森林
の炭素プールを広域かつ高精度でモニタリングする技術の
確立が不可欠である。しかしながら森林生態系の大きな炭
素プールである土壌炭素は調査コストも高く、モデリング
による推定が現実的なアプローチと考えられる。本研究は
上記のモデリングに必要な土壌炭素データセットの構築を
目的とする。データソースとして、森林劣化の進むカンボ
ジア国において 2000 年代前半から森林総合研究所が収集
した土壌炭素データを整理した。地点数は未公表の 34 地
点を含む計 66 地点である。土壌層位数は約 300点である。
記載項目は調査時期、地域、位置座標、森林型、深さ、炭
素濃度、容積重等である。今後、同データセットは公開さ
れ、土壌炭素モデリングの構築と検証に利用される予定で
ある。
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P2-190 四国の人工林における土壌炭素貯留量の空間的

な変動要因について

酒井寿夫

（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所

森林の土壌炭素貯留量は空間的なばらつきが大きく、そ
れが面的な土壌炭素貯留量の空間分布の推定を難しくして
いる。このばらつきがどのような要因で起きているのかを
明らかにすることは、森林土壌の持つ炭素固定能の評価や
土壌の空間的な成り立ち（土壌生成・分布）を考える上で
も重要である。本研究では、急峻な地形を持つ四国の四万
十帯に属する山地において、これまで得られた土壌断面調
査のデータ（0-30 cm の土壌炭素貯留量）と 5m の DEM
を用いて、地形や樹種（スギ 31 地点、ヒノキ 64 地点）など
の要因が土壌炭素貯留量に及ぼす要因について検討した。
一般線形モデルによる解析の結果、土壌炭素貯留量に大き
な影響を及ぼしていると考えられた因子は、斜面傾斜度、
斜面位置などであった。林種による明確な差は見られな
かったが、スギ林は斜面下部で、ヒノキ林は斜面上部で炭
素貯留量が大きくなる傾向にあった。ただし、スギ林、ヒ
ノキ林のいずれも土壌炭素貯留量のばらつきが大きく、斜
面傾斜度、斜面位置の 2因子だけからは精度の高い推定を
することは難しいと考えられた。

P2-191 亜高山帯常緑針葉樹林における標高別の土壌炭

素の貯留量および放出量

小林 元1・前川夏子2・阪田匡司3・平井敬三3

1信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究セン

ター・2信州大学農学部・3（国研）森林機構 森林総合研究所立地

環境研究領域

亜高山帯常緑針葉樹林において、土壌の炭素貯留量およ
び呼吸速度の測定を標高別に行った。調査地は西駒 ST丸
尾根上の標高 2045m、2255m、2453m の固定試験地とし
た。固定試験地近傍の地表に円筒型チャンバーを 4ヶずつ
設置し、土壌呼吸速度の測定を行った。地表面からB層あ
るいはC層までの土壌を 10cmおきに採取し、土壌炭素量
を測定した。地表温度は、標高が高い試験地ほど低い値を
示した。地温 10℃時の土壌呼吸速度（R10）は逆に標高が
高い試験地ほど高かった。断面積合計は 2453m、2255m、
2045m試験地の順で大きい値を示したことから、2453m
試験地の R10 が最も高いのは、根呼吸量が多いためと考え
られる。土壌呼吸速度の Q10 には試験地による明瞭な違
いは見られなかった。年間の積算土壌呼吸量は 2255m試
験地で最も高く、次いで 2045m、2453mの順で高かった。
積算土壌炭素量も 2255m、2045m、2453m試験地の順で
高いことから、2255m試験地の年間土壌呼吸量が多い原
因として、地表温度が 2453m試験地よりも高いことに加
えて、土壌中の炭素貯留量も多いことが挙げられる。西駒
ST の亜高山帯常緑針葉樹林の土壌呼吸量は、温度環境以
外にも林分構造や土壌炭素量に影響されると考えられる。

P2-192 森林土壌炭素インベントリにおける断面石礫率

を考慮した土壌炭素蓄積量評価

稲冨素子1・今矢明宏2・志知幸治3・小林政広1・池田重人4・大曽

根陽子1・南光一樹5・三浦 覚6・篠宮佳樹4・大貫靖浩7・金子真

司4・田中永晴1

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2国際農林

水産業研究センター・3（国研）森林機構 森林総合研究所四国支所・
4（国研）森林機構 森林総合研究所震災復興・放射性物質研究拠点・
5（国研）森林機構 森林総合研究所森林防災研究領域・6（国研）森

林機構 森林総合研究所企画部・7（国研）森林機構 森林総合研究

所東北支所

土壌炭素蓄積量の評価には、石礫率、土壌炭素濃度、容
積重のパラメータ─が計算に必要である。本研究では、そ
れら 3つのパラメータが炭素蓄積量に及ぼす影響を明らか
にするため、森林土壌炭素インベントリ第二期（2011∼2015
年度）のデータを用い、各パラメータのレンジとばらつき
を考慮して、それぞれの標準偏差に基づく感度分析を行っ
た。土壌炭素量に対して影響が最も大きかったのは土壌炭
素濃度であり、平均値に標準偏差分を加えた値を用いて土
壌炭素量を計算すると推定結果は 71%増加となった。つ
いで容積重で、同様に標準偏差を加えて土壌炭素量を計算
すると結果は 45%増加した。これらと比較すると石礫率
は影響が小さかったが、標準偏差分の増加に対して土壌炭
素量は 15%減少となった。このように、実際に調査され
た多地点データを詳細に解析することで、土壌炭素量計算
に寄与するパラメータを明らかにすることができた。

P2-193 人工加温操作が土壌の炭素収支に与える影響

高木正博・湯地沙都美

宮崎大学農学部

地球温暖化問題に対応して人工加温操作による土壌呼吸
速度の増加を明らかにした研究例は多い。これは温度上昇
が土壌中の有機物の分解速度に影響を与えた結果である
が、そうであれば土壌水中の成分濃度も変化する可能性が
考えられる。すなわち温度上昇の影響は気体の放出速度だ
けでなく土壌水の流出量の変化させることによって土壌全
体の炭素収支を変化させるかもしれない。本研究の目的
は、土壌の人工加温操作による土壌呼吸速度と土壌水の溶
存炭素濃度の変化を明らかにすることである。試験は宮崎
大学田野フィールド（演習林）内の広葉樹林でおこなった。
2017 年 3月にテンションフリーライシメータを設置し土
壌水を採取した。同年 10月から土壌呼吸速度の測定を開
始し、11 月に地温を約 2.5℃上昇させるようにクォーツ
ヒータをライシメータ上に設置した。その結果、土壌呼吸
速度は増加したが土壌水中の溶存有機炭素濃度は顕著な増
加を示さなかった。落葉量から推定した炭素流入量に対す
る、流出量の人工加温操作による変化量を考察する。
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P2-194 土壌の乾燥が土壌呼吸の温度依存性におよぼす

影響

阪田匡司・古澤仁美

（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域

土壌水分変動が土壌呼吸の温度依存性（Q10）におよぼ
す影響を評価するため、茨城県かすみがうら市千代田苗畑
構内の 40 年生スギ人工林において、ビニールシートを用
いて降雨遮断をおこない、遮断区と未遮断区（各 4反復）
で土壌呼吸測定をおこなった。そのうちの 1つの遮断区お
よび未遮断区には別途、リター層を除去した地点も設け、
同様に土壌呼吸を測定した。その結果、遮断区の土壌呼吸
の Q10（2.3）は未遮断区の Q10（2.7）よりも低下した。ま
た、リター層を除去した地点の土壌呼吸の Q10 も遮断区
（2.3）の方が未遮断区（2.4）よりも小さかったが、その低下
の程度は小さかった。既報（阪田・古澤、関東森林研究 69：
受理）では、室内実験による同地点のリター・細根・鉱質
土壌の CO2放出速度は、乾燥処理によって鉱質土壌やリ
ターの CO2放出速度は大きく低下するが、Q10 自体は変
化しなかったことから、本研究で認められた乾燥処理によ
る土壌呼吸の Q10 の低下は、根呼吸や微生物呼吸の Q10
が変化したのではなく、乾燥処理の影響を受けやすい微生
物呼吸が減少し、より大きな Q10 をもつ微生物呼吸の寄
与率が低下したためと考えられた。

P2-195 ハンノキ湿地林における樹幹からのメタン放出

量とその変動要因

寺澤和彦1・小川 舞1・川和美香1・阪田匡司2・石塚成宏2

1 東京農業大学生物産業学部・2（国研）森林機構 森林総合研究所

北海道東部の濤沸湖（汽水湖）に隣接する泥炭湿地林に
おいて、湖岸からの距離や地下水位変動パターンの異なる
3つの調査地（サイトY、M、および K）を設定し、ハンノ
キ（各調査地で 3個体ずつ）とヤチダモ（サイトYのみで
3個体）の林冠木の樹幹表面（地上約 20∼60 cmの幹全周）
からのメタン放出量を 2017 年 6月∼12月に 2か月に 1回
測定した。あわせて、各調査地における地下水位、土壌間
隙水の溶存メタン濃度と主要イオン濃度を毎月 1 回測定し
た。樹幹メタン放出量とその季節変動パターンには調査地
間で違いがみられた。湖岸から遠く土壌間隙水の水質が汽
水の影響を受けないサイトYとMでは、樹幹メタン放出
量は 8 月にピークをもつ明瞭な季節変動を示し、ピーク時
の放出量（ハンノキの平均値）はそれぞれ 484 μg CH4 m

−2

h−1 と 4,035 μg CH4 m
−2 h−1 であった。一方、湖岸に近い

サイト K では、樹幹メタン放出量は調査期間を通じて
1∼3 μg CH4 m

−2 h−1 と小さかった。樹幹メタン放出量の
調査地間での違いには、地下水位、溶存メタン濃度、硫酸
イオン濃度などの環境要因が関わることが示唆された。

P2-196 東アジア森林生態系における温室効果ガス収支

の長期変動に関するモデル解析

伊藤昭彦

国立環境研究所地球環境研究センター

森林生態系は地域スケールの温室効果ガス収支において
重要な役割を果たしており、都市近郊においてすら、大気
中濃度には自然起源の変動が無視できない影響を与えてい
る。生態系の温室効果ガス収支は、植生や土壌の成長に
従って変化するだけでなく、気候変動による影響を受ける
ため、その気候システムへのフィードバックを定量化する
には長期的評価が必要である。本研究では、陸域生態系の
物質循環をメカニスティックに扱うモデル（VISIT）を用
いて、東アジア地域を対象にしたシミュレーションを実施
し、森林生態系による温室効果ガス収支に関する寄与を評
価することを目的とした。1901∼2016 年の気候データと
土地利用データを用いて、116 年間の長期変化をシミュ
レーションに取り入れた。VISIT では CO2、CH4、N2O の
吸収放出を扱うことができ、森林伐採など土地利用に伴う
放出、火災に伴う放出も組み込まれている。ここでは現在
の各温室効果ガス収支に関する土地利用別の集計結果、過
去のシミュレーション結果に基づく時期別の変化に関する
結果などを示す。

P2-197 スギとヒノキの根株の分解に伴う材密度変化の

比較

酒井佳美1・石塚成宏2

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所立地環境研究領域

人工林で伐採後に林地に残される根株は地表の切株と地
下の根からなる。根株は枯死木の 1つとして気候変動枠組
条約・京都議定書における森林の吸収量の算定・報告の必
要のある炭素プールである。根株の炭素蓄積量推定に使用
する材密度には地表の切株の数値を使用しているが、地表
と地下において材密度に違いが無いかを確認する必要があ
る。そこで、本研究では分解程度の異なるスギとヒノキの
根株試料を各地の人工林から採取し（スギ 26 本、ヒノキ
10 本）、切株と根に分けて材密度を算出し、地表と地下と
での材密度の比較をおこなった。地表と地下の材密度の比
較には、Ⅱ型の回帰である Reduced Major Axis（RMA）
を使用して検討した。地下の根は根株 1個体につき 3個以
上の根を採取しており、根の材密度は根株個体ごとに測定
した値の平均値を計算して使用した。36個体の全ての試
料を用いたRMAでの比較では、地表の材密度に対する地
下の材密度の関係の傾きが 1 と異なることが棄却され（p
=0.62）、同じ個体の根株の地表と地下の材密度はほぼ等し
いことが示された。
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P2-198 Litter quality control of decomposition of

leaves, twigs, and sapwood by the white-

rot fungus Trametes versicolor

Takashi Osono1・Takuya Hishinuma2・Jun-ichi Azuma2・

Hiroshi Takeda1

1Doshisha University・2Kyoto University

Litter quality plays predominant roles in plant litter
decomposition by modifying the activity of decomposer
fungi. The variability in the decomposing ability of a single
fungal strain (Trametes versicolor IFO30340) was quanti-
fied under pure culture conditions to elucidate litter
quality measures that control the decomposition. We used
a total of 72 litters from 51 plant species. Mass loss of litter
caused by the fungus ranged from 0. 9 to 59.8% of the
original litter mass, was significantly higher in leaves,
twigs, and petioles than in heartwood, and was signifi-
cantly higher in broad-leaved than in coniferous litter.
Tissue type (leaf, sapwood, or twig) and the relative
amount of acid-unhydrolyzable residues to total nitrogen
were selected as predictor variables of the mass loss of
litters. Fourier tranform infrared (FT-IR) spectroscopy
showed that guaiacyl units of lignin negatively affected the
fungal decomposition.

P2-199 北海道内陸部における広葉樹葉リター分解に地

形と樹種が与える影響

菱 拓雄

九州大学農学部附属演習林

落葉分解を規定するのは、落葉の質、環境と分解者生物
である。分解は常に質が良く、環境がよく、生物活性が高
ければ速いのだろうか。本研究では、樹種ごとに落葉分解
に対する地形の影響を調べた。また、分解者生物の影響も
検討した。
リターバッグ実験に用いたのはミズナラ（Qc）、エゾイ

タヤ（Ap）、オオバボダイジュ（Tm）、ハルニレ（Ud）の
4樹種である。環境ストレスの大きな南斜面、湿潤で安定
した環境の湿性の谷部および北斜面の 3箇所にプロットを
設置した。リターバッグは設置後 1 年目と 2年目に回収し
た。
落葉の分解速度は Qc が最も遅く、Tmと Ud で速かっ
た。地形が落葉分解に与える影響は樹種によって異なり、
Qc では南斜面で北斜面、谷部よりもそれぞれ分解が 1.6、
1.9倍速かったのに対し、Ap、Tm、Udでは谷部や北斜面
で南斜面よりも速く分解が進行した。一方でトビムシの個
体数は、2 年目の Ap を除き、南斜面で谷部や北斜面より
も低かった。Qc は生物活性が低く、物理的ストレスの大
きい環境で分解が速かったことから、樹種によっては物理
的ストレスの強さが初期分解の促進に重要であると考えら
れた。

P2-200 キシャヤスデによる土壌リン動態の変化

豊田 鮎・末永悠里子

香川大学農学部

土壌に供給された落葉などの有機物は落葉食者を介して
変容する。そのため、土壌表層に滞留する分解途中の有機
物の組成や量、無機化速度は落葉食者の生息によって変化
する可能性がある。日本中部の広い範囲に優占種として高
い密度で生息するキシャヤスデ成虫は、林床の表層から深
さ 10cm程までを生息層とし、土壌と落葉を混食すること
が知られている。したがって、成虫は落葉由来の有機物を
土壌層に糞として混入すると考えられる。本研究では、キ
シャヤスデ成虫（以下、ヤスデ）によって、どの程度のリ
ン（P）が落葉から土壌に混入するのか、また、その混入量
は樹種や土壌の有機物含有量に依存するのかを明らかにす
ることを目的とした。有機物含有量が異なる 2つの土壌と
ミズナラ、カラマツの落葉を用い、ヤスデの有無を操作し
たマイクロコズムを 3ヶ月間の室内培養後、落葉減少量、
土壌 P量を測定した。その結果、ヤスデなし（対照）区と
比較したヤスデ区の落葉減少量の増加は有機物含有量が高
い土で多く、カラマツよりミズナラで多いことが分かった。
一方、土壌の有機態 P を含む TP量はカラマツの場合にヤ
スデによって微増したが、ミズナラでは差がみられなかっ
た。

P2-201 木質バイオマス燃焼灰の肥料成分特性

平井敬三1・吉田貴紘2・長倉淳子1・山田 毅1

1（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域・2（国研）森

林機構 森林総合研究所木材加工・特性研究領域

木質バイオマス燃焼灰の有効利用のため、様々な燃焼方
式、原料、規模のボイラーで燃焼した灰の肥料成分を分析
した。対象とした燃焼灰は 14事業所から収集した 21 種類
の試料である。原料は未利用材および一般材のみで、廃材
は対象にしなかった。主灰が 14、飛灰が 5、その他 2 であ
る。
燃焼灰の pH（H2O）は 10∼13 の範囲にあり、高アルカ
リであった。成分含有率はカリウム（K2O）で 1.1∼37.3%、
リン酸（P2O5）で 0.3∼8.8%、窒素で nd。∼5.65 g kg

−1 で
あり、肥料 3成分ではカリウム含有率が最も高かった。そ
の他、カルシウム（CaO）は 2.0∼46.4%、マグネシウム
（MgO）は 0.5∼9.1% であった。いずれもの成分も灰に
よって含有率に 10倍以上の違いがあった。また、主灰よ
り飛灰の方が高い含有率にある傾向を示したが、リン酸で
はその違いは明らかでなかった。リン酸とカリウムの含有
率は、それぞれ 8% および 30% を越える高濃度の灰も存
在しており、肥料原料としての検討が可能と考えられる。
今後は微量成分や重金属成分の分析も行い、成分特性と安
全性等の検討が必要である。
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P2-202 冷温帯林におけるササの除去は土壌水分と窒素

動態を変えるか？

福澤加里部1・谷口武士2・野村 睦1

1 北海道大学北方生物圏フィールド科学センター・2鳥取大学乾

燥地研究センター

冷温帯林において地表を被覆する林床植生・ササの存在
が森林の水や物質の循環へ及ぼす影響や地下部での樹木と
ササの相互作用を明らかにするために、ササ地上部を実験
的に除去し、その前後での土壌水分や土壌中の窒素量の変
化を調べた。また土壌環境の変化に対応したササ・樹木の
細根動態の変化や樹木と共生する外生菌根菌の動態を追跡
した。北海道北部の天然性冷温帯林内に生育するミズナラ
個体の周囲にプロットを設定し、ササ除去区においては林
床に生育するクマイザサ地上部を刈り取り、プロット外へ
搬出した。各プロット内において処理前後で体積土壌水分
率、地温、および無機態窒素量（NH4

+、NO3
−）を測定し

た。また細根量と処理後の細根生産量を定量し、ミズナラ
細根の菌根化率と菌根菌種組成を測定した。土壌水分率、
土壌の無機態窒素量にササ除去処理の影響はみられなかっ
た。ササ除去区ではササの細根生産量は小さいものの、逆
に樹木の細根生産量は大きく、全体として対照区と同レベ
ルであった。ササ地上部が除去されても生態系内へ窒素を
保持するメカニズムが働き、土壌の無機態窒素量は即座に
増加しないことが示された。

P2-203 DEMから算出した地形指数と土壌型との関係

の全国地域間比較

稲垣昌宏1・高橋正義2

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林災害・被害研究拠点

近年高精度のデジタル地図情報（DEM）が整備され、国
土地理院基盤地図情報 10mメッシュの標高データは全国
規模で整備されている。褐色森林土等の土壌型は、スギの
生産力を推定するために、斜面位置の違いによる土壌の乾
湿を表現する目的で定義されている。既報にて九州内にお
いて DEMから算出される地形的な湿潤指数（TWI）と実
際の土壌調査に基づく土壌型との関係から、どの程度褐色
森林土の土壌型を推定できるかを報告し、今回それを全国
に拡張した。地域間でそれらの関係に違いがあるかを調べ
た。過去の土壌調査事業メタデータおよび森林土壌インベ
ントリ調査 1期のデータを用い、断面位置の近接メッシュ
の TWI を抽出し比較した。TWI はいずれのデータセッ
トも平均で BA 型が最も低く BF 型が最も高い結果とな
り、湿潤な土壌型になるにつれて大きくなる傾向が見られ
た。主要な土壌型（BB、BD、BD（d））と地方間を要因と
した二元配置の分散分析では、データセットにより地域間
差が有意になる場合があったが交互作用は有意でなかっ
た。これらの結果から、土壌群が判明している場合、DEM
から一定精度で土壌型が予想できる可能性が示された。

P2-204 ラオス北部山地のチーク人工林の生育と立地お

よび土壌条件の関係

今矢明宏1・Simone Vongkhamho2

1 国際農林水産業研究センター林業領域・2ラオス国立農林研究

所林業研究センター

チーク生育について立地環境や土壌の面から好適条件が
示されているが、これらの条件のうちどの要因の効果が高
いかは対象となる地域の大きさや気候、地質条件等によっ
て異なる。調査対象としたラオス北部山地は、チークの天
然分布域であるインドからインドシナ半島西部と隣接した
地域であるものの、その適地から外れている。これらの地
域においてより高い生産性を得るためには最適な立地およ
び土壌条件を導き植栽地を選定する必要がある。ラオスに
おける最大のチーク産地であるルアンパバーン県において
チーク人工林 32 林分を調査し、チーク生長と立地および
土壌条件の関係について解析した。広域的に比較した場
合、チークの生長に対し、標高や傾斜、気温等の立地条件
は明瞭な関係性が認められなかった。一方、土壌の化学性
とは関係性がみられ、特に交換性カルシウム濃度が高いほ
ど成長が良いという結果が得られた。調査地域は石灰岩と
堆積岩が互層を成す地質構造をしており、交換性カルシウ
ム濃度は石灰岩塊の山体を中心として高く、堆積岩からな
る盆地に向かって低くなる傾向がみられた。立地条件と
チーク成長との関係の不明瞭さもこの土壌条件によるもの
と考えられた。

P2-205 森林土壌の有効水分率の推定に適した保水性モ

デルの検討事例

釣田竜也・小林政広

（国研）森林機構 森林総合研究所立地環境研究領域

圃場容水量含水率（圧力水頭−5kPa 時の含水率）と永
久しおれ点含水率（圧力水頭−1554kPa 時の含水率）の差
で定義される有効水分率は、植物が利用可能な水分を規定
する重要な指標である。しかし森林土壌の既往の保水性
データは永久しおれ点のような高乾燥域まで測定されてお
らず、多くが圧力水頭−155kPa までである。そのため保
水性モデルを当てはめて外挿により永久しおれ点含水率を
求めて有効水分率を推定することになるが、実測値がない
ため、モデルによって異なる推定値のうちのどれが適切か
十分に検討されていない。本発表では、飽和から永久しお
れ点より高乾燥域まで実測した保水性データを使い、高乾
燥域のデータがないと仮定して圧力水頭−155kPa までの
データに保水性モデルを当てはめて有効水分率を推定し、
実測した有効水分率との差を検討した。当てはめに用いた
保水性モデルは、広く用いられる van Genuchten（VG）モ
デルと、その改良モデルで炉乾燥に相当する圧力水頭−981
MPa で含水率が 0になる Fayer and Simmons（FS）モデ
ルである。検討の結果、VG モデルよりも永久しおれ点含
水率を小さく推定する FS モデルの方が実測の有効水分率
に近い推定値を与えることが分かった。
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P2-206 コウヨウザン林における土砂流出量の変化

渡辺靖崇1・鈴木保志2・涌嶋 智1・坂田 勉1・東 敏生1

1広島県立総合技術研究所林業技術センター・2高知大学農林海

洋科学部

コウヨウザンとは中国では主要な造林樹種の一つである
が、日本では造林実績が少なく林分としての性質は不明な
点が多い。本研究ではコウヨウザン林における表土移動特
性とそれに関係する要因を明らかにするため、コウヨウザ
ン林とヒノキ林に簡易土砂受け箱を設置して表土移動量を
観測した。コウヨウザン林では落葉落枝が堆積しやすい特
徴があるため、その評価を目的に落葉落枝の除去区を設け
た。他の土砂受け箱の設置要因として傾斜条件（急・緩）
を加えた。また、物質移動レート（gm−1 mm−1）を指標
として他の樹種の林分を調べた既往の研究事例と比較検討
した。コウヨウザン林の落葉落枝の有無を比較すると、有
りのほうが物質移動レートが低く、コウヨウザンの落葉落
枝による表土保全の効果を確認できた。コウヨウザン林で
は落葉落枝の除去区でも下層植生の回復がほとんど見られ
ず、その原因として照度不足と上層木のコウヨウザンによ
るアレロパシーが考えられた。既往研究による他樹種林分
と比べると、コウヨウザン林は表土保全の効果が高いとさ
れるアカマツ林と同程度の物質移動レートとなった。

P2-207 岐阜県スギ人工林冠雪害危険度マップの再検討

久田善純1・岡本卓也1・横井秀一2

1岐阜県森林研究所・2岐阜県立森林文化アカデミー

岐阜県版スギ人工林冠雪害危険度マップ（横井ら、2007）
の作成後 10 年以上が経過し、当時示した危険区域を超え
て冠雪害が発生している。このため、2002/2003 年冬期か
ら 2016/2017 年冬期までの 15冬期の気象値を対象に冠雪
害危険日の判定を行い同マップを更新した。気象値はメッ
シュ農業気象データ（農研機構・農環研）を使用し、冠雪
害危険日を横井ら（2007）の基準に従って判定した。ただ
し、降水量が平年の最深積雪深階ごとに定めた閾値以上あ
るかの判断に関して、（1）「当日の日降水量が閾値以上の場
合を該当日とする」方法、（2）「方法（1）により該当日を
判断後、更に、前日と当日の連続 2 日間の降水量の合計が
閾値以上の場合も該当日とする」方法、の 2種の方法を用
いて判定を行った。それぞれの結果を基に危険度マップを
作成し、過去の被害報告箇所と照合したところ、（2）の方
法で降水量を判断した危険度マップの方が近年の被害実績
をより反映していた。また、上記の危険度マップとは別に、
1991/1992 年冬期から 2005/2006 年冬期までの 15冬期の
気象値を対象に（2）の方法で危険度マップを作成し、両者
を比較した結果、冠雪害危険日の出現頻度が増加している
傾向がみられた。

P2-208 北八ヶ岳縞枯れ林における卓越風の特徴

岩本宏二郎1・齊藤 哲2・壁谷大介2・鵜川 信3・石塚森吉4,5・

梶本卓也6

1（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園・2（国研）森林

機構 森林総合研究所植物生態研究領域・3鹿児島大学農学部・4国

際緑化推進センター・5（国研）森林機構 森林総合研究所・6（国研）

森林機構 森林総合研究所東北支所

亜高山帯針葉樹林では、風は台風などによる大規模攪乱
や、葉や根に恒常的なストレスを与え衰退を進めるなど森
林の更新に大きな影響を与える。特に縞枯れ林における一
定方向の枯死には、卓越風が関与すると考えられる。縞枯
れ林における卓越風向は霧氷の付着方向などにより推定さ
れているが、実測された例は少ない。そこで、亜高山帯針
葉樹林の更新への風の影響を明らかにするための基礎とし
て、北八ヶ岳縞枯山南西斜面の縞枯れ林に高さ 3mの風向
風速計を設置し、平均風速・風向の観測を行った。また、
地形による風への影響を明らかにするため、RIAM-
COMPACT（R）を用いた風況シミュレーションを行った。
風向の頻度分布をみると、南西∼西の風が全体の約 80%
を占めていた。平均風速は夏季よりも冬季で平均風速が高
い傾向があり、冬季の風のストレスは高いものと推察され
た。一方、シミュレーション結果から、東∼南東、および
南南西∼西の二方向で地表付近における風の減衰が他方向
と比べて小さい傾向が認められた。北八ヶ岳の他の縞枯れ
林においても同様の傾向がみられ、縞枯れ林における卓越
風の生成には地形が大きく関与すると考えられた。

P2-209 山陰地方の落葉広葉樹林における冬季融雪時の

渓流水質変化

藤巻玲路1・山下多聞2・葛西絵里香2・橋本 哲1・村田賢也3・徳

地直子4

1 島根大学生物資源科学部・2島根大学生物資源科学部附属生物

資源教育研究センター・3島根大学大学院生物資源科学研究科・
4京都大学フィールド科学教育研究センター

山陰地方では比較的温暖な気候であるため、関西以北の
積雪地と異なり、冬季に積雪と融雪を繰り返すことがしば
しば起こる。また、季節風の影響を受けるため、大気から
の酸性物質の負荷が冬季に大きくなることから、冬季融雪
時には森林から渓流への酸性物質の流出が大きくなること
が予想される。本研究では、山陰地方の島根大学三瓶演習
林内の落葉広葉樹二次林を集水域に持つ小渓流において、
冬季融雪時の積雪深と流量・水質の経時変化を調査したの
でその結果を報告する。2017 年 1月 23∼25 日に 50 cm の
積雪が認められ、その後積雪深は減少し、2月 6 日には 3
cm まで減少した。流量のピークは 1月 30 日だった。積
雪の減少にともない、渓流水の電気伝導度、硝酸イオン濃
度、硫酸イオン濃度の大きな変動が認められ、主として増
加していたが、これらの変動は流量の増加に先立って起き
ていた。積雪の融解・凍結により積雪内で物質濃度勾配が
生じていることや、融雪時の初期に選択的に物質の流出が
おきたと考えられる。この結果は山陰地区の冬季の渓流水
質は、流量よりも融雪のパターンによって支配されている
ことを示唆している。
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P2-210 粘着被覆資材によるナラ枯れ防除法の施工資材

経費削減効果

千葉のぞみ・杉本博之

山口県農林総合技術センター林業技術部

ナラ枯れ被害対策として、薬剤不使用で立木のままカシ
ノナガキクイムシ（以下、カシナガ）の発生を抑制する粘
着被覆資材を利用した防除法を開発した。2016 年に粘着
資材を地上高 1m付近と地際部に設置した場合、平均逸出
抑制率は 97.8% となり高い防除効果が確認された。しか
し、実用化には資材が高価であるため、2017 年に資材経費
を削減した方法を行い、その効果を検証したので報告する。
被害樹種はコナラで、試験地は山口県萩市の 2015 年から
飛地的に被害が発生した場所である。2017 年 5月に、粘着
資材を地際部に設置（以下、地際区）、粘着資材未施工（以
下、被覆区）の 2区、各 10 本に施工した。また、本法未施
工木（以下、対照区）を含め各 3本/区に羽化トラップを設
置し、カシナガ捕獲数を調査した。9月に資材を回収し、
再穿入孔数等を調査し、本法施工による試験木の影響を調
べた。羽化トラップでの平均捕獲数は、対照区が 3,622頭、
地際区が 548頭、被覆区が 1,530頭であり、地際区が最も
少なかった。また、地際区の平均逸出抑制率は 90.5% とな
り、2016 年の結果よりも低いが、高い防除効果が確認され
た。平均再穿入孔数は地際区、被覆区それぞれ 24.3 個、
46.6個であった。

P2-211 伊豆諸島におけるスダジイ集団枯損終息後のカ

シノナガキクイムシ個体群動態

後藤秀章1,3・所 雅彦2

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所森林昆虫研究領域・3鹿児島大学大学院連合農学研

究科

伊豆諸島の三宅島、御蔵島、八丈島において、2010 年に
カシノナガキクイムシ（以下、カシナガ）の媒介するブナ
科樹木萎凋病によって、スダジイの集団枯損が発生した。
この被害では、個体数の増加が被害発生の原因ではないと
考えられるが、被害発生時のカシナガ個体群の状況は不明
である。そこで、カシナガ個体群を長期に観察することで、
カシナガ個体数の増加と集団枯損発生の関連について検証
した。上記 3島に 2013 年から 2017 年まで、三宅島と御蔵
島ではフェロモン剤（カシナガルアー（サンケイ化学製））、
八丈島ではエタノールを誘引剤とした透明のファンネルト
ラップ（カシナガトラップ KMC）を各島 10基ずつ設置し、
捕獲されたカシナガ個体数を調査した。調査期間内に、3
島で各 1度ずつ、小規模なスダジイの集団枯損が発生した。
このうち三宅島と御蔵島では、被害はカシナガ捕獲数が調
査期間内で最も少ない年に発生しており、カシナガ個体数
の増加は、必要な条件ではないと考えられた。一方で、八
丈島では捕獲個体数が増加した年に被害が発生しており、
個体数の増加が枯損被害を発生させる可能性があることも
示唆された。

P2-212 種分布モデルを用いた国内におけるマツ枯れ潜

在発生域の予測

松橋彩衣子1・平田晶子1・秋庭満輝2・中村克典3・高野宏平4・小

黒芳生5・中尾勝洋6・松井哲哉1

1（国研）森林機構 森林総合研究所国際連携・気候変動研究拠点・
2（国研）森林機構 森林総合研究所きのこ・森林微生物研究領域・
3（国研）森林機構 森林総合研究所東北支所・4長野県環境保全研

究所・5（国研）森林機構 森林総合研究所森林植生研究領域・6（国

研）森林機構 森林総合研究所関西支所

樹木の伝染性病害はしばしば森林に広域に広がり、生態
系や人間社会に甚大な被害をもたらす。こうした感染症の
潜在的な発生適地を予測することは、効率的な防除や森林
管理、保全活動を計画・実施するうえで重要な情報となる。
マツ材線虫病（マツ枯れ）は、20 世紀初頭から現在にかけ
て国内に広がり深刻な影響をもたらしている病害のひとつ
である。20 世紀末からヨーロッパにおいても本病の発生
が確認されるようになり、世界的な拡大の危険性が指摘さ
れている。本研究では、国内を対象に、本病の発生と関連
性の高い環境要因を特定し、潜在発生域を予測することを
目的とする。それにより、各地域における生態系保全及び
管理計画に貢献できるだけでなく、本病が今後広がりうる
他国における発生可能性についての示唆を得ることも期待
できる。そこで、本病の発生地点情報及び全国の環境デー
タを収集し、種分布モデルを用いて潜在発生適地を 1km
スケールで推定した。また、三つ異なる空間スケール（全
国、岩手県、霧島山）において推定結果を比較した。本発
表ではこれらの成果について報告する。

P2-213 マツ材線虫病被害先端地における線虫媒介昆虫

種の3年間の空間的時間的変化

柳澤賢一1・清水香代1・松永孝治2・杉本博之3・富樫一巳4

1長野県林業総合センター・2（国研）森林機構 森林総合研究所林

木育種センター九州育種場・3山口県農林総合技術センター林業

技術部・4東京大学大学院農学生命科学研究科

近年、マツ材線虫病の拡大速度は病原性のマツノザイセ
ンチュウと非病原性のニセマツノザイセンチュウとの種間
競争に影響されることが実験的に示された。しかし、本病
の拡大にともなう媒介昆虫種及び密度の変化や 2 種線虫の
関係については明らかになっていない。そこで本研究で
は、2015 年から 2017 年まで長野県中信地方の激害地から
未被害地にかけての 4試験地（各 30m×30m）で、媒介昆
虫種の密度、昆虫毎の保持線虫種、アカマツ枯損率等を調
べた。各試験地に粘着トラップを 5基ずつ設置し、5月末
から 10月上旬まで 2週間毎に媒介昆虫を捕獲した。調査
期間中に、激害地では在来のカラフトヒガナガカミキリ
（以下、カラフト）の年間捕獲頭数/トラップが 0.2頭、0.0
頭、0.0頭と減少し、マツノマダラカミキリ（以下、マダラ）
が 1.6頭、3.0頭、15.8頭と急増し、マツ累積枯損率は 14.6
%、31.7%、53.7% と増加した。また、被害先端地ではカラ
フトが 0.6頭、0.4頭、0.2頭と減少し、マダラが 0.0頭、0.2
頭、0.4頭と増加したが、試験地内のアカマツは枯損しな
かった。4 試験地の 2 種昆虫種の捕獲数には負の相関が
あった。媒介昆虫の保持線虫種と個体数についても報告す
る。
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P2-214 クビアカツヤカミキリの合成フェロモントラッ

プで捕獲された昆虫類の組成

松本剛史・所 雅彦・加賀谷悦子

（国研）森林機構 森林総合研究所森林昆虫研究領域

外来昆虫クビアカツヤカミキリ Aromia bungii（以下ク
ビアカ）によるバラ科樹木への被害が深刻となっており、
早急な防除対策が求められている。防除対策の一環とし
て、クビアカ雄成虫由来の揮発性性フェロモンの構造
（（E）-2-cis-6,7-epoxynonenal）が決定され、この性フェロモ
ンを用いた誘引試験をあきる野市のソメイヨシノ被害地で
実施した。誘引器はサンケイトラップ（黒および透明）を
用い、ポリエチレン製ビニル袋に溶媒としてイソプロパ
ノール 1mLと性フェロモン（50 μL あるいは 100 μL）を入
れたものを誘引剤として用いた。対照区は溶媒のみとし
た。誘引試験は 2017 年 6月 13 日から 8 月 30 日まで行い、
フェロモン区で計 21頭、対照区で 1頭のクビアカ成虫が
捕獲された。同時に、本試験ではクビアカ以外の昆虫（鞘
翅目、半翅目、鱗翅目類昆虫）も捕獲された。そこで本試
験で捕獲されたクビアカ以外の昆虫類について着目し、誘
引トラップで捕獲された昆虫類の組成を調査し、クビアカ
性フェロモンの他種昆虫類に与える影響を考察した。

P2-215 侵入害虫クビアカツヤカミキリ防除に向けた信

号化学物質の探索

所 雅彦1・中山雄飛2・桐山 哲2・深谷 緑2・岩田隆太郎2・安

居拓恵3・松本剛史1・浦野忠久1・滝久 智1・高梨琢磨1・加賀谷

悦子1

1（国研）森林機構 森林総合研究所森林昆虫研究領域・2日本大学

生物資源科学部・3農研機構中央農業研究センター

サクラ、モモ等に深刻な被害をもたらす侵入害虫クビア
カツヤカミキリ（以下クビアカ）はその防除を目的として
誘引物質の探索がなされている。これまでに糖酢液（穀物
酢・黒糖・白酒混合物）が本種成虫を誘引すること、雄成
虫が揮発性のフェロモンを分泌し、その主成分が（E）-2-cis-
6,7-epoxynonenal であり雌雄ともに誘引される集合フェロ
モンであることが明らかとなった（Xu et al. 2017）。本研
究ではラセミ体合成フェロモンと糖酢液を用いた野外誘引
試験でそれぞれの誘引性を比較し、クビアカ成虫触角を用
いた GC-EAD分析により活性成分を探索した。野外試験
の結果合成フェロモンは施用量の多い方が誘引性が高く、
また糖酢液との併用で誘引力は相乗的に増加した。GC-
EAD分析において、合成フェロモンに対して雌雄両性の
触角に応答が見られ、集合フェロモンとしての必要条件が
確認できた。糖酢液成分では酢酸、エタノール、酢酸エチ
ル等主要成分の他、脂肪酸エステル成分も検出されたが、
触角応答は不明瞭であった。またクビアカは防御物質を分
泌するが、GC-MS分析の結果、その主成分はローズオキシ
ドであり、中国の個体での報告と同じであった（Wei et al.
2013）。

P2-216 クビアカツヤカミキリ孵化幼虫の細枝による飼

育

北島 博

（国研）森林機構 森林総合研究所森林昆虫研究領域

クビアカツヤカミキリは、モモ、スモモ、ウメ、サクラ
などのバラ科樹木に被害を及ぼすが、文献上では寄主とし
てカキノキ、クワ、ハコヤナギ属、ヤナギ属、コナラ属な
ど多くの樹種が知られる。本種のリスク管理を行うには、
これらを含めた多くの樹種において、本種の寄主としての
適性を解明することが重要である。このため、15科 24 種
の樹木の細枝に本種孵化幼虫を接種して、25℃で 30 日間
飼育後に生存幼虫の体重を測定した。その結果、孵化幼虫
の体重に対して、バラ科ではソメイヨシノ、オオヤマザク
ラ、リンゴ、ウメ、スモモ、ナシにおいて 26∼137倍まで発
育したが、ビワでは 4.6倍、ウワミズザクラでは 1.6倍でほ
とんど発育しなかった。バラ科以外では、サワグルミが
14.4倍、シダレヤナギが 17.8倍まで発育した。セイヨウハ
コヤナギでは生存幼虫がなく、コナラでは 2.8倍、カキノ
キでは 2.5倍しか発育しなかったため、これらの樹種は寄
主として適さないと考えられた。本研究は、森林総研交付
金プロジェクト「サクラ等の外来害虫クビアカツヤカミキ
リの根絶法の開発」で実施された。

P2-217 サカキを加害する新たなヨコバイの生態

坂本 淳・坂口和昭

和歌山県林業試験場

【目的】近年、サカキの葉に白点が無数に生じる被害が県
内全域に及び、商品価値の著しい低下を招いている。原因
は、オビヒメヨコバイ族の新属新種（2013大原）（以下、ヨ
コバイ）の吸汁によるものであることが確認されたものの、
防除を考える上で生態等の特性を明らかにする必要がある
ため、発生消長調査を行った。【方法】調査は、県内の産地
である田辺市龍神村（人工林内、標高約 400m）と上富田
町（広葉樹林内、標高約 70m）の栽培サカキ林 2箇所で行っ
た。前年の予備調査の結果で捕獲効果の高かった黄色の粘
着トラップ（高さ 1.5m×幅 0.4m）を設置し、一週間毎の
ヨコバイの捕獲頭数を調査した。【結果】発生は一年を通
じてみられ、ヒメヨコバイ亜科の一般的な習性である成虫
越冬についても確認された。発生のピークは明瞭ではない
が春から初夏と秋から初冬にみられ、二山型ではないかと
考えられた。以上から、ヨコバイが年間を通しサカキを加
害している可能性が示唆された。
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P2-218 スギ原木への各種資材の散布処理による穿孔性

害虫の穿入防止効果

松浦崇遠1・後藤秀章2

1 富山県農林水産総合技術センター森林研究所・2（国研）森林機構

森林総合研究所九州支所

スギ原木に対する穿孔性害虫の加害を予防するため、複
数の資材を施用して、その効果を比較した。長さ 4m、直
径 20∼30 cmの丸太を、資材ごとに 3本ずつ供試した。丸
太を山土場に搬出し、積み上げずに並置した後、殺虫剤
（MEP 80%・50 倍液、600ml/m2）、木酢液（2 倍液、300
ml/m2）、消石灰（主に水酸化カルシウム、100g/m2）を、
丸太の表面に散布または塗布した。なお、試料木の伐採か
ら資材による処理までの作業は、同日中に実施した。資材
を散布して 2週間後に、丸太の中央部から長さ 50cmの部
位を 1 本ずつ切り出し、木口にシーリング剤を塗布して、
個別の網袋に封入した。これらの試料を冬期に剥皮・割材
し、穿入孔の個数を害虫の種類ごとに測定した。
7月中旬に伐採された原木を対象に調査したところ、殺
虫剤の水溶液を散布した処理群の試料は被害をほとんど受
けず、予防の効果が高かった。木酢液の水溶液を散布した
群と、消石灰を塗布した処理群の試料では、ゾウムシ類や
マスダクロホシタマムシの穿入が多数観察され、無処理群
との間に大きな違いは認められなかったことから、被害を
予防する効果は乏しいと判断された。

P2-219 薬剤樹幹注入したヒノキにおけるスギノアカネ

トラカミキリの生育 3

衣浦晴生1・法眼利幸2・竹内隆介1

1（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・2和歌山県林業試験

場

スギノアカネトラカミキリは、スギ・ヒノキにトビクサ
レと呼ばれる被害を発生させる材質劣化害虫として有名
で、生産現場では被害を減少させたいという要望が強い。
そこで、薬剤の樹幹注入によるトビクサレ被害低減への可
能性について検討するため、2015 年から 3年間、和歌山県
の被害発生地域でヒノキ生立木に殺虫剤を異なる時期・施
用量で注入し、材内の薬剤の分散や変色の発生および幼虫
の生存状態等について調査した。
その結果、材の変色は穴を開けただけの対照木でも見ら
れたが、薬剤施用量が多いほど大きくなる傾向があり、薬
剤は注入時期によって樹体内の分散傾向が異なっていた。
薬剤注入木では、スギノアカネトラカミキリ幼虫の死亡個
体が存在し、特に材内生息数が多い木では駆除効果が高く
なる場合が見られた。さらに全体としては注入量が多いほ
ど駆除率が上がる傾向が見られたが、材内幼虫頭数のバラ
ツキが大きい等の理由から薬剤樹幹注入による明瞭な駆除
効果は明らかにできなかった。

P2-220 北海道東部で発生したカラマツの大量枯死

徳田佐和子・小野寺賢介

北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場

北海道の重要な森林資源であるカラマツに、近年、大規
模な衰退・枯死被害が発生している。2016 年度には道東地
方の 3町から 1,718ha もの被害面積が報告された。本被害
はカラマツヤツバキクイムシによるものとされているが、
詳細はわかっていない。ここでは、小型無人航空機（DJI
社製 Phantom4Pro、以下 UAV）を用いた簡便な手法によ
る被害把握の試みと、現地調査の結果を報告する。陸別町
内の一般民有林を対象に、2017 年 5∼9月に UAVによる
空撮を行い、A3 用紙にプリントアウトした画像を目視で
確認して個体の状態を判別した。その結果、6月にその年
の新規枯死木が発生し始め、6月下旬から 7月下旬が、枯
死木、新規枯死木（樹冠が赤変）、生残木の判別に適してい
た。7 月中∼下旬に合計 87 カ所（林小班数：53、林齢：
15∼83 年生（平均 39 年生））を調べたところ、本数被害率
は 0.7∼63.9%（平均 15.8%）だった。本数被害率と林齢の
関係は不明瞭だったが、既存の枯死木が多い場所ほど新規
枯死木の発生が多かった。また、被害が激しい 1林分での
現地調査からは、直接的な枯死原因がキクイムシ穿孔とな
らたけ病感染であり、両者の相乗効果によって被害が激化
していることが示された。

P2-221 フタモントンボキノコバエによるシイタケ被害

の年変動とその生態

加藤 徹

静岡県農林技術研究所森林・林業研究センター

フタモントンボキノコバエは成虫の体長が約 4mmの外
形がカに似たハエ目昆虫で、幼虫が原木栽培におけるシイ
タケの子実体内部を食害する。静岡県では、近年この害虫
による被害が伊豆地域や県西部で目立つようになってき
た。浜松市で被害が確認された 2015 年の最も激しい時期
（11月）には、シイタケの個数割合で 82% の被害率であっ
た。しかし、2016 年には 15%、2017 年には 2% と急速に
沈静化していった。この間、寄生蜂等の天敵は確認されて
おらず、沈静化の原因は不明であった。
野外でこの幼虫による被害発生を調査した結果、10月下

旬から食害を受けたシイタケが確認され始め、11月にピー
クとなり、翌年 1月末まで継続した。飼育調査の結果、気
温 5∼22.5℃で卵から成虫になり、10℃では蛹化まで 12 日、
成虫まで 26 日かかった。また、羽化した日から交尾・産卵
するのが確認され、秋期に数回の発生を繰り返すものと考
えられた。蛹化は地上で行い、成虫は若いシイタケ子実体
に夕方と朝に群がり、交尾と産卵を行うことが分かった。
シイタケ以外では、エリンギ、ナメコ、マイタケ、ブナシ
メジ、ヒラタケ、エノキタケで発生を試みたが、いずれも
確認できなかった。
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P2-222 熱帯林の土壌呼吸の空間変動にもたらすアリと

シロアリの影響

大橋瑞江1・前川優子2・橋本佳明1・竹松葉子3・Hasin Sasitorn4・

山根正気5

1兵庫県立大学・2株式会社 SHIMADA・3山口大学・4Valaya

Alongkorn Rajabhat University under the Royal Patron-

age・5鹿児島大学

アリやシロアリは熱帯林において高い存在量を持つにも
関わらず、土壌からの CO2放出における彼らの役割は未
だ殆どわかっていない。そこで本研究では、マレーシア熱
帯林でアリやシロアリの営巣場所からの CO2放出量を明
らかにすることを試みた。ベイトトラップや目視調査に
よってアリやシロアリの巣を探索したところ、アリでは 36
種 113個の巣を、シロアリは 10 種 20個の巣を発見するこ
とができた。そこで、巣とその周辺土壌からの CO2放出
量を比較した結果、巣からの CO2放出量は周辺土壌より
も有意に大きく、アリやシロアリの巣が熱帯林土壌のCO2
放出のホットスポットの形成要因の一つであることが示唆
された。さらに巣と周辺土壌における地温と土壌含水率を
比較したところ、営巣活動によって巣の含水率は周辺土壌
よりも小さくなることが示された。そして地温と土壌含水
率が土壌からの CO2放出量の与える影響は、巣の方が周
辺土壌よりも不明瞭となることが明らかとなった。巣から
の CO2放出量はアリの種によって異なり、その違いの一
部がアリの体サイズの違いに起因していた。

P2-223 北海道のトドマツ人工林とカンバ二次林におけ

るカミキリムシ類の種構成

佐藤重穂1・佐山勝彦1・尾崎研一2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所

北海道ではトドマツ人工林の大半が伐採適期を迎えてい
るが、主伐後に再造林せずに天然更新を選択することもあ
り得る。ササ類によって更新が困難な場所では、地がきを
実施することでカンバ類を中心とした二次林となることが
知られている。演者らはトドマツ人工林と地がき後に成立
した二次林とで生物多様性の違いを評価するために、森林
性の昆虫を代表する一群であるカミキリムシ類の種構成に
ついて調べた。
札幌市奥定山渓国有林において約 40 年前に地がきを

行った経歴のあるカンバ林、カンバ類と針葉樹との混交林、
広葉樹の疎林、およびトドマツ壮齢人工林の合計 14箇所
で衝突板トラップを用いてカミキリムシの調査を行った。
36 種 1855個体のカミキリムシが捕獲されたが、1箇所当
たりの種数は混交林でもっとも高く、次いでトドマツ壮齢
林、カンバ林、疎林の順となった。平均個体数はトドマツ
壮齢林でもっとも多かったが、これは針葉樹食のカミキリ
2種がトドマツ林で大量に捕獲されたためであり、近年行
われた間伐の残材が林内に放置された影響と考えられた。
混交林では針葉樹食者、広葉樹食者ともカミキリの種数が
多く、多様性の高い状態にあったものと示唆された。

P2-224 トドマツ人工林での保残伐施業実証実験におけ

る伐採後の地表性甲虫類の変化

山中 聡1・佐山勝彦1・稲荷尚記1・佐藤重穂1・尾崎研一2

1（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所・2（国研）森林機構

森林総合研究所

保残伐とは伐採時に一部の立木を残して複雑な森林構造
を維持することにより、生物多様性保全と木材生産との両
立をめざす伐採方法である。現在、北海道では「トドマツ
人工林における保残伐施業の実証実験」が行われている。
当実験では残す広葉樹の量を変えた単木保残区や中央にト
ドマツ林を残す群状保残区、無伐採の対照区（トドマツ人
工林区、天然林区）など、保残木の量と配置を変えた複数
の実験区が設定されている。本研究では、各実験区にて伐
採の前後にオサムシ類の調査を行い、伐採および保残木の
量と配置がオサムシ類の種構成に及ぼす影響を検証した。
調査は 2013 年から 2017 年にかけて、6∼8 月に各月 1週
間、ピットフォールトラップを設置して行った。その結果、
合計 44 種 21,106個体のオサムシ類を捕獲した。そして、
トドマツ人工林区と比較して伐採後の皆伐区で森林性種の
個体数が減少傾向にあること、単木保残区では保残量が増
加するほど森林性種の個体数の減少が抑制されることが示
唆された。一方、単木保残区を含む伐採された実験区で非
森林性種の出現は限られており、伐採 1 年後の時点では出
現するオサムシ類の大部分が森林性種であることも明らか
になった。

P2-226 鳥類分布の季節性：繁殖期と越冬期で対照的な

気候と土地利用の種数への影響

河村和洋1・山浦悠一2,3・先崎理之4・植田睦之5・中村太士6

1 北海道大学大学院農学院・2（国研）森林機構 森林総合研究所森

林植生研究領域・3The AustralianNational University・4国

立環境研究所生物・生態系環境研究センター・5 バードリサーチ・
6北海道大学大学院農学研究院

本研究では、全国の鳥類データを用いて、年平均気温、
積雪深、標高、周囲の生息地量が鳥類の種数に及ぼす影響
を、繁殖期と越冬期を分けて調べた。森林性、草原性それ
ぞれの全種、留鳥、漂鳥、夏鳥・冬鳥の種数を個別に解析
した。繁殖期には、年平均気温が低いほど森林性と草原性
の留鳥を除く全グループの種数が多く、周囲の生息地面積
が広いほど多くのグループの種数は多かった。一方で越冬
期には、気温が高いほど森林性の留鳥を除く全グループの
種数が多く、生息地面積の正の影響は森林性の漂鳥でのみ
確認された。両季節の留鳥の種数は、森林性では気温が中
程度の地域、草原性では気温が高い地域で多かった。また、
越冬期には積雪が多いほど森林性の各グループの種数は少
なかった。本研究は、気候の異なる各地域が、異なる季節
の異なるグループに生息地を提供することを示した。各地
域の季節的な役割を理解するためには、環境の季節性と動
物の移動を考慮し、複数の季節で動物の広域分布とその駆
動要因を明らかにする研究が必要だろう。
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P2-227 自動撮影カメラを用いた石川県におけるニホン

カモシカの生息状況調査

近藤崇

白山自然保護センター

特別天然記念物ニホンカモシカ Capricornis crispus（以
下、カモシカ）は、全国に保護地域が設定され、定期的な
調査が行われている。その中でカモシカの生息域は一部地
域を除き拡大している一方で、全国的に生息密度の低下が
指摘されている（文化庁文化財部文化財課 2013）。富山、
石川、福井、岐阜の 4県にまたがる白山カモシカ保護地域
においても、1985 年から調査が実施され、多くの調査地点
で生息密度の低下がみられている（白山カモシカ保護地域
特別調査報告書平成 26・27 年度）。石川県における保護地
域外の生息状況は、1989 年から 2000 年までの間に低標高
地および能登中部への分布拡大が確認されているが（上
馬・野崎 2003）、その後、広範囲の調査は行われていない。
石川県は動物調査用に自動撮影カメラ（主に BMC社製
SG560P-8M）を加賀南部から能登中部の範囲に、5月下旬
または 7月末から 11月末にかけて約 80台設置している。
そこで、本発表では、2017 年の自動撮影カメラの結果を利
用して、保護地域外を中心とした最新のカモシカの生息状
況を把握することを目的として解析を行った。

P2-228 奈良県におけるブナ科樹種の豊凶とツキノワグ

マの秋季の出没

若山 学

奈良県森林技術センター

【目的】近年ツキノワグマ（以下、クマ）の秋季の大量出
没が社会問題となっている。奈良県では他地域のようなク
マの大量出没は生じていないが、近年の目撃情報は増加傾
向にあり、今後、クマの保護管理を遂行する上では出没予
測が必要になることが考えられるため、本調査を実施した。
【方法】奈良県内のクマの生息域を中心に、2013 年から
2017 年にコナラ、ミズナラおよびブナの豊凶調査を実施し
た。また、2015 年から 2017 年にアラカシの豊凶調査を実
施した。そして、2013 年から 2017 年のクマの秋季の出没
状況についても調査を実施した。【結果】ミズナラおよび
ブナは、2013 年、2015 年、2017 年に豊作となり、2014 年、
2016 年が相対的に不作となっていた。コナラは、ミズナラ
およびブナとは異なる豊凶の傾向にあった。アラカシは、
2016 年が豊作、2015 年、2017 年は相対的に不作となって
いた。クマの秋季の出没については、2013 年、2015 年、
2017 年は少なく、2014 年、2016 年は相対的に多くなる傾
向にあった。以上のことから、奈良県におけるクマの秋季
の出没は、ブナおよびミズナラの豊凶と関係があるものと
考えられる。

P2-229 ブナ科3樹種の豊凶観測に基づいたツキノワグ

マの出没予測モデルの構築

藤木大介

兵庫県立大学自然・環境科学研究所

兵庫県を対象に 12 年間に及ぶ 3 種のブナ科堅果の豊凶
モニタリング・データと住民から得られた秋季のツキノワ
グマ（以下、クマ）の目撃情報数データを一般化線形モデ
ルを用いて解析することで、クマの出没の年変動に影響す
る鍵植物を 3 種のブナ科樹種の中から特定するとともに、
クマの出没予測をするうえで複数樹種の影響を考慮するこ
との有用性について検討した。その結果、3種全ての堅果
の豊凶がクマの出没の年変動に影響していることが示唆さ
れた。考慮する樹種の数が異なる複数のモデル間でモデル
評価統計値を比較した結果、考慮する樹種の数が多いモデ
ルほど予測誤差が小さくなることが示唆された。対象とし
た 3種が優占する森林植生は調査地域内の広葉樹林植生の
中で圧倒的なシェアを占めており、このようなシェアの高
さが、これら 3種の豊凶がクマの出没変動に大きな影響を
及ぼしているものと推測された。最後に、このような予測
モデルを構築するうえで、豊凶では説明されない長期的な
変動の効果を考量することと、資源量だけでなく豊凶の年
変動の大きさも考慮したうえで調査対象とするべき樹種を
選択することの重要性が示唆された

P2-230 野生動物による竹林の利用実態について

大井 徹1・伊藤幸太1・藤丸俊樹2,1

1石川県立大学生物資源環境学部・2JA全農長野

放置竹林は森林の衰退、景観の悪化の原因、農耕の障害
となっている。また、こうした竹林は農業被害を発生させ
る野生動物の隠れ家や食物供給の場となり、周辺農地への
被害を助長している可能性がある。だが、竹林の野生動物
による利用実態についての研究事例は少ない。
そこで、2016 年 8 月から 2017 年 7月まで、石川県白山
市のモウソウ竹林と隣接するスギ林に自動撮影カメラを設
置し、動画撮影により、発筍期と非発筍期に、どのような
野生動物が竹林をどのように利用しているのか、スギ林で
の撮影結果と対比しながら調査した。
15 種類の哺乳類が撮影され、この地域に生息する哺乳類
の多くが竹林、スギ林とも利用していることが明らかに
なった。しかし、竹林の利用実態は動物種で異なっていた。
また、それは他の樹木との混交の程度など竹林の状態に
よっても異なった。カモシカなど林内の地上部のみ利用可
能な草食動物は採食の場として竹林よりもスギ林を多く利
用し、竹林は主に移動経路として利用する傾向があった。
一方、イノシシなど林内の地下部も利用できる雑食動物は、
発筍期のみならず非発筍期においても、竹林を採食の場と
してよく利用する傾向にあった。
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P2-231 施業としての防鹿柵 ─長期にシカを防ぐ柵の

規格・標準施工・維持管理─

高柳 敦

京都大学大学院農学研究科

シカによる森林被害の深刻化に伴い、その生息地におい
ては、シカ被害防止が造林において必須となっている。ま
た、天然林や原生的な自然をシカから防護することが森林
を保全する上で不可欠となっている地域も増えている。生
物多様性の保全が重視される世界の潮流を考えると、今後
も森林保全や森林施業はシカがいることを前提として行わ
なければならない。
シカ被害防止に防鹿柵は極めて重要な方法であるが、そ
れについて標準化が行われていないために混乱が生じてい
る。発表者は、これまでAF規格として、シカの侵入を効
果的に防止できる柵の構造について発表してきたが、資材
単価が従来の柵に比べて高いために余り注目されてきてい
ない。しかし、この柵であれば実行可能な維持管理で完全
にシカを排除できる状態を長く保つことができることが明
らかになってきた。森林の育成・保全には、長期にシカを
完全に排除することが不可欠であるが、その現実的な方法
が明確になってきた。
本報告では、AF規格に準拠した柵の構造とその標準的
施工法、維持管理について示し、少なくとも 10 年はシカを
完全に排除できる防護柵のあり方を提案する。

P2-232 ニホンジカによるウバメガシ萌芽の食害

法眼利幸・山下由美子

和歌山県林業試験場

和歌山県では備長炭原木のウバメガシは萌芽更新により
循環利用されてきたが、ニホンジカの萌芽枝の食害により
更新が困難な事例が見られ始めている。その実態を把握す
るため、シカの行動および伐採株の生存状況と萌芽枝の成
長を調査した。シカの出現および行動について、ウバメガ
シ伐採地においてトレイルカメラで観察を実施した。すさ
み町では 2016 年 8 月∼2017 年 9月に 634件撮影され、う
ち 55.2% が植生に対する採食行動であった。田辺市では
2016 年 9月∼2017 年 7月に 156件撮影され、うち 23.7%
が植生に対する採食行動であった。以上から、すさみ町の
ウバメガシ伐採地の方が、シカにとって重要なエサ場と
なっていると考えられた。串本町のウバメガシ伐採地にお
いて、シカ食害防護資材の処理区（27株）と無処理区（44
株）を設け、伐採 1 年後および 5 年後の伐採株の枯死率と、
5年後の生存株の最大萌芽枝高を比較した。枯死率は、処
理区で 1 年後 7.4% から 5 年後 51.9%、無処理区で 43.2%
から 84.1% と増加した。5年後の最大萌芽枝高は、処理区
で平均 104.7 cm、無処理区で 18.0 cm であった。以上から
シカによる萌芽枝の食害が伐採株の生死に影響していると
考えられた。

P2-233 山口県におけるシカ低嗜好性樹木の検証

渡邉雅治

山口県農林総合技術センター林業技術部

山口県西部の下関市、長門市、美祢市を中心とする地域
にはニホンジカ（以下、シカとする）が生息しており、造
林地においてシカによる苗木の食害が問題になっている。
現在、植栽した苗木をシカの食害から守るために、造林地
全体を防護柵で囲むか、単木防護資材を苗木一本ずつに施
工する方法がとられている。しかし、木材価格が低迷する
中、通常の造林費用に加えてシカ対策の費用及び労力がか
かることは林家にとって負担が大きく、シカ生息地域内で
の林業経営意欲の減退を招く一因となっている。
このような中、本県においてシカが好まず、かつ経済的
に価値のあるシカ低嗜好性樹木を解明し、その活用の可能
性を探るため、シカ生息地内の試験地 2箇所にシカの嗜好
性が低いとされる樹木（アスナロ、サワラ、カヤ、アラカ
シ、ユズリハ）を試験植栽した。平成 26 年 3月末に植栽し
て以降、シカによる食害状況を毎月 1 回調査するとともに、
成長量（樹高・根元径）を年 1回計測してきており、植栽後
4 年目における各樹種の状況について報告する。
併せて、シカ生息域に自生が見られるシナアブラギリに
ついて、その生育状況等にかかる調査結果を報告する。

P2-234 シカ生息地におけるオオバアサガラ林の成立と

剥皮による枯死

石原正恵

京都大学フィールド科学教育研究センター

ニホンジカの個体数の増加による採食植物の減少と不嗜
好性植物の優占、そして生態系への影響が日本各地で問題
となっている。生態系を管理していく上で、不嗜好性植物
が優占した状態で生態系が安定するのか、それとも不嗜好
性とされていた植物種も新たに採食されるようになり植物
群落が変化しつづけるのか、を明らかにすることが重要で
ある。
本研究は不嗜好性植物とされてきたオオバアサガラを対
象に、京都大学芦生研究林において樹皮はぎ（剥皮）の被
害状況と今後の動態を検討した。芦生研究林では 2000 年
ころから採食植物の減少する中、オオバアサガラは分布を
拡大してきたと考えられているが、2016 年ころから樹皮は
ぎが見られるようになった。2017 年にオオバアサガラ純
林 2ヶ所（各 10m×15m）で毎木調査を行った。剥皮は調
査幹の 7割でみられた。剥皮された幹の 9割は枯れてお
り、その割合は剥皮されていない幹の約 3倍高かった。剥
皮された幹では剥皮されなかった幹に比べ多数の萌芽が地
際から伸びていた。シカによる樹皮はぎはオオバアサガラ
幹を枯死させるが、しばらくは萌芽による再生と樹皮はぎ
が繰り返され、オオバアサガラが優占した状態が続くと考
えらる。
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P2-235 広域を対象としたニホンジカ生息密度分布の変

動

近藤洋史1・久保慎也2・桑野泰光3・林崎 泰4・川中 守5・豆田

俊治6・井上万希7・小泉 透8

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2鹿児島県森林技術

総合センター・3福岡県農林業総合試験場資源活用研究セン

ター・4佐賀県林業試験場・5熊本県林業研究指導所・6大分県農

林水産研究指導センター林業研究部・7宮崎県林業技術セン

ター・8（国研）森林機構 森林総合研究所多摩森林科学園

平成 29 年版森林・林業白書によると、シカ・クマなどの
野生鳥獣の生息域の拡大などを背景として、野生鳥獣によ
る森林被害が深刻化しており、2015 年度の森林被害面積は
全国で約 8千 ha と報告されている。このうち、ニホンジ
カによる枝葉や樹皮の食害が約 77% を占めており、森林
の有する多面的機能に影響を与える可能性もある。シカの
生息密度の分布状況は、シカを管理していく上で、基本的
な情報と考えられる。近年、シカ生息密度の空間分布を予
測する手法が開発されつつある。しかし、シカの生息密度
調査は、都道道県などの団体を単位として異なる年度で実
施されており、近接の団体の生息密度調査データを、単純
にとりまとめただけでは、正確な生息密度分布を求めるこ
とはできなかった。特に、県境部などの境界部にシカの生
息地が広がっており、その地域の生息密度分布を正確に把
握する必要がある。そこで、九州本島地方でシカが生息し
ており、県境部が接している各県の直近の生息密度調査結
果をもとに、広域を対象としたニホンジカの生息密度分布
状況を示した。そして、これまでのシカ生息密度分布と比
較して、生息密度分布の変化を検討した。

P2-236 欧州製ツリーシェルターの植栽木に与える影響

および融雪後の破損状況

岡本卓也1・小澤健司2・和田 敏3

1岐阜県森林研究所・2（有）根尾開発・3岐阜県立森林文化アカデ

ミー

ツリーシェルターは食害防止効果が高い方法であるが、
風雪により倒伏するなどの問題点がある。そのため製品ご
とに耐雪性などの特徴を把握することは、効果的な食害対
策に有益である。本研究では、欧州製ツリーシェルター
（Berry Global社製）の 1積雪期（2016/2017）後の異常（倒
伏・破損）発生状況と、植栽木の樹高成長および樹形異常
を調査した。
岐阜県内の多雪地（積雪深 150 cm、傾斜 30°）および積

雪地（同 70cm、40°）のそれぞれに、高さ 150 cmのツリー
シェルター 5 種合計 220 本（A：Ventex12D 20 本；B：
Ventex 50 本；C：VentexClear 50 本；D：LayflatTree-
guard 50 本；E：LayflatShelterguard 50 本）を山側 1 本の
木製支柱（L=180 cm、ϕ=4.0 cm）により設置した。
調査の結果、積雪地ではツリーシェルターにほとんど異

常はみられなかったが、多雪地ではAと Dに異常が多く
みられた。樹高成長は多雪地、積雪地共にBで最もよかっ
た。樹形異常は多雪地ではA、D、Eで多くみられ、積雪
地では Dで多くみられた。以上のことから、積雪深が 150
cm までであれば、Bと Cを用いることで年間を通してツ
リーシェルターを設置できると考えられた。

P2-237 シカネット設置によるニホンジカの誘導効果

川中 守

熊本県林業研究指導所

ニホンジカ（以下、シカ）の捕獲対策において、多頭捕
獲の技術が種々開発されている。いずれの技術も円滑な導
入を図るためには、シカを集めることが前提となっている。
本研究では、シカを効率的に誘引することを目的に、誘引
餌による誘引と併せて、給餌場までシカネットによる誘導
柵を設置し、その効果を検討した。2017 年 2月、誘引餌を
置いた給餌場所を中心に両サイドへ約 100m、等高線上に
誘導柵を設置した。誘導柵の資材は、ネットに再生海苔網
（網目 150mm）を使用し、林内での設置は、立木を支柱と
して利用した。ネットの高さは 1.5m∼1.8m となった。
給餌場にはヘイキューブ、鉱塩を誘引餌として置き、給餌
場と誘導柵沿いにセンサーカメラ 8台を設置して、シカの
出現状況を記録した。給餌場に出現するシカは、1頭又は
2∼4頭の群れであったが、頻繁に出現し撮影されたシカ
は、同一で給餌場に定着したシカと考えられた。誘導柵沿
いに設置したカメラにおいて、シカは時々撮影される程度
で、柵沿いを歩行する姿は殆ど見られなかった。柵設置後
は、柵に沿ってでは無く、直接給餌場方向へ向かうように
なっていたと考えられた。

P2-238 カシノナガキクイムシから検出された細菌群集

鳥居正人1・遠藤力也2・山田利博3

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林田無演習林・2理

化学研究所バイオリソースセンター・3東京大学大学院農学生命

科学研究科附属演習林秩父演習林

近年、キクイムシ類から主要な随伴菌類以外の微生物の
生育抑制能や樹木の防御物質の分解能といった生理的特徴
を持つ細菌が検出され、キクイムシ類と菌類の相互作用系
で細菌が重要な役割を果たしている可能性が指摘されてい
る。本研究では、ブナ科樹木の萎凋病原菌を伝搬するカシ
ノナガキクイムシに関わる細菌の基礎的知見を得ることを
目的とし、その成虫に存在する細菌群集を調べた。本病の
被害地 4地点で成虫を採取し、リン酸緩衝液で洗浄後、メ
ス成虫はマイカンギアを摘出した。体表に存在する細菌群
集の解析には洗浄に用いたリン酸緩衝液を供試し、体表と
虫体、マイカンギアの部位ごと、採取地と雌雄ごとに 16S
rRNA 遺伝子 V3-V4 領域の塩基配列を対象として高速
シークエンサーによる細菌群集解析を行った。その結果、
他のキクイムシ類に関する既往研究と比較し、いずれから
もActinobacteria が高頻度で検出された。また、優占する
分類群と群集構造は部位と採取地間で異なっていた。以上
のことから、カシノナガキクイムシには他のキクイムシ類
とは異なる細菌群集が存在し、採取地や部位によって優占
する細菌群は異なると考えられた。
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P2-239 日本産白トリュフの発生・非発生地における土

壌微生物群集の比較メタゲノム

木下晃彦1・山中高史2・小長谷啓介2・仲野翔太2・野口享太郎3・

古澤仁美4

1（国研）森林機構 森林総合研究所九州支所・2（国研）森林機構 森

林総合研究所きのこ・森林微生物研究領域・3（国研）森林機構 森

林総合研究所東北支所・4（国研）森林機構 森林総合研究所立地環

境研究領域

トリュフ子実体の発生過程には土壌条件など非生物要因
だけでなく、菌類やバクテリアなどの生物要因も関与する
と考えられる。本研究では、日本の白トリュフとして知ら
れるホンセイヨウショウロ（Tuber japonicum）の子実体
発生要因の解明に向け、子実体発生地の微生物相（菌類、
バクテリア）を明らかにすることを目的とした。2017 年に
三重、大阪、岡山の子実体発生地において、子実体直下の
土壌コア（直径 5 cm、深さ 5cm）を 5地点採取した。また
近接する非発生地からも土壌を採取した。土壌は冷蔵して
持ち帰り、有機物や礫を除いた後、全ゲノム DNAを抽出
した。菌類は ITS2領域、バクテリアは V3-V4領域を対象
に、メタゲノムシーケンシングを行った。得られた塩基配
列はクリーニング後、情報解析を行った。その結果、バク
テリア相は全調査地でRhizobiales、Acidobacteriales等が
優占し、発生・非発生地間でおよそ 75%の分類群が共通し
た。一方、菌類相は調査地間および発生・非発生地間で異
なり、非発生地ではトリュフ菌のみならず他の外生菌根菌
も少なかった。発表では各調査地の環境要因の結果を踏ま
え、ホンセイヨウショウロ生育適地について考察する。

P2-240 海岸クロマツ林において母樹周辺に播種した実

生の生育に菌根菌が及ぼす影響

中島寛文1,3・栗田 悟1・松田陽介2・肘井直樹3

1愛知県森林・林業技術センター・2三重大学大学院生物資源学研

究科・3名古屋大学大学院生命農学研究科

海岸地域のような過酷な環境で生育するクロマツの定
着・生育過程において、外生菌根菌（以下、菌根菌）との
共生関係は重要な役割を担うと考えられる。野外のクロマ
ツ実生への菌根菌の感染は、クロマツ母樹近くであれば根
外菌糸が、そこから遠くであれば胞子が感染源となり得る。
もしこのような感染様式の違いがあれば、クロマツ実生に
形成される菌根菌群集は母樹からの距離によって異なるは
ずである。そこで本研究では、母樹からの距離が実生に関
わる菌根菌群集とその生育に及ぼす影響を明らかにするた
め、母樹から異なる場所に播種したクロマツ実生の菌根菌
相及び定着・初期成長を調べた。愛知県田原市の海岸クロ
マツ林でクロマツ母樹を 10 本選定し、2016 年 3月に母樹
を中心として八方位の 1m、3m、5mの位置で土壌サンプ
ルを円筒（内径 5 cm、長さ 12cm）で採取したのち、採取
地点にクロマツ種子を播種した。採取した 240個の土壌サ
ンプル（10母樹×8方位×3距離）に含まれる母樹と、2017
年 1月に採取した全生存実生の菌根菌群集を形態的・分子
的に調べた。これらの結果から、実生の生残・成長と菌根
菌群集との関わりについて考察した。

P2-241 房総半島においてスギと共生するアーバスキュ

ラー菌根菌の多様性

斉藤広樹・松下範久・福田健二

東京大学大学院農学生命科学研究科

スギの根にはアーバスキュラー菌根（AM）菌が共生し
ているが、共生する菌種は明らかにされていない。本研究
ではスギに共生する AM菌種を明らかにするために、東
京大学附属千葉演習林 85 年生スギ人工林において、AM
菌の種構成を調査した。2016 年 7月に 3品種 18 個体のス
ギから、各個体 5 本の細根を採取して DNA を抽出し、
AM菌の 18S rDNA領域と 28S rDNA領域の一部、5.8S
rDNAと ITS の全領域を含む領域を PCR増幅した。増幅
断片をサブクローニングした後、各個体 11∼12、合計 213
クローンの塩基配列を決定した。決定した配列を 95% の
配列相同性を閾値としたクラスタリングにより操作的分類
単位（OTU）に分類した後、各OTUの代表配列に既知の
AM菌全 21属の代表配列を加えて近隣結合法による系統
樹を作成した。その結果、70 の OTUが同定されそのうち
6OTU が既知の 5属と推定された。残りの 64OTUは既知
の属とクレードを形成せず、所属する属を推定できなかっ
た。以上の結果から、スギと共生する AM菌種は多様で
あり、既知種とは系統的に大きく異なる菌種も共生してい
る可能性が示唆された。

P2-242 沖縄のデイゴ衰退枯死に関わる Fusarium 属

菌の分布と病原性の検討

黒田慶子1・中馬いづみ1・高階空也1・亀山統一2・梶村 恒3・名

田勝貴1・後藤千明4

1 神戸大学大学院農学研究科・2琉球大学農学部・3名古屋大学大

学院生命農学研究科・4神戸大学農学部

沖縄県では花木デイゴの不開花および枯死が近年増加
し、対策に苦慮している。デイゴ属樹木の衰退現象は北米、
南米、東南アジア、東アジアの広域で 2000 年代から発生し、
デイゴヒメコバチ（Quadrastichus erythrinae）の寄生が原
因とされてきた。しかし葉や新梢への虫えい形成が樹木の
枯死を起こすとは考えにくく、主因が他に存在する可能性
を想定して 2014 年から微生物の探索を進めたところ、樹
幹木部の変色部や師部の壊死部から Fusarium solani種複
合体（FSSC）に属する複数の菌株（Strain A、B）が優占的
に検出された。Strain A のデイゴ苗木への接種によって
枯死が再現され、病原性が確認された。DNA解析により、
この菌は FSSC の Ambrosia Fusarium Clade に属し、F.
pseudensiformeの近縁種であると判明した。また、沖縄島
および 400km離れた石垣島の 2 か所から、同じ塩基配列
（ITS領域）のFSSC所属の菌（Strain B）が検出され、病
原性を示すことが判明した。これらの結果から、デイゴの
枯死はFSSC に属する菌による萎凋病（新病害）である可
能性が高いと判断した。
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P2-243 キツネタケ菌根から分離培養された細菌がキツ

ネタケの菌糸成長に及ぼす影響

小長谷啓介

（国研）森林研究・整備機構 森林総合研究所 きのこ・森林微生物

研究領域

【目的】キツネタケ菌根の表面・内部から分離培養された
細菌が、同菌の菌糸成長に及ぼす影響を、二員培養法によ
り明らかにした。【方法】山梨県シミック薬用植物園のク
リ園において、キツネタケ菌根から分離培養した 34系統
を含む計 80 の細菌株を供試した。キツネタケは同調査地
および森林総合研究所（茨城）から得られた計 5菌株を供
試した。グルコース含量を 10分の 1 に調整したMMN培
地のプレート（径 9 cm）の中心に、径 7mmのキツネタケ
菌糸片をおいた。菌糸片の中心部から 90度の間隔で 2cm
離れた四方に、細菌を線状（長さ 1cm）に塗布した。室温
（23-25度）で 30 日間培養した後に菌糸の伸長面積を計測
した。【結果】細菌 18系統の全ての細菌株はキツネタケ菌
株の成長を阻害した。その他の系統では、菌根菌と細菌の
株の組合せによって、キツネタケの菌糸成長に及ぼす影響
は阻害から促進まで大きく異なった。クリ園で最も多く検
出・分離された Bradyrhizobiumの 1系統は、概ねキツネ
タケの菌糸成長に影響を与えないか成長を促進させること
が分かった。細菌-菌根菌間の相互作用は、細菌の種のみ
ならず、細菌と菌根菌それぞれの個体レベルの組合せに
よって異なることが示唆された。

P2-244 罹病枝の通水とキャビテーション ─サクラて

んぐ巣病とナラ枯れ─

池田武文1・黄 宇波1・井上大地1・竹内 純2

1 京都府立大学大学院生命環境科学研究科・2東京都農林水産総

合研究センター

1．八丈島におけるナラ枯れ
2011 年に発生したナラ類萎凋病によるスダジイ集団枯
損木のうち、被害程度 0∼3 の被害木の枝のキャビテーショ
ン感受性（枝の水切れ耐性、P50）と通水性を測定した。被
害程度の進んだ個体ほどより枝の水切れ耐性が高い傾向が
見られた。被害林分の無被害木は無被害林分の個体より水
切れを起こしやすく通水性も低かった。カシナガのマスア
タックを受けることで被害林分のスダジイの幹の通水性は
低下するので、そもそも被害木の枝は通水性に劣り、水切
れをおこしやすいので、被害木の枝でキャビテーションが
発生し、通水性がさらに低下し、枝枯れを起こしたと考え
られる。
2．ソメイヨシノてんぐ巣病罹病枝の通水特性
てんぐ巣病罹病木の罹病枝と健全枝、健全木の枝の 3種
の枝のキャビテーション感受性 P50 と通水性、葉の比葉面
積を測定した。枝の P50 はそれぞれの間で有意な差はな
かった。枝の通水性は罹病木罹病枝が他の枝に比べて有意
に低く、これは罹病木罹病枝の道管径が小さいことによる。
比葉面積も罹病木罹病枝が他の枝に比べて有意に低く、こ
れは罹病木罹病枝の通水性が低く葉に送る水の量が少ない
ため、葉は小さく厚い構造とると考えられる。

P2-245 トドマツの幹・根系損傷から侵入した腐朽菌と

腐朽の進展

山口岳広

（国研）森林機構 森林総合研究所北海道支所

【目的】トドマツは傷から腐朽が入りやすいことから林業
機械の伐採搬出作業で生じる幹・根系損傷がもたらす腐朽
被害が懸念されている。しかし、これらの腐朽の進展速度
や侵入する腐朽菌の種類については未解明な点が多いこと
から、機械作業による幹や地表部根系の傷から生じた腐朽
の進展状況と関与する腐朽菌類を調査した。
【調査地と方法】腐朽の進展状況は非破壊的腐朽探査機器
を用いて幹・地表部根系の傷端から軸方向に探査し、損傷
後年数から進展速度を推定した。また腐朽材を採取して腐
朽菌を分離した。分離された腐朽菌類は培養形態や DNA
塩基配列の相同性から種の同定を試みた。
【結果】トドマツ幹・根系の傷から侵入した腐朽の進展距
離は非常にばらつきがあったが、どちらの傷も傷面積が増
大すると、侵入長も大きくなる傾向があり、傷面積が腐朽
の進展に影響を与えていることが示唆された。腐朽材から
の腐朽菌分離頻度はあまり高くはなかったが、既に報告の
あるレンガタケが最も高い頻度で分離された。また、低頻
度であるがカワラタケなどいくつかの担子菌も確認され、
多様な腐朽菌がトドマツ幹・根系の傷から材内に侵入して
いることが明らかとなった。

P2-246 枝打ち部位と非枝打ち部位におけるスギ非赤枯

性溝腐病の発生特性

小林真生子1・並木和雄1・塩入 環1・高橋真秀2

1千葉県農林総合研究センター森林研究所・2千葉県農林総合研

究センター生物工学研究室

サンブスギに甚大な被害を与えている非赤枯性溝腐病の
発生特性を調べるために、1本の個体で枝打ちを行った部
位（枝打ち部）と枝打ちを行わなかった部位（非枝打ち部）
を対象に 13 本のサンブスギで、部位ごとに罹病の有無を
調べた。また、枝打ち時に殺菌剤を用いることの効果を見
るために、枝打ち部に殺菌剤を塗布した部位と非枝打ち部
を対象に 15 本のサンブスギで罹病の有無を調べた。罹病
の有無は目視により溝の有無から判断した。さらに、無作
為に 6 本の個体を伐倒し、溝部の材から DNA を抽出し、
PCR 法により非赤枯性溝腐病由来の溝であることを確認
した。枝打ち処理を行った 13 本の個体を調べた結果、枝
打ち部と非枝打ち部では罹病の有無に差があり、非枝打ち
部の多くで溝が確認された。また、枝打ち部を殺菌処理し
た 15 本の個体でも同様の傾向が見られた。同一個体で枝
打ち部と非枝打ち部の罹病の有無を見た結果、これまでの
研究同様、枝打ちが非赤枯性溝腐病の防除に効果があるこ
とが分かった。一方、殺菌剤を塗布した枝打ち部位と枝打
ちのみの部位では罹病の有無に差は見られなかった。枝打
ち時に殺菌剤を使用しなくても病気の防除には効果がある
と考えられる。
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P2-247 琉球列島におけるホルトノキ萎黄病の分布

亀山統一

琉球大学農学部

ホルトノキ萎黄病は、ファイトプラスマ Candidatus
Phytoplasma malaysianumを病原とし、神奈川県、徳島県、
福岡県、沖縄県（沖縄島、西表島）などのホルトノキ分布
地や東京都などの植栽地で、その発生が報告されている。
本病罹病木は、葉の黄変・小型化、当年枝の伸長不良と着
葉量減少、一部枝の枯死とそれによる樹冠の変形といった
衰退症状を示して、その後枯死に至る。一方、琉球列島に
おいては無病徴ないし軽微な衰退病徴で推移する感染個体
も多く観察される。
そこで、沖縄島、渡嘉敷島、石垣島、西表島西部、およ
び鹿児島県本土において、自生・植栽木から任意の時期に
枝葉を採取し、本病病原の感染の有無を PCR 法により調
べた。渡嘉敷島と石垣島の個体からは病原が分離されな
かった。西表島と沖縄島では、本病病原の検出地域は限ら
れ、また、感染木周囲に病原が検出されない個体が多く存
在した。感染木でも、その後、病原検出が再現されない個
体があった。琉球列島では、本病の分布はホルトノキの分
布範囲よりもせまいこと、本病分布地域における感染個体
の割合も個体内の感染密度もともに高くないことが推測さ
れた。

P2-248 コロラド砂漠で生育する乾燥地植物 6種の内部

根圏微生物とその宿主特異性

谷口武士1・Eltayeb Elebeid Mohamed Mutasim2,1・今田省

吾3・磯部一夫4・Michael Allen5・Rebecca Hernandez5・

Emma Aronson5

1鳥取大学乾燥地研究センター・2ハルツーム大学・3環境科学技

術研究所・4東京大学大学院農学生命科学研究科・5 カリフォルニ

ア大学

乾燥地は植物が利用可能な養水分が制限された生態系で
あるが、ここで生育する植物の耐乾性や養水分吸収の促進
には、植物根圏微生物も貢献していると考えられる。しか
しながら、乾燥地植物の根圏にどのような微生物が共生し、
どのような機能を果たしているのかについては不明な点が
多い。本研究では、アメリカ、カリフォルニア州南西部に
位置するコロラド砂漠を調査地として、代表樹種の根圏微
生物群集とその季節変化に関する知見を得ることを目的と
して、6樹種の根圏微生物群集を 2012 年 3月と 9月の 2回
にわたって調査した。次世代シーケンサーを用いたメタゲ
ノム解析から、6樹種全てにおいてアーバスキュラー菌根
菌が検出された。菌根菌の種多様性は直近 3 か月間の降水
量が多かった 9月に 2樹種で高く、他の樹種では大きな変
化が認められなかった。菌根菌種の類似度は調査地で優占
するクレオソート・ブッシュと他樹種で高かった。また、
内生菌と内生細菌群集については樹種間差が認められた
が、菌根菌では樹種間差が認められなった。これらの結果
は、菌根菌は樹種間で共通し、特に降雨後に植物の養水分
吸収に寄与している可能性を示唆している。

P2-249 シラカシボタン材中の菌類群集組成

山田利博1・鳥居正人2・平尾聡秀1

1 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演習林・2東

京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林田無演習林

ナラ・カシ類、サクラ類などの心材部には黒褐色の帯を
伴うことにより横断面で牡丹様になる模様がみられること
があり、虫害が原因とする説もあるが成因は十分分かって
いない。なお、黒褐色の帯は反応帯とその痕跡で何らかの
傷害に対する防御反応の結果である。今回、シラカシのボ
タン材およびボタン材内の腐朽部について、関わっている
可能性のある菌類や腐朽との関連を探るために菌の分離と
DNA による菌類群集組成解析を行った。まず、ボタン材
発生木の解体観察から、過去の断幹がボタン材発生の契機
となったと推測された。その後の大枝の枝打ち傷がボタン
材の新たな層形成に影響を及ぼしたようであるが、樹幹下
部の方が層が多く複雑化する傾向があることから、それだ
けでは十分に説明できなかった。菌類群集組成では抽出し
たゲノム DNA を鋳型として、真菌類の rDNA ITS2領域
を PCR増幅しアンプリコンシーケンス解析を行った。予
備的な解析では、ボタン材と腐朽部の間で菌類群集組成に
顕著な違いがみられた。ボタン材内には外生菌根菌や子の
う菌系あるいは担子菌系の酵母類が比較的多かったが、腐
朽部はクロサイワイタケ属が優占していた。

P2-250 混交林における窒素循環の促進におよぼす根系

の発達と土壌微生物叢の影響

松尾 歩1・岡野邦宏2・林 誠二3・根岸有紀1・多田千佳1・鈴木

政紀1・清和研二1

1 東北大学大学院農学研究科・2秋田県立大学生物資源科学部・3国

立環境研究所

人工林などの単純化された生態系において生態系機能を
向上・復元させることは、森林管理の重要な課題であり、
間伐による混交林化が注目されている。実際にスギ人工林
では、間伐による下層植生の発達が土壌中の窒素流出を低
下させることが報告されている。そこで本研究では、窒素
循環の促進におよぼす根系の発達と土壌微生物叢の影響を
明らかにすることを目的とした。
調査は、スギ人工林内に設置された異なる強度（無：0%
弱度：33%強度：66%）で間伐された 20×20m調査区（各
強度：3反復）で行った。各調査区内から無作為に 3ヶ所を
選定し、4×50 cm の土壌コアサンプルを採取し、深さ 10
cmごとに分けて根の量・種類および微生物叢を調べた。
間伐強度による違いとして、強度区の 10-20 cm で根量

が有意に多いことが分かった。また、深さ 20cmまでの種
が顕著に異なっていた（無：スギ、弱度：シダ類、強度：
広葉樹）。加えて、強度区の 10-20 cmでのみアンモニア酸
化細菌（AOB）のNitrosospira属が有意に多かった。これ
らのことから窒素循環が促進されるメカニズムの 1つとし
て、広葉樹の根と特定のAOBによるポジティブフィード
バックが示唆された。

― 297 ―

28
日

口
頭
発
表
・
ポ
ス
タ
ー



P2-251 ヒノキ材の分解過程と分解菌の関係：徳島県の

ヒノキ林における事例（予報）

山下 聡1・井本朗暢2・張西郁男3・藤井良光4・阿部正範4・服部

武文1

1徳島大学大学院社会産業理工学研究部・2徳島大学大学院理工

学研究部・3徳島県・4徳島県立農林水産総合技術支援センター

ヒノキの分解過程を調べるために、徳島県北部のヒノキ
林において野外実験と野外調査を行った。2016 年 7月に
直径 10 cm から 20 cm 程度、長さ 30cm 程度のヒノキ材
84 本をメッシュバッグにいれて設置し、2016 年 11月に 27
本、2017 年 7月に 28本の材をバッグごと回収した。設置
時および各回収時において直径 1 cm のドリルで約 3 cm
の深さの孔をあけ、ドリル屑を得た。このドリル屑から材
密度（単位体積当たり乾燥重量）、リグニン重量、ホロセル
ロース重量を得た。その結果、およそ一年間で、材密度と
ホロセルロース重量に大きな変化はなかったものの、リグ
ニン重量は 0.10 g/cm3 から 0.06 g/cm3 まで減少した。ま
た、リターバッグを設置した林分において、2017 年 8 月に、
伐倒後 5 年、14 年、22 年目の切り株からドリルで材片を採
集し、材密度、リグニン重量、ホロセルロース重量を得た。
その結果、リグニンとホロセルロースの重量は伐倒後 5 年
から 22 年までにかけて緩やかな減少傾向にあった。また、
ヒノキの切り株から得たドリル屑からは Gloeophyllaceae
の菌が採集された。今後、メッシュバッグの回収を続け、
分解過程をより詳細に明らかにする予定である。

P2-252 岐阜県におけるヒノキ根株腐朽病の被害状況と

その発生傾向

片桐奈々・大橋彰博

岐阜県森林研究所

ヒノキ根株腐朽病は、材積の最も大きい一番玉に腐朽被
害を及ぼし、材の価値を著しく低下させる病害である。ま
た、罹病の判別が外観から困難なため、罹病木を放置する
と、腐朽が幹上部へ進行し材として使用できなくなる可能
性があり、被害対策を行う必要がある。本病が岐阜県内で
発生していることは知られていたが、県内における発生地
域や被害程度などは全くわかっていない。これらの知見
は、今後被害対策を行う上で非常に重要となる。
そこで間伐から 1 年以内のヒノキ人工林 25 林分（郡上

地域 7 林分、中濃地域 6 林分、岐阜地域 6 林分、西濃地域 2
林分、東濃地域 2 林分）で、根株における心材および辺材
腐朽の有無を 1林分あたり約 100 本の根株で調査した。
調査した林分のうち、腐朽被害のなかった林分は 1林分
のみで、他の 24 林分では全て被害が発生していた。また、
被害林分における被害本数割合は 2∼52% であった。その
うち心材腐朽と辺材腐朽の被害本数割合は、それぞれ
1∼22%、1∼45% で、心材腐朽と比べると辺材腐朽が発生
した林分では被害発生割合が局所的に高い場合があった。
これは、辺材腐朽が高い割合で発生した林分が、シカやク
マによる剥皮害の多い林分であったためである。

P2-253 PCR によるスギからの非赤枯性溝腐病菌の検

出および分離試験との比較

服部 力1・高橋由紀子1・市原 優2・太田祐子3

1（国研）森林機構 森林総合研究所きのこ・森林微生物研究領域・
2（国研）森林機構 森林総合研究所関西支所・3日本大学生物資源

科学部

スギ非赤枯性溝腐病は、チャナタケモドキを病原とする
辺材腐朽病の一つである。スギの辺材腐朽菌は他にもある
が、腐朽初期には病徴のみでの病原菌同定は困難である。
一方、チャアナタケモドキはナシとの共通病原菌であり、
ナシ萎縮病を起こす。ナシ萎縮病については、特異的プラ
イマーを用いた nested-PCR 法による病原菌検出技術が確
立している（鈴木ら 2015）。今回、スギ非赤枯性溝腐病初
期罹病木から同法による菌の検出を試みるとともに、材か
らの菌分離による結果と比較した。森林総合研究所関西支
所（京都市）桃山実験林内の同病初期罹病木 5 本（罹病箇
所 8箇所）を伐採した。伐採木各所から菌の分離を試みる
とともに、材片を採取して DNA抽出、PCRによる検出を
試みた。その結果、チャアナタケモドキが分離された箇所
全てから PCR により検出されたが、PCR により検出され
た部位の一部からは菌が分離されなかった。スギ非赤枯性
溝腐病罹病木について、菌の分離と同程度以上の精度で、
PCRによって菌の存在を確認できる可能性が示された。

P2-254 Effect of drought, microbes and Encelia

farinosa on soil extracellular enzymes

Mohamed Eltayeb1,2・Emma Aronson3・Sara Eltigani4・

Kazuo Isobe5・Norikazu Yamanaka1・Jiro Arima4・Michael

Allen3・Takeshi Taniguchi1

1Arid land research center, Tottori University・2Faculty of

Agriculture,University of Khartoum・3Department of Plant

Pathology and Microbiology, University of California・
4The United Graduate School of Agricultural Sciences,

Tottori University・5Graduate School of Agricultural and

Life Sciences, The University of Tokyo

Soil microbeì s activities as essential factor for plant
growth are affected by drought stress and rootìs exudates.
The present study was conducted to evaluate the effect of
drought on microbial activities in planted (Encelia farinosa)
and unplanted soils. Exposure of plants to drought led to
noticeable decrease in plant growth parameters. Inside
soil, drought stress in unplanted soil improved most en-
zymes activities, whereas it showed variable effects on en-
zymes activities of planted soil. The activities of enzymes
involved in carbon (β-Glucosidase & β-cellobiosidase) and
nitrogen (Leucine-aminopeptidase) cycles were improved
under drought, while it decreased for enzymes involved in
phosphorus and sulfur cycles (phosphatase & sulfatase).
This result indicates that drought effect was depending on
the enzyme function. The ongoing research using meta-
genomic and metatranscriptomic will help in understand-
ing the role of specific microbes in enzymes activities.
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KP1 土壌から探る彦根山の環境変化 ∼ササラダニ類の

変化∼

尾本璃空・川田青空

滋賀県立河瀬高等学校

本校科学部は、彦根山について研究を続けてきた。彦根
山は極相に至る照葉樹林が広がっており、また頂に彦根山
を有する観光地でもある。そこで、2013 年から 2016 年に
かけてササラダニを採取し、その種構成から環境を調査し
た。環境の調査をする際には、総種類数と個体数、人為的
干渉の度合いや、MGP 分析、優占種の分析から総合的に
判断した。ササラダニを指標動物にした理由は、①環境の
変化に敏感に反応し、群衆組成を変える点②風に乗って
移動し、環境ごとに決まった群集が見られる点③種構成
に季節変化がない点がある。結果として、森林環境が安定
していることを示す B 群が増加したことから森林環境が
回復していることがわかったが、特定の種の増加による種
構成の単純化や、都会地の雑木林に生息するケブカツツハ
ラダニが新たに優占種となったことから、環境が撹乱され
ていることが示された。このことから、彦根山は元の環境
に復元するか、新たな別の環境に変化するかの瀬戸際であ
ると考えた。また、ササラダニは未来を予知できるわけで
はないが、人間では感じることができない変化に反応する
ことが証明された。これを活かし、環境変化への対策がで
きるのではないかと私は考える。

KP2 土壌から探る彦根山の環境変化 ∼間伐による土壌

内の栄養塩類の変化∼

木村文哉

滋賀県立河瀬高等学校

本校科学部は、彦根山の土壌について研究を続けてきた。
彦根山は、国宝彦根城を有し、照葉樹林が優占する植生の
多様な山である。2016 年と 2017 年のデータを比較し、
2016 年 11 月から 12 月に行われた間伐が土壌内の栄養塩
類にどのように影響を及ぼしたのか、また、2017 年は標高
差のある 4地点を調査地点とし、その標高差により栄養塩
類量は変化するか、という 2点を探った。実験を用いて土
壌内のカリウムイオン、カルシウムイオン、マグネシウム
イオン、負荷電量を測定した。各調査地点の落ち葉量の計
量もともに行った。結果は、間伐後の 2017 年のほうが間
伐前の 2016 年よりも落ち葉量が増え、各栄養塩類量、負荷
電量も増えていた。また、標高差については、標高の低い
地点ほど標高の高い地点に比べてカルシウムイオン含量、
マグネシウムイオン含量、負荷電量は多くなっていた。ま
た、落ち葉から溶脱しやすいカリウムイオンの含量につい
ては落葉量との相関が見られた。よって、2017 年は間伐に
よって落ち葉が増加し、腐植が増加し、負荷電量が増え、
栄養塩類をより多く吸着できるようになったといえる。以
上より、間伐は土壌の栄養塩類の増加を促進させる働きが
あるといえそうである。

KP3 トドマツにおける剥皮率の違いが樹勢に与える影響

についての調査研究

森林科学科2年 菅原康佑・瀬尾紘史・冨澤克磨・増田朱莉・宮

田 陸・吉田太陽

北海道岩見沢農業高等学校

発表者らは、今までトドマツ人工林における巻き枯らし
間伐の効果についての調査研究を実施し、トドマツに適切
な環状剥皮を施すと樹勢が弱まり立枯れ木として誘導でき
ることを検証してきた。しかし、トドマツに対する環状剥
皮の効果を定量評価するためには更なるケーススタディの
積み重ねが不可欠となる。本研究では、剥皮率の異なるト
ドマツの樹勢状況について検討を加えた。2016 年に剥皮
率の異なる 20%、40%、60%、80%、100%の 5 パターンを
用意して調査した結果、剥皮率 100%のみ約 6ヶ月後にほ
ぼ落葉したが他のパターンでは変化がなかった。これをう
け、2017 年には剥皮率 90%、95%、100%の 3パターンを
新たに加えて立枯れ木として誘導できる剥皮の境界を調べ
ることとした。その結果、2016 年に実施した剥皮率 100%
以外の 4パターンについては 1年以上経った今でもまった
く変化がみられなかった。一方、2017 年の 3パターンをみ
ると、4ヶ月後に剥皮率 95%と 100%で徐々に葉に対する
変化がみられ、その後約 6ヶ月後にはほぼ落葉した。この
ことから、トドマツの樹勢が弱まり立枯れ木として誘導す
るには樹木円周のおおよそ 95%以上剥皮する必要がある
ことが検証できた。

KP4 国際森林認証 FSC取得への取組

木村涼介

青森県立五所川原農林高等学校

本校では 2 年前から農作物の世界認証である GLOBAL
G.A.P.の取得に取り組んでいる。そこで森林科学科では、
森林に関する認証にも取り組むことができないかと考え
た。学科で学習している教科書「森林科学」「森林経営」に
は森林認証についての内容があり、日本で取得している国
際森林認証は FSCであることが分かった。本校には財団
法人が所有する学校林が約 20haあり、この森林で FSCを
取得するための取組を昨年度の 3 学期から始めた。しか
し、青森県内にある森林所有者で認証を取得しているとこ
ろはなかった。そこで情報を入手するために岩手県岩泉町
を訪問し、森林管理マニュアルの作り方を教えていただき、
森林の管理方法や審査内容についてもアドバイスをいただ
いた。本校の本格的な準備は平成 29年度の 4 月から開始
した。森林管理マニュアルの準備と並行して学校林の林班
や施業区の確認、毎木調査、植生調査などを実施した。我
が国において FSCの認証を取得している教育機関はなく、
学校林としての独自のマニュアル作りが大変であった。審
査は 10 月に実施され、この時点で審査員からは取得を推
奨するという結果をいただいた。3ヶ月程度で結果が出さ
れる。
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KP5 南宮山に生息するニホンジカに関する生態学的研究

自然科学部野生動物調査班 横田 望・田中美咲・多賀雅弥・中根

源太・古田未来

岐阜県立不破高等学校

近年、全国的にニホンジカ（Cervas nippon、以下シカと
記す）が引き起こす農林業被害や森林生態系への影響が拡
大している。岐阜県内においても生息頭数および被害状況
は増加しており、シカに関する第二種特定鳥獣管理計画が
策定され、対策が進められている。本校は岐阜県の西濃地
区に存在している南宮山の山麓に立地しているが、南宮山
は独立峰であり、近隣の山々とは幹線道路等により隔絶さ
れ、独立した環境にあるといえる。我々は外界からの大型
哺乳類の移動についての影響を受けにくい南宮山を密度管
理のモデル地域にしていきたいと考えている。その密度管
理の指標を検討するために、南宮山に生息するシカの生態
を明らかにすることを目的として生態学的調査を行った。
南宮山内の 3頭のシカに GPS 首輪を装着し、その行動範
囲を解析した。また、捕獲されたシカ 30頭の食性を胃内
容物の調査により把握した。南宮山のシカは基本的にイネ
科、カヤツリグサ科の植物を中心に採食する集団であるが、
人里に降りて農作物（コメ、クリ）を採食している個体も
多かった。緩衝帯の整備など、ヒトが積極的に生態系に関
わりつつ、獣害対策を行っていく指標を今後も研究してい
く必要が示唆された。

KP6 富士山北麓と八ヶ岳南麓のササラダニ類による森林

環境評価

土屋紅葉

山梨英和中学高等学校

富士山と八ヶ岳は山梨県の南北にある火山である。富士
山の土壌は玄武岩を、八ヶ岳のそれは安山岩を母岩とする
黒ボク土である。調査地は落葉広葉樹林を主とする階層構
造をもつ森林である。二つの山の森林をササラダニを指標
動物として評価するために、生息調査（道から 1mと 30m
地点を各 4箇所、縦 30 cm×30 cm×10 cmの土壌を採取）
して①個体密度②優先種③自然度（動物：青木、植生：
環境庁）④多様度指数（シャノン）の 4観点から解析をお
こなった。2 を火山とも個体数密度、自然度、多様度指数
とも平均以上で豊かな森林であった。八ヶ岳がやや豊かで
あるという理由は母岩や樹種によるものというより、ソデ
群落とマント群落の有無（富士山になく八ヶ岳にある）に
よるものと考えられる。

KP7 ピンクに染まる不思議な杉 ∼未利用資源としての

サンブスギの利用∼

佐々木光月・村松菜々海・久岡日向子・鈴木大輝・秋山偉央

東京都立科学技術高等学校

千葉県山武地区で江戸時代より生産されてきた挿し木在
来品種であるサンブスギはチャアナタケモドキを原因とす
る非赤枯性溝腐病に罹患し、材木としての価値が著しく低
下している。そのような中で林業家から聞いた「サンブス
ギはピンクに染まる」という逸話をヒントにプロジェクト
を開始した。本研究では主に林地残材を原料として布をピ
ンクに染色する技術を確立し、染色後に残る染色残渣を木
質バイオマス利用しようと熱分解処理によるガス化を行っ
た。その際、本校の近くの横十間川に堆積するヘドロを乾
燥後にホタテの貝殻を粉末にしたものと混合して作ったヘ
ドロボールを添加物として加えてガス化を行った。現在は
700℃で熱分解を行って可燃性ガスへの転換を行い、定量
評価した。本研究は廃棄物を用いて未利用材の処理を行う
ことによって「困っているのもの困ったものをエネルギー
に変える」ということを目的に行っているが達成できれば
廃棄物処理と未利用材の利活用の方法として示唆すること
ができると考えている。

KP8 ササの有効利用 ∼森林バイオマスとしてのササ資

源の利用∼

森林科学科森林環境班 平中 翔・渡邉虹希・延原優我・多田陸人

北海道旭川農業高等学校

膨大なササで覆われた北海道の山林。林木蓄積の 30%
に相当するこのササは、木材に次ぐ森林バイオマスです。
しかし、旺盛に繁殖するササは樹木の侵入を妨げ、造林に
おいては保育作業が必要な障害要因です。そこで、ササの
需要拡大に結びつく有効利用をみつけ、育林の効率化や下
刈り作業の省力化につなげ、林業の再生と森林環境の保全
を目指し研究を始めました。これまでの活動で、PDA培
地の代用となるササ蒸煮液寒天培地の完成やササ培地を利
用した旭川農業高校産オリジナル「ウスヒラタケ」の栽培
法を確立しました。更に、ササ培地の廃菌床を利用し、薬
品を使用しないササ紙づくりに挑戦し、今年はそのササ紙
でポット苗のポットを作り、植林作業の軽減の方法を模索
しています。造林地のササを下刈りし、ササ紙ポット苗を
植林することで、ササを廃棄することなく有効利用した「サ
サのゼロエミッション構造」が完成しました。
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KP9 木の大切さを伝えよう パート 7∼「コドモリ箱」

が心を繋ぐ∼

立崎 司・森 修平・打矢歩夢

北海道立旭川農業高等学校森林科学科 森林資源活用班

高校生が多くのこども達と触れ合う中で、「森」と「人」
を繋げようとする木育活動は今年で 7年目。今年度は「木
育」認知度が 24%と低い理由を参加機会が限られている
ととらえ、より多くの人に「木育」に参加してもらうため
の方策を研究した。そこでいつでも木に触れられる五感を
刺激する木育ツールの開発を、NPO 法人もりねっと北海
道、旭川家具職人と三者協働で行った。旭農産 8つの樹種
からできた木琴やはっぱカード、樹木の輪切り、10 種の樹
木サンプル、動物カードなど 5つのツールを完成。また
ツールを入れる箱は重さや女性の運びやすさも考慮しサイ
ズを決め、合計 12 個作成した。そして木育教室で、それら
を使った活動の振り返り学習を行った。成果は①木育
ツールとそれらを活用するプログラムを開発できた。②
ツール開発にあたり、人の輪が広まり活動の幅が広がった。
③園児と私達がそれぞれ苦手な部分を克服し、互いをより
高めた。課題として、木育の認知度は上がってきたが、そ
の内容はまだ充分に理解されていなかった。今後は木育
ツールを公共施設に置き、木育プログラムを実践する中で、
理解度を上げていきたい。

KP10 シキミ生産・販売に関する活動

森林総合科3年 井上達矢・尾立真実子・公文莞大・矢野愛美・

山﨑康弘、2年 土居季樹・野村 光・藤田佑成

高知県立高知農業高等学校

森林総合科では、『総合実習』や『林産物利用』の授業を
通して、伐木・造材や木材加工、特用林産物の生産などを
主体とした林産業に関わることを学んできた。今回、私た
ちは「収穫・調製すれば、特別な加工しなくても販売がで
きる」切り枝のシキミに着目した。シキミは山野で収穫可
能な木材以外の特用林産物という位置づけであり、私たち
の高知県の切り枝の販売額は、特用林産物の全体約 21億
円のうち約 2億円となっている。これらの生産拡大が中山
間地域の所得の向上に繋がると期待されており、将来は高
知県のシキミ生産拡大に向けて、研究をすることにした。
平成 28年度より研究をはじめ、2年目で以下のような取り
組みを行った。シキミのアンケートにより世代間の認識の
差や、量販店で販売されている商品を把握できた。また、
専門家からご指導をいただき、シキミ生産の内容の深化に
繋げつつ、苗木生産と苗畑の管理を実践することができた。
その結果、商品作りの知識を習得し前年度より収益を上げ
ることができた。生産者との交流では、専門技術を学ぶ一
方で生産者が抱える喫緊の課題を知ることができた。

KP11 Animal hazards ∼林内の生態系を維持せよ∼

森林総合科 2 年 梶原伊吹・片岡 廉、森林総合科 1 年 大野

光・横田銀大

高知県立高知農業高等学校

近年、害獣の存在が農林業を学ぶ私たちをおびやかす存
在になってきている。害獣による農林業被害は全国で約
200億円、高知県では約 2億 7千万円と報告されている。
特にニホンジカとイノシシは、ここ数年間で爆発的に個体
数が増加し、この 2 種で被害全体の 66% も占めている。
捕獲の役割を担う、狩猟者（ハンター）の不足が背景にあ
る。
高知農業高校には、125 haもの広大な演習林があり、半

分はスギ・ヒノキを植林している人工林、半分は天然林で
ある。その林内での実習中、私たちの前に野生動物が姿を
現すこともある。幸い、これまで演習林では被害はなかっ
たため、野生動物の存在は見過ごしてきたが、害獣被害が、
徐々に演習林近郊に迫っているという報告もあり、今後の
森林管理や林内の生態系に少なからず影響を及ぼすことが
予想される。私たちが学ぶ豊かな演習林を維持するために
は、そこに棲む野生動物の把握や管理も必要だと考えた。
動物調査を行いながら、管理のための狩猟をテーマとし、
プロジェクト活動に取り組んでいる。

KP12 奈良県二上山におけるナラ枯れの発生状況につい

て

辻本長誠・鍵本圭斗・門池桃弥・神波快斗・原田奈央・東中川陽

太・安田昌史・山崎恵輝・綿谷百恵

奈良県立青翔中学校・高等学校

二上山は、奈良県と大阪府にまたがる山であり、金剛山
地の北部に位置している。雄岳（517m）と雌岳（474m）
の二つの山頂があり、ハイキングコースとしても親しまれ
ている。奈良県立青翔中学校・高等学校では、2012 年より
二上山麓のふるさと公園周辺で、植生調査や里山の整備活
動を行ってきた。近年、奈良県ではナラ枯れの被害が広
がっている。奈良県の調査では、2010 年に奈良市若草山で
ナラ枯れの被害が確認された。その後、被害地域が南下し、
二上山でも 2016 年にナラ枯れの被害が初めて確認され、
その被害の拡大が予想される。そこで我々は、2017 年 11
月 3日から 5 日にかけて、二上山におけるナラ枯れの被害
状況を調査した。その結果、二上山ふるさと公園内でナラ
枯れにより 68個体の枯死が確認された。また明らかなナ
ラ枯れの症状が確認できない 104 個体のコナラにおいて
も、カシノナガキクイムシの穿孔が確認された。以上の結
果から、二上山では今後もナラ枯れの被害が拡大すること
が予想された。二上山の里山を守るため、何らかの対策を
行いたいと考えている。
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KP13 5年連続生産量日本一 美作桧PRの取り組み

大田一毅・黒石修斗・佐原 翼・名部美鈴・藤澤明日香・辻 弾

馬・竜門拓海

岡山県立勝間田高等学校

私たちは、美作桧 PRに関する 4つの取り組みを行って
います。1つめは、今年度岡山県で行われた、第 68回日本
学校農業クラブ全国大会岡山大会プロジェクト発表会の大
会記念品として、桧製のペン立てを作りました。素材を美
作桧で作ったことがわかるように、底に「美作桧」の焼き
印をしました。2つめは、ヒノキ枕を校内の学科間連携で
製作に取り組んでいることです。枕の中に入れる素材はヒ
ノキ葉か木材か、どのような形に加工するか、枕のデザイ
ンは何がよいかなどは、現在検討中です。3 つめは、木質
バイオマスの提供です。演習林に残している林地残材を、
先生の指導の下私たちが、枝を切り落とし、玉切ってトラッ
クに積み込み、あば村の温泉施設の燃料として提供しまし
た。4つめは、発展途中にあるカンボジアへの木材提供で
す。学校評議員の安東正治さんが、カンボジアへの農業ボ
ランティアの拠点となるボランティア事務所建築のための
木材を提供するため、授業や放課後の時間を使って伐採や
造材、丸太作り、林内の運搬などに取り組んでいます。丸
太がある程度そろったら、製材工場で柱に加工していただ
きます。

KP14 環境 DNAを用いた長良川・揖斐川の魚類の分布

解析

常川光樹・土田康太・廣瀬雅惠

岐阜県立岐阜高等学校

近年注目されている環境 DNA技術を用いて、長良川と
揖斐川の両側回遊性のアユ、小卵型カジカ、降下回遊性の
アユカケの河川と海を往来する特殊な生活史や資源量を把
握することを目的とした。2017 年 7 月から約 1ヶ月ごとに
長良川 9地点（河口から 110kmまで）と揖斐川 6 地点（河
口から 85kmまで）、合流点（河口）1 地点で採水を行い、
ろ過、DNA抽出を行った。アユについて 7∼11 月の定量
解析を行ったところ、9月に中流域の DNA量が著しく上
昇し、10、11 月に上流域の DNA量が減少し、下流域、河
口で DNAが検出された。これらはアユの生活史上の産卵
に向け中流域の産卵場に集まり、孵化した稚魚が海へ降下
する行動から予測される環境 DNAの増幅パターンと一致
した。さらに、他の河川の研究と比較して長良川と揖斐川
のアユ環境 DNA量は約 2∼20倍であり、2河川の資源量
が多いことを反映していると考えられる。カジカ属の環境
DNA検出系の開発のため、小卵型カジカ、大卵型カジカ、
アユカケのプライマーを作成し、DNA増幅の確認を行っ
た。結果、アユカケの DNA増幅は確認できず、小卵型カ
ジカ、大卵型カジカの DNA増幅を確認した。今後、特異
性の確認、定量解析用のプローブ作成を行いたい。

KP15 岐阜県カスミサンショウウオ生息地の GIS と環

境DNAを用いた未来予想

日下部綾音・都竹優花・中村日南・深山誉遥・常川光樹・横山光海

岐阜県立岐阜高等学校

希少種であるカスミサンショウウオは小型の止水性サン
ショウウオで、非繁殖期には森林内の落ち葉や石の下に隠
れて生息しているため、森林環境の保全が不可欠である。
2016 年 3 月、岐阜県内 3ヶ所目となる生息地が 30 年ぶり
に発見され、潜在的な生息地の存在が示された。本研究で
は、GIS（地理情報システム）と環境 DNAを併用する迅速
且つ効率的な生態調査の手法を開発し、新規生息地の発見
を試みた。その結果、新規生息地 1ヶ所を発見し、GISと
環境 DNAを用いた新規生息地発見方法が従来の生態調査
の経済的、物理的な問題点への対処を備える革新的なもの
であることを示した。さらに、博物館標本、地形図を元に
既に絶滅した生息地と現在の生息地の環境を解析し、分布
域減少の原因を探った。また、MaxEntを用いて東海地方
のカスミサンショウウオの生息適地モデルを作成し、現在
の環境評価と気温上昇予測を用いた未来予想を行った。標
本と地形図の解析の結果、生息に必要な植生が減少したこ
とが判明した。生息適地モデルにより、岐阜県は他県と比
べ生息適地が少なく、気温上昇によりカスミサンショウウ
オの生息が困難になる可能性が示された。

KP16 岐阜県オオサンショウウオの多角的調査・解析

深山遥誉・横山光海・中村日南・常川光樹・日下部彩音・都竹優花

岐阜県立岐阜高等学校

オオサンショウウオは近年、日本各地でチュウゴクオオ
サンショウウオとの交雑が問題視されているが、岐阜県で
の状況は分かっていない。そこで岐阜県全域で調査を試
み、チュウゴクオオサンショウウオの侵入の有無を調べた。
また、不明な点の多い生殖行動を明らかにするため、遺伝
子を利用した雌雄判別法の検討、父性解析を行う目的でマ
イクロサテライト解析の検討を行った。長良川水系 2 地
点、木曽川水系 4 地点、土岐川水系 1 地点で捕獲調査を行
い、計測後、脱皮殻または尾部切片を採取し、DNAを抽出
後、mtDNAシトクローム bを用いた PCR-RFLP法によ
る交雑判定を行った。また、6座位についてマイクロサテ
ライト解析を行い交雑判定と多様性を調べた。さらに
RAPD法を用いて雌雄判別法を検討した。そして、9月初
旬から 10 月中旬まで愛知県瀬戸市のオオサンショウウオ
人工巣穴に赤外線カメラを設置して生殖行動を撮影した。
PCR-RFLP解析より、三水系の調査個体 119個体全てがオ
オサンショウウオと確認された。マイクロサテライト解析
では 1座位に差異を確認し、ゲノム DNAでの交雑種の判
定法を検討した。140 種類のプライマーを用いて RAPD
法で解析したところ、雌雄で差異のある座位は発見されな
かった。
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KP17 トドマツ集団枯死の謎に挑戦

小野田優希・野口晶葉・池野由樹・野村耕平・飯野夢実

北海道帯広農業高等学校

2017 年春から初夏にかけて、学校林のトドマツの一部が
集団で枯れました。その原因を探るため、いくつかの作業
仮説を立て、調査を行ってきました。①北海道内全域の森
林管理署、振興局森林室にアンケートを実施し、同じよう
な現象が見られたかどうかの調査を行いました。② 2016
年 8月に十勝地方に 4回上陸、接近して大きな被害を与え
た台風による滞水または強風により枯死したのではないか
と考え、測量、材の通導機能の調査を行いました。③冬季
乾燥害により枯死したのではないかと考え、土壌断面調査、
過去の気象データの見直し、樹幹解析による樹勢の調査を
行いました。その結果、①本校と同じような枯死は北海道
東部など局地的だった、②枯死木の姿は冬季乾燥害のもの
に近いものの、昨冬に特に冬季乾燥害が起こりやすい状況
であったとは考えられなかった、③凹地で枯死した個体の
枯死直前の成長には衰えが見られなかったが、平地で枯死
した個体は周辺個体と比べ成長が劣っていたことなどがわ
かりました。特定はできなかったものの、凹地とそれ以外
では枯死原因が異なることが考えられました。

KP18 国産木材を救え！外国産木材との比較

國信耕基

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校

日本は森林大国であり、森林率は 6割を超える。それに
対し、日本の木材自給率は 3割程であるということに疑問
を持った。そこで、日本では外材によって国産材の需要が
下げられていると考え、その原因を探るため、国産材と外
材を比較した。まず、国産材と外材の性質について比較し
た。今回は日本で床材として使われている木材を比較し
た。国産材として、天竜スギ、ヒノキ、ケヤキ、ナラ、外
材として、ヨーロピアンオーク、ポンデロサパインを比較
した。見た目と手触り、傷つきにくさ、耐朽性の 3つの観
点から比較したところ、結果として国産材の性質が外材よ
りもやや優れていた。この結果から国産材は外材よりも性
質ではむしろ優っているとわかった。ここで、国産材は流
通に問題があり、需要が下げられてしまっていると考え
た。グローバル化で柔軟な対応が求められる中、日本の林
業は昔のやり方を通してきた。国産材の流通には多くの無
駄が存在すると考えられる。ここから国産材の流通と外材
の流通を比べ、国産材流通の無駄を探る。国産材は性質が
優れていることから十分に利用価値がある。国産材と外材
の比較から、国産材需要を伸ばす方法を考える。

KP19 油分解微生物の探索とその最適条件

池田佳乃子・高平夏芽

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校

今日のパームオイル生産はマレーシアを代表する産業で
あり、パームオイルは私たちの生活に欠かせないものと
なっている。私たちは昨年マレーシアへ行き、パームオイ
ル産業はプランテーション拡大による森林伐採、パームオ
イルを含む工場排水による水質汚濁、大気汚染などの環境
問題が課題となっていることを知った。私たちはその中で
も大気汚染と水質汚濁にフォーカスし、その原因となる
パームオイルを含む工場排水（pome）を浄化するため 2 つ
の実験を行った。1つ目の実験は、ヤシについた土から微
生物を単離し、それらの油分解能力を阻止円の大きさ、リ
パーゼ活性を測ることでその油分解能力を比較した。また
それらの微生物を、大きさの違いで原核生物と真核生物に
分類した。2 つ目の実験は、既存の油分解酵母 yarrowia
lipolyticaを使って、パームオイル培地上での、油分解最適
条件を ph、温度、光の有無を変えて、リパーゼ活性を測る
ことで決定した。最終的に実験 1で発見した油分解能をも
つ微生物を、実験 2で得た最適条件のデータをもとに培養
し、環境に配慮した工場排水の浄化を目指す。

KP20 マレーシアにおけるパーム油産業と森林・環境問

題

長尾有沙

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校

今や我々の生活には欠かせないパーム油。需要は高く、
世界で最も消費されている植物油である。パーム油はアブ
ラヤシというヤシの実から採取され、その 85%がマレー
シアとインドネシアで生産されている。
マレーシアでは国策としてパーム油の生産が推奨された
ことをきっかけに、アブラヤシの大規模なプランテーショ
ンが拡大した。それと同時に熱帯雨林は年々減少の一途を
たどり、様々な問題を引き起こしている。こうした諸問題
を実際に目の当たりにし、マレーシアではどのように取り
組んでいるのかを調査した。また、現在とられている対策
や研究についてプトラ大学、FRIM（マレーシア森林研究
所）、（株）IHIで学んだ。産業としてのパーム油生産、森林
やそこに住む野生動物、消費者としての私たちが共存して
いくために、持続可能なパーム油生産のためにはどの様な
策が有効なのか、私たちにできることは何かを考えた。
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KP21 「主体的に森林を守っていくために」∼森林プロ

グラムの作成・実践∼

小島慧音・青山優希・沖田龍之介・角野百千・嶋田 凪

三重中学校・高等学校 科学技術部

現在、日本の森林は間伐遅れ・林業家の減少などの影響
で荒廃が進み、災害が起こりやすくなってしまっています。
私達は、一昨年度に行ったアンケート調査で、森林を守り
たい人は多いにも関わらず、森林の環境を良くしていくた
めの森林ボランティアに対して主体的な人は少ないという
結果を得ました。さらに、昨年度は森林ボランティアを自
分たちが企画・運営することを視野に入れ、まずは自分た
ちが森林について詳しく理解するため身近な三重県のデー
タをまとめたり、林業家のお話を伺ったり、森林の活動に
実際に参加したりしました。今回は、これまでの調査・体
験の結果・経験を活かして、中学校のカリキュラムに組み
込める森林教育プログラムを実際に作成し、一部の生徒を
対象に 2017 年 12 月に試験的に実施しました。その結果、
参加者の森林に対する意識や主体性に有意な変化が見ら
れ、森林の問題点を知ってもらうことにもつながりました。
発表当日は、私たちが作成した森林教育プログラムの内容、
プログラムに参加した生徒の意識の変化とそれについての
考察、これらの結果を受けての改善点などを発表します。

KP22 嵯峨野高校校有林の有する多面的機能∼これまで

の研究の総括と今後の方向性

西田結衣・錦ひかる・大塚 杏・瀧口菜帆子・田 詩穂（他 49

名）

京都府立嵯峨野高等学校 校有林調査ラボおよびサイエンス部

本校校有林は、京都市の里山地域に位置し、一部は 60 数
年前にヒノキ（C. obtusa）が植林され、一部が広葉樹への
遷移過程にある。これまで、校有林がもつポテンシャルの
評価及び校有林生態系がおかれている現状を明らかにして
きた。その結果、林内の土壌は適潤性褐色森林土に分類さ
れ、シカ（Cervus nippon）等による森林の下層植生の衰退
が顕著であり、下層植生の多くがシダ（D. linearis and G.
japonica）という状況であった。また、自動撮影カメラに
よりニホンイノシシ（S. scrofa leucomystax）およびニホ
ンシカ（Cervus nippon）などを複数回確認した。さらに、
軽微なシート侵食箇所を確認しているが、現在のところ、
土壌 A 層の透水性が高いことから、土壌侵食の可能性は
低いと考えている。本発表では、上述の内容を取りまとめ
るとともに、本年度進めているシードバンク、シカ柵の設
置、チョークによる土壌酸性矯正の効果、人工降雨による
土壌侵食試験区の設置、炭素の土壌表面収支など様々な研
究結果について報告する。

KP23 鳥とともに森林環境を考える ─繁殖鳥モニタリ

ング調査を通じて─

小川和磨・亀井丈人・寺坂智也

鳥取県立 智頭農林高等学校 森林科学科 3年生

2009年から鳥類標識調査を開始し、2012 年から「繁殖鳥
モニタリング調査」に参加することで、「智頭町の森林環
境の特徴や変化が、野鳥の繁殖にどのような影響を与えて
いるのか？」と「森林の持つ生物多様性の機能をどのよう
に発揮させるか？」を考えることとしました。6年間の調
査結果は、初放鳥数が 424羽、種類数は 35種でした。「出
現優占度」はヒヨドリ、クロツグミ、ヤマガラ、キビタキ
が上位を占め、「年別出現変動」をみると、クロツグミだけ
が、近年増加傾向にあることがわかりました。全国のデー
タと比較すると、優占種は、全国的な傾向と一致しました
が、出現鳥種数が非常に多いことが判明しました。考えら
れる原因として、ススキやササといった林床植生や藪がシ
カの食害により消滅したことと同時に樹齢が高くなり大型
ツグミが繁殖しやすい環境になったからと思われます。そ
こで、森林環境の多様性を復元するため、荒廃地に以前の
植生であるススキを植え、成長させる試みを始めました。
復元を妨げている、シカによる食害に加え、雪崩と土砂崩
壊を克服する方法を考えました。

KP24 アメニティー空間の創造 ─棚田の保全活動─

谷口雄哉・西尾広夢・平木嵩人・森田光一郎・山根直樹

鳥取県立智頭農林高等学校森林科学科

智頭町新田地区には石積みの美しい棚田があります。し
かし、高齢化が進むこの地域では、耕作放棄地が増え、棚
田の石積み畦畔が崩れている箇所も見られます。平成 27
年度から棚田の保全活動を行い、地域の活性化について具
体的な方策を検討しています。棚田の景観を守るために欠
かせない除草作業を、棚田 3枚について年間で 5回程度、
刈り払い機を使って実施しました。さらに、長い年月で崩
れた棚田の石積み畦畔を、社会人講師の指導を受けながら
補修をしました。また、棚田の耕作放棄地にシバザクラを
植栽し、地域の方の作業負担を少なくすると同時に、棚田
一面にシバザクラを咲かせ美しい景観となることを期待し
ました。しかし、昨年度、植えたシバザクラは鹿に荒らさ
れていました。鹿対策が今後の課題です。さらに、耕作放
棄地の活用方法として、チャノキの栽培実験を行いました。
チャノキは石積みに自生しており、地域の方が茶葉を収穫
して楽しんでおられます。しかし、チャノキの根により石
積みは壊れやすくなります。そこで、耕作放棄地にチャノ
キを栽培するための予備実験を継続していきます。

― 306 ―



KP25 智頭魅力アッププロジェクト ─匠の技で智頭宿

の街並みを守る─

3年生 森田 彪、2年生 大上僚斗

鳥取県立智頭農林高等学校森林科学科

智頭宿魅力アッププロジェクトは 2013 年に実施された
前身の高校生夢プロジェクトがきっかけとなって始まり、
今年度で 4年目となります。5月より智頭宿にある民家に
格子戸を設置するお宅を公募したところ、1軒の住宅から
の要望をうけ、作業に取り掛かりました。週 2∼3 回、放課
後の時間を使い作業を進めていきました。製作半ばから
は、指導していただいている藤縄氏の工房をお借りし、作
業を進めていきました。作業の終盤、表面の仕上げ、面取
りを行い、出来上がった材料を仮組して、さらに調整をし
ました。仮組していた部品をバラし、塗装を行いました。
使用した塗料は設置予定のお宅の外装の色に合わせた塗料
を使用し、統一感を持たせることとしました。12 月中旬、
藤縄氏と地元の建築業者さんに御協力いただき、設置する
お宅へ伺い、設置個所に必要な外枠の取付と格子の最終調
整を行いました。外枠の取付後、組んだ格子を仮設置し、
かんなやノミなどの手工具を使って削り仕上げていきまし
た。1月にはお披露目会を実施し、設置を希望された家の
方だけでなく、地域の方々にみていただきます。

KP26 荒川の上・中・下流における水生生物の生態 ∼下

流の生物を中心に

生物部 栗城穂乃香・角田正義・岡本七海・三森友裕・窪田貴幸

東京都立江北高等学校

荒川上流では豊かな森林に囲まれ、多様な水生生物が生
息していますが、下流では住宅街や工場に囲まれています。
そのような環境で、生物は何を食べて生きているのか。今
回私たちは、下流扇大橋下の泥の干潟に多く生息している
ゴカイ（ヤマトカワゴカイ）を対象に調査を行いました。
初めに、エサはすみかの泥や打ち寄せてくる泥水の中にあ
る何かではないかと考え、6 月∼10 月に予備実験を 4 回
行ったところ、すみかの泥と泥水のどちらにも何らかのエ
サがあると考えられる結果が出ました。この予備実験の結
果をもとに「すみかの泥の中のエサが体重を増加させる」
「泥水の中のエサが体重を増加させる」という仮説を立て、
本実験を行いました。10 月の 1回目の本実験では、使用し
た容器の種類や大きさのバラつきなどの問題点があり、明
確な結果が出ませんでした。12 月の 2 回目の本実験でそ
れらの問題に改善を加えたところ、私たちの仮説通りの結
果がでました。2 回目の結果が正しいのか確かめるため
に、1 月に 3 回目の本実験を予定しています。また、エサ
が具体的に何なのか分かっていないので、発表日までにで
きるだけ追究して、皆様に発表したいと思っています。

KP27 伊豆大島の外来種キョンの被害とその生態

澤田拓海・佐藤颯太・山内大地

東京都立大島高等学校

伊豆大島では外来種であるキョンが増加しており、農作
物の被害や生態系の破壊、交通事故などが問題になってい
る。キョンについて調査・実践した内容を報告する。①
キョンの生態；キョンはシカの仲間で、愛玩用に台湾から
日本に移入された。伊豆大島では大島公園動物園から昭和
45年の台風で施設が破損した際に逃げ出し、現在では 1万
頭以上生息しているとされる。中型犬と同じような大きさ
で、体重は成獣で約 8キロ、体は茶色で犬のような大きな
声で鳴く。非常に繁殖力が強い。②キョンの被害と駆除
方法；キョンによりアシタバやサツマイモなど伊豆大島の
主幹作物や、在来植物に被害がある。農業被害額は年間三
千万円以上とされ、銃やワナによる捕獲をおこなっている。
③実践内容；キョンの被害の問題提起するために、生態に
ついての基礎調査と、東京都が募集したキョンの駆除チー
ムの名称とロゴマークの公募に応募した。また、赤外線暗
視カメラを用いて校内でキョンの生態を調査した。

KP28 よみがえれ伊豆大島の里山 ∼ヤブツバキ 300万

本の活用方法を探る∼

島村杏樹・向山唯斗・冨樫尋仁

東京都立大島高等学校

伊豆大島はヤブツバキ 300万本が自生する日本一のツバ
キの島であるが、島内の椿産業が衰退し、島の象徴である
ヤブツバキの里山は放置林化している。そこで、本校では
ヤブツバキの特産品づくりとその活用に取り組んでいる。
椿油や椿炭は高品質な特産品であり、産業として再生する
ことが、経済の活性化のみならず里山の保全にもつながる
からだ。地域の業者と連携し椿油を製造・販売するほか、
「国際優秀つばき園」である本校椿園の管理で培った栽培
技術を活かし、地域の里山の保全・再生活動に取り組み、
地域の巨木「仙寿椿」は昨年 3月、日本ツバキ協会の「優秀
古木」に認定された。また、地域と連携し、「つばき座」と
いう里山の再生事業も始動した。東京工業大学と連携した
椿炭の活用に関する研究も実施している。これらの活動
は、環境省のグッドライフアワード「子どもと親子のエコ
未来賞」、アサヒ若武者育成塾「地域ブランド貢献賞」を受
賞した。
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KP29 秋田平野のため池における水生植物群落の分布と

埋土種子集団に関する研究

秋山実希

秋田県立秋田中央高等学校

1．はじめに；秋田平野には、日本の重要湿地等に指定さ
れた古いため池が数多く存在する。過去の航空写真判読か
ら、ため池では近年、浮葉植物群落の大幅な拡大が確認さ
れ、著しい環境変化が起こったと考えられるが、現状は不
明である。本研究では、①水生植物の分布の現状、②種と
環境条件との対応関係、③埋土種子集団について明らかに
し、ため池の保全・再生に資することを目的とした。2．方
法；7 つのため池に 49の調査方形区を設定し、植物の被度
と水深、泥厚、水温、pH、EC、DOを計測した。種と環境
条件のデータから相関分析と CCAを行った。湖底から泥
を採取し、顕微鏡を用いた種子選別と発芽試験により埋土
種子集団を把握した。3．結果と考察；全 36 種の水生植物
が確認された。浮葉植物の分布と泥厚、DOに対応がみら
れ、泥が堆積し、嫌気的な環境へと変化したことが浮葉植
物の拡大要因のひとつと考えられた。種子選別で 5種の種
子、発芽試験で 1種の発芽が確認された。このうち 4種は、
最近 3 年間でため池から消失した種であった。ため池の水
生植物を保全するためには、水底の埋土種子を活用するこ
とや、堆積した泥を除去することが必要であると考える。
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池田潔彦 P2-158

池田重人 T2-1，T2-9，P2-185，P2-192

池田 敬 T3-6

池田武文 M1，P2-150，P2-244

池田虎三 F6，P2-082

池田英史 D25，J10

池野英利 T5-1，T5-7，T5-8，P1-226，P1-229，

P1-277

池本省吾 P2-068，P2-098
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イサミディンカリビヌル

D31

石井 彰 D28

石井 孝 D25，J10

石井智朗 S13-6

石井匡志 T2-11，P1-150

石川 陽 P1-250

石川慎吾 H2

石川愼吾 H5

石川達也 P1-091，P1-116

石川 実 P2-112

石毛太一郎 P1-231

石崎涼子 A3

石沢真貴 C5

石田 朗 T3-1，T3-4，T3-5，D27，P1-243

石田 清 S3-3，P1-075，P1-124

石田祐宣 P1-124

石田 仁 S14-2，H10，P1-121，P1-263

石塚成宏 P2-187，P2-188，P2-195，P2-197

石塚伸太朗 P2-039

石塚森吉 P2-077，P2-208

石塚 航 F3，P2-065，P2-066

石野貴大 P1-226

石橋 聡 S14-4

石濱宣夫 P2-115

石原 誠 M1

石原正恵 P2-234

石渡雄基 P1-055

伊豆田 猛 S14-5，P1-175

泉 桂子 P1-013

泉 湧一郎 P1-078

泉舘菜月 P1-031

泉山茂之 P1-235

伊勢屋重一 P2-081

磯田圭哉 S2-1，F4，F5，P2-102，P2-132，P2-134

磯部一夫 S3-5，P2-248

板橋幸史 P1-125

板橋朋洋 P1-120

板谷明美 P1-204，P2-165

市栄智明 H9，P1-100，P1-227，P2-156，P2-172

市岡孝朗 P1-220

市川貴大 P1-149

市野瀬 愛 A8

市橋 新 P1-202

市橋隆自 P1-092

市原 優 S2-3，L7，M2，P2-253

一藤基子 P1-008

井手淳一郎 I 8

井出雄二 F7，P1-067，P1-074，P2-134

伊藤昭彦 P2-196

伊東 明 P1-071

伊藤江利子 I6，P2-179，P2-187

伊藤勝久 S5-7

伊藤幸介 P1-042，P1-059，P2-067，P2-104

伊藤幸太 P2-230

伊藤幸男 S5-3，T1-8，A5，A19，A22，A23

伊藤 哲 P1-051，P1-186，P1-225，P1-259，P2-090，

P2-113

伊藤太一 T7-3，T7-8，B9

伊藤大雄 P1-124

伊藤貴則 P1-053

伊藤崇之 K19，P1-218

伊藤武治 E10

伊東宏樹 T2-10

伊藤 弘 T7-5

伊藤昌明 L2

伊藤雅之 P1-041

伊東康人 L11，P1-226，P2-105

伊藤優子 P1-153

伊東諒祐 T2-10

稲垣昌宏 P2-187，P2-203

稲垣善之 G6，I 9，P2-062，P2-171

伊那北小学校 6年 1組（2017年度）

H1

伊那北小学校 6年 2組（2017年度）

H1

稲冨素子 P2-192

稲富佳洋 T3-9

稲永路子 P2-141

稲荷尚記 P2-224

犬飼慎也 P2-027

犬飼悠介 K3

井上昭夫 D3，P1-036

井上公基 T1-16，P1-201

井上翔太 P1-227

井上真吾 L17

井上大地 P2-244

井上 崇 P2-052

井上直樹 P1-088

井上美那 P2-187，P2-188

井上日呂登 P2-133

井上万希 P2-235

井上真理子 C8，C17，C21

井上裕太 P1-089，P1-090

井倉洋二 C19

猪股弥生 S14-3

猪俣雄太 K19，P1-210，P1-218

伊原徳子 F8，F9，P2-137，P2-138

今井裕之 S3-1

今岡成紹 P2-090
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今田省吾 P2-248

今村航平 P1-024

今村高広 P2-114

今村直広 T2-1，T2-4，T2-9，P1-155，P1-157

今村正之 E13

今矢明宏 P2-192，P2-204

井本朗暢 P2-251

岩井淳治 T3-1，F9，P2-138，P2-146

岩泉正和 S2-1，P2-132，P2-134，P2-156

岩岡正博 K9，K13，K14

岩木陽平 A31

岩﨑健太 T6-4

岩崎健太 P2-061

岩崎貢三 S8-1

岩崎 隼 F7

岩﨑 隼 P2-134

岩崎未季 P1-128

岩澤勝巳 T2-10，P1-144

岩田隆太郎 P2-215

岩松昴佑 P2-030

岩本宏二郎 P1-256，P2-208

う

魏 甫錦 P2-138

植木達人 P1-064，P1-203，P1-216

上杉天志 P1-251

上杉 基 P2-144

植田睦之 P2-226

上田和司 P2-076

植田真司 P2-166

上田正文 P1-093，P1-094，P1-095

上田実希 S3-6，P1-102

上津原太一 D11

上野真義 S15-2，F5，F9，P1-069，P1-077，P1-262，

P2-131，P2-135，P2-137，P2-138，

P2-160

上野大勢 S8-1

上野真由美 T3-9

上野操子 P2-057

上野 満 P2-094

植之原 碧 K14

上原 巌 T8-3，T8-4，P1-250

上原浩一 P1-073，P2-130

上村 章 S1-7，S14-4，E9，P2-078，P2-087

上村 巧 P1-205，P1-208，P2-028

上村松生 S3-1

上山芝穂 P1-120

鵜川 信 E1，P2-208

氏家清和 A26

潮 雅之 P1-231

潮田雅晴 P1-231

有水賢吾 P1-215

薄井徹太郎 K1，K5

臼田寿生 P2-048

内田由紀子 A2

内野彰裕 S10-5

内村慶彦 S1-10，E7

内山憲太郎 E3，F7，F8，P1-077，P2-131，P2-134，

P2-135，P2-137，P2-138

内山愉太 A14

内山佳美 J5

宇都木 玄 S1-7，S1-8，E9，P2-070，P2-071，P2-072，

P2-084，P2-085，P2-087

内海泰弘 G2，H9，P2-150

宇野裕之 T3-9

生方正俊 F4，F5，P2-102，P2-145，P2-149，

P2-151

梅木 清 M3，P1-128，P1-236，P1-257，P2-169

梅津 純 N1

梅林利弘 G2

梅本敦司 K9

梅山恭佑 I 5

浦川梨恵子 S3-5

浦野忠久 L3，L4，L5，P2-215

え

江川健太 P1-277

浴野泰甫 L7

江草智弘 J5

江口則和 T3-4，T3-5，D27，P1-243

江坂文寿 S7-5

江崎功二郎 L1

江崎次夫 P1-169，P1-196，P1-197

榎木 勉 E1

江原 誠 P1-019

蝦名益仁 S1-5，D14，P2-115

蝦名雄三 L2

猿田けい D22，G1

遠藤いず貴 T5-1

遠藤知里 C1

遠藤啓生 P1-233

遠藤真咲 G8

遠藤力也 P2-238

遠藤良太 P2-137，P2-153

お

王 権 D20

王 茂琪 T7-6

王 聞 B6

大井 徹 P2-230
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大池航史 P2-076

大石康彦 C17，C21

大泉 毅 S14-3

大釜康英 L17

大川智也 P1-231，P1-234

大久保達弘 P1-066，P1-146，P1-149，P1-151

大澤 晃 P1-133，P1-252，P1-281

大澤直哉 P2-062

大澤正嗣 T3-1

大島潤一 P1-146

大島順子 C16

大住克博 S9-4，S9-5，H6，P1-063，P1-267，

P2-118

大曽根陽子 P1-089，P2-192

太田和秀 P1-120，P1-267

太田誠一 P2-077

大田宗太郎 P1-087

太田敬之 T6-2，P1-120，P2-168

太田岳史 P1-172

太田徹志 P1-036，P1-047，P2-029，P2-032，

P2-047，P2-056

太田敬之 P1-267

太田道人 T7-10

太田祐子 P1-256，P1-274，P2-253

大竹芙実 B3

大竹正剛 T3-7

大谷 忠 S10-8，C8

大谷達也 S11-9，E3，I 4，P2-134

大地俊介 A25

大塚生美 S5-4，S12-1

大塚啓太 C20

大塚次郎 F4，F5，P2-102

大塚良仁 P2-166

大手信人 P1-012，P1-160，P1-161，P1-164

大西裕子 P1-098

大貫 肇 S6-8

大貫真孝 P1-133

大貫靖浩 P1-153，P1-188，P2-182，P2-192

大野勝正 K7

大野裕康 P2-133

大野泰之 P2-169

大野田文吉 H1

大場孝裕 T3-7

大場 真 T1-12，T1-14

大橋彰博 P2-252

大橋慧介 P1-114

大橋伸太 T2-1，T2-4，T2-9，P1-155

大橋春香 P2-162

大橋正孝 T3-7

大橋瑞江 T5-1，T5-7，T5-8，I 8，P1-160，P1-229，

P1-247，P1-277，P2-222

大原 遼 P1-104

大平峰子 P2-140，P2-142

大政康史 P1-036

大宮 徹 T7-10

大宮泰徳 P1-113

大矢信次郎 S1-6，S1-8，P1-064，P2-028

岡 輝樹 T3-4，T3-8，P1-243

岡 裕泰 A24

岡 勝 T1-9，D7

小笠真由美 G3，P2-070，P2-071，P2-072

岡田慶一 P1-275

岡田経太 P1-249

岡田真一郎 E2

岡田直紀 T2-12，P1-096

岡田広行 K4

岡田美憲 P1-120

岡田康彦 P1-190，P1-193

岡田龍一 P1-226

尾形信行 P1-191

岡野邦宏 P1-058，P2-250

岡野哲郎 S1-8，P2-150

岡野晢郎 P1-119

岡部成晃 S14-5

岡本昇太 S14-8

岡本 隆 P1-193

岡本卓也 T3-1，P2-207，P2-236

岡本 透 P2-173，P2-174，P2-185，P2-187

岡本瑞輝 P1-280

岡本 南 P1-043

小川健一 P2-157

小川高広 P1-029

小川映瑠香 P1-256

小川秀樹 T2-2

小川 舞 P2-195

小川結衣 T7-7

沖田総一郎 G3

奥 敬一 B6，B7

奥田清貴 P2-075

奥田史郎 S1-10，T3-3，E10，P2-041，P2-079，

P2-084，P2-119

奥田史朗 P2-183

奥田 昇 A2

奥山洋一郎 T4-7，A7，C11

小倉 晃 P2-082

小倉 淳 G7

小椋智世 P1-138

小黒芳生 P2-212

長 雄一 T3-9
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尾崎勝彦 T8-1

尾崎研一 P2-223，P2-224

尾崎嘉信 P1-060

長田典之 S4-2

小澤健司 P2-236

尾関俊亮 P1-254

尾関雅章 P1-266

織田 歩 P2-051

小田智基 J5，P1-160，P1-161，P1-164

小田三保 P1-043

落合幸仁 P2-155

音無亮太 D17

小野悦生 P2-130

小野賢二 S11-1，S11-4，S11-5，S11-6，S11-7，

P2-187

小野 裕 I 5

小野美乃里 P2-107

小野田雄介 S4-2

小野寺賢介 P2-220

小長谷啓介 T5-5，P1-253，P2-239，P2-243

小原 洋 P2-187，P2-188

折笠 航 D21

織邊尚子 S8-3

織部雄一朗 S3-3

尾分達也 A30，A31

尾張敏章 D30，P1-030，P2-027，P2-052

温 秀軍 L15

御田成顕 A4

恩田裕一 T2-7，P1-159，P1-162，P1-170，P1-178

か

甲斐博文 P1-036

加賀谷悦子 L10，P2-214，P2-215

香川 聡 T2-1，T2-3

柿澤宏昭 A15

籠谷泰行 P1-139

葛西絵里香 P2-209

梶 光一 P1-239

加治佐 剛 K7，P1-047，P2-030

梶間周一郎 A14

梶村 恒 P1-230，P1-254，P2-242

梶本卓也 P2-084，P2-208

柏倉美沙 C6

糟屋奈津実 P1-234

糟谷信彦 P2-101

片桐奈々 P2-252

片倉慶子 P1-073

堅田元喜 S14-1

片畑伸一郎 P1-115

片柳薫子 P2-187，P2-188

片山歩美 T5-1

勝木俊雄 E6，P1-256，P2-133

勝島隆史 S6-5，S6-6，T6-1

勝野幸男 P2-117

勝山正則 J4，P1-164

嘉戸昭夫 S6-6

加藤 顕 D26，D27，H11，P1-202

加藤 厚 M2

加藤絵里子 P2-111

加藤一隆 P2-152，P2-158

加藤敬介 P1-076

加藤珠理 P2-135

加藤正吾 P1-117，P1-268

加藤 徹 D22，P2-221

加藤春喜 P1-235

加藤英俊 P2-150

加藤弘亮 T2-7，P1-159，P1-162

加藤 真 P1-235

加藤正人 D15，D32，P1-040

加東良彬 P1-261

角谷 黎 P1-010

金指 努 T2-9，T2-10，P1-142，P1-145

金澤 豊 P1-205

金森啓介 T1-6

金森弘樹 L19

金谷真希 S3-1

金子真司 T2-1，T2-9，P1-155，P1-157，P2-187，

P2-188，P2-192

金子智紀 S1-1，P1-177

金子信博 T2-11，P1-150

金子瑞季 P1-239

金谷整一 P1-125，P2-137，P2-160

鹿又秀聡 T1-9，D7

壁谷大介 G6，P2-085，P2-208

鎌倉真依 P1-088，P1-097，P1-181

釜田淳志 T3-4，T3-5，P1-243

鎌田直人 D30，H9

鎌田真希 P2-032

上浦達哉 P1-141

上條隆志 P1-262

紙谷智彦 P1-042，P1-052，P1-054，P1-059，

P1-265

上辻久敏 T5-6，P1-081

上牧 祐 S14-5

神村章子 G7，P1-114

上村佳奈 T6-1

上森真広 P2-119

上谷浩一 P1-071

亀田悠人 P1-281

亀山翔平 T1-16，P1-201
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亀山統一 P2-242，P2-247

加茂憲一 S6-2

香山雅純 P2-097

唐木敬吉 H1

唐木隆夫 H1

柄澤孝和 K7

狩谷明美 T8-1

川合紗世 B1

河合将生 P1-251

河合貴之 P2-132

川井優宏 G3

河合慶恵 P2-132，P2-156

川上華子 L16

川上利次 D11

河上友宏 P1-073

河上智也 P1-137

川北憲利 P2-033

川口晋平 D19

川口英之 P2-116

川﨑章惠 A28

川崎達郎 T2-1，T2-9

川崎雅俊 P1-168

川崎 満 P1-236

河瀬麻里 D10

川添拓也 A3

川田 勲 S5-8

川中 守 P2-235，P2-237

川端篤志 B8

川端俊介 P2-059

川畑真里子 T8-4

川東正幸 S11-8

河村和洋 P2-226

川村啓一 P2-057

河村幸男 S3-1

川本朋慶 T3-4

川和美香 P2-195

菅 尚子 C10

神崎菜摘 L6，L7，P1-246

神田隆志 P2-187，P2-188

き

菊池俊一 P2-107

菊地泰生 P1-246

菊池亮介 A25

木佐貫博光 P2-175

岸 和実 P1-003，P1-004

宜寿次盛生 P1-079

来田和人 S14-6，P2-065，P2-066，P2-086，P2-145

喜多晃平 P1-248

木田仁廣 S11-8

北尾光俊 S1-7，S14-4，S14-6，P2-071

北岡 哲 P1-090

北上夏陽子 P1-059

北上雄大 P1-255

北川雄一 G4

北里春香 P1-036

北島 博 P2-216

北野 聡 S15-6

北原文章 S1-2，D4，D8，H7，P2-034，P2-181

北村あかり H10

北村 啓 P1-079

北山兼弘 P1-140，P1-275

鬼頭敦史 P1-245

衣浦晴生 P2-219

木下晃彦 T5-5，P2-239

木下 秋 P2-167

木下勇作 P1-063

木下 渉 P1-216

木俣知大 S10-1

金 錫宇 P1-169，P1-196，P1-197

木村一也 P2-025，P2-026

木村憲一郎 S5-3

木村恒太 P2-052

木村敏文 P1-229

木村道徳 P1-241

木村光男 P2-144

木村 恵 E3，F7，F8，P2-131，P2-134

木村 穣 D11

許 思寒 A4

玉泉幸一郎 P1-098，P2-096

桐野巴瑠 P1-219

桐山 哲 P2-215

千木 容 P2-082

金道知聖 P1-086

く

日下昭宏 P1-242

日下部 玄 P1-124

草野秀雄 P1-036

草野僚一 P2-137，P2-160

草場 敬 P2-187

九島宏道 E12，E13，P2-117

楠本 大 S13-1，T3-2，G2，P1-032，P1-086

工藤琢磨 L21

國崎貴嗣 E11

久保慎也 P2-235

久保雄広 P1-021

久保喬之 E12，P2-117

久保満佐子 P1-060

久保田耕平 L15，L16

― 315 ―

講

演

者

索

引



久保田正裕 P2-156

久保田優美 P1-146

久保山裕史 T1-1

熊谷朝臣 J5

熊谷 唯 P1-053

熊崎 慎 S11-7

久米 篤 S14-2

久米朋宣 T5-1

蔵治光一郎 C8

倉本惠生 S1-6，T6-2，E9

倉本哲嗣 P1-091，P2-064，P2-144

栗田 悟 T3-5，P1-243，P2-173，P2-240

栗田 学 P1-087，P2-144，P2-159

栗山浩一 T7-14，P1-021，P1-022，P1-024

黒川紘子 S4-2，P1-100

黒河内寛之 H1，P1-074

黒田克史 S3-2

黒田慶子 P2-242

黒田 誠 P2-117

黒田真峰 P2-058

黒丸 亮 F3，P2-065

黒宮健佑 D27

桑野泰光 P1-195，P2-235

こ

呉 巧雪 I 1

小嵐 淳 P2-186

小池浩一郎 T4-8

小池孝良 S14-6，S14-7，S14-8

小池征寛 P2-052

小泉孝雄 P1-238

小泉敬彦 M5

小泉 透 T3-4，T3-8，P2-235

小板橋さゆり T1-8，A22，A23

黄 宇波 P2-244

香坂 玲 A14

神代圭輔 S10-9，P1-003，P1-004

河野沙紀 T2-8

河野修一 P1-196，P1-197，P1-169

神前佳毅 C13

神山和則 P2-187，P2-188

興梠克久 S6-1，A28，A16

古賀信也 P2-150

古賀良梧 E2

小坂 泉 P1-163，P1-165，P1-184

小坂香織 A11

越川昌美 T2-5

小島克己 P1-106，P1-108

小島永裕 P1-167

小菅良豪 T4-4

小杉昭彦 G5

小杉賢一朗 J6，P1-171

小杉緑子 P1-041，P1-088，P1-097，P1-181，

P1-252

小高信彦 P2-178

小谷亜由美 P1-172

小谷二郎 S13-6

小谷英司 P2-034

小谷二郎 T2-6，P1-082，P2-082

児玉憲昭 T1-13

後藤和明 P1-229

後藤千明 P2-242

後藤秀章 L14，P2-211，P2-218

後藤幸広 S12-2

後藤義明 S6-5

小長井信宏 L18，P2-105

小西光次 P2-088

小西伴尚 C7

小西雄大 P1-067

小畠実和 P1-278

小濱宏基 P1-069

小林壱德久 G7

小林喬子 T3-4

小林 玄 S2-4

小林沙希 P2-137

小林高嶺 P1-141

小林菜子 P2-081

小林奈通子 T2-10，P1-147

小林 元 G4，P1-119，P2-191

小林秀樹 H4

小林博樹 C20

小林裕之 T7-10

小林真生子 P2-246

小林 真 S3-7，P1-102，P1-137

小林 誠 P1-265

小林政広 T2-1，P1-153，P2-192，P2-205

小林里緒奈 P1-147

小原 茜 P1-128

小松雅史 T2-1，T2-4，T2-9，P1-155

小松鷹介 T3-1

五味高志 P1-170，P1-175，P1-178，P1-180，

P1-185

小南裕志 P1-103，P1-176，P2-170

小宮将大 L19

小森谷あかね S11-6，S11-7

小谷野開多 T6-3

小山泰弘 S9-5

木幡修也 C5

今 博計 F3，P2-065，P2-066，P2-145

近藤 晃 G1，P2-158
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近藤 崇 P2-227

近藤禎二 F4，F5，P2-102，P2-149

近藤俊明 I2

近藤弘基 P2-113

近藤洋史 T3-4，P2-235

今野幸則 P2-064

さ

崔 麗華 P1-017

才木道雄 P1-168

西前 出 P1-012

斎藤 馨 C20，P1-030

齋藤和人 D29，F2

齋藤和彦 D5，P2-178

齋藤 哲 T2-1

齊藤 哲 T2-6，T2-9，D4，J2，P1-090，P1-120，

P2-208

齊藤正一 P2-110

齋藤隆実 S1-7，P2-070，P2-071，P2-072，P2-175

齋藤智之 P1-267

斉藤 琢 G4

斎藤 琢 H9

齋藤武史 J3

齋藤辰善 S14-3

齋藤俊浩 P1-168

斎藤丈寛 E9

齋藤智之 E12，E13，P1-120，P2-117，P2-168，

P2-173，P2-174

齋藤暖生 T4-3，A3

齋藤英樹 S6-7，D2，D23

斎藤秀之 S15-1，G7，P1-112，P1-114

斉藤広樹 P2-241

斎藤真己 E5

斎藤仁志 S1-8，T1-11，P1-064，P1-203，P1-216

齊藤雅哉 P2-110

齊藤陽子 F7，P1-067，P1-074，P2-134

三枝道生 L17

嵯峨創平 B5

酒井 敦 S1-2，E3，E10，P2-134，P2-171

酒井 武 T6-2，E12，E13，P2-117，P2-173

酒井哲郎 P1-154

酒井寿夫 I4，I 9，P2-187，P2-190

酒井佳美 P2-137，P2-160，P2-187，P2-197

酒井里菜 P2-175

酒井若菜 P1-060

坂上大翼 D30，P1-030，P2-027，P2-045，P2-052

阪上宏樹 P2-100

坂口和昭 P2-217

坂口精一郎 K4

坂下 渉 P1-178

佐方啓介 T7-3，T7-7

坂田史帆 P1-105

阪田匡司 J2，P1-090，P2-191，P2-194，P2-195

坂田 勉 P2-206

坂庭浩之 T3-1

坂野上なお S5-2

坂本圭児 P1-122，P2-167

坂本 淳 P1-080，P2-217

酒本 大 P1-087

坂本知己 S11-5

崎尾 均 C10

作田耕太郎 P1-091，P1-104，P1-125，P2-160

佐久間大輔 S9-1

櫻 昭二 P2-088

櫻井哲史 T2-2

櫻井 倫 S7-3

桜木摩耶 K12

佐々木 愛 P2-079

佐々木彩乃 S3-1

佐々木尚三 S1-7，E9，K19，P1-213

佐々木達也 P1-207，P1-208，P1-211

笹島芳信 P2-132，P2-156

笹原千佳 P1-065

佐瀨裕之 S14-3

佐藤重穂 P2-223，P2-224

佐藤太一郎 P2-035，P2-143

佐藤 孝 P1-267

佐藤孝吉 P2-058，P2-059，P2-060

佐藤 保 H7，P2-181，P2-182

佐藤那美 T3-4

佐藤宣子 S7-1，A30，A31

佐藤 永 H4

佐藤弘和 T6-4，P2-061

佐藤大樹 L5

佐藤冬樹 S14-7，P1-141

佐藤政宗 T1-2

佐藤光弘 T1-8，A22，A23

佐藤太裕 D3

佐藤亮介 T3-5，P1-243

佐野 薫 A12

佐野千尋 P1-231，P1-234

佐野哲也 S11-3

佐野俊和 P1-206

佐野真琴 D2

佐野みずほ P1-160

佐野雄三 G2

佐野 豊 P1-080

佐山勝彦 P2-223，P2-224

澤井一毅 P1-139

澤井政宏 K4
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沢崎元美 K15

澤田直美 T1-3

澤野真治 P1-153，P1-174

し

塩入 環 P2-246

塩田廣美 D18

執行宣彦 M3

重永英年 P2-080，P2-089

重信秀治 S15-3

志知幸治 P1-153，P2-184，P2-185，P2-192

篠崎 愛 P2-160

篠原朝香 T2-11，P1-150

篠原慶規 P1-176

篠宮佳樹 T2-1，P1-153，P1-157，P2-187，P2-192

柴 和宏 P1-192

芝 正己 K10

柴崎一樹 P2-077

柴崎茂光 S7-4，T4-7

柴田幸冶 P2-081

柴田昌三 T4-9，T4-11，B4，N3，P1-017，P1-065，

P2-062

柴田 尚 T5-5

柴田英昭 S3-5，S4-1

柴田銃江 T6-2，P1-100，P1-267

島 弘幸 D3

島内梨佐 T4-10

島崎浩司 P2-039，P2-046，P2-057

嶋瀬拓也 P1-007

島田卓哉 T3-4

嶌田知帆 P2-033

嶌田栄樹 A12

島田博匡 K3，P2-036，P2-040，P2-043，P2-095

志水克人 P2-047

清水香代 S1-6，P2-145，P2-148，P2-213

清水貴範 P1-182

清水達哉 P1-237

清水 一 S15-4

下平美成 P1-126

下村彰男 B3，L20

下分淳矢 D12，D13

朱 雪姣 L15

執印康裕 J8

ショウテイ P1-018

庄子 康 T7-6，T7-11，T7-14，P1-021

上村真由子 P1-055

白井教男 P1-205，P2-025，P2-026

白石則彦 T1-3，T1-9

白川拓巳 T3-6

白澤紘明 T1-10，T1-11，K4，P1-198，P1-203

白戸康人 P2-187，P2-188

白旗 学 S13-6

白濱千紘 S3-3

城 賀津樹 T7-10

城田徹央 S1-8，P1-064，P1-119

沈 昱東 H9

神 宏樹 H11

陣川雅樹 P1-207，P1-208，P2-028

神宮翔真 T7-3

新目竜一 P1-164

新屋良治 P1-219

す

末永悠里子 P2-200

末松直輝 P1-036

末吉智秀 P1-225

菅井徹人 S14-6，S14-8

菅原悠希 P1-118

菅原 泉 P1-135

杉浦克明 C2，P1-025，P1-033，P2-051

杉浦里奈 P1-235

杉田昂駿 P1-115

杉田久志 E12，E13，P2-117

杉谷華世 H6

杉本 咲 S3-3

杉本小夜 P1-080

杉本博之 L3，L4，P2-210，P2-213

杉本記史 P1-141

杉山沙織 A16

須崎智応 T6-2

図子光太郎 T1-7，T2-6，D4，P1-207

鈴木 覚 S6-6，S11-4，S11-5，T6-1

鈴木節子 S15-2

鈴木拓郎 P1-194

鈴木智晴 P2-173

鈴木ななみ P1-062

鈴木 遥 P1-028

鈴木秀明 K4

鈴木秀典 P1-207

鈴木 牧 T3-2

鈴木正嗣 T3-6

鈴木政紀 P1-058，P2-250

鈴木保志 T1-15，K16，P1-199，P1-200，P1-212，

P2-206

鈴木養樹 T2-1

鈴木良一 P2-150

鈴木和次郎 P1-267

須田邦裕 S1-1

角田賢亮 P1-151

陶山大志 L19
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陶山佳久 P2-130

諏訪錬平 S1-10，T3-3，P2-183

諏訪練平 P2-041

せ

清野達之 H5

清和研二 P1-058，P2-250

瀬川芽衣 P2-111

関 宰 P1-102

関向仁志 P1-011

瀬崎 薫 C20

瀬々 潤 G7

芹澤 玲 E14

曾 継業 I 2

先崎理之 P2-226

仙田徹志 A18

仙福雄一 P1-181

そ

ソ ホンドク P1-107

曽我昌史 P1-020

外舘聖八朗 S1-4

薗田 登 N1

園原和夏 C2，P2-050，P2-051

薗部 礼 D20

染谷祐太郎 P1-050

反町篤行 S14-1

孙 鵬程 N3

孫 麗娟 I 7

た

大丸裕武 P1-193

鷹尾 元 H7，P2-181

高尾 徹 P1-033

高尾弥優 P1-044

高木悦郎 L9

高木健太郎 P1-102

髙木豊大 T3-2

高木正博 D4，E1，P1-186，P2-193

高岸 且 P2-033

高久雄一 P2-166

高階空也 P2-242

高嶋敦史 P2-178

高須賀太一 P1-114

高田克彦 F6，P2-141，P2-154

高田名津海 P1-184

高田弥生 T4-9，T4-10

高徳佳絵 P1-168

高梨 聡 P1-103

高梨琢磨 P2-215

鷹野 敦 S10-6

高野一隆 D11

高野宏平 P2-162，P2-212

高野 涼 S5-3，T1-8，A5，A19，A22，A23

高野（竹中）宏平 P1-266

高橋 啓 T3-5，P1-243

髙橋絵里奈 D17

高橋絵里奈 E2

高橋香織 P2-177

高橋一秋 P1-053，P2-177

高橋和規 P1-120，P1-267

高橋一英 P1-244

高橋耕一 P1-280

高橋卓也 A2

高橋千尋 C4

高橋輝昌 I 1

高橋與明 P2-038

高橋裕史 T3-4

高橋 誠 D29，F2，P2-140，P2-144，P2-145

高橋雅昭 S14-3

高橋正通 P2-077

高橋正義 S6-5，S6-7，D2，D23，P2-203

高橋真秀 P2-246

高橋由紀子 P2-253

高橋裕史 T3-3

高柳 敦 P2-231

髙山 勉 P2-099

高山範理 T8-2

瀧 誠志郎 S1-6，P1-208，P2-028，P2-154

瀧 誠志朗 P1-205

滝 久智 P2-215

滝澤 賢 P2-060

滝沢裕子 S5-3，T1-8，A5，A19，A22，A23

瀧澤英紀 P1-163，P1-165

瀧澤英樹 P1-184

滝谷美香 P2-093，P2-115

田口忠久 T6-2

武 正憲 T7-3，T7-4，T7-5，T7-7

竹内 純 P2-244

竹内真一 P1-176

竹内啓恵 T8-4

竹内史郎 P2-115

竹内祐子 L7，M6，P1-246

竹内由香里 S6-6

竹内隆介 P2-074，P2-219

竹澤時杜 P1-216

竹下和貴 P1-239

竹嶋一紗 P1-200

武田 泉 T4-2

武田浩太 P1-053
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竹中明夫 T2-5

竹中篤史 T2-9

竹中浩一 P2-054

竹中千里 S8-3，P1-145

竹原優子 H9

竹松葉子 P2-222

竹村幸祐 A2

竹本太郎 T4-5

多田賢二 S11-4，S11-5

多田千佳 P1-058，P2-250

田玉 巧 P1-077

立花 敏 A11，A26，A27

橘 隆一 S11-7

龍原 哲 T1-3，T1-9，P1-006

楯 直顕 E13

立石麻紀子 G3，P1-097

舘野隆之輔 S3-5，P1-134

立山健太郎 K4

立脇隆文 P1-243

田中和博 D18，P1-003，P1-004，P1-035，P1-046，

P1-129，P1-130，P2-033

田中克典 P1-181

田中邦宏 D5

田中憲蔵 S2-3，P1-071，P1-089，P1-090，P2-182

田中功二 P2-145

田中翔大 P1-257

田中真哉 D5，D8，P2-041，P2-183

田中 克 P1-246

田中千尋 M6

田中永晴 P2-192

田中伸彦 P1-018

田中紀充 P1-111

田中正臣 L13

田中 恵 P1-250

田中良明 P1-207

田中 亘 P1-205

田中（小田）

あゆみ

T5-5，P2-071

棚橋薫彦 L16

田邊 純 P2-151

田邊智子 P1-119

谷 晃 S14-7

谷 清 P2-081

谷 早央理 S15-2

谷 尚樹 G5

谷 誠 P1-167

谷内博規 S11-2，S12-2

谷川 潔 P1-239

谷川東子 T5-4，T5-7，T5-8，I 7，P1-248，P1-251，

P1-253，P1-255，P1-277，P1-279

谷川夏子 T5-3

谷河 澪 T5-7

谷口真吾 E14，G3

谷口武士 P2-202，P2-248

谷瀬 敦 P1-164

谷本直緒子 P1-094

田野井慶太朗 T2-10，P1-147，P1-161

田野井慶太郎 P1-160

田端雅進 S13-2，S13-4，S13-5，S13-6，P1-078

田原 恒 S8-2

田淵隆一 T2-1

玉井幸治 S6-5，P1-174，P1-182

玉井 裕 P1-049，P1-079

玉木一郎 S15-2，P2-165

玉城 聡 P2-155

玉乃井 梓 P1-163

玉野井 梓 P1-165

田村 明 P2-145，P2-148，P2-151

田村和也 A17

田村健太郎 P1-002

田村典江 A6，C11

田村美帆 S2-2，S2-4，S13-3，P1-078，P1-087

陀安一郎 P1-100

垂水亜紀 T1-5，A21

丹下 健 P1-050，P1-107，P1-135，P1-147，

P1-154

檀浦正子 T5-7，T5-8，P1-103，P1-133，P1-252，

P1-277

ち

崔 東寿 T2-8

崔 東壽 P1-057，P1-099

近口貞介 D5

千葉 翔 P2-110

千葉のぞみ P2-210

千葉信隆 P2-155

千葉幸弘 E4

千原敬也 K15

張 国盛 P1-127

中馬いづみ P2-242

張 桂安 D15

張 仕傑 H1

張 新語 T7-5

邱 湞瑋 P1-175，P1-178

張 平星 B4

千代西尾 輔 P1-040

全 槿雨 P1-169，P1-196，P1-197

秦 龍 P1-127
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つ

塚原雅美 P1-042，P1-059，P2-067，P2-104

塚原正之 D31

塚本将司 P1-070

塚脇真二 P1-026

柘植隆宏 T7-14

辻 千晃 P1-132

対馬俊之 S1-5，P2-061，P2-145

辻村真貴 P1-170

津田高明 F3，P2-061

津田吉晃 S15-6，S15-7

土田健人 I1

土谷 周 A25

土屋 慧 P1-158

土屋俊幸 T7-12，T7-13

都築勇人 P2-180

綱本良啓 P2-130

常光優太 S8-1

坪山良夫 P1-153

津村義彦 F8，P1-262，P2-131，P2-137，P2-138，

P2-160

津山幾太郎 E9，P2-086

津山孝人 P1-109

釣田竜也 J2，P1-090，P1-153，P2-205

鶴崎 幸 S1-9，P1-195

鶴田健二 P1-097，P1-181，P2-187，P2-188

鶴田燃海 P1-076，P2-136

敦見亮太 P1-040

て

手島康介 S2-4

寺岡行雄 K2，K7，P1-047，P2-030

寺崎竜雄 T7-12

寺澤和彦 T3-9，P2-195

寺島幸弘 S1-5

寺田健人 I1

寺田文子 D4

寺田康彦 P1-092

寺床勝也 S10-7

寺本聖一郎 P2-114，P2-116

寺本宗正 I 2，P1-135

寺本行芳 P1-169，P1-196，P1-197

と

杜 盛 H3

土居幹治 P1-196，P1-197

土井裕介 P1-191

土居龍成 T5-4，I7，P1-279

トウソウキュウ P1-040

藤堂千景 T5-7，T5-8，P1-277

當山啓介 D4，P2-052，P2-053

遠國正樹 P2-027，P2-052

當山啓介 T1-10

富樫一巳 P2-213

戸川卓哉 T1-12

土岐精一 G8

徳川浩一 E6

徳田佐和子 P2-220

徳地直子 P2-209

所 雅彦 P2-211，P2-214，P2-215

戸田堅一郎 P1-189

戸田浩人 T2-8，P1-057，P1-099

戸塚聡子 F9，P1-077，P2-146

飛田博順 P1-183，P2-070，P2-071，P2-072，P2-079，

P2-084

戸部信彦 S10-2

戸丸信弘 S15-2，F6，P1-075

富岡利恵 S8-3

富田隆弘 P1-277

冨森加耶子 P2-068

豊田明日香 P2-111

豊田 鮎 P2-200

豊田知世 T1-4

豊田信行 P2-120

豊永竜司 P1-044

鳥居正人 P2-238，P2-249

鳥田宏行 S6-3

鳥丸 猛 P1-070，P1-113，P2-165

鳥山淳平 T5-2，P1-089，P2-187，P2-189

冨田哲治 S6-2

な

内藤真理子 B1

直江将司 P1-120，P2-168

中井太郎 P1-172

中井美波 T4-10

中井 渉 P1-096

長井宏賢 T1-15，P1-227

長池卓男 P2-163

中尾勝洋 S1-10，T3-3，F8，P2-079，P2-084，P2-131，

P2-212

中岡圭一 P2-144

中川賢斗 P1-175

中川弥智子 P1-120，P1-126，P2-173

中川雄治 P2-027

中川湧太 P1-247

長岐昭彦 S1-1

長倉淳子 T2-9，T2-10，I 4，I 6，P1-142，P2-201

中澤昌彦 S1-6，P1-207，P1-208，P2-028
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中路達郎 T5-3

中下留美子 T3-4

中島 皇 C18

中島寛文 P2-240

中島泰生 P1-208

中島 剛 P1-111

中島健志 P1-097

中島 徹 T1-9，D7

中島春樹 S14-2，T2-6

中島 泰 T7-1

中島有美子 P1-056

中島陽平 P2-109

長島啓子 D18，P1-003，P1-004，P1-035，P1-046，

P1-129，P1-130，P2-033

中須賀常雄 I3

仲田昭一 T6-2

中田知沙 P1-204

中田 誠 P1-192

中田靖彦 T3-4

中田真菜 P2-111

中田 航 G4

永田純子 T3-4

中武修一 P2-043

中谷崇人 P1-071

中坪 稔 P1-172

中西 晃 P2-178

中西麻美 P2-062

中西敦史 S15-1，S15-4

中西敬宏 T3-4，T3-5，P1-243

中西友子 T2-10

中根周歩 I 2

中根貴雄 K4

仲野翔太 T5-5，P2-239

中野隆志 P1-103

中野隆文 P1-232

中野友博 S10-4

中野雄太 H10

永野聡一郎 P2-139

永野博彦 P2-186

永野正朗 I4

長野康之 T7-7

半 智史 S13-2

仲畑 了 P1-281

中町千景 I 4

永町博満 P1-210

永光輝義 S15-4

中村彰男 P2-101

中村和彦 C20，P1-030，P2-052

中村克典 S12-1，L3，L4，L5，L6，L8，P2-212

中村省吾 T1-12，T1-14

中村慎崇 M6

中村規尚 P1-180

中村人史 S1-3

中村博一 P2-145

中村裕幸 D28，K2，K8

中村太士 P2-226

中村誠宏 S3-4

中森さつき P1-240

中屋 耕 D25，J10

中山慎太郎 H10

中山理智 P1-134

中山美智子 P1-054

中山雄飛 P2-215

那須仁弥 P2-132，P2-155，P2-157，P2-161

名田勝貴 P2-242

名波 哲 P1-071

鍋嶋絵里 E1

並木和雄 P2-246

奈良一秀 M5

楢崎達也 K12

楢本正明 P1-105，P1-115，P1-136

楢山真司 D5

成澤慎太郎 P1-042

成沢知広 P1-209

成松眞樹 P1-148

南光一樹 S6-6，T6-1，P2-192

に

新妻靖章 P1-235

西 信介 L12

西井俊太郎 M1

西川浩己 P2-145

西川優弥 P1-268

錦織達啓 T2-5

西口 満 G8

西園朋広 D2，D4，P2-034

仁科一哉 P1-155

西原寿明 P2-129

西村佳穂 P1-116

仁多見俊夫 K1，K17，K18

新田響平 S1-1，P1-177

二宮浩介 P1-042

二瓶直登 T2-10，P1-160

丹羽花恵 S11-2

丹羽悠二 P1-032

ぬ

沼本晋也 K3

― 322 ―



ね

根岸有紀 P1-058，P2-250

根本和宣 T1-14

の

野川拓馬 P1-040

野口和幸 P2-173

野口享太郎 T2-9，T5-2，T5-5，T5-6，P2-187，

P2-239

野口亨太郎 I9

野口正二 P1-166，P1-176，P1-177，P1-182

野口 卓 P2-044

野口夏美 P1-115

野口宏典 S11-1，S11-4，S11-5

野口麻穂子 S1-10，E10，P1-120，P1-267，P2-088，

P2-168

野田 巌 P2-055

野堀嘉裕 H9

野宮治人 P2-080，P2-089，P2-091

野村孝宏 S7-6

野村久子 K3，K6，P1-019

野村 睦 P2-202

則定真利子 P1-106，P1-108

は

芳賀大地 A20，P1-008

芳賀弘和 P1-187

羽方大貴 P1-233

袴田哲司 F7，P2-138，P2-158，P2-134

萩野裕章 S11-4，S11-5

橋本朱音 P2-118

橋本昌司 T2-4，T2-9，P1-089，P1-155，P2-187，

P2-188

橋本 哲 P2-209

橋本 徹 I 6，P2-187

橋本正伸 P1-143

橋本佳明 P2-222

蓮井 聡 P2-061

蓮田和也 P1-105

長谷川 彩 P1-117

長谷川 聡 P1-024

長谷川尚史 K4

長谷川陽一 F9，P1-077，P2-138

幡 建樹 S5-6

畑中朋子 P1-138

服部武文 P2-251

服部 力 M2，P2-253

花岡 創 S15-1，H8，P1-268

花輪光彦 P1-264

埴岡千尋 T4-11

濱口京子 L14

濱田 革 T3-9

早川幸治 E12，P2-117

早川尚吾 C2，P1-025

林 宇一 P1-005，P1-011，P1-198

林 誠二 T2-5，P1-058，P2-250

林 大貴 P2-033

林 悠太 S11-7

林 良太 P1-235

林崎 泰 P2-235

早舩真智 A12

原 正利 P1-066

原 光宏 T7-4

原口竜成 P1-168

原田喜一 P1-004

原山尚徳 S1-7，S14-4，E9，P2-078，P2-086，

P2-087

張西郁男 P2-251

春木雅寛 I 3

韓 慶民 S14-4，G6

番塲由紀子 P2-146

半谷吾郎 P1-232

ひ

日置欽昭 D19

比嘉基紀 H2

東 三郎 I3

東 敏生 P2-206

東原貴志 C8，P1-026

樋口有未 P2-138

樋口 亮 G7，P1-114

樋熊悠宇至 A26

久田善純 P2-207

久松俊一 P2-166

久本洋子 T3-2，P1-086

菱 拓雄 P2-199

肘井直樹 P2-240

櫃間 岳 P2-055，P2-088，P2-103

人見拓哉 I1

姫野早和 P2-035，P2-143

百村帝彦 A4，P1-019

比屋根 哲 B2，C4，C15，P1-031

兵藤不二夫 P1-122

平井敬三 T2-9，T2-10，I 4，P1-142，P2-191，

P2-201

平尾聡秀 M3，P1-128，P1-236，P1-257，P2-249

平尾知士 S2-1，S2-3，P2-139，P2-140

平岡真合乃 P1-170
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平岡裕一郎 D29，F2，H8，P2-139，P2-140，P2-144，

P2-152，P2-158，P2-159

平川雅文 P1-092

開 勇人 S3-1

平田晶子 P2-212

枚田邦宏 A7，C11

平田泰雅 D30，P2-027

平田令子 P1-051，P1-186，P1-225，P1-259，P2-090，

P2-113

平野高司 P2-180

平野文男 T8-1

平野恭弘 T5-4，T5-7，T5-8，I 7，P1-277，P1-279

平野 優 H9

平野悠一郎 T4-1

平吹喜彦 J7

平松悠揮 P2-108

平山大輔 C3

平山知宏 P1-259

広嶋卓也 T1-9，T1-10，D4

廣瀬祐基 K3

廣瀬葉子 P2-042

廣部 宗 P1-122，P1-127，P2-167

ふ

武津英太郎 H8，P2-144，P2-159

深津武馬 L16

深町加津枝 S7-2，T4-9，T4-10，T4-11，B4，B5，B6，

P1-017

深谷 緑 P2-215

福井翔宇 P2-037，P2-039

福井忠樹 P1-113

福澤加里部 S3-5，P2-202

福士彰久 P1-145

福士亮太 P2-044

福島慎太郎 A2

福田健二 G2，P1-092，P1-246，P2-241

福田研介 T2-10，P1-147

福田夏子 L20

福田有樹 P2-140

福田雄治 I4

福田陽子 S15-1

福永健司 S11-7

福永 潮 P1-121

福原一成 P2-153

福本桂子 P1-047

福本浩士 P1-245

福山文子 P1-145

藤井英二郎 P1-073

藤井一至 I 9

藤井佐織 I 7

藤井 栄 S1-10，P2-079，P2-084

藤井正典 P2-166

藤井良光 P2-251

藤岡正博 P1-233

藤掛一郎 A25

藤木大介 P1-238，P2-229

藤沢直樹 P2-050

藤田 徹 P1-083

藤田真子 K13

藤野正也 A12，A29，P1-022

藤巻玲路 P2-209

藤丸俊樹 P2-230

藤本清彦 P1-205，P1-208，P1-211

藤本浩平 P2-083

藤本高明 P1-187

藤本将光 P1-189

藤原章雄 C20，P1-030

藤原拓摩 B2

藤原 健 T2-1，T2-3，P2-137，P2-150，P2-183

二重作昌満 P1-018

二木美帆 T3-9

渕上祐樹 K3

船田 良 S13-2

舟羽克輝 C2

古川邦明 P1-208，P1-211，P1-214

古川修平 P1-035

古川拓哉 H7，P2-181

古川 仁 N2

古川 均 P2-081

古里和輝 P1-051

古澤仁美 T5-5，I 6，P1-244，P2-194，P2-239

古田弘章 P2-050

古幡奏未 P1-053

古村善則 P1-084

古家直行 S14-4，D30，P2-027，P2-045，P2-055

ほ

法眼利幸 P1-242，P2-074，P2-219，P2-232

朴木英治 S14-2

保坂武宣 P2-096

保坂路人 S13-2

星 比呂志 P2-144

星川健史 D22

星崎和彦 P1-120，P1-267

星野大介 E12，P1-126，P1-267，P2-117，P2-173，

P2-174

星野安治 H9

星元啓吾 P2-046

細井佳久 P2-063，P2-064

細尾佳宏 P1-116
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細川奈々枝 S3-5

細田育広 P1-173

細田和男 D2，D23，P2-034，P2-183，S6-7

堀田紀文 J11，P1-161，P1-194

保原 達 P1-138

堀 千明 P1-114

堀 靖人 A10

堀井勇司 P1-141

堀内 桜 P1-136

本間航介 C10

ま

馬 建鋒 S8-1

馬 涛 L15

眞家永光 I7

前川優子 P2-222

前川夏子 P2-191

前嶋佳太 P1-159

前田健蔵 P1-099

前田雄介 P1-049

前田佳子 P2-042

前橋香織 P1-231

前原紀敏 L5，L6，L8

巻口公治 S1-5

牧口未和 P1-053

蒔田明史 C5

槇田健三郎 K4

牧田直樹 S4-3，T5-1，T5-3，I 8，P1-278，P1-280

牧野 悠 T7-8

牧本卓史 P2-144，P2-167

正岡直也 J6，P1-171

真坂一彦 T6-4，P2-179

正木 隆 T6-2，P1-100，P1-262，P1-267

増井太樹 S9-2，S9-3

増井 昇 S14-7

増田 宏 D29，F2

増谷利博 P2-051

益守眞也 T2-10，P1-107，P1-147，P1-154

升屋勇人 S13-4，S13-5，L8，P1-254

松井哲哉 P1-266，P2-162，P2-212

松井由佳里 P2-137，P2-160

松浦崇遠 P2-218

松浦俊也 T2-13，P1-019，P1-155，P1-157

松浦友紀子 T3-4

松浦陽次郎 T5-2，P2-184

松英恵吾 P2-049

松尾 歩 P1-058，P2-250

松尾 亨 P2-088

松尾奈緒子 P1-251

松尾尚哉 P1-125

松岡幸司 P1-034

松岡真如 D11，P1-038，P1-044

松下京平 A2

松下幸司 A13，A18

松下範久 P2-241

松下通也 S15-1，D29，F2，H8，P1-120，P1-267，

P2-148

松田 修 P2-066

松田和秀 S14-1

松田敏朗 P1-093

松田陽介 I7，P1-248，P1-249，P1-253，P1-255，

P2-240

松田隆平 P1-263

松平隼人 S11-8

松永孝治 S2-1，S2-2，S2-3，S2-4，P2-213

松永宙樹 P1-064

松波若奈 P1-024

松橋彩衣子 P2-212

松林尚志 P1-231，P1-234

松久 卓 T7-10

松村順司 P2-100

松村哲也 P1-217

松村直人 K3

松村ゆかり P1-205

松本麻子 F9，P1-077，P1-262，P2-135，P2-137，

P2-138，P2-160

松本一穂 E14，G3

松本 純 P2-035，P2-143

松本淳一 P1-196，P1-197

松本誓司 N1

松本 武 K9，K13，K14

松本剛史 P2-214，P2-215

松本哲也 P1-127

松本光朗 T1-9

松山周平 P1-138

眞中卓也 T2-9

間宮春大 P1-141

豆田俊治 P2-235

豆野皓太 P1-021

丸井貴之 P1-005

丸毛絵梨香 P1-102

丸山 E.毅 P2-064

丸山 毅 P2-063

丸山哲也 T3-1

丸山泰史 K17

丸山 温 P1-055

丸山諒子 P1-265

政所 拓 K4

― 325 ―

講

演

者

索

引



み

三井香代子 P1-241

三浦郁実 I8

三浦謙介 P1-235

三浦 覚 T2-1，T2-6，T2-10，P1-142，P1-147，

P2-192

三浦貴弘 T3-4

三浦 光 P1-230

三浦真弘 S2-1，P2-132，P2-144，P2-156，P2-158

三上雅史 G8

三木直子 G3，P1-127

箕口秀夫 P1-042，P1-059，P1-237，P2-104

三嶋賢太郎 P2-139，P2-140

水内佑輔 T7-9

水垣 滋 P1-164

水澤拓未 G4

水谷和人 T5-5，T5-6

水谷瑞希 P1-101

水永博己 T6-1，T6-3，P1-105，P1-115，P1-118，

P1-136，P1-261，P2-092，P2-167

水野直治 P1-138

水間亮洋 A7

三瀬友美子 D31

溝上展也 P1-036，P1-047，P2-029，P2-032，P2-047，

P2-056

溝口岳男 I 7

溝口知広 D28

三谷絵理子 S9-4

三谷典夫 P2-025，P2-026

道中哲也 H7，P1-208，P2-181

三ツ井聡美 T7-11

光田 靖 S1-2，T1-9，D8，P1-043，P1-186，P1-225，

P1-259

三俣 学 A3

南野亮子 T6-1

峰尾恵人 A12，A13

美濃羽 靖 D18

三村晴彦 E13

三村真紀子 S15-3

宮 正樹 P1-231

宮崎祐子 P1-122，P2-167

宮沢良行 S3-3，H3

宮下智弘 P2-154

宮下久哉 P2-152

宮島淳二 P2-073

宮嶋大介 F9

宮谷紘平 I7

宮藤久士 P2-101

深山貴文 P1-103，P1-183

宮本和樹 T6-2

宮本敏澄 P1-049，P1-079

宮本尚子 P2-155，P2-157，P2-161

宮本基杖 A1

む

向井真那 P1-140

向井 譲 P1-076，P2-136

向山 栄 P2-042

武藤芽依 T2-11，P1-150

宗岡寛子 P1-205，P1-207，P1-213

村井弘好 S11-6

村尾良男 P2-081

村岡裕由 H9

村上茂樹 S6-6

村上拓彦 D21，P1-042

村田賢也 P2-209

村田功二 P2-101

も

茂木もも子 A27

毛綱昌弘 P1-215

餅田治之 S5-5

望月翔太 D21

望月貴治 P2-164

望月智貴 S14-7

毛綱昌弘 P1-210

茂木靖和 E8

森 大喜 P1-275

森 智基 P1-235

森 英樹 P1-120，P1-262，P2-137

森 麻里乃 S14-5

森 保文 T1-14

盛石田拓也 P1-187

守口 海 T1-11

森口喜成 F9，P1-069，P1-077，P2-137，P2-138，

P2-146

森下智陽 T5-2，I 9，P2-187

森下直哉 P1-187

森嶋佳織 P1-232

森田 厚 T3-1

森田えみ B1

森戸航平 P1-221

守野 陣 I 1

森野真理 P1-009

諸岡 昇 P1-208

両川光流 P1-184

諸澤崇裕 T3-4

諸橋将雪 S14-3
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や

八木貴信 P2-080，P2-088

八木橋 勉 P1-120，P1-267，P2-088，P2-103，

P2-168

矢崎健一 T2-9，G3，P2-070，P2-071，P2-072

矢島 崇 P2-107

矢島由寛 P1-038

安居拓恵 P2-215

安江 恒 G4，H9，P1-119，P2-184

安田菜生 P1-146

安田裕美 P2-040

安野 諒 P1-046

安村直樹 A11

安室 尚 K18

矢田 豊 P1-082，P2-025，P2-026

柳井清治 J9

柳澤賢一 P2-213

矢野圭祐 P1-022

矢野慶介 P2-145，P2-151，P2-176

矢原ひかり T5-3

山内里佳 T5-1

山浦悠一 P2-226

山川博美 P2-080，P2-089，P2-113

八巻一成 T4-2，T4-7

山岸 極 P1-186

山岸祐介 S13-2

山口一仁 G4

山口勝司 S15-3

山口幸三 A18

山口郷彬 P1-253

山口 智 P1-207

山口秀太郎 F4

山口高志 G7

山口岳広 P2-245

山口毅志 S8-3

山口敏朗 P1-162

山口浩和 K19，P1-210，P1-218

山口莉未 S2-2

山崎 真 P1-199

山﨑 真 P1-212，P2-083

山﨑敏彦 K16，P1-212

山崎敏彦 P1-199，P1-200

山崎理正 L11，P1-226

山﨑浩司 P2-036，P2-043

山崎千恵子 P2-111

山崎 遥 P1-061

山路佳奈 P2-025，P2-026

山地直樹 S8-1

山下 淳 S1-5

山下香菜 P2-137

山下 聡 P2-251

山下茂樹 P1-210

山下翔太郎 P1-274

山下翔之 P1-037

山下多聞 P2-209

山下寿之 T7-10

山下直子 S1-10，T3-3，P2-041，P2-079，P2-084

山下尚之 S14-3，P1-089，P1-188

山下由美子 P2-232

山瀬敬太郎 T5-7，T5-8，I 8，P1-277，P2-099

山田和弘 P1-122

山田晋也 T3-7，G1

山田敬昌 K11

山田 健 S1-7，E9，K19，P1-213

山田 毅 T2-9，I 4，P2-201

山田利博 M2，P2-238，P2-249

山田範彦 P2-099

山田壽夫 S5-1

山田浩雄 F4，P2-102，P2-151

山田大隆 T4-2

山田祐亮 D2，D9

山田 亮 S10-3

山中啓介 L19

山中 豪 P2-075

山中 聡 P2-224

山中高史 T5-5，T5-6，P2-239

山中敏行 P2-044

山中典和 G3，H3

山中三男 H5

山西涼香 L19

山西悠友 P1-012

山根正気 P2-222

山ノ下 卓 P1-106，P1-108

山野辺太郎 S2-1

山野邉太郎 S12-3，P2-161

山場淳史 T1-13，P1-206

山端直人 P1-245

山林英果 P1-127

山増成久 D6

山本江里子 P1-003

山本一清 D22，P1-037，P2-036，P2-040，P2-043

山本清龍 B3，C14

山本茂弘 P2-158

山本信次 A5

山本嵩久 T1-10，K11，P1-198

山本伸幸 T1-5，T4-6

山本美穂 P1-005，P1-011

八代田千鶴 T3-4，T3-8，P1-241，P1-244
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ゆ

湯浅美咲 P1-038

湯地沙都美 P2-193

よ

横井秀一 P2-207

横尾謙一郎 P2-073，P2-100，P2-101

横尾泰広 P2-042

横川昌史 S9-3

横沢広朗 P1-057

横田健一朗 J9

横田 勉 P1-244

横田康裕 T1-5

横山大稀 P1-275

吉岡拓如 T1-16，P1-201

吉賀豊司 L7

吉川正人 P2-111

吉﨑真司 P1-056

吉田茂二郎 D1，P1-036，P1-047，P2-029，P2-032，

P2-047，P2-056

吉田貴紘 P2-137，P2-201

𠮷田智佳史 P1-205

吉田智佳史 P1-208，P1-211，P2-028

吉田俊也 P1-061，P1-062，P2-106

吉田智弘 T2-8，P1-221

吉田羽吹 P1-130

吉田博久 T2-2

吉田保衡 K4

吉田嘉雄 A18

吉野 聡 P2-031，P2-058，P2-059，P2-060

吉藤奈津子 S6-4，S6-5

吉村謙一 P1-097，P2-170

吉村哲彦 K15，K16，P1-199

吉村知也 P1-087

吉村正志 P1-229

吉本 敦 S6-2

吉本光希 P1-219

吉元美穂 S10-3

依田浩輝 P1-126，P2-173

米 康充 D12，D13，D17，E2，P2-159

米田令仁 E3，P1-071，P2-171

米地梨紗子 P1-231

米原太一朗 P1-041

米山 仰 P2-172

米山隼佑 P1-052

蓬田英俊 P2-145，P2-147

り

陸 海璐 T1-8，A22，A23

梁 乃申 I 2，P1-135

れ

練 春蘭 H1

わ

若林裕之 D26

若松孝志 J10

若山 学 P2-228

涌井幸子 H9

涌嶋 智 P1-206，P2-149，P2-206

和田 敏 P2-236

和田 覚 S1-1，P1-177

和田茂樹 T7-4

和田尚之 G7，P1-112，P1-114

和田大樹 P1-129

和田竜征 T5-4，P1-279

和田崎直隆 S15-2，P1-075

和多田友宏 P2-048

渡辺敦史 S2-1，S2-2，S2-3，S2-4，S13-3，P1-078，

P1-087，P2-140

渡辺一郎 S1-5，S1-7

渡邉英二 C8

渡邉花奈 L16

渡部公一 S1-3

渡辺幸一 S14-2

渡部紗矢 P2-116

渡邉大地 P1-066

渡辺恒大 S3-5

渡部敏裕 S14-6

渡辺直明 T2-8

渡辺直史 S1-2，P2-083

渡邉仁志 E8，P2-084

渡辺 誠 S14-5

渡邉雅治 P2-233

渡部 優 P1-203

渡邊未来 T2-5

渡辺靖崇 P2-149，P2-206

渡辺行直 P2-091

渡辺洋一 P1-073，P2-130

王 林和 P1-127

A

Abdul Hamid,

Zubaidah Aimi

G5

Abebe, Buruh P2-054

Agathokleous,

Evgenios

S14-4，S14-8

― 328 ―



Aikoh, Tetsuya P1-023

Akaji, Yasuaki P1-258

Alex, Cobb P1-071

Allen, Michael P2-248，P2-254

Amaru, Kharistya J11

An, Ji Young P1-276

Arima, Jiro P2-254

Aronson, Emma P2-248，P2-254

Azuma, Jun-ichi P2-198

B

Bibian, Diway P1-071

Bidder, Christy T7-2

Borisova, Irina G. D24

Bryanin, Semyon V. D24

Budiman, Imam T9-4

Bui, Dung Xuan P1-170

Bui, Huong T. T7-2

Byambasuren,

Oyunsanaa

P2-184

C

Carl, Bergeron T6-5

Chai, Paul P.K. P1-066

Chann, Sophal P2-182

Chen, Chiou-Pin P1-260

Chen, Yi-Hung P1-131

Cheung, Kwai on D16

Chiang, Ming Shan J1

Chiu, Chenwei P1-180，P1-185

Chiu, Jyun P1-260

Choeung,

Narith Hong

P1-019

Choi, Dongsu P1-085，P1-156

D

Deng, Songqiu D16

Dinh, Tien Tai P1-258

Dokrak, Marod P1-118

Dosmich, Timo P1-133

E

Egusa, tomohiro J1

Eltayeb, Mohamed P2-254

Eltigani, Sara P2-254

F

Finér, Leena P1-133

Fujime, naoya J1

Fujita, Saki P1-228

Fujiwara, Takahiro T9-4

Fukamachi, Katsue P1-016

G

Garivait,

Hathairatana

S14-3

Gong, Hao P1-019，P1-157

H

Hartsough, Bruce T1-16

Hashim, Rokiah G5

Helbert M4

Hernandez, Rebecca P2-248

Himmapan,

Woraphun

P2-055，P2-103

Hirata, Ryoko P1-014

Hirobe, Muneto P1-258

Hishinuma, Takuya P2-198

Hitsuma, Gaku T9-1

Hlaing, Ei Ei Swe H7，P2-181

Horisawa, Masahiko D16

Hotta, Norifumi J1

Hyyppa, Juha D32

I

Ikeno, Hidetoshi P1-224

Imaya, Akihiro T9-1

Inoue, Akio P1-179

Isobe, Kazuo P2-254

Itaya, Akemi P1-015，P1-027

Ito, Satoshi P1-014

Ito, Yasuto P1-224

Itoh, Misa M4

J

Jawa, Rantai P1-066

Jayathunga,

Sadeepa

P1-039

Jayathunga, Sadeepa P2-052

Jeong, Seonghun P1-179

Jiang, Ziru P1-222

Jones, Thomas T7-2

Joseph, Natra G5

K

Kajikawa, Chihiro P1-258

Kajimura, Hisashi P1-222

Kajisa, Tsuyoshi P1-014

Kamata, Naoto P1-223

Kameda, Yuto P1-276
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Kamimura, Kana T6-5

Kanda, Tomoka T9-6

Kasahara, Hisatomi P1-048

Kato, Hiroaki P1-152

Katoh, Masato D16

Kavgaci, Ali P2-162

Kayama, Masazumi T9-1

Khai, Tual Cin P2-029

Khatancharoen,

Chulabush

D24

Kho, Lip Khoon T5-1

Kietvuttinon, Bopit S14-3

Kim, Hyerin P1-023

Kim, Yongwon T5-2

Kimura, Kenichiro T9-1

Kinoshita, Shun-ichi P1-222

Kiswanto P1-045

Kobayashi, Masaki J. T9-1

Koike, Takayoshi P1-228

Kume, Tomonori J1，P1-131，P1-260

Kuriyama, Koichi P1-023

Kyaw Thu Moe, - P1-048

L

Leng, Chivin P1-019

Liang, Naishen T9-2

Limin, Swido Hester P2-180

Lin, Po-Hsuan P1-131

Lisovskii,

Viktor V.

D24

Lucy, Chong P1-071

M

Makimoto, Takushi P1-258

Masuda, Misa T9-5，T9-6，T9-7，T9-8

Masuya, Hayato P1-222

Matsumoto, Asako P1-072

Matsumoto, Testuya P1-258

Meleng, Paulus P1-220

Mensah, Akwasi P1-156

Michinaka, Tetsuya P1-001

Minn, Sie Thu P2-029

Mitsuda, Yasushi P1-014

Mizunaga, Hiromi T6-5

Mohamad,

Azani Alias

P1-071

Mohamed Mutasim,

Eltayeb Elebeid

P2-248

Momen Majumdar,

Mohammad Sayed

T9-8

Mon, Myat Su H7，P2-181

Mon, Su T9-7

N

Nachin,

Baatarbileg

P2-184

Nakahata, Ryo P1-276

Nakaji, Tatsuro P1-228

Nakazawa, Masahiko P1-205

Nanto, Hiroshi D16

Nara, Kazuhide M4

Nik,

Muhamad Majid

P1-071

Nimpila, Suchat P2-097

O

Ogawa, Hitomi P1-048

Okada, Ryuichi P1-224

Omari, Abdulhaq P1-085

Onda, Yuichi P1-152

Onosato, Kataru P1-072

Oo, Thaung Naing H7，P2-181

Osawa, Akira P1-276

Osono, Takashi P2-198

Ota, Masahiko T9-3

Otsuki, Kyoichi P1-179

Owari, Toshiaki P1-039

Owari, Toshiaki P1-048

P

Pham, Long Duy P1-226

Pham Duy, Long L11，P1-224

Polus, Reni C. T7-2

R

Rahayu,

Sukmaria Hj Sukri

P1-071

Repo, Tapani P1-133

Ruel, Jean-Claude T6-5

S

Saidin, Zul Hilmi T2-7

Sakamoto, Keiji P1-258

San Jose-Maldia,

Lerma

P1-068

Saragih, Syaiful P1-223

Sasaki, Osamu P1-222

Sasitorn, Hasin P2-222

Sato, Noriko T9-4

Schaefer, Holger P1-252
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Seino, Tatsuyuki D24

Selosse, Marc-André P1-251

Sem, Rida P1-019

Shawn, Lum P1-071

Shinohara, Yoshinori P1-179

Shoda, Tasuku P1-016

Shoji, Yasushi P1-023

Sidle, Roy C P1-185

Sie, Thu Minn P2-056

Soe, Htike San P2-181

Sokh, Heng P1-019

Sovea, Tomasi

Junior Tawatatau

P1-015

Sri, Een Hartatik P1-027

Sugiura, Konosuke D24

Sulaiman, Othman G5

Sumsudin, Musa B T9-2

Sutjaporn,

Hongthong

P2-097

T

Tachibana, Satoshi T9-6

Takao, Gen T9-1

Takeda, Hiroshi P2-198

Takemoto, Shuhei P1-223

Takenaka, Yuki D16

Tani, Naoki T9-1

Taniguchi, Takeshi P2-254

Teramoto,

Munemasa

T9-2

Terashima, Yoshie M4

Tinio, Crusty P1-068

Toda, Hiroto P1-085，P1-156

Tomaru, Nobuhiro P1-068

Torii, Masato P1-223

Tsuge, Takahiro P1-023

Tsumura, Yoshihiko P1-072

Tsuyuki, Satoshi D24，P1-039，P1-045

U

Uchiyama, Kentaro P1-068

Uchiyama, Yoshimi J1

Ueno, Saneyoshi P1-068

V

Vacharangkura,

Tosporn

P2-103

Vladkova, Radka� P1-109

Vongkhamho,

Simone

P2-204

W

Wada, Naoya D24

Waldron, Kaysandra T6-5

Wang, Gonghui P1-185

Watanabe, Yoko P1-228

Wen, Yafeng F8

Wenjun, Han F8

Win, Billy Ne H7，P2-181

Wong, Khoon Meng P1-071

Woraphun,

Himmapan

P2-097

Worth, James S15-5

Y

Yamanaka, Norikazu P2-254

Yamasaki,

Michimasa

P1-224

Yamazaki, Masaru T9-5，T9-6

Yasa Palaguna,

Umar

P1-014

Z

Zaikang, Tong F8

Zeng, Jiye T9-2

Zhao, Xin T9-2

Zul Hilmi Saidin P1-152
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